
【判例ID】 28290803

【判示事項】 【事案の概要（自動抽出）】

　１　事案の概要

　本件は、福島県ａａ郡ａｂ町Ｎ地区（以下「Ｎ地区」又は「Ｎ」と

いう。）に居住していた原告ら（ただし、後記のとおり、原告番号８

８－２、同１０５－４、同１２９－５、同１４１－３、同１４３－

７、同１５８－２、同１７８－１は、本件事故時、Ｎ地区に生活の本

拠を有しておらず、また、原告番号１４３－１０及び同１７９－６は

未出生であり、胎児でもなかったため、これらの者については「原告

ら」に含まない場合がある。）が、福島第一原発を設置・運営してい

た被告に対し、平成２３年３月１１日に発生した本件事故によって、

避難生活を余儀なくされ、また、地域社会が喪失・変容したことに

よって精神的損害等を被ったと主張し、主位的に民法７０９条に基づ

き、予備的に原子力損害の賠償に関する法律（以下「原賠法」とい

う。）３条１項本文に基づき、不動産損害、家財損害及び慰謝料の一

部請求として、各原告に係る別紙４「原告ら請求額等目録」の「請求

額」欄記載の各金員及びこれらに対する本件事故発生の日である同日

から各支払済みまで民法所定の年５％の割合による遅延損害金の支払

をそれぞれ求める事案である。

【裁判年月日等】 令和３年２月９日／福島地方裁判所いわき支部／判決／平成２５年

（ワ）２５２号／平成２６年（ワ）１０１号／平成２７年（ワ）３４

号／平成２９年（ワ）８５号／令和１年（ワ）２７４号

【事件名】 損害賠償請求事件

【裁判結果】 主位的請求棄却、予備的請求一部認容、一部棄却

【上訴等】 控訴

【裁判官】 名島亨卓　中嶋万紀子　小川一希

【審級関連】 ＜控訴審＞令和６年２月１４日／仙台高等裁判所／第３民事部／判

決／令和３年（ネ）１５１号／28321160

【出典】 D1-Law.com判例体系

【重要度】 －

■28290803

福島地方裁判所いわき支部

平成２５年（ワ）第２５２号／平成２６年（ワ）第１０１号／平成２７年（ワ）第３４号／平

成２９年（ワ）第８５号／令和１年（ワ）第２７４号

令和０３年０２月０９日

原告　別紙１「原告目録」記載のとおり

同訴訟代理人弁護士　別紙２－１「原告ら訴訟代理人目録」記載のとおり

同訴訟復代理人弁護士　別紙２－２「原告ら訴訟復代理人目録」記載のとおり

東京都（以下略）

被告　東京電力ホールディングス株式会社

同代表者代表執行役　Ｆ
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同訴訟代理人弁護士　別紙２－３「被告訴訟代理人目録」記載のとおり

同訴訟復代理人弁護士　別紙２－４「被告訴訟復代理人目録」記載のとおり

主文

１　原告らの主位的請求をいずれも棄却する。

２　被告は、別紙３「認容額等目録」の「認容額」欄に金額の記載のある各原告に対し、各原

告に係る同別紙の同欄記載の金員及びこれらに対する平成２３年３月１１日から各支払済みま

で年５％の割合による金員を支払え。

３　前項の原告らのその余の予備的請求並びに原告番号８５－３、同８７－２－１から同８７

－２－３、同８８－２、同９７－４、同１０１－４、同１０５－４、同１１９－３、同１２１

－３から同１２１－５、同１２３－３、同１２３－４、同１２９－５、同１３３－３、同１３

８－３、同１３８－４、同１３９－２、同１４１－３、同１４３－７、同１４３－８、同１４

３－１０、同１５８－２、同１６３－２、同１７２－３、同１７８－１及び同１７９－６に係

る原告らの予備的請求をいずれも棄却する。

４　訴訟費用は、原告番号８５－３、同８７－２－１から同８７－２－３、

同８８－２、同９７－４、同１０１－４、同１０５－４、同１１９－３、同１２１－３から同

１２１－５、同１２３－３、同１２３－４、同１２９－５、同１３３－３、同１３８－３、同

１３８－４、同１３９－２、同１４１－３、同１４３－７、同１４３－８、同１４３－１０、

同１５８－２、同１６３－２、同１７２－３、同１７８－１及び同１７９－６（以下、この項

では「原告番号８５－３ら」という。）と被告との間においては、原告番号８５－３らと被告

との間に生じた費用は原告番号８５－３らの各負担とし、原告番号８５－３らを除く原告らと

被告との間においては、原告番号８５－３らを除く原告らと被告との間に生じた費用の２５分

の１を被告の負担とし、その余は原告番号８５－３らを除く原告らの各負担とする。

５　この判決は、第２項に限り、仮に執行することができる。

ただし、被告が、別紙３「認容額等目録」の「認容額」欄に金額の記載のある各原告に対し、

各原告に係る同別紙の同欄記載の金員の担保を供するときは、当該担保を供した被告は、当該

原告との関係において、その仮執行を免れることができる。

目次

第１章　請求

第１　請求の趣旨

第２　請求の趣旨に対する答弁

第２章　事案の概要等

第１　事案の概要等

第２　前提事実

１　当事者等

（１） 原告ら

（２） 被告

（３） 原子力安全に関する規制機関

２　福島第一原発の概要等

（１） 福島第一原発の概要

（２） 施設の配置、構造

（３） 各施設の敷地高さ

（４） 各施設の電源設備

３　原子炉の型式、冷却設備など
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４　本件事故の発生

（１） 本件地震及びそれに伴う津波の発生

（２） 福島第一原発に対する本件地震の影響

（３） 本件津波の襲来

（４） 本件津波による福島第一原発への被害の概要

（５） 本件事故による放射性物質の拡散

第３　争点及びこれに対する当事者の主張

１　民法７０９条の規定の適用の有無

（原告らの主張）

（１） 原賠法３条の条文構造

（２） 原賠法の目的にも抵触しないこと

（３） 原賠法４条以下との関係

（４） 小括

（被告の主張）

２　被告の悪質性等の有無

（原告らの主張）

（１） 原子力事業者の高度の注意義務

（２） 予見の対象

（３） 被告には平成１４年の段階で予見可能性が認められること

（４） 結果回避可能性

（被告の主張）

（１） 予見の対象

（２） 予見可能性の有無及びそれを踏まえた被告の対応に過失はないこと

（３） 結果回避可能性

３　賠償すべき損害及びその額

（原告らの主張）

（１） 賠償請求する損害の内容

（２） 避難慰謝料

（３） 故郷剥奪慰謝料

（４） 慰謝料の増額要素は故意又は重過失には限られず、被告の悪質性、強い非難性は慰謝

料を大きく増額させる理由となること

（５） 財物損害について

（被告の主張）

（１） 原告らの主張する被侵害利益の捉え方及び慰謝料の算定の誤り

（２） 被告が支払済みの賠償額が十分なものであり、それを超える精神的損害は認められな

いこと

（３） 財物損害について

４　弁済の抗弁

（被告の主張）

（１） 弁済の抗弁に関する考え方（費目を問わず弁済充当されるべきであること）

（２） 世帯構成員間の弁済の充当が認められるべきであること

（原告らの主張）

（１） 時機に後れた攻撃防御方法であり却下されるべきであること

（２） 費目間融通の不合理性、被告の判例解釈の誤り等
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（３） 世帯内融通の不合理性

第３章　当裁判所の判断

第１　民法７０９条に基づく請求の可否

１　判断

２　認定判断の順序

第２　本件事故に至った経緯、被告が行ってきた安全対策とその前提となるべき地震・津波に

関する当時の知見等

１　認定事実

（１） 地震及び津波に関する一般的知見

（２） 福島第一原発１号機から６号機の設置許可等

（３） ４省庁報告書及び７省庁手引

（４） 被告及び電事連による津波試算等

（５） 津波評価技術

（６） 本件長期評価

（７） 本件長期評価公表後の土木学会・津波評価部会の活動及び被告の対応等

（８） 中央防災会議（日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会）における検

討状況等

（９） 福島県による津波想定調査

（10） 溢水勉強会

（11） 耐震設計審査指針の改訂及び耐震バックチェック

（12） 平成２０年試算及び被告における方針決定

（13） 貞観津波に関する知見の内容及びそれを踏まえた被告の対応等

（14） 被告における福島地点津波対策ワーキングの設置、土木学会における検討等

（15） 被告作成の中間報告書に対する原子力安全・保安院の評価等

（16） 長期評価の改訂に関する意見交換会、原子力安全・保安院によるヒアリング

（17） 本件事故後に定められた津波対策に関する基準や考え方等

（18） 被告による検査データの改ざん、市民団体からの申入れ等

２　判断

（１） 本件における被告の予見義務の対象等

（２） 津波評価技術の当否等

（３） 津波評価技術を踏まえた被告の平成１４年又は平成１８年における注意義務違反の有

無等の判断基準

（４） 平成２０年又は平成２２年時点における被告の対応の悪質性等

（５） 本件事故に係る重過失の有無とは直接結びつかない被告の行為の評価

（６） 被告の悪質性等に関する小括

第３　賠償すべき損害及びその額

１　認定事実

（１） 本件事故による避難指示等

（２） Ｎ地区の概況及び本件事故発生前後の変化等

（３） 原告らの避難状況と本件事故発生前後の生活状況等

（４） 放射線に関する知見、放射線による健康影響等

（５） Ｎ地区の除染状況、空間放射線量、放射性物質の状況等

（６） 中間指針等

（７） 経済産業省の示した賠償基準の考え方
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（８） 被告の賠償基準等及び賠償の状況

２　精神的損害に対する賠償に関する判断

（１） 原告らの請求

（２） 避難慰謝料について

（３） 故郷喪失慰謝料について

（４） 原告らの個別事情に関する主張について

３　財物損害に対する賠償に関する判断

（１） 基本的な考え方

（２） 居住用不動産に係る財物損害

（３） 家財に係る財物損害

第４　弁済の抗弁

１　被告の主張

２　判断

第５　弁護士費用

第４章　結論

別紙１　原告目録

別紙２－１　原告ら訴訟代理人目録

別紙２－２　原告ら訴訟復代理人目録

別紙２－３　被告訴訟代理人目録

別紙２－４　被告訴訟復代理人目録

別紙３　認容額等目録

別紙４　原告ら請求額等目録

別紙５　略語・用語一覧表

別紙６　訴訟承継目録

別紙７　各原告に関する事情（枝番号は省略）

別紙８　弁済の抗弁の主張額

別紙９　被告による賠償

（なお、別紙７においては、標記の原告番号で対象とされている各原告につき、各原告の氏名

のうち「原告」の次に名を摘示して略称することがある。また、原告らの世帯を一体として表

示する際、同一世帯内に複数の原告がいる場合は、「原告番号８３ら」「原告Ｘら」などと記

載することがある。）

事実及び理由

第１章　請求

第１　請求の趣旨

　１　被告は、別紙１「原告目録」記載の各原告に対し、各原告に係る別紙４「原告ら請求額

等目録」の「請求額」欄記載の各金員及びこれらに対する平成２３年３月１１日から各支払済

みまで年５％の割合による各金員を支払え。

　２　訴訟費用は被告の負担とする。

　３　仮執行宣言

第２　請求の趣旨に対する答弁

　１　原告らの請求をいずれも棄却する。

　２　訴訟費用は原告らの負担とする。

　３　仮執行宣言は相当ではないが、仮に仮執行宣言を付する場合は、担保を条件とする仮執
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行免脱宣言

第２章　事案の概要等

（略語又は説明の必要な用語を使用する場合の各略語又は各用語の意義は、文中記載のものの

ほか、別紙５「略語・用語一覧表」の記載のとおりである。ただし、初出の場合等、理解のた

め併せて正式名称を用いる場合がある。）

第１　事案の概要等

　１　事案の概要

　本件は、福島県ａａ郡ａｂ町Ｎ地区（以下「Ｎ地区」又は「Ｎ」という。）に居住していた

原告ら（ただし、後記のとおり、原告番号８８－２、同１０５－４、同１２９－５、同１４１

－３、同１４３－７、同１５８－２、同１７８－１は、本件事故時、Ｎ地区に生活の本拠を有

しておらず、また、原告番号１４３－１０及び同１７９－６は未出生であり、胎児でもなかっ

たため、これらの者については「原告ら」に含まない場合がある。）が、福島第一原発を設

置・運営していた被告に対し、平成２３年３月１１日に発生した本件事故によって、避難生活

を余儀なくされ、また、地域社会が喪失・変容したことによって精神的損害等を被ったと主張

し、主位的に民法７０９条に基づき、予備的に原子力損害の賠償に関する法律（以下「原賠

法」という。）３条１項本文に基づき、不動産損害、家財損害及び慰謝料の一部請求として、

各原告に係る別紙４「原告ら請求額等目録」の「請求額」欄記載の各金員及びこれらに対する

本件事故発生の日である同日から各支払済みまで民法所定の年５％の割合による遅延損害金の

支払をそれぞれ求める事案である。

　被告は、本判決につき仮執行宣言が付される場合には、仮執行免脱宣言を付すことを求めて

いる。

　２　原告らに係る訴訟手続の経過

　原告らは、平成２５年１２月２６日（当庁平成２５年（ワ）第２５２号事件、原告番号８３

ら～同１０７ら、ただし原告番号８６－６を除く。なお、その後、平成２６年５月２３日付け

訴状訂正申立書が提出されている。）、平成２６年５月２１日（当庁平成２６年（ワ）第１０

１号事件、原告番号１１８ら～同１４３ら。なお、その後、同年９月３０日付け訴状訂正申立

書が提出されている。）、平成２７年２月１８日（当庁平成２７年（ワ）第３４号事件、原告

番号１５３ら～同１８０ら。なお、その後、同年５月１４日付け訴状訂正申立書が提出されて

いる。）及び平成２９年５月１０日（当庁平成２９年（ワ）第８５号事件、原告番号１９１

ら～同１９３。なお、その後、同年６月１日付け訴状訂正申立書が提出されている。）、それ

ぞれ、被告に対する損害賠償請求訴訟を当庁に提起し、これらの事件の口頭弁論は、いずれも

当庁に係属していた被告に対する損害賠償請求事件（当庁平成２４年（ワ）第２１３号、平成

２５年（ワ）第１３１号の各事件、以下、両事件を合わせて「第１陣訴訟」ということがあ

る。）の口頭弁論に併合された。

　そして、第２６回口頭弁論期日（平成２９年１０月１１日）において、第１陣訴訟の口頭弁

論から、当庁平成２５年（ワ）第２５２号事件、平成２６年（ワ）第１０１号事件、平成２７

年（ワ）第３４号事件、平成２９年（ワ）第８５号事件（以下、これらの４件の事件を「第２

陣訴訟」ということがある。）の口頭弁論が分離され、第１陣訴訟は同期日に口頭弁論が終結

されて、平成３０年３月２２日に判決が言い渡された。

　その後、令和元年１２月１０日（令和元年（ワ）２７４号事件、原告番号８６－６）に平成

２５年（ワ）第２５２号事件の原告番号８６らの親族からの被告に対する損害賠償請求訴訟の

提起が当庁にあり、第４０回口頭弁論期日（令和２年２月１３日）において、上記訴訟の口頭

弁論は、第２陣訴訟の口頭弁論に併合された。そして、第４３回口頭弁論期日（令和２年１０

月１４日）において、これらの５件の事件に係る原告らのうち、本件事故当時、Ｎ地区以外に

生活の本拠を有していた原告ら（平成２５年（ワ）第２５２号事件、平成２６年（ワ）第１０
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１号事件及び平成２７年（ワ）第３４号事件に係る一部の原告ら）の口頭弁論が本件から分離

され、本件原告らに係る口頭弁論は終結した。

　なお、Ｎ地区以外に生活の本拠を有していた原告らに係る第２陣訴訟の一部については審理

中である。

　３　原告らの請求内容の変更経過

　原告らの請求内容についてみると、平成２５年（ワ）第２５２事件、平成２６年（ワ）第第

１０１号事件の原告らについては、当初、本件事故によって生じた精神的損害（避難慰謝料及

び故郷喪失慰謝料）、居住用不動産損害、家財損害を請求するほか、その余の損害（例えば、

一時帰宅費用、生活費増加分、休業損害、酪農業用資産、農地・山林・田畑その他の不動産損

害等）については追って請求する予定であるとしていたが、上記その余の損害に対する賠償請

求はその後追加されなかった。また、平成２７年（ワ）第３４号事件の原告らは、当初、精神

的損害（避難慰謝料及び故郷喪失慰謝料）、家財損害に対する賠償を請求するほか、居住用不

動産損害については、原告らが原子力損害賠償紛争解決センターに申し立てる和解仲介手続の

結果を踏まえて、追って請求するとしていたが、居住用不動産損害に対する賠償請求はその後

追加されなかった。平成２９年（ワ）第８５号事件及び令和元年（ワ）第２７４号事件の原告

らは精神的損害（避難慰謝料及び故郷喪失慰謝料）に対する賠償のみを求めていた。なお、平

成２９年（ワ）第８５号事件の原告らに係る訴状の本文では、精神的損害（避難慰謝料及び故

郷喪失慰謝料）のほか、居住用不動産損害、家財損害に対する賠償も請求するとしているが、

各原告の個別の損害を記載した訴状別紙においては、いずれの原告も居住用不動産損害、家財

損害に対する賠償は請求しないとしている（ただし、その後、原告番号１９１ら、同１９２ら

については家財損害に対する賠償の請求を追加した。）。そして、いずれの原告についても、

精神的損害の請求額については、各訴訟提起の当初から、避難慰謝料として一人当たり月５０

万円（障害を有する者については月７０万円）、故郷喪失慰謝料として一人当たり２０００万

円を請求するとしていた。

　本件訴訟手続が進行する中で、数次にわたり訴えの変更申立てが行われたところ、口頭弁論

終結時において、一部の原告（原告番号１４１－３、同１５８－２、同１７８－１については

避難慰謝料を請求していない。）を除き、各原告は精神的損害に対する賠償としての避難慰謝

料及び故郷喪失慰謝料を請求するほか、居住用不動産損害については、原告番号９６－１、同

１０２－１、同１２８－１が請求し、その余の原告らは請求しておらず、他方、家財損害に対

する賠償については、原告番号１２７ら、同１９３を除いた原告ら（世帯代表者）が請求して

いる。

　なお、原告らは、包括的な地域生活利益を失ったことによる有形無形の財産的損害及びその

精神的苦痛について、訴訟提起当初は「故郷喪失損害」「故郷喪失慰謝料」という用語を用い

ていたが、その後、「喪失」という用語は本件事故による被害の実態を適切に表現していない

との社会学者の意見等を踏まえ、「故郷剥奪損害」「故郷剥奪慰謝料」という用語を用いるよ

うになった。もっとも、原告らも認めるとおり、「故郷喪失損害」と「故郷剥奪損害」は、い

ずれも本件事故により包括的な地域生活利益を失ったことを意味するもので、その内実に差異

はないため、用語の統一の観点から、当裁判所の判断の項では「故郷喪失損害」「故郷喪失慰

謝料」という用語を用いることとする。

第２　前提事実

　以下の事実は、当事者間に争いがないか、又は後掲各証拠（本判決において、証拠番号は、

特に付記しない限り、枝番号を含む。）及び弁論の全趣旨により容易に認められる。

　１　当事者等

（１） 原告ら

ア 原告ら（ただし、被承継人の死亡により本件訴訟を承継した原告らについては、それぞ
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れの被承継人のことを指す。）は、本件事故発生の日である平成２３年３月１１日当時、別紙

７「各原告に関する事情」の「避難前の住所」欄に記載した場所に居住していた者らであり、

一部の者を除き、いずれもＮ地区内に生活の本拠としての住居を有していた者である。

イ 本訴提起時の原告らは８２世帯で合計３１１名であるところ、本件事故発生当時におけ

る原告らの生活の本拠としての住居地であるＮ地区は旧避難指示解除準備区域又は旧居住制限

区域に属している。

ウ 相続等

別紙６「訴訟承継目録」の「死亡原告」欄記載の本訴提起時原告らは、それぞれ同別紙の

「死亡日」欄記載の日に死亡した。同別紙の「訴訟承継人」欄記載の原告らは、それぞれ当該

本訴提起時原告らと、それぞれ同別紙「続柄」欄記載の関係にあり、相続人であって、同別紙

「承継の原因」欄記載の事由によって、それぞれ同別紙「相続割合」欄記載の割合で、上記各

本訴提起時原告らの本件請求権を取得し、訴訟を承継した。（甲Ｃ８５第８～第１８、甲Ｃ８

６第８～第１２、甲Ｃ８７第９～第１１、甲Ｃ９８第２４～第５１、甲Ｃ９９第３、第４、甲

Ｃ１０１第３～第５、甲Ｃ１０４第２、甲Ｃ１０５第１～第４、甲Ｃ１１９第７～第１０、甲

Ｃ１２２第１１、第１２、甲Ｃ１２６第２４～第３６、甲Ｃ１３０第３～第１０、甲Ｃ１３１

第４～第１３、甲Ｃ１３３第４～第１３、甲Ｃ１４１第２～第２６、甲Ｃ１６７第４～第１

３、甲Ｃ１７０第５～第２８、甲Ｃ１７２第２～第１４、甲Ｃ１８０第１２～第１７、第２

１、甲Ｃ１９２第２、弁論の全趣旨）

エ 訴えの取下げ

原告番号１２９－４、同１７４－１から同１７４－４については、訴えの取下げにより終了

した。

（２） 被告

被告は、本件事故発生当時、福島第一原発を設置してこれを運営していた株式会社であり、

原賠法２条３項所定の「原子力事業者」に該当する。被告は、平成２８年４月１日、会社分割

により、三つの完全子会社に対し、燃料・火力発電事業、一般配電事業及び小売電気事業等を

それぞれ承継させるとともに、商号を、東京電力株式会社から東京電力ホールディングス株式

会社に変更した。

（３） 原子力安全に関する規制機関

本件事故発生当時における原子力安全に関する規制機関は次のとおりである。（甲Ａ２本文

編・３６８頁）

ア 原子力安全・保安院

我が国の発電用原子炉施設は経済産業大臣が所管し、その安全規制を行うため、経済産業省

資源エネルギー庁の特別の機関として発電用原子炉施設の安全確保等のために設置された機関

である。本件事故後の平成２４年９月１９日に廃止され、環境省の外局である原子力規制委員

会へ移行した。

イ 原子力安全委員会

規制当局が行う安全規制について、その適切性を第三者的に監査・監視するため、内閣府に

設置された機関である。昭和５３年１０月に原子力委員会から分離、発足し、本件事故後の平

成２４年９月１９日に廃止され、環境省の外局である原子力規制委員会へ移行した。

ウ 独立行政法人原子力安全基盤機構（以下「ＪＮＥＳ」という。）

原子力安全・保安院の技術支援機関として、法律に基づく原子力施設の検査を原子力安全・

保安院と分担して実施するほか、原子力安全・保安院が行う原子力施設の安全審査や安全規制

基準の整備に関する技術的支援等を行うために設置された機関である。平成１５年１０月に発

足し、本件事故後の平成２６年３月１日に原子力規制委員会の事務局である原子力規制庁と統

合し、廃止された。
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　２　福島第一原発の概要等

（１） 福島第一原発の概要

福島第一原発の敷地は、海岸線を長軸とする半長円状の形状をした面積約３５０万ｍ
2
の土地

で、福島県ａｃ郡ａｄ町（以下「ａｄ町」という。）及び同郡ａｃ町（以下「ａｃ町」とい

う。）に位置し、東側は太平洋に面している。（甲Ａ２本文編・９頁）

　福島第一原発には６基の原子炉があり（以下、この６基の原子炉を個別に「１号機」などと

いう。）、１号機から４号機はａｄ町、５号機及び６号機はａｃ町に設置されていた。（甲Ａ

２本文編・９頁）

　福島第一原発の各号機は、原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）、コントロール

建屋（Ｃ／Ｂ）、サービス建屋（Ｓ／Ｂ）等から構成されていた。（甲Ａ２本文編・９頁、甲

Ａ２資料編・３頁）

（２） 施設の配置、構造

ア 原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）は、地上５階、地下１階（６号機は地下２階）の鉄筋コンクリー

ト製の構造物であり、原子炉格納容器及び原子炉補助施設が収納されていた。（甲Ａ２本文

編・２１頁）

イ タービン建屋（Ｔ／Ｂ）は、原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）の海側に位置し、タービン発電機、

主復水器が収納されていた。（甲Ａ２本文編・９頁、甲Ａ２資料編・３～５頁）

ウ サービス建屋（Ｓ／Ｂ）は、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）の海側に位置し、１号機と２号

機、３号機と４号機、５号機と６号機は、それぞれサービス建屋（Ｓ／Ｂ）を共有していた。

サービス建屋（Ｓ／Ｂ）は、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）の出入口の役割を果たしており、構造

上、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）に隣接し、空間的にも連結されていた。（甲Ａ２本文編・９頁、

甲Ａ２資料編・３～５頁）

エ コントロール建屋（Ｃ／Ｂ）は、原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）とタービン建屋（Ｔ／Ｂ）との

中間に位置し、２階には中央制御室があった。１号機と２号機、３号機と４号機、５号機と６

号機は、それぞれ中央制御室を共有していた。（甲Ａ２本文編・９頁、甲Ａ２資料編・３～５

頁）

（３） 各施設の敷地高さ

１号機から４号機の原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）及びタービン建屋（Ｔ／Ｂ）の敷地の高さは、

（省略）＋１０ｍであり、５号機及び６号機の原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）及びタービン建屋（Ｔ／

Ｂ）の敷地の高さは、（省略）＋１３ｍであった。また、各号機の非常用ディーゼル発電機

（ＤＧ）の冷却用海水ポンプが設置されている海側部分の敷地の高さは、いずれも（省略）＋

４ｍであった。（甲Ａ２本文編・１９頁、甲Ａ２資料編・７５頁、甲Ａ４・１８、１９頁）

（４） 各施設の電源設備

ア １号機から６号機には、外部電源が喪失したときに原子炉施設に６９００Ｖの交流電源

を供給するための非常用予備電源設備として、非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）が合計１３台

設置されていた。非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）は、非常用金属閉鎖配電盤（Ｍ／Ｃ）に電

力を供給し、外部電源が喪失した場合でも、原子炉を安全に停止するために必要な電力を供給

するものである。

　１号機から５号機の非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）１０台のうち、２号機Ｂ系及び４号機

Ｂ系は、いずれも空気冷却式（以下「空冷式」という。）で、運用補助共用施設（共用プー

ル）の地上１階に設置され、その余の８台（１号機Ａ系及びＢ系、２号機Ａ系、３号機Ａ系及

びＢ系、４号機Ａ系、５号機Ａ系及びＢ系）は、いずれも海水冷却式（以下「水冷式」とい

う。）で、各号機のタービン建屋（Ｔ／Ｂ）の地下１階に設置されていた。

　また、６号機の非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）３台のうち、６号機Ａ系及び高圧炉心スプ
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レイ系（ＨＰＣＳ）用は、水冷式で、原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）の地下１階に設置され、６号機Ｂ

系は、空冷式で、ディーゼル発電機（ＤＧ）専用建屋の地上１階に設置されていた。

（以上、甲Ａ２本文編・２７～２９頁、甲Ａ２資料編・７６、７７頁）

イ 金属閉鎖配電盤（Ｍ／Ｃ）は、６９００Ｖの所内高電圧回路に使用される動力用電源盤

で、遮断器、保護継電器、付属計器等を収納したものであり、常用、共通及び非常用の３系統

から構成される。

　１号機から５号機の非常用金属閉鎖配電盤（Ｍ／Ｃ）１２台のうち、２号機Ｅ系と４号機Ｅ

系は運用補助共用施設（共用プール）の地下１階に、１号機Ｃ系及びＤ系はタービン建屋

（Ｔ／Ｂ）の地上１階に、その余の８台（２号機Ｃ系及びＤ系、３号機Ｃ系及びＤ系、４号機

Ｃ系及びＤ系、５号機Ｃ系及びＤ系）は各号機のタービン建屋（Ｔ／Ｂ）の地下１階に設置さ

れていた。

　６号機の非常用金属閉鎖配電盤（Ｍ／Ｃ）３台のうち、６号機Ｃ系は原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）

の地下２階に、６号機Ｄ系は原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）の地下１階に、高圧炉心スプレイ系（ＨＰ

ＣＳ）用は原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）の地上１階に設置されていた。

（以上、甲Ａ２本文編・３０、３１頁、甲Ａ２資料編・７６、７７頁）

ウ パワーセンター（Ｐ／Ｃ）は、金属閉鎖配電盤（Ｍ／Ｃ）から変圧器を経て降圧された

４８０Ｖの所内低電圧回路に使用される動力用電源盤で、遮断器、保護継電器、付属計器を収

納したものであり、常用、共通及び非常用の３系統から構成される。

　１号機から５号機の非常用パワーセンター（Ｐ／Ｃ）１２台のうち、１号機Ｃ系及びＤ系は

コントロール建屋（Ｃ／Ｂ）の地下１階に、２号機Ｅ系及び４号機Ｅ系は運用補助共用施設

（共用プール）の地下１階に、２号機Ｃ系及びＤ系並びに４号機Ｃ系及びＤ系はタービン建屋

（Ｔ／Ｂ）の地上１階に、３号機Ｃ系及びＤ系並びに５号機Ｃ系及びＤ系はタービン建屋

（Ｔ／Ｂ）の地下１階に設置されていた。

　６号機の非常用パワーセンター（Ｐ／Ｃ）３台のうち、６号機Ｃ系は原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）

の地下２階に、６号機Ｄ系は原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）の地下１階に、６号機高圧炉心スプレイ系

（ＨＰＣＳ）用（Ｅ系）はディーゼル発電機（ＤＧ）専用建屋の地下１階に設置されていた。

（以上、甲Ａ２本文編・３０、３１頁、甲Ａ２資料編・７７頁）

エ １号機、２号機及び４号機の直流主母線盤は、コントロール建屋（Ｃ／Ｂ）の地下１階

に設置され、また、３号機の直流主母線盤は、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）の中地下階に設置され

ていた。（甲Ａ５・４９頁）

　３　原子炉の型式、冷却設備など

（１） 我が国に設置されている発電用原子炉は、いずれも軽水炉と呼ばれる型式の原子炉

で、原子炉を冷却しながら熱エネルギーを取り出すのに水を用いる。軽水炉には、沸騰水型

（ＢＷＲ）と加圧水型（ＰＷＲ）とがあるところ、福島第一原発の６基の原子炉は、いずれも

沸騰水型（ＢＷＲ）である。沸騰水型（ＢＷＲ）では、原子炉内で発生した蒸気で直接発電機

のタービンを回して発電を行う。（甲Ａ２資料編・２頁）

（２） 原子力発電所においては、地震の発生等により原子炉に異常が発生した場合、燃料

の損傷を防ぐため炉心に制御棒が挿入され、核分裂反応を抑制して、原子炉を緊急停止（スク

ラム）させる。しかし、炉心に制御棒を挿入して原子炉を停止させた場合においても、燃料棒

内に残存する多量の放射性物質の崩壊による発熱が続くことから、原子炉圧力容器内を冷却し

続ける必要がある。

　そのため、原子炉施設には、通常の給水系のほかに、様々な注水系が備えられている。注水

系は、原子炉で発生する蒸気を駆動源とするタービン駆動ポンプ又は電動ポンプにより、原子

炉へ注水する。注水系には、原子炉が高圧の状態でも注水可能な高圧のものと、原子炉の減圧

をすることによって注水が可能となる低圧のものがある。
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　非常用の注水系には、動力を必要とせずに自然循環で冷却することが可能なもの（１号機の

非常用復水器（ＩＣ））や、圧力容器から発生する蒸気の一部を用いるタービン駆動ポンプに

よるもの（２号機及び３号機の原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）や１号機から６号機の高圧注

水系（ＨＰＣＩ））がある。ただし、原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）の起動や制御には、直

流電源が必要である。

（以上、甲Ａ２本文編・１２～１４、２２～２７頁、甲Ａ５・３９～４１頁）

（３） 福島第一原発においては、原子炉施設が全交流電源を喪失した場合、非常用復水器

（ＩＣ）や、原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）、高圧注水系（ＨＰＣＩ）により炉心を冷却し

つつ、外部電源を復旧し、非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）を手動起動すること及び隣接する

プラント間で動力用の高圧交流電源及び低圧交流電源を融通することが手順化されていた。

（甲Ａ２本文編・４３４頁）

　４　本件事故の発生

（１） 本件地震及びそれに伴う津波の発生

ア 平成２３年３月１１日（以下、この項においては、日付について、「同１１日」、「同

１２日」などという。）午後２時４６分、宮城県ａｅ半島の三陸沖（東南東約１３０ｋｍ付

近）、深さ約２４ｋｍの地点を震源とするＭ（マグニチュード、震源域での地震規模を表し、

地震計で観測される地震波の最大振幅に基づいて計算する。）９．０の地震（以下「本件地

震」という。）が発生した。本件地震は、世界の観測史上４番目の規模の地震であり、国内観

測史上では最大規模であった。宮城県ａｆ市で震度７、宮城県、福島県、茨城県及び栃木県の

４県３７市町村で震度６強が観測された。

　本件地震の震源域は、日本海溝のプレート境界面に沿って、岩手県沖から茨城県沖までの長

さ約５００ｋｍ、幅約２００ｋｍ、深さ約５ｋｍから約４０ｋｍに及ぶものであり、最大すべ

り量は５０ｍ以上であった。三陸沖南部海溝寄り、三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄りの一

部で大きなすべり量が観測され、三陸沖中部、宮城県沖、福島県沖、茨城県沖の複数の領域も

震源域として連動して発生した。

（以上、甲Ａ２本文編・１５頁、甲Ａ４００・１９頁、甲Ａ４０５の１・６頁）

イ 本件地震により、東北地方から関東地方北部の太平洋側を中心に、北海道から沖縄県に

かけての広い範囲で津波（以下「本件津波」という。）が到来し、甚大な被害をもたらした。

　本件津波は、世界で観測された津波の中では４番目の規模であり、我が国の観測史上では最

大のものであり、その津波の高さから地震の規模を表す津波マグニチュード（Ｍｔ）は９．１

であった。

（以上、甲Ａ２本文編・１６頁、甲Ａ４０５の１・６頁）

ウ 地震調査研究推進本部（以下「推進本部」という。）が本件地震当日である平成２３年

３月１１日に発表した「平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震の評価」では、「今

回の地震の震源域は、岩手県沖から茨城県沖までの広範囲にわたっていると考えられる。地震

調査委員会では、宮城県沖・その東の三陸沖南部海溝寄りから南の茨城県沖まで個別の領域に

ついては地震動や津波について評価していたが、これらすべての領域が連動して発生する地震

については想定外であった。」とされている。

　また、平成２３年４月２７日開催の中央防災会議において示された「東北地方太平洋沖地震

－東日本大震災－の特徴と課題」の中でも、本件地震・本件津波災害の特徴として、想定をは

るかに超えた大きな地震・津波規模であり、広域で甚大な津波災害をもたらしたとされてい

る。加えて、中央防災会議では、本件災害に関して専門部会を設けて「東北地方太平洋沖地震

を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告（平成２３年９月２８日）」を取りまと

めており、この中で、本件津波の特徴について「今回の津波は、従前の想定をはるかに超える

規模の津波であった。我が国の過去数百年の地震発生履歴からは想定することができなかった
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マグニチュード９．０の規模の巨大な地震が、複数の領域を連動させた広範囲の震源域をもつ

地震として発生したことが主な原因である。一方、津波高が巨大となった要因として、今回の

津波の発生メカニズムが、通常の海溝型地震が発生する深部プレート境界のずれ動きだけでな

く、浅部プレート境界も同時に大きくずれ動いたことによるものであったことがあげられ

る。」としている。

（以上、甲Ａ４０５の１・２７、２８頁、乙Ａ５６）

（２） 福島第一原発に対する本件地震の影響

本件地震発生当時、１号機から３号機は通常運転を行っており、４号機から６号機は定期検

査中であった。４号機については、圧力容器内の工事が予定されていたことから、全燃料が圧

力容器から使用済燃料プールに取り出されていた。

　福島第一原発における本件地震の観測結果として、福島第一原発のＲ／Ｂ基礎板上の観測値

が基準地震動Ｓｓに対する最大加速度を一部超えたものの、ほとんどが下回った。観測された

最大加速度は、２号機Ｒ／Ｂ地下１階の５５０ガル（東西方向）であった。地震観測記録の応

答スペクトルは、一部、基準地震動Ｓｓによる応答スペクトルを上回ったが、おおむね同程度

と確認され、はぎとり解析の実施の結果としても、一部の周期体で基準地震動Ｓｓを超えてい

るものの、おおむね同程度の地震動レベルであったことが確認された。

　本件地震により、福島第一原発には、送電鉄塔の倒壊や遮断器の損傷などの複数の箇所での

故障が生じ、その外部電源が喪失する状態となった。運転中の１号機から３号機は、いずれも

同１１日午後２時４７分頃までに制御棒が全て挿入され、いずれも全て自動停止（スクラム）

した。また、定期点検中の４号機を除き、同日午後２時４８分頃までに全ての非常用ＤＧが自

動起動し、電源が確保された。この段階では、原子炉水位、圧力、格納容器温度などから、原

子炉冷却材圧力バウンダリの損傷が疑われる状況にはなかった。

　１号機から３号機のいずれもその原子炉水位はスクラム直後に低下したが、非常用炉心冷却

系の自動起動レベルに至ることなく回復しており、ＩＣなどが自動起動したほか、運転員が対

応手順書などに従い、手動での起動・停止などの作業を継続していた。この間、Ｄ／Ｗ（ドラ

イウェル）圧力の上昇はみられたが、大きなものではなく、配管等の破断、格納容器の損傷に

よる急激な圧力変動は認められなかった。

　このように、１号機から３号機について、本件地震の発生から本件津波の襲来までの間に格

納容器の圧力の異常な上昇は見られず、同温度にも異常はなく、格納容器床サンプ水位も一定

であり、格納容器内の原子炉水や蒸気の異常な漏えいの兆候はなかった。また、Ｒ／Ｂ内の負

圧は維持されており、排気筒放射線モニタは安定した値を示して異常はみられなかった。加え

て、本件津波の襲来までの間、低線量モニタリングポストの数値にも変化はなく、異常はみら

れなかった。

　また、４号機は、本件地震の発生時、定期検査中で全燃料が使用済燃料プール（ＳＦＰ）に

取り出されており、原子炉ウェル側でシュラウド取替工事が実施され、プールゲートが閉じら

れ、原子炉ウェルは満水状態であったが、本件地震の発生後も原子炉ウェル側に大きな水位の

変動は見られなかった。本件地震により外部電源を喪失して使用済燃料プール冷却系が停止

し、待機中の非常用ＤＧ１台が起動した。本件地震の発生前に使用済燃料プールの冷却のため

に運転していた残留熱除去系ポンプは、本件地震後に外部電源の喪失により停止した。排気筒

放射線モニタは、３号機と排気筒を共用しているが、異常は見られなかった。５号機及び６号

機はいずれも定期検査中であり、全燃料が原子炉内にあり、制御棒は全て挿入された状態で

あって、外部電源の喪失によりそれぞれの非常用ＤＧが自動起動していたし、安全保護系電源

喪失による原子炉格納容器隔離系隔離信号により非常用ガス処理系が自動起動し、Ｒ／Ｂ内の

負圧は維持された。５号機及び６号機において共用されている排気筒モニタに異常はみられな

かった。
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　なお、本件地震の観測データに基づいたＲ／Ｂの地震応答解析を用いた解析的検討において

も、本件地震が耐震安全上重要な機器、配管系に影響を与えた事実は確認されていない。自由

地盤系の地震観測記録から地盤構造を特定し、はぎとり解析によって再現した地震波を用いて

代表機器の疲労評価（解析）を行った結果も、地震の揺れによる疲れ累積係数（材料の疲れ度

合いを示す数値）は１０のマイナス５乗のオーダーであり、基準値１に対して極めて小さく、

本件地震による疲労影響は無視できるものであった。さらに、福島第一原発の１号機から６号

機の目視の結果に関しても、安全上重要な機能を有する主要な設備において地震による機能に

影響する損傷はほとんど確認されなかった。

（以上、甲Ａ３本文編・２８～４０頁、同資料編の「主要施設、設備の被害状況に関する検証

結果報告」４～１４、６２～７０、１４８～１５５頁、甲Ａ４００・２０、２１頁、甲Ａ４０

５の１・７、８４～９１、９８～１０４頁）

（３） 本件津波の襲来

福島第一原発に襲来した本件津波について、同１１日午後３時２７分頃に最初の大きな波

（波高計では、（省略）＋約４ｍ）が襲来し、次に同１１日午後３時３５分頃に大きな波（波

高計が損傷したため、水位不明）が到達した。

　その結果、福島第一原発の４ｍ盤に設置されていた非常用海水系ポンプ設備が被水し、さら

に１０ｍ盤、１３ｍ盤の上まで遡上して、南防潮堤の外側から主要建屋設置エリア南東側（敷

地高（省略）＋１０ｍ）に浸入し、同主要建屋設置エリアまで遡上し、同主要建屋敷地エリア

ほぼ全域が浸水した。

　その浸水高は、１号機から４号機のエリアでは（省略）＋約１１．５～１５．５ｍであり、

同エリア南西部では局所的に（省略）＋約１６～１７ｍに及んだ。その浸水深（建物や設備に

残された変色部や漂着物等の痕跡の地表面からの高さである。浸水高から敷地高を減じる。）

は約１．５～５．５ｍ（上記エリア南西部では局所的に約６～７ｍ）となる。

　５号機及び６号機のエリアでは、浸水高は（省略）＋約１３～１４．５ｍである。その浸水

深は約１．５ｍ以下となる。

　また、津波の再現計算であるインバージョン解析により波源を推定し、津波高さを評価した

結果としては、約１３ｍであった。

（以上、甲Ａ２本文編・１９、９０、９１頁、甲Ａ３５８の２、甲Ａ４００・２６頁、甲Ａ４

０５の１・８、９頁）

（４） 本件津波による福島第一原発への被害の概要

ア 福島第一原発の海側エリア及び同主要建屋敷地エリアほぼ全域を浸水する本件津波が襲

来した結果、福島第一原発の主要建屋（Ｒ／Ｂ、Ｔ／Ｂ、非常用Ｄ／Ｇ建屋、運用補助共用施

設（共用プール建屋）、Ｃ／Ｂ、廃棄物処理建屋、Ｓ／Ｂ及び集中廃棄物処理室）の周囲は全

域が津波の遡上により冠水した。その結果、１号機から４号機の建屋の周囲の浸水深は４～５

ｍにも及んだ。

　これらの主要建屋について、外壁や柱等の構造躯体には津波による有意な損傷は確認されて

いないが、建屋の地上の開口部に取り付けられている建屋出入口のドアやシャッター、非常用

ＤＧ給気ルーバ、地上機器ハッチ、建屋の地下でトレンチやダクトに通じるケーブル、配管貫

通部などが津波により浸水し損傷していることが確認され、これらの開口部、地下のトレンチ

やダクトに通じるケーブル、配管貫通部が建屋内部への津波の浸水経路となったと推測され

る。

（以上、甲Ａ３５８の１・４－１４頁、甲Ａ４０５の１・１０５頁）

イ また、本件津波により多くの海水冷却系が損傷し、Ｔ／Ｂへの浸水により各号機の電源

盤の機能が広く失われ、１号機から５号機では全交流電源が同１１日午後３時４０分頃までに

喪失し、さらに１号機、２号機及び４号機では直流電源も喪失する事態となった。
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　非常用海水系ポンプ（格納容器冷却海水系ポンプ、残留熱除去海水系ポンプ、ＤＧ海水ポン

プ）は、海水を利用し崩壊熱の除去を行うために海側エリアに設置されており、津波の高さ

５．４～６．１ｍに対して機能を確保できるよう対策がされていたが、これを大幅に超える本

件津波の襲来により、同ポンプモーターが冠水し、系統の機能を喪失した。

　屋外海側エリアに設置されている非常用海水系ポンプについて、設備点検用クレーンの倒

壊、漂流物の衝突等によるポンプ及び付属機器の損傷、モーター軸受潤滑油への海水の混入が

確認されたものもあったが、点検中で取り外していた４号機の残留熱除去海水系ポンプを除

き、いずれも津波を受けた後も据付け場所に自立しており、ポンプ本体が流出したものはな

く、非常用海水系ポンプの躯体の機械的損傷は限定的であった。

（以上、甲Ａ３５８の１・４－４０、４１、５３～５７頁、甲Ａ４０５の１・１０６、１０７

頁）

ウ 非常用ＤＧの被害状況については、５号機及び６号機の水冷式ＤＧ（ＤＧ（５Ａ）、Ｄ

Ｇ（５Ｂ）、ＤＧ（６Ａ）及び高圧炉心スプレイ系ＤＧ）本体は被水を免れたが、１号機から

４号機の水冷式のＤＧ本体は全て被水により停止した。被水しなかった５号機及び６号機の上

記ＤＧも、非常用海水系ポンプ等が機能喪失したため、運転することができず、結果、水冷式

のＤＧは全て停止した。

　他方、２号機のＤＧ（２Ｂ）、４号機のＤＧ（４Ｂ）及び６号機のＤＧ（６Ｂ）は空冷式の

ＤＧであり、これらは非常用海水系ポンプがないために津波による冷却系への影響がなかっ

た。ＤＧ（２Ｂ）及びＤＧ（４Ｂ）については、４号機Ｓ／Ｂの南西にある運用補助共用施設

（共用プール建屋）に設置しており、非常用ＤＧ本体に浸水被害がなかったものの、運用補助

共用施設（共用プール建屋）地下の電気品室が浸水被害を受け、ＤＧの電源盤が水没し、機能

を喪失した。

　この結果、１号機から５号機の全ての非常用ＤＧが停止し、全交流電源喪失に至った。６号

機の空冷式ＤＧ（６Ｂ）のみが運転を継続し、電源が維持された。

（以上、甲Ａ４０５の１・１０７、１０８頁）

エ 外部電源及び非常用ＤＧの電力は、Ｍ／Ｃ及びＰ／Ｃを経由して各機器に供給され、交

流電源喪失時には最低限の監視機能等を確保するために直流電源盤が用意されている。

　本件津波の襲来により１号機から５号機は、常用系及び非常用系の全てのＭ／Ｃが被水し、

外部電源及び非常用ＤＧ本体が機能していても、電力を必要とする機器に供給できない状態と

なっていた。また、Ｐ／Ｃについても大半が被水し、高圧電源車などの接続可能な部分は限ら

れていた。

　直流電源盤は、１号機、２号機及び４号機において被水し、３号機、５号機及び６号機にお

いて被水していなかった。３号機、５号機及び６号機の直流電源盤は、Ｔ／Ｂの中地下階に設

置され、浸水被害が及ばなかったと推測される。

　建屋への大規模な浸水が生じた施設では、建屋最地下階の浸水が顕著であり、電源盤の被害

もこれに対応している。最地下階に設置してあった電源盤は、被水の被害を受けているが、中

地下階に設置してある電源盤は、一部を除き、被水を免れている。また、最地下階に設置して

あっても、建屋周囲の浸水高に対して建屋への浸水経路となる非常用ＤＧ給気ルーバ等の最下

端が浸水高より上に設置され、浸水経路となるダクト、トレンチ等の貫通部もない５号機及び

６号機においては、建屋への浸水がなく、５号機及び６号機のＤＧや６号機のＭ／Ｃ、Ｐ／Ｃ

などの設備は被水していない。６号機については、空冷式の非常用ＤＧのみならず、Ｍ／Ｃ、

Ｐ／Ｃといった電源盤も被害がなく、供給先の機器を作動継続させることができた。

（以上、甲Ａ４０５の１・１０８頁）

エ 本件津波襲来後の各号機の状況等は、以下のとおりである。

（ア） １号機は、本件津波により、建屋内にある電源設備の電源（交流電源及び直流電
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源）を全て喪失し、電動の弁やポンプ、監視計器などが動かなくなった。また、ＩＣの機能も

ほぼ喪失した。その後、注水の検討がされたが、結果的に実施されないまま、同１１日午後５

時５０分頃にはＴ／ＢからＲ／Ｂに入る二重扉付近の放射線量が正常値を超え、燃料の一部の

冷却水面上に露出していた可能性がある。同１１日午後９時５１分頃にはＲ／Ｂの放射線量が

上昇し、入域禁止措置が講じられ、同１１日午後１０時３０分頃に放射線量が高い値（３００

ｍＳｖ／ｈ）を示し、同１１日午後１１時５０分頃のＤ／Ｗ（ドライウェル）の圧力が最高使

用圧力を超えた。この時点では、ＩＣが正常に機能しておらず、圧力容器から漏えいした水蒸

気により格納容器のＤ／Ｗ圧力の異常上昇が考えられた。これを受けて、格納容器のベントの

指示が出された。しかも、同１２日午前２時３０分にはＤ／Ｗ圧力の計測値が急上昇し、同１

２日午前２時４５分頃の圧力容器圧力がＤ／Ｗ圧力の値と同程度まで低下し、圧力容器の損傷

が疑われた。

　同１２日午前４時頃から、消防車による注水が開始され、注水対応と並行して格納容器ベン

トが図られたが、高線量のためにベントの作業も順調にはいかず、同１２日午前１０時過ぎに

は正門付近のモニタリンポストの放射線量が急上昇するなど、１号機から大気中へ放射性物質

が放出されたと推測される。

　その後に、格納容器ベントが実施されたが、それから１時間程度経過した同１２日午後３時

３６分頃にＲ／Ｂが爆発し、放射性物質が大気中に放出された。また、海水注入が行われるな

どしたが、同１３日午前８時以降、モニタリングポストの放射線量が急上昇し、１号機の炉心

損傷の過程で放出された放射性物質が格納容器から漏えいしていたと考えられ、Ｄ／ＷのＣＡ

ＭＳ（事故時に格納容器内雰囲気の放射線量等の監視を行うための系統、甲Ａ４・１９５頁）

放射線量も高い値を示していたが、同１６日夜には大きく低下し、１号機全体の状況は落ち着

いた。

（以上、甲Ａ４・５２～７１頁、甲Ａ４０５の１・１１８～１２０、１２８～１４２、２７

３、２７７頁）

（イ） ２号機は、本件津波により、全交流電源及び直流電源を喪失し、電動の弁やポン

プ、監視計器などが動かなくなったが、ＲＣＩＣは作動していた。

　そこで、同１１日午後９時頃から注水の準備が始められたが、同日午後９時５０分頃の時点

では、原子炉水位が有効燃料頭頂部（ＴＡＦ）よりも高いことが確認され、同１４日昼近くま

で、原子炉水位は高い位置に保たれていた。

　ベントの準備も進められ、同１３日午前１１時までにベントラインの構成が完了された。Ｒ

ＣＩＣの運転停止という事態に備えて同日午後０時頃には、消防車の配備やホースの敷設が行

われ、海水注入の準備が整えられた。

　しかし、後記（ウ）の３号機の爆発の影響で、同１４日１１時頃、準備が完了していた消防

車、ホースが損傷し、使用不能となった。

　同１４日昼頃から、原子炉水位が下がり始め、ＲＣＩＣの機能が低下していると判断され、

代替注水の再構成とベントの復旧が行われた。しかし、同１４日午後５時１７分には原子炉水

位がＴＡＦまで低下した。

　同１４日午後７時３分頃には、主蒸気逃がし安全弁（ＳＲ弁）による減圧に成功し、同１４

日午後７時５４分頃から２台の消防車による原子炉への注水が継続して行われた。

　同１４日午後９時２０分に原子炉減圧のためＳＲ弁が開いた状態とされた後、正門付近の線

量率が一時的に上昇した。Ｄ／Ｗの圧力が急激に上昇し、同１５日午前６時１４分頃、圧力抑

制室付近で水素爆発と考えられる爆発音が確認された。

　同１５日午前１１時２５分の段階では、Ｄ／Ｗ圧力は低下しているが、その間の午前９時４

０分頃には２号機から白い煙が放出され、正門付近の線量率が急上昇しているなど、同日２号

機から大量の放射性物質が放出されたと推定できる。
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（以上、甲Ａ３本文編・３２～３６頁、甲Ａ４・９３～１０７頁、甲Ａ４０５の１・１５６～

１６７、２７４、２７６、２７７頁）

（ウ） ３号機は、本件津波により非常用ＤＧが停止して交流電源を喪失し、交流電源の電

動の弁やポンプ、監視計器などが動かなくなったが、直流電源は機能喪失を免れていた。この

ため、直流電源で起動できる原子炉隔離時冷却系によりその流量を調整しながら、冷却を維持

できる状態であった。同１２日午前１１時３６分にＲＣＩＣが自動停止し原子炉水位が低下

し、ＨＰＣＩが自動起動した。ＲＣＩＣと同様、ＨＰＣＩも直流電源を節約するようにして連

続的に運転され、原子炉水位を維持した。

　その後、ＨＰＣＩの破損の危険やＳＲ弁による減圧を行いディーゼル駆動消火ポンプ（Ｄ／

ＤＦＰ）による低圧注水が可能であるとの判断の下、同１３日午前２時４２分にＨＰＣＩが手

動で停止された。しかし、ＳＲ弁を開放しようとしたが、開作動せず、原子炉圧力が上昇し、

Ｄ／ＤＦＰによる注水ができない状態となった。

　同１３日午前９時頃に原子炉圧力が急激に低下し、Ｄ／ＤＦＰと消防車による注水が開始さ

れた。

　同１３日午前９時２０分頃、Ｄ／Ｗ圧力が低下し、格納容器ベントが機能したものと判断さ

れた。同日午後２時３１分頃、Ｒ／Ｂ二重扉北側で３００ｍＳｖ／ｈを超える高線量が計測さ

れ、扉の内側に白い靄が見えた。そのため、３号機でも１号機と同様の爆発が予想され、対策

が検討されたが、その対策を講じる前の同１４日午前１１時０１分、Ｒ／Ｂが爆発した。な

お、３号機においても、これらのベント作業や爆発により、放射性物質が大気中に放出され

た。同１５日以降、圧力容器圧力及びＤ／Ｗ圧力は徐々に低下した。

（以上、甲Ａ４・７７～９２頁、甲Ａ４０５の１・１７８～１９０、２７４、２７５、２７７

頁）

（エ） ４号機は、本件津波により直流電源及び交流電源の全てを喪失するとともに、使用

済燃料プールの冷却機能及び補給水機能が喪失した。その後の同１４日午前４時８分、運転員

が使用済燃料プールの水温が８４℃であることを確認し、同１５日午前６時１４分頃、大きな

衝撃音と振動が発生し、その後にＲ／Ｂ５階屋根付近に損傷が確認され、同日午前９時３８分

頃にＲ／Ｂ３階で火災の発生が確認されたが、同日午前１１時頃に自然鎮火が確認され、同１

６日にもＲ／Ｂ４階での火災発生の連絡があったが、現場で火が確認されることはなかった。

（甲Ａ４０５の１・２０４頁）

（５） 本件事故による放射性物質の拡散

ア 上記（４）エのとおり、１号機から３号機においては、全交流電源が喪失したことなど

から、原子炉の冷却機能が失われ、炉心損傷並びに圧力容器及び格納容器の破損が進行し、ま

た、１号機、３号機及び４号機では水素爆発が発生してＲ／Ｂが損傷し、結果として、下記ウ

及びエのとおり、大量の放射性物質が大気中に放出されて拡散した。

イ 原子力安全・保安院は、平成２３年４月１２日、国際原子力事象評価尺度（ＩＮＥＳ）

に基づき、本件事故を「レベル７（深刻な事故）」と評価したことを公表した。（甲Ａ２本文

編・３４８、３４９頁）

ウ 原子力安全・保安院は、福島第一原発１号機から３号機より大気中に放出された放射性

物質の総量を推計し、平成２３年４月１２日と同年６月６日の２回にわたり、その結果を公表

したところ、６月６日に公表された総量は、ヨウ素１３１が約１６万テラベクレル、セシウム

１３７が約１．５万テラベクレルであり、これらのヨウ素換算値は約７７万テラベクレルとな

る。

　また、原子力安全委員会も、大気中に放出された放射性物質の総量を推計し、同年４月１２

日と同年８月２４日の２回にわたり、その結果を公表したところ、８月２４日に公表された総

量は、ヨウ素１３１が約１３万テラベクレル、セシウム１３７が約１．１万テラベクレルであ
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り、これらのヨウ素換算値は約５７万テラベクレルとなる。

（以上、甲Ａ２本文編・３７、３８、３４５、３４６頁）

エ また、被告は、平成２４年５月２４日、平成２３年３月１２日から同月３１日までの間

に大気中に放出された放射性物質の総量をヨウ素換算値で約９０万テラベクレルと推計した。

（甲Ａ４０５の１・２９４頁）

第３　争点及びこれに対する当事者の主張

　原告らは、主位的請求として民法７０９条に基づく損害賠償請求を行うとともに、予備的請

求として原賠法３条１項に基づく損害賠償請求を行っている。主位的請求に関する争点は民法

７０９条の規定の適用の有無であり、主位的請求及び予備的請求に共通する争点は、被告の故

意又はそれと同視し得る重大な過失若しくは過失などの悪質性（以下「悪質性等」という。）

の有無（被告の故意・過失は主位的請求の請求原因事実であり、これを含めた悪質性等は、主

位的請求及び予備的請求に係る慰謝料の増額事由である。）、本件事故によって原告らに生じ

た損害としての慰謝料及び財物損害の額、弁済の抗弁の成否である。

　１　民法７０９条の規定の適用の有無

（原告らの主張）

　以下のとおり、原賠法は民法７０９条の適用を排除するものではなく、同条に基づく損害賠

償請求を選択することを妨げない。

（１） 原賠法３条の条文構造

原賠法３条と民法７０９条との関係は、特別法と一般法の関係にあるといえるが、特別法が

一般法の適用を排除するためには明文の規定が必要である。

　例えば、不法行為法の特別法である自動車損害賠償保障法（以下「自賠法」という。）３

条、独占禁止法２５条、製造物責任法３条及び鉱業法３条は、民法７０９条等による請求を排

除する明文はなく、民法７０９条等による請求も認められると解されている（独占禁止法２５

条につき、最高裁昭和４７年１１月１６日第一小法廷判決・民集２６巻９号１５７３頁参

照）。

　原賠法においては、同法４条３項が商法７９８条１項、船主責任制限法及び製造物責任法を

明示的に排除しているのに対し、民法７０９条以下の不法行為責任はあえて排除していない。

　原賠法３条１項に基づく損害賠償請求権と民法７０９条に基づく損害賠償請求権は請求権競

合の関係にある。原子力事業者が原子炉の運転等による原子力損害について一般不法行為法に

基づく過失責任を負う場合でも、当該原子力事業者は、これと併存して、原賠法３条１項に基

づく無過失責任も当然に負っており、どちらの請求権に基づき損害賠償を請求するかは被害者

の選択による。

（２） 原賠法の目的にも抵触しないこと

原賠法１条は、「この法律は、原子炉の運転等により原子力損害が生じた場合における基本

的制度を定め、もつて被害者の保護を図り、及び原子力事業の健全な発達に資することを目的

とする。」と定めている。すなわち、原賠法の目的は、〈１〉被害者の保護と〈２〉原子力事

業の健全な発達にある。

　まず、〈１〉被害者の保護という目的からすれば、原賠法３条１項に基づく請求をするか、

民法７０９条による請求をするかは被害者の選択に委ねるべきである。

　また、民法７０９条に基づく損害賠償請求を認めても、原子力事業の健全な発達には何ら支

障がない。むしろ、民法７０９条の適用を認め、被告の責任を明らかにすることは、本件事故

の原因を明らかにし、今後の再発防止につながるものであり、原子力利用の安全性の確保に資

するものであり、ひいては、原子力事業の健全な発展につながるものである。

（３） 原賠法４条以下との関係

原賠法４条１項は、「前条の場合においては、同条の規定により損害を賠償する責めに任じ
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ない。」と規定し、同法５条は、「前三条の場合において、他にその損害の発生について責め

に任ずべき自然人があるとき（当該損害が当該自然人の故意により生じたものである場合に限

る。）は、同条の規定により損害を賠償した原子力事業者は、その者に対して求償権を有す

る。」と規定する。さらに、同法１６条１項は、「政府は、原子力損害が生じた場合におい

て、原子力事業者（外国原子力船に係る原子力事業者を除く。）が第三条の規定により損害を

賠償する責めに任ずべき額が賠償措置額をこえ、かつ、この法律の目的を達成するため必要が

あると認めるときは、原子力事業者に対し、原子力事業者が損害を賠償するために必要な援助

を行うものとする。」と規定する。

　原子力事業者が故意又は過失によって原子力損害を生じさせた場合、一般不法行為法たる民

法７０９条に基づく損害賠償責任が成立する一方で、原賠法３条１項に基づく損害賠償責任も

成立する。すなわち、民法７０９条に基づく損害賠償責任と原賠法３条１項に基づく損害賠償

責任が競合する。そうだとすれば、被害者が民法７０９条に基づく請求をした場合であって

も、原賠法３条の「原子力損害がその損害を賠償する責めに任ずる」場合であることには変わ

りがなく、原賠法４条１項、５条、１６条１項は当然に適用されると解すべきである。このよ

うに解することが、原賠法１条の〈１〉被害者の保護と〈２〉原子力事業の健全な発展という

原賠法の目的にも資する。

　仮に、原賠法４条１項、５条、１６条１項が当然に適用されないとしても、原賠法１条の

〈１〉被害者の保護と〈２〉原子力事業の健全な発展という目的からすれば、民法７０９条に

基づく損害賠償請求の場合にも、原賠法４条１項、５条、１６条１項は類推適用されると解す

べきである。

　前記原賠法１条の目的規定の解釈からすれば、「原子力事業の健全な発展」は、原子炉の運

転等に関与する者が事故を未然に防止し、万一の事態において被害が生じた場合に正当な賠償

責任を果たすことを否定するものではない。上記４条１項の規定も、原賠法上の無過失責任を

負うのが原子力事業者に限られるとしたものにすぎず、その文言上も解釈上も、原子力事業者

の民法７０９条の責任を排除するものではない。

（４） 小括

民法７０９条の適用を排除するという明文の規定も存在しないのに、私法上の大原則である

一般不法行為法の適用を一切排除するという解釈は、解釈としても行き過ぎといわざるを得な

い。

　むしろ、本件のような原子力損害賠償請求の事案においても、原則どおり一般不法行為法の

適用を肯定しながら、適宜、求償権の制限規定（原賠法５条）等の趣旨を準用しつつ、具体的

妥当性を図る、そうした事案に即したより柔軟な解釈が強く求められるところである。

（被告の主張）

　以下のとおり、我が国の法体系上、原子炉の運転等に起因する原子力損害の賠償に関して

は、原賠法に基づく原子力損害賠償制度の体系の下で、原子力事業者の無過失責任だけではな

く、原子力事業者への責任集中や原子力事業者の損害賠償措置義務の制度、更には損害賠償措

置額を超える賠償履行に対する国の援助など、原賠法により定められた一体としての原子力損

害賠償制度の下で賠償が進められることによって、被害者の保護と原子力事業の健全な発達に

資するものとされているのであり、原子力損害の賠償責任については、民法上の不法行為責任

の責任発生要件に関する規定は適用を排除される。なお、原告らにおいて、民法７０９条に基

づく請求が許されないとしても、原賠法に基づいて原子力事業者の無過失責任を追及すること

ができるから、何らの不利益はなく、民法７０９条に基づく請求を許容すべき実益は全く存し

ない。

　原賠法は、「原子力損害が生じた場合における損害賠償に関する基本的制度」を定めるもの

とされている（１条）。
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　原賠法は、「原子炉の運転等」により「原子力損害」が生じた場合における「原子力事業

者」の責任について限定的に適用されることになる規範であり、不法行為法の特則を定めたも

のである。

　原賠法４条１項（責任の集中）は、「前条の場合においては、同条（原賠法３条）の規定に

より損害を賠償する責めに任ずべき原子力事業者以外の者は、その損害を賠償する責めに任じ

ない」と規定し、原子力事業者以外の者の責任を民法その他の法令を含めて免除することに

よって、民法７０９条等の重畳的適用を明確に排除している。

　他方、原賠法４条１項は、責任集中がされる主体について「前条の場合においては、同条

（原賠法３条）の規定により損害を賠償する責めに任ずべき原子力事業者」と規定して、賠償

責任主体を原子力事業者に集中させるとともに、原子力事業者の賠償責任発生の根拠規定を同

法３条に限定しているのであり、かつ、それ以外の者の責任免除を行うことにより、原賠法の

みによって完結する特別の賠償制度を創設している。

　原賠法８条及び１０条において、原子力損害賠償責任保険契約による保険金及び原子力損害

賠償補償契約による補償金が支払われる場合として、「原子力事業者の原子力損害の賠償の責

任が発生した場合において」との規定があるところ、このような規定は、原賠法に基づいて締

結が求められる上記各契約によって保険金又は補償金の支払がされるのは、原賠法に基づいて

賠償責任を負担した場合であることを前提としていることが明らかである。

　原賠法は、原子力事業者に事前の段階で損害賠償措置義務を課すとともに、事故時には無過

失責任として、民法７０９条に基づく責任要件を不要としているものであり、一般不法行為に

比して格段に厚い被害者保護が図られる特則となっていて、民法７０９条を大きく修正し、完

結した別個・特別の賠償制度を定めている。

　仮に、原子力事業者が、原子炉の運転等による原子力損害について民法７０９条に基づく損

害賠償責任を負うとすれば、原賠法ではなく民法上の規律に従うこととなる結果として、原子

力事業者は第三者に対する求償権の制限を受けず、軽過失にとどまる関連事業者等の第三者に

対しても求償権を行使し得ることとなり、また、原賠法の体系下で慎重に用意されている賠償

金の補填としての保険金や補償金の支払や政府による援助も得られないとの解釈が成り立ち得

るが、このような帰結は、原賠法に基づく賠償制度の全体と全く整合しないばかりか、原子力

損害賠償制度の趣旨を明らかに没却する。

　原賠法は、被害者保護のみならず、原子力事業の健全な発達をも立法目的としている点で、

民法上の不法行為と異なる性格を有するものであり（１条）、そのような目的を達成するため

の損害賠償制度の体系として完結している。

　２　被告の悪質性等の有無

（原告らの主張）

（１） 原子力事業者の高度の注意義務

以下のとおり、被告は、原子力発電所が有する特殊性ゆえに事業者として高度の注意義務を

負っており、最新の科学的知見に基づき速やかに安全対策を講じ、かつ、想定を超える自然災

害による事故は常に起こり得るという前提に立って過酷事故対策を講じる義務を負っていた。

ア 原子力発電所（原発）事故被害の特異性と重大性

政府事故調最終報告書（甲Ａ３）は、その冒頭において、「原発事故の特異性」につき、

「原子力発電所の大規模な事故は、施設・設備の壊滅的破壊という事故そのものが重大である

だけでなく、放出された放射性物質の拡散によって、広範な地域の住民等の健康・生命に影響

を与え、市街地・農地・山林・海水を汚染し、経済的活動を停滞させ、ひいては地域社会を崩

壊させるなど、他の分野の事故にはみられない深刻な影響をもたらすという点で、きわめて特

異である。」と指摘する。しかし、これは、決して、本件事故発生後に初めてされるように

なったものではなく、本件事故が発生する前から、多くの市民・研究者・専門家らは、原発事
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故の取り返しのつかない重大性と危険性につき、繰り返し警鐘を鳴らしてきた。

イ 原発震災の危険性

原発に深刻な事故をもたらすもののうち、地震などの巨大な自然災害への対応は、原発の安

全維持にとって最大の課題であった。この点、昭和５２年の「発電用軽水型原子炉施設に関す

る安全設計審査指針」（以下「安全設計審査指針」という。）において、地震はもとよりそれ

以外のあらゆる自然災害を念頭に、安全上重要な構築物、系統及び機器について、「敷地およ

び周辺地域において過去の記録、現地調査等を参照して予想される自然現象のうち最も苛酷と

考えられる自然力およびこれに事故荷重を適切に加えた力を考慮した設計」をしなければなら

ないと定めていた。

　また、福島第一原発が立地する福島県ｄｎ地域には、本件事故発生前から、複数の民間団体

が、本件事故のような過酷事故を回避するために何度となく被告に対して地震・津波対策をと

るよう警告し、申入れをしてきた。例えば、分離前相原告ａｇが代表を務める「ａｈ’会」

は、平成１７年５月１０日、被告に対し、チリ津波級の津波によって発生が想定される引き

潮、高潮に福島第一原発が対応できておらず、その結果、炉内の崩壊熱を除去するための機器

冷却用海水施設等が機能しなくなることなどを指摘し、再三にわたり改善を求めていた。

ウ 津波対策の重要性

四方を海に囲まれ、太平洋プレートやフィリピン海プレートに取り巻かれた島国である日本

では、歴史上繰り返し津波による被害に見舞われ続けてきた。そのことから、例えば、平成１

０年に公表された「地域防災計画における津波対策強化の手引き」（以下「７省庁手引」とい

う。甲Ａ３７）においても、防災計画策定の対象となる津波の選定に当たり、」「既往最大の

津波を選定し、それを対象とすることを基本」としつつも、「別途想定し得る最大規模の地震

津波を検討し、既往最大津波との比較検討を行った上で、常に安全側の発想から対象津波を設

定する。」とされており、一般の防災の見地からも、このような安全側に立った対象津波の設

定が求められる以上、高度に危険かつ特異な原発という施設においては、より厳格に徹底的に

安全側に立った対象津波の設定が求められることは、言うまでもない。

エ 最新の知見に基づく即応性ある対策が求められること

以上の見地に立てば、科学的知見が既に学会の中で多数を占める等により確立し、かつ、そ

の知見に基づき具体的に想定される危険性だけを考慮して対策をとれば良いという考え方は、

原発の安全対策においては許されない。

　原発事故においては、「既存文献の調査、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的

調査等」（発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針）を用い、常に最新の知見に基づいて

対策を講ずべきことが求められる。この点、最高裁平成４年１０月２９日第一小法廷判決・民

集４６巻７号１１７４頁（以下「ａｉ最高裁判決」という。）においても、原子炉施設の安全

性に関する審査が最新の科学的・専門技術的知見に基づいてされる必要があること、原子力発

電所の安全性審査においては不断に進歩・発展する科学技術水準への即応性が要求されること

が、当然の前提とされている。

　一定の科学的知見に基づけば原発事故の危険が予見できる場合には、それが例え不確実なリ

スクであっても、徹底的に安全側に立って、最新の知見に基づき即応性を持って対策を講じる

義務が、被告には課されていたというべきである。

（２） 予見の対象

ア そもそも、予見可能性の問題は、結果回避義務発生の根拠となるものである。

そうであるならば、「（省略）＋１０ｍの敷地高を越える津波」があれば、全交流電源喪失

という結果発生の危険が生じるおそれがある以上、予見可能性の対象は、「（省略）＋１０ｍ

の敷地高を越える津波」で足りるはずである。

　この点については、電気事業法４０条の技術基準適合命令の根拠法令である改正前の技術基
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準省令６２号４条１項（以下「技術基準省令４条１項」という。）の規定からも裏付けられ、

技術基準として、「原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービ

ン及びその附属設備が地すべり、断層、なだれ、洪水、津波又は高潮、基礎地盤の不同沈下等

により損傷を受けるおそれがある場合は、防護施設の設置、基礎地盤の改良その他の適切な措

置を講じなければならない」と定め（なお、平成１８年１２月３１日時点で、地震に関する部

分が別途規定されたが、その趣旨は変わりがない。）、その「おそれ」さえあれば、措置を講

じる義務が生じるのであるから、「（省略）＋１０ｍの敷地高を越える津波」があれば、少な

くとも原子炉の安全性を損なう「おそれ」はある以上、予見の対象としてもこれで足りるはず

である。

イ 長期評価から試算される津波についても予見の対象とされるべきこと

加えて、被告の結果回避措置の前提とする想定津波については、平成１４年７月３１日に推

進本部が公表した「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について」（以下、同日

公表のものを「本件長期評価」という。）の津波地震についての考え方を決定論的安全評価に

基づく安全規制において考慮するという前提に立つこと及び原子炉施設においては万が一にも

重大な事故が起こらないようにするという高度な安全性が求められることからすれば、本件長

期評価の津波地震の考え方に基づいて想定される程度の津波については、考えられる全ての態

様の津波に対して安全性が確保される必要がある。

　よって、想定すべき津波は、端的にいえば「長期評価に基づいて福島第一原発に想定される

程度の津波全般」である。

　したがって、被告が平成２０年に自ら本件長期評価を踏まえて実施した想定津波の試算（以

下「平成２０年試算」という。）において、福島第一原発の敷地南側で（省略）＋１５．７ｍ

の津波高さとなるとの結果が得られた以上、同津波を結果回避措置の基礎の一つに据えるべき

ことは当然である。より具体的には、平成２０年試算の示す津波の遡上態様は福島第一原発敷

地南側で（省略）＋１５．７ｍ（浸水深５．７０７ｍ）に及び、共用プール建屋付近で浸水深

５ｍ以上、４号機原子炉建屋付近で浸水深２．６０４ｍ、４号機タービン建屋付近は同２．０

２６ｍ、１号機から３号機のタービン建屋付近においても浸水深１ｍ以上に達していたこと

を、被告は実際予見できていたことになる（甲Ａ３４０）。

ウ 本件津波についてはあくまでも被告が予見し得た津波に基づく結果回避措置によっても

本件事故が回避できたかという点で検討されるべき問題であること

　以上のとおり、仮に本件津波を予見していなかったとしても、長期評価に基づく想定津波に

関しては、結果回避措置が必要なのは明らかであった以上、被告には、結果回避義務が発生す

ることは明らかである。

　そして、本件津波については、あくまでも被告が予見し得た津波に基づく結果回避措置に

よっても本件事故が回避できたかという点で検討されるべき問題である。

（３） 被告には平成１４年の段階で予見可能性が認められること

被告は、本件長期評価が公表されてから数箇月後には、「福島第一原発において全交流電源

喪失をもたらし得る程度の地震及び津波」が発生することを予見し得たといえるし、遅くと

も、平成１８年の内部溢水、外部溢水勉強会において、建屋内で溢水事故が起こった場合の全

電源喪失に陥る危険性が確認された段階で、それを予見し得たはずである。また、被告は、遅

くとも平成２０年試算を受け取った段階で、「福島第一原発において全交流電源喪失をもたら

し得る程度の地震及び津波」が発生することを、現に予見していたといわざるを得ない。な

お、平成１４年の時点で予見可能性は認められると考えるが、仮にそれが認められなかったと

しても、平成２０年又は平成２２年の時点での予見義務違反も予備的に主張する。

ア 本件長期評価に先立つ地震・津波の知見の進展により、敷地高さを超える津波について

の予見義務が強く基礎付けられるに至ったこと
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（ア） 原子力発電所においては当初から指針類によって「想定される最大規模の自然現

象」に基づく安全規制が求められていたこと

　ａ　この点、「原子炉立地審査指針」、「安全設計審査指針」及び「耐震設計審査指針」な

どの指針類は、既往最大に留めず、想定される最大規模の自然現象をも想定すべきものとして

いる。

　〈１〉昭和３９年に原子力委員会（当時。以下同じ。）が策定した「原子炉立地審査指針」

の「原則的立地条件」の中には「大きな事故の誘因となるような事象が過去においてなかった

ことはもちろんであるが、将来においてもあるとは考えられないこと。また災害を拡大するよ

うな事象も少ないこと」として、原子炉施設の立地に際しては、過去に現に発生した既往最大

の自然現象だけではなく、過去には発生が確認されていないものの将来において発生し得る自

然現象をも想定すべきことが求められていた。

　〈２〉昭和５２年に原子力安全委員会が改訂した安全設計審査指針の中で、自然現象に対す

る設計上の考慮として、「安全上重要な構築物、系統および機器は、地震以外の自然現象に対

して、寿命期間を通じてそれらの安全機能を失うことなく、自然現象の影響に耐えるように、

敷地および周辺地域において過去の記録、現地調査等を参照して予想される自然現象のうち最

も苛酷と考えられる自然力およびこれに事故荷重を適切に加えた力を考慮した設計であるこ

と」とされており、平成２年の改訂によっても、その内容は基本的に維持されている。このよ

うに、原子炉施設の自然現象に対する安全性に関しては、過去には発生が確認されていないも

のの将来において発生し得る自然現象をも想定すべきことを求めていた。

　〈３〉昭和５６年に原子力安全委員会が策定した発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指

針（以下「旧耐震設計審査指針」という。）の中で、「発電用原子炉施設は想定されるいかな

る地震力に対してもこれが大きな事故の誘因とならないよう十分な耐震性を有していなければ

ならない」として、既往最大の想定では足りず、想定される最大規模の地震に対しても安全機

能が失われないことを求めており、さらに地震動については、平成９年の電気事業連合会（被

告を含む原子力事業者の任意の業界団体、以下「電事連」という。）の「対応方針」において

も、「想定しうる最大規模の地震津波の取り扱い」については、地震動の評価に際しては、旧

耐震設計審査指針により既に地震地体構造（地震の規模、頻度、深さ、震源モデルなどの地震

の起こり方に共通性のある地域ごとに区分し、それと地体構造との関連性を明らかにしていく

研究）上最大規模の地震を考慮していることからして、津波評価に際しても同様に、同地震に

よる津波を検討する必要があるとされていた（甲Ａ３８１・２頁）。

　以上のとおり、原子炉施設においては、その内包する巨大な危険性を踏まえて、わが国にお

ける開発の当初（昭和３９年の立地審査指針）から、高度な安全性が求められ、過去に発生し

たことが確認される自然現象（既往最大）に留まらず、自然科学等によって客観的かつ合理的

根拠をもって想定される最大規模の自然現象に対する安全性を確保することが求められてき

た。

　ｂ　地震学の最新の知見を踏まえて想定される最大規模の津波に対する対策が求められる。

　この点、福島第一原発の設置許可に際しては、既往最大の津波であるチリ沖津波によってａ

ｊ港で測定された（省略）＋３．１ｍが基準とされた。しかし、立地審査指針、安全設計審査

指針によって、既往最大に留まらず想定される最大規模の地震等も考慮すべきとされている

し、最新の地震学の水準への相応性を確保する観点から、本件長期評価等によって、地震学上

の客観的かつ合理的な根拠を有する知見が示されればそれを速やかに安全規制に取り入れるべ

きことは、原子炉の安全規制を定めた法令、指針類の趣旨、目的からして当然である。

（イ） 「津波地震」の知見の進展と津波数値解析手法の発達について

ａ　近代的観測にもとづく「津波地震」についての知見の進展の経過

近代的な観測に基づく「津波地震」についての知見は、１９９０年代までに大きく進展し
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た。すなわち、昭和３年のａｋ氏の見解（甲Ａ３１７）以降、昭和４７年の「ａｍ」（ａｍ

氏）の研究、昭和５５年には「ａｏ and ａｐ」（ａｏ氏、ａｐ氏）の研究などを経て、日本海

溝の内壁直下に低周波及び超低周波地震がほぼその領域でしか見られない「低周波地震ゾー

ン」を認めることができることが実証され（甲Ａ３１８）、日本海溝の海溝軸付近では低周波

地震が発生しており、その大きなものが津波地震であるとの知見が確立していった。その後

も、近代的観測データとその分析により「津波地震は海溝軸近傍のプレート境界で起こる」と

いう知見が確立され、近代的観測以前の歴史資料に記録された地震津波（地震に伴う津波）に

ついても、地震の被害がないかあるいは軽微であるのに、津波の被害が甚大であるものについ

ては、海溝寄りに発生した「津波地震」であると評価できるようになった（甲Ａ３０４・２

頁、甲Ａ３０７の１・９、１０頁など）。

　加えて、津波地震についての研究が進展する中、ａｑ氏（以下「ａｑ氏」という。）が、近

代的観測確立以降の地震津波の基礎データに基づき、津波マグニチュード（Ｍｔ）の値が、マ

グニチュード（Ｍ）の値に比べ０．５以上大きいものを「津波地震」として、津波地震を定量

的に定義した。

　ｂ　歴史地震研究の進展と津波数値計算の発達が持つ重要な意味

　わが国における歴史地震の研究は、平成１２年頃までに大きく進展し、本件長期評価の策定

に関わったａｒ氏（以下「ａｒ氏」という。）らによる歴史資料の検討によって、歴史地震の

うち、１６１１年に発生した慶長三陸地震（以下「慶長三陸地震」という。）や１６７７年に

発生した延宝房総沖地震（以下「延宝房総沖地震」という。）が「津波地震」であると明らか

にされるなど、歴史資料・歴史地震をも含むより広い地震を対象とした評価と将来予測への途

を開いた。

　他方、コンピュータや計算技術の発達により、津波の発生・伝播・陸上遡上の数値計算（シ

ミュレーション）が可能となり、その精度は「±１５％程度の誤差で、遡上した津波の浸水高

を表現できるまでになった（甲Ａ３２３・５０頁）。このように、検潮記録や痕跡高、さらに

は歴史資料に残された津波の遡上記録や被害の記録と照らし合わせ、過去の津波の波源域や波

源モデルを推定することも可能になった。

　これらの歴史地震研究と津波数値計算技術の発達によって、近代的観測による地震・津波

（例えば１８９６年に三陸沖で発生した地震、以下、この地震を「明治三陸地震」という。）

と、近代的観測以前の歴史資料に基づく地震・津波（例えば慶長三陸地震、延宝房総沖地震）

の間に共通点（地震に比べ津波が異常に大きく、日本海溝寄りで発生していること）を確認で

き、本件長期評価の重要な土台となった。

　ｃ　小括

　以上に見たとおり、本件長期評価策定に先立って、第１に近代的観測に基づく「津波地震」

についての知見の進展、第２に歴史資料に基づく歴史地震の研究の進展と歴史地震における

「津波地震」の抽出、第３に津波数値計算の飛躍的進展があったのであり、これらの知見は相

互に関連し支え合うことによって、本件長期評価の土台となっている。

（ウ） 地震地体構造論などの地震学の進展によって既往最大に留まらず「想定される最大

規模の地震」の長期的評価を合理的に想定し得るに至ったこと

　ａ　既に主張した７省庁手引は、わが国の沿岸部において歴史的に津波による甚大な被害が

繰り返されていること、とりわけ平成５年の北海道南西沖地震による津波によって想定外の甚

大な被害が発生したことを踏まえて、主には災害対策基本法に基づく地方公共団体の地域防災

計画における津波対策を目的として策定された、いわゆる一般防災を念頭に置いたものである

が、国の防災関係省庁が共同で津波防災対策の最新の知見を整理したものとして、一般防災以

上に高度な安全性が求められる原子炉施設の防災対策においても十分に尊重されるべきもので

ある。
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　ｂ　この７省庁手引は、地震地体構造論及び既往地震断層モデルの相似則（地震断層モデル

を構成する七つのパラメータのうち、断層長さ、断層幅、平均すべり量については、地震の規

模を示すマグニチュードが違っても相似的な関係が成り立つという経験則）に根拠を置くもの

である。このうち、地震地体構造論は、〈１〉地震の起こり方の共通している地域には、地体

構造にも共通の特徴があること、及びその逆の、〈２〉地体構造が似ている地域内では地震の

起こり方も似ていることが前提となり、その対偶として〈３〉地体構造が異なる地域では地震

の起こり方も異なること、及びその逆も成立していればなお望ましいとしている。

　その上で、このような地震地体構造論は、地域ごとに将来発生し得る将来の地震を予測し、

それを地図上に示すことで防災等の実用に役立てることを目指すものであり、地震学の各領域

における知見の到達から日本列島や周辺海域の様々な領域区分を示し、それらを総合した地震

地体構造マップ（以下「ａｓマップ」という。甲Ａ７３６）を提示した。

　ただ、ａｓマップの公表時、前述した、１９９０年代半ばから後半における津波地震につい

ての重要な知見（津波地震は海溝寄りプレート間で発生するという知見）が未だ得られておら

ず、ａｓマップによる領域区分では、後の長期評価のように、津波地震を重要な根拠として日

本海溝寄りと陸寄りとを区分するには至っていない。

　しかし、平成９年に作成された７省庁手引が、地震地体構造論に基づき「想定される最大地

震により起こされる津波をも取り上げる」ことを津波防災対策の基礎に置いたこと、その７省

庁手引が他方で「地震が小さくとも津波の大きい津波地震があり得ることに配慮」するよう求

めており、この段階で、三つの津波地震により海溝寄りを陸寄りと異なる地体構造として領域

区分した本件長期評価のあと一歩手前まで、地震学が実用的にも進展していた。

　なお、当時の社団法人土木学会原子力土木委員会の下に置かれた津波評価部会（以下「土木

学会・津波評価部会」という。）により、本件長期評価の数箇月前に作成された土木学会の

「原子力発電所の津波評価技術」（以下「津波評価技術」という。）においても、「波源設定

のための領域区分は、地震地体構造の知見に基づくものとする。」とされ、ａｓマップが参考

に掲げられた（甲Ａ４１の２・１－３２頁）。

　また、７省庁手引が地震学の進展として援用する「既往地震断層モデルの相似則」により、

既に観測されている既往地震の断層モデルのパラメータが判明していれば、地震地体構造論で

同一の領域内の他の場所で同様の地震発生が想定される場合、地震の発生が想定される場所、

すなわち断層面の位置（基準点の緯度・経度・深さ）が与えられれば、その断層モデル（波源

モデル）を前提として、津波シミュレーションの推計が可能となる。

（エ） ４省庁報告書によって想定される最大規模の地震によって敷地高さを超える津波襲

来の可能性が示されたこと

　ａ　４省庁報告書が既往地震のない福島県沖にも津波地震を想定したこと

　建設省（当時）など４省庁は「地域防災計画における津波対策強化の手引き」の策定と合わ

せて、平成９年３月に「太平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査報告書」（以下「４省庁報告

書」という。甲Ａ３９の１）を作成し、平成１０年３月に公表した。

　この報告書は、総合的な津波防災対策計画を進めるための手法を検討することを目的とし

て、太平洋沿岸部を対象として、過去に発生した地震・津波の規模及び被害状況を踏まえ、想

定し得る最大規模の地震を検討し、それにより発生する津波について、概略的な精度であるが

津波数値解析を行い津波高の傾向や海岸保全施設との関係について概略的な把握を行ってい

る。

　そして、前述のとおり、７省庁手引は、将来起こり得る地震や津波につき過去の例に縛られ

ることなく想定することが地震学の進展によって可能となったことを前提に、既往最大津波と

現在の知見に基づいて想定される最大地震による津波を比較し、より大きい方を対象津波とし

て設定することを求めているが、７省庁手引と同時に公表された４省庁報告書においては、７
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省庁手引の示す上記の考え方に沿って、「既往最大」の考え方に留まらず、過去に大きな地震

が発生していない地域についても、地震地体構造論に基づいて地震の発生を想定し、それに基

づく波源モデルの設定を行って実際に津波シミュレーションを行っている。

　その内容を見ると、とりわけ本件の争点との関係においては、４省庁報告書が、延宝房総沖

地震だけではなく、明治三陸地震の波源モデルを、既往の津波地震が確認されていない福島県

沖にかかる位置に設定していることが重要である。

　このように、地震学に知見の進展が十分ではなかった段階においては、「既往最大の想定」

が、原子炉施設の津波対策の基礎に据えられたことはやむを得なかったとしても、地震地体構

造論及び既往地震断層モデルの相似則によって、同一の地体構造とされる領域において過去に

発生した既往最大地震と同様の地震が発生することが地震学的に合理的に評価できるように

なった以上、こうした想定される最大規模の地震をも考慮すべきことは当然であり、「既往最

大」の考え方に留まることは、「最新の科学技術水準への即応性」が求められる原子炉施設の

安全規制においては許されない。

　ｂ　４省庁報告書の結果は敷地高さを超える津波の襲来の可能性を示すこと

　４省庁報告書における推計の結果を見ると、福島第一原発の立地点であるａｃ町及びａｄ町

の沿岸部に到達する津波高さの推計値としては、延宝房総沖地震が福島県沖で発生したことを

想定する推計により、ａｃ町における津波水位の平均値として（省略）＋６．８ｍ、ａｄ町に

おいては平均値として（省略）＋６．４ｍの津波の襲来があり得るとされ、最大値は（省略）

＋７．２（ａｃ町）～（省略）＋７．０ｍ（ａｄ町）である（甲Ａ７３８・１６、２０頁）。

　そして、４省庁報告書の推計値に、朔望平均満潮位（（省略）＋１．３５９ｍ）を前提とす

ると、最大津波高さは、（省略）＋８．６（ａｃ町）～（省略）＋８．４ｍ（ａｄ町）に達す

ることとなる（甲Ａ７３８・添付資料－２、表２参照）。

　しかも、津波は海岸部に到達するまでは、海水が標準潮位を超えて盛り上がっているという

位置エネルギーと津波の進行方向に流れる（進行する）という運動エネルギーを持ち、一般に

津波の高さは水深の４乗に反比例し（グリーンの法則。甲Ａ３０２・１２頁）、沖合から海岸

部に到達する過程で水深が浅くなり、津波高さが当然に増幅されることとなること、陸上の複

雑な地形・障害物などの影響を受けることによって、津波の流れの方向が変えられ、遡上した

波同士がぶつかり合って本来の津波高さ以上に高くなることなどを踏まえると、沖合における

平均値で（省略）＋６．８～６．４ｍ、最大値で（省略）＋８．６～８．４ｍの津波高さの推

計結果は、福島第一原発の主要建屋の所在する（省略）＋１０ｍ盤に遡上する津波の襲来があ

り得ることを示すものといえる。

　ｃ　４省庁報告書は津波が敷地高さを超える可能性を示すに留まり、長期評価の公表後すみ

やかに推計を行うべきことを基礎付けること

　以上の点を踏まえるならば、４省庁報告書が概略的な結果であるとの前提に立つにせよ、そ

の推計結果に基づいて、一定の範囲における海岸線に到達し得る平均的な津波の高さ及び最大

値を推定し、敷地高さを超える津波に対する対策の必要性の有無を確認することは十分可能で

あって、上記のとおり、福島第一原発の建屋敷地高さを超える可能性がある津波の襲来の可能

性が示された以上、敷地高さを超える津波に対する防護対策の必要性について調査研究する必

要性を基礎付けるには十分である。

（オ） 被告自身が福島県沖に津波地震を想定した推計を行っていること

ａ　電事連が想定される最大規模の地震の想定を採用したこと

電事連は、４省庁報告書及び７省庁手引などの策定の情報を入手し、新たな地震・津波の想

定が原子力発電所の津波対策に影響することを懸念し、当初は、その内容について想定を緩和

する方向での働き掛けを行った。しかし、こうした抵抗にもかかわらず最終的に７省庁手引等

が修正されることなく公表される見込みとなったことから、平成９年１０月１５日に、電事連
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としての統一的な対応方針を「７省庁津波に対する問題点及び今後の対応方針」として取りま

とめ、これを通商産業省（当時、以下「通産省」という。）に提出した。

　ｂ　被告が想定される最大規模の地震の想定を採用したこと

　上記対応方針を踏まえて、被告は、平成１０年３月に「太平洋沿岸部地震津波防災計画手法

調査に対する発電所の安全性について」を作成したが（以下「平成１０年推計」ともいう。甲

Ａ３８２）、その中で、明治三陸地震又は延宝房総沖地震に相当する規模の地震が、（そうし

た地震の発生が歴史記録に残っていない）福島県沖においても発生することを想定すべきとの

前提に立っており、被告としてもこれを受け入れるべき知見として認識したことを示してい

る。

　ｃ　平成１０年推計と平成２０年試算は、福島県沖に津波地震の波源モデルを設定すること

で共通し、違いは津波地震の波源モデルを海溝寄りに設定するか否かのみであること

　上記ｂのとおり、被告が採用した平成１０年推計は、地震地体構造区分の領域分けについ

て、海溝寄りと陸寄りを区分していなかったａｓマップに基づき、海溝軸付近の「海溝寄り」

ではなく、より水深の浅い陸寄りによった領域（Ｇ３領域の海溝軸と海岸線の中間付近）に、

明治三陸地震及び延宝房総沖地震等の津波地震に相当する波源モデルを設定している。その結

果、被告の推計による津波高さの推計結果（（省略）＋４．８ｍ）は、平成２０年試算に比べ

て大幅に小さいものとなっている。これは、震源域の水深が深ければ深いほど津波も大きくな

ることに対応し、日本海溝寄りではなく「陸寄り」に設定したためであり、津波地震によって

もたらされる津波の評価が過少となっている。

　しかし、平成１４年までには津波地震が海溝寄りの浅いプレート境界付近において固有に発

生するという地震学的な知見が確立しており、被告が、平成１０年推計で採用した福島県沖に

も津波地震の波源モデルを設定するという立場を踏まえつつ、上記の、津波地震は海溝軸付近

において発生するという知見を付加して津波地震の波源モデルを海溝寄り（海溝軸付近）に設

定すれば、平成２０年試算と同一の津波シミュレーションの結果を得ることができる。つま

り、平成１０年推計と平成２０年試算の差は、津波地震の波源モデルを、海溝軸と海岸線の中

間に設定するか、又は海溝寄りに設定するか否かという点のみであり、これを海溝寄りに設定

するという本件長期評価をベースとすれば、容易に平成２０年試算と同一の結論が導かれる。

（カ） 「津波浸水予測図」は敷地高さを超える津波の襲来の可能性を示すこと

　ａ　「津波浸水予測図」の目的と意義

　国土庁が平成１１年３月に公表した「津波浸水予測図」は、沿岸付近の細かな地形による影

響をも考慮に入れて、津波の浸水状況を具体的に予測し、その結果を地域防災計画に反映させ

ることを目的とし、気象庁が一般防災を前提として設定した「日本近海に想定した地震断層

群」の想定を前提として地震断層モデル（波源モデル）を設定し、津波の伝播計算等について

も、（防波堤等を考慮しない点を除けば）「津波災害予測マニュアル」が整理した最新の津波

シミュレーションの方法に依拠したものであり、その推計結果には十分な信用性が認められる

ものである。

　ｂ　福島第一原発のある領域における津波シミュレーション

　上記「津波浸水予測図」によれば、予測される最大の８ｍの津波高（福島県全域を対象とし

た予測の最大値）の津波が襲来した場合には、福島第一原発所在地においては、主要建屋敷地

高さである（省略）＋１０ｍを大きく超えて、同敷地上において２～５ｍの浸水深をもたらす

津波の襲来があり得るとされ、より控えめな６ｍの津波高さを前提としても、主要建屋敷地高

さを大きく超えて、２～３ｍの浸水深をもたらす津波の襲来があり得ることが示されている

（甲Ａ３６４の３及び４）。

　ｃ　「津波浸水予測図」の予見義務を基礎付ける知見としての意義

　「津波浸水予測図」は、津波計算の不十分性という限界があるにせよ、現実に発生する可能
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性の高い地震の断層モデルを想定し、海底地形等を踏まえて詳細な津波伝播計算を行い、想定

される最大津波高さを推計したものとして、合理性を有する。

　そして、上記ｂのとおり、福島第一原発の所在地において敷地高さを超える津波の襲来が予

測されている以上、津波浸水予測図は、このような津波に対する防護対策の必要性について調

査研究する必要性を基礎付ける知見である。

（キ） ４省庁報告書と津波浸水予測図により津波が敷地を超える可能性が示された以上、

本件長期評価公表後、速やかに津波シミュレーションがなされるべきこと

　被告を含む原子力発電事業者は、技術基準省令４条１項の「想定される津波」について、不

断の情報収集を行い、原子炉施設の安全性に脅威となり得る津波の可能性が明らかになったと

きには、即時に発生可能性のある津波について予見し、これを原子炉施設の安全性を確保する

ための基本である設計基準事象として取り入れる義務がある。

　４省庁報告書及び「津波浸水予測図」の目的などから、直ちに原子力発電所の津波防護策の

設計の基礎となるわけではないが、いずれの知見によっても、福島第一原発のある地域におい

て敷地高さを超える津波が襲来する可能性が示された以上、原子炉施設の津波対策において既

往最大の地震・津波を想定しておけば足り、最大規模の地震・津波を想定する必要はないとい

う考え方に重大な見直しを迫られることとなったといえ、被告において、このような知見を踏

まえた即時の対応が求められていた。

（ク） 津波評価技術により津波シミュレーションの計算手法が確立されたこと

７省庁手引等の策定後、上記のとおり、平成９年の電事連「対応方針」において、既往最大

に留まらず想定される最大規模の地震をも想定すべきという課題と並んで、津波シミュレー

ションの推計過程における計算誤差・断層パラメータのバラツキの考慮をするという二つの問

題を課題とし、電事連の委託を受けた土木学会・津波評価部会は、上記二つの課題のうち「誤

差・バラツキ」の課題について検討し、津波浸水予測計算の推計手法についての最新の知見を

集約し、推計計算の誤差をより少なくし、断層パラメータのバラツキの考慮をするという計算

方法を開発し、津波シミュレーションの手法を取りまとめた。これが平成１４年２月に公表さ

れた津波評価技術であり、その推計手法としての合理性については、原告らとしても争うもの

ではないが、想定されるべき最大規模の地震を想定するという課題に対応するものではなかっ

た。

イ 長期評価の高度の信頼性について

（ア） 推進本部と長期評価の意義

ａ　平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災を契機として、同年７月、全国にわたる総合

的な地震防災対策を推進すること、及び地震に関する調査研究の推進を図るための体制の整備

を目的として、地震防災対策特別措置法が制定された（同法１条参照）。

　推進本部は、この地震防災対策特別措置法に基づき、地震に関する調査研究の成果が国民や

防災を担当する機関に十分に伝達され活用される体制になっていなかったという認識の下に、

行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体制を明らかにし、これを政府として一元

的に推進するため、同法に基づき総理府に設置された政府の特別の機関であって（甲Ａ３８の

１。現在は文部科学省（以下「文科省」という。）に属する。）、従来の地震予知連絡会のよ

うな私的諮問機関ではなく、政府の公的機関であり、地震についての国としての評価を行うこ

とを任務としている。すなわち、推進本部の下に設置された地震調査委員会は、地震に関する

観測、測量、調査又は研究を行う関係行政機関、大学等の調査結果等を収集・整理・分析し、

これに基づき総合的な評価を行うととともに、その成果の普及に努めることを目的とし（同法

７条２項４号、１３条）、さらに研究調査テーマに沿って、より専門的な研究を行うべく、

「長期評価部会」などが設置されている。

　このうち、長期評価部会は、「長期的な観点から、地域ごとの地震活動に関する地殻変動、
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活断層、過去の地震等の資料に基づく地震活動の特徴を把握し明らかにするとともに、長期的

な観点からの地震発生可能性の評価手法の検討と評価を実施し、地震発生の可能性の評価」す

なわち長期評価を行っている。

　このように、推進本部は、地震防災対策特別措置法に基づき、地震に関する専門的な調査研

究を推進するための十分な組織を備えているものである。

　ｂ　そのため、地震調査委員会が収集する地震・津波に関する基礎的な情報は、個々の研究

者や個別の研究機関が保有する以上のものである上、地震・津波に関する我が国を代表する専

門家の参加が確保されており、その中には、活断層を専門とし長期評価部会の部会長を務めた

ａｔ氏（以下「ａｔ氏」という。）、地震・津波の両分野を専門とするａｑ氏やｂａ氏（以下

「ｂａ氏」という。）、歴史地震に精通するａｒ氏も委員として参加している。さらには、津

波工学の専門家であるｂｂ氏（以下「ｂｂ氏」という。）など、全て推進本部に各種の委員と

して関与し、その知見を提供している。

　このような情報収集能力や地震津波の専門家による総合的な分析、研究が行われている点に

おいて、原子炉施設の安全性に関する原子力工学的な分野に限っては専門的な情報を保有し、

一定の専門的知識を有する職員を有する被告はもとより、複数の地震津波の専門家が関与して

いる土木学会・津波評価部会などと比較しても、地震及び津波の発生可能性に関する情報収集

や研究能力といった点では推進本部とは比肩しようがなく、当然、推進本部の見解が優先して

しかるべきであるし、もとより推進本部の地震調査研究は防災対策に生かすことを目的として

行われており、かつ、地震防災対策において活用されることを当然に予定しているものであ

る。

　ｃ　以上のとおり、推進本部の地震調査研究の成果は、特定の防災行政（原子炉施設の防災

のための安全規制も含めた防災行政）において、上記の指摘を踏まえると、特にその信頼性を

疑うべき根拠が示されず、「規制権限の行使を義務付ける程度に客観的かつ合理的な根拠を有

する科学的知見」であると認められる限り、原子炉施設の安全規制においても基礎に据えられ

るべきものである。

　その中でも、推進本部が、海溝型地震などを対象に、地震の規模や一定期間内に地震が発生

する確率を予測しその成果として公表する、本件長期評価を含む長期評価は、上記のとおり、

第一線の地震・津波学者らによる過去の地震の評価と将来の地震の予測についての充実した議

論を踏まえた、国の公的判断であって、平成７年の阪神淡路大震災の甚大な犠牲の反省に立

ち、個々の専門家の「言いっ放し」の状態を脱し、速やかに防災に活かすために作られたのが

推進本部であり、長期評価部会・海溝型分科会であった。

（イ） 本件長期評価の示した日本海溝沿いにおける地震予測とその高度の信頼性の論点に

ついて

　ａ　三つの津波地震と領域区分の重要性

　後述するとおり、本件長期評価は、日本海溝寄りの南北で過去約４００年間に三つの津波地

震が発生したと評価し、プレート境界の形状に関する議論を経て、日本海溝寄りと陸寄りを区

別し、日本海溝寄りを南北の一つの領域とする領域区分を示した。

　既に主張したとおり、地震学の進展により地体構造が似ている地域内では地震の起こり方も

似ていることが認められ、津波地震は海溝寄りのプレート境界付近で発生するという知見も既

に確立していた。

　これらの知見により、海溝寄りの浅いプレート境界付近は津波地震という特殊な地震が発生

し得る領域として共通性があり、地震地体構造論を前提とすると、その逆に津波地震という特

殊な地震が発生し得る領域である海溝寄りの浅い部分のプレート境界付近は、地体構造上共通

性があると推定され、その結果、過去約４００年の間には津波地震が確認されていない福島県

沖日本海溝寄りでも、同じ地体構造を持つ以上、将来的に津波地震が発生し得るとの結論が導
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かれる。すなわち、「三つの津波地震」という評価及びそれに基づく領域区分（日本海溝寄り

を陸寄りと区別して南北一つの領域とすること）について信頼性があれば、地震地体構造論に

基づき、必然的に福島県沖日本海溝寄りにも津波地震を想定すべきとの結論となる。

　ｂ　日本海溝寄りの三つの津波地震に関する判断の信頼性

　地震調査委員会長期評価部会の海溝型分科会では、先に述べた地震津波の専門学者らが参加

し、１８９６年の明治三陸地震、１６１１年の慶長三陸地震及び１６７７年延宝房総沖地震

が、いずれも津波地震であるという結論に達しており、その議論の経過からして信頼性が高い

ものである。

　その具体的な根拠については、本件長期評価（甲Ａ３８の２）の中にまとめられているが、

要点として、〈１〉Ｍｔの値がＭの値に比べ０．５以上大きいか、津波による顕著な災害が記

録されているにもかかわらず顕著な震害が記録されていないものを津波地震として取り扱うこ

と、これを前提に、〈２〉歴史記録やこれを踏まえた研究結果から、明治三陸地震が少なくと

も低周波地震であり、かつ、日本海溝寄りに波源があることが明らかになっており、これらの

知見を踏まえて明治三陸地震を「津波地震」としたこと、〈３〉延宝房総沖地震について、海

溝型分科会の議論では、延宝房総沖地震が陸寄りで起こったのではないかとの異論も踏まえて

検討し、同地震による津波が極めて広範囲に及んだことが信頼できる歴史記録から確認され、

そのことも踏まえた議論の結果、日本海溝寄りの津波地震であるとの結論に至ったこと、同様

に〈４〉慶長三陸地震については、信頼できる歴史記録から、地震の発生時刻や津波の到達時

刻が確認できることや津波の高さ、被害の大きさなどが確認できることから、慶長三陸地震の

震源域について、三陸沖の日本海溝付近であるとしたことが指摘できる。

　特に、上記〈３〉のとおり、延宝房総沖地震が津波地震と確認できたことは、既に津波地震

が海溝寄り（海溝軸近く）のプレート境界で発生するとの知見が確立している以上、福島県沖

を含む日本海溝の南北を通じ津波地震が発生し得るとの評価を強く基礎付けることとなるから

である。また、延宝房総沖地震及び慶長三陸地震が日本海溝沿いの津波地震であることは、そ

の後の中央防災会議における検討や第４期の土木学会・津波評価部会などにおいても確認され

ており、その信頼性は、事後の研究検討結果などからも裏付けられている。

　ｃ　このように、津波地震が海溝軸寄りにおいて固有に発生するという確立した知見及び日

本海溝の南北を通じて三つの津波地震が確認できるという地震学上の知見を踏まえて、これを

地震地体構造論の理論的な判断枠組みの上で取りまとめ、陸寄りと区別して日本海溝寄りを一

つの領域とする長期評価による領域区分が定められた。その信頼性は、上記の根拠に加えて、

海溝型分科会において検討されたプレート境界の構造も挙げられる。特に、低周波地震・超低

周波地震が起こる場所は日本海溝寄りのプレート境界に集中しており、同じプレート境界の陸

寄りにはほとんど見られず、低周波地震の発生の有無という点でも、日本海溝寄りと陸寄りは

明確に区別される。

　本件長期評価は、これらの地震学に基づく知見をも踏まえて、三陸沖北部から房総沖にかけ

ての日本海溝寄り全体を、陸寄りと区別して一つの領域にまとめたのであり、その領域分けは

地震学的な事実を踏まえた妥当なものであった。

　ｄ　その上で、本件長期評価は、日本海溝寄りの領域における過去の地震について、三陸沖

北部から房総沖全体では同様の地震が約４００年に３回発生しているとすると、１３３年に１

回程度、Ｍ８クラスの地震が起こったと考えられ、同じ構造をもつプレート境界の海溝付近

に、同様に発生する可能性があるとし、場所は特定できないとし、この領域全体では約１３３

年に１回の割合でこのような大地震が発生すると推定され、ポアソン過程により、今後３０年

以内の発生確率は２０％程度、今後５０年以内の発生確率は３０％程度と推定されるとした。

　ｅ　本件長期評価の「信頼度」

　発生領域の評価の信頼度が「Ｃ（やや低い）」の意味については、その領域内のどこかで地

29/256第一法規『D1-Law.com 判例体系』



震が起こることは確実に分かっているが、その領域内のどこで起きるかが分からないというこ

とにすぎないし、発生確率の評価の信頼度が「Ｃ（やや低い）」の意味についても、明治三陸

地震の震源域の位置が南北については厳密に定まらないことによるものであって、津波地震が

起きない、あるいは起きるかどうか曖昧であるということを意味するものではなく、いずれも

本件長期評価の信頼性を揺るがせるものではない。

　また、発生規模の評価の信頼度が「Ａ（高い）」とされ、過去の地震から想定規模を推定で

き、地震データの数が比較的多く、その規模の信頼度は高い（以上、甲Ａ３０２・４９～５１

頁、甲Ａ３０７の１・１８、１９、２１頁）。

　なお、そもそも、本件長期評価は、防災対策に生かすことを目的とした推進本部の判断であ

るところ、被告に問われているのは、万が一にも過酷事故を起こしてはならない原子力発電所

における津波に対する防護措置の確保であって、「発生場所」や「発生確率」が「Ｃ（やや低

い）」であることは、そもそも、本件長期評価に基づく津波対策やその前提となる調査（津波

試算や原子力発電所の重要施設・重要機器への影響の調査等）を怠ることを正当化する理由に

はなり得ない。

（ウ） 本件長期評価公表以降にもその信頼性が確認されたこと

ａ　本件長期評価の地震想定がその後の改訂を通じても確認・維持されたこと

長期評価は、地震防災対策特別措置法の目的に沿って、地震・津波に関する最新の知見を踏

まえて、これを防災計画に反映させることを目的としているものであることから、当然のこと

ながら、重要な知見の進展があれば、当然にそれを盛り込む改訂がなされることが予定されて

いるものである。

　したがって、最新の知見の取り入れが当然に予定されている以上、推進本部では、これらの

異論や学者の見解を踏まえて、長期評価の従前の評価に対する見直しがなされているか、少な

くともそのための議論がされてしかるべきであろう。

　しかし、本件長期評価は、平成１４年の公表後も、平成２１年３月の一部改訂（甲Ａ３３

６、甲Ａ３３７）、本件地震後の平成２３年１１月に公表された第２版（甲Ａ４０８）におい

ても、本件長期評価の津波地震の想定についての判断は変更されることなく維持され、再確認

されてきた。

　ｂ　この点、土木学会・津波評価部会において、第４期（平成２１年１１月２４日以降）

に、決定論の波源モデルの見直しを行った。すなわち、被告から、平成２０年試算の内容（福

島第一原発の敷地南側で（省略）＋１５．７ｍとなるなど、主要建屋敷地高さ（省略）＋１０

ｍを大幅に超過すること）や８６９年貞観地震の断層モデルに基づく試算の内容（福島第一原

発においては（省略）＋８．７～９．２ｍの浸水高がもたらされ、パラメータスタディのた

め、二、三割程度、津波水位が大きくなる可能性、すなわち主要建屋敷地高さ（省略）＋１０

ｍを大幅に超過する津波の襲来があり得ること）が報告されたほか、三陸沖北部から房総沖の

海溝寄りのプレート間大地震について、北部では明治三陸地震を、南部では延宝房総沖地震を

参考に設定し、延宝房総沖地震の波源モデルを福島県沖の日本海溝寄りに設定した場合の津波

水位の推計結果（福島第一原発の敷地南部で（省略）＋１３．６ｍとなること）が報告され、

これらを踏まえて、第４期の土木学会・津波評価部会において、延宝房総沖地震の波源モデル

によることが決定された。

（エ） 被告のｂｃ原子力発電所の設置許可申請における長期評価の採用

被告は、平成１８年９月、ｂｃ原子力発電所の設置許可申請に際して、本件長期評価の正断

層（正断層とは、断層面上を滑り落ちる向きの断層運動を持つ断層である。）型地震の想定を

取り入れるとの決定をしており、当然、福島第一原発においても、本件長期評価において正断

層型地震以上に信頼度が高いとされる津波地震の想定を取り入れるべきであった。

（オ） 耐震バックチェックにおける長期評価の採用
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　ａ　平成１８年９月１９日の耐震設計審査指針の改訂（以下、この改訂後の耐震設計審査指

針を「新耐震設計審査指針」という。）を踏まえ、原子力安全・保安院は、各電気事業者に対

し、新耐震設計審査指針に基づく耐震安全性の評価を実施するよう指示した（甲Ａ６５５、以

下「バックチェックルール」という。）。

　このバックチェックルールにおいては、津波地震等の「プレート間地震」についても、正断

層型の「海洋プレート内地震」においても、「過去に発生した地震の最大規模及び位置」（す

なわち「既往最大」）を考慮するだけでは足りないとして、既往地震を超える規模、及び既往

地震の発生した位置以外における地震の発生についても「最新の知見」を参照すべきものと求

めており、地震等について「既往最大」の考え方では足りず、推進本部の知見を含む最新の地

震学の知見を踏まえて、客観的かつ合理的な根拠をもって想定される「想定される最大規模の

地震」をも想定すべきものと求めていた。

　ｂ　被告は、バックチェックルールに基づいて、平成２０年３月３１日に、福島第一原発５

号機等の耐震バックチェック中間報告書を原子力安全・保安院に提出し、その中で、本件長期

評価の日本海溝寄りの正断層型の地震想定に基づいて検証結果を報告している。すなわち、こ

れは、「過去に発生した海洋プレート内地震の最大規模及び位置とするか、もしくは規模及び

位置に関する最新の知見を参照する。」とのバックチェックルールに沿うものであり、実際に

発生した位置ではなく福島県沖に想定した際に参照した「位置に関する最新の知見」につい

て、本件長期評価の知見を用いたのである。

　ｃ　しかも、長期評価における正断層型地震については、「発生領域：Ｃ」、「規模：

Ｂ」、「発生確率：Ｄ」とされており、津波地震についての評価（「発生領域：Ｃ」、「規

模：Ａ」、「発生確率：Ｃ」とされているのに対して、）を下回るものであった。それにもか

かわらず、福島第一原発の津波対策に際して本件長期評価の津波地震の想定を考慮する必要が

ないという立場を正当化するということは、およそあり得ないダブルスタンダードであって、

「深刻な災害が万が一にも起こらないようにする」という原子炉施設に求められる安全性の水

準を考慮すれば、到底合理化することはできない。

ウ 津波評価技術の既往最大の想定による対応で足りるとした被告の判断は著しく合理性を

欠くこと

（ア） 地震学の進展と当初の被告の対応等

既に主張したとおり、地震学の進展を踏まえて４省庁報告書及び７省庁手引は、「既往最大

津波」と「現在の知見に基づいて想定される最大地震による津波」を比較し、より大きい方を

対象津波として設定することを求めるに至り、電事連及び被告も、いったんはこれを受け入れ

て、平成１０年３月、過去に巨大地震が発生していない福島県沖に明治三陸地震及び延宝房総

沖地震の波源モデルを設定して詳細な津波シミュレーションを実施して、津波に対する安全性

の確認を行った。

（イ） 津波評価技術は津波推計の誤差のみに対応するものであったこと

　ａ　既に主張したとおり、平成９年電事連「対応方針」は、〈１〉「対象とする津波の想

定」の問題と〈２〉「津波推計における誤差」の問題とを区別し、このうち土木学会・津波評

価部会に委託されたのは、〈２〉の誤差の問題であって、〈１〉の想定津波の問題は対象と

なっていなかった。そのため、津波評価技術の策定の際に検討され、まとめられた「断層パラ

メータのバラツキや安全余裕の議論をするための技術的検討」という問題は、〈２〉の要請に

応えるものであり、〈１〉の問題は津波評価部会の目的には含まれていなかった。

　ｂ　このことは、津波評価部会の事務局を担った電力中央研究所の、〈１〉の波源に関する

高度化研究（これは電力会社の依頼に基づき別の主体が行っているが、その主体は明らかでは

ない。）の成果を踏まえ、学術的見地から審議する〈２〉の誤差に関する体系化研究が土木学

会に委託されたとの認識、土木学会・津波評価部会のｂｄ主査（以下「ｂｄ氏」という。）の
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政府事故調査委員会の聴取結果などからも明らかであり、想定すべき地震の検討については、

ａｑ氏などの他の委員に任せられ、単に中央防災会議などの他の機関の検討結果を採り入れる

ことにとどまり、津波評価部会において独自の検討をすることは予定もされず実際にも行われ

なかった。

　ｃ　なお、長期評価及び津波評価部会の双方に関与したｂａ氏は、津波評価技術と長期評価

とは、その目的が全く異なると証言している。すなわち、ｂａ氏は、津波評価部会では過去及

び将来想定される地震の詳細な検討はされなかったこと、本来それを目的とするのは長期評価

であることを証言しており（甲Ａ３１２・１３、１４、１６、２３頁）、このことからして

も、津波評価技術が波源の検討を目的としていないことは明らかである。

（ウ） 津波評価技術により「波源の設定」の正当化することの誤り

　ａ　既に主張したとおり、４省庁報告書及び７省庁手引において、ａｓマップなどの地震地

体構造論等の地震学の知見の進展が「想定される最大規模の地震・津波」の考慮を可能として

いたし、電事連及び被告もそのような認識に立って、明治三陸地震の波源モデルが宮城県沖か

ら福島県沖に想定され、延宝房総沖地震の波源モデルが福島県沖に想定された。

　ｂ　しかし、津波評価技術は、一般論としては、「プレート境界付近に想定される地震に伴

う津波の波源の設定」について整理し、波源設定のための領域区分は地震地体構造の知見に基

づくものとするとしているが、実際には、既往津波の痕跡高を最もよく説明する断層（波源）

モデルとして、過去に大きな地震が発生した位置に波源モデルを設定した上で、波源モデルの

各種パラメータを一定の範囲で変動させパラメータスタディを実施するものとしているので

あって、地震学の最新の知見を踏まえた「想定される最大規模の地震・津波」という考え方に

反しており、実質的に「既往最大の地震」想定に留まるものであることは明らかである。

　ｃ　そうすると、被告が津波評価技術の「波源の設定」を唯一の基準としたことに合理性が

ないことは明らかである。

　すなわち、既に主張したとおり、〈１〉津波評価技術の目的は波源モデルの設定にはなく、

本来的に波源モデルの設定の基準とはなり得ないものであること、〈２〉津波評価部会におい

ては、過去の地震についての詳細な検討も行われず、その結果として当然のことながら、将来

において、どこでどのような地震を想定することが、地震学的に合理性があるかについての詳

細な検討も行われていないこと、〈３〉津波評価技術の波源モデルの設定は既往最大の地震の

想定に留まるところ、この想定は、原子力安全委員会の指針類が求める自然現象の想定の基準

や７省庁手引における一般防災の基準にも達しないものであること、〈４〉電事連「対応方

針」から４年以上経過してその間にも地震学の進展があったにもかかわらず、津波評価技術が

これを踏まえず、既往最大の地震想定で足りるとしたことは地震動の基準と対比しても合理性

があるとはいえないことを踏まえると、被告の対応は著しく合理性を欠くものといえる。

　ｄ　津波評価技術には原子炉の安全規制基準としての適格性がないこと

（a） 民間規格を法規制に活用する際に最低限求められる条件

原子力安全・保安院は、平成１４年頃から、原子力の安全規制に関して、従来の「仕様規

定」による安全規制を改め「性能規定」による規制に移行する方針を示し、その中で「民間規

格の活用」を行うという方針を示した。その際に、民間で策定した技術基準を原子力安全の法

規制に用いるための要件として、〈１〉当該民間規格の策定過程として「産学会から偏りのな

いメンバー選定を行うとともに、公衆審査を経るなど公正、公平、公開を重視した」ものであ

ること、〈２〉その技術基準の内容において、「規制基準で要求される性能との項目上の対応

が取れること」、〈３〉「規制当局が民間規格の規制基準への充足性を確認した場合、行政手

続法上の審査基準や規制基準を満たす規格の例として告示するなどの方法で公示することが必

要である」ことを求めている。

（b） 津波評価技術が原子炉の安全規制基準としての適格性を持たないこと
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　しかしながら、津波評価技術は、〈１〉についてだけ見ても、メンバーが公正に選抜されて

おらず、その作成主体である土木学会・津波評価部会の委員・幹事等の構成は電力業界に偏

り、津波評価部会の事務局も原子力事業者が担っていること、活動資金を全て原子力事業者が

負担していたこと、策定手続が公開されなかったことなど多くの問題があった。

　また、国（経済産業大臣（原子力安全・保安院））において、原子炉施設の津波に対する安

全性の確保に関して、津波評価技術をその基準として用いることについて、正規の手続を経て

決定をされたという事実もなく、原子炉の安全規制に用いるための基準としての適格性の確認

を経ないままに、なし崩し的に原子力安全・保安院によって、原子炉の安全規制の前提として

取り扱われるという異常な状況にあった。

　加えて、これまでも、原子力安全・保安院は、原子炉の安全に関する技術基準に関して参照

されるべき民間規格を列挙しているが、津波評価技術の策定以降本件事故時までに、その民間

規格として津波評価技術が挙げられたことなどはない。

（エ） その他の津波評価技術の問題点

　ａ　津波評価技術は、記録のない巨大津波あるいは調査研究途上の巨大津波を考慮せず、か

つ、適用限界・留意事項が記載されていない。津波評価技術の評価方法は、「概ね信頼性があ

ると判断される痕跡高記録が残されている津波」を評価対象として選定することから始まる

が、具体的には、東北・関東地方について江戸時代初期の大津波として知られる慶長津波まで

の約４００年以内のものが対象とされているのみである。仮にそのような文献記録の残ってい

ない古い時代に、より巨大な津波が発生していたとしても、そのようなものは評価対象として

取り上げられない。

　本来、以上のような適用限界や留意事項等の記述がされるべきであったが、津波評価技術に

は、そのような記載は一切ない。

　ｂ　合理的理由なく福島県沖を想定から外している。津波評価技術は、明治三陸地震や慶長

三陸地震に基づく基準断層モデルを、北方に移動させて計算を実施しているものの、南方に移

動させて計算することは行っていない。しかし、なぜ南に移動させて計算を行っていないのか

についての具体的な根拠は、何ら述べられていない。

　明治三陸地震や慶長三陸地震に代表される津波地震は、太平洋プレートの沈み込みによって

発生している。場所でいえば日本海溝沿いの領域である。地域的に同じ性質を持つ領域である

にもかかわらず、福島県沖や茨城県沖で津波地震が発生しないなどということは到底考えられ

ず、福島県沖を対象から外したことについては全く合理性がない。

　ｃ　また、合理的理由がなく、補正係数が１．０とされている。

　津波評価部会の検討の際に、より安全率を高めるために想定津波水位の補正係数をどのよう

にするかという議論がされたが、被告を含む津波評価部会幹事団は、補正係数を１．０として

も工学的に起こり得る最大値として妥当かどうかを議論してほしいと述べ、このような議論誘

導により、補正係数を１．０とされることになった。

　政府事故調報告書（甲Ａ２本文編・４４５、４４６頁）も指摘するとおり、多重防護の観点

からは、多くの設備が被害を受けても冷却のための非常用設備だけは守れるよう、例えば普通

の構造物に対しては補正係数１．０でよいが、非常用設備については２倍や３倍の高さにする

等といった手立てを講じることが適切であったが、そのような考え方は、津波評価技術には全

く取り入れられていない。

　ｄ　国が既往最大との考え方の誤りを認めている。

　国（原子力事故対策本部）が、平成２３年６月に、ＩＡＥＡに対して提出した本件事故に関

する報告書においては、津波評価技術について、「津波の発生頻度や高さの想定が不十分であ

り、大規模な津波の襲来に対する対応が十分なされていなかった。」、原子力発電所における

耐震設計においては、「大きな地震の再来周期を適切に考慮するようにしており、さらにその
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上に、残余のリスクも考慮することを求めている。これに対して、津波に対する設計は、過去

の津波の伝承や確かな痕跡に基づいて行っており、達成するべき安全目標との関係で、適切な

再来周期を考慮するような取組みとはなっていなかった。」とされている。

エ 平成１８年までにおける知見の進展

（ア） 明治三陸地震についての知見の進展

平成１５年、地震学の権威であり、通産省顧問、４省庁報告書調査委員会委員、土木学会・

津波評価部会委員、推進本部地震調査委員会委員長代理等を歴任したａｑ氏は、明治三陸地震

について、ｂｅやｂｆの検潮所の津波高さからＭｔ８．６、三陸における遡上高の区間平均最

大値からはＭｔ９．０と推定されるとの研究論文を示した。

　このような研究成果を踏まえるならば、被告は、原子力発電所の高度の安全性を確保する責

務を担うべき電気事業者として、明治三陸地震の断層パラメータを設定し、日本海溝沿いに移

動させて試算を実施すべきであったし、それにより、その時点で福島第一原発の建屋等の所在

する敷地高さ１０ｍをはるかに超える津波が襲来するとの試算結果を得ていたはずである。

（イ） 津波評価部会によるアンケート

平成１６年に土木学会・津波評価部会が実施したアンケート結果では、「津波地震は（福島

県沖を含む）どこでも起きる」とする方が、「福島県沖は起きない」とする判断より有力で

あったところ、津波評価部会に委員を擁する被告は、当然、上記結果を認識していた。

（ウ） スマトラ沖地震とその教訓

ａ　スマトラ沖地震及びその津波の概要

平成１６年１２月２６日に発生したスマトラ沖地震は、Ｍｗ（モーメントマグニチュード、

断層面の面積のずれの量などから求められる地震の規模）は９．１～９．３とされ、１９６０

年のチリ地震に次ぐ超巨大地震であった。インドネシア、タイ、インド、アフリカ諸国のイン

ド洋沿岸各地に津波が押し寄せ、２７万人とも言われる死者を出した。また、この地震の震源

域はｂｇ島西方地域からインド領ｂｈ諸島の北端付近までの広大な範囲であり、幾つかの固有

の地震系列の地震の発生域にまたがって起きた連動型巨大地震と考えられている。

　ｂ　「比較沈み込み帯」学の否定

　１９７０年代から、世界各地のプレートの沈み込み帯を比較し、プレートの年代とそれに伴

う固着の強さなどの特徴から地震の起こり方等を推定する「比較沈み込み帯」学が日本で始ま

り、１９８０年頃からは、沈み込む海洋プレートの年代が若い沈み込み帯でＭ９クラスの巨大

地震が起こるが、年代の古い沈み込み帯では巨大地震は起こりにくいという説が有力となって

おり、日本海溝から沈み込む太平洋プレートは、１億３０００万年程度と古く、プレート境界

の固着は強くなく、巨大地震が起こりにくいとされていた。

　しかし、平成１６年のスマトラ沖地震の発生したスンダ海溝は、日本海溝と同様に比較的古

いプレートに属するインド洋プレートの沈み込み帯であり、「比較沈み込み帯」論からは巨大

地震が起こりにくいとされていた場所であり、Ｍ９クラスの巨大地震は限られた場所でしか起

きないという考え方は、スマトラ沖地震の発生という事実によって否定され、従来の「比較沈

み込み帯」学における通説は重大な見直しを迫られることになった。

　ｃ　津波による原発事故の危険性の現実化

スマトラ沖地震により、インド南部にあるマドラス原子力発電所では、津波でポンプ室が浸

水し、非常用海水ポンプが運転不能になる事故が発生した。津波に襲われた当時、マドラス原

子力発電所は２２万ｋｗの原子炉２基のうち１基が稼働中であり、警報で海面の異常に気付い

た担当者が手動で原子炉を緊急停止したが、冷却水用の取水トンネルから海水が押し寄せ、ポ

ンプ室が冠水した。敷地は、海面から約６ｍの高さ、主要施設は、更に２０ｍ以上高い位置に

あった。

　このようにして津波により原子力発電所の重要設備が使用不能になる事態が、現実のものと
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なった。地震・津波大国であり原子力発電所を多数有する日本において、同様かそれ以上の津

波による原子力発電所事故が生じ得ると予見する上で、重要な事実が示された。

　ｄ　被告の認識

　被告も、本件事故発生後においてではあるが、スマトラ沖地震・津波について、〈１〉広域

にわたる断層連動が生じたこと、〈２〉太平洋の西側では巨大津波が発生し難いとの従来の見

解に疑問が生じたこと、〈３〉インドのマドラス原子力発電所の海水ポンプが浸水するという

影響があったこと等から、もっと慎重に検討されるべきであったが、具体的な対策の検討をし

なかったと認めている（甲Ａ４５）。

（エ） 溢水勉強会

　ａ　溢水勉強会開催の背景

　平成１８年１月、原子力安全・保安院、原子力安全基盤機構と被告を含む電力事業者とは、

溢水勉強会を立ち上げた。

　この立ち上げの趣旨は、米国キウォーニ原子力発電所における内部溢水に対する設計上の脆

弱性が明らかになったこと（内部溢水）、平成１６年のスマトラ沖地震による津波によりイン

ドのマドラス原子力発電所の非常用海水ポンプが水没し運転不能となったこと（外部溢水）を

受けて、我が国の原子力発電所の現状を把握するというものであった。

　ｂ　溢水勉強会における被告の報告と勉強会における総括

　被告は、平成１８年５月１１日の第３回溢水勉強会において、代表的プラントとして選定さ

れた福島第一原発５号機について、（省略）＋１０ｍの津波水位が長時間継続すると仮定した

場合、非常用海水ポンプが使用不能となること、（省略）＋１４ｍ（敷地高さ〔（省略）＋１

３ｍ〕＋１．０ｍ）の津波水位が長時間継続すると仮定した場合、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）大

物搬入口、サービス建屋（Ｓ／Ｂ）入口から海水が流入し、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）の各エリ

アに浸水して、非常用海水ポンプが使用不能となるだけでなく、電源設備が機能を喪失し、そ

れに伴い原子炉の安全停止に関わる電動機等が機能を喪失することを報告した（甲Ａ６３の

１）。

溢水勉強会は、平成１９年４月の総括的文書（「溢水勉強会の調査結果について」、甲Ａ６

３の２）において、被告から、浸水の可能性のある設備の代表例として、非常用海水ポンプ、

タービン建屋（Ｔ／Ｂ）大物搬入口、サービス建屋（Ｓ／Ｂ）入口、非常用ディーゼルエンジ

ン吸気ルーバの状況につき調査を行ったこと、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）大物搬入口、サービス

建屋（Ｓ／Ｂ）入口については水密性の扉ではないこと等の報告がされたこと、土木学会手法

による津波による上昇水位は＋５．６ｍであり、非常用海水ポンプ電動機据付けレベルは＋

５．６ｍと余裕はなく、仮に海水面が上昇し電動機レベルまで到達すれば、１分程度で電動機

が機能を喪失する（実験結果に基づく）との説明がされたことを確認した。

　これにより、想定外津波により全電源喪失に至ることを、被告及び国が共通して認識するに

至った。

　ｃ　溢水勉強会における被告の報告を受けた国の対応

　平成１８年５月１１日の第３回勉強会で被告の報告を受けた後、原子力安全・保安院の担当

者は、同年８月２日の第５３回ＮＩＳＡ／ＪＮＥＳ安全情報検討会において、「ハザード評価

結果から、残余のリスクが高いと思われるサイトでは念のため個々に対応を考えた方がよいと

いう材料が集まってきた。海水ポンプへの影響では、ハザード確率≒炉心損傷確率」と発言

し、海水ポンプを止めるような津波が来ればほぼ１００％炉心損傷に至るという認識を示した

（甲Ａ１・８４、８５頁）。

同年１０月６日、原子力安全・保安院は、耐震バックチェック計画に関する打合せにおい

て、被告を含む電事連に対し、口頭で、「津波については、保守性を有している土木学会手法

による評価で良い（安全性は確保されている）。ただし、土木学会手法による評価を上回る場
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合、低い場所にある非常用海水ポンプについては、機能喪失し炉心損傷となるため、津波（高

波、引波）に対して余裕が少ないプラントは具体的な対策を検討し対応してほしい。」という

要望と、この要望を各社上層部に伝えるようにという話を伝えた（甲Ａ１・８９頁、甲Ａ６

４）。

以上のとおり、国は、想定（土木学会評価）を超える津波により、海水ポンプのみならず、

タービン建屋（Ｔ／Ｂ）の各エリアが浸水して電源が喪失し、それに伴い原子炉の安全停止に

関わる電動機等が機能を喪失する可能性があると被告から報告を受けていたにもかかわらず、

非常用海水ポンプに限定した対応を口頭で要請するのみで、建屋の浸水の可能性に触れず、全

電源喪失のリスクと必要な対策につき何らの指示も要請もしなかった。

　ｄ　被告の対応

　平成１８年１０月６日における原子力安全・保安院からの要望に対し、被告は、平成１９年

４月４日、津波バックチェックに関する電事連と原子力安全・保安院との打合せの席上で、福

島第一原発について海水ポンプの水密化や建屋の設置といった対応策を検討すると表明した。

しかし、本件事故発生時点まで、海水ポンプの水封化に係る軽微な対応策を除いて、具体的な

対応は何らとられなかった（甲Ａ１・８６、８７頁）。本件事故発生後、被告は、「対策の中

には現在の視点からも有効なものが含まれていた」が「真剣に検討されることはなかった」と

認めている（甲Ａ４５・１７頁）。

　また、被告は、平成１８年１０月６日、原子力安全・保安院に対し「耐震バックチェックで

は、土木学会手法による評価結果を報告する」旨を表明した（甲Ａ６４）。

　被告は、後述するとおり、同年７月のｂｊ論文（甲Ａ６５）において、日本海溝付近のどこ

でも津波地震が発生するという想定を含んだ試算を行っていた。しかし、耐震バックチェック

においては旧来の「土木学会手法」にあくまで固執する意思を同年１０月に表明している。

　内部溢水、外部溢水勉強会を踏まえ、被告を含む電事連の内部では、想定を超える津波に

よって炉心損傷が起こる可能性があることが共通認識となっていたが、それでも「土木学会の

手法について、引き続き保守性を主張」（甲Ａ１・８５、８６頁）するとの方針がとられたの

である。

　ｅ　小括

　このように、内部溢水、外部溢水勉強会は、スマトラ沖地震に伴う津波により、原子力発電

所が一部その機能を喪失するという事態に陥ったことを重要な契機として、諸外国の状況と日

本国内の原子力発電所の状況を比較しつつその安全性を確認する目的で開始された。その結

果、被告及び国は、福島第一原発５号機について、想定外津波により全電源喪失に至ること

を、共通して認識するに至った。これを踏まえて国は、安全性に疑問が生じるプラントについ

ては、「個々の対応」を必要とする旨、各社に伝えたが、全電源喪失のリスクを踏まえた抜本

的な対策がとられるはなく、また被告も、具体的対応策を「真剣に検討」することはなかっ

た。

（オ） ｂｊ論文

　ａ　ｂｊ論文の発表

　被告は、平成１８年７月、米国ｂｋ州ｂｊで開催された第１４回原子力工学国際会議（ICONE

－14）において、「Development of a Probabilistic Tsunami Hazard Analysis in Japan」

（「日本における確率論的津波ハザード解析法の開発」）を発表した（以下「ｂｊ論文」とい

う。甲Ａ６５）。

　ｂ　ｂｊ論文の概要

（a） 被告は、平成１４年の津波評価技術では、津波想定に伴う不確定性や誤差は、断層モ

デルの諸パラメータを変化させるパラメータスタディを多数実施することにより反映できると

いうことが繰り返し強調されていたが、ｂｊ論文では、津波高さが設計津波高さを超過する可
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能性が常にあることを認めるに至っている。

（b） その上で、被告は、確率論的な津波リスク評価の手法に基づき、福島第一原発が被る

可能性のある津波につき、波源域を設定している。特に、三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの

プレート間の大地震について、いずれも似通った沈み込み状態に沿って位置しているから、日

本海溝沿いにおいて津波地震が発生すると仮定してもよいのかもしれないと述べた上で、既往

津波が確認されていない福島県沖の日本海溝寄りの領域についても、明治三陸沖津波と同じＭ

ｗを仮定している。

　平成１４年の津波評価技術では、波源位置につき、「地震地体構造の知見に基づく」と抽象

的に述べるのみで、何らの科学的な根拠なく、１８９６年の明治三陸地震と同様の地震は日本

海溝付近のより南方では発生しないという結論に合致するよう、恣意的に領域区分をしていた

が、ｂｊ論文ではそのような立場を事実上放棄せざるを得なくなっている。

（c） また、ｂｊ論文は、明治三陸地震津波のＭｗは８．３としつつ、既往最大Ｍｗが潜在

的最大Ｍｗではない可能性があるため、潜在的最大マグニチュードをＭｗ８．５と仮定すると

述べ、最大Ｍｗ８．５を想定している。

　津波評価技術では、４省庁報告書の想定するＭｗ８．５より低いＭｗ８．３との設定がされ

たが、ｂｊ論文では、４省庁報告書と同じＭｗ８．５という想定を受け入れざるを得なくなっ

ており、重要である。

（d） さらに、以上に見たｂｊ論文の概要は、既に平成１８年５月２５日に作成されてお

り、同日に行われた第４回溢水勉強会に提出されている。

　同年７月のｂｊ論文は、津波評価の地点について、福島第一原発５号機を算定例としている

ことを読み取れる。

　内部溢水、外部溢水勉強会で、被告から津波が（省略）＋１０ｍ、（省略）＋１４ｍの場合

に福島第一原発５号機にいかなる影響が生じるかについての報告がされたこと、津波が（省

略）＋１０ｍの場合非常用海水ポンプが使用不能となり、（省略）＋１４ｍの場合各建屋に海

水が流入し電源喪失することについては、既に述べたとおりである。

　この報告は、現実性のない単なる「仮想」としてされているのではなく、被告は、平成１４

年の時点ではかたくなに拒んでいた最大Ｍｗ８．５という明治三陸地震と同様の津波地震が福

島県沖でも起こるという想定を受け入れざるを得なくなり、そのような状況を踏まえて、上記

報告を行っているのである。

（e） そして、被告はｂｊ論文において、「仮説や解釈の選択肢を示す離散的分岐の重みは

質問形式による調査により決定」し、「特定の重要施設に関する津波ハザードを評価するため

には、津波や地震の専門家の質問形式による調査と専門家の意見が引き出され解釈されるよう

な方法により、さらに慎重に重み付けがなされるべきである」と述べている。

　これは、日本海溝付近で既往津波地震が確認されていない領域においても将来津波地震が生

じ得るか等、結論に争いがある項目については、「専門家」へのアンケート結果により「重み

付け」をしようという主張である。

　以上のような手法に立って、ｂｊ論文は、福島第一原発に「土木学会手法で想定した（省

略）＋５．７ｍ以上の津波が到達する頻度は数千年に一回程度」という結論を出している。

　具体的には、地震断層の位置や傾き、原子力発電所からの距離などを変えて計１０７５通り

の計算を行い、今後５０年以内に設計の想定を超える津波が来る確率が約１０％あり、１０ｍ

を超える確率も約１％弱、１３ｍ以上の大津波も０．１％かそれ以下の確率と算定している。

　この０．１％の確率は、ａｉ最高裁判決の求めていた安全性のレベルからみれば、当然想定

しなければならないものである。なぜなら、原子力の安全性は１０のマイナス５乗（１０万分

の１、すなわち０．００１％）の発生事象も考慮すべきものだからである（「発電用軽水型原

子炉施設の性能目標について－安全目標案に対応する性能目標について－」平成１８年３月２
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８日原子力安全委員会安全目標専門部会）。

　被告は、この計算結果を、平成１８年９月に原子力安全委員会委員長に説明し、土木学会手

法の想定を超える頻度は低いと説明した。

　しかし、津波の発生頻度は、当時の土木学会・津波評価部会の委員・幹事３１人と外部専門

家５人へのアンケート調査を基に算出したものであり、３１人中、津波の専門家ではない電力

会社の社員が約半数を占める状況では、このようなアンケート結果を用いたリスク評価の数値

は、信頼性が乏しくおよそ科学的とはいえないものであった（甲Ａ１・９１、９２頁）。

　ｃ　まとめ

　以上のとおり、ｂｊ論文は、本件長期評価の考え方を無視できなくなった被告が、明治三陸

地震が日本海溝付近のより南方で生じ得るという仮定を認めつつ、「専門家」へのアンケート

手法により、（省略）＋５．７ｍ以上の津波が到達する頻度を限りなく小さく描き出そうとし

た試みである。

　したがって、被告は、平成１８年の時点に至っては、福島第一原発における１０ｍを超える

高い津波の可能性を認識していたものというべきである。

オ 平成２０年試算とその隠ぺい

平成２０年２月頃、被告が、本件長期評価で述べられている「１８９６年の明治三陸地震と

同様の地震は、三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域内のどこでも発生する可能性がある」

という知見をいかに取り扱うかにつき、有識者に意見を求めたところ、「福島県沖海溝沿いで

大地震が発生することは否定できないので、波源として考慮すべきであると考える。」との回

答であった（甲Ａ２本文編・３９６頁）。

　被告は、平成２０年４月から５月頃に、明治三陸地震の波源モデルを福島県沖の日本海溝沿

いに置いて試算した結果、福島第一原発２号機付近で津波水位（省略）＋９．３ｍ、福島第一

原発５号機付近で津波水位（省略）＋１０．２ｍ、敷地南部で浸水高（省略）＋１５．７ｍと

の想定波高の数値（しかも、不確実性を考慮すれば、二、三割程度、津波水位は大きくなる可

能性がある）を得た（甲Ａ２本文編・３９６頁、甲Ａ６７）。

　上記試算後、被告は社内で対応を検討したが、〈１〉長期評価は直ちに設計に反映させるレ

ベルでなく土木学会に検討してもらう、〈２〉その結果対策が必要となれば工事等を行う、

〈３〉耐震バックチェックは、当面津波評価技術に基づき実施する、〈４〉土木学会委員に以

上の方針について理解を求める、との方針を決定した。

　こうして被告は、明治三陸地震を「波源として考慮すべきである」との有識者の意見を無視

した。また、自ら実施した試算についても公にせず、隠ぺいした。

カ 貞観津波についての知見及びその進展

（ア） 貞観津波について

　ａ　貞観津波とは

　貞観津波とは、平安時代前期の貞観１１年５月２６日（８６９年７月９日）、日本海溝付近

の海底を震源域として発生したと推定されている巨大地震に伴って発生した巨大津波である。

　ｂ　原告らが主張する予見可能性との関係

　本件で問題となる設計基準事象に基づく安全確保という観点における予見可能性とは、「福

島第一原発において全交流電源喪失をもたらし得る程度の地震及び津波が発生することについ

ての予見可能性」を意味する。この点、海溝軸付近のプレート境界面がずれることにより、そ

の断層の直上の海底のみが急激に大きく隆起し、大きな津波の原因となる津波地震（明治三陸

地震津波が代表例）と、プレート境界の深部で幅の広いずれが生じ、広い範囲で海底が隆起

し、水面がゆっくりと上昇し、波長と周期の長い津波を生じさせる貞観地震（貞観タイプの地

震）とは、その発生原理が異なるものの、上記予見可能性の有無の判断において、いかなる発

生原理に基づく津波であるかが固有の意味を持つものではなく、貞観津波に関する知見は、本
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件事故をもたらす地震・津波の予見可能性を基礎付ける津波に関する知見の一部を構成する。

（イ） 貞観津波に関する知見の進展

ａ　国による委託研究以前の状況等

貞観津波に関しては、平成２年、平成３年頃の研究から既に実際の津波高や浸水域の推定が

され、しかも、その頃には、被告と同様に原子力発電所を保有する東北電力株式会社もｂｌ原

子力発電所の安全性を確認するために貞観津波について調査を行っていた。しかし、国会事故

調報告書（甲Ａ１・８７頁）において指摘されるとおり、被告は、本来原子力発電所の安全評

価のため、率先して調査するべきであったが、今後の研究の進展を待ちたいという他人任せの

消極的な姿勢を続けていた。

　それ以降も、平成１０年、平成１２年、平成１３年頃までに、津波堆積物の調査なども踏ま

えた複数の研究論文が公表され、貞観津波の再来周期、波源、推定マグニチュード、津波高な

どに関する数多くの有益な指摘、知見が示されるに至った。

　ｂ　国による「宮城県沖地震における重点的調査観測」の調査委託

　文科省は、平成１７年１０月頃、推進本部の地震調査委員会が公表した「宮城県沖地震の長

期評価」のとおり、宮城県沖地震はおよそ３７年の繰り返し間隔で発生すると考えられるとこ

ろ、前回の昭和５３年宮城県沖地震から既に２７年が経過し次の地震の発生が差し迫りつつあ

ることから、発生時期や規模の予測の高精度化が急務であり、また三陸沖南部海溝寄りとの連

動型地震の活動履歴の解明も必要であるとの認識の下、５か年の計画で、ｂｍ大学（再委託先

ｂｎ大学ｊｏ研究所及び独立行政法人産業技術総合研究所）に対し、宮城県沖地震アスペリ

ティ周辺におけるプレート間すべりのモニタリングと過去の活動履歴を把握するための地質学

的調査を委託し、年度ごとに中間報告書及び委託業務完了報告書を受領した。

　その研究成果として、〈１〉貞観津波の波源の推定を行い、プレート間地震を仮定した場

合、断層幅を１００ｋｍ、すべり量を７ｍ以上とした断層モデルによる津波の浸水域の広がり

は、津波堆積物の分布をほぼ完全に再現できたこと、〈２〉福島県ｂｏ海岸北部では、ｂｐ・

ｂｑ地区において、これまでｂｒ地区などで報告されている貞観津波と見られる堆積物を検出

し、さらにそれより古い時期のイベント堆積物の採取ができ、その結果を、平成１８年度まで

に三陸海岸やｂｓ平野で得られた過去のイベント堆積物と比較すると、少なくとも４０００年

前以降については、イベントの回数（４回）は合致し、それぞれの年代値についても一致する

ものがあることが挙げられる。すなわち、連動型巨大地震である貞観地震とその津波の到来範

囲（宮城県から福島県の沿岸）や貞観津波のような巨大津波が過去４０００年間に繰り返して

発生していたことなどが科学的に明らかにされた。

　ｃ　平成２０年のｂａ論文に基づく被告の試算

　被告は、平成２０年１０月の時点で、上記ｂの委託研究の成果に示されていたｂａ氏らの共

同研究論文である「ｂｔ・ｂｓ平野における８９６年貞観津波のシミュレーション」（以下

「ｂａ論文」という。）に基づき試算を行い、福島第一原発１号機から４号機で津波水位（省

略）＋８．７ｍとなること、６号機では津波水位（省略）＋９．２ｍとなること等の結果を得

た。

　この試算結果によれば、波高はタービン建屋（Ｔ／Ｂ）等の所在する敷地１０ｍには及ばな

いものの、ポンプの電動機据付けレベルを超え、ポンプの電動機が水没して原子炉の冷却機能

が失われることは不可避である。被告は、遅くともｂａ論文による試算を行った平成２０年に

は、このことを明確に認識していたし、そのパラメータスタディのため、二、三割程度、津波

水位が大きくなる可能性もあるとの被告自身の認識を前提とすると、１号機から６号機のポン

プ位置での水位は１０．４４ｍ～１１．０４ｍ、更に１．３を掛けると、１号機から６号機の

ポンプ位置での水位は１１．３１ｍ～１１．９６ｍになり、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）等の所在

する敷地１０ｍを大きく超えており、水密化されていない各建屋に浸水し、全交流電源喪失を
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引き起こすことは確実である。

　被告は、ｂａ論文による試算を行った平成２０年の時点において、不確実性を考慮すれば、

二、三割程度、津波水位が大きくなる可能性があることを、当然認識していた。すなわち、被

告において上記のように建屋等の所在する敷地高さ１０ｍを大きく超える津波により全交流電

源喪失に至ることを予見していた、あるいは少なくとも予見することができたことは明白であ

る。

　ｄ　小括

（a） 平成１７年以前の知見の蓄積と進展

平成１７年に国の委託による研究・調査が始まる以前においても、多くの研究者によって、

正史、伝承、津波堆積物などから貞観津波の被害、波源モデル、規模、浸水域などに関する研

究が着実に進められていた。東北地方太平洋沖地震によって生じた津波の浸水域は、現在で

は、この貞観津波の浸水域に近いものであったとの知見が得られているが、その知見の基礎

は、この時までに既に集積されていたといえる。

　すなわち、少なくとも、歴史津波である貞観津波の被害が甚大であったこと、場所によって

は海岸から３ｋｍほどまで津波が押し寄せたこと、津波はｂｓ平野以南の福島県沖ｃａ付近ま

で及んでいたこと、津波堆積物の周期性と堆積物年代測定結果から、津波による海水の溯上が

８００年から１１００年に１度発生していると推定されていたこと等は、国の委託研究・調査

事業以前の段階で知見として確立していた。

　福島第一原発を設置・運転する被告は、本来であれば、貞観津波に関して十分に調査研究

し、歴史津波が敷地周辺にいかなる影響をもたらし得るものであったかについて早期かつ詳細

に検証を行う必要があった。しかし、被告は、前述の国会事故調報告書（甲Ａ１）の指摘のと

おり、率先して調査を行うどころか「他人任せの消極的な姿勢」を続け、これを怠ってきたの

である。

（b） 国の委託による調査研究後の知見の蓄積と進展が意味するもの

また、国の委託による調査研究により、貞観津波の知見は飛躍的に拡大・充実した。特に、

前記ｂａ論文による試算を行った段階では、原子炉建屋等の所在する敷地高さ１０ｍを超える

津波により全交流電源喪失に至ることが予見可能であったといえる。

　このことは、被告が上記試算を行った平成２０年の段階で１０ｍの津波による全交流電源喪

失が予見可能であったというだけでなく、被告が前記のような調査研究義務を十分に果たして

いれば、より早い段階で、貞観津波に関する知見を得ることができ、福島第一原発の敷地にお

ける具体的な津波被害の可能性を想定し得たことを意味するものである。

（ウ） 貞観地震・津波の知見の進展に対する被告の消極的な対応

ａ　合同ＷＧでの被告の対応

平成２１年６月及び７月、「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会　耐震・構造

設計小委員会地震・津波、地震・地盤合同ワーキンググループ」（以下「合同ＷＧ」とい

う。）において、被告から提出された福島第一原発５号機及び福島第二原発４号機における耐

震安全性評価の中間報告書に対する評価が行われ、被告は、福島第一原発、福島第二原発の敷

地周辺の地質・地質構造及び基準地震動Ｓｓの策定につき、プレート間地震の地震動評価につ

いて、塩屋崎沖地震のみを考慮する立場から説明をした（甲Ａ８５の１・１１頁）。

　これに対し、産業技術総合研究所に所属するｃｂ委員が、８９６年の貞観津波があり、調査

結果も出ているのに全く言及しないのは何故かと追及したのに対し、被告は「被害がそれほど

見当たらない」と述べた。ｃｂ委員は、津波堆積物については少なくともｂｏ海岸にも来てい

ることが産業技術総合研究所やｂｍ大学の調査で既に分かっており、震源域は南までかなり来

ていることを想定する必要がある、そういう情報はあると指摘した（同・１６、１７頁）。さ

らに、ｃｂ委員は、平成２０年のｂａ論文の波源モデルにも言及しつつ、貞観地震を無視する
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ことはできないと繰り返し指摘し、もう一度審議することになった（同・３０頁）。

　被告は、既にこの時点でｂａ論文に基づく試算を行っていたが、合同ＷＧでは一切報告しな

かった。

　のみならず、同年７月の合同ＷＧでも、被告は、貞観地震については余り被害が見当たらな

いという主張を繰り返した（甲Ａ８５の２・４頁）。ｃｂ委員が、貞観地震は連動型地震と考

えられること、塩屋崎沖地震やその北の宮城県沖地震をまたぐ形で貞観地震を捉えるべきこ

と、塩屋崎沖地震より遠い所に貞観地震の震源モデルを考えるのは誤りであると指摘したのに

対し、被告は、貞観地震については「まだ情報を収集する必要がある」等と述べ、議論を先送

りにしようとした（同・７、８頁）。

　ｃｂ委員が、貞観地震についてこれ以上精度よく推定する方法はほとんどなく、先延ばしに

すべきではないと主張したのに対し、国の安全審査官は、被告が本報告で津波の評価もやって

くるはず等と述べた（同・１３、１４頁）。

　結局、被告は、この会議でもｂａ論文に基づく試算につき一切報告しなかった。

　ｂ　上記合同ＷＧ以降の貞観試算を巡る被告の対応

　平成２１年８月上旬、原子力安全・保安院の審査官は、被告に対し、貞観津波等を踏まえた

福島第一原発、福島第二原発における津波評価、対策の現況について説明を要請したが、被告

のｃｃ原子力設備管理部長（以下「ｃｃ部長」という。当時。）は、ｂａ論文による波高試算

結果は原子力安全・保安院から説明を求められるまで説明不要と担当者に指示していた（甲Ａ

２本文編・４０１頁）。

　同月２８日頃、想定津波高は平成１４年の津波評価技術により５ｍないし６ｍであると述べ

た被告に対し、原子力安全・保安院の審査官は、貞観津波に関するｂａ論文に基づく波高の試

算結果の説明を要求した（同４０１、４０２頁）。

　被告は、同年９月７日頃、原子力安全・保安院において、室長らに対し、準備した資料を使

いながら、貞観津波に関するｂａ論文に基づいて試算した波高の数値を説明し、これらの説明

に使用した全ての資料を室長らに渡した。この説明を受けた原子力安全・保安院は、波高が８

ｍ台なら津波がポンプの電動機据付けレベルを超え、ポンプの電動機が水没して原子炉の冷却

機能が失われることを認識した（同・４０２頁）。

　しかし、原子力安全・保安院は、被告に対し、担当官限りの対応として福島第一原発及び福

島第二原発における津波対策の検討やバックチェック最終報告書の提出を促すのみで、対策工

事等の具体的な措置を講じるよう要求したり、文書でバックチェック最終報告書の提出を求め

たりすることは一切しなかった。また、その後も継続していた合同ＷＧにおいても、被告から

受けた説明の内容を報告することは一切なかった（同・４０２頁）。

　このような原子力安全・保安院の消極的な態度に乗じ、被告は、原子力安全・保安院の了承

が取れたと判断し、何ら対策を講じなかった（同・４０２頁）。

（エ） 被告による推進本部の津波評価への干渉

東北地方沖で起きる大地震について、文科省・推進本部は、長期評価の改訂を平成２１年６

月から進めており、平成２３年４月に公表予定であった。この中には福島第一原発所在地の沖

で貞観地震に相当するような巨大津波が発生する可能性の指摘が含まれていた。

　推進本部事務局である文科省地震・防災研究課は、被告、東北電力株式会社、日本原子力発

電株式会社の３社と長期評価についての非公式会合（情報交換会）を、本件事故が発生する８

日前である同年３月３日に開いた。

　その会議の場で、被告は「貞観地震が繰り返して発生しているかのようにも読めるので、表

現を工夫していただきたい」と要望した。国会事故調査委員会に文科省が開示した文書による

と、この会合後に文科省地震・防災研究課の担当者は、「繰り返し発生しているかについて

は、これらを判断するのに適切なデータが十分でないため、さらなる調査研究が必要である」
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という一文を加える修正案を作成していた（甲Ａ１・４６１頁）。

　本来、推進本部がまとめた評価結果（知見）を、規制当局である原子力安全・保安院が使用

し、規制対象となる電力事業者はそれに従い安全対策に万全を期すというのがあるべき姿で

あった。ところが、実際には規制対象となる被告が文科省に「要望」して評価結果（知見）を

改変しようとしたのである（同・４６１頁）。

　このように、津波対策を迫るような内容を持つ知見については「データが十分でない」、

「さらなる調査研究が必要」等の言い回しを挿入させることでその信用性を低め、抜本的な津

波対策は先送りにするという手法は、平成１４年の長期評価の際の内閣府・中央防災会議と平

成２３年の長期評価改訂の際の被告に共通する手法である。

　なお、国会事故調査委員会に提出された文科省の資料によれば、現時点で把握している電気

事業者との公表前の意見交換会は、平成２３年３月３日の一度のみとのことであるが、これを

そのまま信用することはできない。「現時点で把握している」との留保条件が付いていること

からも分かるとおり、過去においても同様の「意見交換」の場が持たれていた可能性がある。

（オ） まとめ

被告は、原子力発電所の有する特殊性ゆえに事業者として高度の注意義務を負っており、最

新の科学的知見に基づき速やかに安全対策を講じ、かつ、想定を超える自然災害による事故は

常に起こり得るという前提に立って過酷事故対策を講じる義務を負っている。

　歴史津波である貞観津波に関しては、その被害が甚大であったこと、場所によっては海岸か

ら３ｋｍほど内陸まで津波が押し寄せたこと、津波は福島県沿岸にも押し寄せたこと、津波の

再来周期が約８００年から１０００年と推定されたこと等の知見が、学者・研究者等により得

られていた。そして、被告は、こうした知見が得られていることについて認識していたか、あ

るいは、少なくとも認識することが可能であった。

　被告は、貞観津波あるいはそれに類する津波がいつでも起こり得るという前提に立った対策

をとるべきであったが、本件事故のような地震・津波による全交流電源喪失を防ぐべき対策は

何らとらなかった。

　そもそも、被告は、本来であれば、貞観津波に関して十分に調査研究し、歴史津波が敷地周

辺にいかなる影響をもたらし得るものであったかについて早期かつ詳細に検証を行う必要が

あった。しかし、被告は、率先して調査を行うどころか「他人任せの消極的な姿勢」を続け、

こうした調査研究すら怠ってきたのである。

　また、被告は、遅くともｂａ論文による試算結果を踏まえれば、その時点で直ちに津波対策

に着手すべきであった。しかし、実際には、合同ＷＧでこの試算について一切報告することな

く隠ぺいし、貞観津波は余り被害が見当たらないという主張を繰り返し、対策を先送りにして

いた。

　このような被告の調査のけ怠、調査事実の隠ぺい等の事実は、原告らが予見可能性の基準時

として主張している平成１４年ないし平成１８年より後の事実についても、被告の故意とも同

視すべき重大な過失を推認させる重要な事実となる。

　貞観タイプの連動型巨大地震及び津波についての調査研究が重要な進展を見せていたにもか

かわらず、これを知見として扱わず、対策を先送りにしようとしてきた被告の姿勢は、本件事

故発生の直前まで続いたのであり、その責任は極めて重いといわざるを得ない。

（４） 結果回避可能性

以下のとおり、被告が、平成１４年以降、遅くとも平成１８年までに、福島第一原発におい

て、ｃｄ作成の意見書（甲Ａ３９９、以下「ｃｄ意見書」という。）やｃｅ作成の意見書（甲

Ａ４０１、以下「ｃｅ意見書」という。）に記載された以下のような対策工事に着手していれ

ば、本件事故は十分に回避可能であった。なお、以下に述べる対策のうち、「建屋等の水密

化」（建屋の内部への浸水を防ぐ「建屋自体の水密化」と、建屋内部への浸水をも想定して講
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じられる「重要機器が設置されている部屋等の水密化」を合わせて「建屋等の水密化」とい

う。）については、ｃｆの意見書（甲Ａ７５０）においても言及されている。

ア ｃｄ意見書（甲Ａ３９９）

被告が本件事故発生前に以下のような対策だけでも行っていれば、本件事故を防ぐことがで

きた可能性が極めて高く、また、被告には、本件事故発生前にこれらの対策をとる時間的余裕

が十分にあった。

（ア） 交流電源の喪失を避けるため、福島第一原発の敷地内の（省略）＋３５ｍ盤上に、

新たな電気室を各号機ごとに設置し、各号機のタービン建屋（Ｔ／Ｂ）地下１階電気室内の電

気設備及び地上１階床上の非常用電気設備と同様の設備を新設電気室内に新設する。また、非

常用ディーゼル発電機（ＤＧ）及び燃料タンクも、非常用電源設備と同様、既存設備をタービ

ン建屋（Ｔ／Ｂ）地下１階電気室から新設電気室内に新設する。

（イ） １号機の格納容器冷却系（ＣＣＳ）、２号機から５号機の残留熱除去系（ＲＨＲ）

の熱交換器を除熱するために冷却水となる海水を供給する冷却用海水ポンプが水没しないよう

にする方法として、防水壁でポンプ・駆動機を囲い、また、ポンプの床面をシールして、海水

が床面上にあふれないようにし、取水ポンプのモーターコントロールセンター（ＭＣＣ）を新

設電気室内に新設する。

（ウ） 被告は、平成１４年、遅くとも平成１８年には、全交流電源喪失に至る程度の津波

の存在を予見できていたのであるから、これらの結果回避措置を、遅くとも平成１８年から準

備することができた。

　また、上記結果回避措置は、最長でも２年１０か月あれば全て完成することができた。

イ ｃｅ意見書（甲Ａ４０１～４０４）

被告は、平成１４年以降、遅くとも平成１８年までに、以下の結果回避措置に着手すれば、

遅くとも平成２１年には全ての工事を完了することができた。

（ア） 結果回避措置〈１〉

　ａ　非常用電源設備及びその付属設備を防護するための対策工事

（a） 福島第一原発では、非常用電源設備及びその付属設備の大半がタービン建屋（Ｔ／

Ｂ）内に設置されていたことから、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）への浸水防止措置をとる必要が

あった。

　具体的な対策及びそのために必要な工期は次のとおりである。

　ⅰ　タービン建屋（Ｔ／Ｂ）等の人の出入口、大物（機器）搬入口などの水密化対策とし

て、強度強化扉と水密扉の二重扉を設置する。この工期見込みは３年である。

　ⅱ　タービン建屋（Ｔ／Ｂ）等の換気空調系ルーバなどの外壁開口部の水密化対策工事を行

う。この工期見込みは２年である。

　ⅲ　タービン建屋（Ｔ／Ｂ）等の貫通部からの浸水防止対策工事を行う。この工期見込みは

２年である。

（b） 仮に上記（a）の浸水防止対策が破られて、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）等内に海水が浸

水する事象に備えて、非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）及び配電盤等の重要機器が設置されて

いる機械室への浸水防止対策工事として、出入口への水密扉の設置及び配管貫通部の浸水防止

対策工事を行う。この工期見込みは２年である。

　ｂ　既設の非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）（水冷式）を冷却するための海水系ポンプを津

波から防護するための防水構造の建屋を設置し、電気系統の配線の貫通口を水密化する対策工

事

　福島第一原発では、海水系ポンプが、（省略）＋４ｍの海側の位置に設置されており、敷地

高を超える津波によりこのポンプが機能を喪失する可能性が高い。その場合に備えて、緊急時

海水系のポンプを防水構造の建屋に設置する対策工事を行う。この工期見込みは２年半であ
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る。

（イ） 結果回避措置〈２〉

ａ　高台での非常用電源設備及びその付属設備の設置

福島第一原発１号機から４号機において、既設の非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）、配電盤

等の非常用電源設備及びその付属設備とは別に、（省略）＋３２ｍの高台等の被水の可能性の

ない高所に、各号機ごとに、海水による冷却を必要としない非常用電源設備及びその付属設備

（当然ながら非常用高圧配電盤及び非常用低圧配電盤を含む。）を設置する。ここにいう海水

による冷却を必要としない非常用電源設備としては、空冷式ディーゼル発電機（ＤＧ）とガス

タービン発電機がある。

ｂ　工事内容及び工期

（a） 非常用発電機

福島第一原発敷地においては、原子炉ごとに、ガスタービン発電機（５０００ｋＶＡ）を超

高圧開閉所の設置されている敷地高（省略）＋３２ｍ以上の高台に設置し、既設の非常用

ディーゼル発電機（ＤＧ）が機能しないときに電源融通する。この工期見込みは２年半であ

る。

（b） 非常用電源設備としての配電盤、非常用電池

計器類のための非常用電池、非常用電源設備としての配電盤をタービン建屋（Ｔ／Ｂ）内の

高所又は（省略）＋３２ｍの高台に建屋を建てて、そこに設置・配備する工事を行う。この工

期見込みは２年である。

（ウ） 結果回避措置〈３〉

ａ　非常用電源設備及びその付属設備の代替設備

（a） 対策工事の内容

（省略）＋３２ｍの高台に空冷式非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）及びその付属設備を設置

した場合に、これとは別に、高台にガスタービン発電機及びその付属設備を設置する（代替設

備としても機能する）。

　緊急車両（交流電源車・直流電源車）を配備する。

　計器類のための十分な容量をもつ非常用電池をタービン建屋（Ｔ／Ｂ）内の高所又は（省

略）＋３２ｍの高台に配備する。

（b） 工期

緊急車両（交流電源車、直流電源車）を配備するための工期見込みは２年、計器類のための

非常用電池等を（省略）＋３２ｍの高台に設置するための工期見込みは２年である。

　ｂ　最終ヒートシンクの代替設備

（a） 対策工事の内容

淡水貯槽を設置し、原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）までの配管をする。

空冷式熱交換機（緊急熱交換機）を配備する。

車両搭載型可搬型注水ポンプ（補機冷却用）を配備する。

可搬型大動力ポンプの確保及びそのための建屋外部接続口・建屋内注水配管（原子炉冷却

用）を配備する。

（b） 工期

淡水貯槽及び原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）までの配管の設置についての工期見込みは２年半、空冷

熱交換機（緊急熱交換機）の配備についての工期見込みは３年、車両搭載型可搬型注水ポンプ

等の配備についての工期見込みは２年、可搬型大動力ポンプの確保及びそのための建屋外部接

続口・建屋内注水配管の工事についての工期見込みは２年である。

ウ 想定津波に基づいて防護措置を講じていれば結果回避が可能であったこと
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　想定津波（平成２０年試算）の浸水深約５ｍを前提として、かつ安全上の余裕を確保して

「建屋等の水密化」等の防護措置を講じていれば、本件津波に対しても電源盤等の被水を防止

し全交流電源喪失を回避することは可能だったといえる。

　もともと、１号機から４号機のタービン建屋の駆体（外壁）は、本件津波によっても破壊さ

れず、建屋内部の間仕切り壁も、かなりの浸水防護機能を果たしていた。「大物搬入口」も、

開放されていた４号機は２階まで津波が駆け上がったのに対し、１号機から３号機は既設の

シャッター構造のものでも相応の防護機能を果たしていたのであり、これが水密扉に取り替え

られていれば、建屋内への浸水を防げたことは容易に理解できる。「入退域ゲート」も、それ

自体水密化することは可能であったし、仮に、建屋内の一部への浸水が避けられなかったとし

ても、配電盤等が設置されている部屋等を間仕切り壁や建屋内の水密扉で防護することは十分

可能だったといえる。「給気ルーバ」や「機器ハッチ」については、その機能上、嵩上げも考

えられるが、建屋の外壁と同程度の強固な外壁で囲う等の防護措置も考えられる。

　そして、これらの「建屋等の水密化」による防護措置が講じられていれば、本件事故は十分

回避することができたものといえる。

（被告の主張）

　被告の故意又は過失（予見可能性及び結果回避義務違反）については争う。

　民法上の不法行為の責任発生要件に関する規定（民法７０９条）は、その適用を排除される

から、本件訴訟において、正面から被告の過失を基礎付ける結果回避可能性について議論する

必要はなく、議論する余地もない。

　また、慰謝料増額事由の有無という観点から、被告の過失の有無を論ずるとしても、一般

に、過失とは、「ある結果の発生が予見可能であったにもかかわらず、その結果の発生を防止

すべき措置をとらなかったこと、いいかえれば予見可能な結果に対する回避措置に違反したこ

と」と定義されるところ、以下のとおり、本件地震とそれに基づく本件津波によって発生した

本件事故について、被告に予見可能性が認められる余地はない。そのため、予見可能性を前提

とする結果回避義務違反についても、そもそも観念することもできない。したがって、被告

に、過失が認められる余地はない。

（１） 予見の対象

以下のとおり、本件において、被告の結果回避義務を基礎付ける予見可能性の対象として

は、あくまで本件津波又はそれと同程度の津波の発生と考えるべきである。

ア 原告らは、「敷地高さである（省略）＋１０ｍを超えて建物内に浸水を及ぼし得る程度

の津波」が発生することを予見できれば、全交流電源喪失から炉心損傷等に至る現実的危険性

を認識することができると主張する。しかしながら、原告らが主張する津波と実際に生じた本

件津波とはその程度も規模も異なるものであるから、そのような仮想的な津波によって本件事

故と同程度の事象が生じ、福島第一原発から放射性物質が放出されることについて具体的な主

張立証が必要であるが、このような具体的な主張立証はされていない。

　被告は、配管破裂等に起因する内部溢水対策を講じるという見地から、福島第一原発につい

て原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）階段開口部への堰の設置、原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）１階電線貫通部トレ

ンチハッチの水密化、原子炉建屋（Ｒ／Ｂ）最地下階の残留熱除去系機器室等の入口扉の水密

化に加え、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）についても、非常用電気品室エリアの堰のかさ上げ、非常

用ディーゼル発電機（ＤＧ）入口扉の水密化、復水器エリアの監視カメラ、床漏えい検知器の

設置等の様々な溢水対策を実施していた。また、被告は、安全性向上という見地から、津波に

よる浸水対策として、津波が発生した場合の浸水ルートになると考えられる海水配管ダクト内

への止水壁の設置、海水配管ダクト内の配管及びケーブルトレイの止水処理等も講じていた。

したがって、仮に津波が敷地高に遡上したとしても、それによって直ちに電源喪失に至るもの

ではなく、遡上した津波が福島第一原発の設備・機器にどのような影響を与えるかによって決
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まるものであり、本件津波の程度に至らない津波が遡上した場合に全電源喪失という本件事故

と同様の事象に至るかについては不明であり、予見することは不可能であったといわざるを得

ない。

　特に、本件事故は、敷地高を大幅に上回る未曽有の津波が襲来し、建屋内部に対する圧倒的

な水量、水流及び水圧による浸水を招いたこと等により、非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）だ

けでなく、配電に必要な電源盤（Ｍ／Ｃ、Ｐ／Ｃ）、さらには直流バッテリーまでもがほぼ全

面的に被水したために、ここまでの事態に至った。

イ 原告らの主張は、結果回避可能性の観点からも問題がある。本件事故は、過去に想定さ

れていなかった連動型巨大地震の発生により、最大で（省略）＋１５．５ｍ、局所的には（省

略）＋１７ｍにも及ぶ浸水高をもたらした津波により、相当量の海水が圧倒的な水圧で一気に

建屋地下まで浸水・冠水したことにより引き起こされたものである。そのため、仮に、被告に

おいて、原告らが主張するような（省略）＋１０ｍ超の高さの津波を想定して何らかの対策を

とっていたとしても、現実に生じた本件津波が上記のような態様であった以上、そのような対

策によって本件事故を回避することが可能であったなどということはできない。

（２） 予見可能性の有無及びそれを踏まえた被告の対応に過失はないこと

ア 本訴訟における過失評価の基本的観点

法律上求められる結果回避のための措置を講ずる義務の有無や内容については、予見可能性

を基礎付ける科学的知見の成熟度や信頼度の程度によって大きく左右されるものであり、本訴

訟で原告らが主張しているような結果回避措置（本件事故後に本件事故を踏まえて各地でとら

れている津波対策と言い替えることも可能である。）を、本件事故前の時点で他の優先度のよ

り高い地震対策等を差し置いて実施すべき法律上の義務があったといえるためには、それを基

礎付ける予見可能性の程度も具体的な科学的根拠に基づくものであり、かつ損害発生の危険が

具体的であり切迫性を有するものであることが必要である。

イ 本件事故前の地震・津波に関する知見の状況

（ア） 福島県沖海溝寄り領域では大規模地震・津波が発生するとは考えられていなかった

こと

　本件事故前の時点において、日本海溝寄り領域ではマグニチュード９クラスの大地震は起き

ないと考えられており、特に東北地方南部では、津波地震も含めてマグニチュード８クラスの

地震も起きないと考えられていた。このことは、地震学に関する地震地体構造論、比較沈み込

み学、アスペリティモデルの考え方、津波地震の発生メカニズムに関する考え方から裏付けら

れていた。

（イ） 土木学会による津波評価技術の策定

　ａ　津波評価技術について

　４省庁報告書及び７省庁手引の策定・公表の経緯については特に争わないが、これらの内容

はあくまで沿岸部における津波高の傾向の概略的把握にとどまっており、津波対策の設計条件

に直接用いることができるような手法までは提示していなかった。そこで、被告を含む電気事

業者１０社は、原子力発電所における設計想定津波の評価方法について統一的な基準整備を行

うため、平成１１年に専門機関である社団法人土木学会（当時、以下「土木学会」という。）

に対し電力共通研究として安全性評価技術の体系化及び標準化に係る研究を委託した。

　これを受けた土木学会は、原子力土木委員会に新たに津波評価部会を設置し、約３年にわた

る審議を経て、平成１４年２月に「原子力発電所の津波評価技術」（津波評価技術、甲Ａ４１

の１～３）を取りまとめた。

　この津波評価技術は、既往最大津波を再現する断層モデル（波源モデル）を設定した上で、

その断層パラメータを合理的範囲内で変化させた数値計算を多数実施し（パラメータスタ

ディ）、その結果得られる想定津波群の中から、評価地点における影響が最も大きい津波を設
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計想定津波として選定することにより、十分な余度をもった設計想定津波が得られる仕組みと

なっている。この点、津波想定の不確かさを考慮するための方法として、算出結果に一定の補

正係数を乗じる考え方もあるが、津波については地震とは異なり過去の発生例が少ないため定

量的な補正係数を設定することが困難であり、そのような補正係数を設定することはむしろ解

析手法自体が非科学的なものとなり、工学的にも耐えられないものとなりかねない。そこで、

津波評価技術では、そのように算出結果に一定の補正係数を乗じるのではなく、解析段階でパ

ラメータスタディを多数回実施することにより、その結果導かれる算出結果が十分な裕度を

もった値となるよう設計されているのである。この点、津波評価技術において「提案された手

法の特長は、津波予測の過程で介在する種々の不確定性を設計の中に反映できることである」

とされているとおりである。実際、同技術を用いて算出される想定津波は、上記パラメータス

タディを経ることにより評価対象地点における過去（既往）最大津波に対して平均的に２倍程

度の裕度を持つことが確認されている（甲Ａ４１の２・１－７頁、甲Ａ４１の３・２－２０９

頁）。

　津波評価技術は、津波評価方法を体系化した唯一の基準であり、国内の原子力発電所におけ

る津波に対する安全性評価は、本件事故後の現在に至るまで同手法に基づき行われている。国

際原子力機関（ＩＡＥＡ）も、本件事故後の平成２３年１１月に発表した報告書の中で、「Ｉ

ＡＥＡ基準に適合する基準の例」とし（乙Ａ２９・１１３～１１９頁）、米国原子力規制委員

会（ＵＳＮＲＣ）が平成２１年に作成した報告書において津波評価技術の手法を引用し「世界

で最も進歩しているアプローチに数えられる」と紹介されるなどしており、国際的にも十分な

科学的合理性を有するものと受け取られていた。

　ｂ　津波評価技術は既往地震だけを考慮するものではないこと

　津波評価技術は、７省庁手引を補完するものであり、４省庁報告書と同様に既往最大津波の

みならず想定最大津波をも考慮することが想定されている。ここで「想定最大津波」とは、具

体的には「プレート境界付近に将来発生することを否定できない地震に伴う津波」をいい、そ

の想定波源は、地震地体構造の知見を踏まえて設定するものである。すなわち、津波評価部会

では、津波評価技術の策定にあたり、それまでの知見の進展状況（到達点）についてレビュー

を行い、たとえ既往地震が確認できない領域であっても、地震地体構造論に基づき、既往地震

が確認できる領域と地体構造（プレートの沈み方、海底構造、堆積物など）が近似する領域に

おいては、同様の地震発生の可能性があるものとして、既往地震と同様の波源モデルを設定す

ることが求められた。また、津波評価技術では、波源設定に用いる領域区分について平成３年

に公表されたいわゆるａｓマップを参照しているが、当該マップはあくまで地震学上の観点か

ら策定されたものであったことから、同マップをそのまま用いるのではなく、地震地体構造の

同一性等を踏まえてより詳細な領域区分図を作成している（甲Ａ４１の２・１－３２頁）。

　他方、福島県沖海溝寄り領域は、その時点では明治三陸地震が発生した北部領域と地体構造

の同一性を有するとは考えられておらず、アスペリティもないと考えられていたことから、同

地震の波源モデルが設定されるようなことはなかった。

　ｃ　被告の対応

　被告は、津波評価技術の策定を受けて、福島第一原発の想定津波を（省略）＋５．７ｍに引

き上げるものと評価し、原子力安全・保安院に報告した。

（ウ） 長期評価策定の経緯について

推進本部は、平成１１年４月に活動の指針として「地震調査研究の推進について」を策定

し、地震に関する総合的な評価の一環として、本件長期評価を含めて活断層や海溝型地震の評

価等に関する長期評価を実施し、これらの調査研究結果を踏まえて強震動評価を行い、それら

を集大成したものとして、全国を概観した地震動予測地図を作成することを当面推進すべき地

震調査研究の第一に掲げ、平成１６年度を期限として、地震調査委員会において、日本全国９
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８の活断層と海溝型地震を対象とする長期評価の検討・公表を順次行っていった。

　この長期評価は、上記活動指針において「全国を大まかに概観したものとなると考えられ、

その活用は主として国民の地震防災意識の高揚のために用いられるものとなろう。」とされて

いることからも明らかなとおり、必ずしも原子力発電所のような既存施設におけるハード面で

の対策に直ちに用いられることを目的とするものではない。それは、主として国民に対して知

見の議論状況を広く周知し、地震防災意識を高めることを目的とするものであった。また、約

５年間で合計９８もの活断層と海溝型地震の検討・評価を行わなければならないという過密ス

ケジュールもあり、その内容は上記のとおりあくまで「全国を大まかに概観したもの」に留ま

り、十分な情報がなく評価が困難な場合には、必ずしも科学的合理的知見に基づくものではな

かったとしても、専ら国民の防災意識の向上という観点で一旦評価を示しておき、次の評価に

移ることもあった。

（エ） 本件長期評価について

本件長期評価では、三陸沖北部から房総沖にかけての日本海溝寄りの領域（全長８００ｋ

ｍ）を一括りにして、当該領域で過去４００年に津波地震が３回発生しており、当該領域のど

こでも明治三陸地震級の津波マグニチュード８．２前後の津波地震が発生すると推定した。ま

た、その発生確率について、過去４００年間に３回発生しているから４００÷３で１３３年に

１回の頻度とし、ポアソン過程に基づき３０年以内の発生確率を２０％程度、５０年以内の発

生確率を３０％程度とした。

　本件長期評価は、当時の日本海溝寄り領域における地震・津波に関する通説的見解と明らか

に齟齬するものであり、しかも、その具体的根拠を何ら示していなかった。実際、日本海溝寄

り領域では過去の地震データや歴史資料が乏しく、既往の津波地震として特定されていたのは

明治三陸地震のみであったところ、この既往地震のみに基づいて確率計算を行うと警告として

意味のある数値にならなかったため、専ら国民の防災意識高揚という防災行政上の観点から、

三陸沖から房総沖までの広大な日本海溝沿いの領域を一括りにし、当時はまだ良く分かってい

なかった慶長三陸地震と延宝房総沖地震も明治三陸地震と同様の領域に「押し付け」て、それ

らと同規模の津波地震が日本海溝寄り領域のどこかで起こると仮定してポアソン過程に基づき

発生確率を計算したというものであった。

　このように、本件長期評価は、専ら国民の防災意識高揚という防災行政上の観点から必ずし

も当時の科学的合理的考え方に基づかずに示されたものであり、このことは、長期評価部会海

溝型分科会における実際の議論の経過からも容易に読み取ることができる。

（オ） 本件長期評価が原子力発電所の津波対策に直ちに取り入れることができるようなも

のではなかったこと

　こうした本件長期評価の策定経緯から、海溝型分科会の上位組織にあたる地震調査委員会長

期評価部会では、平成１４年６月２６日に行われた会合において、ｃｇ気象庁地磁気観測所長

から「気になるのは無理に割り振ったのではないかということ」との疑義が呈され、同部会の

部会長であり、海溝型分科会の主査として本件長期評価を取りまとめたａｔ氏自身が、「４０

０年に３回と割り切ったことと、それが一様に起こるとした所あたりに問題が残りそうだ」な

どとコメントし、その科学的根拠が乏しいことを自認している。

　また、地震調査委員会内部での疑義提起のみならず、対外的にも、当時、地震学会会長兼地

震予知連絡会会長の要職にあったｃｈ・ｂｍ大学名誉教授が、推進本部・地震調査委員会の会

長であったｃｉ博士（以下「ｃｉ氏」という。）に対し「格段に高い不確実性をもつことを明

記すべき」、「相当の不確実性をもつ評価結果を、そのまま地震動予測に反映するのは危険で

ある」といった警鐘を鳴らす意見書を提出するなど、推進本部内外から次々と疑義が呈され

た。

　こうしたことから、結局、本件長期評価は、推進本部内部では「国民の地震防災意識の高
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揚」という目的を達成するという観点の限りで是認されるに留まり、対外的にも、冒頭に

「データとして用いる過去地震に関する資料が十分にないこと等による限界があることから、

評価結果である地震発生確率や予想される次の地震の規模の数値には誤差を含んでおり、防災

対策の検討など評価結果の利用にあたってはこの点に十分留意する必要がある。」（甲Ａ３８

の２・１頁）との「なお書き」が事後的に追記されるに至った。また、推進本部において長期

評価等の成果物に基づく施策立案、公表業務等を担っている地震本部政策委員会も、まだ全て

の長期評価が完了する前の平成１５年８月に「『成果を社会に活かす部会』の検討状況報告」

を公表し、長期評価には様々な精度のものが含まれており、その精度がどの程度かによって活

用の仕方が変わるので、情報の精度を外部に分かりやすく示すため、Ａ、Ｂ…のように評価結

果の信頼性を示す指標を付す方針を採用した。また、調査研究成果は公的機関、個人、企業

等、活用主体に応じて活用方法が異なり、活用主体ごとの特徴を踏まえる必要がある旨の注意

喚起もなされた。その上で、三陸沖から房総沖にかけての本件長期評価については、発生領域

及び発生確率のいずれについても「Ｃ」との自己評価が付された（乙Ａ５４）。

　さらに、推進本部が平成１１年４月以降に行っていた一連の長期評価は、前述したとおり、

最終的には「全国を概観した地震動予測地図」の作成を目的として行われていたが、推進本部

が平成１７年３月にそれまでの長期評価を取りまとめて策定した地震動予測地図においても、

三陸沖から房総沖にかけての本件長期評価は、確定論的手法に基づく地震予測地図では基礎資

料として取り入れられず、確率論的な地震予測における一知見として採用されるにとどまった

（乙Ａ５５）。このように、本件長期評価は、推進本部自身も、国民の防災意識を高めるのに

足るだけの発生確率を示すといった防災行政上の目的を超えて、原子力発電所を含む沿岸部に

おける既存施設の津波対策に直ちに取り込むことまで想定していなかった。

（カ） ハード面での対策を想定する場合とソフト面での対策を想定する場合とでは、依拠

する知見についても自ずと異なってくること

　一口に津波対策といっても、防潮堤等の津波防護施設を構築してハード面での防護を行うも

のから、国民の防災意識を高めて日々の備え（避難用品の常備や避難先・ルートの確認など）

を促すようなソフト面での対策まで様々である。このうち、ハード面での対策については、考

えつく事象に対して手当たり次第に講じればよいというものではなく、投下し得る物的・人的

資源には限界がある上、特定の対策が他の対策のマイナスに働くという側面もあり、全体のバ

ランスを考慮しなければならないため、対策実施を基礎付ける自然災害の科学的合理的知見や

その切迫性を考慮し、優先度を付けて実施していく必要がある。これに対して、国民の防災意

識を高めてソフト面での対策（日々の備え）を促すという場面では、理学的に否定できないと

いった程度の知見も含めて警告を発することがあり得るものである。

　このように、ハード面での対策を想定する場合とソフト面での対策を想定する場合とでは、

自ずと必要とされる知見の性質や精度が異なってくるのであり、特定の知見について一般防災

の見地から広く取り入れられたからといって、そのことからハード面での対策にも直ちに取り

入れるべきということにはならない。

　推進本部が平成１１年４月以降に実施・公表していた日本全国９８の活断層と海溝型地震を

対象とする長期評価については、既に確立した知見を確認するものから、情報量が不十分な場

合に「国民の地震防災意識の高揚」という防災行政上の見地から理学的に否定できないという

程度の知見まで幅広く含まれていた。その中でも推進本部が平成１４年７月に公表した本件長

期評価は、国民の防災意識を高めるという専ら防災行政上の見地から、警告の意を為すのに十

分な確率計算結果が導かれるよう、地震地体構造に関する当時の通説的見解に反して日本海溝

寄り領域を一括りにし、北部領域で発生した明治三陸地震にまだその性質が良く分かっていな

かった慶長三陸地震、延宝房総沖地震も「押し付け」て確率計算を行ったというものにとど

まっていた。原子力発電所に限らず、沿岸部の施設においてハード面での津波対策を講じるに
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あたっては、一定の波源モデルに基づき設計想定津波を設定することになるところ、本件長期

評価はそのような波源モデルも何ら示しておらず、三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの具体的

にどこの領域で、どの程度の幅、長さの断層が生じるのか、すべり量はどの程度か、その結

果、福島第一原発にどれだけの高さの津波が到達するのかなどを具体的に何ら明らかにするも

のではなかった。

　本件長期評価の公表は、被告に対して、そのような一義的な法律上の措置義務を基礎付ける

程度の予見可能性を提示したものではなかったことが明らかである。

（キ） ｃｊマップについて（乙Ａ５７）

本件長期評価が公表された後の平成１５年には、地震地体構造の最新知見として、財団法人

地震予知総合研究振興会のｃｊ博士らが「日本列島と周辺海域の地震地体構造区分（以下「ｃ

ｊマップ」という。）を公表した。

　ｃｊマップが示した地震地体構造は、本件事故後の新規制基準における適合性審査において

も最新の知見として取り上げられており、ｃｊマップにおいても、福島県沖の領域における想

定波源としては、津波評価技術と同様に福島県東方沖地震を最も大きな地震として挙げている

に留まる。このように、ｃｊマップでは、本件長期評価について地震地体構造上の学術的意義

すら認めていないのである。

（ク） 中央防災会議の専門調査会報告について

中央防災会議は、内閣の重要政策に関する会議の一つとして、内閣総理大臣を始めとする全

閣僚、指定公共機関の代表者及び学識経験者により構成されており、防災基本計画の作成や防

災に関する重要事項の審議等を行っている機関である。我が国の防災対策は中央防災会議の定

める防災基本計画に基づき進められている。

　中央防災会議は、その議決により特定分野について専門的に調査をするための専門調査会を

置くことができるところ（災害対策基本法施行令４条１項）、平成１５年に宮城県沖やｃｋ沖

で連続して地震が発生し、特に東北・北海道地方における地震防災対策強化の必要性が認識さ

れたことから、平成１５年１０月、中央防災会議は、当該地域で発生する大規模海溝型地震に

対する対策を検討するため、地震学や土木工学等の専門家１４名からなる「日本海溝・千島海

溝周辺海溝型地震に関する専門調査会」（以下「日本海溝・千島海溝調査会」という。）を設

置した。

　日本海溝・千島海溝調査会は、平成１５年１０月から平成１８年１月までの約２年３か月

間、全１７回にわたる審議検討を行ったほか、特に津波防災対策の検討に当たって超巨大津波

の取扱いについて検討するため、同調査会内部にｃｌ・ｃｎ大学名誉教授を座長とする北海道

ワーキンググループを設置し、平成１６年３月から平成１７年７月までの間、全５回にわたり

検討が実施された。

　北海道ワーキンググループでは、地震のみならず津波についても知見を有するｃｏ氏（以下

「ｃｏ氏」という。）やｂａ氏らにより津波地震に関する議論がされ、明治三陸地震のような

津波地震が他の領域でも起こり得るとする本件長期評価について、地質構造や堆積物の有無等

を踏まえた詳細な検討がされた結果、明治三陸地震のような津波地震は限られた領域や特殊な

条件下でのみ発生する可能性が高く、本件長期評価は理学的には否定できないものの、将来的

な津波発生の可能性を客観的合理的に基礎付けるものではないとされた（甲Ａ６４５）。

　こうした過程を経て、日本海溝・千島海溝調査会は、平成１８年１月２５日に、北海道ワー

キンググループでの検討結果を含むそれまでの審議結果を踏まえた専門調査会報告書を策定・

公表した。そこでは、福島県沖海溝沿い領域における津波地震の発生を前提とすることまでは

されておらず、その結果、本件原発が所在するａｄ町ないしその周辺の津波高さの想定最大値

は５ｍ前後とされるに留まった。

（ケ） 地震・津波学者の専門的見解について
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　以上に述べてきたような本件長期評価の性質については、当該見解の策定に直接関わった者

も含めて、地震・津波学の専門家が一様に同趣旨の見解を述べている。

（コ） 小括

以上のとおり、推進本部が平成１４年７月に公表した三陸沖から房総沖に関する本件長期評

価については、当時の通説的評価に従って海溝寄り領域の津波発生確率を示そうとすると、余

りに確率が下がって国民に対する警告の意がなくなってしまうという防災行政上の見地に基づ

いて評価が示されたものであり、国民に日々の備えを促すといったソフト面での対策には活用

できるとしても、それを超えて沿岸部における構造物のハード面での対策に取り入れることが

できるようなものではなかった（直ちに既存の原子力発電所の安全対策に決定論的に取り込め

るようなものではなかった。）。また、今回起きた津波も長期評価の示した津波地震が発生し

たものではなく、その意味で本件長期評価が正しいか否かは今なお裏付けられていない。

ウ 本件長期評価を踏まえた被告の対応について

（ア） 長期評価公表後の被告の対応について

土木学会は、平成１４年７月に推進本部によって公表された本件長期評価が上記のような性

質のものであったことから、これを直ちに確定論的に取り入れて津波評価技術を改訂等するこ

とはせず、同手法の後継研究として検討を開始した確率論的津波評価手法の中で（具体的には

ロジックツリーにおける分岐項目の一つとして）取り扱っていくこととした。そして、被告を

含む電気事業者らも、それに足並みを揃える形で本件長期評価を確定論的津波評価に基づく津

波対策に直ちに取り入れるのではなく、確率論の研究の中で検討を進めていくこととした。

　こうした被告を含む電気事業者らの判断は、土木学会はもちろん、原告らが依拠する推進本

部ですら、一連の長期評価を踏まえて最終的に策定した「全国を概観した地震動予測地図」に

おいて、三陸沖から房総沖にかけての本件長期評価については確定論としては取り込まず、確

率論における一知見として採用されるに留まっていること（乙Ａ５５）とも合致するものであ

り、何ら不合理なものではないというべきである。そして、被告は、そのような方針につい

て、本件長期評価と津波評価技術双方の策定に関わっていたｂａ氏の意見も聴取し、原子力安

全・保安院に報告をしてその了承を得ているところである。

　被告は、原子力安全・保安院の理解も得た上で、本件長期評価と津波評価技術の双方の策定

に関わったｂａ氏とコンタクトをとり、本件長期評価と津波評価技術とで想定津波に関する評

価が異なっている理由を確認したところ、本件長期評価はあくまで従来の津波に関する知見を

変更するものではなく、理学的に否定できないものとして発生確率を計算したに留まり、その

当否は知見の進展を待つ趣旨で出されたに留まることを確認した。そこで、被告は、土木学会

の対応とも足並みを揃える形で、直ちに本件長期評価を確定論に取り入れるのではなく、後継

研究である確率論の検討の中に取り入れて研究を進めていくこととしたものである。このよう

な被告の対応が本件長期評価の性質に照らして何ら不合理でなかったことは、繰り返し述べて

いるとおりである。

（イ） 確率論的津波評価手法の研究進展について

土木学会・津波評価部会は、津波評価技術の後継研究として確率論的津波ハザード解析手法

の研究を進め（被告もこれに協力していた。）、平成１６年には、土木学会・津波評価部会は

ロジックツリー作成のために本件長期評価も取り込んだ重み付けアンケートを行い（甲Ａ３３

１）、その結果を踏まえて、被告は同年１２月に東電設計株式会社（以下「東電設計」とい

う。）に委託して既設プラントに対する津波ハザードの解析を行った（乙Ａ６２の１・６６、

６７頁、乙Ａ６２の２・４２～４６頁（別件刑事事件の証人尋問調書の頁は速記録の頁に従う

ものとする。以下同じ。））。その結果、本件原発において津波が敷地高を超える年超過確率

は、１０万年から１００万年に１回との試算結果が出ており、津波対策について何らかの見直

しを検討しなければならないような結果ではなかった。なお、原子力安全委員会（当時）は、
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平成１８年４月に原子力発電所の炉心損傷頻度（ＣＤＦ）の目標値として１０のマイナス４

乗、すなわち１万年に１回という指標を示し、それが本件事故後の新規制基準における議論の

土台にもされている（ただし、敷地高まで津波が遡上したとしても直ちに炉心損傷に至るわけ

ではないため、津波が敷地高を超える年超過確率と炉心損傷頻度は必ずしもイコールではない

ことに留意する必要がある。）。

　また、被告は、平成１８年７月に米国ｂｋ州ｂｊで開催された第１４回原子力工学国際会議

（ＩＣＯＮＥ－１４）において、本件長期評価も取り入れた確率論的津波ハザード評価手法を

試行的に実施したいわゆる「ｂｊ論文」（甲Ａ６５）を発表している。

　平成２０年には、土木学会は第３期の確率論の研究の中で改めて重み付けアンケートを行い

（甲Ａ４０７）、平成２１年３月には確率論的津波ハザード解析の方法（案）を取りまとめ

た。それを踏まえて、被告も平成２１年１０月には東電設計に対して既設プラントに関する新

たな津波ハザード解析を依頼していた。

　この点、確率論的津波ハザード研究については、ＩＡＥＡが本件事故後の平成２３年１１月

に発表した報告書においても「津波ハザードを評価するために各国で適用されている現在の実

務ではない。確率論的アプローチを用いた津波ハザード評価の手法は提案されているが、標準

的な評価手順はまだ開発されていない。」と評価しているように（乙Ａ２９・６１頁（乙Ａ２

９の訳・２頁））、本件事故後の今なおその手法が確立しているとはいえないが、そうした中

でも、被告は、土木学会や他の原子力事業者とともに同手法の発展に寄与してきたものであ

る。

（ウ） 耐震バックチェックにおける本件長期評価を踏まえた検討について

ａ　新耐震設計審査指針の策定と耐震バックチェックの指示

平成１８年９月１９日、原子力安全委員会（当時）は、旧耐震設計審査指針を改訂した新耐

震設計審査指針を公表した。その後、原子力安全・保安院は、新耐震設計審査指針の公表を受

け、原子力事業者等に対し、既設の発電用原子炉施設について、新耐震設計審査指針を踏まえ

た耐震バックチェックを実施し、その結果報告を求めるとともに、耐震バックチェックの基本

的な考え方や具体的評価方法、確認基準等を示したバックチェックルールを公表した。

　ｂ　本件原発のバックチェックに向けた対応方針の検討

　本件原発の耐震バックチェックは、被告本店原子力・立地本部下の原子力設備管理部新潟県

中越沖地震対策センター土木グループが所管していた。

　原子力安全・保安院が示したバックチェックルールでは、バックチェック実施の前提となる

津波解析手法について、決定論である津波評価技術と同様の手法を提示しており、被告土木グ

ループでは、当時の最新の知見を反映させて評価するということで認識は一致していた。他

方、平成１４年７月に推進本部が公表した本件長期評価については、当時はまだ確率論的津波

評価手法の中で研究が続けられていたものの、その手法はなお確立している状況にはなく、そ

のため、バックチェック実施にあたり、本件長期評価を「最新の知見」として取り込んで評価

を実施すべきかが課題になった。

　この段階では、本件長期評価が三陸沖から房総沖にかけての海溝寄り領域を一体とみなすこ

とや同領域のどこでも明治三陸地震と同様の津波地震が発生するとしていることについて、当

時は少なくとも海溝寄り領域を北部と南部に分けるという考え方が趨勢的である状況で何ら理

学的論拠を伴うものではなく、工学的には取り入れる必要がないと考えられたが、他方、本件

長期評価を全く考慮せずにバックチェックを行った場合、その積極的論拠について説明を求め

られる可能性もあった。

　また、理学的に発生が否定できないとの意見を覆すのは事実上不可能であり、万一、そのま

ま耐震バックチェックが通らなかった場合、最終報告までに対策が立てられていないとプラン

ト停止という最悪の事態に追い込まれることが危惧され、あくまでもバックチェックを通すた
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めの説明として、土木グループとしては、バックチェックにおいては、事実上、本件長期評価

も取り入れて評価せざるを得ないと考えていた。

　この点、バックチェックにおいてどこまでの知見を取り入れるかは他の原子力事業者とも足

並みを揃える必要があるため、被告は、同じ日本海溝沿いの太平洋沿岸部に原子力発電所を有

する東北電力株式会社、日本原子力発電株式会社及び日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）

と、この点に関する四社協議会を定期的に開いていたが、本件長期評価の取扱いについては原

子力事業者の間でもスタンスが定まっていなかった。

　ｃ　ｂｂ氏からの聴取

　原子力安全・保安院による耐震バックチェックの指示から約１０か月が経過した平成１９年

７月１６日、新潟県中越沖地震が発生し、一部の原子力発電所で基準地震動を超える地震動が

観測されたことで、全国のプラントで耐震性の確認や安全対策が急務となり、原子力安全・保

安院の指示により更なる調査・解析が全国で同時に実施されることになった。そのため、耐震

バックチェックのスケジュールは大幅に遅延することが不可避的な状況にあった。

　そうした中、平成２０年２月２６日、ａｑ氏と同じく原子力安全・保安院のバックチェック

審査を担当していたｂｂ氏から、バックチェックの中で本件長期評価をどう取り扱うべきかサ

ウンディング（意見聴取）を行ったところ、ｂｂ氏は、福島県沖海溝沿いで大地震が発生する

ことは否定できないので、波源として考慮するべきであるとの見解を述べた。もっとも、この

時のｂｂ氏の真意としては、ｂｂ氏自身が刑事手続や東京高裁の証人尋問手続において繰り返

し証言しているように、本件長期評価を取り入れてバックチェックや津波対策を行うべきとま

で考えていたわけではなく、本件長期評価に対しては相当の違和感があり、そのまま取り入れ

ることはできないと考えていたものの、一応は国の機関による提言である以上、波源として取

り入れて試算だけは行っておき、社内で影響の度合いだけでも把握しておくべきというもので

あった（乙Ａ３６・７７、７８頁、乙Ａ４７の１・８１～８３頁）。

　しかし、ｂｂ氏の見解を字句どおり受け取った被告の担当者は、その旨を被告の土木グルー

プに報告し、被告において、原子力安全・保安院のバックチェック審査を担当する専門家が直

接「波源として考慮すべき」と考えている以上、もはや本件長期評価を取り入れずにバック

チェックを通すことは不可能であると判断し、被告の土木グループの方針としては、本件長期

評価も取り入れて津波評価を行うことが確認された。

　ｄ　平成２０年試算について

　被告は、ｂｂ氏との面談に先立つ平成２０年１月１０日に、ひとまず社内での議論の前提と

して、本件長期評価を取り入れた場合の津波試算を東電設計に委託しており、これを受けた東

電設計は、平成２０年試算を実施し、その結果、本件原発の敷地南側（（省略）＋１０ｍ）前

面において最大１５．７ｍの津波高を算出し、当該試算結果を、同年３月１８日に被告の土木

グループに報告した。

　もっとも、既に主張したとおり、被告土木グループとしては、もともと本件長期評価自体に

地震学的に根拠がないものの、バックチェックを速やかに通すためにはその試算をしておいた

方がスムーズに行くだろうという判断の下に平成２０年試算を依頼していたに留まる上、そも

そも福島県沖に明治三陸地震の波源を移動させて試算すること自体が相当程度の裕度を考慮す

ることを意味するため、それに加えてパラメータスタディまで実施するのは、本来の津波評価

技術に対してかなりの乖離が生じてしまうとも考えられ、東電設計から試算結果の報告を受け

ても現実にそれほどの津波が来るとは認識しなかった（乙Ａ６２の１・４２、１２６頁、乙Ａ

６２の２・３１頁）。

　なお、土木グループでは、ｂｂ氏との面談結果を踏まえ、本件長期評価を取り入れて津波評

価をした場合には津波対策は不可避であると判断し、平成２０年４月以降、東電設計ととも

に、（省略）＋１０ｍ盤上での防潮堤設置や、沖合防波堤の設置など、ドライサイトコンセプ
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トの範囲内での対策検討を進めていた（乙Ａ６２の１・５６～７３頁）。また、（省略）＋４

ｍ盤に設置された非常用海水ポンプの津波対策などを検討していたが（同）、あくまで平成２

０年試算にあるような津波襲来の切迫性が現にあるとまでは考えていなかったため、本訴訟で

原告らが主張しているようなドライサイトコンセプトからは必ずしも導かれない敷地高への津

波の遡上（ウェットサイト）を前提にした重要建屋の水密化や高所移設といった検討はしてい

なかった。

　ｅ　バックチェックにおける会社としての対応方針の決定

　平成２０年７月３１日、土木グループは、それまでの検討結果を踏まえ、ｃｐ原子力・立地

副本部長（以下「ｃｐ副本部長」という。当時。）ら経営陣への方針説明を行った。その中

で、それまで本件長期評価は確率論の中で取り扱われてきたが、今回のバックチェックの中で

どう取り扱うかが問題になっていること、本件長期評価についてはこれを基礎付ける理学的知

見はなく、信頼性に乏しいものの、バックチェックの審査担当者が今回のバックチェックにお

いて取り入れるべきと言っていることを特に強調して説明した（乙Ａ６２の１・５９頁、乙Ａ

６２の２・３５、３６、５２頁）。

　これに対し、その説明を受けたｃｐ副本部長は、単にバックチェックをスムーズに進めると

いう形式論のみで信頼性の乏しい本件長期評価を取り入れることに疑問を呈し、信頼性がない

というのであれば改めて土木学会で議論をしてもらってはどうか、被告として土木学会で議論

してもらい、それによって出された知見に対しては確実に対応をとるということを審査担当者

にしっかりと説明し、理解を得てはどうかとの提案を行った（乙Ａ６２の１・８５、９４

頁）。ｃｐ副本部長の提案については、実務レベルで検討を進めていた土木グループとしても

「波源のモデルをどうするかというのは、もともとすごい過大認識をしていたので、まず合理

的だと思いました。…学会において、波源の信頼性を確認した上で、それに基づいて対策をと

ると。それは、一定の合理性はある」、「技術的にしっかりしたモデルでちゃんと評価をして

対策をとるというのは、極めて合理的」（乙Ａ６２の２・５２～５６頁）と考えられたことか

ら、以後はそのような対応方針をとることが決定された。

　その後、被告は、上記方針を上記四社協議会において報告し、バックチェックにおいて本件

長期評価を直ちに取り入れるのではなく、津波評価技術による津波評価で対応することを説明

し、特に異論はないとの回答を得た。被告は、平成２０年９月１０日、電事連土木技術委員会

において、土木学会に対して電力共通研究として本件長期評価の取扱いも含む津波評価技術の

高度化を委託することを提案し、了承された。

　ｆ　被告の対応方針に対する専門家の評価について

　上記のとおり、被告は、バックチェックの対応方針を検討する中で、本件長期評価について

はこれを直ちに取り入れてバックチェックや津波対策を行うのではなく、専門機関である土木

学会にその取扱いについて審議を委託し、一定のコンセンサスを得た上で対応するという方針

をとった。被告の同対応は、本件長期評価の性質を踏まえれば十分に合理的なものであり、社

内の所管部署ではバックチェックをスムーズに通すという観点から様々な意見がある中で、議

論を重ね、最終的に社として経営判断を行ったものであり、何ら違法と評価されるようなもの

ではない。

　実際、被告は、上記対応方針について複数名の専門家に報告しているが、それに対して被告

の対応では不十分であると述べ、本訴訟で原告らが主張しているように本件長期評価を踏まえ

て直ちに対策をとるべきであるとか、津波襲来の切迫性があるためドライサイトコンセプトを

度外視して敷地高への津波遡上（ウェットサイト）を前提にした水密化や高所配置等の暫定的

対策をとるべきと述べた専門家は一人もいなかった。

（エ） 小括

以上のとおり、被告を含む電気事業者らは、本件長期評価について、直ちに本件原発の津波

54/256第一法規『D1-Law.com 判例体系』



対策に具体的に取り込むのではなく、設計想定を超える対策（シビアアクシデント対策）の検

討に活用されることが期待されていた確率論的安全評価の中に取り入れてその研究を進めてい

た。そして、平成１８年９月の新耐震設計審査指針策定に伴う耐震バックチェックにおいて

も、地震学・津波学の専門家の意見等を踏まえた社内検討の結果、本件長期評価に基づく津波

を確定論的津波評価の対象として考慮するかどうかについては、そのために必要となる波源モ

デルも策定されておらず、専門家間の科学的知見も定まっていないこと、従前用いてきた土木

学会が策定した津波評価技術については、本件長期評価の公表後においても、既往津波に対し

ても余裕度のある想定津波を設定するものと考えられていることなどを踏まえて、その取扱い

については改めて専門機関である土木学会に審議を委託し、同学会での見解の整理を踏まえて

適切に対応することとしたものであるが、本件長期評価の性質や当時の科学的知見に関する客

観的な事情を総合すれば、このような被告の対応はその時点において何ら不合理なものではな

く、原告らが主張するように被告が津波対策を意図的に放置したものでも全くなく、被告の対

応に過失又は重過失があったとは評価できない。

エ 土木学会・津波評価部会（第４期）における審議経過について

（ア） 土木学会・津波評価部会（第４期）では海溝寄り領域について北部と南部で区分す

る方向で議論が進められていたこと

　土木学会・津波評価部会は、被告を含む電事連から審議委託を受けて、平成２１年１１月２

４日の第１回会合より、津波評価技術の改訂等に向けた第４期の審議を開始した。

　当該時点までには、少なくとも海溝寄り領域の北部と南部とでは地体構造を異にし、福島県

沖を含む南部領域では津波地震を引き起こすとされていた海底構造が存在しないことが実地調

査をもって確認されており、平成２０年の津波評価部会（第３期）で行われた重み付けアン

ケートにおいても、「過去に発生例がある三陸沖（１６１１年、１８９６年の発生領域）と房

総沖（１６７７年の発生領域）でのみ過去と同様の様式で津波地震が発生する」が４０％、

「活動域内のどこでも津波地震が発生するが、北部領域に比べ南部ではすべり量が小さい（北

部赤枠内では１８９６モデルを移動させる。南部赤枠内では１６７７モデルを移動させる）」

が３５％を占めていた（甲Ａ４０７）。

　土木学会・津波評価部会は、こうした知見の進展も踏まえて審議を重ねた結果、本件地震発

生直前の平成２２年１２月７日に行われた第２回会合において、日本海溝寄り領域に設定する

波源モデルにつき、北部と南部を分割し、各領域のどこでも津波地震は発生するが、南部では

北部に比べてすべり量が小さいこと、南部については延宝房総沖地震を参考に波源モデルを設

定することが幹事団から提案され、特に異論は出されなかった。

　このように、本件地震直前の時点では、既に平成２０年試算の前提となった「海溝寄りのど

こでも明治三陸地震と同程度の津波地震が発生する」との本件長期評価は専門家の間で既に支

持されなくなっていた。そうではなく、同領域については北部と南部とに区別し、福島県沖を

含む南部では、仮に津波地震が発生するとしても北部に比べてすべり量が小さいという方向で

議論が進められていた。

　したがって、本件事故直前のこのような検討状況にもかかわらず、原告らが平成１４年７月

の本件長期評価公表後、速やかにこれを取り入れて原告らが主張するような具体的な津波対策

を講じるべきであったと主張しているのは、このような本件事故以前の専門的・科学的知見の

状況から余りにも乖離した主張であり、明らかに失当である。

（イ） 海溝寄り領域南部に関する波源モデルの検討状況について

土木学会・津波評価部会においては、海溝寄りの南部領域においては、上記のとおり延宝房

総沖地震を参考に波源モデルを設定する方向で議論が進められていたが、実際に同地震をどの

ように参考にして波源を設定するかについては、まだ議論の途上にあり、未だ具体的な対策に

取り込めるような状況にはなかった。
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　延宝房総沖地震については、本件長期評価が公表された平成１４年時点では、まだ波源の位

置やその性質等がよく分かっていなかった。その後、平成１７年には、中央防災会議が推定沿

岸津波高に基づいて延宝房総沖地震のインバージョン解析を行い、波源モデルを試算するなど

していたが、同年１２月２７日、延宝房総沖地震の影響を最も受ける茨城県は、沿岸部におけ

る津波浸水想定区域の検討を行うため、ｃｑ・ｃｒ大学教授を委員長、ｂｂ氏を副委員長、ｂ

ａ氏ほか３名を委員とする検討委員会を設置し、延宝房総沖地震を想定震源とする調査を実施

した。その結果、同委員会は、文献調査に基づく沿岸部の被害状況から津波浸水高を推定し、

中央防災会議の上記波源モデルのすべり量を１．２倍にすると沿岸部の推定浸水高をよく説明

できるとして、平成１９年３月にその調査結果を学会誌で報告した（以下「茨城県波源モデ

ル」という。）（以上につき、甲Ａ３２４、甲Ａ３４８等）。

茨城県波源モデルは、延宝房総沖地震を上下二つの異なる波源により再現しており、上側の

波源は津波地震タイプ（プレート間地震）と考えられるものの、下側の波源は海溝寄りではな

く陸寄りで発生しており、断層幅も広いことなどから、通常の逆断層地震タイプであり、南の

フィリピン海プレートの影響も受けていると考えられた（乙Ａ３６・２２～２４頁、乙Ａ４７

の１・２２頁）。もっとも、茨城県波源モデルは、ｃｓ島やｃｔ半島における浸水高まで説明

できるかについては検証対象としていなかった上、千葉県から福島県にかけての沿岸部の浸水

高についても十分に再現できないという問題があった。

　平成１９年３月に発表された茨城県波源モデルは、延宝房総沖地震について当時の最新の研

究成果に基づく知見ではあったが、沿岸部の津波痕跡から確認される浸水高を十分に再現しき

れておらず、その適用にはさらなる検証が必要とされていた。それに加えて、特に当該波源モ

デルを参考に日本海溝の南部領域における波源モデルを検討するにあたっては、地震地体構造

の同一性が認められないフィリピン海プレートの影響を受けている下側の波源は切り分けるの

か、マグニチュードはどうするのかなど、さらなる堆積物調査や理学的基礎データの蓄積と、

それらを踏まえた議論が必要な状況にあった（乙Ａ３６・２２～２４、７９、８０頁、乙Ａ４

７の１・８５、８６頁）。

　この点、被告は、バックチェックの検討を進める中で、あくまで内部検討の一環として、平

成２０年３月には茨城県波源モデルを用いた津波評価を行い、本件原発立地点において（省

略）＋４．７ｍとの評価結果を得ていた。また、その後の同年７月３１日には、津波評価技術

で示されていた延宝房総沖地震の波源モデルについて、最新の知見である茨城県波源モデルを

踏まえて浸水高の再現性をより高めるため、津波評価技術の波源モデルを北に８０ｋｍ延長し

たモデルを用いた津波試算を委託し、東電設計は、詳細パラメータスタディを行った上で敷地

南側において（省略）＋１３．５ｍとの評価結果を算出し、同年８月２２日に被告に報告して

いた。

　もっとも、延宝房総沖地震については、ｂｂ氏も証言するとおり、平成１９年以降になって

ようやくこれだけの議論や検討が開始できるだけの知見の集積があったものであり（乙Ａ３

６・２０、２１頁）、本件事故の時点で確定論的に津波対策に取り込めるような状況にはな

かった。

（ウ） 被告が土木学会における審議状況を踏まえて津波対策の検討を開始していたこと

被告は、平成１９年７月の新潟県中越沖地震から得られた知見・教訓を発電所の安全対策に

反映すべく、同年１０月に原子力・立地本部内に「新潟県中越沖地震対策センター」を設置

し、免震重要棟の設置や消防車の配備、建屋送水口の設置といった安全向上対策を水平展開し

ていたが、平成２１年１１月２４日より津波評価部会における審議が開始されて以降、その審

理状況を踏まえて速やかに対策検討を行えるよう、上記センターを主体とした「津波対策ワー

キンググループ」を社内に新たに設置した。

そして、「津波対策ワーキンググループ」では、土木学会・津波評価部会での審議状況を踏
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まえ、平成１８年の溢水勉強会以降に研究を進めていた（省略）＋４ｍ盤の非常用海水ポンプ

の水密化について、その検討を引き継ぎ、具体的な検証を進めていた。また、上記のとおり本

件地震発生直前の平成２２年１２月７日に行われた第２回土木学会・津波評価部会では、日本

海溝寄り領域の南部では延宝房総沖地震を参考に波源モデルを設定することが幹事団から提案

され、特に異論は出されなかったことから、設定する波源モデルは引き続き検討することとさ

れてはいたものの、「津波対策ワーキンググループ」では、その後の平成２３年２月１４日に

行われた打ち合わせにおいて、上記のような土木学会・津波評価部会における審議状況を踏ま

え、既存の防波堤の嵩上げや護岸上での防潮堤の新設といったドライサイト対策の検討を開始

していた。

　また、被告は、前記のバックチェックにおける対応方針を決める中で、ａｑ氏やｂｂ氏と

いった専門家から福島県沿岸部における津波堆積物調査の実施を勧奨されたことから、土木学

会への審議委託と並行して福島県沿岸５か所における大規模な津波堆積物調査を実施したが、

本件原発の位置する南部（ｄａ～ｄｂ）では津波堆積物を確認することはできなかった。

　このように、被告は、本件長期評価の取扱いについて専門機関である土木学会に審議を委託

しただけでなく、自らも知見の進展に積極的に寄与するとともに、社内では「津波対策ワーキ

ンググループ」を設け、土木学会の審議状況も踏まえ、科学的・客観的な科学的知見や根拠を

踏まえて適切に対応するとの姿勢に基づいて対策検討及び自らの調査を行っていたものであ

る。

オ 本件事故前の時点で、原告らの主張するような結果回避義務を基礎付けるような客観的

状況にはなかったこと

　本件長期評価の科学的知見としての成熟度やその公表された目的や性質、本件事故前の知見

の進展状況に照らせば、被告が本件長期評価の公表後にこれを直ちに確定論的津波評価の対象

として取り入れるのではなく、確率論の中で取り扱うこととし、バックチェックを巡る対応方

針の決定においても、専門家の間でも意見が定まっていない本件長期評価の取扱いについては

専門機関である土木学会に審議を委託して専門家意見の集約を求め、その結論を得たうえで適

切に対応するとしたことは、本件事故発生以前の専門的・科学的知見の状況からすれば何ら不

合理ではない。むしろ、各原子力発電所における津波評価技術に基づく津波対策が十分な裕度

をもって講じられていると考えられており（原子力安全・保安院が指示した耐震バックチェッ

クも、前述のとおり既設発電用原子炉施設については従来の安全審査等によって安全性が十分

に確保されていることを前提にしていた。）、かつ、福島県沖海溝寄り領域については波源モ

デルも策定されておらず、本件長期評価に基づく確定論的津波対策を講じるべきとの専門的意

見も明確に提示されていない中にあって、まずは専門的知見の整理・集約を行って対応すると

したことは十分合理的な経営判断の枠内にあるものであって、かかる判断をすることをもっ

て、被告に法律上の注意義務違反があったと評価することは到底できないものである。

　とりわけ、原告らは、被告がとるべきであったとする具体的津波対策として、本件長期評価

を踏まえれば、防潮堤や防波堤などを建設している余裕はなく、本件事故後にとられているよ

うな敷地高への津波遡上（ウェットサイト）を前提にした水密化や高所配置等の対策を直ちに

とるべき義務があったとしているが、本件事故前にそこまでの津波襲来の具体的・現実的可能

性、切迫性を指摘していた者は専門家も含めて誰一人としていなかった。実際、被告が土木学

会・津波評価部会（第４期）における審議状況を踏まえて「津波対策ワーキンググループ」で

検討していた津波対策も、上記のとおりあくまで（省略）＋４ｍ盤の非常用海水ポンプの水密

化や、既存防波堤の嵩上げ、防潮堤の新設といったドライサイト対策にとどまり、それを超え

て本訴訟で原告らが主張しているような敷地高への津波遡上（ウェットサイト）を前提にした

津波対策は、検討はおろか議論の俎上にも上がっていなかった。また、それでは時機に失する

とか、上記のような津波対策では著しく不十分であり、本訴訟で原告らが主張しているような

57/256第一法規『D1-Law.com 判例体系』



津波対策を一刻も早く講じるべきといった対外的指摘も一切なかった。

　そして、津波よりも地震の被害が圧倒的に多い日本では、本件事故発生以前の時期において

は、地震対策が最優先事項とされ、昭和５６年に策定された旧耐震設計審査指針については平

成１３年から改訂作業が行われ、平成１８年９月１９日には、それまでの地震学及び地震工学

に関する新たな知見の蓄積や耐震設計技術の著しい進歩を反映し、旧耐震設計審査指針を全面

的に見直すとの趣旨から新指針が策定された。そして、これを受けて原子力安全・保安院は原

子力事業者に対し耐震バックチェックを指示し、各事業者ではこれに人的・物的資源を注力し

ている状況にあったところ、そうした中で平成１９年７月１６日には新潟県中越沖地震が発生

し、これを受けて原子力安全・保安院は、被告を含む電力事業者に対し、同地震から得られる

知見もバックチェック評価に適切に反映させて耐震安全性を行うよう指示し、全国的に耐震対

応が喫緊の課題となっているような状況にあった。

　かかる本件事故前の客観的状況下、本件長期評価を直ちに確定論的に取り入れ、ドライサイ

トコンセプトからは必ずしも導かれない津波遡上（ウェットサイト）を前提にした各種対策

を、地震対策を差し置いてでも実施すべき法律上の義務が生じていたとの原告らの主張は、ま

さに本件事故の結果を知っている今だからこそ言える後知恵にほかならず、本件事故発生以前

における本件長期評価に係る前述のとおりの専門的・科学的な評価の状況（前述のとおり、平

成２２年１２月には、土木学会において本件長期評価を取り入れない方向で審議の方向性が示

されていた。）を踏まえても、本件長期評価に基づく対策を講ずべき一義的な法律上の義務が

生じていたなどとは到底いえる状況にはなかった。本件長期評価は原告らが主張しているよう

な一義的な結果回避措置を講じるべき法律上の措置義務を被告に課す程度の予見可能性や切迫

性を提示したものではなかったものである。

　原告らは、本件長期評価が政府という公的機関の示した公的見解であることをことさら強調

し、そうである以上、それに従って直ちに結果回避措置をとるべき義務が基礎付けられると主

張するが、ここまでに繰り返し述べてきたとおり、公的見解といってもその性質や色合いは千

差万別であり、少なくとも推進本部が全国地震動予測地図の作成過程において平成１４年に公

表した本件長期評価は、国民の防災意識を促すという専ら防災行政上の見地から、当時の通説

的見解や当時既に確認されていた地体構造の評価結果にすら反して、海溝寄り領域を一括りに

して発生確率を計算したものに留まり、ソフト面での対策には取り入れることができても、沿

岸部の構造物におけるハード面での対策に取り入れられるようなものではなかった。実際、本

件長期評価を公表した推進本部自身、その信頼度は低いとし、最終的に作成された全国地震動

予測地図においても、確定論的手法に基づく地震予測地図では基礎資料として取り入れられて

いないのである。本件長期評価について、その目的、見解自体に記載されている留保を無視し

て、政府の公的機関により公表された故にこれに従うべきであるというのであれば、中央防災

会議も全閣僚等から構成される公的組織であるところ、同会議の専門調査会が平成１８年１月

に行った答申（これに基づき、同年２月に内閣総理大臣は地震防災対策の推進地域の指定を

行っている）は、長期評価以上に尊重すべきものであるところ、同答申作成にあたり、長期評

価を明確に防災対策の対象から除外していることを重視すべきである。

　また、少なくとも本件事故直前の平成２２年１２月７日には、土木学会・津波評価部会（第

４期）第２回会合において、日本海溝寄り領域を北部と南部に分け、当該領域のどこでも津波

地震は発生するが、南部では北部に比べてすべり量が小さいこと、南部については延宝房総沖

地震を参考に波源モデルを設定することが確認されているとして、その時点で直ちに本件原発

の運転を停止すべきであったとの意見もあるが、南部領域において設定すべき波源モデルもま

だ議論の途上にあったこと、少なくとも原子力発電所の停止まで要するほどに切迫性があると

は専門家も含めて誰一人として考えていなかったことは前述したとおりであり、そのような指

摘も本件事故の結果を知っている今だからこそ言える結果論に過ぎない。
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　したがって、本件長期評価を踏まえれば、本件事故発生以前の時点において、本件原発の運

転を停止する義務があるとの意見は無論のこと、原告らの主張するようなドライサイトコンセ

プトからは乖離した措置を講じる義務があり、これに違反したとの原告らの主張には理由がな

い。

カ その他の原告らの主張に対する反論

（ア） 溢水勉強会

原子力安全・保安院と原子力安全基盤機構は、平成１８年１月、溢水勉強会を設置し、想定

外津波の発生により電源設備などが水没して機能を喪失する可能性について検討した。また、

同年８月２日に第５３回安全情報検討会が開かれたところ、同検討会の資料には、「敷地レベ

ル＋１ｍを仮定した場合、いずれのプラントにおいても浸水の可能性は否定できない」との記

載がある。

　この溢水勉強会においては、いかなる津波が現実的に発生する可能性があるかという点の検

討は行わないで、一定の想定外津波が発生するという仮定に立ち、あくまで仮定という位置付

けで想定外津波に対するプラントの耐力について検討を実施したものである。

　すなわち、どの程度の外部溢水があれば安全機器が機能を喪失するかを検討するために、

「敷地レベル＋１ｍの津波が無限時間継続する」という現実にはあり得ない状況を仮定して電

源喪失の可能性が検討されたのであり、どの程度の想定外津波が現実に発生する可能性がある

かという点について検討されたものではない。

　したがって、以上のような検討によって、福島第一原発の所在地において、本件地震によっ

て発生したような高い津波（（省略）＋１５．５ｍ）が発生することについての具体的な予見

可能性が基礎付けられることはない。

（イ） 貞観津波に係る検討

　ａ　被告は、平成２０年１０月、産業技術総合研究所のｂａ氏から、投稿準備中の論文（ｂ

ａ論文）の提供を受け、貞観津波について検討を開始した。

　ｂａ論文では、ｂｓ平野及びｂｔ平野の津波堆積物調査結果に基づき、貞観津波の発生位置

及び規模が推定されるとともに、波源モデルについて二つの案が示されていたが、波源モデル

の確定にまでは至っておらず、確定のためには福島県沿岸等の津波堆積物調査を行うことが必

要であるとされていた。

　被告は、同年、ｂａ論文に記載された波源モデルを基にして、一定の仮定の下に津波水位の

試計算をしたところ、最大で、（省略）＋９．２ｍの数値を得た。

　ｂ　平成２１年４月、ｂａ論文が正式に発表されたが、同論文においても、被告が提供を受

けた投稿準備中の論文と同様、波源モデルの確定にまでは至っておらず、確定のためには福島

県沿岸等の津波堆積物調査を行うことが必要であるという内容は維持されていた。そこで、被

告は、同年６月、土木学会に対し、具体的な波源モデルの策定を委託するとともに、福島第一

原発及び福島第二原発への貞観地震による津波の影響の有無を調査するため、福島県の太平洋

沿岸において、津波堆積物調査を実施した。調査の結果、福島県北部では貞観津波による津波

堆積物を標高４ｍ程度まで確認することができたが、南部（ｄａ～ｄｂ）ではこれを確認する

ことができなかった。そのため、貞観津波の波源モデル確定のためには、今後、更なる調査・

研究が必要と考えられた。

　ｃ　被告は、平成２１年６月、「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会　耐震・

構造設計小委員会　地震・津波、地震・地盤合同ワーキンググループ」（合同ＷＧ）において

貞観津波の存在を指摘された。

　被告は、同年８月２８日及び９月７日、原子力安全・保安院の要請を受け、貞観津波の評価

等に係る取組について、波源モデル確定のための研究計画、津波堆積物調査の予定等について

説明をした。その際、被告は、貞観津波については知見が確定しておらず土木学会に検討を委
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託したと説明した。その後、被告は、原子力安全・保安院の要請を受けて、ｂａ論文を基にす

れば、津波高は福島第一原発で８．６ｍ～８．９ｍになると説明した。

　ｄ　なお、貞観津波の波源モデルは、本件地震発生当時においても、確定されていなかっ

た。また、そもそも、本件地震は、ｂａ論文にあるような地震規模（最大でＭ８．４）とは次

元の異なる、より広範囲を震源域とするＭ９．０の連動的巨大地震であった。

　ｅ　以上のとおり、被告は、土木学会に対し、波源モデルの策定に係る検討を委託するなど

していたが、そのような検討が結論に至る前に本件事故の発生に至ったというのが実情であ

る。

（ウ） バックチェックルールに基づく最終報告書の提出時期を未定としていた理由等

　ａ　バックチェックの作業開始後である平成１９年７月１６日に新潟県中越沖地震が発生

し、これを受けて同月２０日に経済産業省から、新たに同地震から得られる知見を耐震安全性

の評価に適切に反映することと、耐震安全性評価の実施計画の見直し結果の報告等を求める指

示「平成１９年新潟県中越沖地震を踏まえた対応について」が発出され、それへの対応が別途

必要となった。

　ｂ　新潟県中越沖地震の解明が進む中で、他の原子力発電所でも確認すべき知見が新たに判

明し、それらを取りまとめて原子力安全・保安院から平成１９年１２月２７日に「新潟県中越

沖地震を踏まえた原子力発電所等の耐震安全性評価に反映すべき事項（中間取りまとめ）につ

いて」が発出され、更に平成２０年９月４日に「新潟県中越沖地震を踏まえた原子力発電所等

の耐震安全性評価に反映すべき事項について」が発出され、この２回の新たな指示に対応する

ため地質調査、解析の見直し等が必要となった。

　ｃ　地質調査に当たっては、正味の調査期間に加えて、調査エリアの住民への説明等の期

間、調査に必要な船舶や機器等の手配調整が必要であった。また、その調査内容は、陸域で実

施する地下探査と海域で実施する海上音波探査との双方ともに、特殊な機材を使用する調査で

あり、実施可能な機関が限定されていた。

　解析等においては、モデル作成や対策案検討のための現場調査や解析作業に精通した技術者

が必要となるが、全ての電気事業者が原子力安全・保安院の指示で一斉に動き出したために、

対応できる技術者が不足した。

　もっとも、被告としても原子力発電所の安全性を早期に示すという観点から、代表プラント

（福島第一原発５号機、福島第二原発４号機）を選定して中間報告を行うこととし、平成２０

年３月にこれを提出した。この中間報告については、原子力安全・保安院の審議を経て、平成

２１年７月２１日に同院より評価は妥当との見解が示された。

　また、同年１１月１９日には、原子力安全委員会が評価の妥当性を確認し、その旨が公表さ

れている。なお、被告は最終報告に向けて最新の海底地形データを用いて津波評価技術に基づ

く再評価を行い、その再評価結果（（省略）＋５．４ｍ～６．１ｍ）に基づき福島第一原発に

ついてはポンプ用モーターのシール処理対策等を講じた。

　さらに、被告は、この代表プラントに係る中間報告とは別に、新潟県中越沖地震の発生を踏

まえ、同地震で確認された地震観測記録を用いた福島第一原発及び福島第二原発全プラントの

主要設備に関する耐震安全性の概略評価を自主的に行い、耐震設計上重要な施設の機能が維持

されることを確認することとし、その結果を平成１９年９月２０日に公表した。

　加えて、当初、代表プラントだけで実施することとしていた中間報告については、代表プラ

ント以外のプラントについても行うこととし、平成２１年４月に耐震設計上重要な施設の機能

が維持されるとの内容の報告書を提出した。

（３） 結果回避可能性

ア 前提

上記（２）のとおり、被告には、原告らの主張する結果回避措置を義務付ける程度の予見可
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能性が存在していたとは到底認められない。そうすると、原告らがいかに具体的な結果回避措

置を列挙しようとも、そもそも被告にはそれらの結果回避措置を義務付ける程度の予見可能性

が認められないのであるから、結果回避義務の前提となる結果回避可能性の有無に関して検討

をする前提を欠いているものといわざるを得ない。

イ 原告らの主張する結果回避措置の不明確さ

また、これに加えて、原告らは多数の結果回避措置を列挙しているが、そのいずれか一つで

も講じていれば本件事故という結果を回避することが可能であったとするのか、あるいは、そ

の全てを講じていれば結果回避可能であったとするのか明らかでない。すなわち、被告が本件

事故時点において講ずべきであったとする結果回避措置の内容及び程度について、法的な過失

の判断枠組みに換言すると、結果回避可能性（いかなる結果回避措置を講じていれば本件事故

という結果を回避可能であったのか）及び結果回避義務（結果回避可能性を前提とした上で、

いかなる結果回避義務を履行していれば足りたのか）については、原告ら自身でさえ、一義的

に特定することができていないのである。

　そうである以上、原告らが結果回避可能性についていかに主張しようとも、そもそも結果回

避可能性について検討をする前提を欠いているものといわざるを得ない。

ウ 原告らの主張に対する反論

（ア） ｃｅ意見書に基づく原告らの主張に対する反論

原告らは、ｃｅ意見書に基づいて、被告は防潮堤の設置に先立ち又はその設置とともに防護

の多重化のために建屋の水密化を講じるべきであったなどと主張する。

　しかしながら、そもそも、本件事故発生以前においては、我が国における津波に関する専門

家集団である土木学会・津波評価部会が策定した津波評価技術に基づき、確定論的安全評価手

法（一定の想定水位を定めて、当該想定水位までの安全性を確保するという考え方）に従って

慎重に設定した想定津波については、それに対する安全性を絶対的に確保する（敷地高への遡

上自体を防ぎ、ドライサイトを維持する）というのが原子力発電所の安全確保における基本思

想であり、津波が遡上することを前提に水密化などの対策を講じるという発想自体が存在しな

かった。仮に（省略）＋１０ｍの地盤面を超えるような津波が襲来した場合における対策とし

ては、ドライサイト維持のための防潮堤の設置によって対応されるべきと考えられていたので

あり、建屋ないし電気品室について、建屋内配管の破断を想定した内部溢水対策は一定程度実

施していたものの、地上１階あるいは地下階から見て上部に位置する排気口や通気口を含めて

全て水密化することが、かかる敷地を遡上した津波に対して有効な対策であるとは認識されて

おらず、また、建屋内部に存置されている各種機器を冷却等するためには外部通気口が不可欠

であり、また、外部との貫通孔を密閉するということは、日常的な点検ができなくなることを

意味することなどから、かかる対策を立案し実施すること自体も極めて困難であり、現実的で

はなかった。実際、本件事故時点でそこまでの対応がとられていた原子力発電所は存しない。

そうである以上、原告らが、いかに水密化対策についての物理的・技術的な実現可能性を主張

しようとも、本件事故時点において、水密化対策は、被告のような原子力事業者が講じること

を期待することができるような措置では一切なかったというべきである。

　また、原告らが主張する水密化対策について、ｃｅ意見書では工期のみが問題とされてお

り、多くの専門家において本件長期評価の信頼度に疑問が呈されていたことなどの本件事故以

前の状況からすれば、確定論的津波評価として本件長期評価に基づいて本件原発の安全確保の

設計上想定すべき津波を見直すべきであるとの科学的な観点からの知見の整理が仮になされる

としても、それまでには相応の検討の時間を要したものと考えられること、また、仮にそのよ

うな科学的知見が整理されたとしても、その後の対策内容の検討及び整理がなされるまでには

一定の時間を要すると見込まれること、さらに、その場合でも、ドライサイトを維持するとい

う本件事故以前の安全確保の思想からすれば、防潮堤を設置することがその対策として考えら
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れること、その実現に当たっては、規制当局との調整及び原子炉設置変更許可等の行政手続や

地元自治体との調整等も含めてより多くの時間を要したものと考えられることなどの時間的困

難性について一切考慮されていない。加えて、ｃｅ意見書は、各種津波対策について、地震等

に対する設計上の対応やそのための検討を一切捨象した非現実的なものとなっている上、その

具体的内容も、本件事故以前における安全確保の思想を全く度外視し、本件事故前の特に津波

よりも地震対策が急務とされていた状況や、津波対策に係る基本思想を一切考慮していないと

いう意味において、本件事故以前における結果回避義務の合理的な判断資料たり得ないもので

ある。さらに、仮に被告が平成２０年試算に基づき防潮堤を抜きにして専ら水密化等の措置を

講じていたとして、平成２０年試算時の想定津波をはるかに上回る本件津波の圧倒的な波力や

それに起因する障害物の衝突について、防潮堤による防壁なしに防ぎきることができたかどう

かについてもｃｅ意見書は何ら明らかにしていない。

　以上の次第により、ｃｅ意見書及びそれに依拠する原告らの結果回避義務に係る主張は、い

ずれも本件事故の教訓を踏まえてとられた対策を本件事故後の視点に立って説明するものにす

ぎず、本件事故以前の時点における結果回避義務を判断する上での基礎事実を何ら明らかにす

るものではないから、本件訴訟の争点との関連ではいずれも失当というほかない。

（イ） 水密化についてのその他の反論

ａ　津波が敷地に浸入することを容認した上で建屋等の全部の水密化を行うことは、合理

性、信頼性のある対策とはいえないこと

　津波が敷地に浸入することを容認した防護対策には大きな不確定性が伴い、信頼性に欠ける

上、事故対応等に支障が生じることも想定される。また、本件事故前の科学的技術水準とし

て、建屋等の全部の水密化は技術的に未確立であり、かかる対策を講ずるべきとの見解を有す

る専門家もいなかったことからすると、津波が敷地に浸入することを容認した上で建屋等の水

密化を行うという対策を規制機関が是認することはあり得ない。本件事故後に策定された新規

制基準においても、ドライサイトの維持を津波防護の基本とし、これに加えて、本件事故後の

知見に基づき、「漏水」及び「溢水」への対策を求めるものであり、防潮堤・防波堤等を設置

することなく、津波が敷地にそのまま浸入することを前提に建屋等の全部の水密化することは

求めていない。

　ｂ　多重防護・深層防護の概念から、ドライサイトの維持に加え、建屋の水密化が求められ

ることにはならないこと

　深層防護の概念は、原子力の安全を確保するための基本的戦略概念であり、多段階の物理的

障壁を設けることを求めるものではなく、また、同概念から特定の事象やハザードに対する具

体的対策が直截的に導かれるものではない。そして、本件事故当時、敷地への津波の浸入を許

容した上でなお重大事故を防止し得ると評価できるような独立かつ有効な防護策がなかった以

上、敷地高を超える津波が想定された場合においては、防潮堤・防波堤等の設置によりその浸

入を防止し、ドライサイトを維持するという安全対策をとることが、深層防護の概念とも整合

するというべきである。さらに、国及び被告は、津波対策において、設計基準を超える外的事

象にも対応するため、確率論的津波ハザード解析手法の確立に向けた取組など、リスクの定量

化のための努力を継続するとともに、定量化が不完全な段階であっても合理的に実行可能な対

策を検討するための取組を行い、これと並行して、土木学会において、「長期評価の知見」を

踏まえた決定論的安全評価手法の見直しも検討されていた。これらの取組は、深層防護の概念

をより深化させるものとしても、適切な取組であったと評価されるべきである。

　ｃ　ＩＡＥＡの安全基準や、我が国及び諸外国における建屋等の水密化の実例を踏まえて

も、規制要求に基づき津波の敷地への浸入を容認した上での全面的な水密化が行われていたと

はいえないこと

　ＩＡＥＡの安全基準は、直ちに我が国において行うべき規制の内容を示すものではないもの
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の、同基準は、本件事故の前後を通じて、ドライサイトの維持を津波・洪水対策の基本として

おり、建屋等の全部の水密化を求めていない。また、本件事故前にも、被告やその他国内外の

電力会社によって、局所的・部分的な水密化を実施した事例や自主的対応の事例は存在する

が、建屋等の全部の水密化を実施した実例はない。そして、津波の敷地への浸入を容認した上

で建屋等の全部の水密化を行い、これにより津波に対する安全性が確保し得ると判断できるよ

うな科学的、専門技術的知見は、本件事故当時、存在しなかったのであるから、局所的・部分

的な水密化が行われた事例があることをもって、建屋等の全部の水密化が可能であったという

ことにはならない。

　３　賠償すべき損害及びその額

（原告らの主張）

（１） 賠償請求する損害の内容

ア 四つの損害費目

本件事故により原告らが受けた損害は、Ｎという地域において営まれていた生活とそこにあ

る財物、すなわち積み重ねてきた人生の全てが丸ごと奪われるというものであり、過去に類例

のない内容と規模となっている。

　原告らは、本訴訟において、本件事故により被ったこの甚大極まる損害のうち、避難慰謝

料、故郷剥奪損害、居住用不動産損害及び家財損害の四つの損害について請求をしている。

　本件によって生じている被害は、広範かつ多岐にわたり、それが長期に継続している。そし

て、その多様な被害が相互に関連し、相乗的に影響を与え合って生活の全面に及び、一層深刻

な損害の構造を形成している。

イ 避難慰謝料と故郷剥奪損害の本質

（ア） 被侵害利益－包括的生活利益としての平穏生活権

　ａ　広範かつ全面的な被害

　Ｎの住民らは、本件事故による全面的・長期的避難により、Ｎという地域において営まれて

いた生活の全てが丸ごと奪われるという、前代未聞の事態に直面している。その結果、生活と

生産活動におけるあらゆる場面において、そのための諸条件の一切が破壊され、Ｎの住民らの

生活を成り立たせていた地域の共同性が奪われた。そうした事態は、「人と自然のかかわ

り」、「人と人のつながり」、そしてそうした営みが持つ「永続性や持続性」（あるいは「長

期継承性と固有性」）という故郷の根本的な価値や機能を、あらゆる場面で、全面的に破壊し

た。

　ｂ　被侵害利益－平穏生活利益としての平穏生活権

　本件における被侵害利益は、まさに「包括的生活利益としての平穏生活権」すなわち「平穏

な日常生活を送る生活利益そのものであり、生存権、身体的・精神的人格権（身体権に接続し

た平穏生活権を含む）財産権を包摂する、地域における『包括的生活利益』を享受する権利」

と定義できる（甲Ａ１４６・１１頁）。

　このように本件における被侵害利益を「包括的生活利益としての平穏生活権」として捉える

ことの意義は、被害の「包括性・全面性」を示す点にある。

　すなわち、本件事故によって侵害された法益は「包括的生活利益」＝「地域において平穏な

日常生活を送る生活利益そのもの」であり、個別の財産的損害や身体的人格権、精神的な人格

権等に分解しきれない、地域における社会生活や社会的生存に関わる、まさに包括的な権利法

益が全面的に奪われたことを端的に示している。

　ｃ　包括的平穏生活権の内容

　被侵害利益論（違法性論）における、この「包括的生活利益としての平穏生活権」は、損害

論（損害評価）において後述する「包括的損害把握による損害評価」の基礎となるべき、包括

的な権利法益である。
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　これらの権利・法益は、いずれも憲法上の基本的人権、すなわち憲法１３条（幸福追求

権）、憲法２２条第１項（居住移転の自由及び職業選択の自由）、憲法２５条（生存権）、憲

法２６条（教育を受ける権利）、憲法２７条（勤労の権利）、憲法２９条（財産権）が基礎に

あって保障される。これらの包括的な権利法益が保障されることにより、地域において平穏な

日常生活を送る生活利益（包括的生活利益）が実現するのである。

　すなわち、地域における平穏な生活は、幸福追求権によって保障され、避難生活による日常

生活阻害は、まさに幸福追求権の侵害である。次に、居住地を選択し地域生活利益を享受する

権利は、居住移転の自由と職業選択の自由によって保障され、これらの侵害（故郷剥奪損害）

は同時に、幸福追求権、生存権、教育を受ける権利、勤労の権利、財産権の侵害となる。

　こうした憲法上の権利である権利法益の侵害である本件不法行為は、極めて深刻な違法性を

有するものであることを意味している。

（イ） 包括的損害評価の必要性

本件における損害が、このような「全人格的・全生活的」な損害であることは、その賠償の

目的が、原状回復としての「元の生活の再建」にあることを意味する。

　したがって、そこでの損害評価は、高度な水準で被害の性質・内容を見極めた、適切なもの

でなければならないし、そうでなければ生活の再建・原状回復は不可能である。

　このように、「全人格的、全生活的」な意味を持つ「広範かつ全面的」なものである本件被

害においては、極めて多様な損害が複合的に生じており、それらは相互に影響・関連し合っ

て、相乗的に一層深刻な被害状況を表している。したがって、多様な被害をばらばらに抽出し

て積算しようとしても、このような実態を持つ被害の全容を適切に理解し、評価することはで

きない。

　そこで、それらが相互に関連し影響しあって損害を一層深刻にしている状況を、あるがまま

に包括的に把握して評価する「包括的損害把握」がなされる必要がある。

（ウ） 本件における被害構造－二つの慰謝料と被侵害利益

ａ　避難慰謝料

本件において生じている精神的損害の一つは「避難慰謝料」と呼ぶべき包括的な被害であ

る。すなわち、「避難生活がもたらす日常生活阻害」というべき損害であり、避難生活という

異常かつ困難な状況がもたらす様々な「不安、不自由、不便、心身の苦痛とストレス」などが

複合し、重なり合って、被害者に深刻な精神的苦痛を与えている。

　これらの損害の基礎にある権利法益は、上記「包括的生活利益としての平穏生活権」のう

ち、「平穏な日常生活を送る生活利益」の部分の中心であり、加えて「生存権、身体的・精神

的人格権（身体権に接続した平穏生活権を含む）、財産権」などの多様な権利が、様々な場面

で侵害されている。

　ｂ　故郷剥奪損害

　もう一つの損害要素は「故郷剥奪損害」であり、地域生活を破壊されたことによる損失を内

容とする損害であり、精神的苦痛のほかに有形無形の財産的損害をも包摂する「包括的な損

害」の性質を持つ。

　ここでの「故郷」とは、日常生活と生業が営まれていた場としての地域であり、原告らに

とっては「地元」と呼ぶべき場所である。そうした意味を持つ地域とは、環境経済学、環境政

策学を専門とするｄｃ教授（以下「ｄｃ教授」という。）の表現によれば「自然環境、経済、

文化（社会・政治）等の要素からなる場」であり、環境社会学者のｄｄ教授（以下「ｄｄ教

授」という。）の表現によれば「人と自然のつながり、人と人のかかわり、そしてその永続性

や持続性が三位一体となった場所」である。そうした場所である「故郷」が、根底から奪われ

たのである。

　そのような場である「故郷」が失われるというのは、「生活と生産の諸条件が一体として存
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在している場」の諸機能が奪われること（ｄｃ教授）、あるいは「人々の生活を成立させてい

る『共同性』を喪失すること」（ｄｄ教授）を意味し、地域社会が備えている「地域生活利

益」というべき諸機能が失われるということである。

　このような内容を持つ「故郷剥奪損害」における被侵害利益は、「包摂的生活利益を享受す

る権利」の侵害を中核とし、さらに生存権、身体的・精神的人格権（身体権に接続した平穏生

活権を含む）、財産権」などの多様な権利が、生活を丸ごと奪われることにより、様々な部分

で剥奪されている。

（エ） 避難慰謝料と故郷剥奪慰謝料の区別

本件においては、避難慰謝料と故郷剥奪慰謝料という二つの損害が発生し、これらは別の内

容の損害である。侵害の態様としても、故郷剥奪損害は本件による避難を強いられるまで原告

らが享受していた既存の権利利益を失う「損失」（Loss）であるのに対し、避難慰謝料は避難

を強いられたことによって新たに生じた「出費」（Expense）というべき精神的苦痛の発生であ

る。

　ｄｅ教授が経済学の知見に基づいて指摘するところによれば、損害とは「社会にとって有害

な諸影響」（社会的費用）を意味するところ、その適切な経済的評価を行うためには、本件に

おける多種多様な影響（被害）から、各種の「損失」又は「出費」に当たる要素を、それぞれ

もれなく抽出し、これらを具体的・総合的に把握して評価することが必要である。その際に

は、各種の「損失」又は「出費」を理論的に区別し、かつ、それらの相互関連を踏まえた的確

な認識を持たなければ、適切な経済的評価は実現し得ない。

　この「避難による精神的損害」と「故郷剥奪損害」は、１個の原因事実（本件事故による避

難）から生じた事態であるから、ある事実が両方の損害に該当するかのように見えることは当

然あり得る。しかし、１個の事実が二つの損害に該当するという事態においては、まさに二つ

の損害が発生しており、損害の二重評価を意味するものではない。例えば、本件事故前に営ん

でいた事業（職業）が断絶したまま、避難先で就労できないでいるという一つの事実は、一方

では地域において確立し享受していた職業生活の剥奪（故郷剥奪損害）であると同時に、避難

先において無為な毎日を過ごさなければならないことによる「不安とストレス」という新たな

苦痛（避難による精神的損害）を生んでいる。これは、まさに二つの損害が認められるので

あって、一つの損害を重複して評価しているのではないし、区別も可能である。

（２） 避難慰謝料

ア はじめに

原告らは、避難慰謝料として、本件事故が発生した平成２３年３月から避難生活が終了する

まで月額５０万円（障害を有する者につき月額７０万円）で計算した金額のうち、金３０００

万円を一部請求するものである。

　避難慰謝料の終期は、避難生活が終了したとみなし得る時期とするのが相当であり、中間指

針においては、避難指示が解除された時点から１年間を経過したときを一つの目安としてい

る。本件原告らの場合、避難指示解除は平成２９年３月３１日であったから、中間指針の考え

方によれば平成３０年３月３１日が区切りとされる。

　しかしながら、原告らの中には、避難指示解除から１年後においてもまだ、定住先が決まら

ず避難生活が続いている者もいる。

　したがって、原告らは、必ずしも避難生活の終期を平成３０年３月末と考えるものではない

が、本件事故発生から現在までの避難慰謝料総額のうち３０００万円を一部請求する。

イ 中間指針における避難慰謝料水準の不十分さ

（ア） 中間指針の位置付け

中間指針は、本件事故から約５か月後の平成２３年８月５日に公表されたものであるが、当

時まだ将来的予測が立たない中で、被害者の早期救済のため、当面の指針を示したものにすぎ
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ず、その賠償基準は被告を法的に拘束しないため被告が任意に従うであろう水準にとどまって

おり、被害者の被害実態を考慮した基準になっていない。

（イ） 中間指針では避難生活の過酷な実態に対する認識が不十分であること

中間指針は、本件事故後の６か月間（第１期）について「地域コミュニティ等が広範囲にわ

たって突然喪失し、これまでの平穏な日常生活とその基盤を奪われ、自宅から離れ不便な避難

生活を余儀なくされた上、帰宅の見通しもつかない不安など、最も精神的苦痛の大きい期間」

と考えるとともに、その後は「長期間の避難生活の基盤が整備され、避難先での新しい環境に

も徐々に適応し、避難生活の不便さなどの要素も第１期に比して縮減する」と考えていた。

　しかしながら、実際には、一時避難所や宿泊施設、仮設住宅や借上げ住宅を何度も転々とす

ることを余儀なくされ、避難先に定住するまでに半年以上の期間を要するケースや、避難先に

移った後１～２年で更に転居せざるを得なくなるケースも多く、「長期間の避難生活の基盤が

整備され、避難先での新しい環境にも徐々に適応し、避難生活の不便さなどの要素も第１期に

比して縮減する」状況にはならなかった。

　さらに、第２期以降も、避難指示の解除時期の見通しが立たない中で、具体的な人生設計を

することができないまま、その日暮らしをするほかない不安定な生活が続き、不安は増大し身

体や精神の変調も増悪した。避難者は避難先の地域社会で歓迎されるわけでなく、直接間接に

差別され冷遇され、避難者であることを隠して生活することを余儀なくされた。避難者の間で

も補償に差があることなどからあつれきが生じていった。

　このように、時間が経つにつれて新しい環境に適応するという楽観的な予測に反し、実際に

は、時間の経過とともに見通しが立たない不安は増大し、避難先における人間関係のあつれき

の深刻化が進んだ。また、国の線引きによって避難者の間に支援策の格差が生じ、避難者の間

に分断が生じ増大していった。これらの事情が複合して避難者は精神的・身体的不調を来した

が、多くは医療機関で適切な治療を受けることもままならず日々の生活を続けなければならな

かったのであり、精神的苦痛はむしろ増大した面もある。

　以上のとおり、避難当初の精神的苦痛は極めて大きかったが、それだけでなく、避難が継続

する中で、日常生活阻害の要因は時間の経過とともに変化しつつも避難生活の過酷さは緩和さ

れず、精神的苦痛は軽減するどころかかえって増大したといえる。

　こうした避難生活における精神的苦痛の増大は、中間指針の策定時には予測されておらず、

損害額の算定に全く反映されていない。

（ウ） 中間指針における避難生活慰謝料月額基準の不十分さ

中間指針は「避難に伴う精神的損害」と「生活費の増加費用」とを一括して算定している

上、月額１０万円という基準は自動車損害賠償責任保険の入院慰謝料を参考に定めたものにす

ぎず、被害者の被害実態を全く反映しておらず、その結果、損害額は極めて低水準にとどまっ

ている。

　中間指針は、避難期間が長期化する中で４次にわたる追補により補充されていったが、精神

的損害額の算定基準は、現実の被害の深刻さを反映したものになっておらず、当初の月額１０

万円を前提としたままであり、避難者が受けた包括的平穏生活権の侵害に対する真の救済には

到底及ばない。

　中間指針では、月額１０万円の根拠について「本件は負傷を伴う精神的損害ではないことを

勘案しつつ、自動車損害賠償責任保険における慰謝料（日額４２００円。月額換算１２万６０

００円）を参考にした上、上記のように大きな精神的苦痛を被ったことや生活費の増加分も考

慮し、一人当たり月額１０万円を目安とするのが合理的である」と説明しているにすぎず、実

際の避難者の避難先での生活の困難を全く反映していない。

　前述のとおり、原告らの避難生活の過酷さに照らせば、避難生活に伴う精神的損害を自動車

損害賠償責任保険の慰謝料基準と同程度の月額１０万円（純粋な慰謝料だけでなく生活費増加
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分も含む）と評価することは低きに失する。

ウ 避難に伴う精神的苦痛の重大性

（ア） Ｎからの避難を余儀なくされた精神的苦痛

Ｎ地区の住民らは、本件事故から３か月余りの間、放射能に汚染された空間で、十分な情報

も対策も与えられず、不安と恐怖と混乱の中で過ごし、乏しい選択肢の中から避難先を見つけ

避難行動をとらざるを得なかったのであり、避難先に長居できずに転々としなければならない

場合も多く、原告ごとに避難経路はそれぞれであるにしてもいずれの原告も悲惨な避難行動を

余儀なくされたのであって、原告らの精神的苦痛は想像するに余りある。

（イ） 避難生活とその長期化に伴う精神的苦痛

避難先に移動した原告らは、避難先において不十分な住環境や物資の欠乏の中で、先の見通

しのたたない不安を抱えながら避難生活を始めた。

　さらに、避難生活が継続する中で日常生活阻害の要因が様々に複合し重なり合って精神的苦

痛は増大した。日常生活阻害の要因は、時の経過とともに変化しながら複合的に避難者にのし

掛かり、原告らの精神的苦痛は軽減するどころかかえって増大した。

　避難生活に伴う精神的損害は、〈１〉避難先での生活の限界、〈２〉見知らぬ土地での不

安、〈３〉先の見えない不安、〈４〉被ばくによる不安や差別、〈５〉仕事や生きがいの喪

失、〈６〉家族の離散、〈７〉被害者同士等のあつれき、〈８〉避難生活中の身体状態の悪

化、〈９〉避難生活中の精神状態の悪化といった日常生活阻害要因が複合し重なり合ってもた

らされている。各原告が語る避難生活の実態に照らせば、避難初期における精神的苦痛が極め

て大きいものであっただけでなく、避難期間が長期化する中で精神的苦痛は軽減されるどころ

か深刻化したことが認められる。

（ウ） 各原告の避難慰謝料を基礎付ける事実

原告らそれぞれに関する避難慰謝料を基礎付ける事実は、別紙７「各原告に関する事情」の

「避難生活に伴う精神的損害に関する事実」欄記載のとおりである。各原告の経験に個別性は

あるものの、本件事故による避難生活に伴う被害に関する各種調査研究結果ともよく合致する

ものであり、一連の避難行動及び避難生活の継続状況をみれば、全ての原告に共通する被害実

態を見出すことができ、かような避難生活に置かれた被害者の精神的苦痛は共通するものとし

て慰謝されなければならない。

エ 被告の行為の悪質性等を増額要素として考慮すべきこと

本件事故を引き起こした行為の悪質性等のほか、本件事故後における被告の対応もまた悪質

であり慰謝料増額要素となる。

　原告らは、被告に対する直接請求において、加害者である被告から煩雑な手続を求められ高

圧的な態度を示されるなど、被害者なのに加害者の要求に従わねばならないという屈辱的な対

応を受けることによっても精神的苦痛は増大した。

　被告は、世間に対しては「お詫びする」という態度を発表しながら、原告らに対し謝罪の意

を示すことを拒んでいる。また、被告による原発事故の処理は一向に進まず、再び原発事故が

起きないかという不安を原告らに与えている。

　被告は、結審間際になって「弁済の抗弁」と称して、既に十分な支払をしたと主張しだし、

過払いであるかのような主張すらしており、原告らの神経を逆なでし、原告らの精神的苦痛を

一層増大させている。

　このような被告の本件事故後の対応の悪質性等も増額要素として考慮すべきである。

オ 避難慰謝料の算定

避難慰謝料の算定では、中間指針では考慮されなかった原告らの過酷な長期間にわたる避難

生活の実態を踏まえた評価がされるべきであり、また、被告の本件事故前及び本件事故後の行

為の悪質性等を増額要素として考慮すべきである。

67/256第一法規『D1-Law.com 判例体系』



　原告らは、突然に日常から隔離させられ、戻りたくても戻ることが許されず、土地鑑もない

土地に強制移住させられた。しかも、その居住場所は、避難者が着の身着のまま、収入も絶た

れた中で探したものであり、その生活状況は従前の生活にはほど遠いものであった。避難生活

は、とりあえず生きるために必要なものを揃えた最低限度の生活に過ぎず、将来が見通せない

中で常に不安を抱えながら仮住まいを余儀なくされた。

　このように避難生活を余儀なくされた者は、本件事故以前の居住場所から隔離され、様々な

日常生活阻害要因の影響を受けて平穏な日常生活が全うできないという点で、交通事故事案と

比較するならば、入院に匹敵する精神的苦痛を受けていると評価すべきであるから、交通事故

の入院慰謝料（いわゆる「赤い本」別表Ⅰによる月額５３万円等）を参考に、月額５０万円

（障害を有する者につき月額７０万円）とするのが相当である。

　また、避難終了時期に関して、被告は、避難指示解除準備区域及び居住制限区域について、

避難指示解除後も、平成３０年３月まで、月額１０万円の慰謝料を支払うと表明している。こ

れは、被告による債務の承認であるから、避難指示が解除された避難指示解除準備区域及び居

住制限区域内に居住していた原告らについて、全期間の避難慰謝料が認められなければならな

い。

　また、「債務の承認」とは別の観点からも、全期間の避難慰謝料が認められるべきである。

すなわち、〈１〉避難先で住宅を購入した場合であっても、社会通念上、地域生活が現実に可

能となるための相当期間が経過していないし、〈２〉避難前の住居に帰還した場合であって

も、社会通念上、地域生活が現実に可能となるための相当期間が経過していないし、〈３〉現

在も仮設住宅や借上げ住宅等に居住している場合であっても、帰還をためらうこと、あるいは

帰還をしないと決意することは、合理的な判断であり、いずれの場合においても、避難は終了

していない。

　以上より、避難慰謝料は、原告一人につき、平成２３年３月１１日から避難生活の終了まで

月額５０万円（障害を有する者につき月額７０万円）として算定される額とするのが相当であ

り、その一部請求として原告一人当たり３０００万円を請求する。

（３） 故郷剥奪慰謝料

ア 「故郷（ふるさと）」の本質

（ア） 故郷の本質・構成要素

原告らが主張する「故郷」とは、単に「生まれ育った地域」それ自体や、「昔過ごした懐か

しい場所」を指す概念ではない。

　ｄｃ教授によれば、「故郷」とは、原告ら住民が「本件事故前までその日常生活を送ってき

た場、なりわい（生産）を営んできた場、そういうものとしての地域」、すなわち避難元地域

での生活全般を指すものである。

　避難元地域には、「自然環境、経済、文化（社会・政治）」等の諸要素からなる「生活・生

産の諸条件」が、一体のものとして存在していた。

　ここで、「生活・生産の諸条件」とは、日常生活と生業を営むために必要なあらゆる条件で

あり、人間が日々年々営みを通じてつくりあげてきた家屋、農地などの私的資産、各種インフ

ラなどの基盤的条件、経済的・社会的諸関係、環境や自然資源などを含む一切を指す（甲Ａ６

６７・８頁）。人々の暮らしは、このような諸要素を個別に切り離して成り立つようなもので

はない。放射能汚染のない環境、生活基盤となる産業、生活物資・医療・福祉・教育サービス

等の社会インフラ、そのどれもが手の届く範囲になければ、私たちは豊かな暮らしを送ること

はできない。すなわち、「生活・生産の諸条件」をなす諸要素が一体のものとして存在するこ

とで、地域は人々の生活空間として機能しているのである（甲Ａ６６７・１０頁）。

　人々は、こうした地域における「生活と生産の諸条件」を基礎として社会関係を取り結び、

日常生活を送っている。
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　上記諸条件の複合の仕方は、地域の独自性を生み出し、故郷は、〈１〉私的財（土地・家

屋）、〈２〉公共財（景観）、〈３〉社会関係（コミュニティ）などの固有性（当該故郷独自

のものであり、他の地域で代替性がないもの）、長期継承性（長年にわたり継承されてきて、

故郷の住民が今後も継承するために活動しているもの）を有していた（甲Ａ６６７・１０

頁）。

　他方、ｄｄ教授によれば、原告ら住民が、本件事故により剥奪された「故郷」とは、「人と

自然とのかかわり」、「人と人とのつながり」、「その永続性や持続性」という三つの要素

が、三位一体で切り離せないものとして存在している時空間である（甲Ａ６７９・１７頁）。

すなわち、「故郷」とは、「かかわり」と「つながり」が生活や文化、歴史や伝統として編み

込まれた場所であり、そこで暮らす人々が「かかわり」と「つながり」を編み足しながら、生

活や文化、歴史や伝統を継いでいく空間である。

　これら三要素から把握される「故郷」とは、個々の人間の尊厳ある暮らしを支える基盤とな

る「共同性」と、その中で個々人が平穏な生活を営む状況と理解することができる（甲Ａ６８

０・１６、１７頁）。

　すなわち、原告らの故郷における個々の生活は、共同性のもとで成立しており、個々の生活

という櫛の歯が抜けては共同性が機能せず、共同性が機能しなければ個々の生活も成り立たな

くなってしまう。この共同性こそが、故郷の本質的要素であり、故郷は共同性があるゆえに、

地域住民は地域生活利益を享受し、豊かな生活を送ることができていた。

　ｄｄ教授が示す上記概念は、ｄｃ教授らが経済学の知見により整理した、一体としての「生

活・生産の諸条件」という概念を、社会学の見地から包括的に表現したものといえる。

　これらの分析からすれば、「故郷」の本質は、地域の住民らが共同して自然とかかわり（自

然環境）、人とつながる（経済、社会、文化）という「共同性」にあるといえる。これらの要

素は、過去から未来にかけて受け継がれ、育まれ、受け渡されていく持続性・永続性を有する

ものであり、他の地域では代替することができない。

　個々の住民は、上記のような「故郷」を生活の本拠とすることで、人間の尊厳ある暮らし、

平穏な生活と人生の営みを実現していた。まさに「故郷」は、個人のあらゆる基本的人権を包

括的に支える基盤であるといえる。

（イ） 故郷の機能

このような共同性ある故郷での生活は、そこで居住する住民の生活に、多くの有形、無形の

利益を与える機能を有していた。この機能こそが「地域生活利益」である。

　ｄｆ教授（以下「ｄｆ教授」という。）は、この「地域生活利益」の中核をなす地域社会の

機能として、〈１〉生活費代替機能、〈２〉相互扶助・共助・福祉機能、〈３〉行政代替・補

完機能、〈４〉人格発展機能、〈５〉環境保全・自然維持機能の五つを挙げている（甲Ａ１４

６・１６、１７頁）。これは、故郷での生活が有していた利益を、経済的側面、社会的側面、

文化的側面、精神的側面から整理したものである。

　上記五つの機能は、地域住民の生活と生産を可能にする中核的な機能（利益）として位置付

けられる。この点について、環境経済学者であるｄｇ教授（以下「ｄｇ教授」という。）は、

上記の機能は、経済学的には、相互に連関し、総合的かつ一体的な『地域社会の包括的資本関

係』を基礎として発揮されるものであり、いわば『地域社会の包括的な資本関係』が担う、多

元的な資本の機能の発揮として捉え直すことができる旨述べる（甲Ａ６３２・４頁）。

　これらの諸機能が失われることにより、住民らには、個別の財物や営業損害の賠償では填補

できない、様々な有形無形の損害が生じることになる。

（ウ） 故郷の精神的価値

上記のように、故郷における生活は、原告らにとって、かけがえのない様々な無形の精神的

価値を生み出していた。
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　また、原告らは、土地に根ざして生きることで自然とかかわり、そのような自然とのかかわ

りを通じて、人と人がつながって、地域社会を形成してきた。そうした繋がりは、世代を超え

て受け継がれ、持続的・永続的な社会関係が築かれてきた。

　このように、故郷は、そこで生活する人々に長い間の人的な繋がりと帰属意識により、揺る

ぎのない精神的な「絆」と安心感を醸成し、精神の拠り所ともいえる全人格的な場を形成し、

原告らのアイデンティティの根幹、人間存在の基盤となる場所として、精神的な拠り所となっ

ていた。

（エ） 故郷剥奪損害の内容

ａ　故郷剥奪の概要

本件事故によって、原告らは、生活・生産の場からの避難を強いられ、上記のような故郷に

おける生活の一切を丸ごと奪われた。

　すなわち、その被害が、原告らの生活の本拠であり、そこでの人間の尊厳ある生活と人生で

あり、それを支えていた地元の地域社会が、丸ごと奪われたという極めて甚大な被害であると

いう点である。これは、近代化に伴い故郷を失っていくことで生まれる失望感や欠乏感とは、

本質的に異なるものである。そこには、本件事故によって突如として故郷での生活を奪われた

という意味での＜加害－被害＞の関係が組み込まれている。すなわち、ｄｄ教授が指摘する

「故郷剥奪」と捉えなければならない事態である（甲Ａ６７９・４３～４７頁）。

　原告らは、長年にわたる住民たちの助け合いと努力によって、自然と調和する生活を実現

し、非常に密な地域コミュニティを醸成してきた。しかし、本件事故は、自然とのかかわりを

奪い、人とのつながりを壊し、持続的な地域ビジョンを描けない状況をもたらした。「人と自

然とのかかわり」「人と人とのつながり」「その永続性や持続性」の三要素からなる「故郷」

が、突如として根こそぎ剥奪されたのである。

　そして、たとえ避難指示が解除されたとしても、除染による原状回復が十全でなく、自然と

かかわれない状況では、「故郷」は剥奪されたままである。人と自然のかかわりを基盤として

個々の暮らしが成り立たなければ、人と人とのかかわりは変質し、地域も不安定になるからで

ある。そうして、ひとたび破壊された地域社会の共同性は、元に戻ることはない。このよう

に、故郷剥奪損害は、「不可逆的な被害」である（甲Ａ６７９・１７、２８頁）。

　このような事態を経済学的に捉えると、本件事故によって、地域における「生活と生産の諸

条件」をなす一切が丸ごと奪われ、農地や家屋などの私的資産、各種インフラなどの基盤的条

件、経済的・社会的諸関係、環境や自然資源といった「自然環境、経済、文化（社会・政

治）」の一切が失われたこと（甲Ａ６６７・８頁）、「地域社会の包括的な資本関係」の総体

的な解体（甲Ａ６３２・４、５頁）を意味する。

　その結果、「生活と生産の諸条件」を基礎として地域住民にもたらされていた、「地域生活

利益」に代表される諸機能が失われた。地域生活利益のような包括的生活利益は、諸要素が複

合的に組み合わさり一体となることで機能していたものであるから、それが失われたことによ

る損害を個別の要素に還元して金銭的評価を行うことは極めて困難である。また、そこには長

期継承性・地域固有性のある要素が存在することから、復興政策と金銭賠償により事後的に原

状回復することは極めて困難である。このように、故郷剥奪の事態は、経済学の知見によって

も、「不可逆的」で「代替不能」な「絶対的損失」である点に特徴がある（甲Ａ６６７・１

８～２２頁）。

　それゆえ、本件事故は、地域生活利益を享受していた主体である原告ら地域住民に、有形無

形の重大な損害を与えることになった。これには、様々な財産的損害や、無形の価値が喪失し

たことによる精神的損害が含まれている。また、その損害は一回的に発生するだけのものでは

なく、その生活を享受できない間、継続的に発生し続けるという性質を有している。

　さらに、地域社会における諸条件は、長期継承性と固有性という特徴を持つものであったか
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ら、そこで暮らす住民にとって、精神的拠り所となっていた。原告らは、先祖から代々受け継

いできた故郷での生活に強い思い入れを有していたのであり、そうした代替性のない価値を奪

われることは、そこで生活している人々に、人生が終わるほどの深い喪失感という重大な精神

的苦痛をもたらした。

　ｂ　原告らが請求する「故郷剥奪損害」の内容

　原告らが請求する「故郷剥奪損害」とは、上記のような、地域社会において住民が享受して

きた「地域生活利益」が破壊されたことによる有形無形の損害と精神的苦痛が不可分に併存す

る、包括的な損害である。

　ｄｆ教授の定義によれば、「包括的生活利益としての平穏生活権に包摂された、『地域生活

を享受する利益』（地域生活享受権）を奪われ（権利法益の侵奪）、かつ、侵奪の結果として

精神的苦痛・ストレスを被った（積極的侵害）ことによって生じた複合的な精神的損害ないし

無形の損害」である（甲Ａ１４６・１３頁）。

　このように、「故郷剥奪損害」は、それまで生活の本拠であった「地元」であり、そこでの

人間の尊厳ある生活と人生であり、それを支えていた地元の地域社会であるところの「故郷」

が、本件事故により丸ごと奪われたという、極めて甚大な被害を示す概念であり、近代化に伴

い故郷を失っていくことで生まれる失望感や欠乏感とは明確に区別される。

　また、本件事故により奪われた「故郷」は、「故郷変容」という言葉がイメージするよう

に、避難指示解除によって多少なりとも回復するという性質のものではない。むしろ、Ｎの実

情は、避難指示解除後も「故郷」は剥奪されたままであるということを明確に示している。

「故郷剥奪損害」は、避難指示解除後も存続する絶対的・不可逆的な被害である。

　こうした地域社会の包括的な機能喪失という損害の捉え方は、先に述べたとおり、「包括的

損害把握」によってはじめて有効かつ的確に実現するものである。故郷剥奪損害は、侵害され

た保護法益を「包括的生活利益」として評価し、そこでの損害を包括的に把握することによっ

てこそ、正当に理解し、評価することが可能となる。

イ 本件事故後のＮ地区の現状

（ア） Ｎの放射能汚染の状況

Ｎの住民は、共同して自然とかかわり、人とつながることで、様々な地域生活利益を享受

し、経済的・精神的に豊かな地域生活を送ることができていた。そして、その関係性は、過去

から未来にかけて受け継がれ、育まれ、受け渡しされていくものであり、他の地域では代替す

ることができない、かけがえのない価値を有するものであった。

　しかしながら、本件事故により、Ｎは放射能に汚染され、除染廃棄物が仮置場に山積みにさ

れたままである上、森林は除染されていないか、除染されていたとしても依然として高い放射

線量のままであり、その原状回復の目途は全く立っていない。原告らＮ住民は、豊かな自然の

恵みを享受し、自然を活かした産業や活動を発展させ、自然と調和した生活を実現してきた

が、そのような人と自然とのかかわりのある生活は、本件事故によって、不可逆的に剥奪され

たものといえる。

（イ） 地域コミュニティの破壊

Ｎは、平成２９年３月３１日に避難指示が解除されたが、解除されて以後においてもなお、

「復興した」とは到底いえる状態にはなく、「剥奪された」状態にある。それは、未だに高い

濃度の放射能汚染の下にあることとも相まって、本件事故前に存在した地域コミュニティが破

壊されてしまったことによる。Ｎの地域コミュニティが破壊されていることは、〈１〉帰還者

が少なく、しかも高齢者に偏っており、若年者の帰還がわずかであること、〈２〉自治会組織

の活動、組単位での冠婚葬祭の互助、農家同士の助け合いなど、地域コミュニティが担ってい

た様々な役割が果たされなくなり、地域内の産業・インフラや様々な行事・活動も衰退してし

まっていること、〈３〉地域コミュニティの核となっていたｈｐ等の伝統行事が形骸化してし
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まいつつあること、そして上記の〈１〉とも関連するが、〈４〉後継者がほとんどいないこと

というようないくつかの点において明らかである。

（ウ） Ｎの主産業であった農業の破壊

本件事故前のＮの中心的な産業は農業であったが、原告らの多くが営農再開について否定的

な見解を述べるとおり、Ｎの農業は復活していないし、復活のための条件も整っていないとい

わざるを得ない。

　除染によって、農民が長年かけて作り上げてきた栄養素豊かな表土が剥ぎ取られてしまった

ため、農地の地力・生産力が大きく低下し、とても直ちに農業を営むことができる農地ではな

くなった。そのため、営農再開の前提として、除染された農地の復元が不可欠であるが、元の

豊かな土壌を復元するには、かなりの時間と労力、費用を要する。また、良好な水田を占拠し

ている仮置場が存在する限り、その土地での耕作は不可能であるし、フレキシブルコンテナ

（フレコンバッグ）が撤去されてもすぐに農地として回復するわけではなく、土壌の復元が必

要である。さらに、周囲に仮置場が存在するだけでも、風評被害の問題が発生する。

　また、Ｎで営まれていた農業は、山から田畑へ資源が流れ、田畑から畜産・酪農、畜産・酪

農から田畑へと資源が循環する、循環型・複合型の農業であった。しかし、山林が除染されて

おらず、山林が全く利用できないため、山林の木の葉を苗床や堆肥作りに活用することはでき

ない。稲わらや牛糞堆肥の交換も成り立たない。このような現状では、Ｎでかつてのような循

環型・複合型農業を復活させることはできない。

　加えて、帰還住民は少数かつ高齢者中心であるため、農業従事者の気力体力の衰えは否定で

きず、農家同士の助け合いによる共同作業にも期待できない。避難による長年の空白期間に使

えなくなった農機具の更新や、若年層が帰還しないことによる後継者の問題も発生し、上記の

ような様々なハンディもある中で、多大な費用と労力をかけて営農を再開することには、ちゅ

うちょせざるを得ないのも当然である。

　このように、Ｎでは、かつての風土に適した循環型・複合型の農業は破壊され、基幹産業の

一つであった葉タバコ栽培をはじめ、営農が再開する見通しは全く立っていないというほかは

ない。

　加えて、Ｎでは、イチゴ栽培などの地域特性を生かした新たな農業の取組がいくつかされて

いたが、本件事故の結果、それらの農業はいずれも破壊されてしまった。

　また、Ｎでは農業の後継者が育っていたが、本件事故の結果、農業後継者は、ほとんどいな

くなってしまった。このことは、Ｎが主産業であった農業に関する再開、継続、発展の可能性

が全て失われてしまったことを意味する。

（エ） Ｎの復興事業の実態

Ｎの復興を目指すと称して、復興拠点商業施設（ｄｈ）の建設、Ｎ小中一貫校の整備、アン

スリウム栽培施設の設置、農事組合法人ヒュッテファームによる牧草栽培等が実施されている

が、いずれもＮの復興につながっているとはいえない。

（オ） 原告らそれぞれに関する故郷剥奪慰謝料を基礎付ける事実は、別紙７「各原告に関

する事情」の「故郷剥奪（喪失）による損害に関する事実」欄記載のとおりである。

ウ 故郷剥奪損害の損害額

（ア） 故郷剥奪損害の重大性・複雑性

ａ　生活・人生の全てが奪われたことによる重大な損害であること

これまで述べてきたように、故郷剥奪損害とは、原告らの故郷における生活・人生の全てが

剥奪されたことによる損害である。

　すなわち、本件事故による被害の本質は、「加害」の意味が希薄な「故郷喪失」や、回復可

能性があり、避難解除すれば復興事業により復元され得るという誤解を与える「故郷変容」で

はない。本件事故により、突如として地域社会が根こそぎ奪われ、もはや回復不能に破壊され
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てしまったという「故郷剥奪」なのである。

　原告らは、本件事故により、突如として、故郷の自然とのかかわり、人とのつながりの中で

安心して送っていた日常生活の全てを失った。その日常生活は、一朝一夕にできるものではな

く、各住民の日々の努力の積み重ねにより達成されたものであった。さらに、各住民だけの努

力ではなく、先祖代々の住民の努力や成果が蓄積したものでもあった。

　これらが失われることにより、原告らの生活に与えた影響の大きさ、原告らが感じた精神的

苦痛の大きさは、計り知れないものがある。

　ｂ　重大な有形無形の利益が剥奪されたこと

　本件における「故郷剥奪損害」は、精神的損害のみならず、原告らが本件事故前に享受して

いた、故郷の諸機能（地域生活利益）による財産的・精神的価値の喪失、すなわち有形無形の

損害が含まれている。

　これらは、Ｎ地区に顕著に見いだされるとおり、何世代にもわたり、自然と人のかかわり、

人と人のつながりを通じて地域社会が形成されてきたという、歴史的・文化的・社会的な価値

を有し、これこそが地域住民の包括的平穏生活権を支える基礎であり、その地域生活をかけが

えのない豊かなものにしていた。

　このような故郷の機能は、数百年単位で何世代にもわたり承継されることで培われたもので

あるから、一度失われれば、どれ程費用をかけたとしても二度と取り戻すことができないし、

他で代替することもできないという性質の、極めて重要かつ重大な法益である。

　このような法益の重要性・重大性に鑑みれば、それが奪われることによる有形無形の損害は

極めて大きいのであり、故郷剥奪損害の算定は、こうした地域生活利益の重要性と重大性を十

分に評価し反映させたものでなければならない。

　ｃ　故郷剥奪は不可逆的な被害であり避難指示解除により回復しないこと

　これまで述べてきたように、Ｎでは、既に避難指示が解除され、住民帰還政策が打ち出され

るとともに多額の復興予算が投じられてきたが、本件事故前の地域生活を取り戻すことは到底

不可能な状況にある。

　本件事故により、Ｎ住民の生活基盤そのものが根こそぎ奪い去られた結果として、Ｎの地域

社会は、不可逆的かつ絶対的に破壊させられたのである。

　そして、Ｎ小学校の休校が象徴するように、子供を中心とした若い世代がほとんど地域に帰

還していないという現状では、Ｎの地域社会が回復するという将来への展望を開くことは、お

よそ困難である。

　このように、Ｎの被害実態からは、本件事故によって「故郷」は完全に破壊され、これらの

諸条件によってＮ住民らが享受していたありとあらゆる利益は不可逆的に消失したのであっ

て、これらは避難指示解除により回復し得ないものであることが明らかである。

　このように、故郷剥奪は不可逆的な被害であることも、損害評価に当たっては十分に考慮し

なければならない。

（イ） 指針等との関係

中間指針は、積極損害（検査費用、避難費用、一時立入費用、帰宅費用、生命・身体的損

害、営業損害、就労不能損害等）及び精神的損害を支払の対象としている（乙Ａ４・１０～１

７、２３～２９頁）が、地域生活の剥奪による重大な有形、無形の損害及び精神的苦痛を要素

とする故郷剥奪損害については、全く賠償の対象としていないことが明らかである。また、中

間指針第二次追補によっても、中間指針で賠償すべきとされた損害の内容には特に変更がな

く、原告らが請求する故郷剥奪損害は含まれていないことが明らかである。さらに、中間指針

第四次追補においても、帰還困難区域以外の住民の精神的損害については、引き続き、一人月

額１０万円が目安とされており、この損害の内容は、中間指針、第二次追補で定められた避難

による慰謝料と異なる損害であるという話は一切出ていないから、中間指針、第二次追補で定
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められた避難による慰謝料と同内容であるため、第四次追補による帰還困難区域以外の住民の

避難による慰謝料についても、原告らが請求する故郷剥奪損害は含まれていないことが明らか

である。

（ウ） 労災認定基準との比較

福島地裁平成２６年８月２６日判決（甲Ｂ１６）は、避難生活中のストレスについて、「ス

トレス－脆弱性」理論のストレス強度の評価表を援用しながら、本件事故と自死との間の因果

関係を認めたが、この考え方は、故郷喪失慰謝料でも参考にできる。

　本件事故により故郷が全般的に失われたことを始めとして、故郷での職業生活、自宅での生

活、コミュニティ、家族との生活が失われたこと、故郷の豊かな自然環境が失われたこと、生

活代替機能や他の地域生活利益が失われたこと、賠償格差によるコミュニティ破壊が生じたこ

となどによる心理的負荷強度はいずれもⅡないしⅢであり、故郷喪失により原告らが受けた精

神的苦痛は極めて大きいということができる。

（エ） 交通事故賠償基準との比較

故郷剥奪という事態は、原告らが築き上げてきた生活・人生の全てを失うことであり、原告

らにとって、全人格性、全人間性が破壊されたに等しい。その苦しみは甚大であり、かつ長期

にわたり継続するものであるから、死亡それ自体ではないとしても、死亡に匹敵する苦しみで

あるといわざるを得ない。

　この点、交通事故の裁判実務においては、死亡慰謝料の金額は、一家の支柱で２８００万

円、母親、配偶者で２４００万円、その他で２０００万円から２２００万円という基準がある

（いわゆる赤本の死亡慰謝料の項目）。

　故郷剥奪損害は、精神的苦痛に限られず、有形無形の損害を広く含むことからすれば、上記

交通事故裁判実務の基準に照らしても、一人当たり２０００万円という金額は、決して高い金

額ではないといえる。

（オ） ｄｇ教授の意見（甲Ａ６８７）

環境経済学者であるｄｇ教授は、「故郷剥奪損害」のうち、「有形、無形の損害」に含まれ

るものとして整理されている「経済的側面」について経済学的手法を用いて評価を行い、さら

に「精神的苦痛」に対しても別途慰謝料としての金銭的な評価を下すことにより、「故郷剥奪

損害」の金銭的評価が可能であること及びその推計額を示した。具体的には、Ｎ地区の「ふる

さと剥奪損害」「ふるさと剥奪慰謝料」の合計は、約１４１４万円と推計することができる

が、これは最も控えめに見積もった場合の金額であり、最大値としては約２２４６万円が導か

れ、両試算値の間に解があるとする。

　このようなｄｇ教授の意見からも、原告らが請求する「一人当たり２０００万円」という金

額は、十分に妥当な請求額であることが示されている。

（カ） 加害行為の悪質性等による増額

原告らは、本件事故を起こした被告の加害行為の悪質性等について主張立証してきた。加え

て、本件事故後における被告の対応もまた悪質であることについても、先に述べた。

　故郷剥奪損害の算定においては、このような被告の加害行為の悪質性等が、慰謝料の増額要

素として考慮されるべきである。

（キ） 小括

よって、原告らに生じた故郷剥奪損害の損害額は、少なくとも一人当たり２０００万円を下

るものではない。

（４） 慰謝料の増額要素は故意又は重過失には限られず、被告の悪質性、強い非難性は慰

謝料を大きく増額させる理由となること

ア 原賠法３条の法的性質からの帰結

原賠法３条１項が定める無過失責任は、立証責任の転換を定めたものにすぎず、故意又は過
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失の擬制を定めたものではないこと、「危険責任主義」を定めたものにすぎないことからすれ

ば、原告側で被告の過失責任を基礎付ける事実を主張立証できた場合には、被告は「危険責

任」だけでなく「過失責任」負うことになり、過失があること自体が慰謝料増額事由になると

いわなければならない。

イ 被告の行為態様については、故意又は重過失と評価されるものに限られず、あらゆる事

情が考慮されるべきであること

　判例・学説ともに一般論として慰謝料算定に用いる事由につき、諸般の事情を考慮するもの

としており、何ら制限をしておらず、慰謝料増額事由となる事情は多岐にわたっており、決し

て行為態様の故意又は重過失のみに限られるわけではない。

　また、不法行為の加害者側の行為態様や行為後の事情において、加害者に特に非難に値する

悪質性が認められるような場合には、そのような悪質性も慰謝料を算出するに当たり、増額要

素として考慮されるべきである。

　被告は、既に主張したとおり、自分たちに都合のいい知見・研究だけを取り入れ、都合の悪

い知見・研究を無視するという対応を取り続けた。被告の利益優先の経営体質が、結果として

本件で取り入れるべきであった本件長期評価等の知見を、無視ないし軽視してしまう事態に繋

がり、本件事故を引き起こした。

　本件長期評価はもちろん、その成立以前又はその成立以後に存在した自分たちに都合の悪い

知見や、原子力安全・保安院、市民団体等からの原発の安全性に関する様々な指摘を無視し

て、津波予測等をしなかった被告の悪質性・強い非難性は、被告の責任の大きさを示し、損害

賠償における金額算定の評価において、これを大きく増額させるべき理由となる。

（ア） 被告がとるべき措置をとっていなかった悪質性・非難性

ａ　地震対策の不十分性

（a） 福島第一原発建設当時の想定

福島第一原発１号機の当初の設計は、地震における最大加速度の想定を２７０ガルとしてい

た（甲Ａ６９２・３頁）。

　申請書によれば、福島第一原発では、最重要のＡｓ施設は、「０．１８ｇ（＝引用者注、１

８０ガル）の１．５倍の加速度の地震動に対しても、機能がそこなわれないことも確かめる」

とある。ここで「ｇ」とは重力加速度のことで、１ｇ＝９８１ガルであるから、０．１８×９

８１×１．５＝２６４．８７ガルであり、想定最大加速度は２６５ガルということになる。

　福島第一原発１号機は、日本で３番目の原発である。日本で２番目の原子力発電所であるｄ

ｉ原発１号機（昭和４５年３月営業開始）では、基準地震動は、最大加速度を３６８ガルに耐

えられるものとして設計されていた。

　２７０ガル想定と３６８ガル想定では、約１．４倍の差異である。ｄｉ原発１号機の原子炉

許可申請が昭和４０年１０月１１日、福島第一原発１号機の原子炉許可申請が昭和４１年７月

１日であるから、約１年前に申請された、他の原発の耐久性すら満たない原発を、被告は造ろ

うとしたことになる。

（b） 原子力安全委員会による新耐震設計審査指針の策定の経緯

平成７年１月１７日の阪神・淡路大震災によって、耐震工学に対する国民の不信感が高まっ

ていった。また、原発に関心を持つ人々の間では、旧耐震設計審査指針が地震科学の最新知見

から見て古すぎるのではないかという疑問があったが、それが同地震により顕在化した。

　従来の耐震設計審査指針（旧耐震設計審査指針）は昭和５６年に策定されたものである。そ

こでは、地震の随伴現象として、津波が想定されていなかった。しかし、地震対応についてさ

え、旧耐震設計審査指針は不十分であった。

　旧耐震設計審査指針の基準地震動は、歴史地震と過去１万年に活動した活断層を対象とする

設計最強地震と、過去５万年に活動した活断層・地震地体構造（設計用限界地震）が引き起こ
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す、Ｍ６．５以上の直下地震である。しかし、阪神・淡路大震災は、地下１６ｋｍで起きたＭ

７．３の直下型地震であった。つまり、旧耐震設計審査指針では、阪神・淡路大震災のような

直下型地震に原発が耐えられないわけで、同震災で顕在化した原発の安全性に対する疑問に、

旧耐震設計審査指針は応えられなかったのである。

　そこで、原子力安全委員会（当時）は、平成１３年に耐震指針検討分科会を設置し、ようや

く改訂作業を始め、５年の期間をかけて平成１８年９月１９日に新指針が正式に決定された。

　新指針においては、基準地震動を考えるにあたり、１２～１３万年前の活動層まで含めるこ

とになった。１２～１３万年前というのは、地質年代でいうと、氷期と間氷期を繰り返した第

４紀の更新世のうち、中期更新世から後期更新世に移行する時期である。また、この新指針で

はじめて、地震随伴事象として津波を視野に入れることになった。その津波は、「施設の供用

期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があると想定することが適切な津波」である。

（c） 新耐震設計審査指針に対する被告の極めて不十分な対応

既に主張したとおり、被告は、平成２０年３月３１日、福島第一原発５号機及び福島第二原

発４号機の耐震バックチェックの中間報告を提出したが、耐震安全性を確認したのは、その中

でも極めて限定的な部分にすぎなかった。特に、平成１９年７月１６日に発生した新潟県中越

沖地震（Ｍ６．８）を受けて耐震バックチェックの実施計画の見直しを指示されていた状況下

であり、被告自身、機器の評価は中途であり、発電所設備の耐震安全性を国に確認いただくこ

とを目的としたものではないというように、対象部分を限定している点で耐震バックチェック

としては不十分なものであった。

　このように、福島第一原発５号機全体の耐震安全性が確認されたとは到底いえないもので

あった。それにもかかわらず、被告は、福島第一原発の各号機において、耐震バックチェック

により、安全上重要な施設等の耐震安全性が確保されていることが確認されたと宣伝するな

ど、明らかな誇大広告をしている（甲Ａ１・７２、７３頁）。

　さらに、被告は、最初の中間報告から１年以上遅れて平成２１年６月１９日に福島第一原発

の１号機から４号機及び６号機についても中間報告を行ったが、内容は５号機と同じ不十分な

ものであった（甲Ａ１・７１頁）。

　なお、被告は、その耐震バックチェックの中で、新耐震設計審査指針の要求を満たさない機

器・配管系が多数あることを把握していながら、耐震補強工事をほとんど行っておらず、特に

１号機から３号機及び６号機は全く工事が手つかずの状態であった（甲Ａ１・７４、７５

頁）。

　加えて、被告は、中間報告以後は耐震バックチェックを進めてこなかった（甲Ａ１・７４、

７５頁）。しかも、被告は、最終バックチェックを急ぐ必要性について、被告も原子力安全・

保安院も認識していたにもかかわらず、当初、原子力安全・保安院には、耐震バックチェック

の最終報告期限を平成２１年６月と届けていたものの、社内において、正当な理由なく、平成

２８年１月、すなわち原子力安全・保安院がした耐震バックチェックの指示から約１０年も先

に予定を延ばしていた（甲Ａ１・７０頁）。

　このような対応をし、何の対策も講じなかった結果、本件事故が起こった。

　さらに、本件事故発生後に、被告は、福島第一原発５号機の耐震Ｓクラスの全ての施設につ

いて、一次スクリーニングを行った結果、本件事故発生以前に耐震バックチェックが未了で

あった５号機の配管に、耐震安全性が確保されていないものが存在することが明らかとなった

（甲Ａ１・７６、７７頁）。このことからすれば、他の号機においても耐震安全性が確保され

ない箇所が存在する可能性が極めて高いといえる。

　そのことについては、本件事故発生前の平成２３年２月２８日時点における「対象設備と耐

震強化工事要否の見込みについて」という資料から判明したように、被告には十分認識があっ

た（甲Ａ１・７４、７５頁）。
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　ｂ　津波対策の不十分性

（a） 当初の設計（甲Ａ１・８３頁）

福島第一原発では、昭和３５年に発生したチリ地震を参考として、最高潮位を３．１２２ｍ

と想定しており、日本近海で地震が生じた場合の想定を全くしないまま建設が進められた。

（b） 北海道南西沖地震後も「既往最大」基準は変わらず

平成５年７月１２日に発生した北海道南西沖地震は、北海道から中国地方に至る日本海沿岸

に大きな津波を引き起こした。特に北海道のｄｊ島は最大３０ｍ超（遡上高）の津波に襲わ

れ、死者・行方不明２３０名という大きな被害を出した。

　同年１０月、原発の安全審査を担当していた通産省・資源エネルギー庁（以下「資源エネル

ギー庁」という。当時）は、被告を始めとする電力事業者で組織する電事連に対し、原子力発

電所の津波想定の再検討を指示した。これを受けて被告は平成６年３月に報告書をまとめた

（甲Ａ４２）。

この津波想定の見直しにおいては、まず文献調査（１１件）に基づき、福島第一原発及び福

島第二原発の敷地に影響を及ぼす可能性のある地震を抽出し、これを基に予測式により敷地に

来襲する津波高さの推定を行っている（甲Ａ４２・１頁）。

　なお、この数値シミュレーションの対象津波として選定されたのは、慶長三陸地震津波（１

６１１年）・宝永地震津波（１６７７年）・チリ地震津波（昭和３５年）の三つのみである

（同２頁）。そして、シミュレーションの結果、福島第一原発においては、最大水位上昇量等

についてはチリ地震津波による値が最も大きいとした。

　このシミュレーション結果によれば、満潮時における最高水位は（省略）＋３．５ｍになる

が、主要施設が被害を受けることはない旨報告している（甲Ａ４２・４、１３頁）。

　上記のとおり、原子力発電所における津波対策に関しては、地震や津波に関する理論やコン

ピューター・シミュレーションが発達し始めていた。

　しかし、被告は、当時戦後最大の津波被害をもたらした北海道南西沖地震の後ですら、わず

かな文献調査に基づく「既往最大」の考え方に固執し、文献記録から既往最大の津波を抽出

し、それに基づいて津波高の想定を行うという手法に固執していたのである。

　他方、国は、既に主張した４省庁報告書及び７省庁手引において、それまでの「既往最大主

義」から、「想定最大主義」へと大きく転換していたが、上記の報告のとおり、被告は、主要

施設が被害を受けることはないとしており、ここでも福島県沖で発生した場合の想定を全くし

ていなかった。

（c） 電事連による悪質だった４省庁報告書、７省庁手引への対応

電事連においては、７省庁手引について、その考え方を原子力に通用すると、多くの原子力

発電所で津波高さが敷地高さを超えるとの報告があったとの情報に接しており、被告を含む電

事連は津波による重大事故の発生可能性を十分認識していた（甲Ａ３４７・４３頁）。

　さらに、その後の電事連における統一的な認識として、既往最大ではなく、７省庁手引が示

したように、想定最大津波を前提とした津波対策の必要性、その想定最大津波に対して更に余

裕を持ち得るような安全対策をすべきであるというのが当時の通産省の考えであることが確認

され、その後も、通産省顧問から、従来の津波予測のシミュレーション誤差が大きいことのほ

か、そもそも原子力施設に関して想定津波に対する余裕がないため、適切な余裕を持たせるこ

とが重要であると指摘され、被告を含む電事連がこのことを十分認識していたことを示すもの

である。

　これらの電事連における報告からは、津波予測に関し、既往最大でなく想定最大の津波を予

測すべきであること、その予測津波を前提に、十分な余裕を持った原子力施設でなければなら

ないという意識の転換を政府から迫られていたとの認識共有が各電力会社間でできていたこと

を示す。
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　しかし、この政府からの意識の転換要求に、被告を含む電事連は結果的に応じなかった。そ

れは、後記のように想定最大の津波予測を行うに際して最も重要な知見の一つであった本件長

期評価を無視し続け、既往最大の津波予測に拘泥し不十分な津波予測・対策をするのみであっ

たことからも明らかである。しかも、特に被告の対応は、自然現象に謙虚であるべき等の電事

連の会合で共有された７省庁手引の考え方等当時の時代の潮流に、合理的な理由なく真っ向か

ら反する行動であり、到底許されないものであった。

　さらに、被告を含む電事連は「表現の適正化」という形で７省庁手引の換骨奪胎を試み、７

省庁手引の原案に対して、平成９年７月２５日、国（通産省）宛てに、その記載内容に対する

修正意見を提出し、７省庁手引が示した〈１〉既往最大津波主義から最大想定主義への転換、

〈２〉「想定地震の発生位置は既往地震を含め太平洋沿岸を網羅するように設定する」という

波源域の設定の考え方について、修正を求めるなどした。もっとも、原案は修正されなかっ

た。

（d） 電事連における津波影響評価

電事連は、平成１２年２月の総合部会において、「津波に関するプラント概略影響評価」を

提出している（甲Ａ３４７・４１頁）。これは、国内１９か所の原子力発電所５７基について

津波の想定値を求めると同時に、解析誤差を考慮して、想定値の１．２倍、１．５倍、２倍の

津波高さで原発がどのような影響を受けるか調べたものである。

　その結果、福島第一原発における想定津波の高さは、さしあたり５ｍが想定されるが、解析

誤差の考慮が必要である。仮に１．２倍の誤差ですんだとしても、５．９～６．２ｍ（津波

高）の津波であるから、海水ポンプのモーターが止まり冷却に支障が出てしまう（甲Ａ３４

７・４１頁）。もし解析誤差が２倍となれば１０ｍの津波であり、原発プラントは広く浸水

し、大きな被害が予想される。

　解析結果のたった１．２倍の津波で冷却に支障が出る原発は、福島第一原発とｄｋ原発の２

か所のみである（甲Ａ１４２・３０、３１頁）。他の９か所２８基の原発は、想定の２倍の高

さでも支障がなかった。すなわち、被告は、既に平成１２年２月の時点で、福島第一原発は国

内で最も安全に余裕のない原発であることを認識していた（甲Ａ１４２・３２頁、甲Ａ３４

７・４３頁）。

　また、被告は平成３年１０月３０日の内部溢水事故の教訓と照らし合わせて、このシミュ

レーション結果の意味を考えることができた。平成３年の内部溢水事故については、福島第一

原発１号機の非常用電源が水没し、機能喪失となって、１号機は２か月の運転停止を余儀なく

された。同事故は、福島第一原発元所長であったｃｃ部長が、「本件事故以前では、最大の事

故」と評価していた重大事故である。そうした事故を経験し、水に対する脆弱性を強く認識し

た被告としては、津波対策は必至の課題として捉えるのが当然であった。

　しかも、その対策としては、万一の事態のために、ドライサイトの維持のための防潮堤の設

置だけでなく、あわせて、原発敷地に水が及んだ場合のウェットサイト対策（施設の水密化や

非常用電源設備の高所移設等）も行い、多重的に防護して然るべきであったし、しなければな

らなかった

　それにもかかわらず、被告は実効的な対応をとろうとしなかった。

　加えて、平成１８年には、耐震バックチェックに係る耐震安全評価実施計画書に関し、全電

気事業者に対する一括ヒアリングの席上で、原子力安全・保安院が津波対策の実施を行うよう

にという指摘を行っていたのにもかかわらず、以降も実効的な対策を一つもとらなかった。

　ｃ　津波評価技術への異常な固執

（a） 津波評価技術と補正係数１．０

被告は、平成１４年２月に策定された津波評価技術に基づいて、同年３月、津波想定を（省

略）＋５．７ｍと予想した。しかし、これに基づき津波対策を行ったのは、６号機の非常用海
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水ポンプ電動機を２０ｃｍ嵩上げし、建屋貫通部の浸水防止対策と手順書の整備を行ったのみ

である（甲Ａ１・８３、８４頁、甲Ａ１４２・４０頁）。

　２０ｃｍのかさ上げでは、想定津波の水位に比べ、非常用ポンプの電動機下端まで３ｃｍし

か余裕がなく、想定にわずか数ｃｍの誤差が出てしまうだけでポンプの機能が失われるおそれ

があり、設計裕度の低さが顕著な状態にあった（甲Ａ１・８５頁、甲Ａ１４２・４０頁）。

　通常、土木構造物の設計裕度としては想定の３倍以上を考慮するのが通常であるにもかかわ

らず（甲Ａ６９４）、設計裕度を決める値である補正係数（安全率）を１．０と設定した。こ

の対応は、安全軽視の誹りを免れない。

　この補正係数に関しては、ｂｍ大学名誉教授のｂｄ氏等による補正係数の適切性に関する疑

問が呈されたにもかかわらず（甲Ａ６９４）、これを無視し、結果として、計算誤差をほとん

ど考慮しないことになった。補正係数を１．０としたため、わずか数ｃｍの設計裕度しかない

という、極めて不合理な対応になったゆえんである。

　なお、国会事故調報告書（甲Ａ３４７・４１、４２頁）では、津波評価技術策定において、

補正係数（安全率）が１．０と決定された背景として、「誤差を考慮して補正係数（安全率）

を大きくすると多くの既設プラントに大規模な改造が必要となって対策費用がかさむという前

述の調査結果があったのではないかと推測される。」と報告されている。

　このように、被告を含む電事連は人の生命・身体・財産の安全よりも、費用を掛けたくない

という自分本位の身勝手な理由から補正係数の決定をしたことが明らかである。

　さらに、資源エネルギー庁が平成９年に、想定津波の２倍の津波への対策を被告に指示して

いたのにもかかわらず、被告はこれを無視している。

　以上は、被告の安全対策に対する、重大なけ怠といわざるを得ず、被告の悪質性を示すもの

といえる。

（b） 平成１８年耐震設計審査指針改訂と津波評価技術

平成１８年９月、原子力安全委員会が耐震設計審査指針を改訂した。そこで津波については

「施設の供用期間に極めてまれではあるが発生する可能性があると想定することが適切な津波

によっても施設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないこと」と定められた。遅ればせ

ながら、ようやく津波対策が原発の安全審査に取り入れられた。

　しかし、被告は、津波評価技術に基づく対応で済ませることに固執し、ここに至っても本件

長期評価の知見を無視し、津波想定を４０ｃｍ引き上げただけで、想定津波を（省略）＋６．

１ｍとし、その想定に準じて、海水ポンプモーターの機器の若干の嵩上げなどを平成２１年１

１月までに行ったのみである（甲Ａ１・８５頁）。

　本件長期評価を含むそれまでの知見の蓄積からすれば、原子力発電所の持つ潜在的・壊滅的

危険性を加味すれば、津波評価技術に拘泥することは不合理甚だしい状況が生まれていた。

　それにもかかわらず、津波評価技術のみを唯一絶対のものとして取り入れて、都合の悪い知

見や判断を無視する被告の悪質性は極めて大きい。

　ｄ　本件長期評価への態度

（a） 本件長期評価の信頼性が高いことは再三主張したとおりであるが、多くの防災想定の

中にも取り入れられており、例えば、平成１８年当時、国土交通省東北地方整備局では、東北

地方における広域的津波減災施策及び、津波防災行政の検討を目的として、「津波に強い東北

の地域づくり検討調査」（甲Ａ６９７の１）を行ったが、その際のＧＰＳ波浪計広域配置計画

の基礎的知見は本件長期評価に基づいている。そして、平成２０年には、国土交通省の本省と

農林水産省が共同で示した「津波・高潮対策における水門・陸閘門等管理システムガイドライ

ン」でも、本件長期評価の知見や見解が取り入れられて、現実の行政の中で活かされている

（甲Ａ６９８）。

（b） 本件長期評価をかたくなに取り入れなかったこと
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　それにもかかわらず、被告は、本件長期評価に向き合おうとしなかった。遅ればせながら、

その知見を取り入れるのが平成２０年であるが、実際には、その試算結果すら津波対策には活

かそうとしなかった。一方で被告が、代わりに依拠したのが、津波評価技術である。

　津波評価技術策定当時（平成１４年２月）の、被告の津波に対する認識については、「物を

造るという観点で想定される津波のｍａｘ」、「これを超えるものが理学的に絶対ないという

ことではない」というものであり（甲Ａ２本文編・３７７頁）、あくまで、工学的立場からの

ものにすぎない。

　そもそも防災対策はハードで可能なものと、想定外の事態に対応するソフトと両面備えるこ

とは必要であり、ハードな対応にすぎない津波評価技術は、そもそも防災対策の一部にすぎな

い。

　また、津波評価技術が作成されたのが平成１４年２月、本件長期評価が策定されたのが同年

７月である。原子力発電所という壊滅的危険性を有する施設を運営するものとして、国の機関

が出した「公式見解」である本件長期評価の知見が出たのであればすぐに、これを前提として

津波高の再計算をすべきことは、原子力防災の観点からは当然のことである。

　しかし、被告は、本件長期評価に基づく計算をすると、原発の停止を含めた対策をとらなけ

ればならないことが必至であったためか、稼働優先・利益優先の立場から、かたくなに本件長

期評価を前提とした対策をとらなかった。

（c） 被告独自の本件長期評価の研究

もっとも、被告は、本件長期評価を前提とした対策をかたくなにとらない一方で、本件長期

評価が無視できず、この研究を内部で進めていた。被告による本件長期評価の研究の一環とし

て、平成２０年２月には、有識者の意見を求め、波源として考慮すべきとの意見が出たため、

被告は同年５月下旬から６月上旬頃までに、本件長期評価に基づき、平成２０年試算を行い、

福島第一原発５号機付近で、（省略）＋１０．２ｍ、敷地南部で（省略）＋１５．７ｍといっ

た想定津波の数値を得ている。

　被告は、この平成２０年試算に基づき、プラント敷地を囲む防潮堤計画を立てていた。（省

略）＋１０ｍの敷地に１０ｍの防潮堤を建設するもので、防潮堤は、南側から東側、そして北

側と全面を囲む計画である。

　防潮堤は、プラント敷地内に建設する予定だったものである。一般に土木工事で大変なの

は、〈１〉用地買収、〈２〉地盤の基礎調査、〈３〉基礎掘削であるが、同原発は、３５ｍの

地盤を１０ｍまで削り、強固な地盤は確保されている。そうであれば、この防潮堤建設は、工

費・工期双方において、きわめて容易だったはずである。被告の技術陣は、本件長期評価を踏

まえれば、原発敷地を超える津波の襲来は当然想定すべきであり、その対策として、具体的な

防潮堤計画まで立てていたのである。

　しかし、平成２０年７月３１日、ｃｐ副本部長の指示で、実施寸前まで行っていた防潮堤計

画は、取りやめになるのである。

　平成２２年８月２７日に被告が開催した福島地点津波対策ワーキングでは、土木学会のモデ

ルを利用した津波の最高水位が６．１ｍであると報告した一方で、推進本部による本件長期評

価の知見や貞観津波を踏まえた社内の計算も行い、そこでも、津波の最高水位は（省略）＋１

５．７ｍと評価していた（甲Ａ１・８９頁）。

　この評価を受けて、被告土木技術グループでは、防波堤設置の検討を再度開始したものの、

合理的な理由もなく防波堤の建設は取りやめ、各設備での対応が代替して進められることと

なった。

　このように、被告は、本件長期評価が出された当初から、これを無視できないものと考え、

表では津波評価技術こそが唯一の知見であるといっておきながら、裏ではずっと研究を続け

て、そこでも自分に不都合な研究・知見を得たものの、結局何らの対策もしなかったのであ
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る。

　ｅ　知見の無視・軽視

（a） ｂｊ論文の知見

ｂｊ論文の記載によれば、被告は、平成１８年の段階で、福島第一原発において１０ｍを超

える津波が襲来する確率が、原発が要求される安全性に比べれば割合高い頻度であることを認

識していたといえる。

（b） 溢水勉強会の知見の無視

既に主張した溢水勉強会では、福島第一原発５号機の想定外津波について被告が検討状況を

報告し、（省略）＋１０ｍの津波が到来した場合、非常用海水ポンプが機能喪失し炉心損傷に

至る危険性があること、また（省略）＋１４ｍの津波が到来した場合、建屋への浸水で電源設

備が機能を失い、非常用ディーゼル発電機、外部交流電源、直流電源の全てが使えなくなって

全電源喪失に至る危険性があることが示された。それらの情報が、この時点で被告と原子力安

全・保安院で共有された（甲Ａ１・８４頁）。既に指摘したｂｊ論文における福島第一原発５

号機の算定例と、溢水勉強会の結果とを踏まえれば、必然的に、同勉強会において指摘されて

いた、「ハザード確率≒炉心損傷確率」すなわち現状の福島第一原発が津波への裕度がほとん

どないことの認識と炉心損傷の危険性があるという認識を持つことは容易であった。

　以上のとおり、想定を超える事象が発生した場合の危険性を十分被告は認識していた上、平

成３年の内部溢水事故により、原発施設が水に対して脆弱であることの認識があったことも踏

まえれば、もはや本件長期評価の知見を前提とした津波予測、そしてその予測を前提とした対

策をとることが絶対的に求められていた段階にあったといえる。

　しかも、繰り返し述べるように、その対策には、ドライサイトの維持のための防潮堤の設置

だけでなく、水が原発に到来した場合の種々の対策も当然含まれている。これは、原子力発電

所などの、潜在的・壊滅的危険性を有する施設に求められる、多重防護の観点から当然のもの

である。しかし、被告はこれに対しても何らの対応もしなかった。

（c） 土木学会の確率論の恣意的利用

土木学会は、平成２１年以降、津波の確率論的安全評価の研究に着手した。そこでは、（省

略）＋５．７ｍを超す津波は「数千年に１回」程度であると設定した。しかし、この手法を

行ったのは３１名の委員の中で、過半数が電力会社の社員であるなど、策定の際の構成員にそ

もそもの問題があったほか、本件事故後、ＪＮＥＳが本件事故以前の知見をもとに、（省略）

＋５．７ｍを超える津波が押し寄せる頻度を計算したところ、約３３０年に１回と算出され、

被告の計算とは１０倍以上の差があることが分かった（甲Ａ１・９１、９２頁）。

　恣意的な確率計算をしていたことは明らかであり、リスクを可及的に小さく見せようとする

ものでこれを唯一の知見として、他の知見を考慮していかなかった、被告の悪質性・非難性は

顕著である。

（d） 平成２０年８月、ＪＮＥＳが作成した「地震に係る確率論的安全評価手法の改良＝Ｂ

ＷＲの事故シークエンスの試解析」（甲Ａ４３）には、津波遡上という起因事象が発生した時

に、その後、〈１〉海水の取水が不可能になるか、〈２〉屋外機器／構造物の損傷／機能喪失

が起きるか、〈３〉原子炉建屋内海水浸入が起きるかという、３段階で、原子炉の機器を考察

した結果、すなわち、どういう事態になれば炉心損傷が生じるか、どうすれば炉心損傷は回避

されるかを図解したイベントツリーが記載されている。その結果を踏まえると、被告ら各地の

電気事業者が本件事故後に行った緊急安全対応が前もって実施可能だったことが明らかとなっ

ている。

　ｆ　その他

（a） 貞観津波の研究を無視したこと

平成２１年６月に貞観津波の研究により、総合資源エネルギー調査会の専門家会合におい
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て、貞観地震で福島県にも大きな津波が来ていたことが指摘され、これに基づき被告は貞観津

波の波高を９．２ｍと同年９月には原子力安全・保安院に報告したがこれに基づく対策も講じ

なかった（甲Ａ１・８５頁）。

（b） 被告内での情報非共有

原子力安全・保安院は、平成１８年１０月６日、耐震バックチェックに係る耐震安全性評価

実施計画書について、全電気事業者に対するヒアリングを行い、そこで、原子力安全・保安院

が被告に対し、「安全評価上ＯＫであるが、裕度が小さい施設がある。自然現象であるから、

想定を上回る場合がある事を考えてきちんと対応すべきである。」と口頭で指摘し、この要望

を各社上層部に伝えるようにと指示したにもかかわらず、この指摘は、当時のｃｐ副本部長

（副社長）の段階で止められてしまい、どういうわけか、社長・会長まで行き届かなかった

（甲Ａ１・８６頁）。

（c） 原子力安全・保安院の指摘さえ無視したこと

原子力安全・保安院が平成１８年に耐震バックチェックに係る耐震安全評価実施計画書につ

いて、全電気事業者に対する一括ヒアリングの席上で、設計想定を超えることもあり得るか

ら、津波に余裕の少ないプラントは具体的、物理的対策をとってほしいとの指摘をしたが、そ

れにもかかわらず、被告は、全く実効的な対策を一つもとらなかったのであり、被告の悪質

性・非難性は膨れ上がっていく一方であった（甲Ａ１・８６頁）。

　また、上記の指摘を受けて平成１９年４月４日電事連の津波バックチェックに関して、この

席上で原子力安全・保安院との間で、海水ポンプの水密化や、建屋の設置といった対応策が検

討されたが、被告は本件事故時まで、海水ポンプの水封化（水密化よりも軽微な処理）しか行

わなかった（甲Ａ１・８６、８７頁）。

　本来であれば被告自身が、津波襲来などによる溢水対策として、平成１４年の段階で、施設

の水密化・非常用電源設備の高所移設等により本件事故への結果回避措置を検討し、実行すべ

きであったことは今まで原告らが主張し続けてきたところである。

　しかし、平成１８年時では原子力安全・保安院からの明確な津波対策の指摘がなされてい

た。にもかかわらず、具体的・実効的な対策を何らとっていなかった。

（d） 被告の事故隠し

さらに、被告は、稼働率優先の経営体制から、福島原子力発電所で起こった事故のうち、実

に２９件もの事故隠しを行って、原発への批判が生じないようにするなど、その会社の体質上

極めて安全性に対する重大なけ怠がみられる（甲Ａ１４２・１０６頁）。もはや、そのうちに

重大な危険性をはらんでいる原子力発電所を運営する適格性がないといわざるを得ないもので

あった。

　最も深刻なのは平成１４年７月の事故隠しである。被告は、管内の原子力発電所（福島第一

原発、福島第二原発、ｄｌ原発）のトラブル記録を意図的に改竄、隠蔽していた。その結果、

福島第一原発３号機などで予定していたプルサーマル計画は無期限凍結となり、同年９月２日

には、当時の経営陣が複数引責辞任する事態に発展した。

　ｇ　国会事故調・政府事故調の糾弾

　「国会事故調査報告書」（甲Ａ１・８１頁）、「政府事故調・最終報告書」（甲Ａ３・４２

１、４２２頁）も被告の責任・悪質性を指摘している。

　ｈ　被告が自認した自らの過ち・非難性

　元米国原子力規制委員会委員長であったｄｍ氏を委員長とした「原子力改革監視委員会」が

作成した被告の総括文書（甲Ａ４５）には、不十分ではあるが、随所に過去の安全軽視の経営

姿勢について反省を示している。原告らが主張した種々の被告の非難性は、被告自身も認めて

いるものであって、極めて的確な指摘であるということである。

（イ） 原子力発電の安全に関する提言・申入れを行った市民団体に対する対応に見る被告
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の悪質性

　ａ　被告は、事故が起こることを念頭に、あえて人口密度が低く、大都市から離れたａｃ町

に目を付け、第一次産業中心で、産業が零細な点に付け込み、切り崩しと取り込みを行って、

ａｃ町を「原発銀座」へと変貌させた。福島原子力発電所が設置されている、福島県のいわゆ

るｄｎ地域には、本件事故以前から、本件事故のような原発の過酷事故を回避するため、何度

となく被告に対して地震・津波対策をとるよう警告し、申入れを行ってきた市民団体がいくつ

か存在する。

　その一つが、昭和４８年に結成された「ａｈ’会」（結成時は「ｄｏ会」、その後「ｄｏ’

会」、さらに、東日本大震災後に「ａｈ会」と改称、以下、時期を問わず「ａｈ」という。）

であり、昭和６２年から分離前相原告ａｇが代表を務めている。

　分離前相原告ａｇらは、被告に対し、事故が起きるたびに、抜本的対策をとるように何度も

申入れを行い、過酷事故を未然に防ごうと努力してきた。

　また、被告は、平成１７年の時点において、チリ津波級の津波をわずかでも上回る規模の津

波が福島第一原発を襲った場合、引き潮時には各海水ポンプのほとんどが使用不可能となるこ

と、高潮時には水没する可能性がある海水ポンプがあることを認識していた。各海水ポンプ

は、その用途に応じて「原子炉補機冷却用」から「非常用ディーゼル発電機（冷却用のこ

と）」、「格納容器冷却用」まで複数ある。このうち非常用ディーゼル発電機冷却用について

いえば、これが機能を喪失することにより非常用ディーゼル発電機が機能を失い、過酷事故の

際に直ちに深刻な事態に進展する危険をはらんでいる。本件事故においても、空冷式の非常用

ディーゼル発電機が設置されていた福島第一原発６号機については機能喪失を免れたが、水冷

式の非常用ディーゼル発電機は全て機能を失った（甲Ａ７・８６頁）。

　ところが、ａｈからの指摘を受けた被告の対応は、極めて不十分なものである。被告は、引

き潮時に取水不能となるポンプがあることを認めながら、ポンプの損傷を防ぐためにポンプを

停止し、原子炉圧力抑制室内の貯水を利用して時間を稼ぐというのであるが、これは短時間の

電源喪失しか想定しないものである。

　海水ポンプの運転が可能な状況に回復しなければ、数時間のうちに（被告の試算では、２時

間の取水困難を前提として、貯水により８時間冷却機能を確保するというものにすぎない。甲

Ａ７２９）、冷却材を喪失し、冷却機能を喪失する。また、水没する可能性のある福島第一原

発６号機については既に２０ｃｍのかさ上げ工事で対処済みというが、これは想定される津波

高さをわずかでも超える津波が襲来した場合には危険が生じることを前提としている。

　以上を踏まえると、被告は、ａｈの指摘も踏まえて、東電想定津波の津波をわずかでも上回

る規模の津波が福島第一原発の敷地を襲った場合には、海水ポンプが機能を喪失し、冷却機能

が失われて過酷事故に至る可能性があることを十分に認識していたというべきである。

　それにもかかわらず、被告は、事故対策の要求や是正の要求には、全く聞く耳を持たず、稼

働率を経営課題と設定し、事故対策を長年にわたり怠ってきた。

　このような長年にわたる申入れを無視し続けてきた被告の姿勢は、ａｃ町の住民全てを侮辱

し、住民らの犠牲の上で、自己の経済的利益のみを追求するものであって、極めて悪質であ

る。

　ｂ　以上の主張は、被告が、ｄｐ地域（ｃａ地域とａｃ地域との総称）を原発立地地域とし

て選出した経過、福島県ｄｎ地域の市民が、被告に対して福島原発の地震・津波による危険性

を具体的に指摘し、警告を繰り返してきた事実を明らかにし、同時に、市民団体との交渉過程

において、被告がチリ津波級の津波をわずかでも上回る規模の津波によって冷却機能が喪失

し、過酷事故に至る可能性を具体的に認識していたことを主張するものである。そして、本件

事故をもたらす程度の地震・津波に関する被告の知見に関する原告らの主張を敷えんし、被告

の過失責任を明らかにするとともに、再三にわたる具体的な警告にもかかわらず聞く耳を持た
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なかった姿勢を改めて明らかにすることで、その悪質性を主張するものである。

（５） 財物損害について

ア はじめに

本件事故は、原告らの居住地域に放射能物質を降らせ原告らの所有財産を放射能汚染により

使用できなくさせた。また、原告らは時間的余裕のないまま避難を余儀なくされたことによ

り、居住用不動産及び家財道具一式は手入れができないまま長期間放置され、財産的価値と生

活の基盤としての機能を全面的に喪失した。

　従前の生活基盤を失わせ、避難先又は帰還先での生活基盤を一から構築せざるを得ないとい

う本件事故の被害実態を考慮すれば、本件事故による居住用不動産の損害に対しては、被害者

がそれぞれの移転先において生活基盤を回復できるだけの賠償、すなわち当該移転地での生活

基盤の再取得価額の賠償がなされなければならない。

　不法行為制度は原状回復を目的とする制度であるところ、本件のように生活の基盤を奪われ

た場合には、被害者に従前と同等の生活を再構築するために必要な費用を賠償することが必須

であり、それが原状回復の理念に沿うからである。

イ 居住用不動産について

（ア） 再取得価格賠償の必要性

居住用不動産は、その代替性の低さや生活と関連して生ずる場所的限定性によって、再調達

が困難なものであり、一般的には、買い換えを前提としない。したがって、本件事故により居

住用不動産の買い換えを余儀なくされるということは、単に、予定していたより早い時点で買

い換えるというものではなく、本件事故さえなければ不要であった買い換えを迫られるという

ことを意味する。さらに本件事故により、広範囲に居住不可能な状況が生じたために、その周

辺地域の適地の不動産価格が上昇しており、本件事故前の交換価値を前提とする賠償によって

は、同程度の不動産を取得するのは困難であるという事情が生じている（なお、この事情自体

が本件事故のもたらした影響である。）。

　したがって、本件の居住用不動産の被害については、新たな土地での再取得価格賠償をする

ことが必要かつ相当である。

（イ） 原賠審の審議経過

原賠審は、居住用不動産の賠償額算定について、指針を策定しているが、そこでは、当初

は、本件事故発生直前の価値を基準として算定するとして、交換価値アプローチが採用され

た。しかし、これに対しては、このような方法によって算定された賠償額では、避難者が新た

に居住を確保することができないという強い批判があり、原賠審は、後に中間指針第四次追補

において、「住宅確保にかかる損害」を認めた。

　この追補は、事実上、原状回復アプローチによる是正を認めたものと解するのが自然であ

る。この点について、ｄｑ教授は、「第四次追補の指針は、第二次追補の指針とセットになる

ことで、まさしく帰還困難区域の居住用不動産について生じた損害について、原状回復費用ア

プローチを認め、上記の具体的計算方法を採用するものだと評価することができる。すなわ

ち、第二次追補で、旧不動産の交換価値が賠償の対象とされ、さらに、第四次追補で、それと

再調達した不動産との差額を賠償の対象とすることで、結果的に、再調達不動産の価格が賠償

の基準とされているのである」とする。この理解は、交換価値アプローチで算定された賠償額

では、被害者が新たに居住を確保することができないという強い批判を受けて追補が出された

という原賠審の審議経過から見ても、妥当なものである。

（ウ） 損害額の計算

ｄｐ地域等の多くの被害者が本件事故前まで５００ｍ
2
以上の広大な土地に広大な居宅を建て

て暮らしていた（５００ｍ
2
という面積は、ｄｐ地域の平均的な宅地面積（４５３．６４ｍ

2
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甲Ａ５４５）を参考にしたものである。）。そのため、そのような被害者らについては、本件

事故がなかったならばあったであろう状態を回復するためには、５００ｍ
2
以上の宅地の再取得

を可能とする必要がある。

　また、多くの被害者は、福島県都市部に移り住んでいることから、居住用不動産の再取得価

格賠償の宅地単価は、これらの福島県都市部の平均価格である１ｍ
2
当たり４万３０００円（甲

Ａ５３６、甲Ａ５７８・３頁）を基準とするのが合理的である。そして、本件事故前の宅地の

うち５００ｍ
2
を超えた部分については、本件事故当時の時価（平成２２年度固定資産税評価額

×１．４３倍）で算定することとする。

他方で、本件事故前、５００ｍ
2
未満の宅地に居住していた者については、少なくとも、全国

平均の宅地価格（フラット３５による。甲Ａ３３）相当以上の再取得価格賠償とするのが相当

である。

　その算定式は以下のとおりである。

（５００ｍ
2
以上の宅地）

５００ｍ
2
×福島県都市部の宅地単価４万３０００円＋（本件事故当時の居宅面積－５００ｍ

2
）×（単位面積当たりの固定資産税評価額×１．４３）

（５００ｍ
2
未満の宅地）

　〈１〉本件事故当時の宅地面積×福島県都市部の宅地単価４万３０００円、又は〈２〉１３

６８万８０００円（フラット３５）のうち、いずれか大きい方。

　（居宅）

フラット３５（２２３８万円）＋（本件事故当時の床面積－フラット３５の基準となる１１

５．３ｍ
2
）×平成２３年度の平均新築単価（１５万８８００円））

ウ 家財道具について

原告らが日常生活に用いていた家財道具は、放射能による汚染、強制避難により管理不能の

うちに生じたカビ・湿気・雨漏り・獣害による劣化・毀損、窃盗による持ち去り、家屋解体に

伴う家財の処分等により、そのほぼ全てが物理的、経済的に滅失した。

　通常、家財は様々な動産を含みそれらが有機的に利用されることによって日常生活が成り

立っており、個々の動産についてその損害額を主張立証することは不可能である。また、個々

の動産は、使用済みの中古品であり交換価値に乏しい場合が多いため交換価値で評価すること

は不適切である。

　また、原告らは、避難先での日常生活を営むために家財一式の購入が必要不可欠であったと

ころ、避難時に購入した家財道具はとりあえず間に合わせに入手したもので、安価なものが多

く、原告らが所有していた家財道具に代替するものではない。それゆえ、避難生活用に購入し

た家財道具と本項目の損害は明確に区別されるべきである。

　家財道具の損害の算定については、損害保険料率算出機構『地震保険研究１３家財の地震被

害予測手法に関する研究（その１）家財の所有・設置状況に関する調査』（２００７〔平成１

９〕年１１月）１８２頁「表Ⅴ－１世帯の家財所有額　算出結果総括表［万円］」（甲Ａ３

５・１８２頁）を用いるのが相当である。
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エ 具体的な請求額

財物損害に係る各原告の具体的な請求額は、別紙４「原告ら請求額等目録」の「居宅」「宅

地」「家財」欄にそれぞれ記載した額である。

（被告の主張）

（１） 原告らの主張する被侵害利益の捉え方及び慰謝料の算定の誤り

ア 「故郷」に関する利益は不法行為における損害賠償の対象となる「法律上保護される利

益」に当たらないこと

（ア） 「故郷」に関する利益はその外延のみならず中核的な内容すら不明確であり、法律

上保護される利益といえないこと

　ａ　「故郷」なる概念は権利としての外延はもとより、その中核すら不明確であること

　原告らは「故郷」に関する利益の内容・範囲について必ずしも明確に定義をしているもので

はないが、原告らは、「自然環境」「経済」「文化（社会・政治）」といった「複数の要素か

らなる」「諸条件」、「日常生活と生業を営むために必要なあらゆる条件であり、人間が日々

年々営み（自然との間の物質代謝）を通じてつくりあげてきた家屋、農地などの私的資産、各

種インフラなどの基盤的条件、経済的・社会的諸関係、環境や自然資源などを含む一切」、あ

るいは「地域生活」「職業生活」「自宅・家族生活」「地域の自然」「精神的なよりどころ」

であるなどと主張する。

　しかし、原告らが主張する「故郷」に関する利益なるものは、法律上保護される利益とみる

には、その利益の客体・内容の面からみても、あるいは利益帰属主体の面からみても、余りに

不明確である。

　すなわち、まず利益の客体・内容の明確性の面からみて、原告ら各自がそれぞれの「自然環

境」「経済」「文化（社会・政治）」「基盤的条件」「経済的・社会的諸関係」「地域生活」

「職業生活」「自宅・家族生活」の中で生活を送っていたとしても、当該地域の住民各自の権

利として、それらの「諸条件」を利用する排他的な権利が当然に認められるものではない。こ

れらの内容は多種多様であって、例えばこれらのうち「自然環境」など一つをとっても、具体

的にどのような内容がその対象となるもので、どのような利益の限度でそこから得られる効用

を法律上保護される利益とみることができるのか、全く不明である。
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　次に、利益帰属主体の明確性の面からみても、特定の地域に「自然環境」「経済」「文化

（社会・政治）」「基盤的条件」「経済的・社会的諸関係」「地域生活」「職業生活」「自

宅・家族生活」からなる一定の事実状態があったとしても、地理的にいかなる範囲の住民を利

益帰属主体としてみるのか、あるいは時的にみて、本件事故時点の住民であれば足りるのか、

一定年数以上当該地域で生活をしている者に限られるのか、将来移住することを具体的に予定

している者にも利益の帰属が認められるのか、現在は他の地域に居住しているものの当該地域

で生まれ育ったような者はどうなのかなど、利益帰属主体となり得る範囲を画すること自体に

無理がある。

　そもそも原告らは「（諸）条件」なるものを「故郷」に関する利益の説明として述べるが、

周囲の環境や状況が一定の「（諸）条件」にあることによって利益を受けていた者があるとし

ても、「（諸）条件」などというものは変化することをむしろ前提とするものであって、不変

であることは何ら保障されるものではなく、「（諸）条件」が法律上保護されるとは到底解し

得ない。

　さらに、原告らは「故郷」に関する利益の要素として「精神的なよりどころ」をも挙げる

が、「故郷」に対する思い入れの内容や程度、それが「精神的なよりどころ」といえる存在で

あるかについては個々人によって様々であって、「故郷」を「精神的なよりどころ」と位置付

け、そこに価値を見出すか否か、価値を見出すとしてもどの程度重んじるかは個々人の価値観

等によって大きく異なる。このように、住民一人一人の「故郷」への想いが千差万別である以

上、「故郷」の変容が住民に精神的な損害を与えたという決め付け自体が不可能というべきで

あって、「故郷」は「正当な理由がない限り侵してはならないもの」という観念さえ共有され

ているものではなく、独立した法的利益として、あるいは当然に侵害されるべきでないものと

性格付けるための基本的な共通認識がないといえ（乙Ｂ１６３・２２、２３頁）、判例上も、

この種の個人の思いや心情などは、法律上保護される利益として認められていない。

　このように、原告らの主張する「故郷」に関する利益は、外延（広がり）が不明確であるば

かりか、その意味する中核的内容すら明確でなく、他の法益と独立に法律上保護される利益と

捉えることは到底できない。

　ｂ　「故郷」に関する利益なる不明確なものを法律上保護される利益とみることは他者の権

利に対する制約の観点からも問題があること

　そもそも、新たな権利を創出することは、それにより同時に他人の権利を制約することにな

り得るところ、多数の者の間の権利関係を相互の妥協のもとで調整する一般的なルールは、民

主的な立法過程において作られる必要がある。不法行為法上の新しい法益を創出する場合に

も、国民一般の注意義務の対象が新たに生成されるので、多数の者の間の権利関係を相互妥協

のもとで調整すべく、民主的な立法過程を経る必要があるのが原則であり、立法過程を経ず

に、裁判所が法的利益を創出することはできず、既に広く国民一般の間で疑問なく受け入れら

れた利益を追認することにとどまる（最高裁昭和４４年１２月２４日大法廷判決・刑集２３巻

１２号１６２５頁（みだりにその容ぼう・姿態を撮影されない自由を認めたもの）、最高裁昭

和５６年４月１４日第三小法廷判決・民集３５巻３号６２０頁（前科をみだりに公開されない

利益を認めたもの）など参照）。

　判例においても、法令に手掛かりのない利益は一般に法律上保護される利益とは認められて

おらず、例えば、県文化財保護条例に基づく遺跡の史跡指定解除処分に対する取消請求に関

し、国民の文化財享有権を根拠に原告適格が認められるかが問題となった最高裁平成元年６月

２０日第三小法廷判決・最高裁判所裁判集民事１５７号１６３頁において、「文化財享有権な

る観念は、いまだ法律上の具体的権利とは認められない」と判示されている。

　また、「景観利益」について法律上保護される利益であると認めた最高裁平成１８年３月３

０日第一小法廷判決・民集６０巻３号９４８頁も、景観の保護を目的とした法律や条例が制定
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されていることを理由に挙げて、「法律上保護に値する」と判断しているもので、「景観利益

の保護は、一方において当該地域における土地・建物の財産権に制限を加えることとなり、そ

の範囲・内容等をめぐって周辺の住民相互間や財産権者との間で意見の対立が生ずることも予

想されるのであるから、景観利益の保護とこれに伴う財産権等の規制は、第一次的には、民主

的手続により定められた行政法規や当該地域の条例等によってなされることが予定されている

ものということができる」と述べている。

　このような観点から原告らの主張する「故郷」に関する利益について検討すると、「故郷」

に関する利益なるものは、法規制によって維持されることが保障されているものではなく、む

しろ、原告らのいうような「自然環境」「経済」「文化（社会・政治）」「基盤的条件」「経

済的・社会的諸関係」「地域生活」「職業生活」「自宅・家族生活」等の「諸条件」は一定の

状態で長期間固定されたまま存在するものではなく、不断に変化するものである。そうである

以上、その地域に居住する住民において、あるいは個々人において、それが長期的に保持し得

ることを期待できるものでもなく、特定の個人がある時期にある場所においてこれらの「諸条

件」のもとで一定の利益を得ていたとしても、それは一定の条件が備わっていたことによる反

射的利益にすぎないものであり、仮に当該個人がそのような条件が将来にわたって継続される

ことを望み、期待していたとしても、それはあくまで事実上の期待にすぎず、それを法的保護

に値する期待とみることはできない（乙Ｂ１６３・２１～２３頁）。

（イ） 「故郷」に関する利益は個人に帰属する利益ともみられないこと

原告らのいう「故郷」に関する利益は、個人を取り巻く生活環境の全般を指すものとも理解

されるが、生活環境に関する利益は、それを利益と観念するとしても、不特定多数者の集団的

利益又は一般的公益に属する利益にすぎず、これを住民個人に帰属する法律上保護される利益

とみることもできない。

　この点、自転車競技法４条２項に基づく場外車券販売施設の設置許可に対する取消請求の事

案に関する最高裁平成２１年１０月１５日第一小法廷判決・民集６３巻８号１７１１頁におい

ては、原審が、当該施設の周辺住民等に、違法な場外施設の設置許可に起因する善良な風俗及

び生活環境に対する著しい被害を受けないという具体的利益があると認めたのに対し、これを

破棄し、「場外施設が設置、運営された場合に周辺住民等が被る可能性のある被害は、交通、

風紀、教育など広い意味での生活環境の悪化であって、その設置、運営により、直ちに周辺住

民等の生命、身体の安全や健康が脅かされたり、その財産に著しい被害が生じたりすることま

では想定し難いところである。そして、このような生活環境に関する利益は、基本的には公益

に属する利益というべきであって、法令に手掛りとなることが明らかな規定がないにもかかわ

らず、当然に、法が周辺住民等において上記のような被害を受けないという利益を個々人の個

別的利益としても保護する趣旨を含むと解するのは困難といわざるを得ない。」として、生活

環境に関する利益が個々の周辺住民の個別的利益ではないと判示している。

　また、原告らが「故郷」に関する利益の要素として挙げるもののうち、「基盤的条件」は、

地域の生活インフラの状態を指すものであると理解されるが、地域の生活インフラの維持・充

実はその多くが国や自治体の行政裁量の下、有限の予算の中で実施されるものであり、個人が

国や自治体に対して、（生存権の保障の範囲で不可欠な生活インフラが維持されるべきである

としても、それを超えて）生活インフラを一定の状態のままで維持することを求める権利はな

いといわざるを得ず、まして、一私人（法人）に対してそれを求める権利がないことは明白で

ある。

　したがって、「故郷」に関する利益を原告らが挙げる要素のうち地域の生活インフラを構成

する要素に着目したとしても、個人に帰属する利益とは認められない。

イ 仮に「故郷」に関する利益を法益と見たとしても、避難指示解除後「相当期間」が経過

した後においては「故郷」に関する利益の違法な侵害が継続しているとは評価し得ず、また本
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件事故と生活基盤が回復しないこととの相当因果関係も認められないこと

（ア） 避難指示解除後「相当期間」が経過した後においては、「故郷」に関する利益に対

する違法な侵害が継続しているとは評価し得ないこと

　ある利益が法律上保護される利益と認められる場合も、常に絶対的な保護を受けるとは限ら

ず、その利益の性質如何によっては、加害行為の態様との相関関係により不法行為の成否が決

せられる。「景観利益」が一定の場合に法律上保護される利益と認めた前掲・最判平成１８年

３月３０日も、景観利益の侵害が認められるための要件として、「ある行為が景観利益に対す

る違法な侵害にあたるといえるためには、少なくとも、その侵害行為が刑罰法規や行政法規の

規制に違反するものであったり、公序良俗違反や権利の濫用に該当するものであるなど、侵害

行為の態様や程度の面において社会的に容認された行為としての相当性を欠くことが求められ

ると解するのが相当である。」と判示している。

　原告らのいう「故郷」に関する利益についても、これに対する違法な侵害に当たるといえる

ためには、加害行為の態様として、「少なくとも、その侵害行為が刑罰法規や行政法規の規制

に違反するものであったり、公序良俗違反や権利の濫用に該当するものであるなど、侵害行為

の態様や程度の面において社会的に容認された行為としての相当性を欠くことが求められる」

こととなる。

　そこで、侵害行為の態様をみると、被告においては、本件事故のような事態に至るのを避け

るための措置を講じていた（したがって故意や重過失がないのはいうまでもない。）のは無論

のこと、本件事故後もまさに「故郷」に関連する利益が失われないように、国や自治体の除染

等事業への協力や復旧作業を行うほか、被害者に対しては帰還に必要な移動費用や新たな住居

取得のための費用も賠償し、さらには自治体等に対する除染費用等の賠償を行っていた。その

ほかにも、延べ人数で５０万人に及ぶ従業員らによる復興推進活動（現地での清掃・片付け、

除草・除雪等の作業の手伝いのほか、一時帰宅者の受付や見回り活動等）や延べ約４０万人に

も及ぶ除染等推進活動（除染に関する現地調査等）も行っており（乙Ｂ１９５）、地域の環境

的条件の回復に向けた各種の措置を講じていた。

　他方、本件事故による避難を余儀なくされるのは避難指示の期間に限られており、避難指示

が解除されて以降は、元の居住地に帰還し生活するという選択が可能となる。避難を余儀なく

された住民が元の居住地に帰還するにあたっては、その準備期間として「相当期間」の猶予が

必要であるとしても、そのような猶予期間は（就労や就学上の都合を踏まえても）通常は１年

あれば足りると考えられる。

　そうすると、侵害行為の態様との相関関係で「故郷」に関する利益の侵害をみた場合、遅く

とも避難指示解除後１年の「相当期間」が経過した後は、本件事故による「生活基盤」の侵害

行為が「刑罰法規や行政法規の規制に違反するものであったり、公序良俗違反や権利の濫用に

該当する」ような要素は全くないといえる。なお、中間指針第四次追捕は、「中間指針におい

て避難費用及び精神的損害が特段の事情がある場合を除き賠償の対象とはならないとしている

『避難指示等の解除等から相当期間経過後』の『相当期間』は、避難指示区域については、１

年間を当面の目安とし、個別の事情も踏まえ柔軟に判断するものとする。」とし、避難指示解

除後の「相当期間」の目安を１年と定めている（乙Ｂ９・４～５頁）。

　この点、Ｎ地区に関しても、避難指示解除後の状況をありのままにみれば、実際には、避難

指示の解除に伴い学校や医療機関、小売業の店舗等が相当数再開され、人口に関しても避難指

示解除直後の平成２９年４月１日時点で１０２人、避難指示解除から１年の「相当期間」が経

過した同３０年４月１日時点で３０２人が現にＮ地区に帰還して生活を送っており（乙Ｂ１９

６。なお本件事故時点での人口は１２５９人（乙Ｂ１９６））、本件事故時点での人口からは

減少しているものの、同地区で現に日常生活を送っている人々が相当数あることが確認され

る。すなわち、Ｎ地区の生活基盤は日常生活を送ることに支障を生じない程度に整備されてお
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り、現にそのような生活基盤の中で相当数の住民によって生活が営まれていることとなる。こ

のような地域のありようからすれば、遅くとも避難指示解除後１年の「相当期間」が経過した

時点では、同地区に居住する住民各人の法益が本件事故により違法に侵害された状況は解消さ

れているといえる。

　以上により、遅くとも避難指示解除後１年の「相当期間」が経過した後においては、「故

郷」に関する利益に対する違法な侵害が継続しているとは評価し得ない。

（イ） 避難指示解除後１年の「相当期間」が経過した後に生活基盤が回復しないとしても

そのような状態と本件事故との相当因果関係は認められないこと

　また、相当因果関係の観点からも、避難指示解除後「相当期間」が経過した後の地域の状況

に関し、本件事故による法律上保護される利益の侵害はない。すなわち、避難指示が解除され

た後「相当期間」が経過した時点以降の状況が本件事故時点の状況まで戻らないとしても、そ

れは住民であった者らの一部が各自の判断として帰還しないこととした結果によるものであっ

て、本件事故によるものではない。

　この点、避難先において生活基盤を確立したこと等により、元の居住地の生活基盤の整備状

況のいかんにかかわらず他所に移住をする判断をする者もいる一方、帰還をするという選択肢

を検討するに際しては、元の居住地の生活基盤の整備状況がその判断に影響すると考えられる

ところ、生活基盤の整備状況は国や自治体等による行政的な施策や自主的な町づくり等に多分

に依拠するものである。したがって、避難指示解除後の「相当期間」が経過した後の生活基盤

が本件事故時点の状況まで完全に回復しないとしても、それが本件事故から直ちに帰結される

ものではないし、本件事故と生活基盤が回復しないこととの間の相当因果関係も認め難い（乙

Ｂ１９７・２５、２６頁）。その上で各住民における各自の判断として帰還しないとの決定を

選択することについて、被告はコントロールできない以上、各住民における選択の結果、帰還

者が少ないこと（特に若い世代が少ないこと）について、これを被告の責任に帰することはで

きない。

　これを本件訴訟についてみると、原告らは、Ｎ地区には避難指示の解除後も避難者が戻らな

い状況が続いているとし、住民の帰還が進まないことを「故郷」に関する利益の侵害の内実を

示す事情の一つとして述べる。しかしながら、住民による避難の実施自体が本件事故に起因す

るものであるとしても、避難指示解除後に元の居住地に帰還するか、あるいは避難先で新たに

築いた生活を維持しそこに定住（移住）するかについては、各住民がそれぞれに判断する事項

であるほか、居住者数の減少は本件事故以前からの長期的な傾向の延長であるという側面もあ

り、本件事故の放射線の作用によってＮ地区に居住し得ないことによるものではない。他方、

Ｎ地区の人口が本件事故時点の水準にまで戻っていない事実はあるものの、前述のとおり、避

難指示解除後１年の「相当期間」が経過した後も帰還しない者があるとしてもそれは各自の判

断によるものであって、その結果人口に減少が生じたことを被告の責任に帰することはできな

い。

　そもそも人口が増加することが単純に当該地域の住民にとっての生活上の効用を高めるとい

えるか自体に疑問が存するものであり、結局のところ、原告らが主張するのは近隣住民の数や

構成が変化することによるいわばノスタルジックな感情が害されたという限度を超えるもので

はない。

（ウ） 小括

以上により、仮に「故郷」を法律上保護される利益とみたとしても、遅くとも避難指示解除

後１年の「相当期間」が経過した後においては、「故郷」に関する利益に対する違法な侵害が

継続しているとは評価し得ない。また「相当期間」経過後に生活基盤が回復しないとしても、

これによる精神的苦痛と本件事故との間には相当因果関係が認められない。

ウ 仮に「故郷喪失・変容」による精神的苦痛を慰謝料額で評価するとしても、「避難慰謝
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料」の余剰分が斟酌される必要があること

　上記アのとおり、「故郷」に関する利益は不法行為における損害賠償の対象となる「法律上

保護される利益」にあたらないが、仮に原告らが「故郷喪失・変容」として主張する精神的苦

痛を損害として評価するとしても、被告の自主賠償基準による精神的損害の賠償には余剰分が

生じていることが斟酌される必要がある。

　被告は、中間指針等を踏まえた自主賠償基準により、本件事故から８５か月間にわたり月額

１０万円の計算による金額（各自８５０万円）を精神的損害として賠償している。ここで、計

算上の対象期間とされている８５か月間は、Ｎ地区に関していえば、本件事故から避難指示が

解除された平成２９年３月末までの７３か月間分に加えて、上記で述べた「相当期間」として

の１年（１２か月）分を含んでいる。

　この点、本件事故による避難を余儀なくされるのは避難指示の期間に限られ、避難指示が解

除されて以降は、元の居住地に帰還し生活するという選択が可能となる。そのため、「避難」

に伴う精神的苦痛自体に対する慰謝料はその性質上、従前の生活の本拠地への帰還が可能と

なった時点で賠償の終期を迎えると解されるのであり、避難指示解除後１年の「相当期間」に

ついて被告が中間指針等を踏まえた自主賠償基準により支払っている精神的損害は、帰還後に

生じるべき居住地の変容に伴う不便さに対する慰謝に充てられるものと解するほかない。

　そして、中間指針等では、慰謝料を月額１０万円と定めるに当たり、本件は負傷を伴う精神

的損害ではないことを勘案しつつ、自動車損害賠償責任保険における慰謝料（日額４２００

円。月額換算１２万６０００円）を参考としているもので、本件事故後間もない時期の精神的

苦痛に対するものとしても十分な水準にある上、「避難」に伴う精神的苦痛は当初は大きいが

時間の経過とともに低減すると考えられることから、精神的損害の額は、避難指示解除（平成

２９年３月３１日）までの７３か月分としては７３０万円を相当程度下回る金額になるはずで

あり、本件事故当初に比して精神的苦痛が軽減されている度合いに応じ、既払いの慰謝料には

余剰部分が生じているとみることができる。

　したがって、仮に原告らが主張する「故郷喪失・変容」による精神的苦痛を損害として評価

し、かつ（避難に伴う精神的苦痛自体に対する慰謝料はその性質上、避難指示解除時点で賠償

の終期を迎え、避難指示解除後１年の「相当期間」について被告が支払っている精神的損害

は、帰還後に生じるべき居住地の変容に伴う不便さに対する慰謝に充てられるものと解するほ

かないが、仮にこの点を措いて）原告らが主張するように避難指示解除後にも現実の帰還まで

は避難に伴う精神的損害の発生が継続すると敢えて考えたとしても、その金額の算定に当たっ

ては、被告の自主賠償基準に基づく精神的損害の賠償において生じている余剰分との関係が考

慮される必要があり、「故郷喪失・変容」に対する評価部分がこの余剰分を超えるものでなけ

れば、未払いの慰謝料は生じない。このような考慮を経ることなく慰謝料の認定がなされるこ

とがあってはならない。

エ 「損害」の評価における原告ら主張の誤り

（ア） 中間指針等を踏まえた自主賠償基準による賠償が「最低限度の賠償」であって、こ

れによる賠償対象とされていない要素があるとの主張の誤り

　ａ　中間指針等を踏まえた自主賠償基準による賠償は「最低限度の賠償水準」を定めたもの

ではなく、類型的に想定し得る「最大限」の範囲を網羅した水準の金額を示すものであること

　中間指針等は、原子力損害の賠償に関する「当事者による自主的な解決に資する一般的な指

針」として、原賠法に基づき設置された原賠審により策定されたものである（原賠法１８条１

項）。原賠法がこのような指針の策定を予定しているのは、以下の理由による。

　すなわち、ひとたび原子力損害が生じれば、極めて多数の被害者が生じることが想定される

ところ、それらの被害者に対して裁判における厳格な主張・立証手続を経て個別に相当因果関

係の範囲内の損害であるか否かを判定した上で賠償する対応をとっていたのでは、被害者の迅
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速な救済をなし得ないことから、一定の定式化が可能な範囲で損害を「擬制」した形で自主賠

償の扱いをすることで、はじめて円滑かつ公平な賠償を確保し、被害者の迅速な救済を達成す

ることが可能となる。また、多数の被害者が被害の救済を求めて訴訟を提起すれば、訴訟が頻

発して裁判所の処理能力を超え司法機能が停滞する事態となることが想定されるが、そのよう

な事態となれば、原子力事故に関係のない一般事件の解決をも遅延させる状態を生じさせるこ

ととなる。自主賠償による解決の促進は、そのような事態を回避することをも企図している。

このように、中間指針等は、被害者の迅速な救済を達成することのほか、司法機能の停滞を回

避する機能を担うものとして策定されている。

　とりわけ、慰謝料については、「いわば内心の痛みを与えられたことへの償いを意味し、そ

の苦痛の程度を彼此比較した上、客観的・数量的に把握することは困難な性質のもの」であり

（最高裁平成６年２月２２日第三小法廷判決・民集４８巻２号４４１頁）、精神的苦痛の内

容・程度は、被害者ごとに極めて多種多様であり、その考慮要素としても、被害者の年齢、学

歴、職業、資産、収入、社会的地位等極めて多岐にわたるものが想定されているのであって、

そのような被害者各自の個別の事情を個別に認定するのでは、極めて多数の被害者に対する迅

速な救済はなし得ず、司法機能全体に対する支障も回避し得ないことから、一定の「客観的な

基準で類型化して処理する」ことが必要であり、中間指針等は、まさにそうした類型化した処

理のための一定の客観的な基準として策定されたものである（乙Ｂ１６３・１４頁）。被告の

自主賠償基準もこのような中間指針等に従って定めたものであり、原賠法が中間指針等の策定

を通じて企図しているのと同様の機能を担うものである。

　以上のように、中間指針等及びこれを踏まえた被告の自主賠償基準の機能からみても、中間

指針等は訴訟によらない当事者間での自主的な解決を図ることをその狙いとしており、被害者

が訴訟外における紛争解決に応じやすくするという観点から、訴訟において通常認定される額

よりも高額の（少なくともそれを下回ることのない）賠償額を示したものであるといえ（乙Ｂ

１６３・１３頁）、同基準に定める額の損害が被害者に「最低限」認められるような損害（最

大公約数的な損害）を定めたものでないことは明らかである。むしろ、上記の中間指針等の機

能からすれば、原賠審が定める「一般的な指針」は、大多数の者が訴訟に及ぶことのないよう

な基準である必要があるのであって、例えば、被害者が１００万人存在するとした場合、「一

般的な指針」は５０万人程度の被害者が損害填補として十分であると認識する基準（それでは

残り５０万人から訴えが提起される可能性があることになる。）ではなく、１００万人に近い

大多数の被害者にとって損害填補として十分な基準である必要があることになる。そうする

と、中間指針等に定める賠償の内容は、大多数の被害者が訴訟を選択しないとしても十分な賠

償を得たと認識するに足りるものでなければならず、賠償の対象としても賠償の額としても、

通常の被害状況として類型的に想定し得る最大限の範囲を網羅した水準の金額（大多数の者に

とって被害の填補として十分な、損害を基礎付け得る類型的要素を網羅的に織り込んだ金額）

を示すものでなければその機能を果たし得ない。

　実際に、中間指針等を踏まえた自主賠償基準による賠償実施の結果、対象となった被害者数

約１６６万人に対して、訴訟の提起に至ったのは約１万３０００人（令和２年８月末現在）に

とどまっており（約０．８％）、帰還困難区域、旧居住制限区域及び旧避難指示解除準備区域

に居住していた者に限っても、被害者数約９万人に対して、訴訟を提起した人数は約３７００

人にとどまっている（約４．１％）。このことは、大多数の者にとって損害の填補として十分

な金額水準にあるものとして受け容れる賠償額を提示していることの証左である。

　したがって、中間指針等及びこれを踏まえた被告の自主賠償基準による賠償は「最低限度の

賠償水準」を定めたものであるとの原告ら主張は誤りである。

　ｂ　損害をその費目・名目により細分化し、中間指針等で評価し尽くされていない精神的損

害を殊更に見出そうとすることは損害算定の誤った捉え方であること
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　原告らは、「中間指針等は、原告らが主張する避難慰謝料及び故郷喪失損害の要素のうち、

一部のものしか賠償の対象として」おらず、特に、「故郷喪失・変容慰謝料」の要素は賠償対

象に含まれていない旨主張する。

　しかし、そもそも人がなんらかの精神的苦痛を受ける場合には、その精神が一体として影響

を受けるものであり、受けた苦痛についてその内容ごとに細分化し、あるいは一定の時間で区

切って評価することは本来的に不可能である。換言すれば、精神的苦痛はその性質上、細分化

ができないものである。

　そして、上記ａで述べたような中間指針等の機能に鑑みても、その定める慰謝料が精神的苦

痛のうち一部の要素のみに向けられ、「故郷喪失・変容慰謝料」の対象となる精神的苦痛の基

礎事情を慰謝料の考慮事情から類型的に排除し、賠償対象外としているなどということはあり

得ない。むしろ中間指針等に定める慰謝料は、相当期間にわたる避難により元の居住場所の周

辺環境が一定程度変容することも含め、類型的に想定される本件事故前後の生活状況・生活環

境の変化による不便やストレスなど一切の精神的苦痛を織り込んだものであることは明らかで

ある。

　このことは、中間指針等を策定した原賠審において、避難者の精神的苦痛を基礎付ける要素

として、「避難生活の不便さ」の他にも、「平穏な日常生活の喪失」や「自宅に帰れない苦

痛」が挙げられており（乙Ｂ４１）、中間指針等自体が慰謝料の対象となる精神的苦痛として

「地域コミュニティ等が広範囲にわたって突然喪失し、これまでの平穏な日常生活とその基盤

を奪われ、自宅から離れ不便な避難生活を余儀なくされた上、帰宅の見通しもつかない不安」

を挙げていること（乙Ｂ５・２１頁）からも裏付けられる。

　また、請求者が中間指針等に定める項目と異なる費目・名目のもとで請求しさえすれば中間

指針等が賠償対象としていない損害の賠償請求が認容されるとするならば、多数の者がそのよ

うに費目・名目を異にする請求を行うことになってしまい、結局のところ、上記ａで述べたよ

うな中間指針等の機能が果たせなくなる。

　したがって、損害をその費目・名目により細分化し、中間指針等及びこれを踏まえた自主賠

償基準による慰謝料の対象を精神的苦痛の要素のうち一部のみに限定されたものと捉え、それ

では評価し尽くされていない精神的損害を殊更に見出そうとする原告らの損害の捉え方そのも

のが、根本的に誤っている。

（イ） 原告らの主張する「故郷喪失慰謝料」の要素をみても、別途の損害として賠償の対

象とすることは同一の考慮要素を二重・三重評価し過大な慰謝料額の認定を招くこと

　ａ　「故郷喪失慰謝料」を別途に評価することは慰謝料額の認定方法として不適切であるこ

と

　大多数の被害者が訴えを提起していない事実からも、原告らが指摘するような慰謝料の要素

を勘案したとしても支払済みの慰謝料で不足があるわけでなく、（特別な事情から基準を上回

る慰謝料額が個別・例外的に主張立証された場合を除き）中間指針等に定める額で損害が評価

し尽くされていることは明らかである。

　この点、原告ら自身、本件での請求における被侵害利益は（慰謝料の名目を問わず）平穏生

活権、人格発達権であるとし、その上で、慰謝料の考慮要素として以下を挙げている。

　（避難慰謝料）

（a）避難所の劣悪な環境

（b）先行きの展望のなさ、情報不足、避難先地域住民とのコミュニケーションの困難（見知

らぬ土地での生活上の不安）

（c）避難行動の際における放射線被ばくによる健康不安やこれによって自らや同郷者に対す

る故なき社会的差別がされることへの不安（被ばくによる不安・差別）

（d）失業、生きがいのない無為な生活（仕事や生きがいの喪失）
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（e）家族と別々の避難、子世代の遠方避難（家族の離散）

（f）被害者同士等のあつれき

（故郷喪失・変容慰謝料）

〈１〉地域生活の破壊

〈２〉職業生活の喪失

〈３〉自宅・家族生活の破壊

〈４〉地域の自然との関わりを享受する故郷の破壊

〈５〉精神的なよりどころとしての故郷の破壊

これら「避難慰謝料」と「故郷喪失・変容慰謝料」の要素として挙げられている項目には、

例えば「（e）家族と別々の避難、子世代の遠方避難（家族の離散）」と「〈３〉自宅・家族生

活の破壊」、「（d）失業、生きがいのない無為な生活（仕事や生きがいの喪失）」と「〈２〉

職業生活の喪失」など、明らかな重複がみられる。

　また、「故郷喪失・変容慰謝料」の要素として挙げられている「〈１〉地域生活の破壊」

は、地域の居住者が避難したことに伴う結果であって、「避難」と切り離すことができず、

「避難慰謝料」に関する考慮要素と不可分である。

　さらに、故郷喪失・変容慰謝料の要素として挙げられている「〈２〉職業生活の喪失」に関

しては、職業を失ったこと等によって生じる経済的な損失（逸失利益）について、被告は慰謝

料とは別途に就労不能損害等の賠償を実施しており、これによって損害が填補されることとな

るのであって、職業生活の喪失に関し逸失利益の賠償とは別途に慰謝料の考慮要素として殊更

に評価することは過剰な賠償を生じる。なお、就労不能損害の賠償に関し、被告は本件事故発

生から平成２６年２月までの３年間を対象期間とするほか、これに加えて、平成２６年３月以

降も就労ができておらず、就労意思のある方（就労を再開もしくは就労再開に向けた活動をさ

れている方）に対し、将来の生活に見通しをつけるための一定期間としてさらに１年の追加賠

償を行い、さらに、就労が困難となる個別のやむを得ない事情がある場合には事情に応じて個

別の対応を実施している。このような被告による就労不能損害の賠償は、裁判例においては職

業を失ってから再就職に要するまでの合理的期間について概ね１年以内と判断されていること

と比較しても極めて長期間を対象とするものであるといえる。さらに、被告は就労不能損害の

賠償について、本件事故以降に新たに就労した先の勤め先から得ている収入のうち、一定範囲

（月額５０万円を上限）については「特別の努力」により得られた収入として、賠償金から控

除せずに支払を行う取扱いをしている。このように、被告による就労不能損害の賠償は、それ

自体、被害者に極めて有利となるような算定に基づく金額となっており、慰謝料の考慮要素と

して殊更に評価する余地はない。

　以上のように、原告らが挙げる「故郷喪失・変容慰謝料」の要素をみても、「避難慰謝料」

の考慮要素との重複あるいは被告による別の損害名目での賠償との重複が生じる。上記（ア）

においても述べたように、請求者が中間指針等に定める項目と異なる費目・名目のもとで請求

しさえすれば中間指針等が賠償対象としていない損害の賠償請求が認容されるとするならば、

多数の者がそのように費目・名目を異にする請求を行うことになってしまい、結局のところ、

中間指針等はその機能を果たせなくなる。

　したがって、「故郷喪失慰謝料」という名目の下で他の損害と別途の損害として賠償の対象

とし、別途に慰謝料額を定めることは、損害額の算定方法として不適切である。

　この点、避難に伴う精神的苦痛は時間の経過に伴って平穏な生活を回復し、これにより軽減

するはずであるのに、中間指針等及びこれを踏まえた自主賠償基準においては慰謝料を時間の

経過とともに低減させることなく月額１０万円の計算に基づき精神的損害を賠償することとし

ているのは、そのような精神的損害の賠償額において（地域の居住者が避難したことに伴う）

地域生活の変容という要素も勘案しているからにほかならない。したがって、「故郷喪失・変
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容慰謝料」との名目の下、被告が支払っている慰謝料では填補されない別個の損害が生じてい

るとすることは誤りである。

　ｂ　原告らの主張する慰謝料額について

　原告らは、「避難慰謝料」として各自月額５０万円、「故郷喪失・変容慰謝料」として各自

２０００万円を請求する。

　このうち「避難慰謝料」に関しては、原告らは、避難生活による精神的苦痛を金銭的に評価

した場合、「入院慰謝料（「赤い本」別表Ⅰによる月額５３万円）に匹敵するものというべ

き」などとして、各自月額５０万円を請求する。しかし、元の居住地からの避難を余儀なくさ

れたとはいえ、避難当初の時期ですら、身体に傷害を負って医療機関等での入院生活を余儀な

くされたことによる精神的苦痛に匹敵する苦痛が生じたものとはいえないことに加え、避難生

活による精神的苦痛は避難当初の時期には苦痛が大きいものの、その後避難先での生活の落ち

着きに伴って低減するものである以上、入院慰謝料に匹敵する精神的苦痛が本件事故後の長期

間にわたり等しく生じるとは評価し得ない。

　また、「故郷喪失・変容慰謝料」として原告らは各自２０００万円を請求する。「故郷喪

失・変容慰謝料」を「避難慰謝料」とは別途に評価・算定されるべきでない旨については上記

（ア）ｂのとおりであるが、仮にこの点をおくとしても、２０００万円という金額は「民事交

通事故訴訟・損害賠償額算定基準（（財）日弁連交通事故相談センター東京支部２０１１年

版）」（いわゆる「赤い本」）記載の死亡慰謝料（一家の支柱や母親・配偶者以外の者につき

２０００～２２００万円）にも匹敵し得る水準の金額であり、避難慰謝料と別途にこのような

金額が認められる理由はない。

　以上により、原告らによる慰謝料額の主張はいずれも誤りである。

（２） 被告が支払済みの賠償額が十分なものであり、それを超える精神的損害は認められ

ないこと

ア 中間指針の機能・位置付けからは、安易に中間指針等による賠償額を超える損害が認め

られるべきでないこと

（ア） 原賠法が制度化した紛争処理システムからくる裁量の限界

精神的損害の評価・算定における考慮要素は、個々の被害者によって異なるものであり、し

たがって精神的損害の額も被害者の個別事情によって当然に異なる。このような精神的損害の

評価・算定の特殊性に照らし、精神的損害は裁判所の裁量により評価・算定される（最高裁昭

和３８年３月２６日第三小法廷判決・最高裁判所裁判集民事６５号２４１頁）。

　このような裁判所の裁量には、二つの限界がある。

　第１の限界は、精神的損害の評価・算定が被害者の個別事情に基づく裁量評価であることか

ら来る内在的な限界である。この点については、後記エ（エ）において、参考となる裁判例に

ついて述べる。

　第２の限界は、原子力損害の特殊性に照らして、原賠法が制度化した紛争処理システムから

来る限界である。

　すなわち、原子力発電所等において万一原子力事故が発生した場合、損害の発生が極めて広

範囲に及び、その損害の性質としても多種多様なものにわたり、原子力損害の賠償をめぐる紛

争が多数生ずることが予想される。そして、多数の紛争が裁判所に係属した結果、事件処理に

長時間を要し、裁判所が膨大な数の訴訟でいわばパンクすることとなり、原子力事故によって

被害を受けた多数の者の救済が遅延するのみならず、そのような事態となれば、ひいては原子

力事故とは無関係の一般の事件処理もが遅滞することは必至である。そのような事態が生じれ

ば、原子力事故の被害者のみならず、国民一般の裁判を受ける権利が害されることにもなり得

る。

　そこで、原賠法１８条１項は、「文部科学省に、原子力損害の賠償に関して紛争が生じた場
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合における和解の仲介及び当該紛争の当事者による自主的な解決に資する一般的な指針の策定

に係る事務を行わせるため、政令の定めるところにより、原子力損害賠償紛争審査会（以下こ

の項において「審査会」という。）を置くことができる。」と定め、迅速な賠償実施が可能と

なるよう、審査会の設置について規定するとともに、審査会の所掌事務として、「原子力損害

の賠償に関する紛争について和解の仲介を行うこと」（同条２項１号）と並び、「原子力損害

の賠償に関する紛争について原子力損害の範囲の判定の指針その他の当該紛争の当事者による

自主的な解決に資する一般的な指針を定めること」（同条２項２号）を掲げている。

　そして、同法は、かかる指針策定のために「必要な原子力損害の調査及び評価を行うこと」

（同項３号）をも審査会の所掌事務とし、審査会に原子力損害の調査及び評価を行わせるため

の専門委員を置くことを認めている（原子力損害賠償紛争審査会の組織等に関する政令４

条）。

　こうした法令上の定めにより、審査会は、原子力事故が発生した際には、必要かつ十分な事

実関係の調査・分析を行って審議・検討をし、原子力損害の賠償に関する紛争についての「原

子力損害の範囲の判定の指針」等を示すことによって、広範囲に及び得る原子力損害の賠償に

関する紛争の適正・迅速な解決を促進することが法令上予定されている。

　本件事故に関しても、上記のような原賠法の規定に基づき、本件事故後の平成２３年４月１

１日付けにて第一線の法学者及び放射線の専門家等の委員からなる審査会が設置され、その後

原子力損害の賠償に関する紛争の解決基準である原子力損害の範囲の判定等の指針が順次策定

されている。

　本件事故に関して設置された審査会の委員は計１０名であるが、審査会設置当時の委員の構

成としては、法律の専門家が６名（民法の研究者が３名、環境法の研究者が１名、行政法の研

究者が１名、弁護士（元東京高裁判事）が１名）であった。また、これら委員のうちの研究者

の多くは、ｄｒ村ＪＣＯ臨界事故あるいは原賠法の改正にも関与しており、中間指針等の策定

に当たってはその知見や経験が最大限活用されたといえる。

　審査会は、その所掌事務である「一般的な指針」の策定に向け、平成２３年４月に設置され

て以来、公開の場での審議を重ね、本件事故による被害の全体像について関係省庁・関係自治

体等からの聴取等を行い、その被害の実情を把握した上で、多数の被害者に対して適用される

べき原子力損害の賠償の範囲・基準について、中間指針等を策定・公表している。

　実際にも、このような経緯で策定・公表されている中間指針等は、自主的な紛争の解決にお

いて用いられ、圧倒的多数の被害者が同指針に基づく賠償を受け入れて訴訟に至ることなく紛

争が解決されている。このような訴訟外での紛争解決が促進されることにより、審査会が企図

したとおり、膨大な数の訴訟提起がなされることにより司法全体の処理容量の限界を超える事

態となることが回避されているのであって、中間指針等は本件事故に関する紛争解決に当たっ

て重要な役割を果たしているといえる。このように、中間指針等は本件事故から生じる被害に

対する現実的な司法的救済のスキームとして実際に十分に機能しているものであって、尊重さ

れるべき実質を有する（乙Ｂ１６３・４～８頁）。

　以上のような原賠法に基づく紛争審査会制度の趣旨に照らすと、審査会が定める「一般的な

指針」は、裁判所の紛争処理を遅滞させない内容を有する基準である必要が存する。すなわ

ち、中間指針等は、訴訟によらない当事者間での自主的な解決を図ることを狙いとしており、

被害者が訴訟外における紛争解決に応じやすくするという観点から、訴訟において通常認定さ

れる額よりも高額の（少なくともそれを下回ることのない）賠償額を示したものである（乙Ｂ

１６３・１３頁）。

　圧倒的多数の被害者が「一般的な指針」に定める基準による賠償を受け取ることにより損害

が填補されたと考える中で、裁判所が個別事情を考慮することなしに「一般的な指針」が定め

るよりも高額の精神的損害を認定した場合、多くの被害者が「一般的な指針」の基準を超える
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金額の賠償を求めて提訴に至ることが予想され、その場合にはもはや「一般的な指針」は機能

しなくなる。

　したがって、精神的損害の算定に当たっては、原子力損害の特殊性に鑑み、法が審査会制度

を特に定めたことから、論理必然的に、原賠法が制度化した紛争処理システムから来る裁判所

の裁量の範囲の限界があることになる。

（イ） 中間指針等を踏まえた慰謝料額は原告らの精神的損害を十分に填補する水準にある

こと

　上記のとおり、中間指針等は、原賠法１８条に基づいて設置された審査会により定められた

自主的紛争処理基準であり、裁判によらずとも迅速かつ適切な被害回復を図ることを目的とし

て策定されたものである。

　多数にのぼる被害者に対して迅速かつ適正な賠償を行うための自主的紛争処理基準としての

中間指針等の機能からすると、大多数の被害者が訴訟を選択しないとしても十分な賠償を得た

と認識するに足りる賠償額を示す必要がある。

　そして、中間指針等を「当事者による自主的な解決に資する一般的な指針」として、大多数

の被害者にとって類型的に想定し得る最大限の賠償額を示す実質を有するものとするため、審

査会は、交通事故における損害賠償の基準や実務、過去の裁判例等を踏まえて、各区域におけ

る客観的な状況や想定される精神的苦痛等の被害の実態を最大限考慮の上で、大多数の住民に

とって裁判における賠償額以上の金額となるように中間指針等を定めている。

　したがって、中間指針等が示す賠償額は、通常の被害状況として類型的に想定し得る最大限

の範囲を網羅した水準の金額（大多数の者にとって損害の填補として十分な金額）である。

　このように中間指針等が定める賠償額が大多数の者にとって損害の填補として十分な金額水

準にあることに関しては、原子力損害賠償紛争審査会の委員を務めるｄｓ弁護士（元裁判官）

が、『原発賠償中間指針の考え方』（商事法務、２０１３年）の「はしがき」において、「中

間指針に基づく賠償は、（ＡＤＲも含め）あくまで原子力損害の賠償に関する『当事者による

自主的な解決』（原賠法１８条１項）に資するための規範であり、しかも、その規模と背景に

おいて、『国家補償』の性質を帯びているといわざるを得ないことなどの特殊性があり、伝統

的な損害賠償法の理論の枠を超えているとみられる余地もあること、したがって、裁判所によ

る損害賠償請求においては、中間指針は規範性を有しないこと（賠償額が指針よりも少額にな

り得ること）に留意する必要がある。」と述べているのも、各被害者について個別にみれば損

害に当たらないものも含めて賠償を行う点を捉えて「国家補償」と表現しているものと考えら

れ、同趣旨のものと理解される。

　実際、令和２年８月末日時点で訴えを提起した被害者は全体の約０．８％（提訴者約１万３

０００人／総数約１６６万人）にすぎないとの事実が示すとおり、大多数の被害者は被告に対

する直接請求を通じて中間指針等を踏まえた被告の自主賠償基準に基づく賠償金を受領するに

とどまっており、かかる賠償によって不足があるとして訴訟提起に及んでいる被害者はごく少

数に限られている。このような観点からも、中間指針等が定める賠償額の水準は被害者に共通

する最低限の基準を示したものなどではなく、大多数の被害者において生じた損害を上回ると

被害者自身に認識されていることは明らかである。

　前述のように、法は原子力損害の特殊性に鑑み、特に審査会制度を定めたものであり、中間

指針等は、法律の定め（原賠法１８条）に基づいて設置された審査会により定められた「一般

的な指針」であることから、精神的損害の算定に当たっては、原賠法という国会が制定した

「法律」が制度化した紛争処理システムから来る限界がある。

　そして、裁判所は具体的事実に法を適用して紛争を解決することを基本的機能とするもので

あって、中間指針等を踏まえた慰謝料額によっても填補されない損害があるとして訴訟が提起

された場合には、そのような損害の発生及び数額が原告らの個別事情に基づき主張・立証され
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る必要がある。そのような主張・立証がない中で中間指針等を踏まえた慰謝料額を超える損害

を認定することは、上記で述べたような法の趣旨にも反するものであり、したがって、そのよ

うな認定は精神的損害の評価・算定における裁判所の裁量権を逸脱するものとして裁量違反の

違法が生じることに留意されるべきである。

（ウ） 自主賠償額を超える慰謝料の認定は限定的であるべきであり、自主賠償額を下回る

慰謝料の認定も認められるべきこと

　ａ　被告の自主賠償基準に基づく金額を超える慰謝料の認定は限定的であるべきこと

　上記（ア）のような中間指針等の位置付けや機能のほか、実際にも大多数の被害者が中間指

針等を踏まえた被告の自主賠償基準に基づく賠償金を受領するにとどまり、それでは不十分で

あるとして訴えの提起には至っていないこと等に鑑みると、中間指針等が定める賠償額の水準

は大多数の被害者において生じた損害を上回ると被害者自身に認識されていることは明らかで

ある。このため、中間指針等の定める賠償額によっても填補されない損害が個別事情に基づい

て主張・立証されない限りは、これを超える損害の認定がなされるべきではなく、そのような

主張・立証がないにも関わらず既払金を超える慰謝料の認定がなされた場合には、裁量権の行

使として社会通念上相当として容認され得る範囲を超えるものである（前掲・最判平成６年２

月２２日）。

　この点、本件に関していえば、各原告が有する個別事情をみたとしても被告による既払金を

超える損害の立証はない。

　ｂ　自主賠償額を下回る慰謝料の認定がなされるべき場合も当然にあること

　上記（ア）においても述べたとおり、精神的損害の評価・算定における考慮要素は個々の被

害者によって異なるものであり、したがって精神的損害の額も被害者の個別事情によって当然

に異なる。

　このように各自の精神的損害の評価・算定が個々の被害者の個別事情に基づく検討事項であ

る以上、個別事情によっては、中間指針等を踏まえた被告の自主賠償基準に基づく金額を下回

る慰謝料額が認定されるべき場合も当然ながら存する（中間指針等が示す賠償額は、通常の被

害状況として類型的に想定し得る最大限の範囲を網羅した水準の金額であることから、個別事

情をみた場合にこれを下回る慰謝料が認定されるべき場合が実際には相当程度の割合にのぼる

と考えられる。）。

　かかる理は、中間指針等が定める慰謝料の賠償対象期間の満了前に避難生活自体を終了した

とみられる場合や、本件事故当時から別の住居があり避難生活や元の居住地での生活の喪失に

よる精神的苦痛が一般的な避難者よりも小さい場合等の例を想起すれば明らかである。

　実際に、本件事故に関する裁判例の中には、中間指針等に定める賠償額に満たない金額の損

害が認定された事例も存する。また、審査会が運営するＡＤＲ手続においても、本件事故に起

因する避難の早期終了など申立人の個別の事情に応じて、中間指針等に定める賠償額の満額を

認めない和解案が原子力損害賠償紛争解決センターから提示され、和解に至る例も存在する。

　このように、個々の被害者が有する個別事情を具体的に認定すれば、中間指針等が定める賠

償額の水準を下回る損害しか認められない場合もあるのであって、このことからも、中間指針

等が定める賠償額の水準が被害者に共通する最低限の基準を示したものなどではなく、大多数

の被害者に賠償されるべき精神的損害の数額を上回る金額を定めていることは明らかである。

イ 財産的損害を含めて十分な賠償を行っていること

（ア） 慰謝料の認定において財産的損害の賠償状況が十分に考慮されなければならないこ

と

　精神的損害の額を認定するに際しては、財産的損害の名目による支払も含め、既になされた

賠償の状況を勘案の上、被害者に生じた損害の填補として不足が生じているか否かが検討され

る必要がある。
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　すなわち、我が国における不法行為に基づく損害賠償制度は、「不法行為がなかったときの

状態に回復させることを目的とするもの」（最高裁平成５年３月２４日大法廷判決・民集４７

巻４号３０３９頁）とされ、「損害」とは、不法行為がなかったならば存在したであろう財産

状態（利益状態）と当該不法行為がされた現在の財産状態（利益状態）との差を金銭評価した

差額と捉えられている。そうだとすれば、精神的損害を含めた「損害」は、被害者に生じた被

害の回復の観点、すなわち侵害行為前の状態と侵害行為後の状態との「差」をいかに埋めるか

という観点で認定されるものでなくてはならない。

　この点について、一般に慰謝料には補完的機能又は調整的機能と呼ばれる機能があるとされ

ており、こうした機能は、「財産的損害の賠償が不十分であると考えられる場面において、慰

謝料を認める、あるいは、それを増額することで、十分な賠償を実現するという場面で用いら

れてきた」（ｄｑ編『新注釈民法（１５）債権（８）』〔ｄｑ〕（有斐閣、２０１７年）８８

０頁）ことが指摘される。

　判例上も、前掲・最判平成６年２月２２日が「本訴請求の対象が慰謝料であるとはいえ、他

に財産上の請求権の留保のないものとして、原審が慰謝料額を認定するに当たっても、その裁

量にはおのずから限界があり、その裁量権の行使は社会通念により相当として容認され得る範

囲にとどまることを要するのは当然である。」と判示し、「他に財産上の請求」があるか否か

が慰謝料額の認定に当たって考慮されるべき重要な要素とされている上、かかる考慮を欠くと

して原判決を破棄している。

　このように慰謝料の算定に当たって財産的損害の填補状況を考慮することは、裁判実務上広

く行われている。

　大阪高判平成２３年７月１３日は、ダム周辺住民がダムの試験湛水を原因とする地滑りに

よって３～４年という期間にわたって仮設住宅への避難を余儀なくされ、精神的損害を被った

として一人当たり６００万円の精神的損害の賠償請求をした事案について、長年住み慣れた住

居を離れて仮設住宅での日当たりが悪く、プライバシーがないなど不自由な生活を続けること

を余儀なくされたと判断した上で、財産的な損害の填補が適切になされていることも踏まえ

て、仮設住宅での避難生活に対する慰謝料として一人９０万円を認容している。

　交通事故の事案においても、弁済の抗弁とまでは明確に位置付けられない見舞金や香典と

いった金銭の支払を慰謝料の算定に当たり考慮することが通常行われている（交通事故に関し

て見舞金等として金銭が支払われた事実を慰謝料の算定に当たり考慮するとした大阪地判平成

１０年１月２７日・交民３１巻１号８７頁、被告（運行供用者責任を負う者）から香典５００

万円の支払があることを慰謝料の算定に当たり斟酌したとする東京地判平成７年６月２０日・

交民２８巻３号９０２頁等）。

　本件事故に関する慰謝料認定についても、ｄｆ監修「原発事故被害回復の法と政策」〔ｄ

ｔ〕（日本評論社、２０１８年）４６頁は、「福島原発事故賠償訴訟における近時の判決で

は、損害論のレベルでは慰謝料に主たる争点が集約される傾向がある反面、財産的損害も含め

た損害論全体を再構築する視点が後退しているような印象を受ける」、「平穏生活権という枠

組みは、理論的には、平穏生活権侵害を理由とする財産的損害とは何かという方向での議論へ

と展開し、財産的損害の在り方を再検討する契機にもなりうる」、「原発事故による従前の生

活環境の破壊、自己の生活関係を決定することのできる権利・自由に対する侵害を財産的損害

のレベルも含めてどのように損害論に反映させるか（損害論全体の理論的検証）は、実務上の

展開・困難さを踏まえたならば、学説に与えられた課題である。」と論じており、精神的損害

と財産的損害とを全体として考慮し検討することの重要性が指摘されている。

　これらは、いずれも財産的損害について十分な填補がなされているか否かという事情は精神

的損害の賠償に当たっても顧慮されるべき重要な一つの事情であることを指摘するものであ

る。
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　以上により、本件において原告らが請求する精神的損害を認定するに際しては、慰謝料の補

完的・調整的機能という側面からしても、また、財産的損害と精神的損害が一つの請求権を構

成するという側面からしても、財産的損害について十分な填補がなされているか否かという事

情は精神的損害の評価・算定に当たって十分に考慮されることを要する。

（イ） 財産的損害を含めて十分な賠償が行われ、本件事故前後の「差」としての損害が填

補されていること

　被告は、中間指針等を踏まえた自主賠償基準に基づき、精神的損害の賠償のほかに、各種の

財産的損害に対する賠償を実施している。

　まず、旧居住制限区域や旧避難指示解除準備区域を含む避難指示区域の居住者に対する財産

的損害の賠償としては、避難の際に生じた費用（避難交通費、宿泊費・家賃、家財道具移動費

用、家族間移動費用等）、避難先からの一時立入り・帰宅のための費用、就労不能損害（給与

所得者の場合）・営業損害（事業主の場合）、放射線検査費用、財物損害（土地・建物等）の

賠償等を実施しているほか、移住等のために支出した住居確保に係る費用や、家財に対する賠

償も行っている。

　このうち、住居確保に係る費用の賠償は、移住先又は長期避難先で不動産を新規取得するに

際し、本件事故当時所有していた不動産の時価相当額を超える支出が生じた場合等に、所有し

ていた不動産に係る時価相当額の財物賠償に加えて支払を行うものである。すなわち、物の滅

失・毀損に対する現実の損害賠償額は特段の事由のない限り滅失毀損当時の交換価格によりこ

れを定めるという従来の判例（最高裁昭和３２年１月３１日第一小法廷判決・民集１１巻１号

１７０頁）によれば、住居に係る財物損害は本件事故時点での当該財物の時価相当額からの減

少分として算定される価額であるところ、被告による住居確保に係る費用の賠償は、財物損害

の賠償金のみでは移住先の住居等の購入ができない場合も想定されることから、被害者支援の

見地により、本件事故による財物損害の枠を超えて新規の資産取得のために必要となった支出

にかかる部分を損害として填補するものである（居住用不動産に係る財物賠償及び住居確保損

害の賠償により、生活再建のための不動産の再取得費用を十分に賄うことのできる金額が賠償

されている旨については、後記（３）ア（ア）において述べる。）。

　また、避難先で購入した生活用品（生活必需品、家電、家具等）の購入費用については、精

神的損害の賠償に含まれている通常の生活費の増加分とは別に賠償している上、元の居住地に

おいて所有していた家財に対する賠償として家族構成・人数に応じた一律金額の賠償を行って

おり（家財賠償の具体的な賠償額等については後記（３）イ（イ）において述べる。）、それ

と重なり合う点もあるが両者間で精算をしていない。

　さらに、就労不能損害・営業損害に関しては、本件事故後一定の期間に係る損害額の算定に

おいては、対象期間に現に得られた収入等を損害額から控除しない扱いとしている。

　以上のとおり、被告は旧居住制限区域や旧避難指示解除準備区域の居住者に対し、避難によ

り生じたあらゆる財産的損害の賠償を実施しており、その内容としても、損害とは通常認めら

れないものも含まれている。

　本件訴訟の原告らも、これら財産的損害に対する賠償を累次にわたって請求し、賠償金を受

領してきており、乙Ｃ号証として提出済みの各支払実績表が示すとおり、精神的損害名目での

賠償とは別途に、財産的損害として、世帯単位で約１７５０万円～約５億１３００万円規模の

賠償をしている。これら財産的損害の賠償のほかに、一人当たり８５０万円の精神的損害の賠

償がなされている状況であり、原告らに対する精神的損害とその他の損害を含めた既払金の総

額は、世帯単位で約３４５０万円～約５億５５００万円規模となっている。

　このような賠償状況に鑑みると、通常は精神的損害としてさらに賠償されるべき部分がある

と考えることはできない。

　そして、こうした各種の項目による手厚い賠償が原告らを含む被災者にとって避難先での生
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活の安定を取り戻す一助となり、最終的に避難を終えて新たな生活基盤や平穏な生活を回復す

るのに大いに寄与していることは明らかであって、慰謝料の補完的・調整的機能に照らせば、

精神的損害の算定に当たっては手厚い賠償の状況が十分に考慮に入れなければならない。その

ような考慮を行えば、中間指針等及びこれを踏まえた被告の自主賠償基準に基づく支払額は、

本件事故の被害者らの精神的損害を十分に賠償するものであることが一層明らかである。

ウ 慰謝料の増額を基礎付けるような故意又はそれに匹敵する重過失はないこと

原告らは、本件事故の発生について被告に故意又はそれに匹敵する重過失があり、それによ

り原告らの慰謝料額が増額されるべきであると主張するが、かかる原告らの主張に理由はな

い。

　過失判断において、結局、法律上いかなる結果回避措置まで求められるかは、予見可能性の

程度と相関関係にあり、予見可能性を基礎付ける科学的知見の成熟度や信頼度の程度によって

大きく左右されるところ、原告らが依拠する本件長期評価は、国民の防災意識を高揚させると

いう専ら防災行政上の見地から示されたものにすぎず、その内容は本件事故直前の海溝寄り領

域を南北で分けるとの通説的見解とも齟齬するもので、ハード面での津波対策に取り入れるこ

とができるようなものではなかった。

　このことについては、地震・津波の専門家が一様にその旨の意見を述べているほか、政府の

中央防災会議や原子力安全・保安院等の政府機関、他の原子力発電設備を保有する電気事業者

も一様にそのまま津波対策に取り入れることまではしていなかったことからも明らかである。

　こうした状況下、被告としては、本件長期評価を直ちに本件原発の津波対策に取り入れるの

ではなく、設計想定を超える対策（シビアアクシデント対策）の検討に活用されることが期待

されていた確率論的安全評価手法の分岐項目に取り入れて研究を進めるとともに、平成１８年

９月の新耐震設計審査指針策定に伴う耐震バックチェック対応時には、本件長期評価をどう取

り扱うかについて専門機関である土木学会に審議を委託し、土木学会での見解の整理を踏まえ

て適切に対応することとしていた。こうした被告の対応が本件長期評価の上記性質に照らして

十分に合理的なものであったことは明らかであり、少なくとも当該見解を確定論的に津波対策

に取り入れていなかったことについて故意又はそれに匹敵する重過失があったということはで

きない。

　本件事故前の時点では、平成１８年９月１９日の新耐震設計審査指針の策定や平成１９年７

月の新潟県中越沖地震の発生などもあり地震対策が急務になっていたのであり、そうした地震

対策を差し置いて直ちに本件長期評価に基づく津波対策を講じていれば本件事故を防げたとの

原告らの主張は、本件事故が発生したことを知っている今だからこそいえる結果論にすぎな

い。

　したがって、この点に関する原告らの主張にも理由がない。

エ 賠償額の十分性

（ア） 区域の客観的状況（Ｎ地区）

Ｎ地区は、本件事故後、旧居住制限区域又は旧避難指示解除準備区域に指定され、住民は避

難を余儀なくされたが、これら区域においては、空間放射線量が年間２０ｍＳｖを大きく下回

ることが確認され、インフラの復旧状況等も踏まえて自治体とも協議の上で平成２９年３月３

１日に避難指示が解除されている。そのため、避難指示の解除後においては帰還して居住し得

ないという状況にはない。

　この点、Ｎ地区の本件事故前と避難指示解除後の状況を比較すると、生活基盤の復旧に関

し、例えばａｂ町の小売業の店舗数（商店数）は昭和５７年以降本件事故前までに生じていた

長期的な減少傾向の延長にあるものと把握される程度の数で推移している。医療機関の状況と

しては、本件事故時点においてＮ地区に存した医療機関は「ｅａ診療所」の１か所であるとこ

ろ、当該診療所は平成２７年度に改修工事を完了し、Ｎ地区の避難指示解除（平成２９年３月
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３１日）に先立ち、平成２８年１０月に診療を再開している（乙Ｂ１７７、乙Ｂ１７８・６、

７頁）。さらに、営農に関しても、農地の除染を経て平成２７年春の作付から稲作が再開され

ているほか、本件事故前からのＮ地区の特産品であるトルコギキョウについて、平成２６年よ

り本格栽培が再開され、Ｎ地区外からの新規の栽培参入者もあり、平成３０年度時点の栽培面

積は同２２年度の約５割に回復している。なお、除染に関しては、平成２７年１２月に宅地、

農地、森林、道路の除染が完了している。

　このような生活基盤の回復状況から、上記（１）イ（ア）のとおり、実際にも、避難指示の

解除後に相当数の住民がＮ地区に帰還し生活を再開している実情にある。

　したがって、避難指示解除後「相当期間」が経過した後もなお帰還しない選択をする者が

あったとしても、それは本件事故による避難を余儀なくされているものではなく、法律上保護

される利益の侵害が継続しているということはできない。

　また、帰還しない場合でも、どこに居住するかについては誰にも強制されないものであり、

帰還又は移住のいずれの場合であっても、平穏な生活を回復するために必要かつ合理的な財産

的損害の賠償がなされることにより、平穏な生活を再建することは可能である。

（イ） 被告による賠償の概要

被告は、旧居住制限区域及び旧避難指示解除準備区域の居住者に対し、本件事故後６年経過

時点で避難指示が解除されたものと同等の賠償を行うものとして、平成２３年３月から同３０

年３月末までの７年１か月（８５か月）分を対象に、時間の経過による賠償額の低減を行うこ

となく精神的損害として月額１０万円の計算による賠償を行っており、賠償額は各自８５０万

円となる。これは、中間指針等において、避難指示解除後１年の「相当期間」が経過するまで

は法律上保護される利益の侵害があるものとし、当該期間分に相当する賠償が求められている

ことを踏まえ、移住等により早期に避難生活を終了した場合など、賠償対象者各自の実際の避

難の終了時期を問わず、一律に平成３０年３月までの８５か月分として８５０万円を賠償して

いるものである。

　すなわち、本件で問題となる損害賠償請求権の被侵害利益は原告らも主張するように平穏生

活利益であると捉えられるところ、かかる利益侵害による精神的苦痛は時間の経過にしたがっ

て低減するにもかかわらず、被告は全期間を通じて一律月額１０万円の計算による金額を賠償

している。また、避難指示が解除された後は避難を強いられているものではないにもかかわら

ず、避難指示が解除されてから１年後の平成３０年３月末まで月額１０万円の計算による金額

を賠償している。このような賠償は、避難の長期化からくる不安・苦痛のほか、帰還した場合

に旧居住地に「変容」があるとすればこれによって生じる不便や苦痛に対する慰謝の趣旨を含

むものである。

　また、上記イ（イ）において述べたとおり、精神的損害に対する賠償とは別途に、避難費用

（避難交通費、宿泊費・家賃、家財道具移動費用、家族間移動費用等）、一時立入費用、営業

損害・就労不能損害、土地・建物・家財等の財物損害等、各種の項目による賠償がなされ、さ

らに住居確保損害の賠償がなされている。

（ウ） 本件原告らに対する既払金を踏まえた賠償の十分性

上記（イ）のとおり、旧居住制限区域及び旧避難指示解除準備区域からの避難者について

は、各種の項目による財産的損害の賠償がなされており、これに加えて慰謝料として各自８５

０万円が賠償されている。

　このような賠償の枠組みにより、原告らに対しても、精神的損害の名目での賠償を除き、世

帯単位の賠償額は約１７５０万円～約５億１３００万円規模にのぼっている（精神的損害名目

での賠償を合わせた世帯単位の賠償総額は約３４５０万円～約５億５５００万円規模とな

る。）。

　上記のとおり、Ｎ地区（旧居住制限区域又は旧避難指示解除準備区域）においては、空間放

102/256第一法規『D1-Law.com 判例体系』



射線量の状況のほか、インフラの復旧状況等を踏まえて自治体とも協議の上で平成２９年３月

３１日に避難指示が解除されており、避難指示解除後には実際に相当数の住民が帰還して生活

を再開している実情にある。

　このような状況の下、避難指示解除後１年の「相当期間」が経過した後もなお帰還しない選

択をする者があったとしても、それは本件事故により避難を余儀なくされているものではな

く、各自の任意の判断に基づくものといわざるを得ない。

　被告は、移住を選択した者に対しても、帰還をする者に対しても、宅地・建物に係る財物賠

償に加えて住居確保損害の賠償（本件事故当時所有していた不動産の時価相当額を超える支出

が生じた場合等に、所有していた不動産に係る時価相当額の財物賠償に加えて支払を行うも

の）を行っており、帰還又は移住のいずれを選択するにしても、平穏な生活を回復するために

十分な金額の賠償がなされているのであり、これにより平穏な生活を再建することが可能と

なっている。

　こうした状況に照らせば、遅くとも避難指示解除後１年の「相当期間」が経過した後は、実

際に帰還しているか否かにかかわらず法律上保護される利益の侵害の継続は認められない。

　また、原告らの中には、住居確保損害の賠償を受け移住を完了している原告らも相当数お

り、これらの原告らは移住先において新たな生活を再建しているものと考えられる。

　この点、本件事故に関する東京地裁平成３１年３月２７日判決（乙Ａ４２）は、避難生活に

より生じる精神的損害に関し、「避難指示等により避難を余儀なくされたものの、仮設住宅や

借上げ住宅等での生活を終え、自らの選択によって住居を確保し、当該住居での生活を新たに

開始した場合には、避難生活によって生じる精神的損害のうち、避難生活の不便さによる苦痛

については、それ以降、発生しなくなるものと考えられる。さらに、当該住宅の所有権を取得

している場合には、もはや、当該住居は新たな生活の本拠と評価することが相当であり、当該

住居に居住を開始して以降は、避難生活の継続によって平穏生活利益が経時的に侵害されるこ

とにより発生する損害については、新たに発生するものではないと考えるのが相当である。」

と説示している。かかる説示を踏まえると、本件においても、例えば原告番号１５５の世帯で

は平成２６年２月（本件事故発生から３６か月目）、原告番号１６９の世帯では平成２７年２

月（本件事故発生から４８か月目）、原告番号１３６の世帯では平成２７年３月（本件事故発

生から４９か月目）、原告番号８９の世帯では平成２７年４月（本件事故から５０か月目）、

原告番号９０及び１３３の世帯では平成２７年１０月（本件事故から５６か月目）、原告番号

９９の世帯では平成２７年１２月（本件事故から５８か月目）にそれぞれ住居を取得し移住を

しており、以後は避難生活の継続による精神的損害が発生しないこととなるが、そのような中

でも被告は中間指針等を踏まえた自主賠償基準に基づき、一人当たり８５０万円の賠償を行っ

ている。

　以上を踏まえると、原告らに対し、既払金に加えて慰謝料としてさらに賠償されるべき損害

があるとは到底評価し得ない。

（エ） 裁判例等との比較からも十分な賠償金額であること

生活の本拠からの隔絶を余儀なくされたこと等により、平穏な生活が侵害された事案におけ

る過去の裁判例を見ると、〈１〉２３年間もの長期にわたり社会や家族から切り離される等の

極めて深刻な差別や人格権侵害被害を伴うハンセン病患者の一部に対する包括一律慰謝料とし

ての慰謝料額が８００万円～１４００万円（熊本地判平成１３年５月１１日・判時１７４８号

３０頁）、〈２〉擁壁崩落事故により自宅を失い、約８年もの間県営住宅で暮らしている事案

における慰謝料額が３００万円（徳島地判平成１７年８月２９日・判例地方自治２７８号７２

頁）、〈３〉約５年６か月にわたって生活保護費を不当に搾取され、生活保護基準を下回る劣

悪な環境で生活することを余儀なくされたことに対する慰謝料額が２０万円（さいたま地判平

成２９年３月１日・賃金と社会保障１６８１号１２頁）、〈４〉ダムの試験湛水を原因とする
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地滑りによって、３～４年という期間にわたって仮設住宅への避難を余儀なくされたことに対

する慰謝料額が９０万円（奈良地判平成２２年３月３０日（Westlaw Japan文献番号２０１０Ｗ

ＬＪＰＣＡ０３３０６００５）、大阪高判平成２３年７月１３日（Westlaw Japan文献番号２０

１１ＷＬＪＰＣＡ０７１３６００１））、〈５〉進行性・不可逆性の病であるじん肺に罹患し

た場合であっても（管理２で合併症がないものでは）慰謝料額が１０００万円（福岡高判平成

１３年７月１９日・判タ１０７７号７２頁）とされている。

　旧居住制限区域及び旧避難指示解除準備区域においては、本件事故後長期にわたって生活の

本拠から隔離されているものではあるものの、具体的な健康影響が生じているものでもなく

（少なくとも本件では具体的な健康影響が生じたことを前提とした慰謝料は問題とされていな

い）、また、避難先での生活自体も特段の制限を受けていないのであるから、２３年間もの長

期にわたって極めて強い制約を受けた上記〈１〉のハンセン病の事案におけるのと同等の慰謝

料が本件で認められるものとは到底考えられない。

（３） 財物損害について

ア 居住用不動産に関する請求について

（ア） 被告による賠償の概要とその十分性

ａ　居住用不動産の財物損害に対する賠償

本件事故により避難を強制された者の中には、できるだけ早く帰還して生活を再建すること

を希望したり、新たな土地に移住をしたり、様々な選択が存在する。被告の自主賠償基準にお

いては、このような様々な考えの方々がいることを前提として、帰還した上での生活再建や、

新たな土地における生活の開始など、それぞれの選択に可能な限り資するような賠償の枠組み

とするため、帰還・移住のいずれを希望する場合も、賠償上の取扱いは同一とし、以下のよう

な賠償額算定の考え方に基づき、住民の生活再建のための十分な金額を確保することとしてい

る。

　まず、居住用不動産に関する賠償額の算定方法については、本件事故時点から６年（７２か

月）の経過によりその価値を全て喪失したもの（全損）とみなし、避難指示解除までの期間に

応じた割合分を賠償することとしている。これは、不動産損害の認定については、本来は、避

難指示が解除されるまでの期間その不動産を使用できないことによる損害が論じられるべきと

いう考え方により、使用できない期間中の使用料相当の損害金や管理不能による現実の原状回

復費用などの損害を賠償の対象とすることも考えられるところ、本件事故の場合においては、

避難指示により住民が移住するにせよ、帰還するにせよ、早期に生活基盤の再建のための十分

な賠償をするという政策的要請から、避難指示期間割合に応じてあたかも価値が減少したかの

ように扱うという考え方を採用したものである。

　また、全損として居住用不動産の価額の全部が賠償された場合においても、被告は、当該居

住用不動産の所有権を取得しないとの合意に基づいて賠償しており、その所有権は元の所有者

に残置される。そのため、他所への移住等に伴い当該居住用不動産を売却しあるいは賃貸する

ことにより収益を得ることも可能であるが、実際に財産的価値を有する資産として使用、収益

又は処分することが可能になっても、その価値回復分（実質的に過大な賠償になると考えられ

る部分）について清算はされていない。

　さらに、中間指針第二次追補においては、「（財物の）賠償後に東京電力株式会社の費用負

担による除染、修理等によって価値が回復した場合には、当事者間の合意によりその価値回復

分を清算することが考えられる」とされているところ、被告は、被告の費用負担による除染が

なされ財産的価値が回復した場合にも、その価値回復分を清算するという取扱いはしていな

い。

　このように、被告による居住用不動産に対する賠償は、まさに住民の早期の生活再建に資す

る賠償として行われているものにほかならず、かかる賠償がなされることにより、早期の生活
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再建が可能となり、避難に伴う精神的苦痛を慰謝する結果となる。

　ｂ　住居確保損害の賠償

　上記ａのような居住用不動産に対する財物賠償に加え、被告は中間指針第四次追補を踏まえ

た住居確保損害の賠償を実施している。

　物の滅失・毀損に対する現実の損害賠償額は特段の事由のない限り滅失毀損当時の交換価格

によりこれを定めるという従来の判例（前掲・最判昭和３２年１月３１日）によれば、住居に

係る財物損害は本件事故時点での当該財物の時価相当額からの減少分として算定される価額で

あるところ、被告が中間指針第四次追補を踏まえて行っている住居確保損害の賠償は、居住用

不動産に係る財物損害の賠償に加えて、移住先住居の購入価額（帰還の場合には、本件事故前

に居住していた住宅の必要かつ合理的な修繕又は建替えのための費用）と自宅住居の財物損害

賠償額との差額の一定割合を追加的な費用として賠償するもので、その実質は、本件事故によ

る財物損害の額を超えて、新規の資産取得のために必要となった支出に係る部分を填補するも

のである。

　ｃ　小括

　このように、居住用不動産に関する財物賠償のみをみても住民の生活再建に十分資する金額

が賠償されているものであるが、さらに住居確保損害の賠償があいまって、居住用不動産を再

取得するに十分足りる金額が賠償されることとなる。したがって、居住用不動産に関し本件訴

訟においてさらに賠償されるべき損害はない。

（イ） 原告らの主張の誤り

原告らは、土地について「平成２３年度フラット３５利用者調査報告」における土地付き注

文住宅利用者の土地取得費の全国平均値相当額（１３６８万８０００円）、建物について同報

告における住宅建設費の全国平均値相当額（２２３８万円）による金額を請求する。

　しかし、物の滅失・毀損に対する現実の損害賠償額は特段の事由のない限り滅失毀損当時の

交換価格によりこれを定めるという従来の判例（前掲・最判昭和３２年１月３１日）によれ

ば、住居に係る財物損害は本件事故時点での当該財物の時価相当額からの減少分として算定さ

れる価額である。本件事故時点における交換価値（時価相当額）を離れて損害額を算定するこ

とは、このような確定判例の考え方に反するものである。

　また、そもそも原告らの本件事故時点における居住用不動産の状況（面積、単価、築年数

等）は様々であり、当然ながら本件事故時点における価値も様々であるほか、本件事故後の居

住用不動産に係る支出の状況等も様々である。そうであるにもかかわらず、フラット３５の利

用者が土地付き注文住宅を新規に取得する際の平均的な費用をもとに請求額を算定すること自

体、不法行為による損害の把握として妥当性を欠く。

　以上により、原告らの主張に沿った損害は到底認められない。

イ 家財に関する請求について

（ア） 原告らの請求

原告らは、家財に関し、損害保険料率算出機構の調査に基づく世帯人数・世帯主年齢ごとの

一定金額の賠償を求めている。

（イ） 被告の賠償基準を超える損害の発生が認められないこと

被告は、生活の必需品となる家財について、本件事故発生時に避難指示区域内の住居に存在

する物品類のうち、持出しが不可能又は著しく困難なものがあることを想定し、そうした物品

類の存在やその財物価値につき個別の立証を求めることなく、世帯構成と避難区域の種類に応

じた一律額の賠償を行う「定額賠償」を実施している（下掲の表のとおり）。

105/256第一法規『D1-Law.com 判例体系』



　上記の「定額賠償」に加えて、避難に伴う管理不能等により、１品当たりの購入金額が３０

万円以上の家財（高額家財）が毀損等した場合、修理・清掃費用相当額として、上記の「定額

賠償」とは別途に、１世帯当たり２０万円を定額にて賠償している。また、個別の家財に生じ

た損害を積み上げた合計金額が、「定額賠償」及び高額家財分の賠償額を超える場合には、超

過分を個別に賠償する扱いとしている。

　さらに、これら家財に係る賠償に加え、「避難費用」として、避難先で新規に購入した家財

道具の購入費用も賠償しており、その大半は避難指示区域内に残置された家財の財物賠償と実

質的に重なり合いがあるが、両者間の精算は求めていない。

　このように、被告による家財の賠償は被害者に有利な内容となっており、これにより家財に

係る損害は十分に填補されているといえる。

　他方、原告ら各自（各世帯）の本件事故時点における家財の保有状況については何らの具体

的な主張及び立証がなされていないところ、原告らが請求額の設定において参照する損害保険

料率算出機構作成の家財所有額総括表は、原告ら各自（各世帯）が当該総括表に記載されてい

る価額の家財を保有していたことの立証に代わるものではない。

　以上により、被告の自主賠償基準により原告らの家財にかかる損害は十分に填補されている

ところ、これを超える損害の発生は認められない。したがって原告らの請求は認められない。

ウ 財物損害についての小括

以上のとおり、原告らが請求する居住用不動産の賠償については、帰還するにせよ移住する

にせよ、生活の基盤を再建するために十分な額が賠償されており、また家財についても被告の

自主賠償基準を超える損害は何ら立証されていない。

　したがって、原告らの財物損害にかかる請求はいずれも認められない。

　４　弁済の抗弁

（被告の主張）

（１） 弁済の抗弁に関する考え方（費目を問わず弁済充当されるべきであること）
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ア 本件事故に基づく損害賠償請求権である以上、損害の費目を問わず請求権として１個で

あること

　本件訴訟において、原告らは本件事故によって被った精神的損害及び財産的損害の賠償を求

めているが、同一の加害行為による財産的損害と精神的損害は、その賠償の請求権は１個であ

り、訴訟物は１個である（最高裁昭和４８年４月５日第一小法廷判決・民集２７巻３号４１９

頁、乙Ｂ１６０・２～５頁。かかる判例の考え方を以下「訴訟物１個説」という。）。

　不法行為に基づく損害賠償請求訴訟における訴訟物の個数に関する見解は、大きく分けて、

侵害された損害の分類（財産的損害と精神的損害）に応じて区別する見解と、一つの侵害行為

に基づく損害賠償請求権である以上は損害の内容や性質を問わず全ての損害を包括して１個の

請求権のみが成立するという見解があるところ、かつては生じた損害の分類（財産的損害と精

神的損害）に応じて区別する前説もあったものの、前掲・最判昭和４８年４月５日は最高裁と

して初めてこの問題を正面から判断し、財産的損害と精神的損害は請求権及び訴訟物としては

１個であるという立場をとることを明らかにした（同判決に関する最高裁判所判例解説（最高

裁判所判例解説民事篇（昭和４８年度）４５４頁））。

　また、一般に慰謝料には補完的機能又は調整的機能と呼ばれる機能があるとされており、こ

うした機能は、「財産的損害の賠償が不十分であると考えられる場面において、慰謝料を認め

る、あるいは、それを増額することで、十分な賠償を実現するという場面で用いられてきた」

（ｄｑ編『新注釈民法（１５）債権（８）』〔ｄｑ〕（有斐閣、２０１７年）８８０頁）こと

が指摘される。このような慰謝料の補完的機能は、慰謝料の評価・算定は財産的損害と一体的

になされるべきとの考え方に基づくものであり、一般的な慰謝料の補完的機能の場面とは反対

に、財産的損害に対する賠償が十分である場合においても、そのことが慰謝料の算定に当たっ

て考慮される必要がある（乙Ｂ１６２・４～５頁）。

　判例上も、前掲・最判平成６年２月２２日は「上告人らは、被上告人の安全配慮義務の不履

行に起因するところの、財産上のそれを含めた全損害につき、本訴において請求し、かつ、認

容される以外の賠償を受けることはできないのであるから、本訴請求の対象が慰謝料であると

はいえ、他に財産上の請求権の留保のないものとして、原審が慰謝料額を認定するに当たって

も、その裁量にはおのずから限界があり、その裁量権の行使は社会通念により相当として容認

され得る範囲にとどまることを要するのは当然である。」と判示し、かかる説示は「他に財産

上の請求があるか否か」が慰謝料額の認定に当たって考慮されるべき重要な要素であるとする

ものであって、財産的損害と慰謝料を一つの請求権と捉えることを前提としている。

　このように、財産的損害と精神的損害は同一の請求権を構成するものであって、その細目ご

とにそれぞれ独立の損害として個々に損害賠償請求権が成立するものではなく、下記イで述べ

るように、これに対応する弁済の抗弁の対象としても、精神的損害と財産的損害の別を問うこ

となく既払金が弁済として充当されるべきことは当然の理である。

イ 一部請求における弁済の抗弁の判断方法について

上記アのとおり、不法行為に基づく損害賠償請求の訴訟物の個数に関しては、一つの侵害行

為に基づく損害賠償請求権においては全ての損害を包括して１個の請求権が成立するというの

が最高裁判例の立場である。そうすると、本件訴訟においては、本件事故による損害のうち慰

謝料の一部ならびに財産的損害のうち居住用不動産及び家財のみについて賠償を求める原告ら

の請求は、一部請求であると捉えられる。

　一部請求に対して既払金による弁済の抗弁が主張された場合の判断方法としては、判例上、

まずは各原告が被った財産的損害及び精神的損害を含む全損害額を認定した上で、その全額か

ら既払金全額を差し引き、その残額が一部請求額を超えないときはその残額を、超える場合に

は請求額を認容し、残額がなければ請求を棄却するものとされており（いわゆる「外側説」。

前掲・最判昭和４８年４月５日。なお、同判決以前においても、既に外側説が実務の大勢を占
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めていたとの指摘がある（同判決に関する最高裁判所判例解説民事篇（昭和４８年度）４５４

頁の脚注１４）。）、これが裁判実務における確立した取扱いとなっている。

　外側説の妥当性に関しては、前掲・最判平成６年１１月２２日が「まず、当該債権の総額を

確定し、その額から自働債権の額を控除した残存額を算定した上、原告の請求に係る一部請求

の額が残存額の範囲内であるときはそのまま認容し、残存額を超えるときはその残存額の限度

でこれを認容すべきである」との判示に続き、「けだし、一部請求は、特定の金銭債権につい

て、その数量的な一部を少なくともその範囲においては請求権が現存するとして請求するもの

であるので、右債権の総額が何らかの理由で減少している場合に、債権の総額からではなく、

一部請求の額から減少額の全額又は債権総額に対する一部請求の額の割合で案分した額を控除

して認容額を決することは、一部請求を認める趣旨に反するからである」と簡潔に述べるとお

りである。

ウ 訴訟物１個説及び外側説からの帰結

こうした訴訟物１個説及び外側説に即せば、本件訴訟においてもまずは財産的損害・精神的

損害を問わず各原告の被った全損害を認定した上で、そこから財産的損害と精神的損害の別を

問わずに既払金が弁済の抗弁として控除され、その残額が一部請求額を超えないときはその残

額を、超える場合には請求額について認容し、残額がなければ請求が棄却されることとなる

（乙Ｂ１６０・２、９～１１頁）。

エ 当事者の合理的意思の観点からも既払金が費目を問わず損害に充当されるべきであるこ

と

　上記ア～ウで述べたとおり、確立された判例法理に従うと、本件訴訟においては、まずは財

産的損害・精神的損害を問わず各原告の被った全損害を認定した上で、そこから財産的損害と

精神的損害の別を問わずに既払金を充当する取扱いをすべきこととなるが、このような取扱い

は当事者の合理的意思にも合致するものである。

　すなわち、原賠審は、本件事故による損害の発生が極めて広範囲に及び、その損害の性質と

しても多種多様なものとなることが予想される中、中間指針等は「被害者を迅速、公平かつ適

正に救済する」ため、「原子力損害に該当する蓋然性の高いものから、順次指針として提示す

ることとし、可能な限り早期の被害者救済を図ることとした」として（平成２３年８月５日に

公表された中間指針「はじめに」）、中間指針に続いて、同年１２月６日に中間指針追補

（「自主的避難等に係る損害について」）、同２４年３月１６日に中間指針第二次追補（「政

府による避難区域等の見直し等に係る損害について」）、同２５年１月３０日に中間指針第三

次追補（「農林漁業・食品産業の風評被害に係る損害について」）、同年１２月２６日に中間

指針第四次追補（「避難指示の長期化等に係る損害について」）を順次提示している。

　このように中間指針等が順次提示されたことを受け、被告はこれら中間指針等を踏まえ、多

岐にわたる賠償項目について自主賠償基準を順次策定し公表の上、請求を受け付け、賠償を実

施している。

　具体的には、主として直接請求手続を通じ、精神的損害（避難生活に伴う精神的損害、移住

を余儀なくされたことによる精神的損害、要介護者等への増額分等を含む）のほか、避難・帰

宅等に係る費用、家賃に係る費用、一時立入り・検査受診等に伴う移動費用、就労不能損害・

営業損害、避難指示解除後の早期帰還に伴う追加的費用、生命・身体的損害、財物（宅地・建

物・借地権、田畑、立木等）、住居確保損害、住宅等の補修・清掃費用、家財（一般家財のほ

か、仏壇等）、墓石等の修理・移転に要した費用、自動車、償却資産・棚卸資産、自主的除染

に係る費用等について、極めて多岐にわたる項目ごとに自主賠償基準を順次策定・公表し、こ

れに基づく賠償を行っているものである。

　また、多数の被害者に対する迅速な救済という観点から、被告の自主賠償基準に含まれる賠

償項目の中には、個々の被害者に実際に生じた損害についての主張や疎明を求めることなく、
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被害を類型的に把握し賠償額を算定する方式がとられているものも複数存するほか（世帯構成

及び構成員の人数により算定される家財賠償、「実費」との名目での包括的賠償等）、住居確

保損害の賠償のように、その名称を一瞥したところでは財物に係る賠償であるかのようにみえ

るものの、実際には元の住居の時価相当額とは別途に、新たな住居における平穏な生活の回復

のために賠償される費用などもあり、必ずしも個々の項目に対応する形で各被害者に生じた損

害が正確に評価・算定されているものではない。

　このような請求・賠償の方式に鑑みると、当事者の合理的意思としては、項目ごとにそれに

対応する損害を確定させるというものではなく、種々の項目での賠償が最終的に本件事故によ

り生じた各人の損害を全体として填補するに足りる賠償総額に満つるようにするという趣旨の

下で順次請求・賠償がなされていること、すなわち特定の項目に対するものとして賠償されて

はいても、損害の全体に対する弁済として支払われるものとする趣旨であったことが明らかで

ある。他方、請求項目ごとにみると実損害を超える支払が生じていることが判明した場合に、

他の項目への充当をすることなく項目ごとに精算・返金を行うことは迂遠であり、当事者がそ

のような意思で請求・賠償を行っているものでないことは明白である。

オ 小括

以上により、精神的損害と財産的損害を合わせた損害額の全体に対し、被告が弁済の抗弁と

して主張する既払金の合計額が、財産的損害と精神的損害の別を問わず弁済として充当される

べきである。

（２） 世帯構成員間の弁済の充当が認められるべきであること

ア はじめに

被告は、本件事故により発生した損害賠償請求権は１個の請求権を構成するものであるこ

と、原子力損害の賠償が各世帯単位でなされていることに鑑み、原告らが所属する世帯に対し

てなされた賠償額のうち被告が弁済の抗弁として主張する額に関し、当該賠償金を受け取った

世帯構成員の受けた損害の認定額が弁済の抗弁額を下回る場合には、当該過払い分は他の世帯

構成員の未受領の損害賠償請求権に充当されるべきであり、このような世帯構成員間での弁済

の充当は、精神的損害・財産的損害の別を問わず、かつ本件訴訟の原告であるか否かの別を問

わないものであることを主張する。

イ 受領権限のある世帯の代表者が世帯分の賠償金を一括して受領していること

被告による賠償は、中間指針等を踏まえて被害者一人一人について個別に賠償金額が計算さ

れてはいるが、実際の支払は必ずしも被害者一人一人に対して個別に行っているものではな

い。

　複数人の被害者で構成される世帯に属する被害者については、その世帯の代表者が世帯の構

成員全員に支払われるべき賠償金を一括して被告に請求し、請求を行った代表者は請求を受け

た被告から当該世帯の構成員全員分をまとめて受領している。

　こうした請求及び弁済受領の実態に鑑みれば、世帯の代表者は請求においても弁済の受領に

おいても権限を委任され世帯の他の構成員を代理又は代理受領しており、事実として同一世帯

を構成する複数の人員の各債権の受領を一括して行っているものといえる。

　したがって、形式上・外観上は世帯の代表者に対してのみ賠償金の支払がなされており、世

帯の他の構成員に対しては特段の支払がなされていないとしても、かかる代表者に対する賠償

金の支払は当該世帯の構成員全員に発生した損害を填補するものと考えられ、この意味におい

て世帯内部における構成員同士の弁済の充当が認められなければならない。

　また、仮に構成員同士の弁済の充当がなされないとすれば、世帯構成員のうち、既払金を超

える損害が認定された者に対しては請求が認容され、他方で過払いが生じている者に対しては

別途に不当利得返還請求がなされ得ることとなるが、そのような処理は煩瑣であって、被害者

の迅速な救済という観点からは構成員同士の弁済の充当を認めることは極めて妥当なものとい
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える。

　すなわち、構成員同士の弁済の充当が認められることは原告らにとっても利点があり、この

ような観点からも、充当が認められるべきである（以上、乙Ｂ１６１・４、１１～１３、１５

頁、乙Ｂ１６２・１５、１６頁）。

ウ 世帯構成員全員の損害を填補するものとして当然に弁済充当されるべきこと

さらに、被告が支払う賠償金は、世帯に対する賠償であると評価の上で、世帯の構成員全員

の損害を填補するものとして、世帯構成員の損害に充当されるべきである。

　すなわち、同一世帯は生計を共通にし、いわゆる「財布は一つ」の状態にある。例えば不法

行為の過失相殺（民法７２２条２項）に関する判例には、いわゆる「被害者側の過失」として

「被害者と身分上ないしは生活関係上一体をなすとみられるような関係にある者」の過失を斟

酌したものがあるが（最高裁昭和４２年６月２７日第三小法廷判決・民集２１巻６号１５０７

頁）、これは、同一世帯（家族）が経済的・社会的に一体であること（「財布は一つ」）を重

要な考慮要素としたものと解される。

　これらの損害に対する賠償は、名目上は世帯構成員のうち一人の原告に対する既払金であっ

ても、その性質上は世帯の共同生活の基礎となる生活の再建に向けられた賠償であって、実質

的には、「財布は一つ」の関係にある世帯の構成員全員に対する損害の填補として支払われて

いるといえる。

　したがって、賠償金は世帯の構成員全員の損害を填補するものとして、世帯構成員の損害に

当然に弁済充当されるべきであり、また、そのような充当を認めることが当事者の合理的意思

にも合致する（以上、乙Ｂ１６１・４、１１～１３、１５頁、乙Ｂ１６２・９～１３頁）。

エ 出捐の受益者が不可分であること

上記のように、被告による賠償金はその性質上、世帯構成員全員に共通する損害への填補を

含むものであり、そのような世帯全体分の賠償金が世帯の代表者に一括して支払われていると

いう実態にある。

　翻って、そのような賠償の対象となった出捐によって利益を受けた者は誰か、という観点か

ら検討するに、家族で行った移動に係る費用の支出（交通費等）や、生活費の追加的な支出な

ど、賠償の対象とされた出捐の多くは、当該出捐によって当該世帯が全体として利益を受ける

性質のものであるといえる。

　すなわち、これらの出捐によって、世帯構成員のうち誰が、いくら分の利益を受けたかを構

成員ごとに分割して把握することはできないのであり、出捐によって世帯構成員全員が不可分

に利益を受けていることから明らかである。

　このように、賠償の対象とされた出捐が世帯構成員全員に不可分に利益をもたらしたもので

ある以上、当該出捐に対する損害の填補としての賠償は、世帯構成員全体に対する損害への填

補として支払われたものであると解することが損害の実態に沿うものであり、当事者の合理的

意思とも合致する。

　この点からも、世帯内部における構成員間の弁済の充当を認め、世帯の一人に支払われた額

が同人について認定された損害額を上回る場合には、その超過額が他の構成員の損害に対する

弁済に充当されなければならない。

オ 世帯内充当の方法

世帯構成員間で弁済の充当をする際には、当事者の合理的な意思及び複数の債務の間で弁済

の利益が等しい場合に各債務の額に応じて充当する民法の規定（平成２９年改正前民法４９０

条、４８９条４号）に鑑み、世帯の構成員のうち特定の者に支払われた金額が、その者が被っ

た損害の額を超える場合、超えた分については、その余の構成員の未賠償額の比率に応じ、そ

の余の構成員に按分して充当される。

（３） 具体的な弁済の抗弁の主張額
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　以上を踏まえて、本件訴訟において各原告に対して主張する弁済の抗弁の具体的な額は、別

紙８「弁済の抗弁の主張額」の「弁済の抗弁として主張する金額（既払金総額）」欄記載のと

おりであり、世帯内融通の前提となる各原告世帯に対する既払金の総額は、同別紙の「世帯構

成員間の弁済の融通を前提とした世帯単位の既払金総額」欄記載のとおりである。

（原告らの主張）

（１） 時機に後れた攻撃防御方法であり却下されるべきであること

被告が弁済の抗弁として主張する金額には、本件訴訟上、原告らが請求していない費目が多

数含まれているところ、仮にこれらの費目について弁済の抗弁を主張するのであれば、訴え提

起後早々に主張しておくべきであるし、これらの費目について新たに審理するとなれば、再度

人証調べを実施する必要があり、訴訟の完結を遅延させることになる。また、被告は、口頭弁

論終結の直前になって、被告の原告らに対する全ての賠償実績表（本件事故当時に原告らと同

居していた訴外の世帯構成員に対する支払を含む。）を証拠として提出し、各原告に対して主

張する具体的な弁済の抗弁の金額を明らかにするというが、それらについて原告らが個別に内

容を吟味し反論反証することは不可能であるから、そのような被告の主張立証は時機に後れて

おり到底許されない。

（２） 費目間融通の不合理性、被告の判例解釈の誤り等

ア 被告の訴訟物の考え方に関する誤り

（ア） 本件訴訟において原告らが請求する損害費目は、「故郷剥奪慰謝料」「避難慰謝

料」「居住不動産賠償」及び「家財賠償」である。

　原告らはこれらの損害費目に限定して請求することを明示して本件訴訟を提起しているので

あるから、本件訴訟の訴訟物は、これらの損害費目に係る損害賠償請求権に限定される。原告

らが訴訟上請求していない損害費目は、本件の訴訟物に含まれず、審理の対象にならない。し

たがって、被告の「まずは財産的損害・精神的損害を問わず各原告の被った全損害を認定した

上で（この点についての主張立証責任は原告らの側にある。）、そこから全既払金を弁済の抗

弁として控除し、その残額の有無や範囲を前提に請求の当否を判断するのが本来あるべき取扱

いである。」という主張は、原告らが訴訟上請求していない損害費目について審理の対象とす

ることを求めるものであり、処分権主義や訴訟物に関する基本的理解を誤っている。

（イ） 被告は、実体法上の請求権が１個であり、訴訟物が１個であれば、損害も１個であ

り、既払金を費目相互間で融通することは当然に認められると主張しているようにも解され

る。

　しかしながら、実体法上の請求権が１個であることや訴訟物が１個であることから必然的に

損害の種類が一つであることにはならない。例えば、交通事故事案において、不法行為に基づ

く損害賠償請求権は、実体法上の請求権として１個で、訴訟物としても１個であるが、損害の

種類は１個でなく、修理代、通院交通費、治療費、休業損害、入通院慰謝料、後遺症慰謝料、

逸失利益など性質の異なる様々な損害が発生しており、それぞれの損害について損害額を評価

することによって、損害賠償総額が決まるのである。

　本件についていえば、被告の加害行為によって原告らは未曾有の被害を被ったのであり、原

告らには性質の異なる様々な損害が発生している。どのような損害が発生し、それぞれの損害

の損害額をどのように評価すべきか、その結果損害総額がいくらであるかなど損害の全貌を明

らかにすることは著しく困難であるので、本件訴訟では、様々な損害のうち中間指針による賠

償では補填されていない重要な損害に対象を絞って請求している。

　したがって、本件請求対象の損害以外の損害について被告が訴外で一定の賠償をしたからと

いって、本件請求対象の損害を賠償したことにならないのは当然の理である。

　被告の主張は、交通事故事案になぞらえて考えれば、被害者が交通事故による慰謝料を請求

している場合に、加害者が、修理代、通院交通費、休業損害、逸失利益について既に支払って
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いるから、これらの既払金を慰謝料請求に対する弁済の抗弁として主張するということと同じ

であり、荒唐無稽というほかない。

イ 昭和４８年判決について

被告の引用する昭和４８年判決は、交通事故による財産上の損害（療養費及び逸失利益）と

精神上の損害（慰謝料）が訴訟上併せて請求された事案である。原審が、原告の逸失利益額に

ついて、その請求額を超える金額を、しかし慰謝料と合算した請求総額の範囲内で認容したと

ころ、そのことが、申立事項と判決事項の一致を要請する現行民訴法２４６条に抵触するとし

て上告された。最高裁は、同一の身体傷害による逸失利益と慰謝料とを「訴訟上合わせて請求

する場合」には、両損害項目は一つの訴訟物と理解されるため、上告には理由がないと判断し

たにすぎない。被侵害法益が同一である全ての財産的損害と精神的損害が常に一つの訴訟物を

構成するとまで述べるものではない（甲Ａ７７６・１、２頁参照）。

ウ 平成６年判決について

平成６年判決は、原告の「一個の金銭債権の数量的一部請求」に対して、被告の相殺の抗弁

に理由があったため、まず当該債権の総額を確定し、その額から被告の自働債権の額を控除し

損害額を確定せざるを得なかった事案である。すなわち、原告が行った数量的一部請求の当否

を判断するにあたっては、おのずと当該債権の全部についての審理、判断が必要となる事案で

あった。なぜなら、このように判断しなければ、被告から相殺が主張されることを予測して、

あらかじめ一部請求にとどめた原告の一部請求の趣旨を損ねることになるからである。

　平成６年判決が「外側説」を採用したのは、原告の意思に沿った紛争解決を志向した結果で

あることに留意すべきである（甲Ａ７７６・３頁参照）。

　本件訴訟において原告らは、四つの損害費目に絞って請求しており、その損害費目について

被害実態を適正に評価して損害額を算定すれば足りるのであって、全損害額を問題にする必要

はなく、同判決の射程は及ばない。

エ 平成２０年判決について

最高裁平成２０年７月１０日第一小法廷判決・最高裁判所裁判集民事２２８号４６３頁は、

特定の損害費目について前訴を提起した後に、同一の不法行為に基づき、別の損害費目につい

ての後訴を提起した事案において、前訴において請求する損害賠償請求権と後訴において請求

する損害賠償請求権とは１個の債権の一部を構成するものではあるが、前訴において１個の債

権の一部についてのみ判決を求める旨が明示されていたものと解すべきであり、前訴の確定判

決の既判力は後訴に及ばない、と判示する。

　本件でも原告らが訴訟上請求していない損害費目は、審理の対象とならず判決の既判力は及

ばないのであり、この判例からも被告の主張（全損害額から訴外での既払金全額を控除すべき

との主張）は失当である。

オ 住居確保損害に慰謝料補填性はなく、過払いもないこと

住宅確保損害は、平穏な生活を回復するために不可欠となる賠償項目であることには違いな

いが、その算定は、金銭的指標に基づいて合理的に行われており、損害全体を構成する要素の

一つたる当該損害項目が正当に満足を受けたにすぎない。これによって、本件被害全体から生

じる、原告らのあらゆる精神的不利益について何ら填補するものではないことは明らかである

（甲Ａ７７６・６頁）。

財物賠償の多寡は各人の財産保有状況に左右される。広い家屋や土地（宅地、農地、山林な

ど）を所有していれば損害額は大きくなるし、そうでなければ損害額は小さくなる。財物賠償

と慰謝料を合算して評価すれば、財物を持たざる者は十分に慰謝されないことを正当化するこ

とになりかねない。本件における避難慰謝料及び故郷剥奪慰謝料は、深刻な人権侵害を慰謝す

るものであるところ、財物賠償によってこれを慰謝するとすれば、人権は財物に従属すること

になりかねない。深刻な人権侵害が財物賠償で慰謝されるという主張は到底容認できない。
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　また、原告らは本件事故により、一切の落ち度なく、再調達を強いられたのであるから、原

状回復理念に照らして、ここでの原告らの損害を適正に評価をするならば、再調達価格に焦点

をあてた住宅確保賠償のあり方こそ正当であり、そもそもこの点における過払い（賠償すべき

損害額を超える不当利得）は生じておらず、他の損害項目に流用し得る部分はない。

（３） 世帯内融通の不合理性

ア 民法の基本原則に反する

被告の主張は、個人主義を取っている現行民法下において（民法２条参照）、到底採用し得

ない。

　不法行為法における保護法益である権利や利益は、個人を単位として考えるのが近代法とし

ての不法行為法における基本であって、不法行為による損害賠償請求権は、被害を受けた個々

人に発生する。言うまでもなく、本件でも原告らは、原告各人が被告に対してそれぞれ個々

別々に有する損害賠償請求権を行使している。

　被告による自主賠償も「損害賠償請求権は個々人につき発生するものであるから、損害の賠

償についても、世帯単位ではなく、個々人に対してなされるべき」（中間指針第３－６）こと

を前提とした自主賠償基準に則り、被害者各人が被告に対して個々別々に有している損害賠償

請求権に対応して、個人単位の積み上げ方式で算定され、支払われたものである（甲７７６・

８頁）。

　このことは、世帯主のみに対して支払われた不動産・家財に係る賠償や住居確保に係る費用

の賠償にしても例外ではなく、世帯主個人が不動産・家財について有する所有権が侵害された

ことや、帰還の際の立替・修繕費用等を支出し、又は移住の際に住宅・宅地の購入費用を支出

したことによって世帯主個人の財産権が侵害されたことに対して、賠償がなされたにすぎな

い。

　したがって、被告の主張する「世帯内融通」は、不法行為法の基本原則に反するものであ

り、法的に許されない。

イ 被告による自主賠償に過払いはない

被告は、〈１〉生活基盤をなす財産的損害の賠償、〈２〉住居確保のための資金の賠償、

〈３〉慰謝料のうちの生活費増加分等について、「世帯の構成員に共通する経済的利益の填補

に充てられるべきものであり、それらは支払の性質上も特定の世帯主個人の損害のみならず、

世帯の構成員全員に共通する損害を填補するものとして支払われているもの」として、世帯単

位での精算を主張する。

　しかしながら、上記〈１〉については、家財損害等の賠償において便宜上、世帯内での詳細

な権利関係を問わず、全てを世帯代表者の損害と仮託することを当事者が合意したものであ

り、中間指針や被告の自主賠償基準に基づき世帯ごとに最小限の金額を抽象的に損害算定し、

原告等が具体的な立証に成功するかぎりで上乗せが認められるにすぎず、現実賠償の域を超え

るものではないから、他に充当すべき過払いはない。

　上記〈２〉については、権利者を名宛人とした賠償であって、原状回復に必要な（＝相当因

果関係ある）費用であり、過払いはない。

　上記〈３〉については、本質的に各個人の用に供され費消されることを予定される費用のう

ち、個別損害項目として、独立の積算対象項目となりにくい細かな雑費類を慰謝料の補完的機

能を活用し、個人に計上するものである。移動費用・不動産賃借費用等の大きな生活費の増加

分まで精神的損害に合算する趣旨ではなく、避難者の大多数に共通して発生して金額も比較的

少ない食費、日用品購入のような費用の増加分を、立証の負担軽減を主目的として、精神的損

害に合算することとしたものである。したがって、過払いが観念できるものではなく、また、

慰謝料として計上される以上、個人への一身専属性が高い費目である。

　したがって、被告による自主賠償において世帯単位での定額賠償がされる費目があるとして
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も、それは、被害の甚大性・突如性・重大性、さらには避難に伴う証拠収集・保管・提示の困

難に照らし、現実の権利帰属（支払関係）及び個別家財の価値の特定等の立証困難を考えて、

迅速・簡便な救済という観点から、便宜的に、当事者の合意のもと、世帯代表者への権利侵害

に仮託して抽象的損害算定を行った結果に過ぎず、個人賠償の原則を否定するものではないと

ともに、類型的に認められる最小限の賠償がなされているに過ぎないから、各既払費目におい

て他に充当し得る過払いは存在しない（以上、甲７７６・８、９頁参照）。

　また、仮に、本件で被告が世帯主に対してした自主賠償に過払いがあったとしたとしても、

世帯構成員間で過払い分が融通・流用される理由は全くなく、被告の当該世帯主に対する不当

利得返還請求権の存否が問題となるだけのはずである。

　もっとも、被告による自主賠償が当事者間で順次精算し支払につき合意されたものであるこ

とからすれば、既払金は債務の不存在を知ってした弁済に当たり、被告は世帯主に対して返還

を請求することができない（民法７０５条）。そうであるからこそ、被告は世帯構成員間での

融通・流用などという無理な主張をしていると考えられる。

ウ 世帯間融通を認める論拠として「被害者側の過失」法理を用いることは適切ではないこ

と

　「被害者側の過失」に関する判例は、いずれも被害者側に過失がある事案であって、本件の

ように原告らに何ら過失がない事案で加害者との関係で減額的調整を行う前提を欠いているか

ら、家族間（異主体間）における控除を正当化するものではない（甲Ａ７７６・１０頁）。

　加害者が被害者とは異なる者に弁済することによって本来の被害者が弁済を受けられなくな

るリスクを当該被害者に負担させることが正当化されなければならないところ、本件では、

個々の原告が本件事故によって直接に各人固有の損害を被っているのであるから、被告は、各

原告に対し、直接に損害を賠償する責任を負うのであって、「生活上の一体性を通じて判断さ

れる家族の一体性」は「弁済のリスクを被害者に負担させることを正当化する論拠」にならな

い。

第３章　当裁判所の判断

第１　民法７０９条に基づく請求の可否

　１　判断

（１） 原賠法は、被害者の保護及び原子力事業の健全な発達を目的として、原子力損害に

関する損害賠償について基本的な制度を定めている（同法１条）。具体的には、核燃料物質の

原子核分裂の過程の作用又は核燃料物質等の放射線の作用若しくは毒性的作用（これらを摂取

し、又は吸入することにより人体に中毒及びその続発症を及ぼすものをいう。）により生じた

損害である原子力損害（同法２条２項本文）に関する原子力事業者の無過失責任（同法３条１

項）、原子力事業者への賠償責任の集中（同法４条１項）、過失がある第三者への求償権の制

限（同法５条１項）を規定するほか、原子力事業者による損害賠償措置の義務付け（同法６条

から１５条まで）、政府による援助（同法１６条）などを規定する。これらの規定は、原子力

損害が発生した場合において、原子力事業者にのみ被害者に対する無過失の賠償責任を負わせ

ることにより、原子力事業者の賠償資力を確保して被害者に対する確実な賠償を実施させると

とともに、原子力事業の健全な発達を阻害することを回避しようとした趣旨と解される。もと

より、原子力事業者による損害賠償措置（同法６条参照）としての原子力損害賠償責任保険契

約及び原子力損害賠償補償契約の締結等（同法７条、８条、１０条）、これらの賠償措置額を

超える場合における政府による援助（同法１６条）といった原子力事業者の賠償資力を確保す

る各制度も原賠法の上記目的を踏まえた規定である。

　そうすると、仮に、原賠法上の損害賠償請求権と民法上の損害賠償請求権を併存させたり、

過失がある第三者への自由な求償を認めたりすると、賠償責任が分散され、それに伴い責任主
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体となり得る者が個々に保険を掛ける結果、上記原賠法が予定した損害賠償措置が有名無実化

する上、上記政府援助も受けられず、原子力事業者自身の賠償資力が不十分となって、被害者

への賠償ができない事態が生じ、ひいては原子力事業の健全な発展という原賠法の趣旨に悖る

結果を招来しかねない。他方、原子力事業者に故意又は過失が認められる場合、原賠法３条１

項に基づく請求によって認められる損害賠償額と民法上の不法行為に関する規定に基づく請求

によって認められる損害賠償額は等価であると解すべきであるから、被害者の保護という原賠

法の目的に照らしても、原賠法３条１項に基づく請求権と民法上の不法行為に関する規定に基

づく請求権を併存させる必要性はない。

　以上によれば、原賠法３条１項は、民法上の損害賠償責任に関する特則をなし、原子力損害

が認められる場合における事業者の不法行為責任の規定を原賠法の責任集中により適用しない

とするものであると解すべきである。

（２） これに対し、原告らは、〈１〉原賠法には、民法７０９条の適用を排除する明示の

規定がなく、原賠法の趣旨、目的に照らせば、民法７０９条と原賠法３条１項との選択的適用

を認めるのに不都合がなく、むしろ、原子力損害の発生原因などの審理、解明をすることが原

子力事業の健全な発達という原賠法の趣旨にも合致すること、〈２〉民法７０９条の適用を認

めるとしても、原子力事業者には原賠法３条１項に基づく損害賠償責任も発生している以上、

原賠法４条１項、５条、１６条１項の規定を適用又は類推適用することに問題はなく、それに

より責任集中、求償権制限、政府援助による資力確保とこれを通じた被害者保護を図ることが

でき、そのように解することが原賠法の趣旨・目的にも合致すること、〈３〉一般不法行為法

の特則をなす自賠法３条１項や独占禁止法２５条などの解釈を見ても、民法７０９条の適用を

排除するとの解釈がとられていないことを指摘し、民法７０９条の適用がされることを主張す

る。

　しかしながら、上記〈１〉について、既に述べた、原賠法が、原子力事業者にのみ被害者に

対する無過失の賠償責任を負わせることにより、原子力事業者の賠償資力を確保して被害者に

対する確実な賠償を実施させるととともに、原子力事業の健全な発達を阻害することを回避し

ようとした趣旨に照らせば、あえて民法７０９条の適用を認めるべき必要性はなく、むしろ、

民法７０９条を始めとする民法上の不法行為の規定の適用を排除することがより原賠法の趣

旨・目的に適うものというべきである。また、原子力損害を生じさせた事故の原因の調査、究

明等の必要性それ自体から直ちに民法７０９条の適用の必要性につながるものではない上、仮

に本件事故の原因の調査、究明等が原子力事業の健全な発達という目的に資する場合があると

しても、それは損害賠償請求訴訟という訴訟の場においてのみ達成されるものではなく、現に

本件事故に関しては東京電力福島原子力発電所事故調査委員会法を始めとする各法令を根拠

に、国会や政府による事故の原因、被害の内容等に関する調査が行われているところである

（甲Ａ１、甲Ａ２）。加えて、本件訴訟においても、原告らが主張する慰謝料の算定の基礎と

なる事情として、後記２のとおり、原子力損害の内容をなす慰謝料の算定に当たり、本件事故

の原因・同事故に至った経緯やこれらを踏まえた本件事故時までに被告に課せられるべき注意

義務の内容やその違反態様等といった原告らが主張する被告の悪質性等について審理、判断さ

れているところであり、必ずしも民法７０９条の適用が本件事故の原因の審理、判断にとって

必要不可欠というものでもない。以上のとおり、上記〈１〉に関する原告らの主張は採用でき

ない。

　上記〈２〉に関して、原子力事業者が原賠法３条１項に基づく無過失の損害賠償責任を負う

ことを前提に、同法４条１項、５条、１６条といった各規定が置かれていることに加えて、政

府による援助措置には国の財政的措置を要し、そのため国会に対する報告義務等を課す同法１

９条の規定が置かれていることに鑑みると、民法７０９条を適用する場合に当然に政府援助な

どの規定の適用又は類推適用が認められるかどうかは疑問の余地もあって、この点に関する原
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告らの主張も採用できない。

　上記〈３〉に関しては、原賠法と自賠法などとはその趣旨、目的が異なるし、例えば、無過

失責任を前提とする原賠法３条１項と、単に立証責任を転換したにすぎない自賠法３条１項と

は、その規定ぶりなども異なるところであって、原賠法の解釈と自賠法の解釈とに整合性をと

るべき積極的理由も見当たらない。また、独占禁止法についても、同法２５条が一定の独占禁

止法違反行為につき無過失損害賠償責任を定め、同法２６条において上記損害賠償の請求権は

所定の審決が確定した後でなければ裁判上これを主張することができないと規定しているの

は、これによって個々の被害者の受けた損害の填補を容易ならしめることにより、審判におい

て命ぜられる排除措置とあいまって同法違反の行為に対する抑止的効果を挙げようとする目的

に出た付随的制度にすぎないと解すべきであることを踏まえて、民法上の不法行為の適用を肯

定しているのであり（最高裁平成元年１２月８日第二小法廷判決・民集４３巻１１号１２５９

頁、最高裁昭和４７年１１月１６日第一小法廷判決・民集２６巻９号１５７３頁参照）、原賠

法における損害賠償責任とはその位置付けや規定ぶりを異にしているのであって、この点に関

する原告らの主張も採用できない。

（３） したがって、原告らの民法７０９条に基づく主位的請求はいずれも理由がない。

２　認定判断の順序

以上のとおり、本件において、民法７０９条に基づく損害賠償請求は理由がなく、同条の適

用を前提に被告の故意又は過失の有無等を審理判断する必要はない。

　他方、原告らは、原賠法３条１項に基づく慰謝料請求に当たって、その額を算定するために

は被告の故意・過失の態様や被告の悪質性・非難性を考慮すべきであると主張している。この

点、慰謝料額の認定は、事実審の裁量に属する事実認定の問題と解され（最高裁昭和３８年３

月２６日第三小法廷判決・最高裁判所裁判集民事６５号２４１頁参照）、例えば、傷害事件に

係る不法行為に基づく慰謝料額の認定に当たっては、当事者双方の社会的地位、職業、資産、

加害の動機及び態様、被害者の年齢、学歴等諸般の事情を参酌すべきとしている（最高裁昭和

４０年２月５日第二小法廷判決・最高裁判所裁判集民事７７号３２１頁）。

　原賠法３条１項にいう「原子力損害」とは、「核燃料物質の原子核分裂の過程の作用又は核

燃料物質等の放射線の作用若しくは毒性的作用（これらを摂取し、又は吸入することにより人

体に中毒及びその続発症を及ぼすものをいう。）により生じた損害」をいう（同法２条２項本

文）ところ、このような原子力損害について、上記放射線の作用等の直接的な損害に限定され

ず、その作用等により生じた損害すなわち相当因果関係のある損害を全て含むものと解すべき

である。このことは、原賠法上の賠償責任が民法上の不法行為の特則であって、被害者の救済

の観点に照らし、原賠法に基づき原子力事業者が賠償すべき原子力損害の範囲について、民法

における不法行為において加害者が賠償すべき損害の範囲と異にすべき理由がないことからも

根拠付けられる。

　そうであるならば、「原子力損害」である慰謝料の算定に当たっても、被害者に生じた現実

の損害を賠償するという不法行為に基づく損害賠償制度の枠内の下、被害者に生じた被害の内

容・程度、加害者及び被害者の属性、加害行為の態様等（加害行為すなわち本件事故に至った

経緯、本件事故の原因やこれに対する従前の被告の対策の内容、各種法令等による原子力発電

所の安全対策、特に津波対策に関する基準などを踏まえ、本件事故時までに、依拠すべきで

あった各種の科学的知見を踏まえて考えられるべき被告の注意義務違反の有無やその違反の態

様等）といった諸事情を総合的に考慮して、被害者に生じる精神的苦痛等を参酌して、その慰

謝料の額を認定すべきということができる。その上で、加害行為の態様等を検討するに当たっ

ては、一般の不法行為における損害賠償責任の発生要件としての過失、すなわち予見可能性を

前提とした結果回避義務違反の有無という枠組みに従って判断することが必ずしも求められる

わけではないものの、本件においては、慰謝料を特に増額するような加害行為の態様等を判断
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する上で、原告らが主位的に主張する平成１４年８月末又は平成１８年までの時点における本

件事故の回避可能性の有無、程度等とその前提となる予見可能性の有無、程度等は重要な考慮

要素というべきである。特に、これらの事情を考慮せずに被告の悪質性や非難性を判断しよう

とすれば、課されるべき注意義務の範囲を超えて発生した結果に対する責任を過大に負わせる

ことにもつながりかねない。他方、慰謝料増額事由としての基礎事情とするに当たっては、単

に予見可能性及び回避可能性があったことのみから当然に慰謝料の増額が認められるものとは

いえず、相当程度の悪質性、故意やこれと同視できるような重大な過失、あるいは被告に著し

い過失があったことを要するというべきである。すなわち、少なくとも過失（注意義務違反）

があることを前提とした上で、例えば、注意義務違反の態様等（義務違反の継続期間やその間

の被告の対応など）も考慮すべきである。

　これに対して、原告らは、原賠法３条１項が定める無過失責任は、立証責任の転換を定めた

ものにすぎないこと、「危険責任主義」を定めたものにすぎないことからすれば、原告らが被

告の過失責任を基礎付ける事実を立証できた場合には、それ自体が慰謝料増額事由になる旨主

張する。しかしながら、被害者の救済のみならず原子力事業の健全な発達という見地から、原

賠法３条１項は原子炉の運転等と原子力損害の発生との間に相当因果関係があれば、原子力事

業者の主観的要素のいかんを問わず、原子力事業者に無過失責任を負わせる一方、危険責任の

根拠となる危険の実現とは認められない「異常に巨大な天災地変又は社会的動乱」（不可抗

力）によって損害が発生した場合には損害賠償責任を負わないとするものであり、単に故意又

は過失に関する立証責任を転換した規定とはいえないし、危険責任の考え方は無過失責任を根

拠付けるものであり、過失の有無を問わず過失があった場合と同様の損害賠償責任を負わせる

ものといえるため、通常の過失があるにすぎない場合にも、危険責任に加えて過失責任も負う

として損害賠償責任が加重されるとみることは相当とはいえず、原告らの主張は採用できな

い。

　また、上記のとおり、加害行為の態様等を検討しつつも、慰謝料の額は口頭弁論にあらわれ

た諸般の事情を斟酌して定めることができるため、注意義務違反があることを前提に、被告の

行為のうち、本件事故とは直接結びつかない事情や平成１８年より後の事情等を、付随的に考

慮することも許容されるというべきである。なお、原告らは、仮に被告に平成１４年８月末又

は平成１８年時点での予見義務が認められないとしても、平成２０年又は平成２２年の各時点

での予見義務が認められるとの主張を予備的にしており、その観点からも、平成１８年より後

の事情を検討する必要がある。

　以上の考え方を前提に、まず平成１８年までの時点における加害行為の態様等を判断する上

で関係する事情、すなわち本件事故に至った経緯とこれまでに被告が行ってきた福島第一原発

における津波対策、これらの対策の前提となるべき地震、津波に関する知見の状況等のほか、

それとは直接結びつかない事情や平成１８年より後の事情等も併せて認定した上で、慰謝料の

増額事由の有無について検討、判断することとする。

第２　本件事故に至った経緯、被告が行ってきた安全対策とその前提となるべき地震・津波に

関する当時の知見等

　１　認定事実

　前記第２章第２の前提事実（以下「前提事実」という。）並びに後掲各証拠及び弁論の全趣

旨を併せ考慮すると、以下の事実を認めることができる。

（１） 地震及び津波に関する一般的知見

ア 地震について

（ア） 地震は、地下深部の岩盤が面状にずれて破壊され、地震波を放出する現象である。

地震波が地表まで到達して地面が揺れることを地震動という。

　地球の表面は、十数枚のプレートと呼ばれる厚さ数十ｋｍ程度の岩盤で覆われており、これ
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らが、それぞれ異なる方向に年間数ｃｍの速さで移動しているため、プレート同士の間に圧縮

したり引っ張ったりする力が働く。関東、東北、北海道で構成される日本列島東部は、ほとん

ど動いていない「北米プレート」（陸のプレート）上に載っており、その下に「太平洋プレー

ト」（海洋プレート）が年に約９ｃｍの速度で西進してきて、日本海溝のところで北米プレー

トの下に沈み込んでいる。沈み込む海洋プレートは、陸のプレートと固着しているため、沈み

込むとともに陸のプレートの先端部を一緒に引きずり込み、この引きずり込みがある限界に達

すると、陸のプレートと海洋プレートの境界面が破壊されてずれ、海洋プレートは沈み、陸の

プレートの先端部は跳ね上がることにより、地震が発生する。このようにプレートとプレート

との間の相対運動の結果として起こる地震をプレート間地震と呼ぶ。

　地震の規模の割に大きな津波を発生させる地震を津波地震といい、明治三陸地震が代表的な

津波地震の例とされている。

（以上、甲Ａ５５、甲Ａ３０１・７、８頁、甲Ａ３０５の１・１０～１３頁、甲Ａ３０９・４

頁、乙Ａ５・５、６頁）

（イ） アスペリティモデル

プレートの境界面の岩塊は普通数十ｋｍにわたって固く結びついている。このような広い範

囲の固着域をアスペリティと呼ぶ。

　プレート境界における二つのプレートの接触面は一様ではなく、固着が強いところと弱いと

ころがあり、大きな地震は基本的に固着の強いところで発生すると考えられる。すなわち、固

着が弱いところは、普段からプレート境界がゆっくりと滑っており、歪みがたまっていないの

で、プレート境界で地震が起きてもそれほど滑らない。他方、固着が強いところは、普段は陸

のプレートが海のプレートと一緒に引きずり込まれて歪みが蓄積され、地震が起きると境界上

の広い面積が同時にずれるため大きな地震となると考えられる。このようなプレート境界に蓄

えられた歪みを地震学では「滑り欠損」などと呼び、地震が発生した場合、この滑り欠損を生

じている固着の強い部分が大きく動く。

　このようなプレート接触面の固着の強弱により、領域ごとの地震発生の偏りを説明するモデ

ルをアスペリティモデルという。

（以上、甲Ａ３０５の１・１２頁、乙Ａ７・９、１０頁）

（ウ） 比較沈み込み学

沈み込む海洋プレートと陸のプレートの固着状況について、チリ沖やアラスカ沖などは若い

海洋プレートが沈み込んでいるところ、海洋プレートの年代が若いほど高温で密度が低いので

浮力が生じ、プレート境界が固着しやすく、大規模な地震が発生しやすい。他方、マリアナ海

溝などは古い海洋プレートが沈み込んでいるところ、古い海洋プレートは低温で密度が高いの

で陸のプレートと衝突すると、簡単に沈み込み、両者の境界面はそれほどしっかり固着しない

ため、大規模な地震は発生しにくいと考えられており、Ｍ９クラスの巨大地震が発生するチリ

沖の沈み込み帯では、沈み込むプレートの年代が若く、移動速度も速いことが統計的に示され

ていた。日本海溝南部は大規模な地震の発生しにくいマリアナ海溝に近いと考えられていた。

　このように様々なプレート沈み込み帯を比較することにより、沈み込み帯における地震の特

徴を抽出しようとする考え方（仮説）は「比較沈み込み学」と呼ばれている。

　しかし、平成１６年にインド洋で発生したスマトラ地震は、比較沈み込み学でいうチリ型に

属さないインド洋で発生した巨大地震であったことから、これを契機として、比較沈み込み学

に異を唱える学説も一部見られるようになった。

（以上、甲Ａ３０９・２９頁、乙Ａ５・５～８頁、乙Ａ６・１０２２、１０２３頁、乙Ａ７・

６、７頁、乙Ａ５８の１・２５、２６頁、弁論の全趣旨）

（エ） 地震地体構造論

ａ　地震地体構造論とは、地震と地体構造の関係を扱う研究分野であり、日本列島の地震の
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起こり方（規模、頻度、深さ、震源モデルなど）に共通性のある地域ごとに区分し、それと地

体構造との関係を明らかにするものである。

　地震地体構造は、地震の起こり方の共通している地域は地体構造にも共通の特徴があること

及び地体構造が似ている地域内では地震の起こり方も似ていることが前提となる。

　昭和５０年頃以降、大学及び国立機関において微小地震観測網が整備されており、定常的に

データ処理が施され、微小地震まで含めた詳細な震源分布が示された。気象庁の全国観測網で

求められた震源分布と合わせて、総体的に、微小地震観測網整備後の約１０年間という短期間

に観測された微小地震活動が、長期間の地震活動をかなりよく表していることが分かってき

た。これを踏まえた地震分布によるプレートの形状の詳細、微小地震観測網から得られるデー

タによる三次元的な地下構造の推定等、微小地震活動に基づく地体区分、地震発生時に地震の

原因となるゆがみを生じさせていた主応力軸方向に支配される発震機構を調べることによりプ

レート相互の運動方向、その地域に予測される地震の大きさ、発生機構などを推定する発震機

構に基づく地体区分、微小地震の震源分布と活断層分布などの研究成果が現れている。地形・

地質学的な観察による活断層の調査も広く行われている。

　以上のような成果・データの長さは、数百年程度に限られ、その間のデータとしては信頼が

おける歴史地震や活動履歴が限られるが、１８０万年前まで遡ることができる活断層の活動履

歴に加えて、地球物理学的諸量の相関を踏まえた総合的地震地体構造のマップとして、ａｓ

マップが提示された。

この「実用的地震地体構造マップ作成のための地体構造区分」すなわちａｓマップにおい

て、日本海溝付近は、Ｇ１、Ｇ２、Ｇ３に区分され、Ｇ１における主な地震としては、昭和２

７年の十勝沖地震（被害地又は震央地名ｃｋ沖）及び昭和４８年の根室沖地震などが、Ｇ２に

おける主な地震としては、明治三陸地震、昭和三陸地震及び昭和４３年の十勝沖地震（被害地

又は震央地名青森県東方沖）などが、Ｇ３における主な地震としては、昭和１３年の福島県沖

地震及び昭和５３年の宮城県沖地震などが、それぞれ示されている。

（以上、甲Ａ７３６・２、５７、５９、６６、７２、７６、８１、１７８、１９０、１９２

頁）。

　ｂ　また、主として、地殻内地震の規模の地域差を考慮し、併せて地震の頻度や発震機構と

も調和のとれた区分となるように、日本列島の各地域に予想すべき最大地震の規模を示し、そ

の内部で地震活動が共通とみなせる地域を、種々の地学的根拠に基づき区分したものとして、

ｃｊマップがある。平成１５年に公表されたｃｊマップ（平成６年のｃｊマップを修正したも

のであり、以下「ｃｊマップ」という場合には、平成１５年の修正後のものを指す。）におい

ては、「東北日本弧」の日本海溝大陸斜面を、４つに区分し、そのうち「三陸沖大陸斜面」

（８Ａ２）、「常磐沖大陸斜面」（８Ａ３）、「房総沖大陸斜面」（８Ａ４）があり、８Ａ２

の主な地震（プレート境界付近の大地震域）として明治三陸地震や慶長三陸地震などが、８Ａ

３の主な地震（プレート境界付近の大地震域）として１９３８年の福島県沖地震などが、８Ａ

４の主な地震（プレート境界付近の大地震域）として昭和３８年の房総沖地震など（延宝房総

沖地震は不確実である。）が、それぞれ示されている。（乙Ａ５７・３９０～３９２、３９

４、３９５頁）

イ 津波について

地震が海底下で発生すると、その断層運動により海底が隆起・沈降し、これに伴って海面が

変動し、大きな水の波となって伝播するものが津波である。陸に達する津波の高さは、通常、

浸水高と遡上高により表される。海岸に柱を立てた場合に、その柱のどこまでが水に浸かった

かを示すのが浸水高であり、津波が陸上を遡上して到達した高さを示すのが遡上高である。

（甲Ａ３０５の１・１５頁、甲Ａ３０９・７頁）

（２） 福島第一原発１号機から６号機の設置許可等
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ア 被告は、昭和４１年から昭和４６年にかけて、福島第一原発１号機から６号機につき順

次設置（変更）許可申請をし、昭和４１年から昭和４７年にかけて、内閣総理大臣により設置

（変更）許可処分がされた。これらの許可処分がされた当時、実用発電用原子炉の設置に当

たっては、原子炉設置許可を始めとした各種許認可の手続や基準等を定める「核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（炉規法）に基づく内閣総理大臣（昭和５３年頃か

ら平成１３年頃まで通商産業大臣、同年以降経済産業大臣）の許可を受けなければならないと

ころ、原子炉設置者からの設置許可申請に対する安全審査は、炉規法に定められた許可基準に

適合しているか審査を行い、その審査結果を原子力安全委員会に諮問し、原子力安全委員会に

おいても審査を行うことになっており、これらの審査に際しては、同委員会が策定した安全設

計審査指針等の各種指針類への適合状況が確認される。当時の耐震設計では、重要な建物、構

築物、機器配管系などの施設については、原子炉建屋基礎版において約１８０ガルにて設計

し、格納容器などの安全対策上重要な施設については１８０ガルの１．５倍の約２７０ガルの

地震動にて機能が確保されることが確認された上で許可がされている。

　また、これらの設置許可申請及び設置許可処分がされた昭和４０年代には、津波波高を計算

する電子計算機によるシミュレーション技術は一般化していなかったため、被告は、設置許可

申請において、福島第一原発の南約５５ｋｍにあるａｊ検潮所における昭和２６年の観測開始

から昭和３８年までの最高潮位に当たる昭和３５年のチリ地震津波における（省略）＋３．１

２２ｍの津波を想定可能な最大の津波（設計想定津波）として想定した。

　昭和４５年４月に、原子力安全委員会は「軽水炉についての安全設計に関する審査指針につ

いて」（安全設計審査指針）を策定したが、安全設計審査指針の中では、原子炉施設全般に関

して、一般的に考慮すべき自然条件として津波が挙げられており、過去の記録を参照して予測

される自然条件のうち最も過酷と思われる自然力に耐えることが求められているところ、その

指針を踏まえた国の審査において、チリ地震津波による設計想定につき「安全性は十分確保し

得るものと認める」として、設置許可処分がされた。このような想定に基づき、敷地の最も海

側の部分については（省略）＋４ｍの高さに整地されて、非常用海水ポンプはこの場所に設置

された。

（以上、甲Ａ１・８３頁、甲Ａ２本文編・３７３、３７４頁、甲Ａ４０５の１・１３、１６、

１７、３５頁、甲Ａ７４８）

イ 旧耐震設計審査指針の決定及び被告の対応

（ア） 福島第一原発１号機から６号機の設置が許可された当時は、安全審査のガイドライ

ンとなるような基準等は、耐震設計方針の妥当性の評価を含め、ほとんど成文化されておら

ず、個別の経験主義的な審査に委ねられていた。その後の昭和５６年７月、旧耐震設計審査指

針が策定され、同指針に基づき、原子力発電所を新設又は増設する際の安全審査において耐震

設計方針の妥当性の評価がされることとなった。（甲Ａ１・６６、６７頁、甲Ａ７４９）

（イ） 平成４年５月、資源エネルギー庁から、電事連を通じて、被告を含む原発事業者に

対し、バックチェックを実施して結果を報告するよう求められたところ、被告は、既に建設済

みの原子力発電所について、旧耐震設計審査指針に沿って過去の地震、地震調査を基に基準地

震動Ｓｓ（施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があり施設に大きな影響

を与えるおそれがあると想定することが適切な地震動）を策定して、耐震安全性が確保されて

いることを確認し、平成６年３月に福島第一原発１号機から６号機のそれぞれについて「耐震

性評価結果報告書」を提出した。この結果については、資源エネルギー庁が確認・取りまとめ

を行い、平成７年９月に原子力安全委員会に報告された。（甲Ａ１・６７頁、甲Ａ４０５の

１・１３頁）

ウ 北海道南西沖地震津波を受けた津波安全性評価

（ア） 資源エネルギー庁は、平成５年７月の北海道南西沖地震津波を受けて、同年１０月
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１５日、電事連に対し、既存原子力発電所の津波に対する安全性を評価して報告するよう指示

した。（甲Ａ１・８３頁、乙Ａ７２・３頁）

（イ） 指示を受けた被告は、平成６年３月、福島第一原発及び福島第二原発の津波に対す

る安全性評価結果報告書を提出した。同報告書では、発電所周辺に影響を及ぼした可能性のあ

る１６１１年以降の既往津波を文献調査により抽出し、簡易予測式により発電所における津波

水位を予測した上で、津波水位が相対的に大きい津波について数値解析を行った結果、福島第

一原発及び福島第二原発における歴史上最大の津波は昭和３５年に発生したチリ地震津波であ

り、福島第一原発での津波想定は上昇側で（省略）＋３．５ｍ、下降側で（省略）－２．２ｍ

程度であること、津波による水位の上昇・下降に対する発電所の安全性は確保されていること

などが報告された。（甲Ａ１・８３頁、甲Ａ４２・１～５頁、甲Ａ４０５の１・１７頁、乙Ａ

７２・３、４頁）

（３） ４省庁報告書及び７省庁手引

ア 当時の農林水産省構造改善局及び同省水産庁、運輸省港湾局並びに建設省河川局は、平

成５年７月の北海道南西沖地震津波や平成７年１月の阪神・淡路大震災を受けて、総合的な津

波防災対策計画を進めるための手法を検討することを目的として、「太平洋沿岸部地震津波防

災計画手法調査」を実施し、平成９年３月、「太平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査報告

書」（４省庁報告書）を公表した。また、上記４省庁に国土庁、気象庁、消防庁を加えた７省

庁により、我が国の沿岸域における津波対策の推進及び強化に資するため、地域防災計画にお

ける津波対策の強化を図る際の基本的な考え方、津波に対する防災計画の基本方針並びに策定

手順等について取りまとめた７省庁手引が公表された。（甲Ａ２本文編・３７４、３７５頁、

甲Ａ３７、甲Ａ３９の１）

イ ４省庁報告書及び７省庁手引は、津波防災計画策定の前提条件となる対象津波につい

て、過去に当該沿岸地域で発生し、痕跡高などの津波情報を比較的精度良く、かつ、数多く得

られている津波の中から、既往最大の津波を選定し、それを対象とすることを基本としつつ

も、近年の地震観測研究結果等により津波を伴う地震の発生の可能性が指摘されているような

沿岸地域については、別途現在の知見により想定し得る最大規模の地震津波を検討し、既往最

大津波との比較検討を行った上で、常に安全側の発想から沿岸津波水位のより大きい方を対象

津波として設定するものとしている。

　その解説には、信頼できる資料の数多く得られる既往最大津波とともに、現在の知見に基づ

いて想定される最大地震により起こされる津波をも取り上げ、両者を比較した上で常に安全側

になるよう、沿岸津波水位のより大きい方を対象津波として設定するものとする旨述べられて

いる。

（以上、甲Ａ３７・３０頁、甲Ａ３９の１・４２、２３８頁）

ウ ４省庁報告書において、想定地震の地域区分は地震地体構造論上の知見（ａｓマップ）

に基づいて設定し、想定地震の発生位置は既往地震を含め太平洋沿岸を網羅するように設定す

ることとされ、福島第一原発１号機から４号機が所在するａｄ町の想定地震津波は、福島県沖

の「Ｇ３－２」の区域に「Ｇ３」の区域の既往最大地震（１６７７年常陸沖地震すなわち延宝

房総沖地震）となるＭ８．０の想定地震が起きた場合に、海岸線に沿った津波水位は平均値で

６．４ｍ、最大値で８．４ｍと想定され、福島第一原発５号機及び６号機が所在するａｃ町の

想定地震津波は、同様の計算により、平均値で６．８ｍ、最大値で８．６ｍと想定された。

　ただし、４省庁報告書冒頭には、その数値解析が、対象津波による沿岸域での津波の傾向を

概略的に把握することを目的に実施するものであり、計算過程等を一部簡略化しているため、

各地域における想定津波の計算結果は十分精度の高いものではなく、各地域における正確な津

波の規模や被害予測を行うには、地形条件等をよりきめの細かな情報の下に実施する詳細調査

を行うことが別途必要である旨述べられている。
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（以上、甲Ａ３９の１・はじめに、９、１２５、１２６、１３６、１６２、２０２頁、甲Ａ３

９の２・１４８頁）

エ また、４省庁報告書及び７省庁手引においては、想定津波の試算に当たり、既往地震の

断層パラメータ（断層の位置、深さ、長さ、幅、すべり量、走向角、ずれ角と定義される。）

が用いられている。これまでの研究により、震源断層モデルの各パラメータのうち断層長さ

（Ｌ）、断層幅（Ｗ）及びすべり量（Ｄ）に関して相似則が成立することが指摘されているこ

とや地震地体構造論を踏まえ、既往地震の震源断層モデルを基礎データとし、プレート境界別

に震源断層相似則を整理し、これを踏まえて、上記ウの数値解析の結果が算出されている。

（甲Ａ３７・２２頁、甲Ａ３９の１・１３７～１６７頁）

（４） 被告及び電事連による津波試算等

ア 通産省は、遅くとも平成９年６月には、４省庁報告書を踏まえ、被告を含む電力会社に

対し、仮に、現在の数値解析の２倍で津波高さを評価した場合、その津波により原子力発電所

がどのような影響を受けるのか、その対策として何が考えられるのかを提示することを要請し

た。（甲Ａ３４７・４４頁）

イ 電事連の津波対応ワーキンググループは、同年７月２５日、津波高さの検討を行い、４

省庁報告書及び７省庁手引に示されている想定地震の断層モデルを用いて数値解析を実施した

ところ、福島第一原発における津波高さが最大で（省略）＋４．８ｍとなり、想定地震の断層

パラメータのばらつき及び計算誤差を考慮して、仮に上記値の２倍の津波高さの変動があるも

のとすると、水位上昇によって、非常用海水ポンプのモーターが水没するとの結果を得た。ま

た、４省庁報告書及び７省庁手引への対応の方向性として、今後整備される津波評価指針に

は、必要に応じて、地体構造上最大規模の地震津波も検討条件として取り入れる方向で検討・

調整を行っていく一方、想定し得る最大規模の津波を考慮した上で、更にばらつきを考慮する

ことは、工学的に現実的でないと考えられることから、設備の検討条件としては考慮しないこ

ととする方針案が示された。

　この方針は、同年１０月１５日に、電事連が通産省に提出した「７省庁津波に対する問題点

及び今後の対応方針」と題する書面においても示されており、当面は、この方針を踏まえて作

成した４省庁報告書及び７省庁手引と原子力発電所の津波安全評価との関係に関するＱ＆Ａで

対応しつつも、中長期的には４省庁報告書及び７省庁手引と整合する電事連の考え方を指針と

して取りまとめ、これに基づいて安全性の確認を行い、場合によってはその結果を公表してい

くこととされた。

（以上、甲Ａ３８１、甲Ａ４０９、甲Ａ６９６、乙Ａ７２・８～１０頁）

ウ 被告は、４省庁報告書で検討されている地震地体構造上想定される津波に対する福島第

一原発及び福島第二原発の安全性について検討を行い、平成１０年６月、「津波に対する安全

性について（太平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査）」と題する書面を取りまとめた。この

書面では、４省庁報告書に示された断層モデルのうち、その規模及び位置から、福島第一原発

及び福島第二原発地点に比較的大きな影響を与える断層モデルについて検討、解析を行い、そ

の結果、福島第一原発における最高水位は（省略）＋４．７ｍから＋４．８ｍに、最低水位は

（省略）－２．８ｍから－３．０ｍになるとされ、その上で、福島第一原発の津波に対する安

全性は、水位上昇側については、屋外に設置されている非常用海水ポンプの据付けレベルを越

えるが、ポンプのモーター下端レベルには達しないため、安全性への影響はなく、また、水位

下降側についても、非常用海水ポンプによる安全上重要な機器の冷却が可能であるため、安全

性への影響はないと結論付けられている。（甲Ａ４４、甲Ａ３８２、乙Ａ７２・１０、１１

頁）

（５） 津波評価技術

ア 津波評価技術策定の経緯及び津波評価部会の構成
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　平成１１年、原子力施設の津波に対する安全性評価技術の体系化及び標準化について研究を

行うことを目的として、土木学会・津波評価部会が設置された。同部会は、ｂｄ氏（ｅｂ大学

（当時。以下同じ。））を主査とし、ａｑ氏（ｂｎ大学教授）、ｂｂ氏（ｂｍ大学助教授）、

ｂａ氏（経済産業省工業技術院地質調査所）などの地震、津波の理学工学の学識経験者のほ

か、財団法人電力中央研究所や電力会社の研究従事者から構成され、定例的に検討会が開催さ

れた。

　津波評価部会は、平成１４年２月、同部会の約１年半にわたる活動の成果を取りまとめ、そ

れまでに培った津波の波源や数値計算に関する知見を集大成し、原子力発電所の設計に使用す

る津波水位の標準的な設定方法を提案するものとして、「原子力発電所の津波評価技術」（津

波評価技術）を公表した。津波評価技術の巻頭では、ここで取りまとめられた結果は７省庁手

引を補完するものであることが述べられている。

（以上、甲Ａ２本文編・３７５、３７６頁、甲Ａ４１の１・ⅰ、ⅲ、ⅵ、ⅶ頁）

イ 津波評価技術に基づく設計津波水位の評価方法の概要

（ア） 既往津波の再現性の確認

文献調査等に基づき、評価地点に最も大きな影響を及ぼしたと考えられる既往津波のうち、

おおむね信頼性があると判断される痕跡高記録が残されている津波を評価対象として選定し、

既往津波の断層モデルについては沿岸における痕跡高をよく説明できるように断層パラメータ

を設定する。その上で津波高の再現計算を行う。

　これまでは、既往津波と海域活断層に想定される地震に伴う津波のどちらか大きい方を原子

力発電所の設計に用いてきたが、津波評価技術では、新たに定義した想定津波（プレート境界

付近、日本海東縁部及び海域活断層に想定される地震に伴う津波）を設計津波水位の評価に適

用するため、既往津波の位置付けが従前とは異なったものとなる。すなわち、津波評価技術に

おいて、既往津波は、計算によって求められた設計想定津波の妥当性を確認するためのデータ

として位置付けられるとともに、計算に用いた波源の断層モデル、海底地形・海岸地形等のモ

デル化及び数値計算方法の妥当性を確認するためのデータとして位置付けられている。

（以上、甲Ａ２本文編・３７６頁、甲Ａ４１の２・１－５、１－９、１－２３、１－２６頁）

（イ） 想定津波による設計津波水位の検討

プレート境界付近に将来発生することを否定できない地震に伴う津波を評価対象とし、津波

をもたらす地震の発生位置や発生様式を踏まえたスケーリング則（断層パラメータ同士の大き

さに関する経験則であり、上記（３）エの相似則が成立することを踏まえている。甲Ａ３０

９・１５頁）に基づき、想定するモーメントマグニチュード（Ｍｗ）に応じた基準断層モデル

を設定する。津波評価技術では、既往津波の痕跡高を説明できる断層モデル及び各種地震学的

知見に関する検討から得られた地震・断層モデルの特徴を反映できるよう、海域ごとに異なる

断層パラメータ設定方法を採用しているところ、波源設定のための領域区分は、地震地体構造

の知見に基づくものとし、基準断層モデルの波源位置は、過去の地震の発生状況等の地震学的

知見等を踏まえ、合理的と考えられる位置に津波の発生様式に応じて設定する。また、基準断

層モデルの最大Ｍｗは、津波をもたらす地震の発生位置や発生様式ごとに既往津波の痕跡高を

説明できる断層モデルのＭｗと同等以上の値とする。

　その上で、波源の不確定性、数値計算上の誤差、海底地形、海岸地形等のデータの誤差など

といった想定津波の不確定性を設計津波水位に反映させるため、基準断層モデルの諸条件を合

理的範囲内で変化させた数値計算を多数実施し（パラメータスタディ）、その結果得られる想

定津波群の中から、評価地点における影響が最も大きい津波を設計想定津波として選定し、上

記（ア）の既往津波の痕跡高や再現計算結果を上回ることを確認する。そのような確認を経た

設計想定津波に適切な潮位条件を足し合わせて設計津波水位を求める。

（以上、甲Ａ２本文編・３７７頁、甲Ａ４１の２・１－５、１－６、１－３１～１－３３頁）
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（ウ） 上記（イ）のパラメータスタディを実施し、その結果得られる想定津波群の中か

ら、評価地点における影響が最も大きい津波を設計想定津波として選定することにより、津波

評価技術により得られる設計想定津波の最大水位上昇量は、既往最大津波の痕跡高に対し平均

で約２倍の大きさとなっていることが確認されている。（甲Ａ４１の２・１－７、甲Ａ４１の

３・２－２０９頁）

（エ） 他方で、津波評価技術による評価方法は、文献記録の残っていない古い時代により

巨大な津波が発生していたとしても、そのようなものは評価対象として取り上げられない方法

となっているが、津波評価技術の中にその適用限界や留意事項等の記述はない。

　ただ、上記（イ）及び（ウ）のとおり、既往津波に波源を限定するものではなく、プレート

境界付近に想定される地震に伴う波源の設定に関して、プレート境界付近に将来発生すること

を否定できない地震に伴う津波とし、地震地体構造の知見を踏まえて、相似則を用いて波源を

設定することにより、既往地震の津波の痕跡高の約２倍の大きさとなっている。

（以上、甲Ａ２本文編・３７７頁、甲Ａ４１の２・１－３１、１－５９頁）

（オ） 福島第一原発付近の設計想定津波

津波評価技術は、上記のとおり、想定波源は地震地体構造の知見を踏まえて設定することと

しており、たとえ既往地震が確認できない領域であっても、既往地震が確認できる領域と地体

構造が近似する領域においては同様の地震発生の可能性があるものとして、既往地震と同様の

波源モデルを設定することとしている。

　もっとも、日本海溝沿いの海域においては、北部では海溝付近に大津波の波源域が集中して

おり、１８９６年の明治三陸津波のような津波地震や１９３３年の昭和三陸津波のようなプ

レート内正断層地震が見られる一方、南部では１６７７年の延宝房総沖地震を除き、海溝付近

に大津波の波源域は見られず、宮城県沖及び福島県沖の陸域に比較的近い領域で地震が発生し

ていると整理された。

　この結果、津波評価技術は、福島県沖において、１９３８年の福島県東方沖地震（群発地

震）のみが既往の地震であり、福島県沖の日本海溝沿いでは津波地震が発生していないとし、

福島県東方沖地震に基づくＭｗ７．９の断層モデルを基準断層モデルとして設定し（甲Ａ４１

の２・１－５９頁の図に示された領域番号７）、日本海溝寄りには断層モデルが設定されな

かった（甲Ａ４１の２・１－５９頁の図に示された領域番号３、４と領域番号８の間の領

域）。

（以上、甲Ａ４１の２・１－３１頁、甲Ａ４１の３・２－２６～２－３０頁、乙Ａ９・１３、

１４頁、乙Ａ３３・１１～１３頁、乙Ａ３６・５、６、８４、８５頁）

ウ 津波評価技術の付属編

津波評価技術の付属編（甲Ａ４１の３）においては、地震津波に関する知見として、概要、

以下の記載がある。

（ア） 津波波源の地域別特徴をみると、日本海溝沿い海域では、北部と南部の活動に大き

な違いがある点が特徴である。北部では、海溝付近に大津波の波源域が集中しており、津波地

震、正断層地震も見られる。一方、南部では、延宝房総沖地震を除き、海溝付近に大津波の波

源は見られず、陸域に比較的近い領域で発生している。

　日本海溝付近では、明治三陸地震のような津波地震や、１９３３年の昭和三陸地震のような

プレート内正断層地震が発生している。ｃｏ氏とｂａ氏が平成８年に発表した共著論文である

「津波地震はどこで起こるか　明治三陸津波から１００年」（以下「ｃｏ・ｂａ論文」とい

う。）は、津波地震や正断層型地震の発生する場所の限定を示唆している。慶長三陸地震につ

いては、正断層地震モデルを提案する文献（ｅｃ「三陸沖の古い津波のシミュレーション」ｂ

ｎ大学ｊｏ研究所彙報、Ｖｏｌ．５２、ｐｐ７１－１０１）があるが、複数の文献（ａｒ「歴

史上に発生した津波地震」月刊地球、Ｖｏｌ．１６、Ｎｏ．２、ｐｐ７３－８５、ｅｄ『日本
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被害津波総覧〔第２版〕』ｅｅ会、２３８ｐ）が、津波地震の可能性を指摘している。

　日本海溝沿いの南部海域に着目すると、宮城県沖では陸域に非常に近い領域で発生する地震

と、その沖側で発生する地震がある。福島県沖で記録されている大地震は、福島県東方沖の群

発地震すなわち福島県東方沖地震のみである。福島県東方沖地震には、逆断層地震とともに正

断層地震も存在する。房総半島沖では、海溝付近の津波地震と考えられる延宝房総沖地震が発

生している。

（以上、甲Ａ４１の３・２－２６～３０、２－１０１、２－１０９頁）

（イ） 想定津波の波源設定方法について、将来発生することを否定できない津波を合理的

に想定することを目的とした波源モデルの設定方法を提示する。具体的には、発生位置とＭｗ

に対応して、津波の数値シミュレーションに必要な断層パラメータを設定する方法を提示す

る。この際、津波をもたらす地震の発生様式が考慮される。プレート境界付近等では、各海域

でこれまでに発生した津波の痕跡高を説明できる断層モデルを基準として、与えられたＭｗに

対する断層モデルを設定する。その際、各種地震学的知見や既往地震の発震機構を考慮する。

（甲Ａ４１の３・２－５１頁）

（ウ） 日本海溝沿い海域において、津波痕跡高との比較を実施している断層モデルは、慶

長三陸地震（プレート内正断層地震）、延宝房総沖地震（プレート間津波地震）、明治三陸地

震（プレート間津波地震）などが示される。（甲Ａ４１の３・２－５３頁）

（エ） 想定津波の基準断層モデルに関して、日本海溝沿い海域では、津波地震、プレート

内正断層地震、プレート間逆断層地震などが特定の場所に発生しており、それぞれが断層パラ

メータに特徴を持っている。したがって、想定津波の断層モデルの設定に際しては、既往津波

の痕跡高を最もよく説明する断層モデルを基に、既往最大Ｍｗを考慮し、地震の発生様式を反

映した適切なスケーリング則を適用する。海域区分３と８が津波地震を想定する海域である。

海域区分７のＭｗは、検潮儀記録と痕跡高の関係などを考慮して、地震モーメントを２倍した

値である。（甲Ａ４１の３・２－５８頁）

エ 津波評価部会での議論等

津波評価部会は、津波評価技術の策定に当たって、平成１１年１１月から平成１３年３月ま

での間に計８回の部会を開き、その中では以下のような議論、やり取りがなされた。

（ア） 第１回津波評価部会（平成１１年１１月５日）において、ｂｄ氏から、「津波がど

のように原子力発電所設備に影響を及ぼすかについて、プラント・機器の専門家に説明をして

もらう機会を設けてほしい。」との指示があり、第３回津波評価部会（平成１２年３月３日）

の際、電事連耐震検討チームから資料が提出された。この資料には、原子炉からの崩壊熱除去

にとって非常用海水ポンプの機能維持が重要となるが、津波により水位上昇によるモーター水

没や水位下降による一時的な取水不能の影響を受ける可能性があると記述されていた。（甲Ａ

２本文編・３７９頁）

（イ） 第５回津波評価部会（平成１２年７月２８日）では、ｂｄ氏から、「想定津波以上

の規模の津波が来襲した場合、設計上クリティカルな課題があるのか否か検討しておくべ

き。」とのコメントや、「最終的なまとめ方のイメージをどのように考えているか。」、

「〈１〉重要機器が浸水したり、取水に支障をきたすことはないという保証がこの検討から出

てくるというイメージなのか、それとも〈２〉想定津波以上のものが全く来ないとは言えず、

それが来た場合の対処の仕方も考えておくというイメージなのか。」という質問がされた。こ

れに対し、幹事団からは、「前者〈１〉のイメージである。」、「原子力発電所の場合には、

放射能を絶対に外部に漏らしてはいけないとのハード面の要求があるため、〈２〉のような考

えは取りにくい。新しい津波評価技術では、パラメータスタディ等により評価の不確実性に対

する担保分を考えて、現行の設計水位レベルの絶対値より大きく見積もることを考えてい

る。」との回答がされた。（甲Ａ２本文編・３７９頁、甲Ａ６９４）
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（ウ） 第６回津波評価部会（平成１２年１１月３日）では、幹事団から、詳細パラメータ

スタディによる最大想定津波水位は、既往最大津波の痕跡高に対し平均で約２倍になること、

最大想定津波水位が既往津波の痕跡高を超過する百分率は９８％程度であり、十分大きな津波

水位を評価することが可能と考えられることから、想定津波水位の補正係数を１．０としたい

とする提案があった。これに対し、想定を上回る津波の可能性を考慮する必要はないのかとい

う質問があり、幹事団は、想定を上回る津波の来襲時の対処法も考えておく必要があるが、補

正係数を１．０としても工学的に起こり得る最大値として妥当かどうかを議論してほしいとの

返答をした。その後、ｂｄ氏は、提案された方法で痕跡高をほぼ１００％上回っており、現段

階ではとりあえず１．０としておき、将来的に見直す余地を残しておきたいと述べ、結果的に

は補正係数を１．０とすることでまとまった。（甲Ａ２本文編・３８０頁、甲Ａ４８・６頁、

甲Ａ６９４）

（エ） 第７回津波評価部会（平成１３年１月２６日）では、再度、想定津波の補正係数と

して１．０を提案したいとの報告があり、審議の結果了承されたが、その際、委員から、補正

係数が１．０となると、結果的にはパラメータスタディのみ実施し、補正係数を持ち込まない

ことと等価となるとの指摘がされ、これに対して、既往津波の補正係数をどのように考えるか

を明確にしてから改めて考えることにしたいとの回答があった。（甲Ａ５０・２頁）

オ 津波評価技術を踏まえた被告の対応等

被告は、津波評価技術により想定される津波に対する福島第一原発及び福島第二原発の安全

性評価を行い、平成１４年３月、「福島第一原子力発電所　福島第二原子力発電所　津波の検

討　－土木学会「原子力発電所の津波評価技術」に関わる検討－」を公表した。その中で、福

島第一原発で（省略）＋５．４ｍから５．７ｍの想定津波が到来し得るとの計算結果を得て、

これらの水位による非常用機器への影響として、福島第一原発６号機の非常用ディーゼル発電

機冷却系海水ポンプの電動機据付けレベル（（省略）＋５．５８ｍ）を上回ることが判明し

た。そこで、被告は同ポンプの電動機の下端位置を約２０ｃｍ嵩上げするなどしたほか、建屋

貫通部等の浸水対策や海水ポンプの一時停止等に係る手順書の整備を実施した。被告は評価結

果を原子力安全・保安院に報告したが、それに対し、同保安院から、特段の指導等を受けるこ

とはなかった。（甲Ａ１・８３、８４頁、甲Ａ２本文編・３８１頁、甲Ａ５２・９、１０頁、

甲Ａ４０５の１・１７、１８頁、乙Ａ７２・１６、１７頁）

カ 津波評価技術に対する国際的な評価

津波評価技術は、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）が平成２３年１１月に発表した原子力施設の

立地評価に関する報告書において、各国の津波評価方法の実務例の一つとして参照されてい

る。（乙Ａ２９・１１３～１１６頁）

（６） 本件長期評価

ア 本件長期評価策定の背景

平成７年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災により浮き彫りとなった我が国の地震防災

対策に関する課題を踏まえ、全国にわたる総合的な地震防災対策を推進するため、地震防災対

策特別措置法（平成７年法律第１１１号）が制定された。すなわち、地震に関する調査研究の

成果が国民や防災を担当する機関に十分に伝達され活用される体制になっていなかったという

課題意識の下、行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体制を明らかにし、これを

政府として一元的に推進するため、同法に基づき、総理府（当時。後に文科省）に推進本部が

設置された。

　推進本部は、地震防災対策の強化、特に地震による被害の軽減に資する地震調査研究の推進

を基本的な目標とし、本部長（文部科学大臣）と本部員（関係府省の事務次官等）から構成さ

れ、その下に、関係機関の職員及び学識経験者から構成される政策委員会と地震調査委員会が

設置されている。地震調査委員会の下には、内陸の活断層で発生する地震や海域に発生するプ
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レート間地震（海溝型地震）についての長期評価を検討する長期評価部会が設置され、同部会

で審議される海溝型地震に関する審議を行う場として海溝型分科会が設置された。

（以上、甲Ａ３８の１、甲Ａ３０９・１８頁）

イ 推進本部の活動

推進本部は、平成１１年４月２３日に決定した「地震調査研究の推進について－地震に関す

る観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策－」において、「全国

を概観した地震動予測地図」の作成を当面推進すべき地震調査研究の主要な課題とし、また、

「陸域の浅い地震、あるいは、海溝型地震の発生可能性の長期的な確率評価を行う」としてい

たところ、地震調査委員会では、この決定を踏まえて、宮城県沖地震及び南海トラフの地震の

長期評価をそれぞれ公表したのに続いて、平成１４年７月３１日、日本海溝沿いのうち三陸沖

から房総沖までの領域を対象として、長期的な観点で地震発生の可能性、震源域の形態等を評

価して取りまとめた「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について」すなわち本

件長期評価を公表した。本件長期評価は、海溝型分科会、長期評価部会、地震調査委員会での

各審議を経て公表されたものである。（甲Ａ２本文編・３９２頁、甲Ａ３８の２・１頁、甲Ａ

３０２・２０～２４頁、甲Ａ３０９・１８頁、甲Ａ３１５・９～１１頁、甲Ａ３９１～甲Ａ３

９３）

ウ 本件長期評価の内容

本件長期評価は、三陸沖から房総沖までの領域を八つに分け、三陸沖北部から房総沖の海溝

（日本海溝。以下同じ。）寄りを一つの領域（海溝寄り領域）とした上で、同領域におけるプ

レート間大地震（津波地震）について、明治三陸地震と同様の津波マグニチュード（Ｍｔ）

８．２前後の地震が領域内のどこでも発生する可能性があり、今後３０年以内の発生確率は２

０％程度であることなどを概要とするものであるが、主な内容は以下のとおりである。

（ア） 地震の発生位置及び震源域の評価作業に当たっては、過去の震源モデルを参照し、

微小地震等に基づくプレート境界面の推定に関する調査研究成果及び当該地域の速度構造につ

いての調査研究成果を参照して、三陸沖北部から房総沖にかけての領域について推定してい

る。各領域の区域分けについては、微小地震の震央分布を参照し、過去の大地震の震央、波源

域、震源モデルの分布、バックスリップモデルの研究成果を考慮し、海溝沿いの領域について

は、この領域で過去に発生した明治三陸地震、１９３３年の昭和三陸地震の震源モデルの幅と

傾斜角から、海溝軸から約７０ｋｍ程度西側のところまでとしている。（甲Ａ３８の２・１８

頁）

（イ） 三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震（津波地震）について、過去

に知られている慶長三陸地震及び明治三陸地震は、津波数値計算等から得られた震源モデルか

ら、海溝軸付近に位置することが分かっていることから、およその断層の長さは約２００ｋ

ｍ、幅は約５０ｋｍとし、南北に伸びる海溝に沿って位置すると考えたものの、過去の同様の

地震の発生例は少なく、このタイプの地震が特定の三陸沖にのみ発生する固有地震であるとは

断定できないため、同じ構造を持つプレート境界の海溝付近に、同様に発生する可能性がある

とし、場所は特定できないとされている。なお、本件長期評価においては、Ｍｔの値がＭの値

に比べ０．５以上大きいか、津波による顕著な災害が記録されているにもかかわらず顕著な震

害が記録されていないものについて、津波地震として扱うこととしている。（甲Ａ３８の２・

２、３、１９頁）

（ウ） 当該領域における将来の地震発生確率については、過去の地震活動履歴に基づいて

予測する確率モデル（更新過程）を適用し、固有地震以外の地震に対しては、更新過程を当て

はめる際に、ポアソン過程を適用することとしている。ポアソン過程を用いた場合、地震発生

の確率はいつの時点でも同じ値となり、本来時間とともに変化する確率の「平均的なもの」に

なる。
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　三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの津波地震は、過去４００年間に、三陸沖で１６１１年、

１８９６年の２回、房総沖で１６７７年の１回、計３回発生していることから、この領域全体

では約１３３年に１回の割合でＭ８クラスの津波地震が発生すると推定し、ポアソン過程によ

り、今後３０年以内の発生確率は２０％程度、今後５０年以内の発生確率は３０％程度と推定

している。また、特定の海域では、断層長（２００ｋｍ程度）と領域全体の長さ（８００ｋｍ

程度）の比を考慮して５３０年に１回の割合でこのような大地震が発生すると推定し、ポアソ

ン過程により、今後３０年以内の発生確率は６％程度、今後５０年以内の発生確率は９％程度

と推定している。

　地震の規模は、次の地震も津波地震であることを想定し、過去に発生した地震のＭｔ等を参

考にして、Ｍｔ８．２前後と推定している。

（以上、甲Ａ３８の２・５、６頁）

（エ） 本件長期評価の冒頭には、「今回の評価は、現在までに得られている最新の知見を

用いて最善と思われる手法により行ったものではあるが、データとして用いる過去地震に関す

る資料が十分にないこと等による限界があることから、評価結果である地震発生確率や予想さ

れる次の地震の規模の数値には誤差を含んでおり、防災対策の検討など評価結果の利用にあ

たってはこの点に十分留意する必要がある。」との記載がされている。（甲Ａ３８の２・１

頁）

（オ） 本件長期評価の中では、有史以来大きな地震が発生していない領域の津波評価に関

する波源モデルまでは示されていなかった。（甲Ａ４０５の１・２０頁）

エ 本件長期評価の信頼度について

（ア） 地震調査委員会は、平成１５年３月２４日、長期評価に関し、領域によって評価に

用いた過去の地震のデータの量や質が一様でなく、それぞれの評価結果の信頼性には差がある

ことから、想定地震の発生領域、規模、発生確率のそれぞれの項目について、信頼度を「Ａ：

高い　Ｂ：中程度　Ｃ：やや低い　Ｄ：低い」の４段階にランク分けする「プレートの沈み込

みに伴う大地震に関する長期評価の信頼度について」を公表した。三陸沖北部から房総沖の海

溝寄りのプレート間大地震（津波地震）については、発生領域の評価の信頼度は「Ｃ（やや低

い）」、規模の評価の信頼度は「Ａ（高い）」、発生確率の評価の信頼度は「Ｃ（やや低

い）」とされた。

　発生領域の評価の信頼度が「Ｃ（やや低い）」とは、想定地震と同様な地震が発生すると考

えられる地域を一つの領域とした場合に、想定地震と同様な地震が領域内で１～３回しか発生

していないものの、今後も領域内のどこかで発生すると考えられるが、発生場所を特定でき

ず、地震データも少ないため、発生領域の信頼性はやや低いことを意味する。規模の評価の信

頼度が「Ａ（高い）」とは、想定地震と同様な地震が３回以上発生しており、過去の地震から

想定規模を推定でき、地震データの数が比較的多く、規模の信頼性は高いことを意味する。発

生確率の評価の信頼度が「Ｃ（やや低い）」とは、想定地震と同様な地震が発生すると考えら

える地域を一つの領域とした場合に、想定地震と同様な地震は領域内で２～４回と少ないが、

地震回数をもとに地震の発生率から発生確率を求めており、発生確率の値の信頼性はやや低い

ことを意味する。

（以上、甲Ａ３０９・２２頁、甲Ａ４１７・１、３～８頁）

（イ） 以上の評価の信頼度は、平成２１年３月９日に一部改訂された本件長期評価におい

ても変更されていない。（甲Ａ３３７・９、１３頁）

オ 海溝型分科会での議論

海溝型分科会は、第７回（平成１３年１０月２９日）から第１３回（平成１４年６月１８

日）にかけて、三陸沖から房総沖にかけての海域での地震の長期評価について検討した。海溝

型分科会における検討過程での議論に関しては、以下の事実が認められる。
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（ア） 第８回海溝型分科会（平成１３年１２月７日）において、委員から、三陸沖北部以

外の三陸沖・福島県沖全体を評価するに当たり、１８９６年の明治三陸地震のタイプの地震が

他の地域でも起こらないのかが一つのポイントになる旨の指摘がなされている。（甲Ａ３１６

の１・７～９頁）

（イ） 第９回海溝型分科会（平成１４年１月１１日）においては、津波地震は日本海溝沿

いのどこでも起こるという考え方と、明治三陸地震の波源域において繰り返し起こるとする考

え方のいずれが適当かが議論となり、津波地震とされた慶長三陸地震の波源域は不明確である

こと、延宝房総沖地震の波源域はもっと陸寄りの地域であるとの知見も示されつつも、ｂｓや

ｃｓ島の津波被害の状況からすると日本海溝沿いで起きた地震に含めてよいことなどが意見と

して出された。（甲Ａ３１６の２・５頁）

（ウ） 第１０回海溝型分科会（平成１４年２月６日）においては、事務局から、慶長三陸

地震、延宝房総沖地震、明治三陸地震の三つの地震が過去４００年に起きた津波地震であると

して、ポアソン過程を用いて評価した旨説明がされた。これに対しては、延宝房総沖地震を日

本海溝沿いの津波地震と評価することに否定的な意見や慶長三陸地震は津波地震ではなく正断

層型地震である可能性を指摘する意見が出された一方、延宝房総沖地震の被害は宮城県にも及

んでいることや慶長三陸地震と津波の観測が時間的に離れていることからいずれも津波地震と

みてよいとの意見が出された。（甲Ａ３１６の３・５、６頁）

（エ） 第１２回海溝型分科会（平成１４年５月１４日）においては、慶長三陸地震の震源

地が千島沖であった可能性や延宝房総沖地震の震源地が房総半島の東のずっと陸地近くであっ

た可能性等が指摘される一方、津波被害の状況を根拠として、慶長三陸地震の震源地は三陸沖

とみるのが相当であるとの意見や延宝房総沖地震の震源地を陸地に近い場所と見るのは不自然

であるとの意見が再度示されたほか、過去地震の数を減らしすぎると確率が小さくなり警告の

意味がなくなってしまうとの指摘もあり、このような様々な可能性や不確定性があることにつ

いては、長期評価の文章の中で言及すればよいとの意見が出された。事務局からは、メカニズ

ムはともかく、三陸に大きな津波被害が起こる確率が重要であるとして、慶長三陸地震、延宝

房総沖地震、明治三陸地震の三つを津波地震として確率を計算する方針が示された。（甲Ａ３

１６の５・４～８頁）

カ 長期評価に関する専門家の見解

（ア） ａｔ氏の見解

地震学、特に地震及び津波の長期予測の専門家であり、本件長期評価策定時、地震調査委員

会の長期評価部会の部会長を務めたａｔ氏は、意見書及び別件訴訟で実施された証人尋問にお

いて、概要以下のとおり述べる。

　本件長期評価の根拠は、過去４００年間に発生した１６１１年の慶長三陸地震、１６７７年

の延宝房総沖地震、１８９６年の明治三陸地震であり、３０年発生確率はこれらの地震の発生

頻度によっており、津波マグニチュードは明治三陸地震の値に基づいている。日本海溝付近の

津波地震は、太平洋プレートの沈み込みが引き起こすプレート境界地震であり、慶長三陸地震

及び明治三陸地震の各津波は海溝の北部、延宝房総沖地震の津波は海溝の南部で発生したもの

と推定されるところ、海溝の北部、中部、南部には、プレートの構造や地形等に大きな違いは

見られないため、津波地震は日本海溝付近のどこでも発生すると判断した。プレートの沈み込

みにより、北部と南部だけは津波地震が発生し、中部だけは起こらないとは考えにくく、偶然

に過去４００年間に中部では発生しなかっただけと推定することが妥当である。中部が地震空

白域に当たるとするのは、プレートテクトニクスに基づけば当然の結論である。海溝型分科会

においては、海溝寄り北部と南部の構造や地形の違いについて述べられた論文は参照したが、

特段取り上げての議論はしていない。

　本件長期評価は、多くの地震学者の見解を最大公約数的にまとめたものである。
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（以上、甲Ａ３０５の１・２６頁、甲Ａ３０７の１・１２、２４頁、甲Ａ３０７の２・３１、

３６頁）

（イ） ａｒ氏の見解

地震学や海洋学、特に地震や津波の近代的観測が開始された明治２０年頃より前の地震であ

る古地震のうち、文字を主体とする歴史の時代に起きた地震である歴史地震等の研究を専門と

し、本件長期評価策定時、地震調査委員会の長期評価部会の委員を務めたａｒ氏は、意見書及

び別件訴訟で実施された証人尋問において、概要以下のとおり述べる。

　海溝型分科会は、当時の地震、津波についての第一線の専門家で構成され、その中では、各

専門家の見解の相違を踏まえた白熱した議論が行われたが、最終的には、参加した専門家の見

解が最大公約数としてまとめられた文章となっている。

　推進本部は、１６１１年の慶長三陸地震、１６７７年の延宝房総沖地震、１８９６年の明治

三陸地震をいずれも日本海溝沿いのプレート間で生じた津波地震であると結論付けた。太平洋

プレートが日本列島の載っている北米プレートの下に潜み込むという基本的構造は日本海溝の

北部、中部、南部で違いはなく、長期評価が、津波地震について「同じ構造をもつプレート境

界の海溝付近に同様に発生する可能性があるとし、場所は特定できない。」としたことは当然

である。ここでいう「同じ構造」とは、日本海溝から西側におよそ７０ｋｍの範囲では、

〈１〉ほとんど微小地震は起きていないこと、〈２〉低周波地震が起きていること、〈３〉付

加体が分布していることという三つの特徴を有し、その特徴は三陸沖から房総沖まで、すなわ

ち、日本海溝の北部、中部、南部で共通していることを意味すると理解する。

（以上、甲Ａ３０１・５７頁、甲Ａ３０２・９、２３～２５、２８、３４、３５頁、甲Ａ３０

４・７頁）

（ウ） ｂａ氏の見解

地震や津波の予測等の専門家であり、土木学会・津波評価部会の委員を務めるとともに、本

件長期評価策定時、地震調査委員会の長期評価部会の委員を務めたｂａ氏は、意見書及び別件

訴訟で実施された証人尋問において、概要以下のとおり述べる。

　海溝型分科会においては、津波地震は日本海溝沿いのどこでも起こるという考え方と、明治

三陸地震の波源域において繰り返し起こるとする考え方のどちらをとるのかが議論となった。

ｂａ氏は、津波地震は決まった領域で発生すると考えていたため、津波地震がどこでも発生す

るとは思っていなかった。最終的に、１６１１年慶長三陸地震及び１６７７年延宝房総沖地震

の波源域が明らかでないことから、過去の津波地震は海溝沿いのどこかで発生したとして評価

することとなったが、福島県沖で津波地震が発生する可能性を議論したり、そのようなデータ

が明示的に提示されたわけではなかった。日本海溝寄りの北部（三陸沖）と南部（三陸沖より

南）では、海溝軸付近の詳細な地形や堆積物の厚さなどに違いがあり、津波地震の発生の有無

に影響すると考えていたが、海溝型分科会では過去の地震に基づいて評価をしていたため、プ

レート境界の形状や地形等については議論が行われていなかった。また、微小地震の頻度を見

ると、青森県沖から岩手県沖の日本海溝寄りでは、福島県沖の日本海溝寄りに比べて、明らか

に多くの微小地震が起きている。

　福島県沖では、三陸沖北部から房総沖に起こり得る津波地震は固有地震とみなすことができ

なかったためポアソン過程を用いて確率を計算しているが、ポアソン過程による計算方法を用

いるためには地震がどこで起きてもおかしくないと仮定する必要があり、長期評価においても

その手法によったことが明記されている。

　明治三陸地震と同様の津波地震が福島県沖を含む日本海溝寄りのどこでも起こるとの見解

は、地震学者の間での統一的な見解ではなく、福島県沖が地震空白域であるかという点につい

ては大きな議論がある。そもそも地震空白域は単に「今まで地震が発生していない領域」を意

味するのではなく、むしろ、大地震が繰り返し発生している領域であることを前提にしたもの
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であり、三陸沖から房総沖にかけての領域で発生する可能性のある地震として検討対象とされ

た三つの地震はいずれも繰り返し性のある地震と認めることができない以上、論理的に地震空

白域の概念を取り入れる前提を欠いている。

　平成１４年当時はもちろん平成２３年当時も多くの地震学者から支持されていた比較沈み込

み学の考え方やＧＰＳの観測結果からは、福島県沖のプレート間の固着は小さいと考えられて

いたため、福島県沖では大規模な地震が起こるとは考えられていなかった。

（以上、甲Ａ３０９・２０、２９頁、甲Ａ３１０・２３～２８、３３、４４、４５頁、甲Ａ３

１２・４５、６９～７３頁、乙Ａ５・６頁、乙Ａ４９・２～５頁）

（エ） ｃｉ氏の見解

地震学の専門家であり、本件長期評価策定時、地震調査委員会の委員長を務めていたｃｉ氏

は、別件訴訟のために作成された意見書において、概要以下のとおり述べる。

　地震は同じ場所で同じような規模で繰り返すという性質を有すると考えられているため、過

去の地震の研究を行うことが重要であり、過去の地震の研究に当たっては、津波堆積物や海岸

地形の調査等のほか、可能な限り、データに基づいて、過去の地震の活動履歴を検証するとと

もに、歴史資料を検討することで、震源域や発生周期や発生状況を把握していく必要がある。

　三陸沖から房総沖の日本海溝寄りの領域では過去の地震の活動履歴として確認できるデータ

や歴史資料が極めて乏しいという重大な問題点があったにもかかわらず、長期評価では、過去

に津波地震の発生が確認されていない福島県沖や茨城県沖の日本海溝沿いも含めた日本海溝沿

いの領域が単に陸側のプレートに太平洋プレートが沈み込んでいる点で構造が同じであるとい

う極めて大雑把な根拠で三陸沖から房総沖までの広大な日本海溝沿いの領域を一括りにして津

波地震が発生する可能性があると評価しているが、地震学の基本的な考え方にはなじまない異

質な評価である。

　ｃｉ氏は、長期評価の考え方が、福島県沖の日本海溝沿い等における津波地震の発生可能性

については確信を持って肯定できるほどの評価内容には達成しておらず、「そういう考え方は

できなくもない」程度の評価であると受け止めた。そのため、長期評価の結論については疑問

を感じる点もあったが、発生可能性を否定するだけの根拠も待たなかったため、地震調査委員

会としても了解することにした。

　福島県沖日本海溝沿いにおける津波地震の発生可能性については、いわゆる比較沈み込み学

から、この領域では巨大地震が発生しにくいという考え方が支配的であった。

（以上、乙Ａ８・３、４、６頁）

（オ） ｂｂ氏の見解

津波工学の専門家であり、土木学会・津波評価部会の部会長を務めるとともに、地震調査委

員会の委員を務めるｂｂ氏は、意見書及び別件訴訟（本件事故に係る被告の元役員に対する業

務上過失致死傷被告事件を含む。）で実施された証人尋問において、概要以下のとおり述べ

る。

　津波研究は、実際に津波が発生したという事実又はその周辺では津波が起きなかった事実が

出発点で、そこから音波検査、ＧＰＳ検査、津波堆積物調査等の最新の科学技術を用いた検討

により知見が発展していく。

　太平洋沿岸では、三陸沖や房総沖では大規模なプレート間大地震の発生が見られたものの、

福島県沖・茨城県沖では１９３８年の群発地震すなわち福島県東方沖地震以外にはプレート間

大地震が見られなかった。このように、三陸沖・房総沖と福島県沖・茨城県沖は実際に津波が

発生したという事実又はその周辺では津波が起きなかった事実について顕著な違いがあり、そ

の理由は前者で太平洋プレートと陸側のプレートの固着が強い一方、後者は固着が弱いからで

あると考えられていた。このことはＧＰＳ探査の結果によっても裏付けられていた。

　また、津波地震の発生メカニズムは、平成１４年当時はもとより現在でも、どこでどのよう
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な条件で発生するものなのか必ずしも明らかにはなっていないが、ｃｏ氏及びｂａ氏が提唱し

ていた知見として、津波地震の発生には海溝沿いの堆積物が影響するという見解（ｃｏ・ｂａ

論文）があった。この見解は当初は仮説にとどまっていたが、海洋研究開発機構（ＪＡＭＳＴ

ＥＣ）が行った音波探査の結果、三陸沖の日本海溝沿いの堆積物は厚みがあるものの陸側の沖

までは堆積せず、福島県沖や茨城県沖の堆積物は厚みが余りないものの、陸側の奥まで堆積し

ていることが分かるなど、ｃｏ氏やｂａ氏が提唱する仮説を裏付ける理学的知見が徐々に示さ

れてきていた。このようなことから、同じ日本海溝沿いとはいえ、三陸沖はプレート間の固着

が強いため大きな地震自体が起きやすく、ｃｏ氏やｂａ氏が提唱していた津波地震の発生に影

響を及ぼすとする海溝沿いの堆積物の量が多い一方、福島県沖・茨城県沖はプレート間の固着

が弱いため、大きな地震自体が起きにくく、ｃｏ氏やｂａ氏が提唱していた津波地震の発生に

影響を及ぼすとする海溝沿いの堆積物の量も少ないという理学的な根拠に基づく違いがあっ

た。

　そのような状況下で、本件長期評価は、日本海溝付近のどこでも津波地震が起きる可能性が

あるということについて、従来なかった新たな理学的知見を提示するものではなく、メカニズ

ム的に否定できないという以上の理学的根拠を示していなかったし、津波地震が起きるとして

もその規模としてなぜ明治三陸地震と同程度のものが起こり得るのかということについては何

ら具体的根拠も示していなかった。

（以上、乙Ａ９・１７～２０頁、乙Ａ３３・４９～５９、弁護人提示資料５－２～５－６、１

１－１、１１－２、乙Ａ３６・１２～１６頁）

（カ） ａｑ氏の見解

地震学の専門家であり、本件長期評価策定時、地震調査委員会の委員長代理や長期評価部会

の海溝型分科会の委員を務めたａｑ氏は、被告の元役員に係る刑事裁判に関する捜査過程で、

検察官に対して概要以下のとおり述べる。

　通常の地震予測の考え方からすると、基本的には、過去に地震が発生した領域で繰り返し同

じタイプの地震が発生するという考え方を前提として、評価を行う領域において過去に発生し

た既往最大の地震を元に将来的な地震予測を行うのが一般的であった。福島県沖や茨城県沖の

海溝沿いの領域では、過去に津波地震の発生は確認されていなかったため、それらの領域も含

めて津波地震が発生する可能性があるとする点で、従来の地震予測に関する考え方からする

と、非常に特異な評価といえる。また、評価の根拠となるデータ量にも乏しく予測の精度も低

いと考えていた。

　他方、これらの領域で津波地震が発生しないと積極的に否定できるだけの根拠がないことも

確かであったため、海溝型分科会の場で反対意見を述べることはなかったが、過去の地震の発

生状況や発生場所が明らかになっておらず、データ量自体も乏しいため、積極的にこれらの領

域で津波地震が発生するという立場はとっておらず、「そういう見方もあるのだな」と思いな

がら、海溝型分科会の議論に参加していた。

（以上、乙Ａ５９・２～４、９、１０頁）

（キ） ｃｏ氏の見解

地震学の専門家であり、本件長期評価策定後に地震調査委員会の委員や長期評価部会の海溝

型分科会の委員を務めるｃｏ氏は、別件訴訟のために作成された意見書において、概要以下の

とおり述べる。

　ｂａ氏との共著論文等で、明治三陸地震が起きたような領域は、海溝沿いの勾配が急であ

り、表面が凸凹の地塁・地溝構造（ホルスト・グラベン構造）になっていることから、地塁部

分が引っ掛かりを生じさせ、そこで応力がたまり、破壊されることによって地震が生じ、これ

が津波地震になるのではないかという考え方を提唱した。この考え方は、明治三陸地震が起き

た領域の海溝沿いの地形は、勾配が急で荒い地形になっている一方、その北部の三陸沖北部の
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領域や南部の宮城県沖から福島県沖の領域では、勾配が緩やかで凸凹も少ない地形になってい

るという観測結果に基づくものであり、明治三陸地震は、このような特殊な地形と堆積物の存

在によって引き起こされたと考えられ、これらの知見に基づけば、津波地震は非常にまれな条

件が整った場合にのみ発生すると考えられた。

　平成８年から平成１３年頃にかけてこれらの考え方を提唱した後、平成１４年に海洋科学技

術センターのｅｆらが発表した論文（甲Ａ３５１）では、日本海溝沿いの構造調査結果とし

て、三陸沖北部及び南部（同論文では「北部（１－６）」と表現される部分）ではホルスト・

グラベン構造が進展する一方、宮城県沖から房総沖（同論文では「南部（７－１４）」と表現

される部分）では海山が観察されるなど、更に領域を広げた調査結果が示されるなどしている

ほか、津波地震に影響を与えると考えられる堆積物のユニットについても、三陸沖北部及び南

部で海溝軸付近に集中しているのが確認されている。また、同論文ではモデル化がされてお

り、三陸沖南部（同論文では「北部（５）」と表現される部分）と福島県沖から茨城県沖（同

論文では「南部（１１）」と表現される部分）を比較すると、前者ではホルスト・グラベン構

造が確認でき、堆積物も海溝軸寄りに集中している一方、後者では、ホルスト・グラベン構造

が確認できず、堆積物も深い部分まで入り込んでいることが確認できる。

　東北地方太平洋沖地震まで、多くの地震学者が津波地震を研究し、様々な仮説を提唱してき

たが、総じて、明治三陸地震のような津波地震は限られた領域や特殊な条件がそろった場合に

のみ発生し得るという考え方が大勢を占めていた。

（以上、乙Ａ６１・９～１４頁）

（ク） ｅｇの見解

地震学の専門家であり、本件長期評価策定後に地震調査委員会の長期評価部会の委員等を務

めたｅｇは、意見書及び本件事故に係る被告の元役員に対する業務上過失致死傷被告事件での

証人尋問において、概要以下のとおり述べる。

　比較沈み込み学に照らして考えると、東北地方太平洋沖地震・津波が発生した領域での海の

プレートの年代は１億２千万年よりも古いため、Ｍ９クラスの巨大地震が起きるほど海のプ

レートが新しくなく、年代に照らして、最大でもマグニチュード８前半クラスまでしか発生し

ないと考えられていた。

　また、東北地方太平洋沖地震・津波以前には、東北太平洋沖では、普段からゆっくりとした

すべりとそれに伴う活発な地震活動により滑り欠損を解消しているため、巨大地震を起こすほ

どの滑り欠損は蓄えられていないと考えられており、東北太平洋沖ではＭ９クラスの巨大地震

は発生せず、起こるとしてもＭ８クラスの地震までで、しかも、それが起きるのはＭ７．５以

上の地震を起こすアスペリティが存在する東北地方北部、すなわち三陸沖から宮城県沖にかけ

ての領域が中心であり、東北地方の南部である福島県沖で起こる可能性は低いと考えられてい

た。福島県沖の日本海溝沿いについては、過去の地震発生状況からみても、ここにマグニ

チュード８クラスの地震を起こすアスペリティが存在することを示す証拠は全くなかった。

津波地震の発生領域を考える上では、実際の発生状況や三陸沖・宮城県沖と福島県沖以南の

海底地形の違いという客観的な条件の影響についても考える必要があり、海溝沿いの領域を含

めた三陸沖と福島県沖は海底地形が大きく異なっていることなどから、津波地震の発生に関し

てもおおむね宮城県沖を境に南北で異なるだろうと考えていた。

　本件長期評価が海溝寄りの領域を一括りにして評価したことについては、過去に何が起こっ

たかということを積み上げていくのが長期評価であることからすれば、過去に全く起こってい

ない福島県沖について、海溝沿いが全部同じだと仮定し、三陸沖又は房総沖で起こったデータ

を基にして同じ確率であるとすることは、非常に乱暴な議論だとは思ったが、そうしない限り

福島県沖の評価はできないから、確率をゼロにするか、仮置きの数字を置くかを選択するに当

たり、後者を選択した判断は理解できる。
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（以上、乙Ａ７・６～８、１２～１７頁、乙Ａ５８の１・２５～２９、８４、８５頁）

（７） 本件長期評価公表後の土木学会・津波評価部会の活動及び被告の対応等

ア 土木学会・津波評価部会の活動

（ア） 土木学会・津波評価部会は、第１期（平成１１年度から平成１２年度）の活動成果

として津波評価技術（前記（５））を公表した後、第２期（平成１５年度から平成１７年度）

からの活動においては、津波による波力及び砂移動の評価方法の標準化に向けた大型実験や評

価モデルの構築を進めたほか、津波水位の確率論的評価（確率論的津波水位評価）についての

研究を行った。確率論的津波水位評価とは、特定地点において、特定期間中に到達する可能性

のある津波の水位とその超過確率（発生頻度）との関係を求めることをいい、「確率論的津波

ハザード解析」ともいう。

平成１４年７月には本件長期評価が公表されるなど、同年以降津波に関する研究が急速に進

展したが、福島県沖の日本海溝沿いなど、過去に発生したことのない津波は、既往津波をベー

スとする従前の決定論的津波水位評価（特定地点に影響を及ぼし得る津波波源モデルを特定

し、当該地点における最高・最低津波水位を唯一の値として決定すること）で直接的に扱える

ものでないとして、確率論的評価の中で対応することとされた。土木学会は、確率論的評価手

法の検討成果を平成１７年及び平成１９年に研究論文として発表した。

　なお、平成２３年に公表されたＩＡＥＡ安全基準においては、確率論的津波ハザード評価

は、確率論的地震ハザード評価に似ているが、津波ハザードを評価するために各国で適用され

ている実務ではなく、確率論的アプローチを用いた津波ハザード評価の手法は提案されている

が、標準的な評価手順はまだ開発されていないとの記載がある。

（以上、甲Ａ２本文編・３７６、３８０～３８２頁、甲Ａ４０５の１・２０頁、甲Ａ４０５の

２・添付３－１５、乙Ａ２９、乙Ａ３６・２３、証人尋問資料９のスライド６頁）

（イ） アンケート調査

津波評価部会の確率論的津波水位評価においては、計算の中でロジックツリーと呼ばれる場

合分け図を用いて様々な様態の津波が発生する場合を考慮するところ、各場合分けにおける相

対的な発生可能性の比率については、部会委員・幹事及び外部有識者へのアンケート調査に

よって決定し、その際、地震学者の回答に４倍の重み付けを行うという方法が取られた。（甲

Ａ２本文編・３７６、３８１、３８２頁、甲Ａ６６２・７～９頁）

　ａ　平成１６年の調査

　津波評価部会は、平成１６年５月、確率論的津波ハザード解析に適用するロジックツリー分

岐の重み設定案を作成するため、津波評価部会委員及び幹事３１名並びに外部専門家５名に対

し、アンケート調査を実施した。同アンケート調査においては、項目ごとに合計が１となるよ

うに小数又は分数で、「より確からしい」と考える見解について重みが大きくなるよう、数値

を配分するものとされていた。

　三陸沖から房総沖の日本海溝寄りの津波地震活動域（ＪＴＴ１～ＪＴＴ３）で超長期（１万

年オーダーの地質学的時間）の間にＭｔ８級の津波地震が発生する可能性に関しては、〈１〉

「過去に発生例があるＪＴＴ１（三陸沖海溝寄り津波地震）とＪＴＴ３（房総沖海溝寄り津波

地震）は活動的だが、発生例のないＪＴＴ２（日本海溝中部寄り津波地震）は活動的でない」

という見解と、〈２〉「ＪＴＴ１～ＪＴＴ３は一体の活動域で、活動域内のどこでも津波地震

が発生する」という見解についてのアンケートが実施され、地震学者の比重を４倍とした全体

加重平均は、〈１〉の見解については０．５、〈２〉の見解については０．５となった。な

お、地震学者グループの平均は、〈１〉の見解については０．３５、〈２〉の見解については

０．６５であった。

（以上、甲Ａ１・８７、８８頁、甲Ａ３３１・表紙、１１頁）

　ｂ　平成２０年の調査
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　津波評価部会は、平成２０年にも、平成１６年と同様の目的、方法で、津波評価部会委員及

び幹事３４名並びに外部専門家５名に対し、アンケート調査を実施し、平成２１年３月、アン

ケート結果を公表した。

三陸沖から房総沖の日本海溝寄りの津波地震活動域において、超長期の間にＭｔ８クラスの

津波地震が発生する可能性に関しては、現在の知見からみて次のいずれが適切かについて質問

され、地震学者の比重を４倍とした全体加重平均は、〈１〉「過去に発生例がある三陸沖（１

６１１年、１８９６年の発生領域）と房総沖（１６７７年の発生領域）でのみ過去と同様の様

式で津波地震が発生する」との見解が重み０．４、〈２〉「活動域内のどこでも津波地震が発

生するが、北部領域に比べ南部ではすべり量が小さい（北部赤枠内では１８９６モデルを移動

させる。南部赤枠内では１６７７モデルを移動させる）」との見解が重み０．３５、〈３〉

「活動域内のどこでも津波地震（１８９６年タイプ）が発生し、南部でも北部と同程度のすべ

り量の津波地震が発生する（赤枠全体の中で１８９６モデルを移動させる）」との見解が重み

０．２５となった。なお、質問項目の補足において、上記〈１〉は、これまでに日本海溝寄り

の津波地震が発生している領域では、その陸側でＭ８クラスの典型的なプレート間地震が発生

していないことを踏まえ、津波地震が発生するのは特別な領域であるという認識に基づいてい

ること、上記〈２〉は、巨大低周波地震としての津波地震はどこでも発生する可能性がある

が、南部では津波を大きくする低速度くさび型堆積物が見られないため、北部の場合ほど大き

な津波を生じない認識に基づいていること、上記〈３〉は、巨大低周波地震としての津波地震

はどこでも同じように発生し、低速度くさび型堆積物の影響はそれほど大きくないという認識

に基づいていることがそれぞれ示されている。

（以上、甲Ａ３０９・２８頁、甲Ａ４０７・１、２０、２１頁）

イ 被告の対応

（ア） 被告は、土木学会・津波評価部会の第２期の活動として、確率論的津波ハザード解

析が取り扱われることから、本件長期評価についても、その中で検討していくこととした。

　平成１４年８月、被告は原子力安全・保安院の担当者から、長期評価の公表を踏まえた原子

力発電所の安全性及び土木学会の津波評価技術において福島県沖と茨城県沖で津波地震を想定

していない理由を問われ、前者については、津波評価技術に基づいて原子力発電所の安全性を

確認しているため問題ないこと、後者については、福島県沖や茨城県沖では有史以来、津波地

震の発生が確認されておらず、かつ、三陸沖で発生した津波地震はプレート境界の結合の強さ

や滑らかさなどの特殊な条件下で発生したものであることを回答した。これに対し、原子力安

全・保安院の担当者は、本件長期評価の根拠を確認するよう、被告に対して指示をしたため、

被告は、海溝型分科会の委員であったｂａ氏に本件長期評価の津波地震に関する見解の根拠を

確認し、ｂａ氏から、本件長期評価について、海溝型分科会において明治三陸地震以外の慶長

三陸地震及び延宝房総沖地震を津波地震とみなし（ｂａ氏は反対した。）、４００年間に３回

の津波地震が起きているというデータから確率を推定したこと、津波地震について海溝寄りの

海底下浅部で起きるという点でｃｏ・ｂａ論文を採用したが、海溝沿いのどこで起きるかはわ

からないとしたこと、今後の津波地震の発生を考えた時にいずれが正しいかはよくわからない

というのがｂａ氏の回答となることといったメールでの返信を受けた。そこで、被告は、上記

ｂａ氏の回答を踏まえ、原子力安全・保安院の担当者に対して、本件長期評価の津波地震の見

解は、異論がある中で、過去に日本海溝沿いで発生した三つの地震を津波地震として取り扱っ

たことから出されたものであるが、それ以上に具体的な理学的根拠があるものではなく、津波

地震のデータも不十分で更なる研究・検討が必要なものであったため、被告としては決定論の

中に取り込めるような話ではなく、今後、確率論に基づく安全対策の中で取り入れていく方針

であると伝え、原子力安全・保安院の担当者は被告の方針を了承した。

（以上、甲Ａ６５０・４～１２頁、乙Ａ３４・３、４頁、乙Ａ６２の１・１４４、１４５頁、
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乙Ａ７２・１９、２０頁、）

（イ） 津波ハザードの解析委託等

　ａ　土木学会の第２期津波評価部会が平成１６年に実施したアンケートの結果（前記ア

（イ）ａ）を踏まえ、被告は東電設計に対して、福島第一原発の各号機の津波ハザード解析を

依頼した。（乙Ａ６２の１・６６、６７頁、乙Ａ６２の２・４２、８９、１００、１０１頁）

　ｂ　その後、土木学会の第３期津波評価部会が、平成２０年に実施したアンケートの結果

（前記ア（イ）ｂ）を踏まえて平成２１年３月に「確率論的津波ハザード解析の方法（案）」

をまとめたことを受けて、被告は、同年１０月頃、東電設計に対して新たな津波ハザード解析

を依頼した。（乙Ａ６２の２・９５頁、乙Ａ７３・４０～４３頁、乙Ａ７４・指定弁護士提示

資料１８６～１８８）

（ウ） ｂｊ論文

　ａ　概要

　被告の従業員ｅｈほか４名は、平成１８年７月、米国ｂｋ州ｂｊにおいて開催された第１４

回原子力工学国際会議において、「Development of a Probabilistic Tsunami Hazard

Analysis in Japan」（日本における確率論的津波ハザード解析法の開発）と題する論文（ｂｊ

論文）を発表した。

　ｂｊ論文は、設計基準の津波高さを設定したとしても、津波という現象には不確かさがあ

り、津波高さが設定した設計津波高さを超過する可能性があることから、津波評価では設計基

準を超える現象を評価することが有意義であるという認識に基づき、土木学会における平成１

５年から１７年までの検討成果を含む確率論的地震ハザード解析の分野での成果を踏まえて、

日本に確率論的津波ハザード解析法を適用することを目的としている。その上で、福島県の沿

岸を対象地点の例として選定し、確率論的津波ハザード評価手法を試行的に実施している。

（以上、甲Ａ６５の１、甲Ａ６５の２・１、２頁、甲Ａ４０５の１・２０頁、甲Ａ６６２・

５、６頁、乙Ａ６２の２・７８、７９頁）

　ｂ　内容

（a） 三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震（ｂｊ論文ではＪＴＴ系列とさ

れている波源域）について、「ＪＴＴ系列における既往津波はＪＴＴ１とＪＴＴ３においての

みわかっており、ＪＴＴ１の既往津波が１８９６年の明治三陸津波、ＪＴＴ３の既往津波が１

６７７年の延宝房総沖津波である。ＪＴＴ系列はいずれも似通った沈み込み状態に沿って位置

しているため、日本海溝沿いのすべてのＪＴＴ系列において津波地震が発生すると仮定しても

よいのかもしれない。他方では、ＪＴＴ２では既往津波が確認されていないことから、津波地

震はＪＴＴ１とＪＴＴ３のみで発生すると仮定してもよいのかもしれない。」として、津波波

源の組合せに関する分岐項目としては、〈１〉Ｍｗ（モーメントマグニチュード）８．０程度

の津波地震が日本海溝沿いの３領域全て（ＪＴＴ１、ＪＴＴ２、ＪＴＴ３）で発生する、

〈２〉Ｍｗ８．０程度の津波地震が日本海溝沿いの２領域のみ（ＪＴＴ１、ＪＴＴ３）で発生

するという二つの分岐を設定している。また、ＪＴＴ２のＭｗはＪＴＴ１における既往津波の

最大マグニチュードである明治三陸津波のＭｗ８．３と同じであると仮定している。なお、既

往最大ＭｗがＪＴＴ１における潜在的最大Ｍｗではない可能性を取り入れるため、潜在的最大

Ｍｗを８．５とした分岐が設定されている。（甲Ａ６５の２・３、４頁）

（b） 近地及び遠地の津波波源から得られた長期の平均ハザード曲線によると、（省略）＋

１０ｍを超える津波が福島県沿岸に発生する確率は、１０万年に１回から１００万年に１回と

評価されている。（甲Ａ６５の２・８頁の図９（a）、乙６２の２・４４、４５頁、乙Ａ７２・

９５、９６頁、乙７４・資料１１２）

（８） 中央防災会議（日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会）における

検討状況等
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ア 日本海溝・千島海溝調査会の設置

中央防災会議は、災害対策基本法１１条１項に基づき、内閣府に設置された機関であり、防

災基本計画の作成及びその実施の推進等を行っている。中央防災会議においては、平成１５年

５月に宮城県沖を震源とする地震、同年７月に宮城県北部を震源とする地震、同年９月に十勝

沖地震がそれぞれ発生し、北海道及び東北地方を中心とする地域における地震防災対策強化の

必要性が認識されたことから、当該地域で発生する大規模海溝型地震対策を検討するため、同

年１０月、地震学や土木工学等の専門家１４名で構成される「日本海溝・千島海溝周辺海溝型

地震に関する専門調査会」（日本海溝・千島海溝調査会）が設置された。

　日本海溝・千島海溝調査会は、北海道及び東北地方を中心とする地域に影響を及ぼす地震の

うち、特に日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に着目して、防災対策の対象とすべき地震を選

定した上で、対象地震による揺れの強さや津波の高さを評価し、さらに、その評価結果を基に

被害想定を実施し、予防的な地震対策及び緊急的な応急対策などについて検討して、平成１８

年１月に、地震対策の基本的な事項について「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専

門調査会報告」を取りまとめた。

（以上、甲Ａ２本文編・３９３頁、甲Ａ４０５の１・２１頁、甲Ａ４０６・４、５頁）

イ 防災対策の検討対象とする地震

防災対策の検討対象とする地震としては、過去に大きな地震（Ｍ７程度以上）の発生が確認

されているものを対象とし、大きな地震が発生しているが繰り返しが確認されていないものに

ついては、発生間隔が長いものと考え、近い将来に発生する可能性が低いものとして対象から

除外することとされた。そのため、長期評価において発生の可能性が指摘されていた三陸沖北

部から房総沖の海溝寄り領域におけるプレート間大地震（津波地震）については防災対策の検

討対象から除外された。

（甲Ａ２本文編・３９３頁、甲Ａ４０６・１３、１４頁）

ウ 本件長期評価で指摘された津波地震が検討対象から除外された経緯

日本海溝・千島海溝調査会は、平成１５年１０月から平成１８年１月まで１７回開催され

た。第２回会合では、防災対策の検討対象とする地震について、本件長期評価においては、三

陸沖北部から房総沖の海溝寄り領域では、過去に地震発生の記録のない領域も含め、どこでも

津波地震が発生する可能性があるとされているという指摘があり、地震空白域という考え方を

踏まえ先手を取って防災対策を行うという観点に立てば、大きな地震の発生事例記録のない領

域で発生する地震についても防災対象地震に加えるべきとの意見が相次いだため、これらの意

見を踏まえ、事務局は、防災対象地震の考え方を再検討することとした。

　事務局は、第３回会合において、第２回会合で「近接領域と同様の地震発生の可能性を検討

する領域」として委員から具体的に指摘のあった昭和三陸地震の震源領域の南側を検討の対象

に取り上げた案を提示し、北海道ワーキンググループにおいて、北海道周辺で発生する海溝型

地震に関する検討に加えて、明治三陸地震、昭和三陸地震等による津波の検討を行うことと

なった。

　北海道ワーキンググループでは、明治三陸地震のような津波地震が他の領域でも起こり得る

という見解にどの程度具体的な根拠があるといえるかについて、委員であるｃｏ氏から津波地

震に関する知見の説明がされた後、委員の間で、三陸沖とその他の日本海溝沿いの領域におけ

るホルスト・グラベン構造や堆積物の集積モデルの違い、近年の観測結果について言及があ

り、明治三陸地震のような津波地震は、限られた領域や特殊な条件下でのみ発生する可能性が

高いのではないかとの方向性でまとまった。

　このような北海道ワーキンググループでの検討結果を踏まえ、第９回会合において、明治三

陸地震については慶長三陸地震との繰り返し性を前提に三陸沖の領域にモデルを置き、防災対

策として取り入れた報告がされたが、他の領域において明治三陸地震と同様の津波地震が発生
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し得るとの見解に沿った防災対策は提唱されなかった。北海道ワーキンググループの検討結果

に対し、専門調査会委員から特段の異論は出されず、福島県沖の日本海溝沿いの津波地震につ

いては防災対策の検討対象とする地震から除外することとされ、最終的に第１０回会合で確定

した。

　本件長期評価の評価結果をそのまま使って防災対象地震を検討するのでなく、北海道ワーキ

ンググループで改めて断層モデルの検討を行って防災対象地震を決めたのは、各地域に対して

防災計画の策定等を法律上義務付けることになる行政行為を行うに足る説得力を持たすために

は確実な断層モデルに基づくことが必要である一方、本件長期評価では発生確率を示している

のみで具体的な断層モデルを示していなかったためであり、この検討過程では本件長期評価の

公表以降に得られた科学的知見も加えて検討が行われた。

（以上、甲Ａ３本文編・３０５～３０７頁、乙Ａ６０・８～１０頁、乙Ａ６１・１４～１７

頁）

エ 平成１８年１月２５日付け「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会報

告」の内容

　以上の経緯を経て、日本海溝・千島海溝調査会は、上記報告書をとりまとめ、長期評価で指

摘された津波地震を検討対象から除外する旨明らかにした。同報告書の主な内容は以下のとお

りである。

（ア） 調査対象領域の分類については、長期評価による分類を基本としている。三陸沖の

明治三陸地震の領域では、同地震はいわゆる津波地震であるが、慶長三陸地震は明治三陸地震

の震源域を含んだ領域で発生したものと推定されるから、明治三陸地震の震源域の領域は、こ

のタイプの津波地震が繰り返し発生する領域と考えられる。他方、延宝房総沖地震の領域で

は、震源域を同じくする同タイプの地震の繰り返しの発生は現時点では確認されていない。

（甲Ａ４０６・６、８、９頁）

（イ） 大きな地震が繰り返し発生しているものについては近い将来発生する可能性が高い

と考え、防災対策の検討対象とする。明治三陸タイプの地震などが検討対象となる。なお、延

宝房総沖地震は、プレート間地震と考えられるが、それ以前の同じタイプの地震の発生は、現

時点において確認されておらず、繰り返し発生が確認されていない地震として区分する。今

後、津波堆積物等の調査の進展を待って取扱いを検討する。（甲Ａ４０６・１３、１４頁）

（ウ） 貞観地震によりｂｓ平野で１０００人が溺死したという記録があること、慶長三陸

地震について、岩手県ｅｉ市以南さらに福島県北部沿岸において津波が大きかったという史料

があること、延宝房総沖地震により宮城県から千葉県及びｃｓ島に至る広範囲で津波が大き

かったという記録があることから、これらの各地域において防災対策の検討を行うに当たって

は、これらの地震に留意する必要がある。

　検討に当たり比較の対象とした過去の地震の震度や津波の分布は、当時の史料を基にしたも

のであり、十分な精度があるとは限らない。また、シミュレーションによる想定は、地震発生

のメカニズム等を背景にしたものではあっても、パラメータ等の取り方でかなり震度や津波の

数値が異なる。今後、各機関が具体的な防災対策を検討するに当たっては、これらに留意し、

ここでの検討結果にはある程度幅があることを念頭に置く必要がある。（甲Ａ４０６・１５、

１６頁）。

（９） 福島県による津波想定調査

ア 福島県では、平成１８年度から平成１９年度にかけて、県内の沿岸市町が作成する津波

ハザードマップや津波避難計画の作成支援を目的として、津波想定調査を実施し、津波想定区

域図を作成するとともに、津波による被害想定を実施した。津波シミュレーションでは、中央

防災会議が防災対策の検討対象として選定した宮城県沖の地震津波と明治三陸タイプの地震津

波のほか、福島県に震源が最も近い福島県沖高角断層地震津波の三つの津波を想定し、それぞ
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れの津波ごとに影響開始時間や第一波ピークの津波到達時間、最大遡上高等を予測した。（甲

Ａ２本文編・３９４頁）

イ 被告は、平成１９年６月、福島県による津波計算結果を入手し、福島県が想定した津波

高さが被告の津波評価結果を上回らないことを確認した。（甲Ａ４０５の１・１８頁）

（10） 溢水勉強会

ア 原子力安全・保安院と独立行政法人原子力安全基盤機構は、米国キウォーニ原子力発電

所の内部溢水に対する設計上の脆弱性が明らかになったことや、平成１６年のスマトラ沖地震

による津波によってインドのマドラス原子力発電所の非常用海水ポンプが水没して運転不能と

なったことを受けて、平成１８年１月、電気事業者を含めて構成する溢水勉強会を立ち上げ

た。溢水勉強会では津波対策に係る勉強を進めていたが、同年９月の耐震設計審査指針の改訂

（新耐震設計審査指針、後記（11））に伴い、地震随伴事象として津波評価がされることに

なったため、外部溢水に係る津波の対応は同月以降に実施される耐震バックチェックに委ねる

こととしたが、引き続き、津波ＰＳＡ（確率論的安全評価）について調査検討を進めていくこ

ととした。（甲Ａ１・８４、４５５頁、甲Ａ６３の２・１頁）

イ 被告は、同年５月に開催された第３回溢水勉強会において、代表プラントとして選定さ

れた福島第一原発５号機について、（省略）＋１４ｍ（５号機の敷地高さ（省略）＋１３．０

ｍに１．０ｍを加えた高さ）及び（省略）＋１０ｍ（上記仮定水位（省略）＋１４ｍと設計水

位（省略）＋５．６ｍの中間の高さ）の津波を仮定し、仮定水位の継続時間は考慮せずに（無

限時間継続するものと仮定して）機器影響評価を行った。その結果として、〈１〉津波水位

（省略）＋１０ｍ、（省略）＋１４ｍのいずれの場合も非常用海水ポンプが津波により使用不

能の状態となること、〈２〉津波水位（省略）＋１０ｍの場合には建屋への浸水はなく、建屋

内の機器への影響はないが、津波水位（省略）＋１４ｍの場合は、タービン建屋（Ｔ／Ｂ）大

物搬入口、サービス建屋（Ｓ／Ｂ）入口から海水が流入し、電源設備の機能を喪失する可能性

があること、〈３〉津波水位（省略）＋１４ｍの場合では、浸水による電源の喪失に伴い、原

子炉の安全停止に関わる電動機、弁等の動的機器が機能を喪失することを報告した。（甲Ａ６

３の１、甲Ａ６３の２・１２頁、甲Ａ６４）

（11） 耐震設計審査指針の改訂及び耐震バックチェック

ア 耐震設計審査指針の改訂に至る経緯

旧耐震設計審査指針は、昭和５６年に決定されて以降長期間見直しがされていない状況に

あったが、平成７年に兵庫県南部地震を踏まえた原子力施設耐震安全検討会が設けられ、指針

の妥当性について検討が行われた。その際、原子力施設の耐震安全性に対する信頼性の一層の

向上のための努力が引き続き必要であるとの提言がされたことを受け、原子力安全委員会は、

財団法人原子力発電技術機構に委託し、平成８年度から平成１２年度までの５年間、現行設計

の現状及び整理すべき事項、新知見及び新技術適用の方向性等について、〈１〉関連知見等の

状況、〈２〉耐震設計の基本方針、〈３〉耐震設計上の重要度分類、〈４〉地震・地震動の評

価、〈５〉地震時の許容状態及び荷重の組合せと許容限界、〈６〉原子炉施設の地震時安全性

評価に沿って、総合的、概念的な整理を行った。他方、津波についての議論がされた形跡はな

かった。

　その後、原子力安全委員会は、原子力安全基準専門部会の下に耐震指針検討分科会を設置し

て旧耐震設計審査指針の改訂作業を行うこととし、平成１３年７月１０日に第１回会合を開催

した。第１回耐震指針検討分科会には地震学や建築学を専門とする委員は参画していたが、津

波や海岸工学の専門家は含まれていなかった。第１回の同分科会において、安全設計審査指針

に基づいて安全性評価が行われている津波に関して、津波評価法の標準化の検討が土木学会で

進められていること及び７省庁手引が公表されていることなどが紹介された。同年１０月３０

日の第３回の同分科会では、事務局より検討すべき項目の分類・整理案が提案され、地震によ
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る二次的影響という項目の中で津波の評価方法が検討すべき事項として挙げられていた。

　その後、上記分科会の下に基本ワーキンググループ、施設ワーキンググループ及び地震・地

震動ワーキンググループが置かれて議論が引き継がれ、津波を含む地震随伴事象に関しては、

平成１５年２月１３日の第６回及び同年３月２０日の第７回の地震・地震動ワーキンググルー

プにおいて議論が行われた。第６回会合では、津波評価技術等についての説明がされ、第７回

会合では、原子炉設置許可申請書等に津波の評価に関する記載がない旨指摘され、これに対

し、津波に対する評価は、安全審査のみならず、詳細設計の段階も含めて個別に審査されてい

る旨確認された。また、第７回会合においては、ある委員が、津波を本当に大切な問題である

ととらえるならば、この場で議論して原子力安全委員会として津波に対する安全審査指針を作

ればよいし、そうでないならば今のところ行政庁に任せ、詳細設計の中で見ていけばよいとの

発言をしたところ、これに対し、グループリーダーは、現時点でそこまで踏み込んだ議論をす

るつもりはなく、今後指針を検討する場合にこのような観点が非常に重要になろうというコメ

ントをして議論を取りまとめた。これら２回の議論以降、津波についてはワーキンググループ

で議論はされず、耐震指針検討分科会においても、平成１６年５月２６日の第９回分科会で地

震・地震動ワーキンググループでの検討状況が報告された後、津波に関して特に議論がされる

ことはなかった。

　その後の平成１７年１２月２８日の第３４回分科会において、事務局から、津波の安全性評

価に関する部分を含む改訂耐震設計審査指針の文案が提示され、その後、津波については多少

の文言修正は行われたが、目立った意見は出されなかった。

（以上、甲Ａ２本文編・３８２～３８８頁）

イ 原子力安全委員会は、平成１３年７月の第１回耐震指針検討分科会から約５年後の平成

１８年９月１９日、旧耐震設計審査指針を全面的に見直した新耐震設計審査指針を決定した。

新耐震設計審査指針のはしがきには、「昭和５６年の旧指針策定以降現在までにおける地震学

及び地震工学に関する新たな知見の蓄積並びに発電用軽水型原子炉施設の耐震設計技術の著し

い改良及び進歩を反映し、旧指針を全面的に見直したものである。」と記載されている。

　新耐震設計審査指針には、地震随伴事象である津波について明記され、「施設の供用期間中

に極めてまれではあるが発生する可能性があると想定することが適切な津波によっても、施設

の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないこと」を「十分考慮したうえで設計されなけれ

ばならない。」との記載があった。他方で、津波に関して「極めてまれ」の意味するところは

具体的に書かれておらず、津波水位の評価方法や津波に対する安全設計の考え方についても具

体的な記述はなかった。

（以上、甲Ａ１・７０頁、甲Ａ２本文編・３８４頁、甲Ａ４０５の１・２２頁、甲Ａ７４４）

ウ 原子力安全・保安院は、原子力安全委員会による新耐震設計審査指針の決定を受けて、

同月２０日、「新耐震指針に照らした既設発電用原子炉施設等の耐震安全性の評価及び確認に

当たっての基本的な考え方並びに評価手法及び確認基準について」（バックチェックルール）

を策定するとともに、被告を含む電力事業者に対し、稼働中又は建設中の発電用原子炉施設等

について、耐震バックチェックの実施及びその実施計画の作成を求めた。

　また、原子力安全・保安院は、耐震バックチェックの実施・報告を指示した際に、バック

チェックルールにおいて、津波に対する安全性を含めて耐震安全性評価における評価手法及び

確認基準も示した。具体的には、津波の評価方法として、既往の津波の発生状況、活断層の分

布状況、最新の知見等を考慮して、施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性

のある津波を想定し、数値シミュレーションにより評価することを基本とし、水位上昇・低下

の双方に対して安全性に影響を受けることがないことを確認するとともに、必要に応じて土砂

移動等の二次的な影響について確認することが求められた。また、津波の想定及び数値シミュ

レーションについては、痕跡高の記録が残されている既往の津波について数値シミュレーショ
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ンを行った上で、想定津波の断層モデルに係る不確定性を合理的な範囲で考慮したパラメータ

スタディを行い、これに潮位を考慮したものを評価用の津波水位とすることとされていた。

（以上、甲Ａ２本文編・３８８、３８９頁、甲Ａ６５５の（別添）４４、４５頁）

エ 原子力安全・保安院の耐震安全審査室長は、同年１０月６日、耐震バックチェックに係

る耐震安全性評価実施計画書に係る全電気事業者からの一括ヒアリングの席上で、〈１〉バッ

クチェックについては、チェック結果のみならず、対応策についても確認すること、〈２〉津

波は自然現象であり、設計想定を超えることもあり得ると考えるべきであること、〈３〉津波

に余裕が少ないプラントは、具体的、物理的対応をとってほしいこと、〈４〉設計想定を上回

る場合、非常用海水ポンプが機能喪失し、そのまま炉心損傷になるため安全余裕がないこと、

〈５〉これらのことは、原子力安全・保安院としての要望であり、この場を借りて、各社に

しっかり周知したものとして受け止め、各社の上層部に伝えるべきことなどを口頭で伝えた。

しかし、この指示は当時の被告の原子力部門の担当副社長までは共有されたが、同被告の社長

及び会長までは伝えられなかった。（甲Ａ１・８６、４５６頁）

オ 電事連及び被告が参加した平成１９年４月４日の津波バックチェックに関する原子力安

全・保安院との打合せの席上において、被告の担当者は、前記エの要請につき、福島第一原発

について対策をとる方針である旨述べた。また、原子力安全・保安院の担当者が、その席上

で、「土木学会津波を１ｍ超える津波は絶対に来ないと言い切れるのか。」との質問をしたの

に対し、電事連の担当者は、「地震でも残余のリスクについての議論があったのと同様、津波

も確定論での想定津波を絶対に超えないとはいえないことは認識している。」と回答した。原

子力安全・保安院の担当者は、「地震は設計を超えても設備側に余裕がある。津波、特に上昇

側はあるレベルを超えると炉心損傷に至ることを気にしている。」と述べた。（甲Ａ１・８

６、４５７頁）

カ 耐震バックチェックの実施計画の見直し及び中間報告書の提出等

（ア） 平成１９年７月１６日に新潟県中越沖地震が発生したが、その際、被告のｄｌ原発

において設計を大きく上回る揺れが観測された。これを受けて、同月２０日、経済産業大臣が

被告を含む電力会社等に対し、「平成１９年新潟県中越沖地震を踏まえた対応について（指

示）」を発出し、可能な限り早期に評価を完了できるよう、耐震バックチェックの実施計画の

見直しについて検討を行い、１か月を目途に検討結果を報告することを指示した。

　これに対して、被告は、同年８月２０日、原子力安全・保安院に対し、耐震バックチェック

の実施計画の見直し結果を報告し、平成２０年３月末までに原子力発電所の代表プラントで中

間報告を実施することとなった。なお、当初の最終報告書の提出期限について、被告において

は平成２１年６月末とされていた。

（以上、甲Ａ１・７１、４５２、４６５頁、甲Ａ３８８の３、甲Ａ３８８の４、甲Ａ３８９）

（イ） その後、被告は、平成２０年３月３１日、原子力安全・保安院に対し、福島第一原

発５号機及び福島第二原発４号機の耐震バックチェックに関する中間報告書を提出したほか、

平成２１年４月３日に福島第二原発１号機から３号機の中間報告書を、同年６月１９日に福島

第一原発１号機から４号機及び６号機の中間報告書をそれぞれ提出した。（甲Ａ１・７１、４

５８頁、甲Ａ２本文編・３９０頁、甲Ａ３８８の３、甲Ａ３８８の４、甲Ａ３８９）

（ウ） 中間報告では、基準地震動を策定するとともに主要設備の耐震評価を行っている

が、津波については、地震随伴事象として最終報告書で評価する必要があることから、最終報

告に向けて最新の海底地形と潮位観測データを考慮し、同年２月に津波評価技術に基づき再評

価した結果、福島第一原発における津波の水位は（省略）＋５．４ｍから６．１ｍとなったた

め、被告はポンプ用モーターのシール処理対策等を講じた。（甲Ａ４０５の１・１８、１９

頁）

（12） 平成２０年試算及び被告における方針決定
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ア 平成２０年試算

（ア） 原子力安全・保安院による津波評価に関するバックチェック指示を受けて、被告は

福島第一原発及び福島第二原発に関する作業を進めたが、津波評価を検討する過程において、

本件長期評価で述べられている知見の取扱いが問題となった。被告土木調査グループでは、津

波評価に関するバックチェックの中で本件長期評価を取り入れざるを得ないと考え、社内の各

部署との間で議論を行う前提として、本件長期評価を取り入れた場合に津波試算結果がどの程

度になるかを把握すべく、平成２０年１月頃、東電設計に津波評価を委託する旨の社内決裁用

の承認書を作成し、その承認を得た。

　また、被告土木調査グループは、同年２月、ｂｍ大学大学院のｂｂ氏に対し、「１８９６年

の明治三陸沖地震と同様の地震が日本海溝寄りの領域でどこでも発生する可能性がある」とす

る本件長期評価をどのように取り扱うべきか意見を求めたところ、同氏から、「福島県沖海溝

沿いで大地震が発生することは否定できないので、波源として考慮すべきであると考える。」

という指摘を受けた。

　なお、ｂｂ氏は、上記の指摘をした趣旨について、バックチェックの前提として、科学的な

コンセンサスが得られておらず、単に理学的に可能性が否定できないようなものも含め、様々

な知見の影響を把握しておくことは重要なことと思ったため、ひとまず、福島県沖の海溝沿い

でも大地震が発生する可能性が理学的には完全に否定し切れない以上、波源として考慮した内

部的な検討を行ったらどうかというアドバイスをしたものであり、即座に本件長期評価を取り

込んだ対策をすべきであるという趣旨ではなかった旨述べているし、当時からｂｂ氏がこのよ

うに考えていたことは、後記ウのとおり、平成２０年１０月頃に改めて被告から対応を尋ねら

れた際に本件長期評価をバックチェックでの波源として考慮する必要がない旨述べていたこと

からもうかがわれる。

（以上、甲Ａ２本文編・３９５、３９６頁、甲Ａ７４７・２６、２７頁、資料１６、乙Ａ９・

３０、３１頁、乙Ａ３３・２５～２８、６２、６３、８１～８３頁、資料１３、乙Ａ３４・７

頁、乙Ａ３６・７７、７８頁、乙Ａ６２の１・１２～１４、３３～３５頁、乙Ａ６２の２・１

２、１３、１６～２１頁、乙Ａ７２・４５～４８、５９～６１頁、乙Ａ７４・指定弁護士提示

資料６３、）

（イ） 被告土木調査グループは、平成２０年３月１８日、東電設計が作成した「新潟県中

越沖地震を踏まえた福島第一・第二原子力発電所の津波評価委託　第２回打合せ資料　資料２

福島第一発電所日本海溝寄りの想定津波の検討」を受領し、本件長期評価を踏まえた試算の結

果について報告を受けた。具体的には、津波評価技術で用いられた明治三陸地震の波源モデル

の位置及び走向を変化させた１５ケースを福島県沖日本海溝沿いに設定して概略パラメータス

タディを行い、そのうち最も高い津波高が算出されたケースについて、さらに上縁深さ、傾斜

角、すべり角を変化させた詳細パラメータスタディを実施し、想定津波水位が算出された。そ

の結果、最大津波高さは、敷地南側（（省略）＋１０ｍ）で（省略）＋１５．７０７ｍ（浸水

深５．７０７ｍ）、敷地北側（（省略）＋１３ｍ）で（省略）＋１３．６９５ｍ（一部浸水）

となり、取水ポンプ位置（（省略）＋４ｍ）での最大津波高さは５号機において（省略）＋１

０．１８２ｍ（浸水深６．１８２ｍ）になるとされた。なお、同報告書は同年４月１８日に改

訂版が作成されているが、福島第一原発について、最大水位が（省略）＋１５．７ｍであると

いう結果に変更はない。（甲Ａ３４０、乙Ａ３４・１０、１１頁、乙Ａ６２の１・４５、４６

頁、乙Ａ６２の３・指定弁護士提示資料３４～３８、乙Ａ７２・６９～７２、８３頁、乙Ａ７

３・９９頁、乙Ａ７４・指定弁護士提示資料７５～７９、９８、９９）

（ウ） このような結果も踏まえ、被告土木調査グループは、本件長期評価を取り入れて津

波を評価した場合には津波対策が不可避なものとなる旨判断し、同年３月頃以降、東電設計と

ともに、（省略）＋１０ｍ盤上での防潮堤設置や沖合防波堤の設置等、ドライサイトコンセプ
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トの範囲内での対策検討を進めていった。（乙Ａ６２の１・４６、４７、５６～５８頁、乙Ａ

７２・７３、８３～８７頁、乙Ａ７３・１１～２４頁、乙Ａ７４・指定弁護士提示資料１０

０～１０４）

イ 被告における方針の決定等

（ア） 被告土木調査グループの担当者は、平成２０年６月１０日、ｃｐ副本部長、ｃｃ部

長らに対し、平成２０年試算に基づき、福島第一原発及び福島第二原発における想定波高、防

潮堤を作った場合における波高軽減の効果等について説明した。その際、被告土木調査グルー

プの担当者は、それまで本件長期評価を確率論的に取り扱ってきたが、今回のバックチェック

の中でどのように扱うかが問題になっていることなどを説明した。

　これに対して、ｃｐ副本部長は、この段階では結論を出さず、〈１〉津波ハザードの検討内

容に関する詳細な説明、〈２〉福島第一原発における４ｍ盤への津波の遡上高さを低減するた

めの対策の検討、〈３〉沖合に防潮堤を設置するために必要な許認可の調査、〈４〉機器の対

策に関する検討をそれぞれ行うよう指示した。

（以上、甲Ａ２本文編・３９６頁、甲Ａ４０５の１・２３頁、乙Ａ３４・２４～２６頁、乙Ａ

６２の１・５８～７１頁、乙Ａ６２の２・３５～３８頁、乙Ａ６２の３・指定弁護士提示資料

６３、乙Ａ７２・９１～９９頁、乙Ａ７４・指定弁護士提示資料１１４）

（イ） 同年７月３１日、前記〈１〉から〈４〉に関し、ｃｐ副本部長らに対する２回目の

説明が行われ、被告土木調査グループの担当者は、沖合の防潮堤の設置、既設防波堤の拡張を

組み合わせることにより、４ｍ盤への津波の遡上水位を１ｍから２ｍ程度まで低減できるもの

の、防潮堤の建設には数百億円規模の費用が掛かることや意思決定から防潮堤完成まで約４年

間（環境影響評価が必要な場合はプラス約３年間）を要することや、津波水位の追加検討とし

て、現状の津波水位は明治三陸地震の波源モデルを福島県沖に設定し解析を実施しているが、

海溝沿いには房総沖の波源モデルも設定されており、三陸沖とそれ以南で地震の発生様式が異

なるとの説明ができれば、延宝房総沖地震の波源モデルを用いて水位を低減できる可能性があ

ること等を説明した。

　説明を受けたｃｐ副本部長は、明治三陸地震の波源を福島県沖の日本海溝沿いに置くことの

信頼性に疑問を示し、本件長期評価の信頼性が乏しいのであれば、改めて土木学会で議論をし

てもらうこと、また、バックチェックの審査担当者に対しては、土木学会の議論の結果示され

た知見に対しては被告において確実に対応するということをしっかりと説明し、理解を得るこ

とを提案した。他方、ｃｐ副本部長らは、念のために、本件長期評価が津波評価技術に基づく

福島第一原発及び福島第二原発の安全性評価を覆すものかどうかを判断するため、電力共通研

究として土木学会に検討を依頼しようと考えた。

　最終的には、被告土木調査グループの担当者もｃｐ副本部長の提案を合理的であると考え、

〈１〉長期評価の取扱いについては、評価方法が確定しておらず、直ちに設計に反映させるレ

ベルのものではないと思料されるので、当該知見については、電力共通研究として土木学会に

検討してもらい、しっかりとした結論を出してもらう、〈２〉その結果、対策が必要となれ

ば、きちんとその対策工事等を行う、〈３〉耐震バックチェックは、当面、平成１４年の津波

評価技術に基づいて実施する、〈４〉土木学会の委員を務める有識者に以上の方針について理

解を求めることとし、これらが被告の方針として決定された。

　ｃｐ副本部長らは、遅くとも平成２０年８月までに、上司であるｅｊ原子力・立地本部長

（以下「ｅｊ本部長」という。当時。）に上記の方針を報告したところ、ｅｊ本部長からは、

特段の指示等はなく、同方針は了承された。

（以上、甲Ａ２本文編・３９６～３９８頁、甲Ａ４０５の１・２３頁、乙Ａ３４・３８、３９

頁、乙Ａ６２の１・７８～８６、９４頁、乙Ａ６２の２・５２～５６頁、乙Ａ６２の３・指定

弁護士提示資料６９、乙Ａ７２・１０４～１１１頁、乙Ａ７４・指定弁護士提示資料１１９）
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（ウ） その後、被告は、上記の方針を他の電力会社に対しても報告し、バックチェックに

おいては津波評価技術による津波評価で対応することを説明したところ、特に異論はないとの

回答を得た。そして、被告は、同年９月１０日、電事連土木技術委員会において、土木学会に

対して電力共通研究として本件長期評価の取扱いも含む津波評価技術の高度化を委託すること

を提案し、了承された。（乙Ａ６２の１・９７～１０１頁、乙Ａ６２の３・指定弁護士提示資

料８５、８６、乙Ａ７２・１１３、１１４頁、乙Ａ７３・１、７、８頁、乙Ａ７４・指定弁護

士提示資料１２６、１２７、１３６～１３９）

（エ） また、被告は、同年７月３１日の上記会議後、三陸沖から房総沖の日本海溝寄りの

北部と南部の構造の違いを踏まえ、延宝房総沖地震の波源を使った津波の評価を東電設計に委

託し、同年８月２２日付けで、東電設計から、その結果が報告された。その中で、上昇側の最

大となるケースでは、朔望平均満潮位（省略）＋１．４９０ｍにおいて計算した場合、本件原

発の取水口前面において６．７４７～８．７８４ｍとなり、同敷地南側（敷地高（省略）＋１

０ｍ）において（省略）＋１３．５５２ｍとなるとされていた。（乙Ａ６２の１・９６頁、乙

Ａ６２の３・指定弁護士提示資料７４、７９～８４、乙Ａ７３・２～７頁、乙Ａ７４・指定弁

護士提示資料１２６、１３０～１３５）

ウ 被告の決定した方針に対する有識者の反応

被告は、同年１０月頃、ｂｄ氏、ｂａ氏、ｂｂ氏といった土木学会の委員を務める地震や津

波に関する専門家を、同年１２月頃にはｂｎ大学のａｑ氏を、それぞれ訪ね、前記イの社内検

討結果について理解を求めたところ、ｂｂ氏から本件長期評価を今回のバックチェックで波源

として考慮しなくてもよい旨の意見が述べられるなど、有識者らから被告の全体的な方針に対

して異論は出されず、本件長期評価を踏まえて直ちに対策をとるべきなどと述べた専門家はい

なかった。もっとも、ａｑ氏は、推進本部が長期評価を出している以上、事業者はどう対応す

るのかを答えなければならず、対策を講じるのも一つ、無視するのも一つであるが、無視する

ためには、積極的な証拠が必要であり、例えば、福島県沿岸で津波堆積物の調査を実施し、推

進本部の見解に対応するような津波が過去に発生していないことを示すのも一案である旨の意

見を述べた。（甲Ａ２本文編・３９８頁、甲Ａ４０５の１・２３、２４頁、乙Ａ３４・４２～

４６頁、乙Ａ６２の１・９３、９４、１０７頁、乙Ａ６２の２・６７～６９頁、乙Ａ６２の

３・指定弁護士提示資料９６、弁護人提示資料１８、乙Ａ７３・１１～１９、２４～２６頁、

乙Ａ７４・指定弁護士提示資料１４２～１４５、１５４）

（13） 貞観津波に関する知見の内容及びそれを踏まえた被告の対応等

ア 貞観津波に関する知見の内容

（ア） ｂｓ平野における貞観１１年（８６９年）三陸津波の痕跡高の推定（平成２年）

東北電力株式会社ｂｌ原子力発電所建設所のｅｋらによる研究論文であり、貞観津波のｂｓ

平野における痕跡高を考古学的所見及び堆積学的検討に基づく手法により推定するなどしてい

るところ、貞観津波の痕跡高として、河川から離れたｂｓ平野の一般部で２．５ｍから３ｍ

で、浸水域は海岸線から３ｋｍぐらいの範囲であったと推定している。（甲Ａ４７の１）

（イ） ８６９（貞観１１）年の地震・津波の実態と推定される津波の波源域（平成１０

年）

　日本気象協会東北本部のｅｄによる研究論文であり、貞観津波に係る伝承の信憑性を吟味

し、津波の堆積物などの調査研究や市町村史の記述を参考にして、地震・津波の実態を総合的

に明らかにするとともに、津波の波源域を推定しているところ、地震Ｍは８．５～８．６で、

これまでに三陸沖で発生した地震・津波のうち最も大きく、津波が襲来した沿岸はｂｓ平野か

ら福島県北部沿岸であり、津波の波源域は三陸はるか沖の北緯３９度付近から福島県北部沿岸

はるか沖までの長さ約２００ｋｍ、幅約５０ｋｍと推定している。ただし、使用したデータの

数や質を考えると、精度は必ずしも良いとはいえない旨記載されている。（甲Ａ４７の２）
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（ウ） 貞観１１年（８６９年）地震・津波と推定される津波の波源域（総括）（平成１２

年）

　前記ｅｄによる研究論文であり、岩手県沿岸南部から茨城県沿岸の地方自治体の史料に残る

実録や伝承から得られた津波の実態から津波の波源域と形成のメカニズムを推定するなどした

ものであるところ、実録からすると地震が最も激しく、津波も大きかったのは福島県南部から

茨城県北部の沿岸であろうとしているほか、津波の波源域は宮城県はるか沖から茨城県はるか

沖にかけて長さ約２００ｋｍ、幅約５０ｋｍと推定している。（甲Ａ４７の４）

（エ） 西暦８６９年貞観津波による堆積作用とその数値復元（平成１３年）

ｂｍ大学大学院のｅｌらによる研究論文であり、地球科学的・水理工学的手法を用いて貞観

津波による堆積作用の究明を試みたものであるところ、数値復元により得られた貞観津波の海

岸線に沿った津波波高は、茨城県ｅｍ郡ｅｎ町から福島県ｃａ市（なお、ｃａ市において貞観

津波の痕跡とみられる津波堆積物の発見があった。）にかけて、およそ２～４ｍと小さく、ｃ

ａ市から宮城県ｅｏ市にかけてはおよそ６～１２ｍとかなり大きくなったとし、また、伝承に

残る被害記録の傾向とおおむね一致するものとしている。（甲Ａ４７の５）

（オ） ｂｔ・ｂｓ平野における８９６年貞観津波のシミュレーション（平成２０年）（ｂ

ａ論文）

　ｂｎ大学ｊｏ研究所のｂａ氏らの共同研究論文である。なお、同研究は、文科省の委託事業

である「宮城県沖地震重点調査観測」の一環として行われたものであり、その調査観測におい

て明らかとなったｂｓ平野及びｂｔ平野における津波堆積物調査結果に基づく同堆積物の分布

と、貞観津波を起こした貞観地震の規模やメカニズムの推定のために日本海溝沿いにおける

様々なタイプの断層モデルからのｂｓ平野及びｂｔ平野における津波浸水シミュレーションの

結果とを比較対照している。

　その結果、貞観地震の断層モデルとしては、プレート間地震であり、断層幅１００ｋｍ、す

べり量１０ｍ（断層長さ１００ｋｍ）としたものか、あるいは断層幅１００ｋｍ、すべり量７

ｍ（断層長さ２００ｋｍ）としたもののいずれかであるならば、上記ｂｔ平野からｂｓ平野に

おける津波堆積物の分布をほぼ完全に再現できること、他方、ただ、断層の南北方向の広がり

（長さ）を調査するためには、ｂｓ湾より北の岩手県あるいは南の福島県、茨城県での調査を

行うことが必要であることが明らかとされている。

（以上、甲Ａ７８、甲Ａ８１、甲Ａ４０５の１・２１頁）

（カ） 平安の人々が見た巨大津波を再現する－西暦８６９年貞観津波－（平成２２年８

月）

　ｂａ論文の共著者であるｅｐ氏らの共同研究論文（以下「ｅｐ論文」という。）である。同

研究も、上記（オ）の文科省の委託事業の一環として行われたものである。その中では、福島

県沿岸の、ｃａ市ｂｒ、ｅｑ市のｅｒ区とｅｓ区、ｄａ町での掘削調査の結果、ｅｑ市ｅｓ区

において、貞観津波によるものとみられる津波堆積物が発見されたこと、貞観津波襲来当時の

海岸線と現在の海岸線の位置がほぼ同じと仮定すると、その遡上距離は少なくとも１．５ｋｍ

と推定されることが示されていた。また、津波堆積物の広域対比の結果、津波の再来間隔は、

４５０年～８００年程度の幅があることが判明した。

　なお、ｅｐ論文においても、津波シミュレーションと津波堆積物の分布との対照比較が行わ

れているが、その中で、上記文科省の委託事業としてされた、ｅｔほかの東北地方太平洋沿岸

域における地質調査、宮城県沖地震における重点調査観測（平成１９年度）成果報告書に指摘

されている福島県ａｃ郡ｂｐ町ｂｑ地区において発見された貞観津波の津波堆積物も踏まえ、

断層長さ２００ｋｍ、幅１００ｋｍ、すべり量７ｍの波源モデルが示されている。ただ、断層

の南北の拡がりを検討するために、ｂｔ平野より北の三陸海岸沿岸や福島県南部沿岸及び茨城

県沿岸における津波堆積物の調査が必要となると指摘されている。
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（以上、甲Ａ８０）

イ 貞観津波に関する知見を踏まえた被告の対応等

（ア） 被告の担当者は、前記（12）ウのとおり、平成２０年１０月頃に土木学会の委員を

訪ねた際に、ｂａ氏からｂａ論文の原稿を受け取り、同年１２月、東電設計を通じ、ｂａ論文

に記載された貞観津波の波源モデルを基にして、一定の仮定の下に津波水位の計算をしたとこ

ろ、波高は、福島第一原発で（省略）＋８．６ｍから９．２ｍまで、福島第二原発で（省略）

＋７．７ｍから８．０ｍまでという結果を得た。

　ｃｃ部長は、本件長期評価に関する想定津波とともに、貞観津波に関するｂａ論文について

も、津波評価技術に基づく福島第一原発及び福島第二原発の安全性評価を覆すものか否かを判

断するため、電力共通研究として土木学会に検討を依頼することとし、さらに、ｂａ論文の指

摘や本件長期評価を踏まえた事業者の対応に関するａｑ氏の意見（前記（12）ウ）を踏まえ、

福島県沿岸において、津波堆積物の調査を実施する方針を決定した。これらの方針は、遅くと

も平成２１年１月頃までに、ｃｃ部長からｃｐ副本部長及びｅｊ本部長に報告され、特段の指

示等もなく、了承された。

（以上、甲Ａ２本文編・３９８、３９９頁、甲Ａ４０５の１・２１頁、乙Ａ６２の１・１０

２、１０３頁、乙Ａ７３・１４、１５、１８、１９、１０３～１０６頁）

（イ） 土木学会への検討依頼

被告を含む電事連は、同年６月、土木学会に対し、本件長期評価及び貞観津波に関する論文

等の取扱いとともに、津波評価を行うための波源モデルの策定についての検討を依頼した。

　なお、土木学会では、平成２１年度から平成２３年度までの期間（第４期）に、本件長期評

価の取扱いを含む波源モデルの構築、数値計算手法の高度化、不確かさの考慮方法の検討（確

率論的検討を含む。）、津波に伴う波力や砂移動の評価手法の構築等の幅広い分野について審

議し、平成２４年１０月を目途に「津波評価技術」の改訂を行うこととしていた。

（以上、甲Ａ２本文編・３８２、４０５頁、甲Ａ４０５の１・２４頁）

（ウ） 津波堆積物調査の実施

被告は、平成２１年１２月から平成２２年３月までの間、福島県の太平洋沿岸の５地点（ｃ

ａ市ｆａ地区、ｅｑ市ｅｓ区ｆｂ地区、ｄａ町ｆｃ地区、ｆｄ町ｆｅ地区、ｄｂ市ｆｆ地区）

において、津波堆積物調査を実施した。その結果、福島第一原発より北に位置するｃａ市ｆａ

地区、ｅｑ市ｅｓ区ｆｂ地区（同地区は、福島第一原発から１０ｋｍ北方）では貞観津波によ

ると思われる津波堆積物が発見されたが、福島第一原発より南に位置する３地点では紀元前１

０００年以降の津波堆積物は発見されなかった。（甲Ａ２本文編・３９９頁、乙Ａ７３・２

７～２９、１１１、１１２頁、乙Ａ７４・指定弁護士提示資料１６２）

（14） 被告における福島地点津波対策ワーキングの設置、土木学会における検討等

ア 福島地点津波対策ワーキングの設置

平成２４年１０月を目途に予定される「津波評価技術」の改訂（前記（13）イ（イ））に関

する検討の結果によっては津波対策として必要となり得る対策工事の内容を検討するため、平

成２２年８月に、被告の新潟県中越沖地震対策センター内の地震グループを除く全グループが

参加する「福島地点津波対策ワーキング」が設けられた。

　福島地点津波対策ワーキングは、同年１２月に第２回、平成２３年１月に第３回、同年２月

に第４回の会合を開催した。福島地点津波対策ワーキングでは、機器耐震技術グループからは

海水ポンプの電動機の水密化が、建築耐震グループからはポンプを収容する建物の設置が、土

木技術グループからは防波堤の嵩上げ及び発電所内における防潮堤の設置がそれぞれ提案さ

れ、さらに、これらの対策工事を組み合わせて対処するのがよいのではないかといった議論が

された。これらの議論の中では、防潮堤の設置が検討されたが、福島第一原発の設備を守れて

も周辺の一般家屋等に影響があるのは好ましくないとの上層部の意向があり、検討が中断して
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いること、防波堤の嵩上げ等により機器に与える波力の低減を見込まれるが、浸水全てを食い

止める対策とならず、その浸水イメージが明らかになるのは平成２４年１月頃であること、

（省略）＋１０ｍ以上の津波の衝撃力などにも耐え得る非常用海水系電動機の開発を検討して

いるが、津波の衝撃力などへの検討や実験期間などもあり、実機適用が最速でも平成２７年頃

になること、海水ポンプ群を格納するための建屋の新設工事のために大規模な改造工事等が必

要となるほか、基礎部の構造、既設構造物の干渉及び移設について検討が必要となり、建築確

認申請なども要することといった意見、指摘等があった。

　しかし、被告においては、土木学会による検討の結果、本件長期評価等が従前の津波評価技

術に基づく安全性評価を覆すものであるとされない限り、対策工事の必要はないとの判断がさ

れていたことから、津波対策に係る具体的な施工計画などは立てられることはなかった。

（以上、甲Ａ１・８９頁、甲Ａ２本文編・４００頁、甲Ａ７６３、甲Ａ７６４、甲Ａ７６８、

乙Ａ３４・４８、４９頁、乙Ａ７３・４６～５１、５９～６３頁、乙Ａ７４・指定弁護士提示

資料１７０、１７２、１７８、１７９）

イ 土木学会（第４期）における検討

前記（13）イ（イ）のとおり、土木学会は、電事連からの依頼を受けて、平成２１年度から

平成２３年度までの期間（第４期）に、本件長期評価の取扱いを含む波源モデルの構築、数値

計算手法の高度化、不確かさの考慮方法の検討（確率論的検討を含む。）、津波に伴う波力や

砂移動の評価手法の構築等について審議していたが、平成２２年１２月７日に開催された平成

２２年度第２回津波評価部会において、同部会の幹事団から、三陸沖から房総沖の海溝寄りを

北部と南部を分割し、南部は延宝房総沖地震を参考に波源モデルを設定することが提案され

た。すなわち、平成１４年の津波評価技術の発表以降の知見を反映し、必要に応じて基準断層

モデル及びパラメータ範囲の見直しを行うことを目的として、本件長期評価や海溝の地質調査

結果、貞観津波に関する知見、平成２０年のロジックツリーの重み付けアンケートの結果等を

踏まえて、三陸沖から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震（津波地震）について、北部と南

部を分割し、各活動領域のどこでも津波地震は発生するが、北部領域に比べ南部領域ではすべ

り量が小さいため、南部は延宝房総沖地震を参考に波源モデルを設定するとの提案がなされた

ところ、出席者から特段の異論は出されなかった。

　日本海溝寄り南部について延宝房総沖地震を参考に波源モデルを設定する方向性といった津

波評価部会における審議の内容は、被告の津波対策ワーキングの第３回会議（平成２３年１月

１３日）及び第４回会議（同年２月１４日）で報告され、それも踏まえて、津波の浸入防止の

ための壁の設置、非常用海水ポンプを収容する建物・建築物の設置及びスクリーンポンプ室に

おける耐震安全性の再評価及び強化、電動機の水密化、非常用海水ポンプの津波による影響評

価等について検討された。

（以上、乙Ａ７３・５１～５６、５９～６２頁、乙Ａ７４・指定弁護士提示資料１７３、１７

４、１７８、１７９）

（15） 被告作成の中間報告書に対する原子力安全・保安院の評価等

ア 経済産業省の「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会　耐震・構造設計小委

員会　地震・津波、地質・地盤合同ワーキンググループ」（合同ＷＧ）において、被告の中間

報告（前記（11）カ）に対する評価が行われたところ、平成２１年６月２４日に開催された第

３２回合同ＷＧにおいて、産業技術総合研究所のｃｂ委員から、「貞観津波を考慮すべきであ

る。」との意見が出され、同年７月１３日に開催された第３３回合同ＷＧにおいて、原子力安

全・保安院は、被告に対し、貞観地震による津波について、新たな知見が得られた場合、設計

津波水位の評価において貞観地震を考慮するよう求めた。（甲Ａ１・８８、４５８頁、甲Ａ２

本文編・４００、４０１頁、甲Ａ８５、甲Ａ４０５の１・２５頁）

イ 原子力安全・保安院は、同年８月上旬頃、被告に対し、貞観津波等を踏まえた福島第一
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原発における津波評価、対策の現況について説明を要請した。被告は、〈１〉貞観津波につい

ては、その知見が確定していないことから、電力共通研究として土木学会で検討してもらい、

標準化をする、〈２〉耐震バックチェックは津波評価技術に基づき実施する、〈３〉貞観津波

については、土木学会による検討や今後実施予定の津波堆積物調査の結果を踏まえ、改めて

バックチェックを実施し、必要があれば対策工事を行うという方針を説明することとしたが、

平成２０年試算については、原子力安全・保安院から明示的に試算結果の説明を求められるま

では説明しないこととした。（甲Ａ２本文編・４０１頁、乙Ａ７３・３４～３６頁）

ウ 被告は、平成２１年８月２８日、原子力安全・保安院に対し、福島第一原発及び福島第

二原発の津波評価、対策の検討状況について、上記イの方針を説明するとともに、想定津波の

検討結果について、津波評価技術に基づき算出した（省略）＋５ｍから６ｍまでという波高を

説明した。説明を受けた原子力安全・保安院は、被告に対し、貞観津波に関するｂａ論文に基

づく波高の試算結果の説明を求めた。（甲Ａ２本文編・４０１頁、乙Ａ６２の１・１２０～１

２２頁、乙Ａ６２の３・指定弁護士提示資料１１２、乙Ａ７３・３６～３８頁）

エ 被告は、同年９月７日、原子力安全・保安院に対し、貞観津波に関するｂａ論文に基づ

いて試算した波高が、福島第一原発で（省略）＋８．６ｍから８．９ｍ、福島第二原発で（省

略）＋７．６ｍから８．１ｍであったことを説明した。説明を受けた原子力安全・保安院は、

波高が８ｍ台ならば、津波がポンプの電動機据付けレベルを超え、ポンプの電動機が水没して

原子炉の冷却機能が失われることを認識したが、前記説明に係る津波発生の切迫性を感じず、

新しい知見を踏まえた原発の安全性について説明を求められる程度には至っていないと考えた

ことから、被告に対し、担当官限りの対応として福島第一原発及び福島第二原発における津波

対策の検討やバックチェック最終報告書の提出を促したものの、対策工事等の具体的な措置を

講じるよう要求することはなかった。（甲Ａ１・８８頁、甲Ａ２本文編・４０２頁、乙Ａ６２

の１・１２２頁、乙Ａ７３・３８～４０、１０６、１０７頁）

（16） 長期評価の改訂に関する意見交換会、原子力安全・保安院によるヒアリング

ア 平成２３年３月３日、文科省において、同年４月中旬に公表が予定されていた推進本部

の長期評価の改訂に関する情報交換会が開催された。長期評価の改訂により貞観津波に関する

記載が追加される旨の説明を受けた被告は、同情報交換会において、文科省に対し、「貞観三

陸沖地震の震源はまだ特定できていないと読めるようにしてほしい。改訂案は貞観三陸沖地震

が繰り返し発生しているかのようにも読めるので、表現を工夫してほしい。」などと要請し

た。文科省からは、貞観津波に関しては被告と同様の認識であることが示された。（甲Ａ２本

文編・４０４頁、甲Ａ４０５の１・２５頁、乙Ａ７３・６４～６６頁）

イ 同月７日、原子力安全・保安院は、被告に対するヒアリングを行った。被告は、原子力

安全・保安院に対し、文科省において開催された情報交換会の概要を説明するとともに、本件

長期評価に示された明治三陸地震や延宝房総沖地震の断層モデルや貞観津波に関するｂａ論文

の断層モデルを用いて試算した福島第一原発及び福島第二原発における想定波高の数値や、平

成２４年１０月を目途に結論が出される予定の土木学会における検討結果によっては福島第一

原発及び福島第二原発における津波対策として必要とされ得る対策工事を同月までに完了させ

るのは無理であることなどを説明した。これに対して、原子力安全・保安院から、本件長期評

価を踏まえた対策工事を直ちにするべきであるといった発言はなされなかった。（甲Ａ２本文

編・４０４、４０５頁、乙Ａ３４・５１～５５頁、乙Ａ７３・６６～７０頁、乙Ａ７４・指定

弁護士提示資料１８３）

（17） 本件事故後に定められた津波対策に関する基準や考え方等

ア 経済産業省は、本件事故を踏まえ、平成２３年３月３０日、各電気事業者に対し、津波

による全交流電源等喪失を想定した緊急安全対策の実施を指示した。具体的には、津波により

三つの機能（交流電源を供給する全ての設備の機能、海水を使用して原子炉施設を冷却する全
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ての設備の機能及び使用済燃料貯蔵槽を冷却する全ての設備の機能）を喪失したとしても、炉

心損傷及び使用済燃料の損傷を防止し、放射性物質の放出を抑制しつつ原子炉施設の冷却機能

の回復を図るために、緊急安全対策として、緊急点検の実施、緊急時対応計画の点検及び訓練

の実施、緊急時の電源確保、緊急時の最終的な除熱機能の確保、緊急時の使用済燃料貯蔵槽の

冷却確保等の対策を講じることを求めた。緊急安全対策の具体的対策の例としては、電源車、

消防車、消火ホースの配備、これらの設備を使用した緊急対応の実施手順の整備、実施手順書

に基づいた緊急対策の訓練の実施が挙げられているほか、中長期的な抜本対策として、今回の

災害をもたらした津波を踏まえて設定される「想定すべき津波高さ」を考慮した災害の発生を

防止することが求められるとし、その具体的対策の例として、防潮堤及び水密扉の設置等が挙

げられている。（甲Ａ７５３）

イ 原子力規制委員会は、平成２５年６月１９日、「実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（甲Ａ３９４）を制定するとともに、発電用

軽水型原子炉施設の設置許可段階の耐津波設計方針に関わる審査において、審査官等が上記解

釈等の趣旨を十分に踏まえ、耐津波設計方針の妥当性を厳格に確認するために活用することを

目的として、「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」（甲Ａ３９０）を制定した。

上記審査ガイドにおいては、原子炉施設の耐津波設計の基本方針に関して、設置許可に係る安

全審査に際し、以下の要求事項を満たした設計方針であることを確認するとされている。

　〈１〉津波の敷地への流入防止（外郭防護１）

　重要な安全機能を有する施設の設置された敷地において、基準津波による遡上波を地上部か

ら到達、流入させない。また、取水路、放水路等の経路から流入させない。

　〈２〉漏水による安全機能への影響防止（外郭防護２）

　取水・放水施設、地下部において、漏水可能性を考慮の上、漏水による浸水範囲を限定し

て、重要な安全機能への影響を防止する。

　〈３〉津波防護の多重化（内郭防護）

　上記〈１〉、〈２〉の方針のほか、重要な安全機能を有する施設については、浸水防護をす

ることにより津波による影響等から隔離する。

　〈４〉水位低下による安全機能への影響防止

　水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を防止する。

　ここで、〈１〉においては、敷地への浸水を防止するための対策を施すことを求めており、

〈２〉においては、敷地への浸水対策を施した上でもなお漏れる水と、設備の構造上津波によ

る圧力上昇で漏れる水を合わせて「漏水」と位置付け、漏水による浸水範囲を限定し、安全機

能への影響を防止することを求めているとされる。（甲Ａ３９０・１８～３３頁）

ウ 被告は、平成２４年６月２０日に発表した「福島原子力事故調査報告書」（甲Ａ４０

５）において、本件津波のような事例に対抗するために、基本的な考え方として想定を超える

事象が発生することを考慮した上で、以下の考えに沿って対策を講じるとしている。

　〈１〉防潮堤等の設置も含め、津波に対して遡上を未然に防止する対策を講じる。

　〈２〉さらに、津波の遡上があったとしても、防潮壁、防潮板、扉水密化等により、津波が

建屋内に浸入することを防止する。

　〈３〉万一、建屋内に津波が浸入したとしても、機器の故障と違って、津波の影響範囲は甚

大で多くの機器に影響を与える可能性があることから、その影響範囲を限定するために、建屋

内の水密化や機器の設置位置の見直し等を実施する。

　〈４〉上記〈１〉～〈３〉の徹底した対抗策の実施により津波によるプラントへの影響は、

最小限にとどめることができると考えられるが、それさえも期待せず、津波により発電所のほ

とんど全ての設備機能を失った場合を前提としても、原子炉への注水や冷却のための備え（可

動式熱交換器設備、消防車、電源車、ガスタービン発電機車等）を発電所の本設設備とは別置
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きで配備することで事故の収束を図る。（甲Ａ４０５の１・３２５、３２６頁）

エ 本件事故前、被告は、福島第一原発１号機から４号機については（省略）＋１０ｍの高

さの敷地に、５号機及び６号機については（省略）＋１３ｍの高さの敷地に建設されていたこ

とから、この高さが上記ウ〈１〉の防潮堤に該当していると考え、上記ウ〈２〉～〈４〉の対

策をとっていなかったところ、被告の従業員は、本件事故が発生する以前に被告以外の電力事

業者の発電所で、想定津波水位を超える津波に備えて、防潮壁、防潮板の設置、扉水密化、重

要機器水密化、別置き代替注水冷却設備等の設置といった対策をとる実例を見聞きしたことは

なく、原発の設置許可申請の際にこれらの対策を求められたり、これらの対策をとるべきとい

う行政指導を受けたりすることもなかった旨供述している。（甲Ａ７６７・５４～５７頁、指

定弁護士資料２２）

（18） 被告による検査データの改ざん、市民団体からの申入れ等

ア 被告による検査データの改ざん

原子力安全・保安院は、平成１４年８月２９日に「原子力発電所における事業者の自主点検

作業記録に係る不正等に関する調査について」を発表し、被告が運営する福島第一原発、福島

第二原発、ｄｌ原発において、１９８０年代後半から９０年代にかけて、ＧＥＩＩ社（General

Electric International Inc.）に発注して被告が実施した自主点検作業において、シュラウド

や蒸気乾燥機等の各種機器のひび割れやその兆候についての検査結果や修理記録、これらに係

る日付の記載等に関して、計２９件の不正が行われた疑いがあることを公表した。被告におい

ても、同日、同様の疑いについて発表を行った。原子力安全・保安院は、被告から報告があっ

た２９件について、被告の関係者、ＧＥＩＩ社の親会社であるＧＥ社の関係者等からのヒアリ

ングを行ったほか、上記３か所の原発や被告本社への立入検査等を行うなどした。

その後も、平成１８年１１月にはｄｌ原発における海水取放水温度の改ざん、同年１２月に

は福島第一原発の復水器海水出口温度測定データの改ざんが判明したほか、平成１９年１月に

は福島第一原発、第二原発１０基のうち９基で法定検査のデータが改ざんされていたことが判

明するなどした。

（以上、甲Ａ３９６・１、３、４頁、甲Ａ７０５・１３～１７頁、甲Ａ７０７の１、甲Ａ７０

８～甲Ａ７１０）

イ 市民団体からの申入れ

原発の過酷事故を回避するため、被告に対して地震・津波対策をとるよう警告していた市民

団体である「ａｈ’会」は、平成１７年５月１０日付けで、被告に対して、「チリ津波級の引

き潮、高潮時に耐えられない東電福島原発の抜本的対策を求める申し入れ」と題する書面を提

出し、津波評価技術に照らし合わせると、チリ津波級の引き潮の時、福島第一原発の全号機で

炉内の崩壊熱を除去するための機器冷却用海水設備が機能しないこと、冷却材喪失事故用施設

の多くが機能しないことなどを指摘し、抜本的対策を求めた。

　また、平成１９年７月の新潟県中越沖地震によって被告の運営するｄｌ原子力発電所が被災

したことを受け、上記ａｈ’会は、ｆｇ党福島県委員会、ｆｇ党福島県議会議員団と連名で、

同月２４日付けで、被告に対して、「福島原発１０基の耐震安全性の総点検等を求める申し入

れ」と題する書面を提出し、福島原発はチリ級津波が発生した際には機器冷却海水の取水がで

きなくなることが明らかである旨改めて指摘し、その抜本的対策をとるよう求めた。

　さらに、上記ａｈ’会は、同年１２月２０日付けで、被告に対して、「中越沖地震によるｄ

ｌ原発被災を真に踏まえた福島原発の地質・地盤調査を求める申し入れ」と題する書面を提出

し、かねてから問題提起をしているチリ津波級の津波への対策がなされていないとして、その

抜本的対策をとるよう求めた。

（以上、甲Ａ１２１、甲Ａ１２３、甲Ａ１２４、甲Ａ１３８、甲Ａ１３９、甲Ａ４２６、甲Ａ

７３０、甲Ａ７３２、甲Ａ７３３、分離前相原告ａｇ）
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　２　判断

　前記第１の１のとおり、本件では民法７０９条に基づく損害賠償請求は理由がないが、原賠

法３条１項に基づく損害賠償請求との関係で慰謝料の増額事由となるべき被告の悪質性等につ

いて検討する。

（１） 本件における被告の予見義務の対象等

ア 予見の対象

（ア） 過失の判断要素である予見義務は、権利・法益侵害の発生を回避する作為又は不作

為の行為義務である結果回避義務の前提となることから、予見の対象となるべき因果の経過は

結果回避を可能とする程度の因果の経過であれば足りる。すなわち、現実の結果発生に至る因

果の経過を逐一具体的に予見することまでは必要ではなく、ある程度抽象化された因果経過で

あれば足りるというべきである。

　そこで、本件事故の実際の経過等を見ると、本件事故は、本件地震が発生し、これにより外

部電源が途絶する中、本件地震に伴う本件津波が福島第一原発の敷地高を超えて襲来したこと

によって原子炉建屋等まで浸水させて、非常用ディーゼル発電機、金属閉鎖配電盤、パワーセ

ンターなどの原子炉を冷却するために必要不可欠な電源設備が被水してその機能を停止し、全

交流電源喪失に至ったことにより、炉心の冷却機能が喪失した結果として、炉心損傷を招き、

外部への大量の放射性物質の放出、飛散に至ったことによって生じたものと認められる（前提

事実４（３）及び（４）参照）。しかも、福島第一原発１号機から４号機の電源設備の多くは

敷地高よりも低い地下に設置されていたところ、非常用ディーゼル発電機本体が被水・浸水し

た場合にはその機能が停止するほか、非常用電源設備に電力を供給する配電盤が被水すると非

常用電源設備本体の機能が維持されていてもそれを作動させることはできない仕組みとなって

いた（前提事実２（４）参照）。

　そうすると、本件津波が襲来しても炉心を冷却する機能が維持されていたならば、すなわ

ち、原子炉を冷却するために必要不可欠な電源設備の機能が維持され全交流電源喪失又は直流

電源喪失という事態に至らなければ本件事故による法益侵害の結果を回避することができたと

認められる。

　また、被告は、前記第２の１の認定事実（以下「認定事実〈１〉」という。）（10）のとお

り、平成１８年５月の溢水勉強会において、敷地高さを１ｍ超過する外部溢水が継続すること

により福島第一原発５号機のＴ／Ｂが浸水し、電源設備の機能を喪失する可能性を認識してお

り、福島第一原発の敷地高さを超える津波が同発電所に襲来した場合には、建屋への浸水が生

じて非常用電源設備が被水し、全交流電源喪失がもたらされる事態について認識していたもの

と認められる。そうすると、福島第一原発１号機から４号機について敷地高を超える津波が到

来することが予見可能であれば、そのような津波の到来により全交流電源喪失に至ることが想

定されるため、そのような状況を回避する措置を講ずることが可能となる。

　したがって、原告らが主張する被告の注意義務違反の時点である平成１４年８月末又は平成

１８年の各時点において、本件事故による権利侵害という結果回避のための措置をとる義務を

被告に課す前提としての予見の対象は、福島第一原発において全交流電源喪失をもたらし得る

程度の津波が発生すること、換言すれば、福島第一原発１号機から４号機の敷地高である（省

略）＋１０ｍを超える津波が到来することと一応いうことができる。

（イ） これに対し、被告は、原告らが主張する津波規模と実際に生じた本件津波とは程度

も規模も異なるものであるから、そのような仮想的な津波によって本件事故と同程度の事象が

生じ、本件原発から放射性物質が放出されるに至ることについて、原告らによって具体的な主

張・立証がされていないと主張するほか、原告らの主張する実際に起こった本件津波よりも規

模の小さな津波を想定して何らかの対策をとっていたとしても、現実に生じた本件津波の態様

に照らせば、そのような対策によって本件事故を回避することが可能であったとはいえないか
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ら、被告の結果回避義務を基礎付ける予見可能性の対象としては、あくまでも本件津波又はそ

れと同程度の津波の発生と考えるべきであると主張する。

　しかしながら、前記（ア）のとおり、福島第一原発１号機から４号機について敷地高を超え

る津波が到来することが予見可能であれば、そのような津波の到来により全交流電源喪失に至

ることが想定されるため、被告においてそのような結果を回避するための措置をとるべきで

あったと評価でき、原告らは被告に課すべき具体的な予見義務や結果回避措置の内容を一応主

張・立証しているものと認められる。また、想定（可能な）津波と実際に発生した本件津波と

の規模、範囲などの相違を指摘して想定津波の回避措置から直ちに本件津波による被害を回避

できたとはいえないとの被告の主張について、確かに、被告がとるべき津波防護の具体的措置

と本件事故の回避との相当因果関係の有無の問題を別途検討する必要があると考えられるもの

の、慰謝料の増額事由としての被告の悪質性等の有無を検討するに当たっての前提としては、

まず被告において結果発生の予見が可能であり、かつ、特定の結果回避措置をとるべきであっ

たか否かについて判断できれば足り（ただし、後記（４）ウのとおり、被告の悪質性等を基礎

付ける上では、実際に当該結果を容易に回避できたことが認められることは必要となると解す

べきである。）、少なくとも、具体的な結果回避措置を講じることの検討が可能な程度の予見

可能性をまず問題とすべきであるから、この点に関する被告の主張も採用できない。

イ 本件における予見可能性と決定論的安全評価との関係等

（ア） このように、被告の予見すべき対象が、原告らが主張する平成１４年８月末又は遅

くとも平成１８年時点において、福島第一原発１号機から４号機の敷地高である（省略）＋１

０ｍを超える津波が同原発に襲来することとした場合、認定事実〈１〉（12）アのとおり、被

告は、本件長期評価に基づき明治三陸地震の波源モデルを福島県沖の日本海溝沿いに設定した

場合における想定津波水位の試算、すなわち平成２０年試算をした結果、最大津波高さが福島

第一原発の敷地南側（（省略）＋１０ｍ）で（省略）＋１５．７０７ｍ（浸水深５．７０７

ｍ）となるとの結果を把握していた。平成２０年試算は、津波評価技術を用いて得られたもの

であるが、認定事実〈１〉（５）のとおり、津波評価技術は、平成１４年２月に公表されてお

り、平成１４年から平成２０年までの間に、津波高の試算を実施する上で必要条件となるよう

な知見の発見や試算実施の障害となる事情が特段認められないことからすると、（省略）＋１

０ｍを超える津波という平成２０年の試算結果と同様の試算結果を、平成１４年８月末又は平

成１８年の各時点において得ることが不可能であったということはできない。

（イ） しかしながら、そもそも、被告が、平成２０年試算のような試算を実施すべき義務

を負うかどうかが問題となる。この点、被告は、本件事故の発生以前において、原子力発電所

の安全設計上の津波対策について、津波評価技術に基づいて、一定の想定水位を定めて、当該

想定水位までの安全性を確保するという考え方（決定論的安全評価）により行うことが国によ

る原子力安全法規制上の取扱いを含めて広く受け入れられていた安全確保の手法であり、被告

において、決定論に基づく想定津波に対して福島第一原発の安全を確保するという考え方で津

波対策を講じてきたと主張しており、その点の当否を検討する。

（２） 津波評価技術の当否等

ア 法令等の規制状況と津波評価技術の位置付け等

（ア） 平成１４年当時、炉規法（ただし、平成２４年法律第４７号による改正前のもの）

２３条１項は、発電用原子炉の設置について主務大臣の許可に係らしめ、その許可の基準につ

いて同法２４条１項各号にその定めがあるが、同項４号は「原子炉施設の位置、構造及び設備

が核燃料物質（使用済燃料を含む。以下同じ。）、核燃料物質によって汚染された物（原子核

分裂生成物を含む。以下同じ。）又は原子炉による災害の防止上支障がないものであること」

と規定し、同条２項は、主務大臣が同法２３条１項の許可をするに当たり、同法２４条１項４

号の基準の適用について原子力安全委員会の意見を聴くべき旨定め、その具体的な審査の指針
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として、同委員会は、認定事実〈１〉（２）アのとおり、安全設計審査指針を定めていた。同

指針においては、考慮すべき自然条件としての津波について、過去の記録を参照して予測され

る自然条件のうち最も過酷と思われる自然力に耐えることが求められていた。その後の平成１

８年における新耐震設計審査指針においても、認定事実〈１〉（11）イのとおり、地震随伴事

象である津波について「施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があると想

定することが適切な津波によっても施設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないこと」

を「十分考慮したうえで設計されなければならない。」と定められていた。

（イ） また、平成１８年以前の時点において、電気事業法３９条１項は、事業用電気工作

物について、主務省令で定める技術基準に適合するように維持しなければならない旨規定する

が、同主務省令である技術基準省令４条１項（ただし、本件事故時においてのもの）は、原子

炉施設等が想定される自然現象である津波により原子炉の安全性を損なうおそれがある場合、

防護措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなければならないと定めていた。

（ウ） このように、法令及び各指針、すなわち原子力発電所を始めとする原子炉施設にお

ける国の津波に関する安全基準は、発生する可能性があると想定することが適切な津波を対象

としてその安全性を確保すべきとしていた。ただ、これらの基準は、具体的な想定すべき津波

水位を定めたものではなく、どのような津波を想定すべきか、想定した津波による設計津波水

位をどのように考えるかといった、いわば定量的な評価基準やその評価方法についてまで定め

るものではなかった。

（エ） しかも、認定事実〈１〉（２）アのとおり、福島第一原発の設置許可処分がされた

昭和４０年代には、津波波高を計算するシミュレーション技術は一般化していなかった。その

後、認定事実〈１〉（２）ウのとおり、平成６年３月当時には、簡易予測式であるが、津波水

位の数値解析が行われるようになっており、認定事実〈１〉（３）及び（４）のとおり、平成

９年公表の４省庁報告書等においては、概略的なものであるが、津波水位の数値解析が行わ

れ、その後に認定事実〈１〉（５）のとおり、平成１４年２月に土木学会・津波評価部会が津

波評価技術を策定し、これ以降本件事故当時まで、同津波評価技術に基づき、一定の想定津波

水位を定めて、当該想定水位までの安全性を確保するという考え方（決定論的安全評価）によ

り行うこととなっていたし、現に、上記のとおり、福島第一原発の設計津波水位の安全性評価

においても津波評価技術による数値シミュレーションが用いられていた。この点、認定事実

〈１〉（11）ウのとおり、平成１８年以降のバックチェックルールにおいて、津波の評価方法

として、既往の津波の発生状況や最新の知見等を考慮して、施設の供用期間中に極めてまれで

あるが発生する可能性のある津波を想定し、数値シミュレーションにより評価することを基本

とし、その想定及び数値シミュレーションに当たり、想定津波の断層モデルに係る不確定性を

合理的範囲で考慮したパラメータスタディを行い、これに潮位を考慮したものを評価用の津波

水位とするなど、津波評価技術が採用されており、国の安全審査の基準としても、津波から原

子炉施設を防護するための安全性の審査評価の手法として、事実上、津波評価技術の手法が定

量的なものとして採用されていたというべきである。

イ ａｉ最高裁判決との関係等

そして、少なくとも津波評価技術が公表された平成１４年以降、この津波評価技術を基本と

して、想定津波水位を安全な設計のための津波水位として対策を講じることは、炉規法２４条

１項４号の「災害の防止上支障がないこと」という要件の審査や技術基準省令４条１項の適合

性の評価手法としても合理的なものと考えられる。

　この点、ａｉ最高裁判決は、炉規法２４条１項３号及び４号の趣旨について、「原子炉が原

子核分裂の過程において高エネルギーを放出する核燃料物質を燃料として使用する装置であ

り、その稼働により、内部に多量の人体に有害な放射性物質を発生させるものであって、原子

炉を設置しようとする者が原子炉の設置、運転につき所定の技術的能力を欠くとき、又は原子
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炉施設の安全性が確保されないときは、当該原子炉施設の従業員やその周辺住民等の生命、身

体に重大な危害を及ぼし、周辺の環境を放射能によって汚染するなど、深刻な災害を引き起こ

すおそれがあることに鑑み、右災害が万が一にも起こらないようにするため、原子炉設置許可

の段階で、原子炉を設置しようとする者の右技術的能力並びに申請に係る原子炉施設の位置、

構造及び設備の安全性につき、科学的、専門技術的見地から、十分な審査を行わせることにあ

るものと解される。」と判示し、その上で「当該原子炉施設そのものの工学的安全性、平常運

転時における従業員、周辺住民及び周辺環境への放射線の影響、事故時における周辺地域への

影響等を、原子炉設置予定地の地形、地質、気象等の自然的条件、人口分布等の社会的条件及

び当該原子炉設置者の右技術的能力との関連において、多角的、総合的見地から検討するもの

であり、しかも、右審査の対象には、将来の予測に係る事項も含まれているのであって、右審

査においては、原子力工学はもとより、多方面にわたる極めて高度な最新の科学的、専門技術

的知見に基づく総合的判断が必要とされるものであることが明らか」であって、「以上の点を

考慮すると、右の原子炉施設の安全性に関する判断の適否が争われる原子炉設置許可処分の取

消訴訟における裁判所の審理、判断は、原子力委員会若しくは原子炉安全専門審査会の専門技

術的な調査審議及び判断を基にしてされた被告行政庁の判断に不合理な点があるか否かという

観点から行われるべきであって現在の科学技術水準に照らし、右調査審議において用いられた

具体的審査基準に不合理な点があり、あるいは当該原子炉施設が右の具体的審査基準に適合す

るとした原子力委員会若しくは原子炉安全専門審査会の調査審議及び判断の過程に看過し難い

過誤、欠落があり、被告行政庁の判断がこれに依拠してされたと認められる場合には、被告行

政庁の右判断に不合理な点があるものとして、右判断に基づく原子炉設置許可処分は違法と解

すべきである。」と判示する。

　このａｉ最高裁判決の判示を踏まえると、炉規法２４条１項４号の要件審査に当たっては、

原子炉施設の高度の安全性を確保しつつも、原子炉設置許可における審査事項が複雑、かつ、

高度な専門技術的事項に係るものであり、それについての科学技術及び科学的知見が不断に進

歩、発展、変化するものであって、多くの専門分野の専門技術的知見等を踏まえた、確定不可

能な将来予測にわたる点に鑑みて、規制行政庁の専門技術的な裁量を認めざるを得ず、しか

も、科学技術の分野においては、社会生活上有用な科学技術のもたらす利益とこのような科学

技術が内包する危険性・リスクとを勘案し、そのリスクが社会において許容されるべき限度に

おいてこれを利用する相対的な安全性の考え方が背景にあり、このような相対的安全性を容認

するとの立法判断の下、上記要件審査に関する専門技術的な裁量を認めたものと理解できる。

　そうすると、原子力発電所を始めとする原子炉施設の高度の安全性を確保しつつ、その専門

技術的な裁量を認めた趣旨をも踏まえると、少なくとも、定量的な審査、評価の手法として科

学的な合理性を有するものであって、そのような手法の下に原子炉施設の相対的安全性が確保

されていると認められる限り、その施設の安全性が図られているものと認めることができる。

すなわち、津波に対する安全性の評価手法として、津波評価技術が合理性を有する評価手法と

して認められる限りにおいて、これに依拠して評価することによりその施設の安全性が確保さ

れているものということができる。

ウ 工学上の位置付け等

加えて、津波評価技術は、地震や津波に関する工学系の有識者も、実際の設計・施工に当

たって用いていた評価手法であった。例えば、津波工学者のｂｂ氏は、決定論（確定論）につ

いて、決定論で対応できるものは、いろいろなモデルが設定でき、津波の高さや揺れの程度が

具体的な数値として出てくるため、それに基づき事前に施設面での対策をすることができる一

方、具体的な数字に表れない、評価の困難な事象に対しては、リアルタイムで状況を観測する

といった情報収集等を危機管理上行うなどのソフト的な対応を行うのであり、トータルで災害

等に対応する旨述べた上で、決定論に取り入れるべきかどうかという点について、いろいろな
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専門家の意見を聞いて科学的コンセンサスを得てこれを行う旨述べている（乙Ａ３６・９４、

９５頁）。また、原子力工学に限らず、工学の分野において、あらゆるリスクに想定し１０

０％の安全性を確保することは不可能であり、事故が起きるリスクを合理的な範囲まで小さく

するべく、一定の指標を定めてその指標までは十分な信頼性をもって安全性を確保するという

手法が採用されており、原子力工学においても、原子力発電所の主要施設が、安全裕度をもっ

て設定された一定の指標を満たすように設計することとされ、その指標が設計基準であり、そ

の前提となる想定が設計想定であって、地震や津波などの想定がされることとなる（乙Ａ１

２・２、３頁）。

　このような、工学的見地から実際の設計基準を検討する上でも、例えば津波対策において

は、想定すべき津波を対象として、安全裕度をもって設計基準を作るというのが工学における

通常の考え方であり、津波評価技術に基づく決定論的安全評価によることは工学の分野からし

ても相当なものと考えられる。

エ 津波評価技術の内容等

認定事実〈１〉（５）イ（イ）のとおり、津波評価技術は、プレート境界付近に将来発生す

ることを否定できない地震に伴う津波を評価の対象とし、津波をもたらす地震の発生位置や発

生様式を踏まえたスケーリング則に基づき、基準断層モデルを設定し、想定津波の不確定性を

設計津波水位に反映させるために、パラメータスタディを実施し、評価地点における影響が最

も大きい津波を設計想定津波として選定するというものであり、基準断層モデルとなるべき地

震・津波の選定に当たっては、依拠すべき科学技術、科学的知見が適確なものである限り、精

緻で十分な安全裕度が確保できる津波数値シミュレーションを実施できる、合理的な評価手法

として機能するものということができる。

オ 小括

以上のとおり、津波評価技術は、炉規法２４条１項４号の「災害の防止上支障がないもので

あること」すなわち津波に関する適切な対策がとられていることの審査における事実上の基準

として機能すべきものである。また、同様に、電気事業法３９条１項に基づく技術基準適合命

令の発出の基準である技術基準省令４条１項に該当するか否かの判断、すなわち、原子炉施設

等が想定される自然現象である津波によりその安全性を損なうおそれの有無等の審査・検討に

当たっても、参照されるべきものと解すべきである。

カ 原告らの主張について

（ア） なお、原告らは、津波評価技術について、〈１〉津波評価技術の目的は波源モデル

の設定にはなく、本来的に波源モデルの設定の基準となり得ないこと、〈２〉過去の地震につ

いての詳細な検討も行われていないなど、将来起こり得る想定地震についての地震学的に合理

性のある検討がされていないこと、〈３〉原子力安全・保安院が定める民間策定の技術基準を

原子力安全の法規制に用いる要件（公正・公平・公開を重視した審査、検討を経ていること、

規制基準で要求される性能との項目上の対応がとれていること、行政手続法上の審査基準など

の例として公示されていること）を津波評価技術が満たしていないこと、〈４〉合理的理由も

なく、想定津波水位の補正係数を１．０としていることなどを指摘し、津波評価技術が津波対

策の唯一の基準であったとする被告の主張が合理性を欠く旨主張する。

　この点、上記〈１〉及び〈２〉の原告らの指摘について、確かに、認定事実〈１〉（５）イ

（ア）・（イ）及び（エ）のとおり、津波評価技術は、文献調査等に基づき評価地点に最も大

きな影響を及ぼした既往津波のうち、信頼性があると判断される痕跡高記録が残されている津

波を評価対象として選定するものであり、記録のない巨大地震等まで考慮しておらず、その適

用限界等を示すものではないし、また、想定される最大規模の地震学の最新の理学的知見その

ものの整理を主たる目的とするものであるとも認められない。しかしながら、認定事実〈１〉

（１）ア（エ）のとおり、平成１４年から平成１５年頃にかけて、地震地体構造論の研究成果
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を踏まえて、ａｓマップやｃｊマップなどが示されており、認定事実〈１〉（３）イ及びウの

とおり、４省庁報告書及び７省庁手引において、ａｓマップに基づき、想定地震の発生位置を

定め、これと既往地震による既往最大津波との比較対照を行った上で安全側の発想から沿岸津

波水位のより大きい方を対象津波とする手法が採用されていたところ、認定事実〈１〉（５）

イのとおり、津波評価技術においては、プレート境界付近に想定される地震に伴う波源の設定

に関して、プレート境界付近に将来発生することを否定できない地震に伴う津波とし、地震地

体構造の知見を踏まえて、相似則を用いて波源を設定し、これにパラメータスタディの結果か

ら得られる想定津波群から評価地点における最も影響が大きい、すなわち評価地点において一

番大きい津波高さを与える津波（乙Ａ５２・２８頁）を設計想定津波とするものであり、しか

も、既往津波自体は、あくまでも設計想定津波の妥当性を比較対照するデータと位置付けて、

その比較対照の結果が既往地震の津波の痕跡高の約２倍の大きさとなっているというものであ

り、上記４省庁報告書及び７省庁手引の手法と比較しても、さらに精緻で、かつ、安全サイド

に立った評価手法ということができ、少なくとも、津波評価技術の策定時点での合理性は、そ

の時点では確保されていたということができる。また、認定事実〈１〉（５）ウのとおり、そ

の依拠すべき地震地体構造論についてもａｓマップを踏まえて、その策定時点での最新の地

震・津波に関する適確な知見によったものと評価できる。このことは、その根拠資料の作成主

体、すなわち波源に関する高度化研究の主体が誰であれ、認定事実〈１〉（５）アのとおり、

地震津波の理学工学分野の専門学者であるｂｄ氏、ａｑ氏、ｂａ氏、ｂｂ氏がこれに関与し、

特に異論もなく、その内容を承認して所与のものとしていたことからも裏付けられる。そもそ

も、地震、津波の予測に関しては、歴史資料の欠落により歴史地震として知られていない地震

が過去に発生している可能性があり、その点での限界があるとしても、歴史地震・津波の研究

がその予測にとって極めて重要であることはいうまでもないことであって（地震学者であり、

本件長期評価のとりまとめをしたａｔ氏やａｒ氏は、その限界があることに留意しつつも、我

が国における歴史地震、津波の研究について、江戸時代以降の文献資料の豊富さ等と昭和初め

頃から精力的に収集された資料に支えられ、古記録による津波被害の状況から津波高さの推定

作業等も進むなど、世界的に誇る状況にある（甲Ａ３０１・２５～２９、３１～３５頁、甲Ａ

３０２・１～３頁、甲Ａ３０５の１・２２頁、甲Ａ３０７の１・５、６頁）などと指摘してい

る。）、歴史地震、津波をベースにその評価をすることが不合理であるといえないことから

も、少なくとも、津波評価技術の策定時における波源設定の合理性は確保されている。

　また、認定事実〈１〉（５）イ（ア）～（ウ）のとおり、津波評価技術は、既往津波を計算

によって求められた設計想定津波の妥当性を確認するとともに、波源の断層モデルや数値計算

方法の妥当性を確認するためのデータと位置付けるものであり、しかも、必要に応じてパラ

メータスタディを実施し評価地点における影響が最も大きい津波を設計想定津波として選定す

ることは可能であり、結局、津波評価技術の適用に際して、依拠すべき科学的知見（地震津波

に関する適確な知見）としての想定最大津波の選定が適切に行われている限り、その合理性が

担保されていることとなる。現に、認定事実〈１〉（12）アのとおり、平成２０年試算は、明

治三陸地震の波源を津波評価技術に取り込んだ上で、評価地点である福島第一原発への影響を

検討したものであるし、認定事実〈１〉（12）イのとおり、長期評価の知見をどのように取り

扱うべきかも含めて、津波評価技術の高度化が、津波評価技術を策定した土木学会に依頼され

ていたのであって、地震、津波に関する依拠すべき新たな科学的知見を取り込むことは当然に

予定されていたとみることができる。このように解することは、地震地体構造論の知見を踏ま

え、記録上確認できる既往地震・津波の痕跡高データ等との比較対照を予定していた、本来的

な意味での津波評価技術そのものに対する理解とは異なるものであるが、上記のとおり、津波

評価技術の更新が予定されていたことも踏まえると、そのような更新、修正の余地を残したも

のとして津波評価技術を理解し、かつ、その点も踏まえてその合理性を認めることはできると
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いうべきである。

　そうすると、想定最大津波の選定が適切にされている限り、すなわち、地震津波に関する適

確な知見に基づきその選定が行われている限り、津波評価技術の適用限界が明示されていない

とか、記録にない巨大地震等を考慮していないことをもって、津波評価技術の信頼性が損なわ

れるものとはいえないし、上記のとおり、少なくとも津波評価技術の策定時点における最新の

適確な知見によったものと評価でき、原告らの上記〈１〉及び〈２〉の指摘を踏まえても、少

なくともその策定時点における津波評価技術の波源設定に関する合理性は揺るがせることはで

きず、この点に関する原告らの主張は採用できない。

（イ） 原告らが上記〈３〉において指摘する点についても、そもそも、原告らが指摘する

原子力安全・保安院が示した要件は、具体的な「仕様」を規制する「仕様規定」から、目的と

なる「性能」が確保されればよいとする「性能規定」による規制の移行の際に示した方針で

あって、設計想定津波の水位を適切に評価する津波評価技術の採否に当たって当然に適用され

るようなものではない。また、この点をおくとしても、前記イのとおり、規制行政庁には、要

件審査に当たり、どのような手法を用いるかについても、当然、専門技術的な裁量が認めら

れ、それが不合理なものではない限りそのような手法を審査、規制に用いることについて裁量

があると解されるところ、既に述べたとおり、津波評価技術は合理性がある設計想定津波水位

の評価手法というべきであり、特にこれによるべきことに問題はないというべきである。ま

た、確かに、認定事実〈１〉（５）アのとおり、津波評価技術の策定に当たった土木学会・津

波評価部会の会員には、電力会社の研究従事者が複数構成員となっていたものであり、その中

立らしさに疑問が残る部分もあるが、既に述べたとおり、ｂｄ氏、ａｑ氏、ｂａ氏、ｂｂ氏と

いった地震、津波に関する理学工学の有識者が複数関与しており、認定事実〈１〉（５）エの

議論の経過を見ても、これらの有識者の意見交換を踏まえて策定されていたのであって、殊更

に電力会社等の意向に沿って恣意的に津波評価技術が策定されたことなどもうかがわれないの

であり、かつ、津波評価技術の内容は、その根拠等も含めて全て公表されており、外部の検証

にも耐え得るものとなっている。そうすると、この点に関する原告らの主張も採用できない。

（ウ） 原告らが、上記〈４〉において指摘する、補正係数が１．０とされた点の不合理

性、恣意性等についても、認定事実〈１〉（５）イ（ウ）・エ（ウ）及び（エ）のとおり、津

波評価技術の策定時点で設計想定津波の最大水位上昇量が既往最大津波の痕跡高を平均してお

おむね２倍となっていたことを踏まえたものであるし、将来的に見直しの余地があることも含

めて、主査であるｂｄ氏が、１．０とするよう提案し、これが了承されているのであり、特に

不合理な点があるとはいえない。

　加えて、認定事実〈１〉（５）カのとおり、津波評価技術は、国際的にも相応に合理性を有

する基準と考えられていた。

（エ） よって、以上の点に関する原告らの指摘、主張を考慮しても、想定すべき津波の選

定が地震、津波に関する適確な科学的知見により行われている限りにおいて、津波評価技術に

依拠し、津波からの安全性を評価することは合理的であるというべきである。

（３） 津波評価技術を踏まえた被告の平成１４年又は平成１８年における注意義務違反の

有無等の判断基準

ア 被告の注意義務（予見義務）違反と津波評価技術との関係等

このように、原子力発電所の設計、防護等に当たり、津波水位の評価手法として、津波評価

技術が合理性を有するものと認められることからすると、当然、その公表がされた平成１４年

以降、津波評価技術に基づき津波の安全対策が行われていたかどうかが、原子力発電所の設置

者である原子力事業者の津波に係る安全対策の注意義務違反を判断する上での重要な要素とな

ると解される。すなわち、決定論的安全評価の考え方を用いて、平成１８年当時までの科学的

知見（地震津波に関する科学的知見）に照らして、想定すべき津波として、福島第一原発１号
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機から４号機の敷地高である（省略）＋１０ｍを超える津波を想定すべきであったかどうか、

これに具体的に対処し結果回避のための措置を講じるべきであったかどうかが問われるべきで

あり、結局、被告が平成２０年試算のような試算を実施すべき義務を負うとともに、これに基

づく対策をすべきであったか否かについては、津波評価技術において、どのような地震津波を

想定すべきか、すなわち、どのような地震津波を決定論的安全評価に取り込むべきであったか

が問われることとなる。

　以上検討したとおり、予見の対象がある程度抽象化された因果の経過であるとしても、原子

力発電所を設置、運営していた「原子力事業者」の津波対策に係る注意義務（予見義務）違反

の有無や程度等を判断するに当たっては、結局、平成１８年当時までに津波評価技術に取り込

むべき地震・津波に関する科学（理学）上の知見としてどのようなものが存在し、それを取り

込むべき状況にあったか否かが問われるべきである。

イ 取り込むべき知見であるか否かを検討する要素等

そこで、既に述べたとおり、津波評価技術の下に、特定の地震、津波に関する知見を取り込

まなければならないものであったかどうかが問題となる。その際に考慮すべき要素としては、

例えば、当該知見が法令の根拠に基づき取り込むべき知見とされる場合には当然これを取り込

むべきであるし、仮に法令上の義務付けまでされているものではなくても、既に述べたａｉ最

高裁判決の判示すなわち「災害が万が一にも起こらないようにする」との見地から、その科学

的知見の内容、性質等を考慮して、当然に取り込む義務があるとされる場合もあるというべき

である。その際には、その知見がどのように形成されたものであるか（例えば、新たなデータ

やエビデンスなどに基づく実証的なものである場合には即座に対処すべきであろうし、仮に実

証性がない仮説的なものである場合には、開かれた形で、その分野の専門家らの意見交換等に

よりコンセンサスを得たものであるような場合などにも当然それを取り込むべきこととなる可

能性が高い。）を検討することとなるし、仮に、その知見が実証的なものではないとしても、

その知見に対する有識者、専門家がこれをどの程度重要視しているか、また、これに携わるべ

き実務者にとって周知されているかなど（その知見が公表された時期や内容等を踏まえて、そ

れに関わる専門家や実務者等がどのようなものと評価しているか。仮に、実証的なエビデンス

等までない仮説的なものであっても、時間の経過等により専門家や実務者等にも十分周知さ

れ、それがある程度支持されるものとなったかどうかなども考慮すべきである。）を考慮すべ

きであろう。

ウ 平成１８年時点までの各種の地震、津波に関する科学的知見の存否、その内容、性質等

原告らは、（省略）＋１０ｍを超える津波到来の予見可能性を基礎付ける事情として、４省

庁報告書及び７省庁手引（認定事実〈１〉（３））、本件長期評価（認定事実〈１〉

（６））、平成１８年頃までの知見の進展、貞観津波に関する知見の進展等を主張し、これら

の知見をベースにする限り、平成２０年試算を早期に行うことにより（省略）＋１０ｍを超え

る津波が福島第一原発を襲来し、その結果、全交流電源の喪失ひいては本件事故を予見し得た

旨主張している。また、このような知見を取り込まずに既往津波に拘泥する形での津波評価技

術の信頼性を論難している。

　しかしながら、既に述べたとおり、津波評価技術の想定津波に対するシミュレーションの数

値化は精緻なものとして、原子力発電所を始めとする原子炉施設の津波対策の基準となるもの

であるし、また、想定津波に対する科学的知見を踏まえて、それが更新されていく限りにおい

て、特に不合理な点はないのであり、むしろ、問題となるべきは、原告らが主張する、津波評

価技術の公表後の平成１４年から平成１８年までの地震学等の科学的知見の進展を踏まえて、

これらの知見を決定論的安全評価に取り込むべきであったかどうかであり、以下、その点を検

討する。

（ア） ４省庁報告書及び７省庁手引
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　平成１４年以前における、地震・津波に関する知見としては、平成９年に公表された４省庁

報告書及び７省庁手引がある。認定事実〈１〉（３）イのとおり、これらは、津波防災計画策

定の前提条件となる対象津波について、信頼できる資料の数多く得られる既往最大の津波を対

象とするだけでなく、現在の知見に基づいて想定し得る最大規模の地震津波を検討し、両者を

比較して、沿岸津波水位のより大きい方を対象津波として設定することとしている点で安全側

に立った考え方が示されたものであったといえる。

　もっとも、認定事実〈１〉（３）ウのとおり、４省庁報告書や７省庁手引で示された想定に

より、直ちに（省略）＋１０ｍを超える津波の到来を予見することができたとすらいえないも

のである。また、その数値解析は、計算過程等を一部簡略化しているために十分な精度を有す

るものではなく、対象地域の津波の傾向を概略的に把握するものにすぎないため、特定の地点

における津波高や遡上高の正確な把握が必要となる原子力発電所の津波対策に直ちに用いるこ

とができる性質のものではなかった。しかも、４省庁報告書及び７省庁手引において用いられ

た数値解析は、認定事実〈１〉（５）イのとおり、津波評価技術においてより精緻化されてい

るものであり、その数値化シミュレーションとしては、津波評価技術によれば足りるものとい

うべきである。

（イ） 本件長期評価について

ａ　本件長期評価の手続的根拠

認定事実〈１〉（６）ア及びイのとおり、長期評価は、いわば行政施策に直結する地震に関

する調査研究を政府として一元的に推進するとの目的の下に取りまとめられたものであるとこ

ろ、その主体となった推進本部は、地震防災対策特別措置法７条に基づき、文科省に設置され

た機関であり（同条１項）、しかも、地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進について

総合的、かつ、基本的な施策の立案（同項１号）や地震に関する観測、測量、調査又は研究を

行う関係行政機関、大学等の調査結果等を収集し、整理し、及び分析し、並びにこれに基づき

総合的な評価を行うこと（同項４号）などをその事務としていた。このような根拠・権限を有

する推進本部の下に置かれた長期評価部会においてまとめられた長期評価は、地震に関する多

くの知見を収集・整理・分析した結果として、海溝型地震等の発生可能性の長期的な確率評価

を行って公表した公式の見解であり、また、その議論の過程では、海溝型分科会、長期評価部

会、地震調査委員会という段階的な審議を経た上で、当時の地震予測に関する第一線の専門家

の見解を取りまとめて、一定の結論を示したものである。加えて、認定事実〈１〉（６）オの

とおり、本件長期評価を取りまとめるに当たってその議論、意見交換等を実施した海溝型分科

会での意見交換等の過程を見ると、本件長期評価を取りまとめるに当たり、その見解と異なる

結論に至る可能性がある過去の地震の発生領域や性質に関する各専門家の意見や研究内容等も

検討し、必要な議論等を経た上で、その見解が示されたということができる。

　このような長期評価を策定した主体、本件長期評価が取りまとめられ、その公表に至った経

緯、実際の検討過程等に鑑みると、本件長期評価は、単なる地震学者や民間団体の一見解など

とは性質を異にする有力、かつ、重要な見解（知見）として、地震対策、津波対策を検討する

に当たって考慮することが求められるものであったと考えられる。

　しかしながら、他方、地震防災対策特別措置法は、「地震による災害から国民の生命、身体

及び財産を保護するため、地震防災対策の実施に関する目標の設定」を目的とするものであり

（同法１条）、当然、その研究成果等については積極的にその普及に努めるべきものであるが

（同法１３条１項）、それが努力規定とされているところからも明らかなとおり、その研究成

果等を踏まえて、何らかの防災対策を、その主体となるべき国、地方自治体、関係諸機関や民

間等に義務付けるものではなく、そのような法令上の根拠は見当たらない。現に、認定事実

〈１〉（６）ウ（エ）のとおり、本件長期評価は、「現在までに得られている最新の知見を用

いて最善と思われる手法により行われたが、データとして用いる過去地震に関する資料が十分
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にないこと等による限界があることから、評価結果である地震発生確率や予想される次の地震

の規模の数値には誤差を含んでおり、防災対策の検討など評価結果の利用にあたってはこの点

に十分に留意する必要がある」としており、法令上、本件長期評価をベースとして、常に個々

の防災計画の策定や対策等を義務付けるといったものではない。例えば、災害対策基本法は、

中央防災会議（同法１１条参照）に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことがで

きる旨定め（同法１２条６項）、さらには、同防災会議の議決により専門委員からなる専門調

査会を置くことができるとしている（同法施行令４条）。このように、災害対策基本法上の防

災基本計画の作成、実施の推進などに当たっては中央防災会議がその事務をつかさどり（同法

１１条１項）、それに必要な知見等の収集、研究などを行うことができるように定めているな

ど、地震防災対策特別措置法のほかにも災害対策に係る知見の収集や研究などの実施を定める

法令が存在し、地震・津波に対する具体的な対策を立案するに際しては、その法令ごとにそれ

ぞれ収集、研究された知見をも踏まえた多角的な検討が予定されていたといえるのであり、本

件長期評価のみが地震対策、津波対策に当たって考慮すべき唯一の知見とされていたものでは

ない。

　すなわち、本件長期評価は、学者や民間団体の一見解などとは性質を異にする有力、かつ、

重要な見解として、地震対策、津波対策を検討するに当たって考慮することが求められるもの

であったと考えられるが、それはあくまでも事実上のものにとどまる。特に、本件長期評価

は、過去の地震を評価した上で将来の地震の発生時期や規模を評価するものであり、評価する

領域によって過去の地震のデータの質や量は様々であることから、領域ごとに異なる評価方法

が取られており、その信頼性を全ての領域について一概に論じることはできない。このこと

は、推進本部が、長期評価公表後の平成１５年に評価した領域ごとに想定地震の発生領域、規

模、発生確率の評価の信頼度をランク付けしていることからもうかがえる（認定事実〈１〉

（６）エ参照）。また、海溝型分科会での検討過程においては、過去の地震のデータがなかっ

たり少なかったりするため、過去の地震の発生領域や性質等を明確に決定できないものについ

ては、津波被害に対する警告を優先する観点から、他の見解も存在することを明示した上で当

該領域での津波地震が発生したものとして扱ったことがうかがわれる場面も存在する（認定事

実〈１〉（６）オ（エ）参照）。そうすると、本件長期評価を決定論的安全評価に取り込むと

の判断をする上では、政府の設置した機関が専門家による十分な議論を経て公表したという長

期評価の策定主体や策定過程等を単に見るだけでなく、長期評価の中の当該領域について示さ

れた評価内容を具体的に検討するべきであるし、また、その公表以降、各種の防災対策などに

当たって本件長期評価が実際にどのように扱われていたか、あるいは、本件長期評価につい

て、その理学的知見の正当性等を支えるべき地震学者がどのように考えていたのか（これがど

のように受容され、あるいは受け入れられなかったなど）といった過程等についても検討する

必要がある。

　以上のとおり、本件長期評価について、その公表時における平成１４年時点における地震学

等の知見、地震学者の議論状況、認識・評価等を踏まえ、科学的（理学的）知見としての妥当

性、信頼性など内容面を検討し、取り込むべき知見であったかどうか、すなわちこれに依拠し

ないことが津波対策を明らかに放置したとまで評価されるものであるかどうかが問題とされる

べきであるし、また、それ以降の平成１８年時点までの上記評価等を踏まえた検討をすべきで

ある。

　ｂ　本件長期評価の内容、性質等

　そこで、以下、本件長期評価の知見としての内容、性質等を検討する。

（a） 認定事実〈１〉（６）ウのとおり、本件長期評価は、その内容として、三陸沖北部か

ら房総沖の海溝寄りを一つの領域として区分けし、同領域内において明治三陸地震と同様のＭ

ｔ８．２前後の津波地震がどこでも（北部でも南部でも）発生する可能性があるというもので
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あり、その可能性を今後３０年以内で２０％程度とするものである。このような長期評価の知

見をベースに断層モデルを設定することにより、平成２０年試算のとおり、福島第一原発に最

大で（省略）＋１５．７ｍの津波が襲来するとのシミュレーション結果を得ることができ、こ

の想定津波を設計津波水位として津波対策をとることができたという点においては具体的な波

源を示したものとみることはできる。

　また、そもそも、本件長期評価の根拠とされるところは、明治三陸地震タイプの津波地震が

三陸沖北部以外の三陸沖や福島県沖などの海溝寄りで起きるかどうかをポイントとして（認定

事実〈１〉（６）オ（ア）参照）、明治三陸地震、慶長三陸地震及び延宝房総沖地震が、いず

れも日本海溝寄りで発生した津波地震であると評価していることにある。この点、明治三陸地

震については特段の異論なく、その他の二つの地震については発生領域や発生のメカニズムに

ついて異なった見解が検討の過程で示されたものの、それらも踏まえた議論を経て、三陸沖又

は房総沖の日本海溝寄りで発生したことが肯定されているものといえ（認定事実〈１〉（６）

オ（イ）～（エ）参照）、日本海溝寄りの領域で発生した津波地震として上記三つの地震を設

定したことが不合理であるとはいえない。それらを根拠として、三陸沖北部から房総沖の日本

海溝寄りの領域において明治三陸地震と同程度の地震がどこでも発生する可能性があるとして

いる本件長期評価は、福島県沖の日本海溝寄りでも明治三陸地震と同程度の地震が発生する可

能性があることを端的に示したものとみることができる。

（b） しかしながら、本件長期評価が、日本海溝寄りの領域を北部から南部にかける一つの

領域として捉えていること、すなわち、三陸沖北部や房総沖で過去に起きた地震と同様の地震

が福島県沖でも発生する可能性があるとすることについては、本件長期評価の信頼性について

証言しているａｔ氏も、このように三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄りの南北を一つの領域

として区分けする考え方について本件長期評価により初めて示された見解である旨述べて（甲

Ａ３０５の１・３３頁）おり、地震学者が異論なく承認するような具体的なエビデンスが示さ

れているわけではない以上、地震学者が異論なく承認するような知見であったとは、少なくと

も、その公表当時の平成１４年においてはいい難いものである。現に、認定事実〈１〉（３）

ウのとおり、平成９年当時の４省庁報告書においては、本件長期評価の領域区分と異なる地震

地体構造論すなわちａｓマップを前提にその領域区分が行われていた。また、海溝型分科会や

地震調査委員会の委員として長期評価の策定に関与した者を含む複数の地震学等の専門家か

ら、比較沈み込み学の考え方や日本海溝沿いの海底地形の観測結果等に基づいた異論が示され

ており（認定事実〈１〉（６）カ（ウ）～（ク）参照）、その異論の主たる根拠となる三陸沖

と福島県沖におけるプレート間の固着の強さや堆積物の厚さ・形状の違いなどについては海溝

型分科会で十分に議論された形跡は見当たらない。特に、長期評価部会の海溝型分科会の議論

にも参加したｂａ氏は、各領域の区域分けについて、微小地震の震央分布を参照し、過去の大

地震の震央、波源域、震源モデルの分布、バックスリップモデルの研究成果を考慮して行われ

たが、日本海溝沿いにおける微小地震の発生状況について、三陸沖と福島県沖とを厳密に比較

すると異なった特徴が見出される旨指摘しており（認定事実〈１〉（６）カ（ウ）参照）、

データに対する見方が複数あり得ることを示唆しているし、認定事実〈１〉（７）イ（ア）の

とおり、ｂａ氏が、被告の担当者から本件長期評価を尋ねられた際、長期評価における津波地

震の発生領域に関してはよく分からない（ｂａ氏自身は必ずしも賛同していない。）と回答し

ており、本件長期評価の領域設定や津波地震の発生確率に関して異論があったこともうかがわ

れ、少なくとも、その公表直後直ちに多数の地震学者が、大きな異論なく、本件長期評価、特

にその領域区分や地震発生確率を受容するものとはいい難い状況にあった。

　さらに、本件長期評価が示された経緯を見ると、日本列島東側太平洋の陸寄りの領域と日本

海溝寄りの領域については、海洋プレートの沈み込む角度や微小地震及び低周波地震の発生状

況等を踏まえ、明確に区別することが適切とされたものの、日本海溝沿いで発生した過去地震
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のデータが不足していたことから、日本海溝寄りで起きる地震について一般防災の観点から意

味のある予測をしようとするならば、日本海溝寄りの領域を更に区分するのではなく、一つの

領域と見て、ポアソン過程を用いた計算をすることが適切であると判断されたことがうかがわ

れる（認定事実〈１〉（６）オ（エ）及びカ（ウ）参照）。そのような経緯も踏まえると、本

件長期評価は、やはりそのデータが限られ、十分な実証性を備えたものとはいい難く、そこに

示された結論をもって、福島県沖の日本海溝寄りでも明治三陸地震と同様の地震が発生する可

能性があることが科学的な見地から十分に説明されたと評価できない側面がある。

　加えて、過去の地震データが不足し、三陸沖北部や房総沖と同様の地震が福島県沖で発生す

るか否かについて根拠が乏しかったことから、想定地震の発生領域及び発生確率の評価の信頼

度はいずれも「Ｃ（やや低い）」とされていたこと（認定事実〈１〉（６）エ）や、長期評価

の冒頭でも評価結果である地震発生確率や予想される次の地震の規模の数値に誤差を含んでお

り、防災対策の検討においてはこの点に十分留意する必要がある旨指摘されていたこと（認定

事実〈１〉（６）ウ（エ））は、本件長期評価の知見としての限界を示したものと認められ

る。

（c） しかも、長期評価が公表された後に行われた、平成１８年までの中央防災会議におけ

る日本海溝・千島海溝調査会や福島県による津波想定調査においても、防災対策の検討対象と

する地震として本件長期評価は採用されていない（認定事実〈１〉（８）イ～エ及び（９）ア

参照）。この点、一般防災と原子力防災では求められる安全性の程度が異なると考えられる

が、政府の機関である中央防災会議や地方公共団体の上記の対応は、少なくとも本件長期評価

について、地震ないしそれに随伴する津波対策の際に必ず考慮すべき一般的な知見として位置

付けていなかったことをうかがわせる。特に、平成１５年から平成１８年にかけての認定事実

〈１〉（８）ウの日本海溝・千島海溝調査会（災害対策基本法施行令４条に基づく専門調査会

である。）における審議・検討や北海道ワーキンググループの報告を経た上での認定事実

〈１〉（８）エの平成１８年における専門調査会報告の内容を見る限り、本件長期評価と同様

に、三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域区分を踏まえた検討を行っており、その点におい

て一部本件長期評価を取り込んでいることはうかがわれるが、明治三陸地震及び慶長三陸地震

については同一の領域における繰り返しの津波地震とされ、他方、延宝房総沖地震は繰り返し

が確認できず、震源域を同じくする津波地震と考えられていなかったこと、津波堆積物等の調

査を待つべきであること、三陸沖とその他の領域におけるホルスト・グラベン構造などの、日

本海溝の北部と南部で異なる可能性があるといった具体的な指摘がされた上で、海溝南部を外

す形が了承されたのであって、単なる政策目的のみならず、地震学の知見を踏まえた議論の結

果、本件長期評価と異なる見解をとることに至ったものといえる。

　これらの事情に加えて、本件長期評価は、確かに、三陸沖北部から房総沖の海溝寄りにおけ

る断層モデル（波源モデル）として、その領域全てにおいて明治三陸地震を波源モデルとして

検討することを求めているが、他方、三陸沖以外の領域の波源は必ずしも明確ではなく、特

に、三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域において発生している津波地震としては明治三陸

地震以外にも慶長三陸地震及び延宝房総沖地震があるところ、これらの津波地震、特に延宝房

総沖地震の波源には様々な議論があり、最終的に上記領域内のどこかで発生している津波地震

として整理されたが、明治三陸地震のように具体的な波源が明確となっていなかったこと（認

定事実〈１〉（６）ウ（オ）及びオ（イ）～（エ）の海溝分科会における議論参照）も併せ考

えると、平成１８年までの時点において、三陸沖から房総沖にかけての日本海溝寄りの領域に

関する本件長期評価、特に福島県沖の日本海溝寄りの領域に明治三陸地震と同様の地震が発生

するか否かという点に関する評価の信頼性は、必ずしも実証的なものではなく、地震学者や防

災担当者らが異論なく受容するものとまでいえなかった。少なくとも、明治三陸地震ではな

く、延宝房総沖地震と同程度の地震の波源によることを否定できるだけの根拠はなく、三陸沖
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という波源が明確であったとはいえ、規模が最も大きい明治三陸地震と同様の地震の発生が想

定されていること自体に、むしろ、認定事実〈１〉（６）オ（エ）のように、警鐘を鳴らす政

策的意図があったことをもうかがわせる。

（d） 他方、平成１４年の本件長期評価の公表以降における地震学者の見解として認定事実

〈１〉（７）ア（イ）ａのとおり、平成１６年に土木学会・津波評価部会が地震学者に対して

実施したアンケートにおける回答によれば、津波地震は福島県沖を含めて、三陸沖から房総沖

の日本海溝寄りのどこでも起きるとする方が、福島県沖は起きないとする判断より有力であ

り、これは、もとより、本件長期評価の正当性が有力な地震学者の間で受容されてきていたこ

とを示す一つの根拠となる。

　しかしながら、上記（b）及び（c）で述べたとおり、平成１５年の長期評価の精度の公表や

平成１８年までの中央防災会議における議論を見る限り、長期評価それ自体の精度について長

期評価部会においてもその発生確率に関しては異論があったことがうかがわれる上、認定事実

〈１〉（８）エの平成１８年における専門調査会報告は、津波堆積物等の調査などの津波の痕

跡を示す資料の提示を求めていたし、また、平成２０年１０月頃時点において、認定事実

〈１〉（12）ウのとおり、被告が、本件長期評価について有識者に尋ねた際、地震学者のａｑ

氏は、事業者がどう対応すべきについてきちんとした回答を示すべきであり、無視するために

は積極的な理由付けを要し、例えば、福島県沿岸での津波堆積物の調査を実施して、本件長期

評価に対応するような津波が過去に発生していないことを示すよう求めていたことに鑑みる

と、少なくとも、福島県沿岸部に津波の痕跡があったとは認め難い平成１８年当時において、

直ちに本件長期評価を決定論的安全評価に取り込むべきであったということはできない。

　しかも、認定事実〈１〉（７）イ（ウ）のとおり、被告の従業員が発表したｂｊ論文には、

日本海溝沿いの全ての領域において津波地震が発生すると仮定してもよいのかもしれないとの

記載があるものの、このような仮定は認識論的不確定性が存在する問題におけるロジックツ

リーの分岐の一つとして本件長期評価を取り上げるためのものにすぎず、被告において長期評

価の考え方を取り込まざるを得なくなったとか、土木学会の手法で想定した（省略）＋５．７

ｍ以上の津波が到達する頻度を限りなく小さく描き出そうとした試みであるなどともいえな

い。

（ウ） 平成１８年時点までの貞観津波に関する知見の進展状況等

８６９年に起こったとされる貞観津波に関しては、認定事実〈１〉（13）アのとおり、平成

１８年までに行われていた津波の痕跡高や堆積物の調査、史料に残る実録や伝承の調査によっ

て、ｂｓ平野沿岸に来襲したことは相当の確度を持って認められたほか、茨城県沿岸から福島

県沿岸にかけても津波の襲来がうかがわれることが指摘されていたところ、認定事実〈１〉

（13）ア（エ）のとおり、福島県ｃａ市において貞観津波と考えられる津波堆積物の発見は

あったものの、その際の波源モデルによる津波波高は、福島県ｃａ市から茨城県ｅｍ郡ｅｎ町

にかけて、およそ２～４ｍと小さいものでしかなく、認定事実〈１〉（13）ア（オ）及び

（カ）のとおり、少なくとも平成１８年時点までに、これ以外に、福島県沿岸部において、貞

観津波の襲来をうかがわせるような、明らかな痕跡（津波堆積物）は発見されていなかった。

　もっとも、認定事実〈１〉（13）ア（オ）及び（カ）のとおり、平成２０年時点において

は、少なくとも貞観津波の痕跡とみられる津波堆積物がｂｐ町ｂｑ地区において発見され、同

地区は福島第一原発から北へわずか１０ｋｍほどの地点であったことに鑑みると、福島県沖の

日本海溝寄りにおいてＭ８クラスの津波地震を想定する必要がないとの前提がこの段階では崩

れたと見る余地はある。もとより、ｂａ論文及びｅｐ論文でも指摘されたとおり、貞観津波を

生じさせた波源モデルの確定にまでは至っておらず、そのためには福島県沿岸等の津波堆積物

調査を行う必要があると指摘されてはいるものの（認定事実〈１〉（13）ア（オ）及び（カ）

参照）、既に述べた本件長期評価も踏まえると、三陸沖北部から房総沖にかけての日本海溝寄
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りにおいてＭ８クラスの津波地震が発生するということ自体は、ある程度の実証的なデータ

（津波堆積物）をもって示された状況があったというべきである。

　しかしながら、平成１８年時点では、いまだこのような津波堆積物の発見はなく、同年まで

にこのような調査をすべき状況にあったとも認められない。

（エ） 原告らの主張について

ａ　原告らは、本件長期評価を公表後即時に取り込むべき知見であったと主張している。そ

の論拠は多岐にわたるが、要約すると、〈１〉本件長期評価の公表直前頃までの、従前の既往

最大津波ではなく、想定最大津波を津波防災対策の基礎に置くという公的機関の見解（４省庁

報告書及び７省庁手引）や地震・津波に関する知見の進展状況（地震地体構造論の進展、津波

発生、伝播、波源モデルに関するシミュレーション計算の精緻化、津波地震に関する知見）を

根拠に本件長期評価の公表により直ちにこれを取り込むべき知見とすべきであったこと、現

に、〈２〉被告も平成１０年推計において、明治三陸地震などの津波地震を、福島県沖の日本

海溝寄りに想定すべきと考えており、電事連もこれを了承していたが、その後に企業体の利益

等を優先させてこれを反故にしたこと、〈３〉津波浸水予測図において本件原発の敷地高さの

津波が予測されていたこと、これらの状況を踏まえ、〈４〉本件長期評価は、三陸沖から房総

沖の日本海溝沿いの構造、地形などの同一性、その領域における低周波地震の発生状況、信頼

できる歴史記録などから、明治三陸地震、慶長三陸地震及び延宝房総沖地震の三つの地震が津

波地震であるとの前提の下に、その領域区分が行われており、極めて信頼性が高いこと、

〈５〉本件長期評価は、地震に関する総合的な研究を実施し、その成果を直接防災対策に結び

つけるために地震及び津波に関する情報収集及び研究の各能力といった点において最も優れて

いる推進本部の見解であって、当然に一般防災分野はもとより、これとの比較においてはより

安全性を重視すべき原子力防災の分野においても即時に取り込むべき知見であったこと、現

に、〈６〉長期評価の正断層地震の想定を取り込むことは、平成１８年段階の、被告が新たな

原子力発電所（ｂｃ原子力発電所）の設置許可申請やバックチェックルールにおいて行われて

いたこと、〈７〉内閣府や国土交通省港湾局を含む国の津波防災行政を司る五つの政府機関が

平成１６年４月に作成、公表した「津波・高潮ハザードマップマニュアル」においては各地に

おける具体的な地震想定について長期評価を踏まえることを求め、国土交通省が津波減災対策

として沖合に設置するＧＰＳ波浪計の配置は長期評価の津波地震の想定に基づいて行われ、国

土交通省や農林水産省が平成１８年４月に策定した「津波・高潮対策における水門・陸閘等管

理システムガイドライン」においても、本件長期評価が基礎となっていることなどからして

も、平成１４年又は平成１８年の時点で、本件長期評価を取り込んだ上で平成２０年試算と同

様の試算をすべきであったと主張する。

　ｂ　しかしながら、上記〈１〉について、既に上記（２）において述べたとおり、地震地体

構造論、津波シミュレーションの数値化、平成１４年初め頃までの地震・津波に関する知見に

ついては、おおむね津波評価技術がこれを取り込んだ形となっており、津波評価技術の策定

時、つまり本件長期評価の公表直前頃までの時点において、当時の最新の知見を踏まえた地震

地体構造論に基づき波源を設定し、４省庁報告書及び７省庁手引よりもさらに精緻な津波シ

ミュレーション（パラメータスタディ）を行い、これを既往最大地震と比較対照してより正確

で安全側に立った想定津波を評価する津波評価技術により既にカバーされており、それを前提

に本件長期評価を取り込むべきであったかどうかを検討すればよく、原告らが主張するような

上記〈１〉の状況をもって本件長期評価を直ちに取り込むべきであるということはできない

し、原告らの主張する上記〈２〉についても、少なくとも平成１０年推計が行われた段階で

は、認定事実〈１〉（１）ア（エ）のとおり、日本海溝寄りの領域について、海溝寄りと陸寄

りを区分せずに北から南に３つの領域（Ｇ１、Ｇ２、Ｇ３）に区分するａｓマップによること

の合理性は覆されておらず、この点は、認定事実〈１〉（３）ウのとおり、４省庁報告書及び
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７省庁手引の公表後においても同様であって、被告が、シミュレーションの一環として、平成

１０年推計を行ったことを根拠に、上記地震地体構造と異なる、福島県沖の日本海溝寄りにお

いて明治三陸地震又は延宝房総沖地震を想定すべきであったとはいえない。

　ｃ　また、原告らが指摘する上記〈３〉について、津波浸水予測図も同様にその計算方法を

見ると、数値モデルの設定に当たり、格子間隔が１００ｍで設定されているところ（甲Ａ３６

５・５１頁）、ｂａ氏が、精度の高い津波計算のために沿岸での格子間隔は数十ｍ程度以下の

ものである必要があり、津波評価技術では水深５０ｍ以浅から「汀線」までの格子間隔を１０

０ｍ～２５ｍ程度まで徐々に小さくすると指摘しており（甲Ａ３０９・１１頁）、４省庁報告

書（格子間隔６００ｍ）ほど粗くはないとしても、津波評価技術の精度には及ばず、また、港

湾構造物などの効果も考慮されておらず、その精度は津波評価技術に劣るものといわざるを得

ず、津波浸水予測図をもって本件長期評価を即時に取り込むべきともいえないから、この点に

関する原告らの主張も採用できない。

　ｄ　原告らが指摘する上記〈４〉の点について、明治三陸地震、慶長三陸地震及び延宝房総

沖地震がいずれも津波地震であることは、確かに、認定事実〈１〉（５）ウのとおり、津波評

価技術の付属編においても、明治三陸地震はもとより延宝房総沖地震も波源が明確ではないと

いえ、津波地震と扱われ、慶長三陸地震も正断層地震との指摘もあるが、複数の文献が津波地

震と指摘し、これらの三つの地震が津波地震であることは相当程度地震学者の間の承認を得て

いたといえるものの、既に述べたとおり、本件長期評価を積極的に信頼すべき旨述べているａ

ｔ氏も、本件長期評価の領域区分について全く初めてのものと説明しており、そうであるなら

ば、これまで有力視されてきた地震地体構造論とは異質なものであって、本件長期評価の領域

区分における積極的根拠としては、結局、低周波地震の発生の仕方が挙げられるが、ａｔ氏

は、昭和４９年から昭和５２年までに発生した６１１の地震を調べた低周波地震の発生に関す

る研究により裏付けられると述べながらも、平成９年から平成１３年までの気象庁発表による

三陸沖から房総沖にかけての震央分布及び断面図からうかがわれる微小地震の発生回数につい

ては、限定された期間における結果にすぎないと述べつつ、福島県沖（Ｇ）と青森県沖や岩手

県沖の領域（Ｄ、Ｅ）とで相違があることを一応認めていること（甲Ａ３０５の１・２７、２

８頁、甲Ａ３０７の２・２５～２８頁）、また、ａｒ氏も、日本海溝寄りの北部と南部で地質

構造に違いがある部分もあって、全く同じではないと指摘し（甲Ａ３０１・３９～４２頁、甲

Ａ３０２・８、９、１１、２７～２９頁、甲Ａ３０４・８～１５、５０～５２頁）、さらにｃ

ｏ・ｂａ論文の共著者であるｂａ氏は、上記気象庁の発表を踏まえて、低周波地震や微小地震

について、南北の領域では南部と比較すると明らかに北部が多いと指摘しており（甲Ａ３１

０・２８、２９頁）、やはり低周波地震の発生の仕方を考慮するとしても、上記のとおり、初

めて示された本件長期評価の領域区分に実証的エビデンスがあるとは考え難い面がある。ま

た、ｃｏ・ｂａ論文を裏付けるかのような深海の地質調査の結果も本件長期評価の公表後に出

ていることからすると、本件長期評価の領域区分を、地震学者や防災実務担当者等が受容する

ようになるにはある程度の期間が必要となり、その期間を経ない段階で、いかに一般防災以上

に安全性が要求される原子力防災の観点を考慮するとしても、公表後即時に津波評価技術に基

づく決定論的安全評価に取り込んで原子力事業者に何らかの対策を義務付けるような知見とな

るとは認め難い。また、南北を区別しないという見解も、それが実証的なエビデンスに支えら

れていたものではなく、平成２０年のロジックツリー分岐のアンケートにおける地震学者の見

解も、多くはその相違を容認していたのであって、同様にその根拠となるものとはいえない。

また、上記三つの地震が津波地震であるとの前提に立っても、その波源モデルが確定していた

のは明治三陸地震のみであり、他の二つの震源域すなわち波源域は特定されておらず、三陸沖

北部から房総沖の日本海溝寄りという広範囲において区切るならばどこかで起きたとはいえる

としても、やはり、これまでの地震地体構造論に基づく見解、特に三陸沖、福島県沖・茨城県
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沖、房総沖などを分ける見解に照らせば、それを覆す実証的エビデンスが得られているわけで

はない以上、これが即時に地震学者や防災実務担当者らが受容できる知見になっていたとは考

え難く、結局、この点に関する原告らの主張も採用できない。

　ｅ　原告らが指摘する上記〈５〉の点についても、確かに、長期評価を公表した推進本部に

係る根拠法令や知見の収集及び研究能力については指摘のとおりであるが、他方、既に述べた

とおり、そのことから当然に本件長期評価によるべきことが法令上義務付けられるものではな

く、あくまでもその知見の内容やその受容度なども考慮すべきであって、原告らの指摘から直

ちに本件長期評価を公表後即時に取り込むべきであったともいえず、この点に関する原告らの

主張も採用できない。

　ｆ　原告らの上記〈６〉の指摘についても、被告が行ったｂｃ原子力発電所の設置許可申請

の際に長期評価に基づく正断層地震（昭和三陸地震）を検討すべき地震には挙げられ（甲Ａ６

５３・６－５－１１頁）、被告が作成した耐震バックチェックの中間報告書（甲Ａ６５４）に

も言及されているが、これらは、いずれも評価対象となるべき基準地震動Ｓｓの評価に当たっ

ての「検討用地震」（甲Ａ６５５・１８～２０頁）として挙げられているものであり、津波の

波源域として考慮すべき地震の断層モデルとは異なるものと理解できる上、そもそも、ｂｃ原

子力発電所は、ｆｈ市の北東約６９ｋｍの地点にあり（甲Ａ６５３・６－１－１頁）、同じ日

本海溝寄りといえ、福島第一原発とはかなり離れた場所にあって単純に比較しようもないこ

と、上記中間報告書を見ても、「検討用地震」として適確な対象がなく、基準地震動の観点か

ら既往最大と考えられる昭和三陸地震を対象とし、それによっても影響は小さいと結論付けて

いるのであり、適確な「検討用地震」がないことから、一応昭和三陸地震を挙げたことがうか

がわれ、もとより、認定事実〈１〉（６）エ（ア）のとおり、本件長期評価は領域ごとに予測

の信頼度は異なっており、当該領域ごとにその根拠となる知見の内容等を具体的に検討すべき

であるから、各領域の地震予測の信頼度を相互に比較することにより対策をとるべきであった

か否かを判断することは適当ではなく、領域や発生メカニズムを異にする地震について、他の

原子力発電所の設置許可申請や耐震バックチェックにおいて考慮されていたとしても、日本海

溝沿いの津波地震に関する本件長期評価を決定論に取り込むべきであったかは別論であるとい

わざるを得ない。

　また、行政機関が一般防災の観点から本件長期評価を基礎として津波防災対策を行っていた

としても、それによって本件長期評価の社会における受容度、浸透度を確認できる事情の一つ

と評価できることは格別、本件長期評価の根拠となる知見の信頼度を高める事情とは評価し難

く、原告らの指摘する上記〈６〉の事情を踏まえても、本件長期評価を直ちに津波評価技術に

取り込むことが義務付けられるとはいえない。

（オ） 小括（予見義務違反の有無等）

以上のとおり、平成１４年に長期評価が公表されたことにより、福島第一原発１号機から４

号機の敷地高である（省略）＋１０ｍを超える高さの津波が発生し、到来する可能性は示唆さ

れたとはいえるものの、三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄りの領域において明治三陸地震と

同程度の地震がどこでも発生する可能性があるとする本件長期評価が少なくともその公表の当

時、直ちに決定論的安全評価に取り込むべき知見になっていたとはいえず、その後の、長期評

価それ自体の領域や発生確率に関する評価、中央防災会議における議論、検討状況、貞観津波

等の知見の進展状況等を考慮しても、平成１８年時点までにおいて、本件長期評価を決定論的

安全評価に取り込んだ上で、これに基づく平成２０年試算と同様の試算（シミュレーション）

を実施し、これに基づく具体的な対策等を実施すべき義務があったとまで認めることはでき

ず、この段階では被告に予見義務違反があったとまで認めることはできない。

（４） 平成２０年又は平成２２年時点における被告の対応の悪質性等

既に述べたとおり、原告らが主張する平成１８年時点までに本件長期評価を決定論的安全評
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価に取り込むべき状況にあったとはいえない。しかしながら、原告らが予備的に被告の予見義

務を主張する平成２０年又は平成２２年１２月時点においては、平成２０年度のアンケート調

査を踏まえた地震学者の承認度、貞観津波の知見等の進展といった状況もあるほか、耐震バッ

クチェックにおける貞観津波への対応や土木学会・津波評価部会（第４期）における研究の進

展等もあり、これを決定論的安全評価に取り込むべき状況にあったという余地はある。そこ

で、以下、平成２０年以降の被告の対応等も検討しつつ、被告の悪質性等について検討する。

ア 平成２０年アンケート調査と貞観津波等の知見の進展等

（ア） 認定事実〈１〉（７）ア（イ）ｂのとおり、平成２０年のアンケート調査において

は、本件長期評価については、やはり津波地震は福島県沖を含む三陸沖北部から房総沖までの

日本海溝寄りのどこでも起きるとする方が、福島県沖は起きないとする判断より有力なものと

なっている。すなわち、平成１６年アンケート調査の結果後の平成１８年の中央防災会議にお

ける検討状況等を踏まえても、なお、理学的に本件長期評価を否定する材料がなく、これに

よって津波地震が発生する可能性が高いという見解が地震学者等の間で依然有力であり、その

支持を勝ち得るに至っていたことが強くうかがわれる状況にあった。

（イ） また、認定事実〈１〉（13）ア（オ）及び（カ）のとおり、ｂａ論文及びｅｐ論文

においては、平成２０年には、福島県沿岸部の複数箇所から貞観津波の津波堆積物が発見さ

れ、特に、認定事実〈１〉（13）イ（ウ）のとおり、福島第一原発の北方約１０ｋｍに位置す

るｅｑ市ｅｓ区などからも津波堆積物が発見されるなど、福島県沿岸部において、本件長期評

価に基づく地震、津波の襲来の可能性は否定できない状況ともなっていた。

（ウ） このような事実に加えて、認定事実〈１〉（11）イ及びエのとおり、平成１８年の

旧耐震設計審査指針の改訂により津波対策が盛り込まれ、耐震バックチェックにおいて、原子

力安全・保安院からは津波余裕が少ないプラントについて具体的、物理的対応をとることを要

望されていたことなども考慮すると、平成２０年時点では、本件長期評価を決定論的安全評価

に取り込んで具体的な対策（具体的な回避措置）を講じる注意義務が被告にはあったと考える

余地がある。この点、ａｉ最高裁判決は、「原子炉設置許可処分についての右取消訴訟におい

ては、右処分が前記のような性質を有することにかんがみると、被告行政庁がした右判断に不

合理な点があることの主張、立証責任は、本来、原告が負うべきものと解されるが、当該原子

炉施設の安全審査に関する資料をすべて被告行政庁の側が保持していることなどの点を考慮す

ると、被告行政庁の側において、まず、その依拠した前記の具体的審査基準並びに調査審議及

び判断の過程等、被告行政庁の判断に不合理な点のないことを相当の根拠、資料に基づき主

張、立証する必要があり、被告行政庁が右主張、立証を尽くさない場合には、被告行政庁がし

た右判断に不合理な点があることが事実上推認されるものというべきである。」と判示してい

るところ、その判示が行政事件訴訟法上の、原子炉設置許可処分の取消訴訟における処分行政

庁の判断に係るものであることを前提としても、同じく、原子力事業者である被告の注意義務

違反を検討する上でも、津波評価技術の中に本件長期評価を取り込むべき状況、すなわち平成

２０年試算に基づく津波を福島第一原発における設計想定津波としてこれに対処する義務が

あったと解する状況に一応あると認められる以上、これを積極的に覆すような事情が被告から

主張、反証されない限り、そのような義務があったものと推認することができる。この点、認

定事実〈１〉（12）ウのとおり、被告は、ａｑ氏から、本件長期評価がある以上、事業者はど

う対応するのかを答えなければならず、対策を講じるのも一つ、無視するのも一つであるが、

無視するためには、積極的な証拠が必要であるとの示唆を受けており、もとより訴訟上の主

張、立証責任を直接に根拠付けるものではないが、このような地震学者の見解も考慮し、事実

上の推認を働かせることは可能というべきである。

　それにもかかわらず、この段階に至っても、認定事実〈１〉（12）イのとおり、被告は、同

年中にはこれを決定論的安全評価に取り込むとの決定をせずに、これを電力共通研究として土
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木学会に検討してもらい、結論を出してもらうという対応をとることとしたのであって、具体

的な回避措置の検討や実施と並行することなく、単なる検討のみの決定をしたことは注意義務

（予見義務及び結果回避義務）違反があると考える余地がある。

イ 被告の対応状況等

しかしながら、他方、認定事実〈１〉（12）ウのとおり、被告が、改めて、ｂｂ氏を始めと

する専門家の知見を尋ねた際、ｂｂ氏からは本件長期評価をバックチェックに反映させる必要

まではないとの意見があり、また、ｂａ氏からは、貞観津波の津波堆積物の状況等を記載した

ｂａ論文の原稿の提示を受け、ａｑ氏からは、積極的に本件長期評価を無視するならばそれに

見合う根拠が必要との意見が示されるなど、即座に決定論的安全評価に本件長期評価を取り込

んだ物理的対策までは求められておらず、被告に注意義務違反があったと考える余地があると

しても、少なくとも強く専門家が対策を求めるような切迫した状況であったとまで認められ

ず、原子力安全・保安院からも何か適切な指示、対処が求められていたわけでもなく、本件長

期評価を所与のものとして決定論的安全評価に取り込むべき状況にあったことを否定する事情

も認められ、このことから直ちに被告の不作為という対応が合理化できるかどうかは格別、少

なくとも、重大な過失があったことや著しい過失があったことを否定する事情とはなり得る。

また、認定事実〈１〉（13）イのとおり、被告は、ｂａ論文等の示唆も受けて、自ら津波堆積

物の調査を実施しており、その結果、その発見には至らなかったのであるから、この点もま

た、被告にとって決定論的安全評価に取り込むべきことについて、重過失又は著しい過失が

あったことを否定する事情とも考えられ、少なくとも、その違反の態様等を考慮すると、必ず

しもけ怠の程度等は著しいものではないと評価できる。

ウ 結果回避措置等との関係等

また、被告の注意義務違反の態様等を検討する上では、当然、その結果回避措置との関係も

問題となる。この点、わずかな期間・コストで回避措置を講じることができたならば、そのよ

うな容易な措置すら行わなかった点を考慮すべきであるが、他方、このような措置が可能であ

るとしても、原子力事業者が投入できる資金や人材等は有限であり、際限なく想定し得るリス

クの全てに資源を費やすことは現実には不可能であるし、また緊急性の低いリスクに対する対

策に資源を投入した結果、緊急性の高いリスクに対する対策が後手に回るといった危険性もあ

ることをも考慮すると、その回避措置のコスト面や容易性等を検討した上で、被告の悪質性等

を判断すべきである。特に、被告が原子力発電所の安全を十分に確保するために対処すべき事

象には、津波の前提となる地震等の自然災害のほか、事故防止に係る施設管理、人的態勢の整

備等様々なものが存在することからしても、このようにコスト面の検討や回避措置の容易性等

を考慮することが著しく不合理であるとはいえない。

　また、本件事故前の知見に照らせば、原子力発電所の津波対策としては、原子力発電所の敷

地に津波が浸入しないようにすることが重要とされ、敷地に津波が浸入することを想定した上

で当該津波から原子力発電所の重要施設を防護するための措置をとることは津波対策の選択肢

として考えられていなかった。このことは、平成２０年試算を踏まえた被告内での検討におい

ても、津波対策として防潮堤を設置することが検討された形跡はあるが、非常用電源設備、非

常用ディーゼル発電機及び燃料タンクを高台に設置することにより津波対策を行うことは検討

されておらず（認定事実〈１〉（12）ア（ウ）及びイ（イ）参照）、被告以外の原子力発電所

を運営する事業者や原子力工学の専門家において、本件事故前にそのような措置をとることを

検討したり、提言したりしていたことはうかがわれないこととも符合する（認定事実〈１〉

（17）エ参照）。しかも、認定事実〈１〉（14）のとおり、被告が平成２２年の津波対策ワー

キングにおいて検討した際も、防潮堤等の設置、電動機の水密化への実装、建屋の工事も大規

模な改造工事となり、当然、各種の行政規制をクリアすることが求められるなど、実際上その

実施が可能であったかどうかは格別、容易なものではなかったということは一応指摘でき、直
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ちに結果回避義務違反が否定されるかどうかはともかく、一義的な結果回避義務を課す（著し

い結果回避義務違反があったと認める）ことは難しい面もあり、少なくとも被告の悪質性等を

基礎付けることはできない。

エ 原告らのその余の主張

（ア） 原告らは、土木学会・津波評価部会（第４期）において決定論に基づく波源モデル

の検討が進められていたところ、平成２２年１２月７日、同部会で、日本海溝南部については

延宝房総沖地震を参考に波源モデルを設定することが提案され、出席した地震学者らからは特

に異論なく承認されており、決定論に基づく判断が示されたのであるから、被告において、福

島県沖の日本海溝で延宝房総沖地震と同様の津波地震が発生、襲来することを想定すべきで

あって、被告としては、直ちに想定津波に対する防護措置を実施して安全性を確保すべきであ

り、そうした防護措置が行われるまでは原子炉の稼働を一時停止するべきであった旨主張す

る。

（イ） この点、確かに、被告は、本件長期評価の取扱いについて土木学会に検討を依頼

し、その結果を踏まえて対応する旨の方針を定め、現に土木学会の審議において延宝房総沖地

震を参考に福島県沖を含む日本海溝寄り南部に波源モデルを設定する方向で議論が進んでいた

のであるから、土木学会における審議の進展を踏まえ、延宝房総沖地震を参考にした波源モデ

ルの設定により得られていた福島第一原発の敷地南部に（省略）＋１３．６ｍの津波が襲来す

る可能性があることを前提とした（決定論に取り込んだ上で）具体的な対策を講じるべきで

あったと評価する余地がある（認定事実〈１〉（12）イ（イ）・（エ）・（13）イ（イ）及び

（14）イ参照）。しかしながら、結果回避措置の具体的な内容それ自体は、当然原子力事業者

である被告が行う具体的な対策工事の内容は被告が選択し決定すべきもの、すなわち事業者で

ある被告が、自らが管理運営し、その状況を知悉している原発の設備状況等を踏まえ、必要か

つ実現可能な対策工事の具体的内容を検討して決定すべきものであり、対策をとるべき状況が

認められる限りにおいて、原告らが、とるべき具体的な対策に関する主張を行っている限り、

その限度の事実上の推認又は間接反証による事実上の立証責任の転換を考えることはできる

が、他方、その対策が一義的に定まるような状況、すなわち対策が容易に立てられるような状

況にあると認められる場合を除き、少なくとも重過失又は著しい過失まで推認することはでき

ない。この点、被告が何らの対策を講じなかったという点において過失を認めることはもとよ

り可能であるが、他方、その具体的な対策が一義的に明らかとなるような状況にあるとの主張

立証もなく、しかも、そのような対策が完了するまでは原子力発電所の稼働を一時停止すると

いう措置をとる必要があったかどうかについても明らかではない。もとより、決定論に取り込

むことが義務付けられる場合、地震や津波といったその予測に不確定性、不確実性を伴うこと

の避けられない自然現象への対策は早急にされるべきであることは当然であるが、他方、これ

まで述べてきた相対的安全性という見地からしても、常に原子力発電所の稼働を一時停止する

措置をとることが義務付けられるともいい難い。また、認定事実〈１〉（14）ア及びイのとお

り、土木学会・津波評価部会で具体的な波源モデルが提案された平成２２年１２月７日より前

の時点から、被告は津波対策ワーキングを設置して関係部署が具体的な津波対策の検討を進め

ており、その後も、本件地震及び本件津波の発生に至るまでの約３か月間、土木学会の審議の

状況をフォローした上で対策を検討していたと認められるのであるから、そのような被告の対

応に著しい注意義務のけ怠を認めることもできない。

オ 小括

以上のとおり、平成２０年又は平成２２年時点において被告に何らかの過失（注意義務違

反）が認められる余地があるとしても、その違反の態様等は著しいものとまでいえず、慰謝料

増額事由となるべき悪質性等があるとまで評価できない。

（５） 本件事故に係る重過失の有無とは直接結びつかない被告の行為の評価
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ア 原告らは、被告の行為態様については故意又は重過失と評価されるものに限られず、あ

らゆる事情が慰謝料増額事由として考慮されるべきであり、侵害行為の動機・経緯の悪質性

（安全性の軽視、経済性の優先）、侵害行為後の被告の行為の悪質性又は不誠実性（情報開示

の不十分性等）、結果に至る経緯の悲惨さ（市民団体の申出を無視したこと等）、被害者の回

避困難性、被告と被害者との間の信頼関係の毀損等を踏まえれば、慰謝料増額事由が存在する

旨主張するとともに、被告は長期評価を含む様々な知見の蓄積や原子力安全・保安院、市民団

体等からの原発の安全性に関する様々な指摘の存在にもかかわらず、自分に都合の良い情報ば

かりを信じ、自分に都合の悪い情報を合理的な理由なく排除し、地震対策や津波対策について

とるべき措置をとっていなかったなどとして、被告の悪質性・非難性を主張する。

　しかしながら、既に述べたとおり、被告の悪質性等については、まず本件事故の回避可能性

の有無、程度等とその前提となる予見可能性の有無、程度等は重要な考慮要素というべきであ

る。特に、これらの事情を考慮せずに被告の悪質性や非難性を判断しようとすれば、課される

べき注意義務の範囲を超えて発生した結果に対する責任を過大に負わせることにもつながりか

ねないのであって、被告に著しい過失まで認め難い以上、これと離れたその悪質性等を検討す

る必要はないが、なお、念のため、原告らのその余の悪質性等に関する主張についても検討す

る。

イ 認定事実〈１〉（２）イのとおり、かつては原子力発電所の安全審査のガイドラインと

なるような基準等はほとんど成文化されておらず、個別の経験主義的な審査ではあったもの

の、被告は、法令やこれを補完する審査指針等によって要求された安全性を確保しているもの

として、国による設置許可を得て福島第一原発１号機から６号機を設置し、その後策定された

原子力発電所の耐震設計審査指針に従った国からのバックチェックや北海道南西沖地震津波を

受けてなされた既設原子力発電所の津波に対する安全性評価の要請に対応し、地震や津波に対

する安全性が確保されていることをその都度確認して国に報告している。本件地震の発生まで

の間に、福島第一原発について、法令の要求する基準に適合しない状況等が生じていたとの事

情は認められない。特に、既に述べた決定論的安全評価の手法である津波評価技術に基づいた

対応がとられており、その中で、依拠すべき知見として本件長期評価を取り込むべき段階とな

るまで、特に被告の対応には問題があったとは認められない。

ウ また、認定事実〈１〉（４）ウ・（５）オ・（11）イ及びカ・（12）ア及びウ・

（14）・（15）によれば、被告は、新たな知見の発表や旧耐震設計審査指針の改訂等がなされ

た際に、必要に応じて適宜社内で対応を検討し、決定した方針を行政機関に報告したり、有識

者から意見を聴取するなどしている。その上で、行政機関や有識者から方針について何らかの

意見や異論が出された場合には、それらの指摘を放置することなく、その時々の知見の進展も

踏まえて更に対応を検討するなどして、必要な限度で対応をとっている。そのような被告の対

応について、本件長期評価を取り込むべきかどうかについて対応を誤ったと見る余地があると

しても、そのような取扱いについて、規制行政庁からも最終的には強い異論は示されていな

い。本件事故直前における長期評価の改訂に関する情報交換会での被告から文科省に対する要

請も具体的な事実に則ったものであり不合理なものとはいえないし、その後の原子力安全・保

安院によるヒアリングでの説明にも特段の問題は見当たらない（認定事実〈１〉（16）参

照）。

エ 本件長期評価についても、被告は、それを無視して何ら対策をとらなかったというわけ

ではなく、認定事実〈１〉（７）イのとおり、本件長期評価が公表された段階では、それを決

定論として取り入れることはしなかったものの、確率論的津波ハザード解析の中で検討するこ

ととし、土木学会による検討を注視しつつ、自らも評価手法の開発を研究し、平成１８年には

ｂｊ論文としてその成果を発表するなどしている。また、認定事実〈１〉（12）ア及び（13）

イのとおり、耐震バックチェックに対応する中で本件長期評価の取扱いが問題となった際に
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は、有識者からの指摘や当時の知見の進展を踏まえて、本件長期評価の取扱いを判断する材料

とするために堆積物調査を実施したり、専門家等に対して津波の試算に必要不可欠な波源モデ

ルの検討を依頼したりするなどしていた。

本件長期評価に示された見解の内容や信頼性に照らすと、被告において、これを平成２０年

又は平成２２年頃には取り込むべきであったとしても、平成１４年又は平成１８年時点におい

て本件長期評価を踏まえた具体的、かつ、物理的な対策に着手しなかったことが不合理とまで

いえないし、また、結果的に誤っていたと評価する余地があるとしても、平成２０年以降も、

対策の必要性や緊急性を確認し、具体的な対策内容を工学的な観点から確定するため、専門家

（土木学会）に検討を委託するなどして更に検討を進めるという対応をとったことが著しく不

適切であったとか不合理であったとはいえない。

オ 原告らは、過去に福島第一原発及び福島第二原発で起きた事故を被告が隠ぺいしようと

した事実や検査データの改ざんや隠ぺい等を行った事実のほか、これまで原子力発電の安全に

関する提言・申入れを行ってきた市民団体に対する被告の不誠実な態度、対応を指摘し、その

ような被告の利益優先、安全軽視の体質が本件事故を引き起こした旨主張し、そのような被告

の悪質性を慰謝料算定に当たり考慮すべきと主張する。

　しかしながら、原告らの指摘する被告による検査データの改ざんや隠ぺい、過去に福島第一

原発及び福島第二原発で起きた本件事故以外の事故、事象に関する被告のこれまでの対応等と

本件津波により発生した本件事故との関係は証拠上明らかとはいえない。また、認定事実

〈１〉（18）イによると、上記市民団体は被告に対して福島第一原発及び福島第二原発の安全

性に関して複数回にわたり申入れを行っているものの、その主たる内容は、津波評価技術に基

づいて被告が想定していた津波、すなわち、チリ津波級の津波に伴う引き潮、高潮が発生した

場合に福島第一原発及び福島第二原発の安全性が確保できないとして、その対策を求めるもの

にとどまっており、被告がそれらの申入れに対して真摯に対応していたかどうかは別論とし

て、本件長期評価を発表していた推進本部や中央防災会議においても、想定外であったとか想

定をはるかに超えると評価される本件地震に伴う本件津波により本件事故が生じたものである

ことも踏まえると（前提事実４（１）ウ参照）、上記市民団体の申入れと本件事故の関連性は

乏しいといわざるを得ない。そうすると、本件津波により発生した本件事故による精神的損害

に関する慰謝料額を算定する上で、原告らの指摘する上記の諸事情を殊更に重視することは相

当でない。

（６） 被告の悪質性等に関する小括

以上のとおり、被告は、本件長期評価の公表後にそれがある程度の信頼性を持った知見とし

て通用するようになった後もこれを直ちに取り込むことをせずに、地震に随伴する津波の到来

による被害を防止するための物理的な対策を何らとることなく、平成２３年３月１１日を迎

え、本件事故を発生させるに至ったものではあるが、本件事故に至るまでに公表された見解や

知見に対する被告の具体的な行動や対応について、原告らの主張を踏まえても、少なくとも慰

謝料の増額事由となるような悪質性等があったとまで認められない。

第３　賠償すべき損害及びその額

　１　認定事実

（１） 本件事故による避難指示等

（本項に記載した事実の年は特段の記載ない限り平成２３年である。）

ア 本件事故後間もない時期の避難指示の概要及び避難区域の設定

（ア） ３月１１日

　ａ　福島第一原発における全交流電源喪失及び非常用炉心冷却装置注水不能といった事態を

受け、内閣総理大臣は、３月１１日午後７時３分、原子力災害対策特別措置法（平成２４年法

律第４７号による改正前のものを指す。以下同じ。以下「原災法」という。）１５条２項に基
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づき、福島第一原発について、原子力緊急事態宣言を発令し、同法１６条１項に基づき、内閣

総理大臣を本部長とする原子力災害対策本部及び原子力災害現地対策本部を設置した（以下、

内閣総理大臣が原子力災害対策本部長としての権限に基づいて行為をした場合でも、その主体

を「内閣総理大臣」と表記する。）。（甲Ａ３本文編・１９３、１９４、２２９頁）

　ｂ　福島県災害対策本部は、福島第一原発における原子力緊急事態宣言を受け、通常の原子

力防災訓練で行うこととなっている原子力発電所から半径２ｋｍ圏内に避難指示を発出するこ

とを検討し、福島県知事は、同日午後８時５０分、ａｄ町及びａｃ町に対し、法令に基づかな

い事実上の措置として、福島第一原発から半径２ｋｍ圏内の居住者等に対する避難指示を要請

した。（甲Ａ３本文編・２２９頁）

　ｃ　内閣総理大臣は、同日午後９時２３分、原災法１５条３項に基づき、福島県知事及び関

係自治体の長に対し、福島第一原発から半径３ｋｍ圏内の居住者等の避難のための立ち退き及

び半径１０ｋｍ圏内の居住者等の屋内退避を指示した。（甲Ａ３本文編・２３０頁、乙Ｂ１

２）

（イ） ３月１２日

　ａ　その後、１号機における原子炉格納容器圧力の異常上昇、１号機及び２号機におけるベ

ントが実施できていないことなどを踏まえ、内閣総理大臣は、３月１２日午前５時４４分、原

災法１５条３項に基づき、福島県知事及び関係自治体の長に対し、福島第一原発から半径１０

ｋｍ圏内の居住者等の避難のための立ち退きを指示した。（甲Ａ３本文編・２３０頁）

　ｂ　引き続き１号機のベントが試みられていたが、同１２日午後３時３６分に１号機の原子

炉建屋で爆発が発生し、この爆発がいかなる爆発であったのかが明らかではなかったことなど

から、内閣総理大臣は、同日午後６時２５分、原災法１５条３項に基づき、福島県知事及び関

係自治体の長に対し、福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内の居住者等の避難のための立ち退き

を指示した。（甲Ａ３本文編・２３０、２３１頁、甲Ａ５８６、乙Ｂ１４）

（ウ） ３月１５日及び同月１６日

その後も、３月１４日午前１１時１分には３号機原子炉建屋の爆発、翌１５日午前６時頃に

は４号機方向からの衝撃音の発生、同日午前８時１１分頃の４号機原子炉建屋５階屋根付近の

損傷確認、同日午前９時３８分の同原子炉建屋３階北西付近での火災発生といった事態が連続

的に発生した。これらを踏まえて原子力災害対策本部では避難範囲の拡大について検討された

が、避難指示の範囲を福島第一原発から半径３０ｋｍに拡大すると、新たに約１５万人が避難

対象者となり、避難に数日を要すること、避難中に大量の放射性物質の放出が起こった場合、

避難中の者が被ばくのリスクを負うことなどが考慮され、いつ放射性物質の大量放出という事

態が発生するか分からない緊迫した状況下では、屋内退避の方が有効であるとの結論に達し

た。そこで、内閣総理大臣は、同日午前１１時、原災法１５条３項に基づき、福島県知事及び

関係自治体の長に対し、福島第一原発から半径２０ｋｍ以上３０ｋｍ圏内の居住者等の屋内退

避を指示した。（甲Ａ３本文編・２３１、２３２頁、乙Ｂ１５）

イ 警戒区域、計画的避難区域、緊急時避難準備区域の設定等

（ア） 福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内は、３月１２日午後６時２５分に避難指示（前

記ア（イ）ｂ）が出されて以降、圏内住民は域外に避難する状態が続いていたが、長期にわた

る避難生活の中で、避難区域に立ち入り、自宅から荷物等を運び出す住民が見られるように

なった。この状況の報告を受けた原子力災害対策本部は、同月２４日頃から、何らかの対応を

とるべく検討を始め、一時立ち入りに関する検討と対象市町村との協議を経た上で、内閣総理

大臣は、４月２１日午前１１時、原災法２０条３項に基づき、福島県知事及び関係自治体の長

に対し、福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内を「警戒区域」に設定し、緊急事態応急対策に従

事する者以外の者に対して、市町村長が一時的な立入りを認める場合を除き、当該区域への立

入りを禁止するとともに、当該区域からの退去を命ずることを指示し、同月２２日午前零時、
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福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内は、災害対策基本法６３条１項に基づき、警戒区域に設定

された。なお、警戒区域への立入制限に違反する場合には、１０万円以下の罰金又は拘留の刑

罰が科されることになった。（甲Ａ２本文編・２７５、２７６頁、甲Ａ５８９、乙Ｂ１７）

（イ） 他方、福島第一原発から半径２０ｋｍ圏外についても、気象条件や地理的条件によ

り、福島第一原発から放出された放射性物質の累積が局所的に生じ、積算線量が高い地域が出

たこと、屋内退避区域内で物流が止まり、生活が困難になる地域が出たことなどを受け、原子

力災害対策本部は、３月３１日以降、文科省が作成した年間積算線量の推計結果を基にした新

たな避難区域の検討を開始した。そこでは、国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）及びＩＡＥＡ

が定める緊急時被ばく状況における放射線防護の基準値である年間２０ｍＳｖから１００ｍＳ

ｖのうち最下限の２０ｍＳｖを指標とし、年間２０ｍＳｖを超える地域については計画的に住

民の避難を実施すること、一方、この数値を下回る区域については福島第一原発において発生

し得る最悪の事態を想定し、緊急時に避難のための立ち退き又は屋内への退避が可能な準備を

行うことが決められた。それを踏まえ、内閣総理大臣は、４月２２日午前９時４４分、原災法

２０条３項に基づき、福島県知事及び関係自治体の長に対し、〈１〉福島第一原発から半径２

０ｋｍ以上３０ｋｍ圏内の地域について屋内退避指示を解除すること、〈２〉ｆｉ村、ｂｐ

町、ｆｊ村、ａｂ町の一部（Ｎ並びに町内国有林福島森林管理署１６１林班から１６５林班ま

で及び１６７林班）及びｅｑ市の一部であって、既に福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内の避

難が指示された区域を除く区域を「計画的避難区域」に設定し、当該区域内の居住者等は原則

としておおむね１か月程度の間に順次当該区域外へ避難のための立ち退きを行うこと、〈３〉

ｆｄ町、ｆｋ町、ｆｌ村、ｆｍ市の一部及びｅｑ市の一部（〈２〉の計画的避難区域を除いた

区域）であって、既に福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内の避難が指示された区域を除く区域

を「緊急時避難準備区域」に設定し、当該区域内の居住者等は常に緊急時に避難のための立ち

退き又は屋内退避が可能な準備をすることを指示した。

　これにより、原告らの本件事故時の各住居地はいずれも計画的避難区域に属することとな

り、原則として１か月程度の間に区域外へ避難のための立ち退きを求められることとなった。

（以上、甲Ａ２本文編・２７１～２７３頁、甲Ａ５８７、乙Ｂ１８）

ウ ａｂ町、特にＮ地区の住民の避難状況等

（ア） ａｂ町は、福島第一原発から半径３０ｋｍ以上離れていたことから、本件事故直後

はＮ地区を含め避難区域（屋内退避区域も含む）に指定されておらず、震災翌日の１２日早朝

から、ａｃ町、ｂｐ町、ｅｑ市及びａｄ町からの避難者を受け入れていた。しかし、３月１５

日午後に風向きが北西方向に変わり、高濃度の放射性物質がＮ地区の谷あいにある国道（省

略）号線に沿ってｂｐ町方面からＮ中心部に向かって流れたため、Ｎ地区でも放射性物質によ

る汚染が生じた（本件事故直後のＮ地区の空間放射線量率については後記（５）イ（イ）参

照）。ａｂ町は、当時、国や県が原子力防災対策の必要を認める地域に含まれていなかったた

め、町には地域防災計画原子力災害対策などのマニュアルもなく、また、国や県からの避難指

示や放射線防護の指示もなかった。ａｂ町の消防団員は、放射線量の広報活動、住民の安否確

認や被害調査等の従事に当たっては法被をまといマスクなしで作業をしていた。（甲Ａ２本文

編・２８４、２８５頁、甲Ａ２３３の（１）・３、５頁、甲Ａ２５２・４６１頁、乙Ｃ９７第

１８・５、９頁）

（イ） ３月１８日、ａｂ町長がＮ地区を訪れて、避難者の受入れ状況等の説明を行った

が、町も国や県から本件事故や放射能の情報を得られず、手の打ちようがない状況だと説明し

ていた。Ｎ地区の住民も当初は放射線量の数字の意味を理解できなかったが、約３ｋｍ離れた

ｂｐ町では住民が避難しているため、住民の不安は高まり、３月１９日にはＮ地区からの自主

的避難者は地区住民の半数近い５００人を超えていた。

　その後、４月１０日に当時の内閣官房副長官がａｂ町を訪れて、年間積算放射線量が２０ｍ
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Ｓｖ（１６時間の屋内（木造）、８時間の屋外活動という生活パターンを想定した場合の屋外

における放射線量率は３．８μＳｖ／ｈ）を超すＮ地区は健康被害のリスクがあることから、

約１か月を目途に避難することが要請される計画的避難区域に指定する旨の通告があった。翌

１１日に国からａｂ町議会に説明があり、同月１６日にはＮ公民館でＮ地区の計画的避難区域

に関する住民説明会が開催され、その後、上記イ（イ）のとおり、同月２２日、Ｎ地区は計画

的避難区域に指定された。計画的避難区域の指定を受けて、ａｂ町は、５月末日までの避難に

向け、町内外の公共施設や旅館、介護施設など第一次避難先を確保した。

　ａｂ町長は、ａｃ町やｂｐ町の住民が体育館で避難生活を送っていたのを見て、Ｎ地区の住

民にはそのような避難生活をさせたくないと考え、ｆｎ市、ａａ市、ｆｏ市に相談し、ｆｎ市

からは生涯学習センターを避難先として提供してもらうなどしたほか、ホテルや旅館、親戚や

知人宅に避難できたため、体育館に避難するような状況にはならなかったとの報告を受けた旨

述べている。

　４月２２日の計画的避難区域の指定後、同月２６日にはＮ地区の乳幼児・妊婦世帯向け説明

会が開催されたほか、５月１日から同月３日にかけてＮ地区各集会所において計画的避難指示

に伴う地区説明会が、同月１４日及び同月１５日には計画的避難説明会がそれぞれ開催され、

同月２２日からＮ地区住民の避難が開始された。

（以上、甲Ａ９７・写真〈19〉、〈20〉、甲Ａ２本文編・２８４、２８５頁、甲Ａ２３３の

（１）・６頁、甲Ａ２３３の（２）・１、２頁、甲Ａ２５２・４６１頁、乙Ｃ９７第１８・

９、１０頁）

（ウ） ６月末頃までに仮設住宅２００戸（ｆｐ広場に１６０戸、ａｂ町体育館に４０戸）

が完成し、震災前の地域コミュニティを考慮して、入居希望者にはＮ地区における行政区単位

の入居が勧められた。また、仮設住宅以外にも借上げ住宅（民間の賃貸アパート等）等も確保

された。

　５月末までに１２３６人（ａｂ町内の仮設住宅４１０人、ａｂ町内の借上げ住宅３８７人、

県内３９８人、県外４１人）の住民が、６月末までに１２４９人の住民が避難するなどして、

Ｎ地区のほぼ全住民が避難した。平成２６年３月２日時点でのＮ地区からの避難者は１２１２

人（ａｂ町内の仮設住宅に３８８人、ａｂ町内の借上げ住宅等に３６５人、県内に４２１人、

県外に３８人）であった。

　なお、計画的避難区域（Ｎ地区）を除くａｂ町からの避難者は、平成２３年１１月７日時点

で１４０名となっており、主に、乳幼児等への放射線の影響を心配しての自主避難となってい

た。

（以上、甲Ａ２本文編・２８３、２８４頁、甲Ａ９７・写真〈22〉、甲Ｃ８３第１・１１頁、

乙Ｃ９７第１８・９、１０頁、平成２８年１１月１０日に実施された検証に係る検証調書（以

下、単に「検証調書」という。）の別紙「第３回検証・指示説明」・２～５頁、弁論の全趣

旨）

エ 緊急時避難準備区域の解除並びに警戒区域及び計画的避難区域の見直し等

（ア） 原子力災害対策本部は、８月９日、原子力安全委員会の意見を踏まえて「避難区域

等の見直しに関する考え方」を決定し、避難区域の見直しのための確認事項として、〈１〉原

子炉施設の安全性の評価（原子炉施設の異常事象の発生可能性等を踏まえた原子炉施設の安全

性の観点からの解除の妥当性）、〈２〉放射線量の詳細なモニタリング（空間線量率などの観

点から同区域の安全性を確認）、〈３〉住民の生活環境の復旧目途（住民の意向を踏まえ、市

町村の実情に応じた復旧計画の策定の完了）の３点を挙げた。また、原子力安全・保安院より

発表された「東京電力（株）福島第一原子力発電所の原子炉施設の安全確保状況について」や

文科省がｅｑ市、ｆｍ市、ｆｌ村、ｆｄ町及びｆｋ町において実施した放射線モニタリングの

結果に加え、９月１９日に緊急時避難準備区域内の全市町村から復旧計画が提出されたことを
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受け、原子力災害対策本部は、上記〈１〉から〈３〉の解除条件が満たされたと判断し、緊急

時避難準備区域の解除及び復旧に向けた関係市町村長との意見交換を行うなどした上で、同月

３０日、緊急時避難準備区域を解除した。（甲Ａ２本文編・２８４、２８５頁、甲Ａ５９４、

乙Ｂ１９）

（イ） 原子力災害対策本部は、１２月１６日、福島第一原発の原子炉について、圧力容器

底部及び格納容器内の温度がおおむね１００℃以下になっていることなど「冷温停止状態」に

達し、不測の事態が発生した場合も敷地境界における被ばく線量が十分低い状態を維持するこ

とが可能になり、「放射性物質の放出が管理され、放射線量が大幅に抑えられている」という

事故収束に向けた目標（ステップ２）の達成と完了が確認された旨公表した。（甲Ａ３本文

編・２４２、２４３頁、乙Ｂ２２）

（ウ） 原子力災害対策本部は、１２月２６日、「ステップ２の完了を受けた警戒区域及び

避難指示区域の見直しに関する基本的考え方及び今後の検討課題について」を公表し、〈１〉

警戒区域を基本的に解除する手続に入る方針を明らかにし、また、〈２〉年間積算線量が２０

ｍＳｖ以下となることが確実であることが確認された地域を「避難指示解除準備区域」に、年

間積算線量が２０ｍＳｖを超えるおそれがあり、住民の被ばく線量を低減する観点から引き続

き避難を継続することを求める地域を「居住制限区域」に、５年間を経過してもなお、年間積

算線量が２０ｍＳｖを下回らないおそれのある、現時点で年間積算線量が５０ｍＳｖ超の地域

を「帰還困難区域」に、それぞれ指定する方針を明らかにした。避難指示解除準備区域につい

ては、当面の間、引き続き避難指示が継続されることになるものの、除染、インフラ復旧、雇

用対策など復旧・復興のための支援策を迅速に実施し、住民の一日でも早い帰還を目指す区域

とされ、局所的に線量が高い地点については優先的に除染を実施し早期の線量低減を図ること

を検討するとされていた。また、居住制限区域においては、将来的に住民が帰還し、コミュニ

ティを再建することを目指し、除染やインフラ復旧などを計画的に実施するとされ、除染や放

射性物質の自然減衰などによって、住民が受ける年間積算線量が２０ｍＳｖ以下であることが

確実であることが確認された場合には、避難指示解除準備区域に移行することとされていた。

（甲Ａ３本文編・２４３頁、乙Ｂ２３・７～１１頁）

（エ） 上記方針に基づき、原子力災害対策本部は、福島県並びに関係市町村及び住民との

協議・調整を行い、平成２４年４月１日から平成２５年８月にかけて、従来の警戒区域及び計

画的避難区域は、順次上記三つの区域に再編されていった。具体的には、平成２４年４月１日

午前零時にｆｌ村及びｆｍ市について、同月１６日午前零時にｅｑ市について、同年８月１０

日零時にｆｋ町について、同年１２月１０日午前零時にａｄ町について、平成２５年３月２２

日午前零時にｆｉ村について、同月２５日午前零時にｄａ町について、同年４月１日午前零時

にｂｐ町について、同年５月２８日にａｃ町について、それぞれ警戒区域の解除並びに帰還困

難区域、居住制限区域及び避難指示解除準備区域への再編がされた。

　Ｎ地区は、１１の行政区（１区、ｊｑ２区、ｊｒ２区、３区、４区、５区、６区、７区、ｊ

ｑ８区、ｊｒ８区、９区）に分かれているところ、平成２５年８月８日午前零時、ｊｒ８区は

居住制限区域に、その他の行政区は避難指示解除準備区域にそれぞれ再編された。

　これにより、原告らのうち、原告番号１２０ら、１５６ら、１６２らの本件事故時の各住居

地は居住制限区域に、その他の原告らの本件事故時の各住居地は避難指示解除準備区域にそれ

ぞれ再編された。

（以上、甲Ａ３本文編・２４３、２４４頁、甲Ａ２３５、甲Ａ５９７、甲Ａ５９８、甲Ａ５９

９、甲Ａ６０１、甲Ａ６０２、乙Ｃ９７第１８・１１頁）

（オ） 各区域の立入規制など区域の運用については、以下のとおりとされている。

避難指示解除準備区域においては、年間積算線量２０ｍＳｖを下回っていることが確認され

ており、現存被ばく状況に移行したものとみなされるため、主要道路における通過交通、住民

175/256第一法規『D1-Law.com 判例体系』



の一時帰宅（ただし、宿泊は禁止）、公益目的の立入りなどを柔軟に認める方向で検討する。

加えて、事業所の再開、営農の再開について、公共インフラの復旧状況や防災・防犯対策など

に関する市町村との協議を踏まえ、柔軟に認めることを検討する。なお、これらの立入りの際

には、スクリーニングや線量管理など放射線リスクに由来する防護措置を原則不要とすること

も検討する。

　居住制限区域においては、基本的に現在の計画的避難区域と同様の運用を行う方向で検討す

る。その場合、同区域は、原則、住民の避難が求められる地域であるが、例外的に、住民の一

時帰宅（ただし、宿泊は禁止）、通過交通、公共目的の立入り（インフラ復旧、防災目的な

ど）などが認められることとなる。

（以上、乙Ｂ２３・８～１０頁）

（カ） 平成２７年８月３１日からは、避難指示が解除された場合にふるさとでの生活を円

滑に再開するための準備作業を行うため、本来避難指示区域内では禁止されている自宅等での

宿泊を、登録手続を行った上で特例的に可能にする準備宿泊（いわゆる「ふるさとへの帰還に

向けた準備のための宿泊」）が実施されており、Ｎ地区では平成２８年１月１２日までに、３

４世帯８５人が準備宿泊の登録をしていた。（甲Ａ２３４・回答３９項）

オ 避難指示区域等の解除

上記エ（ウ）の１２月２６日に原子力災害対策本部が公表した「ステップ２の完了を受けた

警戒区域及び避難指示区域の見直しに関する基本的考え方及び今後の検討課題について」にお

いては、年間積算線量が２０ｍＳｖ以下（年間２０ｍＳｖ以下についての健康リスクは、他の

発がん要因によるリスクと比較して十分に低いものとの前提の下、年間２０ｍＳｖは、除染や

食品の安全管理の継続的実施など適切な放射線防護措置を講ずることにより十分リスクを回避

できる水準であることから、今後より一層の線量低減を目指すに当たってのスタートとして用

いることが適当である。）となることが確実であることが確認された地域である避難指示解除

準備区域については、電気、ガス、上下水道、主要交通網、通信など日常生活に必須なインフ

ラや医療・介護・郵便などの生活関連サービスがおおむね復旧し、子供の生活環境を中心とす

る除染作業が十分に進捗した段階で、県、市町村、住民との十分な協議を踏まえ、避難指示を

解除することとされていたが、平成２５年８月までに行われた避難区域の再編後、平成２６年

４月１日にｆｍ市の避難指示解除準備区域が解除され、同年１０月１日にｆｌ村の避難指示解

除準備区域が解除されるとともに居住制限区域が避難指示解除準備区域に再編された。

　その後、原子力災害対策本部は、原子力災害からの福島の復興・再生を一層加速するための

必要な対策の追加・拡充を目指して、平成２５年１２月に策定された指針である「原子力災害

からの福島復興の加速に向けて」を改訂し、平成２７年６月１２日、上記指針の改訂を公表し

た。その中で、帰還困難区域以外の区域、すなわち避難指示解除準備区域及び居住制限区域に

ついて、各市町村の復興計画等も踏まえて遅くとも本件事故から６年後である平成２９年３月

までに避難指示を解除するとの方針が示された。

　上記方針も踏まえて、平成２８年１０月２８日、Ｎ地区において設定されている居住制限区

域及び避難指示準備区域がいずれも平成２９年３月３１日午前零時をもって解除されることが

決定され、同日、Ｎ地区の避難指示は解除された。

（以上、甲Ａ６０３、甲Ａ６０４、甲Ａ６１０、甲Ａ６１１、乙Ｂ１１２、乙Ｂ１７３、乙Ｂ

１７４、乙Ｂ１８３・１７頁、弁論の全趣旨）

（２） Ｎ地区の概況及び本件事故発生前後の変化等

本件事故前後における原告らの生活状況の変化を検討するに当たっては、ａｂ町のうちＮ地

区のみが避難指示区域に指定されていることに鑑みると、基本的にはＮ地区内の事情を見るべ

きであるが、Ｎ地区の住民は日常生活を送るに当たって、ａｂ町中心部の市街地にある医療施

設や商業施設を利用することもあったと認められるため、必要に応じて、ａｂ町の状況に関す
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る事情についても認定する。

ア 地理、沿革等

（ア） ａｂ町

ａｂ町は、福島県の北部、ａａ郡の南端、ｆｑ山地西斜面の丘陵地帯に位置する。西方には

ｆｒ公園ｆｓ連峰を臨み、東はｃａ郡ｆｊ村、ａｃ郡ｂｐ町、西はｆｎ市、南はｆｏ市、北は

ａａ市に隣接し、ｆｎ市の南東約２０ｋｍにあり、福島第一原発からａｂ町役場までの距離は

約４７ｋｍである。ｆｎ市を起点としてａｂ町等を通りｂｐ町を終点とする国道（省略）号線

が東西に横断し、国道（省略）号線が南北に縦貫し、国道（省略）号線が町南端を横断するほ

か、主要地方道４路線、一般県道２路線が集中するｆｔ地域の交通の結接点となっている。現

在のａｂ町は、昭和３０年３月１日に当時のａｂ町、ｇａ村、ｇｂ村、ｇｃ村、ｇｄ村、ｇｅ

村、ｇｆ村及びｇｇ郡Ｎ村の１町７か村が合併して誕生した。

ａｂ町は東西約１０ｋｍ、南北約２０ｋｍ、総面積１２７．７０ｋｍ
2
を有し、平成３１年１

月１日時点での土地利用状況は、田８．４８ｋｍ
2
、畑１４．２９ｋｍ

2
、牧場２．６７ｋｍ

2
、

山林８４．４８ｋｍ
2
、原野２．６９ｋｍ

2
、雑種地１．３８ｋｍ

2
、宅地４．７０ｋｍ

2
、その他

９．０１ｋｍ
2
であり、自然的土地利用面積が大半を占めている。

（以上、乙Ｂ１６５・１、２頁、乙Ｂ１６６・１頁、乙Ｃ９７第１８・７頁）

（イ） Ｎ地区

Ｎ地区は、ｆｎ市の南東約４０ｋｍ、町役場等のあるａｂ町の中心部から南側へ向かったｆ

ｑ高原中央の山間部に位置し、南東をｂｐ町に、南西をｆｏ市に、北東をｆｊ村に接してい

る。Ｎ地区の中心部は福島第一原発の北西約３７から３８ｋｍに位置する（Ｎ地区とｂｐ町の

境界までの距離は約３３ｋｍである。）。東西約１２ｋｍで南北がやや狭く、ａｂ町の主要道

路である国道（省略）号線がＮ地区の中央をほぼ南東から北西の方向に走り、その南北に水田

帯、さらに山峡が延びている。Ｎ地区の中心部は、河川沿いに平坦な農地が広がり、その周り

をなだらかな丘陵地が囲んでいる。Ｎ地区は、明治２２年の町村制施行によりｇｇ郡Ｎ村とし

て自治体を形成していたが、上記（ア）のとおり、昭和３０年に１町７か村が合併してａｂ町

の一部となった。

Ｎ地区の総面積は３７．４ｋｍ
2
であるところ、平成１４年１月１日時点での土地利用状況

は、田２．３７３ｋｍ
2
、畑４．１８６ｋｍ

2
、牧場２．８７９ｋｍ

2
、山林１１．７８２ｋｍ

2
、

原野０．８１２ｋｍ
2
、雑種地０．５１２ｋｍ

2
、宅地０．６１６ｋｍ

2
、その他１４．２４０ｋ

ｍ
2
であり、平成２８年１月時点での農地面積は６．４０ｋｍ

2
（１７．１％）、保安林、国有

林も含めた山林面積は２３．９０ｋｍ
2
（６３．９％）であった。Ｎ地区の宅地面積はわずかで

ある一方、自然的土地利用面積が大半を占めており、Ｎ地区は福島県の典型的な中山間地域で

あるといえる。

　上記（１）エ（エ）のとおり、Ｎ地区は１１の行政区に分かれており、１区から４区を上

組、５区から９区を下組とそれぞれ呼んでいた。Ｎ地区の中心地である６区のｇｈ地区では、

小さいながらも街並みを形成しているが、人家はＮ地区内に広く散在している。また、ｇｈ地

区には、本件事故当時、複数の商店があったほか、周辺には郵便局、駐在所、診療所、学校な

どが存在している。

（以上、甲Ａ２２７・２頁、甲Ａ２３４、甲Ａ６２２、乙Ｂ１６４、乙Ｃ９７第１８・７頁、

弁論の全趣旨）

イ 人口動態等

（ア） ａｂ町の人口の推移等
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　ａ　ａｂ町は、昭和３０年台後半から４０年台前半にかけての高度経済成長、産業構造の変

化、車社会の進展等により、人口の減少が進み、昭和３５年に２万５９８３人であった人口

は、平成２年に２万０００１人、平成７年に１万９０４３人、平成１２年に１万７７５１人

（昭和３５年の人口に対する減少率は３１．７％）、平成２２年に１万５５６９人（昭和３５

年の人口に対する減少率は４０．１％）となり、その後、平成２３年に１万５２０８人、平成

２４年に１万４８６０人、平成２５年に１万４５７１人、平成２６年に１万４２９０人、平成

２７年に１万４４５２人、平成２８年に１万４１６０人、平成２９年に１万３７８９人、平成

３０年に１万３３９３人、令和元年に１万３０１２人となった。なお、ａｂ町は平成１４年４

月に過疎地域自立促進特別措置法２条１項に基づく「過疎地域」の指定を受けた。

　また、昭和３５年から平成２２年までの５０年間について、年齢別の人口推移を見ると、

０～１４歳の年少人口は９２５５人から１７６１人へと７４９４人減少し、１５歳から６４歳

の生産年齢人口は１万４９１１人から８８６３人へと６０４８人減少している一方、６５歳以

上の高齢者人口は１８１７人から４９４１人へと３１２４人増加している。また、年少人口が

総人口に占める割合（若年者比率）の推移をみると、昭和３５年は２２．１％、昭和４０年は

２３．０％、昭和４５年は２３．３％、昭和５０年は２１．７％、昭和５５年は１９．７％、

昭和６０年は１７．０％、平成２年は１６．１％、平成７年は１６．０％、平成１２年は１

５．６％、平成１７年は１４．５％、平成２２年は１２．６％となっている一方、高齢者が総

人口に占める割合（高齢者比率）の推移をみると、昭和３５年は７．０％、昭和４０年は８．

１％、昭和４５年は９．３％、昭和５０年は１０．６％、昭和５５年は１１．９％、昭和６０

年は１３．８％、平成２年は１７．４％、平成７年は２２．１％、平成１２年は２５．９％、

平成１７年は２９．０％、平成２２年は３１．７％となっている。

（以上、乙Ｂ１６５・２～６、５２頁、乙Ｂ１６６・１～３頁）

　ｂ　本件事故後の平成２７年時点では、ａｂ町の年少人口は１３２７人、生産年齢人口は７

８１９人、高齢者人口は５２４９人であり、平成２２年時点と比べると、年少人口は約２４．

６％減、生産年齢人口は約１１．８％減、高齢者人口は約６．２％増となり、若年者比率は約

１１．３％から約９．２％に、高齢者比率は約３１．７％から約３６．３％になっている。年

少人口、生産年齢人口、若年者比率が減少し、高齢者人口、高齢者比率が増加するという本件

事故前からの人口推移の傾向に大きな変化は認められない。（乙Ｂ１６６・３頁）

（イ） Ｎ地区の人口の推移等

　ａ　本件事故前のＮ地区の世帯数及び人口の推移をみると、昭和６１年では３５８世帯１８

０１人、平成２年では３５７世帯１６８９人、平成７年では３５５世帯１５７０人、平成１２

年では３５３世帯１４１２人、平成１７年では３４５世帯１３３５人、平成２２年では３３４

世帯１１８３人であった。平成２年以降、５年ごとに少ないときで７７人、多いときで１５８

人の人口減があり、昭和６１年から平成２２年までの２４年間で６１８人の人口減（３４．

３％減）が認められる。（乙Ｂ１８１）

　ｂ　本件事故時から令和２年８月１日時点までのＮ地区の居住者数等の推移は以下の表のと

おりであり、そのほか居住者数等の推移を示したグラフ（甲Ａ６２１、甲Ａ６３０、甲Ａ６６

８、甲Ａ６８４、甲Ａ６９１の各書証の３頁に記載されたもの）によると、平成２９年３月３

１日の避難指示解除後、当初は居住者数が増加し、平成３１年４月には３６８人になったが、

それでも本件事故前の３割に満たない居住者数にとどまっている上、同月を境にして居住者数

は減少に転じ、令和２年以降も居住者数の増加はうかがわれない。一方、住民登録している人

数及び世帯数は本件事故後、減少が続いている。なお、ここでいう「居住者数」は、Ｎ地区に

住民登録している者のうち町に避難終了届の提出があった者、仮設住宅や借上げ住宅等の終了

届の提出後の居住地をＮとした者、避難期間中の準備宿泊から継続してＮ地区に居住している

者等、出生者・転入者・転居者の合計である。（甲Ａ４９８、甲Ａ６２１、甲Ａ６３０、甲Ａ
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６６８、甲Ａ６８４、甲Ａ６９１、甲Ｃ１６１第２の１、乙Ｂ１８８）

　ｃ　令和２年７月１日時点でのＮ地区の居住者数と平成２３年３月１１日時点での居住者数

を行政区ごとに比較すると、以下のとおりである。（甲Ａ６９１）

　ｄ　令和２年７月１日時点での年齢別人口を見ると、２０歳未満が５人（１４歳１人、１６

歳１人、１７歳３人）、２０代が８人、３０代が１８人、４０代が２８人、５０代が３８人、
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６０代が９０人、７０代が７８人、８０代が６８人、９０代が１５人であり、２０歳未満の者

は５人で全体の１．４％に過ぎない一方、６５歳以上の高齢者が２１７人で６２．４％を占め

ている。また、６５歳以上の高齢者の一人世帯が２５世帯（１６．１％）、６５歳以上の高齢

者のみで生活している世帯が５４世帯（３３．５％）であり、Ｎの帰還者の３分の１の世帯は

高齢者のみの少人数世帯であるといえる。（甲Ａ６９１）

（ウ） 住民意向調査

復興庁、福島県及びａｂ町は、平成３０年１月４日から同月１８日までの間、Ｎ地区の住民

に対する意向調査を実施した。５２０の世帯の代表者に対して調査票を郵送し、そのうち２９

３世帯（有効回収率５６．３％）から回答がなされたところ、結果は次のとおりである。

　ａ　回答者全体のうち、Ｎへの帰還意向については、〈１〉「Ｎ地区に帰還している」が２

９．０％、〈２〉「戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」が９．９％、〈３〉「ま

だ判断がつかない」が１３．０％、〈４〉「戻らないと決めている」が１４．７％、〈５〉

「Ｎ地区以外のａｂ町内に転居している」が１１．３％、〈６〉「ａｂ町外に転出している」

が１５．７％である。

　世代別に見ると、〈１〉と回答した割合は、１０～２０代で１０．０％、３０代で４．

３％、４０代で１２．６％、５０代で２１．４％、６０代で４１．１％、７０代以上で３３．

７％、〈２〉と回答した割合は、１０～２０代で０％、３０代で８．７％、４０代で４．

２％、５０代で１１．９％、６０代で１３．７％、７０代以上で８．４％、〈３〉と回答した

割合は、１０～２０代で２０．０％、３０代で４７．８％、４０代で２０．８％、５０代で１

１．９％、６０代で８．４％、７０代以上で１０．５％である。なお、世代別の回答者数は、

１０～２０代が１０世帯、３０代が２３世帯、４０代が２４世帯、５０代が４２世帯、６０代

が９５世帯、７０代以上が９５世帯である。

（以上、甲Ａ６３１・１０頁）

　ｂ　上記ａで〈３〉（「まだ判断がつかない」）と回答した者が帰還を判断する上で必要と

思う情報として挙げた主な事情（複数回答可。以下では回答者全体の２５％以上が挙げた事情

を掲げる。以下同じ。）は、「仮置場撤去の見通しに関する情報」が３９．５％、「どの程度

の住民が戻るかの状況」が３４．２％、「放射線量の低下の目途、除染成果の状況」が３４．

２％、「道路、学校、病院などの社会基盤（インフラ）の復旧時期の目途」が３１．６％、

「中間貯蔵施設の情報」が２８．９％、「原子力発電所の安全性に関する情報（事故収束や廃

炉の状況）」が２６．３％である。（甲Ａ６３１・１４、４９頁）

　ｃ　上記ａで〈４〉（「戻らないと決めている」）と回答した者がそのように回答した理由

については、〈１〉健康に関し、「放射線量が低下せず不安だから」「原子力発電所の安全性

に不安があるから」「水道水などの生活用水の安全性に不安があるから」がいずれも３０．

２％、〈２〉Ｎ地区の復旧状況に関し、「医療環境に不安があるから」が４４．２％、「Ｎ地

区外への移動が不便だから」が３７．２％、「介護・福祉サービスに不安があるから」が２

７．９％、〈３〉今後の生活に関し、「避難先の方が生活利便性が高いから」が４８．８％、

「高齢者・要介護者のいる世帯なので生活が不安だから」が３０．２％、「避難先で仕事を見

つけているから」が２７．９％である。（甲Ａ６３１・１５、５２頁）

ウ 教育施設、児童・生徒数等

（ア） Ｎ地区には、本件震災前、Ｎ幼稚園、Ｎ小学校、Ｎ中学校という一貫した進学ルー

トが存在していた。本件事故により、Ｎ地区が平成２３年４月に計画的避難区域に指定される

こととなったため、Ｎ地区の児童・生徒は、４月１８日から、約１０ｋｍ離れたａｂ町中心部

の幼稚園、学校へバスでの通園、通学を開始した。Ｎ幼稚園の児童１０人はｇｉ幼稚園に、Ｎ

小学校及び中学校の生徒９１人はｇｉ小学校に避難して授業を続け、その後、Ｎ中学校はａｂ

中学校の校舎を間借りして学校を継続した。また、保護者の要望により、子供たちの一部（約
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２０人）は自宅に戻らず、ａｂ町の合宿所を避難宿泊施設とした。（甲Ａ５２６、甲Ａ５２

７、乙Ｃ９７第１８・９、１０頁、弁論の全趣旨）

（イ） Ｎ幼稚園

Ｎ幼稚園の児童数は、平成１８年度は４歳児が１１人、５歳児が１８人、平成１９年度は４

歳児が７人、５歳児が９人、平成２０年度は４歳児が１１人、５歳児が９人、平成２１年度は

４歳児が６人、５歳児が９人、平成２２年度は４歳児が６人、５歳児が６人、平成２３年度は

４歳児が５人、５歳児が５人であったが、平成２４年度は４歳児が０人、５歳児が５人とな

り、平成２５年度以降は児童数が０人となり、幼稚園は休園している。なお、平成３０年３月

までにＮ幼稚園の改修工事は完了している。（甲Ａ６７０、乙Ｂ１７７）

（ウ） Ｎ小学校及び中学校

ａ　Ｎ小学校については、平成３０年３月までに、Ｎ小中一貫校の開校に向け、校舎の改修

及び特別教室の増築、屋根開閉式屋内プールの整備を完了した。Ｎ中学校については、体育館

の基礎部分等の亀裂等により半壊と判定されていたため、Ｎ中学校の体育館（アスベストが検

出された校舎は平成３０年度に解体予定）が解体された。（甲Ａ６１９・写真１２、甲Ａ６７

１、甲Ａ６７８・３９、４０頁、乙Ｂ１７７）

　ｂ　Ｎ小学校及び中学校の生徒数の推移は以下の表のとおりである。本件事故前の平成２２

年度には小学校と中学校合わせて１００人近い生徒が在籍していたが、本件事故による避難が

続く中で生徒数は減少した。各種改修工事が終了した後、平成３０年４月からＮ小中一貫校と

して開校したものの、小学校については平成３０年度の６年生５人が平成３１年３月に卒業し

て生徒がいなくなったため、平成３１年度から休校となり、中学校についても平成３０年度は

入学者が０人となり、平成３１年度は１年生が１人、３年生が３人、令和２年度は１年生が２

人、２年生が１人となっている。現在、中学校に通っている３人はＮに居住しておらず、いず

れもａｂ町内又はｆｎ市からスクールバスで通学している。なお、平成３０年度のＮ地区の幼

稚園対象人数は３７人、小学校対象人数は３４人、中学校対象人数は２３人であり、同年に小

中一貫校が再開するに当たり、ａｂ町教育委員会は、ａｂ町内や他町村に居住する児童生徒の

ためにスクールバスの運行を整備し、ｆｎ市方面からの通学の便を確保したり、保護者に直接

面会してＮ小中一貫校の特色や学校の良さ、子供の安全について説明したりするなどして、生

徒確保のための努力を行ったほか、現在も、少人数の良さを生かしたきめ細やかな温かい学び

ができることや恵まれた教育環境の中で学べることなどをアピールし、学校見学や入学者の募

集を行っている。（甲Ａ６６９、甲Ａ６７０、甲Ａ６７８・３７～５１頁、甲Ａ７７４）
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　ｃ　ｇｊ

　Ｎ小学校が平成８年に移転新設された際、隣接する山林が買い上げられ、「ｇｊ」と呼ばれ

る学校林となっていた。ここには炭焼き小屋、炭窯、体験農園、自然観察林を備えるなどし

て、子供たちが休み時間等に山に行って遊び、自然散策をしたり、炭の活用や野菜作り等を学

んだりすることができる場所になっていた。（検証調書の別紙「第３回検証・指示説明」・３

１、３２頁）

エ 日常生活

（ア） 商店、商業施設等

ａ　Ｎ地区の中心地である６区のｇｈ地区には、本件事故当時、複数の商店があり、原告番

号１８０－２が経営する「●●●」では、薬を中心に雑貨、文具、衣料品等を販売していた。

そのほか、パン屋（●●●）、美容室（●●●）、酒店（●●●）、和洋菓子店（●●●）、

電器屋（●●●）があり、複数の商店がそれぞれ異なる商品を扱い、全体でスーパーマーケッ

トのようになっていた。また、Ｎには農家が多いため、店の営業時間は長く、どの商店も朝起

きたら店を開け、夜は午後９時頃まで店を開けていた。付近には小中学校があるため、子供た

ちが帰り掛けに店に寄って休憩したり、客も店に立ち寄ってお茶を飲んでおしゃべりをしたり

するなど、買物以外の利用の仕方もしていた。また、３区には食料品や日用雑貨品を取り扱う

●●●が、ｊｒ２区には日用品、酒、食品を扱う●●●があり、各区の住民は日常的に利用し

ていた。これらの商店は本件事故後、閉店し、避難指示解除後も営業再開していない。なお、

「●●●」を営業していた者が、避難指示解除後、「●●●」というそば屋を開店している。

（甲Ａ６７８・１４、３４、３５頁、甲Ｃ１３３第１・５、１５頁、甲Ｃ１３６第１・５頁、

甲Ｃ１８０第１・８、９、１５、１６頁、原告●●●・２１、２２頁、原告●●●・２６～３

５頁、検証調書の別紙「第３回検証・指示説明」・８、９、３９～４２頁）

　ｂ　平成２９年７月、復興拠点商業施設として「ｄｈ」がオープンした。ｄｈは、ａｂ町復

興計画に基づきａｂ町等が策定した「ａｂ町Ｎ地区復興まちづくり基本計画」の３事業（復興

拠点施設、メガソーラー、農業振興策）のうちの一つであり、食堂や小売店が入っているほ
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か、行政サービスコーナーが設けられ、住民票や印鑑証明書の取得等が可能となっている。ｄ

ｈは平成３０年２月１４日に来場者数５万人を、同年１０月１１日に来場者数１０万人を達成

した。もっとも、ｄｈを主に利用するのは作業員等の外部からの訪問者であり、Ｎ地区の住民

の多くは、ａｂ町の中心部にあるスーパーマーケットや移動販売車、上記のＮ住民が営業して

いるそば屋等を利用していることから、ｄｈが住民の生活に十分に資する施設となっているか

には疑問も示されている。また、ｄｈの運営には年間２０００万円余りの負担が町に発生する

状況があり、持続性への不安が示されている。（甲Ａ５１０、甲Ａ５２４、甲Ａ５２５、甲Ａ

６１９・写真１１、甲Ａ６７７・１、２頁、甲Ａ６７８・８～２１頁、甲Ｃ８３第１・１９、

２０頁、乙Ｂ１６６・１９頁、原告●●●・３４～３６頁、原告●●●・９、２６頁）

　ｃ　なお、ａｂ町全体の小売店の数をみると、昭和４３年と平成１９年を比較すると、全体

では約半数に減少（３８９店から１９２店）し、法人・個人別では、法人企業が約３倍増加

（２７店から８５店）しているのに対し、個人企業は７割弱減少（３６２店から１０７店）し

ている。平成２６年においても、全体の商店数（１３１店）は減少傾向を示しているが、販売

額は大きく伸びている。これは、除染作業等復興事業の増加や他町村からの避難住民を受け入

れていることによるものと考えられている。（乙Ｂ１６５・２２～２４頁）

（イ） 医療施設

　ａ　Ｎ地区には、医療施設として「ｅａ診療所」が本件事故前から存在していた。同診療所

は、平成１９年９月から指定管理者制度の導入によりｇｋ病院（以下「ｇｋ病院」という。）

で管理することになり、本件事故前の診療日及び診療時間は、月曜日、水曜日及び金曜日の午

前９時３０分から１２時３０分までで、ｇｋ病院の２名の医師が交替で診療に当たっていた。

ｅａ診療所には医療設備がほとんどなく、確かな診断が迅速にできず、診療所内でできる診察

は限られることから、ｇｋ病院はもちろん、その他の関係医療機関との連携を密に取り、速や

かに患者の紹介を行うこととしていた。本件事故後の平成２３年５月、避難指示に伴いｅａ診

療所は閉鎖されたが、平成２７年度中に施設の改修工事を完了し、平成２８年１０月から診療

を再開しており、本件事故後の診療日は、月曜日の午後２時から４時と水曜日の午前１０時か

ら１２時までで、本件事故前と同じく、ｇｋ病院の医師２名が交代で診察に当たっている。

（甲Ａ２３４・回答２７項、甲Ａ５１１、甲Ａ５１２、甲Ａ６２５、乙Ｂ１６６・１７、１８

頁、乙Ｂ１７７、乙Ｂ１７８、乙Ｂ１９１、乙Ｂ１９２）。

　ｂ　ａｂ町には上記のｇｋ病院のほか、令和２年時点で、ｅａ診療所を除いて八つの一般診

療所（医療法人ｇｌ医院、ｇｍ内科医院、医療法人ｇｎ会ｇｏ医院、ｇｐこどもクリニック、

ｇｑクリニック、ｇｒ整形外科クリニック、ｇｓ医院、ｇｔ診療所）、七つの歯科医院（ｈａ

歯科医院、ｈｂ歯科医院、ｈｃ歯科医院、ｈｄ歯科医院、ｈｅ歯科医院、ｈｆ歯科医院、ｈｇ

歯科・小児歯科）、七つの薬局（有限会社石井薬局、有限会社けんこう薬局、ｈｈ薬局、ｈｉ

薬局ｈｊ店、ｈｉ薬局ｈｋ店、ｈｌ薬局ａｂ店、ｈｍ薬局）が存在する。他方、Ｎ地区には、

本件事故時点で、ｅａ診療所以外の医療機関は、薬局も含め、存在していなかった（なお、上

記「●●●」では市販薬を取り扱っていた。）。（乙Ｂ１７８・７頁、乙Ｂ１８０、乙Ｂ１９

１）

（ウ） 公共インフラ

　ａ　ａｂ町は、避難指示区域に指定されていたＮ地区を除き、復旧はおおむね平成２３年度

に完了している。ａｂ町役場は、平成２８年度に新庁舎が完成し、平成２８年１１月１４日か

ら新庁舎での業務を開始している。ａｂ町内の６８路線１０８か所で地震による被害が確認さ

れたが、平成２７年度中にＮ地区内の路線も含め全ての路線で復旧工事を完了した。また、Ｎ

地区内の維持管理が行われていなかった道路については平成２９年度に機能回復を図るための

維持補修工事が実施された。そのほか、本件事故により、Ｎ地区内の農地、農業用水路、暗渠

排水の維持管理が行われなくなっていたところ、平成２９年度には地区内の水路工事や暗渠排
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水工事の発注がされたほか、委任保全及び自主保全合わせて３１０ｈａの農地が保全管理され

た。（乙Ｂ１７７）

　ｂ　Ｎを横断する国道（省略）号線のｂｐ町との境界付近には、本件事故前、「ｈｎ」とい

うバス停留所があり、「ＪＲバス東北」がｆｎ駅とａｂ高校を、「ａｂ町民バス」がａｂ高校

とｈｎを、「ｂｐ町民バス」がｈｎとｂｐ駅をそれぞれつないでいた。Ｎ地区の住民はこれら

のバスを利用して、ａｂ町、ｂｐ町、ｆｎ駅を行き来することができていた。また、ｈｎはス

クールバスの発着点にもなっていた。本件事故に伴う避難指示により、バスの運行は中止と

なった。（甲Ａ６７８・１０８～１１０頁、弁論の全趣旨）

　ｃ　Ｎ地区においては、本件事故前、町役場機能を担う場所として、Ｎ生活改善センター内

に「Ｎ出張所」が開設されていたが、本件事故によりＮ地区が避難指示区域となったため、Ｎ

出張所は休止していた。Ｎ出張所は避難指示解除後の平成２９年４月３日に再開した後、行政

サービス窓口が付属した「ｄｈ」が同年７月１日にオープンしたのに先立つ同年６月３０日に

閉鎖した。（甲Ａ２３４・回答３４項、乙Ｂ１６６・１９頁、乙Ｂ１７７）

　ｄ　Ｎ郵便局は、本件事故後、避難指示に伴い平成２３年６月に閉鎖したが、避難指示解除

後の平成２９年１１月２０日に再開した。（乙Ｂ１６６・１７、１９頁）

オ 地域組織、伝統文化、地域活動、地域行事等

（ア） 地域組織

Ｎ地区の１１の行政区のそれぞれから区長が選任され、全体として行政区長会が組織されて

いる。行政区長会は、行政と住民の間に入り、両者をつなげる役目を果たし、町道の補修・整

備といった地区住民の行政に対する様々な要望を聞き、行政に伝える役割を担ったほか、町の

広報誌や回覧板の配布、募金活動等を行っていた。また、行政区長会は、ＰＴＡ、体育協会、

婦人会といったＮ地区の各組織とともにＮ自治会を構成した。Ｎ地区の各行政区には、婦人会

のほか、若妻会、青年会、老人会（敬老会）なども存在した。Ｎ自治会に所属する各組織は、

運動会、夏祭りといったＮ地区の各種行事を運営していた。Ｎ地区の住民の多くは、年齢や性

別等に応じて地域組織の活動にそれぞれ参加するなどして、親睦を深めていた。本件事故後

も、避難先から人が集まったりすることによって行政区の活動は存続しているが、頻度や集ま

る人数は減り、メンバーも固定化し、本件事故前のような活気はない。また、自治会の役員と

して活動する若い世代がおらず、自治会の維持が困難になっている。（甲Ｃ８４第１・１０

頁、甲Ｃ９０第１・７頁、甲Ｃ１０６第１・６、７頁、甲Ｃ１７８第１・９頁、甲Ｃ１９１第

１１・４頁、原告●●●・２７、４１頁、原告●●●・２４～２８、３０、３１頁、原告●●

●・２、３頁など）

また、ａｂ町には地域ごとに第１分団から第１０分団までに分かれた消防団が存在し、Ｎの

消防団は第１０分団となるところ、本件事故前は常時６０名前後が所属しており、Ｎの各地区

で防火の注意喚起や消防訓練、出初め式等の行事への参加等の活動に取り組んでいた。本件事

故による避難等により人数が減り、令和２年６月時点では４０名体制となり、Ｎ地区に居住し

ている者はそのうち１５名程度である。（甲Ｃ１２４第１・８、２２頁、甲Ｃ１２７第１・

６、７、１４、１５頁、甲Ｃ１３６第１・１７頁、原告●●●・８、２０、２３、２４頁、原

告●●●・１９～２３頁、原告●●●・１８、１９頁）

　そのほか、各行政区の下部組織に当たる組や班単位で組員（班員）が冠婚葬祭の互助を行っ

てきたが、本件事故後、組（班）が関与しない家族葬が増え、組や班単位での葬儀は失われつ

つある。（甲Ｃ９５第１・７頁、甲Ｃ１３２第１・９、１０頁、甲Ｃ１３３第１・４頁、甲Ｃ

１９１第１１・２、３頁など、原告●●●・１９頁、原告●●●・１８～２０頁、原告●●

●・３頁など）

（イ） 伝統文化、地域活動、地域行事等

ａ　ｈｐ
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　Ｎ地区には京都のｈｏ神社を総本社とする末社に当たるｈｏ神社があり、本件事故前、Ｎ住

民約３５０戸のうちのうち約３３０戸がｈｏ神社の氏子となっていた。Ｎ地区の伝統芸能とし

てｈｐがあり、毎年１０月１日（平成８年からは毎年１０月第一日曜日）に、ｈｏ神社の秋季

例大祭に五穀豊穣を祈願して奉納されていた。ｈｐは、昭和３９年１０月１日にａｂ町文化財

保護条例により重要無形文化財に指定されており、昭和４２年及び平成５年にはｈｑへの奉納

もなされた。

　ｈｐは、江戸時代中期から伝えられており、３００年以上の歴史を持つとされる。Ｎ地区で

は冷害等による凶作のため、たびたび飢きんが発生したことから、安定した農作物の豊作を願

い、神様に獅子を奉納し、獅子舞を行ったものと伝えられている。獅子の管理運営はｈｏ神社

の氏子が行い、ｈｐの踊り手は小学４年生又は５年生から選ばれ、囃子方は踊り手の卒業生を

中心に、横笛、太鼓、謡いを習得した者が務める。毎年、上組（１区から４区）と下組（５区

から９区）の二つの獅子団が交替で「宿」を持ち、獅子を管理する。上組には５宿、下組には

４宿があり、宿を受け持った家は、ｈｐの練習や諸準備のため祭礼の当日まで１か月間にわた

り家を開放するほか、次の当番地区が回ってくるまでの２年間、獅子舞道具一式の管理を行

う。Ｎ地区の獅子舞は宿制度が厳格に守られていることが特徴であり、宿を引き受けることは

名誉なことであった。奉納の前日には宿に当番の住民が多く集まって「ササラ」「千本」とい

われる花作り（造花）を行い、奉納の当日は当番の地区の氏子全員が宿に集まって記念撮影等

をした後、関係者一同が行列をなしてｈｏ神社に向かい、ｈｏ神社には氏子役員を始め地区民

が大勢詰め掛けており、獅子舞の奉納の様子を見守る。神社での奉納が終わると、依頼のあっ

た家の軒先で獅子舞を踊る「門付け」を行い、最後は宿に戻り、庭先で踊り納める。その後、

お祝いの祝謡を上げ、「直会」という打ち上げ会を行い、食事をしながら奉納が無事終わった

という達成感に浸りながら豊作を願う。

　ｈｐは戦時中も絶えることがなかったが、本件事故によりＮ地区の全住民が避難したため、

ｈｏ神社での奉納が不可能となった。その後、復興獅子舞が平成２４年及び平成２５年に開催

されたほか、平成２５年１０月にはｈｑ式年遷宮奉祝行事でｈｐが披露された。また、避難指

示解除後の平成２９年１０月１日にはｈｏ神社への奉納も７年ぶりに再開され、マスコミ関係

者や他県の学生ボランティアが参集するなどしたが、子供が帰還していないため、踊り手は本

件事故以前に獅子舞を担った青年が担当した。もっとも、翌年の平成３０年１０月７日にされ

たｈｏ神社への奉納は、Ｎ小学校の６年生３名（Ｎ地区外在住）がｈｐを披露した。

　他方、住民、特に子供の減少等により、ｈｐを受け継ぐ者がおらず、その保存や踊り手等の

育成が危機にさらされている。また、本件事故後、氏子会から約１００戸が抜け、会費収入が

３０万円以上減少したため、祭りや神社の行事の運営や御社の維持・保全等に影響が出ること

が懸念されている。

（以上、甲Ａ９７・写真〈９〉、〈10〉、甲Ａ２２７・１６５、１６６頁、甲Ａ２７１、甲Ａ

４９３、甲Ａ６１７、甲Ａ６１９・写真１～４、甲Ａ６２３、甲Ｂ２０、甲Ｃ８３第１・１～

７頁、甲Ｃ８４第２・５頁、甲Ｃ９７第１・５～７頁、甲Ｃ１２０第７・写真〈１〉、乙Ｃ９

８第１２、第１３、原告●●●・４１～４４頁、原告●●●・２４～２７、３９～４１頁、原

告●●●・１３～１５頁、原告●●●・２～６頁、原告●●●・２４～２７、３３、３４頁、

原告●●●・８～１２頁、原告●●●・２５頁、原告●●●・４頁など、検証調書の別紙「第

３回検証・指示説明」・２２～２８頁）

　ｂ　ｈｔ

　Ｎには、伝承されてきた太鼓として「ｈｒ会」の太鼓があり、これを子供たちに伝えていく

ため、平成１３年に「ｈｒ会」の親子組織として、伝承太鼓と創作太鼓の練習を行う「ｈｔク

ラブ」が発足し、未就学児を含むＮの子供たちが参加していた。子供たちが成人した後も関わ

りを持てるように、平成２１年には「ｈｔ」に改名された。メンバーは最も多いときで５０人
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程度が在籍し、本件事故当時は小学生が１０人以上、全体で約３０人が在籍して活動してい

た。原告番号１７２－１はｈｔの会長を務めるなどしたほか、原告らの中にもｈｔのメンバー

として活動していた者がいる。ｈｔは、Ｎ地区内又はａｂ町内でのお祭り等で演奏されるなど

していたほか、平成２１年９月には全日本創作太鼓フェスティバルで優勝し、平成２２年９月

には太鼓祭り日本一決定戦で優勝するなどした。

　しかし、本件事故により、Ｎの住民がばらばらに避難したため、メンバー数は減り、平成２

９年４月時点で学生のメンバーは７人（小学生２人、中学生２人、高校生３人）となり、平成

３１年４月時点では小中学生が６人、全体で１５人程度が在籍する状態となった。他方、本件

事故後も避難先となったａｂ町内を中心に活動を継続しており、平成２４年４月には米国のｈ

ｓ桜祭り出演、同年１１月にはジュニア福島県支部予選優勝、福島県芸術祭５０周年記念感謝

状受賞、平成２５年２月には東北太鼓ジュニアコンクール準優勝、同年３月には日本太鼓ジュ

ニアコンクール出場、特別賞受賞、同年１１月にはジュニア福島県支部予選準優勝、同年１２

月には東北太鼓ジュニアコンクール準優勝、平成２６年２月には地域再生大賞受賞、同年３月

には日本太鼓ジュニアコンクール出場、同年４月には昭憲皇太后百年祭出演を果たすなどして

いるほか、平成２９年及び平成３０年には、ｄｈで開催されたＮ地区の復興イベントである

「つながっぺＮ」に参加するなどしている。

（以上、甲Ｃ１０５第５・６頁、甲Ｃ１２０第１・４、５頁、甲Ｃ１７２第１・４、５、１

１、１２頁、甲Ｃ１７２第２３・写真１２～１９、甲Ｃ１７２第２４～第３２、甲Ｃ１７８第

１・７、８、１５、１８頁、乙Ｃ１７８第１３、原告●●●・２５、２６頁、原告●●●・

６～１２、１４、１５、２８、２９頁、原告●●●・３１～３６頁）

　ｃ　運動会、球技大会等

　Ｎ地区においては、毎年春と秋に区対抗の球技大会があり、男性はソフトボール、女性はバ

レーボールを行っていたほか、地区と学校とが一体となった運動会がＮ小学校で開催されてい

た。Ｎ小学校で行われる運動会は、午前中は小学生が中心であるが、午後は中学生以上の生徒

と地区の大人たちも集まり、地区が一体となった運動会であり、名称も「Ｎ地区大運動会」と

されていた。運動会が終わった後は地区ごとに「反省会」と称して懇親会を開催して親睦を

図っていた。また、お盆には１２時間ソフトボール大会を行い、故郷を離れている人の帰省に

合わせて旧交を温め、親睦を図る機会となっていた。

　しかし、本件事故後はいずれも中止となり、現在も再開していない。

（以上、甲Ｃ８５第１・５頁、甲Ｃ８９第１・８頁、甲Ｃ９０第１・７、８頁、甲Ｃ９５第

１・６、７頁、甲Ｃ９６第１・１０頁、甲Ｃ１２６第１５・写真〈７〉～〈10〉、甲Ｃ１３１

第１・１２頁、甲Ｃ１３６第１・６頁、甲Ｃ１５８第１・６頁、甲Ｃ１７２第１・６頁、甲Ｃ

１７２第２３・写真２０～２３、甲Ｃ１７６第１・４、１０頁、原告●●●・７、８頁、原告

●●●・３頁、原告●●●・３～５頁、原告●●●・１３、１４頁、原告●●●・５、６頁な

ど、検証調書の別紙「第３回検証・指示説明」・３０、３１頁）

　ｄ　Ｎ地区内の各行政区での行事、活動等

　Ｎ地区内の各行政区では、それぞれ新年会、花見会、夏祭り（盆踊り）、芋煮会、神社での

祭事、豊作や安全を祈願する山の神講や田の神講といった各種行事が季節ごとに行われ、行政

区内の住民が集まって交流し、親睦を深めていた。また、季節ごとに生じる除雪作業や原野の

草刈り作業、集落道や用排水路の清掃、共同墓地の維持管理、寺社の管理等の共同作業が地域

住民の共同体によって相互に助け合いながら行われ、生活の維持が図られていた。

　本件事故後、Ｎ地区への帰還者が少なく、帰還する者も高齢者が多いことから、各種行事や

各種活動は中止となったり、継続していたとしても規模を縮小したりしている。

（以上、甲Ａ９７・写真〈13〉、甲Ｃ８９第１・７、８頁、甲Ｃ１０４第１・４、５頁、甲Ｃ

１２７第１・５、６、１３頁、甲Ｃ１３１第１・１２、１３頁、甲Ｃ１５６第１・５頁、甲Ｃ
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１５７第１・３頁、甲Ｃ１６９第１・４頁、甲Ｃ１７１第１・２、３頁、甲Ｃ１７３第１・８

頁、甲Ｃ１７７第１・４、５頁、甲Ｃ１９１第１・６頁、甲Ｃ１９１第１１・４頁、原告●●

●・３、９～１１、２２頁、原告●●●・５～７頁、原告●●●・２２、２３頁、原告●●

●・１７頁、原告●●●・２１、２２頁、原告●●●・２４～２６頁、原告●●●・２０頁、

原告●●●・３頁、原告●●●・１０～１２頁、原告●●●・２０、２１頁、原告●●●・１

５～１７頁など、弁論の全趣旨）

　ｅ　新春の集い

　平成２３年１月にＮ地区新春の集いがＮ公民館で開催され、新成人１７名を含む、約８０名

が参加した。本件事故後、避難指示解除前の平成２９年１月にも、他地区の集会所において同

様の会合が開催され、Ｎ地区の関係者約６０名と新成人８名が参加した。（乙Ｂ１９３、乙Ｂ

１９４）

カ 農業等

（ア） Ｎの農業

　ａ　Ｎ地区の多くの世帯が農業に従事し、そのうち約２割が専業農家であり、葉タバコ栽

培、花き栽培、稲作、畜産が中心であった。Ｎ地区では昭和５０年代から葉タバコ栽培が急速

に広まり、昭和の終わり頃にはＮの農家のうち１５０戸くらいが葉タバコを栽培し、平成２年

にはＮ全体の葉タバコの売上げが７億円を達成した。その後、葉タバコ農家は少しずつ減少

し、代わってトルコギキョウや小菊等の花き栽培を行う農家が増えていった。

　また、インゲンやミニトマトなどの野菜を出荷したり、Ｎの気候を生かした新たな取組とし

て夏イチゴといった果物を生産したりしていた原告もいたほか、農業に関連する取組として、

都市の学生が地方に来て泊まり込みながら農作業等の手伝いを行い、交流を深める事業（地域

づくりインターン事業）に取り組んでいた原告もいる。

（以上、甲Ａ９７・写真〈３〉～〈８〉、〈14〉、甲Ａ２３３の（１）・１頁、甲Ｃ９２第

１・１～７頁、甲Ｃ９６第２・４～６頁、甲Ｃ９８第１・５～７頁、甲Ｃ１２１第１・５、６

頁、甲Ｃ１３６第１・６～８頁、原告●●●・３～１２頁、原告●●●・１５～２３頁、原告

●●●・５～１１頁、弁論の全趣旨）

　ｂ　Ｎ地区の農家の多くは、広大な農地と山林を所有し、その山林から生み出される落葉や

土壌等を農業においても活用していた。例えば、葉タバコ栽培を営む農家は、毎年、山林に入

り、集めた落葉を発酵させて作った腐葉土や発酵の際に出る熱などを葉タバコ栽培に利用して

いた。

　また、Ｎ地区における畜産農家と稲作農家との間には、畜産農家から生ずる堆肥は稲作農家

へ有機肥料として提供され、それにより生産された稲の副産物である稲わらは家畜の飼料や敷

料として畜産農家側に提供されるといった循環と相互依存の関係が存在していた。すなわち、

稲作農家は里山で落ちた木の葉を集めて、場合によっては畜産農家から譲り受けた牛糞等も混

ぜて、堆肥を作り、稲作に利用し、稲作によって得られる稲わらを畜産農家に譲るなどして、

稲作農家と畜産農家が相互に支え合って農業を成り立たせていた。Ｎでは減反政策によって米

が作られなくなっても、休耕田に牧草などが作られ、地区内の牧場に提供されるなど、農業と

牧畜業とが結びついていた。

　そして、農業の繁忙期には、農業の労力を住民相互で補い合うため、「結」「結返し」と呼

ばれる地域住民同士の助け合いの仕組みが存在した。具体的には、ある家の田畑で家族以外の

住民も労働力や農機具を提供するなどして共同で農作業を行い、それが終了すると別の家の田

畑について同様に農作業を皆で手伝うなどしていたほか、畜産農家同士で作業の助け合いを行

う、畜産農家と葉タバコ農家とがそれぞれの繁忙期に手伝いをし合うなどの相互協力がされて

いた。住民らは、このような協力関係を通じて、農作業の合間の雑談や情報交換等、日常的な

交流を行っていた。
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　本件事故後は「結」「結返し」といった住民同士の助け合いや日常的な交流はなくなった。

（以上、甲Ａ６７７・４、５頁、甲Ａ６７８・３２～３４頁、甲Ｃ８７第１・９頁、甲Ｃ９７

第１・４、５頁、甲Ｃ９９第１・１２、１３頁、甲Ｃ１０７第１０・２５～２７頁、甲Ｃ１９

１第１１・２頁、甲Ｃ１９３第１・６、７頁、原告●●●・２０～２２、３７頁、原告●●

●・１１～１３頁、原告●●●・４、５頁、原告●●●・１９～２１頁、原告●●●・１１～

１８頁、原告●●●・２０、２１頁、原告●●●・３、４頁、原告●●●・１、２頁、原告●

●●・９、２１～２５頁、原告●●●・６、７頁、原告●●●・３～１９頁、原告●●●・

２～４頁など、検証調書の別紙「第３回検証・指示説明」・８、５６、５７頁、弁論の全趣

旨）

　ｃ　農業を生業としていなくても、ジャガイモ、ナス、キュウリ、トマト、ニンジン、大

根、白菜などの野菜を自家消費用に栽培していた原告も多くおり、農業を営んでいるか否かを

問わず、自家消費しきれずに余った米や野菜を親戚に送ったり、住民同士でお裾分けをし合っ

たりしていた。本件事故後はそのようなお裾分けの機会はなくなったか、少なくなった。（甲

Ｃ１１９第１・３頁、甲Ｃ１２８第１・３頁、甲Ｃ１３９第１・４、５頁、甲Ｃ１５４第１・

４頁、甲Ｃ１７７第１・４頁、原告●●●・２、３頁、原告●●●・１７、１８頁、原告●●

●・５、７頁、原告●●●・１９～２１頁、原告●●●・４、５頁、原告●●●・９、１０

頁、原告●●●・３、４頁など）

　また、会社勤務であったり、商店を営んだりして、田畑を持たない原告も、日常的に親しく

している農家の住民が米や野菜を分けてくれるため、米や野菜などの食材を、お金を出して買

う必要がなかった。非農家の住民は、そのお返しとして、農家の繁忙期に食事や菓子の差し入

れをしたり、労働力を提供したりするなどの手伝いをして、相互扶助の関係を築いていたが、

本件事故後はそのような関係はなくなった。（甲Ｃ１４０第１・１３頁、甲Ｃ１８０第１・

５～７頁、原告●●●・２３～２５頁）

（イ） 営農の再開状況、復興事業等

ａ　米の作付制限、野菜栽培、酪農等

（a） 農林水産省は平成２４年から原発被災地における米の作付等に関する方針を公表して

いるところ、平成２７年１１月に作成された資料によると、帰還困難区域については、作付は

不可で、市町村の管理下での試験栽培のみ可能（作付制限）、居住制限区域については、営農

が制限され、除染済みの農地の保全管理や市町村による管理の下で試験栽培を実施するが、状

況に応じて作付再開準備も可能（農地保全・試験栽培）という状況である一方、避難指示解除

準備区域については、営農の再開が可能であり、県及び市町村が管理計画を策定し、作付再開

に向けた実証栽培等を行うことができるとされる（作付再開準備）。また、避難指示区域外の

地域に関しては、〈１〉前年が作付再開準備の地域及び前年産米で基準値超過が検出された地

域については、県及び市町村が管理計画を策定し、吸収抑制対策を徹底した上で地域の米の全

量を管理し、全量・全袋検査を行った上で出荷が可能（全量生産出荷管理）、〈２〉前年が全

量生産出荷管理の地域であって前年産米の基準値超過が検出されなかった地域については、県

の管理の下、農家単位で吸収抑制対策を徹底するとともに、全戸検査を行った上で出荷が可能

（全戸生産出荷管理）、〈３〉その他の地域については必要に応じて吸収抑制対策を実施し、

地域単位で抽出検査を行った上で出荷が可能とされている。（甲Ａ５０３・１６７、１６８

頁）

（b） Ｎ地区においては、農地の除染後、平成２４年から平成２６年まで米の実証栽培が行

われてその安全性が確認され、平成２７年産の米については、国の定める基準値を超えるもの

はなかった。そして、全量生産出荷管理の下ではあるものの、平成３０年産の米は１５．４ｈ

ａで作付けがなされた。

　そのほか、野菜については平成２８年３月に出荷制限が解除された。酪農に関しては、平成
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２８年に肉用牛の飼養実証、飼料作物８０ａの実証栽培が、平成２９年には乳用牛の飼養実証

が行われ、平成３０年３月には原乳の出荷制限が解除された。平成３０年９月３０日時点で、

肉用牛、酪農、養豚、養鶏が各１戸で再開されていた。また、福島県酪農業協同組合は、平成

３０年１月、Ｎ地区に３００頭規模の牧場を新たに整備すること発表した。

（以上、甲Ａ２３４・回答９項、乙Ｂ１８２、乙Ｂ１８３・１８頁、乙Ｃ１０７第６）

　ｂ　花き栽培等

（a） 複数の花き農家で作る「ｉａ」を始めとしたＮ地区の花き農家によって、避難指示区

域の再編で日中の立入りが可能となった平成２５年にトルコギキョウの試験栽培が開始され、

平成２６年夏には市場出荷が再開された。震災前の平成２２年の栽培面積は３．２ｈａであっ

たが、平成３０年産の栽培面積は約１．７ｈａであった。また、平成２６年度にリンドウの実

証栽培が行われ、平成２７年度以降、市場に出荷、販売されている。平成３０年産のリンドウ

の作付面積は１５ａであった。

　Ｎ地区では、震災後に５個人が新規就農し、花きを中心に新たな農業に取り組んでいる。

（以上、甲Ａ５０３・１７１、１７２頁、乙Ｂ１８３・１８、１９頁、乙Ｂ１９０・６頁）

（b） Ｎ地区においては、平成１９年に３名の生産者が小菊栽培を始め、平成２２年には３

０名近くの生産者が小菊栽培を行い、１億円弱を出荷するまでとなっていたが、本件事故によ

り、平成２３年から平成２５年まで栽培が困難となっていた。その後、平成２６年から実証栽

培を始め、土作りに取り組み、平成２７年の栽培面積は震災前の１割に満たない状況ではある

ものの、更に土壌改良を実施するなどして、実証栽培から２年目で評価会を開くに至った。

　住民の中には、平成２７年に準備宿泊が可能となってからＮにある自宅のハウスや圃場の管

理を始めるようになり、平成２９年３月に避難指示が解除された後、小菊栽培を本格的に再開

し、出荷を行っている住民もいる。

（以上、乙Ｂ１５４の１・１頁、乙Ｂ１５４の２・１頁）

　ｃ　復興支援事業としてのアンスリウム栽培

　原告番号１０６－１や原告番号１３１－１は、本件事故後、ポリエステル培地を活用した熱

帯性観葉植物であるアンスリウムの実証栽培を行っている。アンスリウム栽培事業は、Ｎ復興

支援事業の一つの柱として開始され、平成２９年にａｂ町ポリエステル培地活用推進組合が生

産者１１名（そのうちＮ住民は５名）で設立され、交付金を活用したハウス整備が進められ

た。その後、令和元年８月３０日、ａｂ町のアンスリウムは東京のｉｂ市場に本格出荷され、

３８種類１１００本のアンスリウムは１本１２０～２２０円で完売した。なお、平成３０年度

にはアンスリウムについて９０ａの作付がなされた。

　他方、アンスリウム栽培は土の代わりにポリエステル培地を利用するため風評被害のおそれ

は小さいものの、熱帯性観葉植物であり、冬は厳しい寒さになるＮの風土に適した植物である

とはいえず、苗の入れ替え代や燃料代を含む施設の維持管理費等の経費の割に現時点での収益

は高いとはいえず、今後の収支の見通しも不透明な状況にあること、アンスリウム栽培は初期

投資の費用が大きく新規参入が困難であることなどから、アンスリウム栽培事業がＮの復興に

つながるかについては疑問も示されている。

（以上、甲Ａ６７７・８～１０頁、甲Ａ６７８・７３～８６頁、甲Ｃ１３１第１・１４～１６

頁、甲Ｃ１３１第２・８、９頁、甲Ｃ１３１第１７、原告●●●・１１～１７、２２～２４

頁、原告●●●・７～９、１１、１２頁）

　ｄ　農事組合法人ヒュッテファームの牧草地

　Ｎの遊休農地の保全や遊休農地を利用した牧草栽培等を行うことを目的として、本件事故

後、農事組合法人ヒュッテファームが立ち上げられ、平成３０年度から牧草等の栽培が開始さ

れた。

　平成３０年度の収穫物である牧草の一部から高い放射性物質（最も高くて８０Ｂｑ／ｋｇ。
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出荷先の福島県酪農業協同組合の自主規制値は３０Ｂｑ／ｋｇ以下である上、１０～３０Ｂ

ｑ／ｋｇの間は給餌制限があり、汚染されていないものと混ぜなければならず、実質的には１

０Ｂｑ／ｋｇ以下でないと売れない。）が検出されたため、実際に売り物となったのは収穫物

の４割ほどであった。

　平成３１年度は、前年の教訓を踏まえ、牧草地の周囲の山林に近い場所からは収穫しないな

どの対策をとったところ、収穫した牧草から１０Ｂｑ／ｋｇを超える放射性物質は検出されな

かった。もっとも、山林に近い牧草地で収穫ができないことや農地の除染により良質な表土が

剥ぎ取られていることから生産量は限定的になっており、今後も拡大展開していける状況であ

るかには疑問が示されている。

（以上、甲Ａ６７７・１０、１１頁、甲Ａ６７８・８７～９７頁、甲Ｃ１３６第２、第６、原

告●●●・１８～２４、２６頁）

　ｅ　その他

　福島県は、令和２年度時点で、ａｂ町を含む原子力被災１２市町村（ｆｍ市、ｅｑ市、ａｂ

町、ｆｄ町、ｆｋ町、ｄａ町、ｆｌ村、ａｄ町、ａｃ町、ｂｐ町、ｆｉ村及びｆｊ村）におい

て、営農再開等を行うために必要な機械・施設や家畜等の導入を支援している。具体的には、

原子力被災１２市町村において、営農再開や規模拡大、新規作物の導入等を行う、農産物の販

売を目的とする農業者、集落営農組織・団体、農事組合法人等を対象として、農業用機械等の

導入、施設の整備等、施設の撤去、果樹の新植・改植、花き等の種苗等の導入、家畜の導入に

必要な経費について助成される。（乙Ｂ１８５、乙Ｂ１８６）

キ 自然環境

（ア） Ｎの自然

　ａ　Ｎ地区の住民の多くは自宅の裏側に里山を持っており、春にはフキノトウ、ウド、ワラ

ビ、タラノメ、コシアブラ、タケノコ等の山菜を採り、秋にはシメジ、オリミキ、コウタケ等

のキノコを採る場となっていたほか、山歩きや憩いの場としても利用されていた。収穫した山

菜やキノコは自家消費するだけでなく、余った分は親戚に送ったり、近所の住民同士で分け

合ったりしていた。また、Ｎ地区の住民は、里山で集めた落葉から堆肥を作り、里山の立木は

炭、薪、シイタケの原木等に活用し、山の斜面を露出させて雨風にさらした「しみっくずれの

土」は稲作に用いるなどしており、里山の恵みを活用して生活するとともに里山を維持管理し

ていた。本件事故後は、放射能汚染のおそれなどから、山林に立ち入ることが困難になり、山

菜採りやキノコ採り等はできなくなった。（甲Ａ２３４・回答１２項、甲Ａ６７７・５頁、甲

Ａ６７８・３３、３４頁、甲Ｃ８３第２・１２頁、甲Ｃ８４第２・６頁、甲Ｃ８５第１・５、

６、１１頁、甲Ｃ８８第１・４頁、甲Ｃ９１第１・５頁、甲Ｃ９３第１・９頁、甲Ｃ９４第

１・２頁、甲Ｃ９５第１・６頁、甲Ｃ９７第１・１３、１４頁、甲Ｃ１１９第１・３、４頁、

甲Ｃ１２０第１・３、４頁、甲Ｃ１２６第１・３～５、１１頁、甲Ｃ１２８第１・４頁、甲Ｃ

１３１第１・１０頁、甲Ｃ１３１第２・７頁、甲Ｃ１３３第１・７頁、甲Ｃ１３５第１・３、

４頁、甲Ｃ１６９第１・７、８頁、甲Ｃ１７３第１・３、７頁、甲Ｃ１７５第１・４、５頁、

甲Ｃ１７５第２・４頁、甲Ｃ１７６第１・４、１２頁、甲Ｃ１７７第１・４頁、甲Ｃ１９１第

１・６頁、甲Ｃ１９２第１・７頁、原告●●●・２２～２４頁、原告●●●・３～６頁、原告

●●●・１～３頁、原告●●●・９～１１頁、原告●●●・３１、３２頁、原告●●●・１

３、１４頁、原告●●●・１５、１６頁、原告●●●・７頁、原告●●●・１６頁、原告●●

●・２４～２６頁、原告●●●・３、４頁、原告●●●・４、５、１７頁、原告●●●・１

０、１１頁、原告●●●・５、６頁、原告●●●・２７、２８、３０、３２頁、原告●●●・

４、１５、１６頁、原告●●●・５、２１、２２、２５～２７頁、原告●●●・６～９頁、原

告●●●・３頁、原告●●●・２０～２３頁など）

　ｂ　原告らの中には、川でイワナやヤマメなどの魚を捕ったり、イノシシ、キジ、野ウサギ
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などの狩猟をしたりしていた者もいるが、本件事故後はイノシシ等から放射性物質が検出され

ることもあり、放射能汚染のおそれから、魚釣りや狩猟はできなくなった。（甲Ｃ１３１第

１・１０～１２頁、甲Ｃ１４３第１・１３頁、甲Ｃ１５５第１・５頁、原告●●●・９、１

０、１７頁、原告●●●・６頁、原告●●●・２６、２７頁）

　ｃ　Ｎの住民は、自ら堀った井戸水や湧き水からの引き水を飲料水や生活用水として使って

いたため、Ｎには上水道施設は存在しなかった。（甲Ｃ１２７第１・７頁、原告●●●・２、

３頁、原告●●●・３頁、原告●●●・７頁、原告●●●・３～５頁、原告●●●・６、７

頁、原告●●●・１０、１１頁など）

（イ） 緑の少年団

Ｎの自然環境を保全するための地域の活動として、「緑の少年団活動」が挙げられる。昭和

５５年に「ｉｃ」が結成され、Ｎ小学校の生徒と教師、物心両面の指導援助をする成人の「育

成会」が一体となり、地域の緑化推進と環境保全を目的とした活動を行っていた。具体的に

は、自然を観察し森林の機能等を学習する活動、炭焼きや野菜栽培、原木によるシイタケ栽

培、緑の羽根街頭募金運動等に取り組んでいたほか、所有者から借りた山林で「ｉｄ」と「ｉ

ｅ」を作り、ケヤキの植樹、下草刈りをするなどして森を育てていた。平成１９年には、その

活動が評価され、全日本学校関係緑化コンクール学校林等活動の部で国土緑化推進機構理事長

賞を受賞した。

　本件事故後、Ｎ小学校が休校になるなどしてＮ地区から子供がいなくなったため、平成３１

年２月に退団式を行い、活動が休止した。ｉｄ・ｉｅの維持管理については、保護者と育成会

で行っていくということになっている。

（以上、甲Ａ２２９、甲Ａ２３０、甲Ｃ８６第１・９～１１頁、甲Ｃ８６第２、第３、甲Ｃ１

２０第４・写真〈１〉、〈３〉～〈５〉、甲Ｃ１２６第１・５、６頁、甲Ｃ１２６第２・１、

２頁、原告●●●・１３～２１頁、原告●●●・２４、２５頁、原告●●●・７～９頁、検証

調書の別紙「第３回検証・指示説明」・３２～３４頁）

（ウ） ｉｄ・ｉｅ

上記（イ）のとおり、緑の少年団の活動の一環として「ｉｄ・ｉｅ」を育てていたが、本件

事故による放射能汚染により立入りが危険な場所となった。

　平成２８年３月に復興庁、農林水産省及び環境省で取りまとめた「福島の森林・林業の再生

に向けた総合的な取組」に基づき、福島県民の生活環境における安全・安心の確保、森林・林

業の再生に向けた取組の一つとして、「里山再生モデル事業」が実施されており、同年９月

「ｉｅ」（区域面積は約２ｈａ）がモデル地区の一つに選定され、同年１２月から事業が開始

されている。この事業は、本件事故で放射性物資が降り注いだ避難区域などの森林のうち、か

つて人が出入りしていた「里山」を再生させる国のモデル事業であり、広場、散策道、ほだ場

の除染を行うとともに、スギ人工林の間伐や雪害木の伐採、広葉樹林の整備、空間放射線量

マップの作成、個人被ばく線量の測定等を行うものである。

ｉｅでは、平成３０年９月及び同年１１月に、体験広場５地点、散策道２０地点、ケヤキ植

栽箇所９点の除染前後の放射線量率測定が行われた。各箇所の放射線量率の低減率の平均は、

体験広場の地上１ｍ地点は２２％（０．８８μＳｖ／ｈから０．６９μＳｖ／ｈ）、地上５０

ｃｍ地点は１９％（０．９６μＳｖ／ｈから０．７７μＳｖ／ｈ）、散策道の地上１ｍ地点、

５０ｃｍ地点いずれも１４％（１ｍ地点は０．７９μＳｖ／ｈから０．６８μＳｖ／ｈ、５０

ｃｍ地点は０．８３μＳｖ／ｈから０．７１μＳｖ／ｈ）、ケヤキ植栽箇所の地上１ｍ地点は

２％（０．８３μＳｖ／ｈから０．８１μＳｖ／ｈ）、地上５０ｃｍ地点はマイナス１％

（０．８８μＳｖ／ｈから０．８９μＳｖ／ｈ）であり、ケヤキ植栽箇所の除染の効果はほぼ

見られず、その他の箇所も除染の効果は限定的で、依然としていずれの箇所も０．２３μＳ

ｖ／ｈ（後記（５）イ（ア）のとおり、追加被ばく線量年間１ｍＳｖを一時間当たりの空間線
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量率に換算すると０．１９μＳｖ／ｈとなり、それに自然放射線量を加えると０．２３μＳ

ｖ／ｈとなる。）を超える空間放射線量率が測定されている。

（以上、甲Ａ６７７・７、８頁、甲Ａ６７８・６０～７２頁、甲Ｃ８６第１・１０、１１頁、

甲Ｃ８６第４～第７、乙Ａ３・２頁、乙Ｂ１８３・３４頁、原告●●●・５、６頁）

（エ） 田んぼリンク

子供の冬場の体力作りと遊び場の提供を目的として、冬季には厚い氷の張る田んぼを利用

し、昭和５８年から「ｉｆスケートリンク」（通称田んぼリンク）が設けられ、一般開放され

ていたほか、ａｂ町スピードスケート大会が開かれるなどしていた。昭和５９年には「ａｂス

ケートクラブ」が発足し、Ｎ地区出身の国体選手を輩出するなどした。ａｂスケートクラブの

設立以来、原告番号１２６－１が事務局長を務めており、リンク作りや選手の養成、財政対策

等の運営全般の責任者であった。

　本件事故に伴う避難指示により田んぼリンクは中止されていたが、平成２８年１月３１日に

再開した。

（以上、甲Ａ９７・写真〈11〉、〈12〉、甲Ａ２３１、甲Ａ２３２、甲Ｃ９０第１・８頁、甲

Ｃ１０５第５・５、６頁、甲Ｃ１２０第４・写真〈８〉、〈９〉、甲Ｃ１２６第１・５頁、甲

Ｃ１２６第２・２～４頁、甲Ｃ１２６第１５・写真〈29〉～〈31〉、乙Ｂ１６６・１８頁、原

告●●●・２４頁、原告●●●・９～１３頁、検証調書の別紙「第３回検証・指示説明」・４

３～４７頁）

（３） 原告らの避難状況と本件事故発生前後の生活状況等

ア 本件事故発生当時の原告らの住所地等

前提事実１（１）のとおり、原告らは、本件事故発生当時、各原告に係る別紙７「各原告に

関する事情」の「避難前の住所」に記載した住所地に居住していた。

イ 原告らの避難状況

原告らは、本件事故発生後、各原告に係る別紙７「各原告に関する事情」の「避難経路」に

記載したとおり、避難した。（別紙７「各原告に関する事情」のそれぞれの原告ら分の末尾記

載の証拠、弁論の全趣旨）

ウ 原告らの本件事故発生前後の生活状況

原告らの本件事故発生前後の生活状況に関する事情は、各原告に係る別紙７「各原告に関す

る事情」の「避難生活に伴う精神的損害に関する事実」、「故郷剥奪（喪失）による損害に関

する事実」に記載したとおりである。（別紙７「各原告に関する事情」のそれぞれの原告ら分

の末尾記載の証拠、弁論の全趣旨）

（４） 放射線に関する知見、放射線による健康影響等

ア 放射線に関する知見等

（ア） 放射線に関する基本的知識

放射線とは、原子核の崩壊や核分裂反応の時に放出される粒子や電磁波のことである。放射

線には自然放射線と人工放射線があり、前者にはアルファ線、ベータ線、ガンマ線の３種類が

あり、後者にはエックス線や中性子線などがある。

　放射線を自然に出す能力を放射能といい、放射能を有する物質を放射性物質と呼ぶ。放射性

物質が安全に管理されず、人の放射線被ばくが生じ得る状態を放射能汚染という。放射能の強

さはベクレル（Ｂｑ）という単位で表し、１ベクレルの放射能の強さとは、放射線を出して壊

れる原子核が１秒間に１個あることを表す。物質がどれだけの放射線量を受けたかを表す吸収

線量の単位はグレイ（Ｇｙ）であるが、人体の場合、吸収線量が同じでも放射線の種類などに

よって影響が異なるため（ガンマ線を１とすると、中性子線では１０倍、アルファ線では２０

倍の影響を生体に与える。）、その違いを考慮して修正係数をかけ、異なる放射線の影響を比

較できるようにしたものが等価線量であり、単位はシーベルト（Ｓｖ）である。放射線を受け
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た組織や臓器ごとの等価線量を特定し、各等価線量に各組織及び臓器の放射線感受性に応じて

決められた組織加重係数を乗じて求められた値を総和して求められた値を実効線量（単位はＳ

ｖ）といい、放射線の健康影響を表す値として放射線防護・管理のために用いられる。

　人体の外にある放射性物質から発せられる放射線の被ばくを外部被ばく、呼吸や飲食等を通

じて体内に取り込まれた放射性物質が発する放射線の被ばくを内部被ばくという。一人当たり

の自然放射線から受ける線量は世界平均で年間約２．４ｍＳｖ（外部被ばくによって０．８ｍ

Ｓｖ、内部被ばくによって１．６ｍＳｖ）、日本平均で年間約１．５ｍＳｖ（外部被ばくに

よって０．６７ｍＳｖ、内部被ばくによって０．８１ｍＳｖ）と見積もられている。

（以上、甲Ａ９～甲Ａ１１、乙Ａ１・５、９頁、弁論の全趣旨）

（イ） 国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）の平成１９年勧告

ＩＣＲＰは、放射線医療者の防護のために国際放射線医学会に設立された専門家委員会を母

体とし、昭和２５年に対象を医療以外の放射線利用における防護に拡大して改称した非営利国

際組織である。ＩＣＲＰは、原子放射線の影響に関する国連科学委員会（ＵＮＳＣＥＡＲ）に

おいて取りまとめられた被ばくの実態や影響に関する情報を基に、放射線防護の枠組みを構築

するとともに、被ばく管理のための線量限度等を勧告しているほか、被ばく量を放射線の健康

影響リスクに関連付けるために、被ばく線量概念を構築し、様々な状況から、被ばく線量を推

定する手法を検討し勧告している。ＩＣＲＰの最初の報告書は昭和３４年に出され、その後、

全般的な基本勧告が５回にわたり出されたところ、直近の平成１９年の勧告には、要旨、以下

の内容が示されている。（甲Ａ２本文編・２８５、２８６頁）

　ａ　放射線被ばくの健康影響等

　放射線被ばくによる有害な健康影響の大部分は、〈１〉確定的影響（高線量被ばく後の細胞

死又は細胞の機能不全等による影響又は障害）と、〈２〉確率的影響（比較的低い線量により

確率的に生ずる遺伝子の突然変異等に起因するがん又は遺伝的影響の発生）の二つの一般的カ

テゴリーに分類できる。

上記〈１〉について、通常、しきい線量（影響の現れないしきい総量）により特徴付けられ

るが、約１００ｍＧｙまでの吸収線量域では、どの組織も臨床的に意味のある機能障害を示す

とは判断されない。この判断は、１回の急性線量と、これらの低線量を反復した年間被ばくに

おける遷延被ばくの形で受ける状況の両方に当てはまる。

　上記〈２〉について、がんのリスクに関して、約１００ｍＳｖ以下の線量において不確実性

が存在するとしても、疫学研究及び実験的研究が放射線リスクの証拠を提供している。遺伝性

疾患の場合、人に関する放射線リスクの直接的な証拠は存在しないが、実験的観察からは、将

来世代への放射線リスクを防護体系に含めるべきとの説得力のある議論がされている。放射線

防護の目的には、約１００ｍＳｖを下回る低線量域では、がん又は遺伝性影響の発生率が関係

する臓器及び組織の等価線量の増加に正比例して増加するであろうと仮定するのが科学的に

もっともらしいという見解を支持すると委員会は判断している。

　したがって、委員会が勧告する実用的な放射線防護体系は、約１００ｍＳｖを下回る低線量

においては、ある一定の線量の増加はそれに正比例して放射線起因の発がん又は遺伝性影響の

確率の増加を生じるであろうという仮定（ＬＮＴモデル）に引き続き根拠を置くこととする。

委員会はＬＮＴモデルを引き続き利用することが、放射線防護の実用的な目的、すなわち低線

量被ばくによるリスクの管理に対して慎重な根拠を提供すると考える。

　他方、委員会は、ＬＮＴモデルが実用的なその放射線防護体系において引き続き科学的にも

説得力がある要素である一方、このモデルの根拠となっている仮説を明確に実証する生物学

的、疫学的知見がすぐには得られそうにないということを強調しておく。低線量における健康

影響が不確実であることから、委員会は、公衆の健康を計画する目的には、非常に長期間にわ

たり多数の人々が受けたごく小さい線量に関連するかもしれないがん又は遺伝性疾患について
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仮想的な症例数を計算することは適切ではないと判断する。

（以上、甲Ａ２本文編・２８６、２８７頁、甲Ａ１３・１６～１９頁）

　ｂ　人の放射線防護体系

　原子炉事故等が発生した場合において被ばくし得る状況は緊急時被ばく状況及び現存被ばく

状況に、それらに該当しない平時は計画的被ばく状況にそれぞれ分類し、次の〈１〉ないし

〈３〉のとおり、職業被ばく（作業者が自らの仕事の結果として被る全ての放射線被ばく）及

び患者の医療被ばく（診断や治療などで患者に生じる放射線被ばく）以外の公衆被ばくに関し

て、緊急時被ばく状況（予測できない状況で起こる被ばく状況であって、健康への影響を避け

たり低減したりするために迅速な対策を必要とする状況）及び現存被ばく状況（通常より高い

レベルの放射線が発生し、その管理についての決定をしなければならない時に既に存在する、

緊急事態後の長期被ばく状況を含む被ばく状況であって、例えば、原子炉事故後の汚染された

土地における生活などが挙げられる。）については「参考レベル」を、計画的被ばく状況（被

ばくが生じる前に放射線防護を前もって計画することができ、被ばくの大きさと範囲を合理的

に予測できるような状況であり、例えば、原子力発電所の通常操業中の状況などが挙げられ

る。）については「線量拘束値」をそれぞれ設定し、住民の安全確保に活用する。「参考レベ

ル」は、経済的及び社会的要因を考慮しながら被ばく線量を合理的に達成できる限り低くする

「最適化の原則」に基づいて措置を講じるための目安であって、ある一定期間に受ける線量が

そのレベルを超えると考えられる人に対して優先的に防護措置を実施し、そのレベルより低い

被ばく線量を目指すために利用するもので、また、防護措置の成果の評価の指標とするもので

ある。

　〈１〉　緊急時被ばく状況の参考レベルは、年間２０ｍＳｖから１００ｍＳｖの範囲で設定

する。

　〈２〉　現存被ばく状況の参考レベルは、年間１ｍＳｖから２０ｍＳｖの範囲で設定する。

現存被ばく状況では、状況を段階的に改善する取組の指標として、中間的な参考レベルを設定

できるが、長期的には年間１ｍＳｖを目標として状況改善に取り組む。

　〈３〉　計画的被ばく状況においては、線量拘束値として、一般住民の被ばくでは状況に応

じて年間１ｍＳｖ以下で設定する。なお、計画的被ばく状況においては個人線量の制限は計画

段階において適用可能で、その線量は拘束値を超えないことを確実にするように予測できると

いう事実を示すため、「参考レベル」ではなく「線量拘束値」という用語を用いている。

（以上、甲Ａ２本文編・２８６～２８８頁、弁論の全趣旨）

（ウ） 本件事故後のＩＣＲＰによる報告等

ａ　本件事故後の平成２３年３月２１日、ＩＣＲＰは、緊急時の公衆防護のために、最も高

い計画的な被ばく線量として年間２０ｍＳｖから１００ｍＳｖの範囲で参考レベルを設定する

こと、また、放射能汚染地域に住み続ける人々のための防護措置として、長期間の後には放射

線レベルを年間１ｍＳｖへ低減するとともに、現時点での参考レベルを年間１ｍＳｖから２０

ｍＳｖの範囲で設定することを勧告した（Publication　109、緊急時被ばくの状況における公

衆の防護のための助言）。（乙Ａ３・２頁）

　ｂ　本件事故後に発表された「原子力事故または放射線緊急事態後の長期汚染地域に居住す

る人々の防護に対する委員会勧告の適用」（Publication　111、日本語版平成２４年３月発

行、甲Ａ１４）において、ＩＣＲＰは、本件事故の復旧状況を「現存被ばく状況」とみなし、

汚染地域内に居住する人々の防護の最適化のための参考レベルは、このカテゴリーの被ばく状

況の管理のために平成１９年に勧告された年間１ｍＳｖから２０ｍＳｖの線量域の下方部分か

ら選択すべきであること、過去の経験は、長期の事故後の状況における最適化プロセスを拘束

するために用いられる代表的な値は年間１ｍＳｖであることを示していることなどを指摘して

いる。
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（エ） 低線量被ばくのリスク管理に関するワーキンググループ報告書

本件事故後、原発事故の収束及び再発防止担当大臣の要請に基づき、国内外の科学的知見や

評価の整理、現場の課題の抽出、今後の対応の方向性の検討を行う場として、「低線量被ばく

のリスク管理に関するワーキンググループ」（以下「ワーキンググループ」という。）が設置

された。

ワーキンググループが、平成２３年１１月９日から同年１２月１５日までに計８回開催され

た検討会の結果として取りまとめた同月２２日付けの「低線量被ばくのリスク管理に関する

ワーキンググループ報告書」では、要旨以下の内容が報告されている。（乙Ａ１・１、２５、

２６頁）

　ａ　科学的知見と国際的合意（乙Ａ１・３頁）

　放射線の影響に関しては様々な知見が報告されているため、国際的に合意されている科学的

知見を確実に理解する必要がある。国際的合意としては、科学的知見を国連に報告している原

子放射線の影響に関する国連科学委員会（ＵＮＳＣＥＡＲ）、世界保健機関（ＷＨＯ）、国際

原子力機関（ＩＡＥＡ）等の報告書に準拠することが妥当である。

　広島・長崎の原爆の人体に対する影響の調査は、その規模からも、調査の精緻さからも世界

の放射線疫学研究の基本であり、ＵＮＳＣＥＡＲも常に報告しているところである。一方、内

部被ばくで多くの人達が被ばくした事例としてチェルノブイリ原発事故がある。低線量の被ば

くまで入れると子供を含めて５００万人以上の周辺住民が被ばくしている。同事故に関する調

査結果は、ＵＮＳＣＥＡＲ、ＷＨＯ、ＩＡＥＡ等の国際機関から詳細に報告されている。

　ｂ　現在の科学で分かっている低線量被ばくのリスク（乙Ａ１・４頁）

　低線量被ばくによる健康影響に関する現在の科学的な知見は、主として広島・長崎の原爆被

爆者の半世紀以上にわたる精緻なデータに基づくものであり、国際的にも信頼性は高く、ＵＮ

ＳＣＥＡＲの報告書の中核をなしている。

　広島・長崎の原爆被爆者の疫学調査の結果からは、被ばく線量が１００ｍＳｖを超える辺り

から、被ばく線量に依存して発がんのリスクが増加することが示されている。

　国際的な合意に基づく科学的知見によれば、放射線による発がんリスクの増加は、１００ｍ

Ｓｖ以下の被ばく線量では、他の要因による発がんの影響によって隠れてしまうほど小さいた

め、放射線による発がんリスクの明らかな増加を証明することは難しいとされる。疫学調査以

外の科学的手法でも、同様に発がんリスクの解明が試みられているが、現時点では人のリスク

を明らかにするには至っていない。

　一方、被ばくしてから発がんまでには長期間を要する。したがって、１００ｍＳｖ以下の被

ばくであっても、微量で持続的な被ばくがある場合、より長期間が経過した状況で発がんリス

クが明らかになる可能性があるとの意見もあった。いずれにせよ、徹底した除染を含め予防的

に様々な対策をとることが必要である。

　ｃ　長期にわたる被ばくの健康影響（乙Ａ１・４、５頁）

　低線量率の環境で長期間にわたり継続的に被ばくし、積算量として合計１００ｍＳｖを被ば

くした場合は、短時間で被ばくした場合より健康影響が小さいと推定されている（これを線量

率効果という。）。この効果は、動物実験においても確認されている。

　本件事故により環境中に放出された放射性物質による被ばくの健康影響は、長期的な低線量

率の被ばくであるため、瞬間的な被ばくと比較し、同じ線量であっても発がんリスクはより小

さいと考えられる。

　ｄ　外部被ばくと内部被ばくの違い（乙Ａ１・５頁）

　内部被ばくは外部被ばくよりも人体への影響が大きいという主張がある。しかし、放射性物

質が身体の外部にあっても内部にあっても、それが発する放射線がＤＮＡを損傷し、損傷を受

けたＤＮＡの修復過程での突然変異ががん発生の原因となる。そのため、臓器に付与される等
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価線量が同じであれば、外部被ばくと内部被ばくのリスクは、同等と評価できる。

　ｅ　子供・胎児への影響（乙Ａ１・７頁）

　一般に、発がんの相対リスクは若年ほど高くなる傾向がある。小児期・思春期までは高線量

被ばくによる発がんのリスクは成人と比較してより高い。しかし、低線量被ばくでは、年齢層

の違いによる発がんリスクの差は明らかではない。他方、原爆による胎児被爆者の研究から

は、成人期に発症するがんについての胎児被ばくのリスクは小児被ばくと同等かあるいはそれ

よりも低いことが示唆されている。

　また、放射線による遺伝的影響について、原爆被爆者の子供数万人を対象にした長期間の追

跡調査によれば、現在までのところ遺伝的影響は全く検出されていない。さらに、がんの放射

線治療において、がんの占拠部位によっては原爆被爆者が受けた線量よりも精巣や卵巣が高い

線量を受けるが、こうした患者（親）の子供の大規模な疫学調査でも、遺伝的影響は認められ

ていない。

チェルノブイリ原発事故における甲状腺被ばくよりも、本件事故による小児の甲状腺被ばく

は限定的であり、被ばく線量は小さく、発がんリスクは非常に低いと考えられる。小児の甲状

腺被ばく調査の結果、環境放射能汚染レベル、食品の汚染レベルの調査等様々な調査結果によ

れば、本件事故による環境中の影響によって、チェルノブイリ原発事故の際のように大量の放

射性ヨウ素を摂取したとは考えられない。

　ｆ　生体防御機能（乙Ａ１・７、８頁）

　放射線によりＤＮＡが損傷し、突然変異が起こり、さらに多段階の変異が加わり正常細胞が

がん化するというメカニズムがある。一方、生体には防御機能が備わっており、この発がんの

過程を抑制する仕組みがある。

　低線量被ばくであってもＤＮＡが損傷し、その修復の際に異常が起こることで発がんするメ

カニズムがあるという指摘があった。一方、線量が低ければ、ＤＮＡ損傷の量も少なくなり、

さらに修復の正確さと同時に生体防御機能が十分に機能すると考えられ、発がんに至るリスク

は増加しないという指摘もあった。

　ｇ　放射線による健康リスクの考え方（乙Ａ１・８～１０頁）

（a） ＬＮＴモデルの考え方

放射線防護や放射線管理の立場からは、低線量被ばくであっても、被ばく線量に対して直線

的にリスクが増加するという考え方（ＬＮＴモデル）を採用する。これは、科学的に証明され

た真実として受け入れられているのではなく、科学的な不確かさを補う観点から、公衆衛生上

の安全サイドに立った判断として採用されている。線量に対して直線的にリスクが増えるとす

る考えは、あくまで被ばくを低減するためのいわば手段として用いられる。すなわち、予測さ

れた被ばくによるリスクと放射線防護措置等による他の健康リスク等、リスク同士を比較する

際に意味がある。

（b） リスクの程度の理解

事故による被ばくのリスクを、自発的に選択することができる他のリスク要因（例えば医療

被ばく）等と単純に比較することは必ずしも適切ではない。しかしながら、他のリスクとの比

較は、リスクの程度を理解するのに有効な一助となる。

　放射線の健康へのリスクがどの程度であるかを理解するため、放射線と他の発がん要因等の

リスクとを比較すると、例えば、喫煙は１０００～２０００ｍＳｖ、肥満は２００～５００ｍ

Ｓｖ、野菜不足や受動喫煙は１００～２００ｍＳｖのリスクと同等とされる。被ばく線量でみ

ると、例えばＣＴスキャンは１回で数ｍＳｖの放射線被ばくを受ける。また、東京－ｉｇ間の

航空機旅行では、高度による宇宙線の増加により、１往復当たり０．２ｍＳｖ程度被ばくする

とされている。

　放射線防護上では、１００ｍＳｖ以下の低線量であっても被ばく線量に対して直線的に発が
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んリスクが増加するという考え方は重要であるが、この考え方に従ってリスクを比較した場

合、年間２０ｍＳｖ被ばくすると仮定した場合の健康リスクは、例えば他の発がん要因（喫

煙、肥満、野菜不足等）によるリスクと比べても低いこと、放射線防護措置に伴うリスク（避

難によるストレス、屋外活動を避けることによる運動不足等）と比べられる程度であると考え

られる。

　ｈ　まとめ（乙Ａ１・１９、２０頁）

（a） 国際的な合意に基づく科学的知見によれば、放射線による発がんリスクの増加は、１

００ｍＳｖ以下の低線量被ばくでは、他の要因による発がんの影響によって隠れてしまうほど

小さく、放射線による発がんのリスクの明らかな増加を証明することは難しい。

　しかしながら、放射線防護の観点からは、１００ｍＳｖ以下の低線量被ばくであっても、被

ばく線量に対して直線的にリスクが増加するという安全サイドに立った考え方に基づき、被ば

くによるリスクを低減するための措置を採用するべきである。

　現在の避難指示の基準である年間２０ｍＳｖの被ばくによる健康リスクは、他の発がん要因

によるリスクと比べても十分に低い水準である。放射線防護の観点からは、生活圏を中心とし

た除染や食品の安全管理等の放射線防護措置を継続して実施すべきであり、これら放射線防護

措置を通じて、十分にリスクを回避できる水準であると評価できる。また、放射線防護措置を

実施するに当たっては、それを採用することによるリスク（避難によるストレス、屋外活動を

避けることによる運動不足等）と比べた上で、どのような防護措置をとるべきかを政策的に検

討すべきである。

　こうしたことから、年間２０ｍＳｖという数値は、今後より一層の線量低減を目指すに当

たってのスタートラインとしては適切であると考えられる。

（b） 子供・妊婦の被ばくによる発がんリスクについても、成人の場合と同様、１００ｍＳ

ｖ以下の低線量被ばくでは、他の要因による発がんの影響によって隠れてしまうほど小さく、

発がんリスクの明らかな増加を証明することは難しい。一方、１００ｍＳｖを超える高線量被

ばくでは、思春期までの子供は、成人よりも放射線による発がんのリスクが高い。

　こうしたことから、１００ｍＳｖ以下の低線量被ばくであっても、住民の大きな不安を考慮

に入れて、子供に対して優先的に放射線防護のための措置をとることは適切である。

（オ） 公益財団法人放射線影響研究所（以下「放影研」という。）による発表

放影研の発表した「放影研における原爆被爆者の調査で明らかになったこと」と題する書面

では、放影研における原爆被爆者の疫学調査から明らかになった放射線の長期的な健康影響

は、３０歳で１Ｓｖ（１０００ｍＳｖあるいは１００万μＳｖ）の放射線に被ばくした場合、

男女平均して７０歳で固形がん（白血病以外の普通の意味でのがん全体を指す。）により死亡

する頻度が約１．５倍に増加するが、このリスクは１００－２００ｍＳｖ以上では放射線の被

ばく線量に正比例しているが、それ以下ではどういう関係になっているかは分かってはいな

い。ただ、もしがんのリスクは被ばく線量に比例的で「しきい値」（それ以上の被ばくで影響

があり、それ以下で影響がない境目の被ばく線量）がないと考えるならば、１００ｍＳｖでは

約１．０５倍、１０ｍＳｖでは約１．００５倍と予想されるとする。（甲Ａ１０）

（カ） 医師ｉｈ（以下「ｉｈ医師」という。）の意見書及び添付資料（甲Ａ１４０、甲１

４１の１の１～甲Ａ１４１の５３の３まで）

　ｉｈ医師は、約３０年間、広島において原爆被爆者に対する医療等を行い、平成２１年に福

島に転居し、本件事故後は住民に放射線の基礎的な知識、放射線の人体障害についての説明を

行うなどしてきた医師である。本意見書は、放射線の生物学的影響に関する基礎的知見と疫学

的知見を概説するほか、本件事故の放射能汚染と避難によって作られたリスクの特性等につい

て言及するものであり、以下の記載がある。

　低線量域における点推計値は、一定の発症率を示すものでも疫学的有意性は得られないとい
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うことになる。１００ｍＳｖ以下で有意性が確認されなかったという表現は、このような意味

なのである。様々な発がん因子に取り囲まれて生活している人間社会においては、特に低線量

域で放射線被ばくのみのリスクを検出することは事実上不可能な場合が多く、もっと正確にい

えば他の発がん因子との共同成因的関与で発がんに至っていることが実際だからである。

　しかし、そのことは低線量域で被ばくによる発がんリスクが存在しないこと、関与していな

いことを意味していることではない。原爆被爆者の疫学データが示した線形性相関関係の意義

は、ごく低い線量から被ばく線量の増大にしたがってリスクも増大していると理解するもので

あり、安全側に立った立場（放射線防護の立場）を支えているものである。

　発がんリスクは相対的高線量域（１８０ｍＧｙ以上）から低線量域へ向けて、いずれかの

ルートをとって低下していることになる。

しかし、いずれにしても原点（０）にたどり着くまでリスクは維持されることになる。低線

量域における放射線被ばくと人体障害性に関する疫学知見は、医療被ばくの膨大化を背景に増

加してきている。なかには極めて低い線量域において、がんの過剰リスクを示唆する報告も示

されてきている。

　しかし、個々の報告はそのポジティブな知見とともに、同時にいくつかの研究上の限界、未

解明点をも有しており、研究の蓄積が一層必要とされている。冷静に見て低線量域の人体障害

についての知見はまだ検証過程にあるといえるが、近年の低線量被ばくに関する疫学は、低線

量被ばくは人体に影響ないとする考えを受容してはいない。

（以上、甲Ａ１４０・１６～１９、２５頁）

（キ） ｉｉ氏の見解

放射線医学総合研究所で主任研究官を務めた経験のあるｉｉ（以下「ｉｉ氏」という。）は

「放射線による遺伝子障害に安全量はない」と題する論稿（甲Ａ１８８の１）において、ＬＮ

Ｔ（しきい値なし直線）モデルはＵＮＳＣＥＡＲやＩＣＲＰが受け入れており、発がんに関し

て放射線に安全量はないという考え方が世界の主流であると述べるとともに、ＬＮＴモデルに

ついて、放射線によるＤＮＡ損傷のメカニズムや実験結果、広島・長崎の原爆被爆者の生涯追

跡調査といった疫学調査等の基礎科学的、疫学的知見を総合して得た知見に基づいた結果であ

ると考えてよいのではないかと述べている。（甲Ａ１８８の１・２２～２４頁）

イ 放射線による健康影響に関する調査の結果

（ア） 福島県が実施した内部被ばく検査

福島県が実施した県民健康調査におけるホールボディカウンターによる内部被ばく検査の結

果によると、平成２３年６月２７日から平成３１年３月３１日までに検査を受けた累計２５４

３人（男性９９８人、女性１５４５人）のａｂ町民について、預託実効線量（注：体内から受

けると思われる内部被ばく線量について、成人で５０年間、子供で７０歳までの累積線量を表

したもの）が１ｍＳｖ以上の被検査者はいなかった。Ｎ地区については、平成２３年６月２７

日から８月３１日までを実施期間として、住民２１３人（男性１１３人、女性１００人）に対

して先行検査がされたが、いずれの被検査者も預託実効線量は１ｍＳｖ未満であり、健康に影

響が及ぶ数値ではなかった旨報告されている。（乙Ｂ１７０、乙Ｂ１７２）

（イ） 福島県が実施した外部被ばく線量推計

福島県が実施した県民健康調査による外部被ばく線量推計結果によると、本件事故発生後４

か月間の外部被ばくの積算線量推計は、平成３０年３月３１日現在、調査対象となったａｂ町

民３６５７人について、１ｍＳｖ未満が６３９人、１ｍＳｖ以上２ｍＳｖ未満が２７５０人、

２ｍＳｖ以上３ｍＳｖ未満が１８５人、３ｍＳｖ以上４ｍＳｖ未満が５６人、４ｍＳｖ以上５

ｍＳｖ未満が１７人となっており、約９９．７％の対象者が５ｍＳｖ未満、約９２．６％の対

象者が２ｍＳｖ未満であった。調査結果の結論として、４か月間の外部被ばく線量推計値では

あるが、放射線による健康被害があるとは考えにくいとされている。（乙Ｂ１２１）
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（５） Ｎ地区の除染状況、空間放射線量、放射性物質の状況等

ア 除染計画及びその実施、除染廃棄物の状況等

（ア） 除染計画及びその実施、効果等

　ａ　除染計画の概要

　被災地域における全ての除染活動及び除染活動により発生する除去物質の管理に取り組むた

め、平成２３年８月に「平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力

発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」

（平成２３年法律第１１０号、以下「特別措置法」という。）が制定され、原子力災害対策本

部は、同年８月２６日に「除染に関する緊急実施基本方針」を決定し、特別措置法施行までの

除染の方針を示した。同基本方針の考えは、同年１１月になされた特別措置法に基づく基本方

針の閣議決定に引き継がれた。

　土壌等の除染等の措置に係る目標値については、ＩＣＲＰの平成１９年勧告、原子力安全委

員会の「今後の避難解除、復興に向けた放射線防護に関する基本的な考え方について」等を踏

まえて設定するものとされた。具体的には、自然被ばく線量及び医療被ばく線量を除いた被ば

く線量（以下「追加被ばく線量」という。）が年間２０ｍＳｖ以上である地域については、当

該地域を段階的、かつ、迅速に縮小することを目指すこととされ、追加被ばく線量が年間２０

ｍＳｖ未満である地域については、長期的な目標として追加被ばく線量が年間１ｍＳｖ以下と

なることとするほか、平成２５年８月末までに、平成２３年８月末と比べて、放射性物質の物

理的減衰等を含めて、一般公衆の年間追加被ばく線量が約５０％減少した状態を、子供の年間

追加被ばく線量が約６０％減少した状態を、それぞれ実現することが目標とされた。

　また、福島第一原発から２０ｋｍ圏内の警戒区域及び個人の年間積算被ばく線量が２０ｍＳ

ｖを上回ると予想される計画的避難区域は、「除染特別地域」に指定され、政府が実施主体と

なり、除染を進めていくこととされた。

（以上、甲Ａ１８４・９、２５～３１頁、乙Ｂ１７５・２頁、弁論の全趣旨）

　ｂ　除染の実施及びその効果

　平成２５年１２月に環境省から公表された「基本方針の目標に係る評価について」では、平

成２５年８月末までに除染を実施した除染特別地域の約１万２０００施設（学校、公園・広

場、住宅、道路、森林、農地、牧草地等）、約１０万の測定点を対象として行われた年間追加

被ばく線量の低減率の平均について、一般公衆に関しては、物理的減衰等による低減率が約４

０％、除染による２年間の低減率が約２７％となり、合計約６７％の低減が認められ、子供に

関しては、物理的減衰等による低減率が約４０％、除染による２年間の低減率が約２６％とな

り、合計約６６％の低減が認められたとして、上記ａの目標は達成されていると評価された。

他方、土地の利用区分ごとの平均的な低減率を見ると、公共施設等については約３４％、住宅

地については約４３％、道路については約３３％、農地については約３４％、森林については

約２２％となっており、森林の低減率は相対的に低い傾向となったとされている。（甲Ａ１８

４・２１０～２１９頁）

　ｃ　農用地（田畑、牧草地）、森林の除染の方法

（a） 農用地（田畑、牧草地）の除染方法

空間線量率が比較的高い地域の農用地においては、バックホウ等を用いて表土の削り取りを

行い、その際には、あらかじめ表層からの汚染の深さを確認し、最適な剥ぎ取り厚さを設定す

ることが必要であるとされている。また、土壌中の放射性セシウム濃度が５Ｂｑ／ｋｇ以下の

農用地では除去物が発生しない反転耕（汚染された表層の土を下層に、下層の汚染のない土壌

を表層に置くように土壌を反転させる。）を実施することが可能とされ、その際には事前に地

下水位を測定し、その深さに留意することとされている。（甲Ａ１８４・１１５～１１７頁）

　なお、牧草地を所有していた原告の中には、広大な牧場の放射性物質を完全に取り除くのは
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困難であり、除染による表土剥ぎ取りで牧草がなくなると土砂が流出して下流域の田畑や居住

者に被害を与えるおそれがあることから、除染は実施していない者もいる。（甲Ｃ１０７第１

０・４５頁、原告●●●・３６頁、検証調書の別紙「第３回検証・指示説明」・１３頁）

（b） 森林（生活圏近隣）の除染方法

林縁から２０ｍまでの範囲において、５ｍごとを目安に段階的に除染の試験施工を実施し、

生活環境における線量低減効果を確認して、除染の範囲を決定する（後記（ウ）参照）。その

上で、除染範囲について、落葉等の堆積有機物を熊手等で除去し、それだけでは生活環境にお

ける放射線量の低減効果が得られない場合には、その残渣物を竹箒等で除去する。また、常緑

針葉樹林に関しては、生活環境における放射線量に対する林縁部の立木からの寄与度が高いと

考えられる場合、樹木の生育に著しい影響が生じない範囲で、林縁部の立木の枝葉の剪定や枝

打ちを行い、切り落とした枝葉を回収する。（甲Ａ１８４・１２３、１２４頁）

（イ） Ｎ地区の除染について

上記（ア）ａのとおり、平成２３年４月２２日に計画的避難区域に指定されたＮ地区におい

ては、国が主体となって除染を実施することとなった。

　環境省は、平成２３年６月２１日にＮ地区の現地調査を実施し、同年１２月７日からＮのモ

デル地区で除染実証実験を開始し、平成２４年３月までに完了した。また、特別地域内除染実

施計画に基づく本格除染に先立ち、除染活動の拠点となる施設（役場、公民館等）、除染を行

う地域にアクセスする道路や除染に必要な水等を供給するインフラ施設などを対象とした除染

を先行して実施した。同年１月１日「放射性物質汚染対処特措法」が施行され、同年８月、ａ

ｂ町の除染実施計画が策定され、平成２５年３月（本格除染の開始は同年４月）から平成２７

年１２月にかけて、居住制限区域及び避難指示解除準備区域の生活圏及び林縁部から森林側に

２０ｍ入った部分の面的除染が実施された。具体的には、宅地約４５０件（学校、公園、墓

地、大型施設を含む。）、農地約６１０ｈａ（果樹園を含む。）、森林約７３０ｈａ（法面、

草地、芝地を含む。）、道路約７１ｈａ、全体として約１６００ｈａの除染が実施された。除

染が実施された全体の面積はＮ地区全体の面積（３４９０ｈａ）の約４５％であり、また、そ

のうち除染が実施された森林の面積はＮ地区の山林面積（２３９０ｈａ）の約３０％である。

（以上、甲Ａ１８４・３４頁、甲Ａ６７３、乙Ｂ１６６・１８頁、乙Ｂ１７３、乙Ｂ１７４、

乙Ｂ１７５・４頁、乙Ｃ９７第１８・２５頁）

なお、ａｂ町のうちＮ地区を除く区域については、ａｂ町が主体となって除染を実施するこ

ととされ、ａｂ町において平成２３年１２月に「ａｂ町放射性物質除染計画」の第１版が策定

され、その後、平成２４年３月に第２版、同年９月に第３版、平成２８年３月に第４版、平成

２９年３月に第５版がそれぞれ策定された。ａｂ町による除染作業は、平成２４年８月から本

格的に開始され、除染実施に欠かせない仮置場の造成・設置と同時進行により、宅地建物を始

めとして、隣接森林、農地、農業用用水路、防火水槽などを対象に面的除染を実施し、平成２

９年６月３０日をもって面的除染が完了した。具体的には、住宅等６０１５か所、公共施設等

１６５か所、道路３５７．７ｋｍ、生活圏森林４６８．１ｈａの除染がされた。（乙Ｂ１７

５、乙Ｂ１７６）

（ウ） 森林の除染について

ａ　国による森林の除染の検討、実施

国は、平成２４年９月に「今後の森林除染の在り方に関する当面の整理について」（以下

「当面の整理」という。）を取りまとめ、住居等近隣の森林（エリアＡ）、利用者や作業者が

日常的に立ち入る森林（エリアＢ）、エリアＡ及びエリアＢ以外の森林（エリアＣ）の三つの

エリアごとに対策の方向性を提示し、課題への対応等を行ってきた。また、平成２５年８月に

は「森林における今後の方向性」を整理し、「当面の整理」に基づき除染を実施してきたエリ

アＡ及びエリアＢについて、更に実施すべき除染等の措置を整理し、生活圏の空間低減のため
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の除染を実施した。一方、エリアＣの除染については、「当面の整理」において、知見が十分

でないため、さらに調査を実施し、その上で判断することが適当とされ、「森林における今後

の方向性」に基づき、放射性物質の流出・拡散等の更なる知見の集積に資するよう、環境省と

林野庁が連携し、実態把握等の取組や実証事業を進めた。

　その後、平成２７年６月に閣議決定された「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」改

訂において、「森林については、森林内の放射性物質の大半が土壌表層に滞留していることを

踏まえ、間伐等の森林整備と土砂流出抑制等の放射性物質対策の一体的かつ長期継続的な推進

により、地表面の土壌の移動や流出を防止し、生活圏への放射性物質の移動を抑制する。」と

されていることや、環境省及び林野庁が実施した実証事業等により得られた知見を始めとした

森林における放射性物質対策についてこれまでに得られた知見等を踏まえ、同年１２月２１

日、「森林における放射性物質対策の方向性について」を示した。

（以上、甲Ａ４９９・１頁）

　ｂ　「森林における放射性物質対策の方向性について」の内容

　「森林における放射性物質対策の方向性について」の中では、放射性物質対策の進め方とし

て、以下のとおり、森林のエリアごとに考え方が示されている。（甲Ａ４９９・５、６頁）

（a） エリアＡについては、これまで森林周辺の居住者の生活環境における放射線量を低減

する観点から、生活圏と森林地帯の境である林縁から約２０ｍまでの範囲において、落葉等の

堆積有機物の除去を、５ｍごとを目安に段階的に実施する試験施工を行い、生活環境における

放射線量の低減状況を確認することで除染の範囲を決定し、落葉等の堆積有機物の除去を実施

しているほか、必要に応じて、林縁の立木の枝葉の除去や林縁から５ｍの堆積有機物残渣除去

を行うとともに、谷間にある線量が高い居住地を取り囲む森林等については効果的な個別対応

を例外的に２０ｍよりも広げて実施することを可能としている。エリアＢについては、日常的

に人が立ち入る場の利用の実態を把握し、これに応じて効果的・合理的な除染方法及び除染の

範囲・対象を適切に検討した上で、除草、堆積有機物の除去等を実施している。これらのエリ

アＡ及びエリアＢについての除染の方針は、平成２７年１２月時点における知見を踏まえても

適切なものであり、引き続き必要な除染を進めていくことが適当であるとされた。

（b） エリアＣについては、広大な森林であり、残存している放射性物質が放出・飛散し、

生活圏が再度汚染されることを懸念する声があることを踏まえ、森林から生活圏への放射性物

質の流出・飛散に関する調査結果等から得られた知見に基づき、住民の安全安心を確保するた

めに必要な流出・拡散防止対策を進めることが重要であるとしつつも、生活圏の空間線量率に

影響を与えるようなエリアＣの森林からの放射性セシウムの飛散は確認されていないことか

ら、現時点においては、森林からの飛散による生活権への影響を防止するための特段の対応は

行わず、必要に応じてモニタリングを継続することが適当であるとされる。また、森林の表層

は微妙な環境で成り立っており、その堆積有機物や土壌は森林にとって非常に重要なものであ

るため、広範囲にわたって森林の堆積有機物を除去すれば、土壌流出や地力低下による樹木へ

の悪影響が懸念されるとともに、エリアＣに相当する森林（住民の生活圏から２０ｍの範囲以

外の森林）の堆積有機物除去は、一般的には林縁の空間線量率の低減にほとんど効果がないと

考えられることから、現状においては、基本的には実施しないことが適当であるとされた。

　他方、エリアＣの森林からの土壌等の流出については、部分的に下層植生が衰退している箇

所において環境省が実施した実証事業の結果から、生活圏の空間線量率に明確な影響を与える

放射性物質の流出は確認されていない一方、降水量が多い場合には森林の土壌等の流出量が増

加することが示唆されており、森林の下層植生の状況、斜面の傾斜角や形状等によっては、放

射性物質が付着した土壌が雨水とともに流出し、その一部が居住地等周辺に経年的に蓄積する

ことも考えられることから、除染実施後の宅地等における事後モニタリングの結果等におい

て、堆積有機物や林床植生等による土壌の被覆率が低く、勾配が急で、かつ、汚染度の高い森

201/256第一法規『D1-Law.com 判例体系』



林から経年的に土壌等が流出した影響と考えられる再汚染により、除染の効果が維持されてい

ない箇所が確認された場合には、森林の表層をかく乱することのないように配慮しつつ、現場

の状況に応じて、エリアＣの森林からの土壌の流出防止に効果がある箇所に柵や土のう等を設

置することとされた。

　ｃ　国の方針に対する反応等

　国は、上記ａ及びｂのとおり、平成２７年１２月、「森林における放射性物質対策の方向性

について」を示し、住民の生活圏から２０ｍの範囲以外の大部分の森林除染を実施しない方針

を固めたが、この方針に対しては、福島県や本件原発周辺の関係自治体、地元住民から、森林

内に留まる放射性セシウムが大雨や風で平地に降りてくる懸念や、林業やキノコ栽培など山を

利用した仕事の再開への期待から、広範囲の森林除染を望む声が多く示され、方針の見直しが

要望された。

　その後、国は、県内自治体などから要望が相次いだ現状を踏まえ、平成２８年２月、住民の

生活圏に近く、日常生活と密接な関係にある森林の環境を回復させて住民の安全・安心を高め

る観点から、自治体や住民の意向、住民の立入頻度などを考慮して、「里山」の除染を実施す

る方向で検討を始め、復興庁と環境省、農林水産省による作業チーム「福島の森林・林業の再

生のための関係省庁プロジェクトチーム」を立ち上げた。同プロジェクトチームは、同年３

月、「福島の森林・林業の再生に向けた総合的な取組」を取りまとめ、同年９月に里山再生モ

デル事業の実施を決めた（前記（２）キ（ウ）参照）。

（以上、甲Ａ２３６、甲Ａ２４１～甲Ａ２４７、甲Ａ５０１、甲Ａ５０２）。

　ｄ　森林における放射性物質に関する調査の結果等

（a） 森林内における放射性セシウムについて

日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）が、森林内の各部における放射性

セシウムの分布状況を把握するために、ｆｌ村ｉｊ地区においてスギ林を対象とした調査を実

施したところ、平成２７年１０月末時点のスギ立木及び森林土壌におけるセシウム１３７の蓄

積量を比較すると、森林内のセシウム１３７の蓄積量の約１０％がスギ立木に分布し、その余

は森林土壌に分布しており、森林土壌に多くのセシウム１３７が蓄積されていることが示され

た。そして、森林土壌では、深い位置にある鉱物土壌層で最も蓄積量が多く、次いで腐植層

（落葉等が分解され原型が崩れている層）及びリター層（新鮮な落葉等が堆積している層）の

順となり、有機物が大部分を占める腐植層にも比較的多くのセシウム１３７が存在する状況に

あることが判明した。（甲Ａ７７７・１２、１３頁）

（b） 森林からの放射性セシウムの流出について

放射性セシウムは、降雨、樹幹流及びリターフォールに伴い林床（森林の地表面）へ移動

し、林床に到達した放射性セシウムは表面流と土砂移動に伴い林外へ移動すると考えられると

ころ、原子力機構は、全ての移動プロセスが関与する林床を基準として、放射性セシウムの流

出及び流入状況を観測するための観測プロットを各調査地に設置し、観測を実施した。そし

て、林床に直接沈着ないしは移行した放射性セシウムは、落葉落枝を含む堆積有機物層からそ

の下の鉱質土層に移動する一方、土壌粘土粒子と強く結合することから、鉱質土層へ移動した

放射性セシウムの大部分は表層部分に貯留されている状態となり、この状態は、放射性セシウ

ムが可溶化して下方へ移動し、地下水を汚染する可能性が極めて低いことを示す一方で、降雨

や融雪による土砂流出時に、土粒子に吸着した高濃度の放射性セシウムも一緒に流出し、その

結果、下流水域や河川氾濫原への集積（再汚染）が生じる可能性があるとの認識が示されてい

る。

　原子力機構が、平成２５年と平成２６年の４月から１１月期に、Ｎ地区において、放射性セ

シウムの流出入量を調査観測したところ、林床へ流入するセシウム１３７の量は林床から流出

するセシウム１３７の量を上回っており、森林内に留まる傾向があると考えられている。ま
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た、国立環境研究所が福島県のｉｋ川上流及びｉｌ川上流の森林小流域について、放射性セシ

ウムの流出量を確認したところ、台風の襲来時等、年に二、三回程度発生する大規模な降雨の

際の放射性セシウム流出量が年間の流出量の大部分を占めることが確認されたが、他方、降雨

時において発生する放射性セシウムの流出量は森林流域に沈着した原発事故由来の放射性セシ

ウム量と比べると非常に少なく、年間流出率で評価した場合、平成２４年９月から平成２７年

９月まで３年間の調査を行ったｉｋ川上流の森林小流域では０．０４～０．１６％、平成２６

年１月から平成２７年１２月までの２年間の調査を行ったｉｌ川上流の森林小流域では０．０

８～０．３８％と推定された。年間流出率は、年ごとの雨の降り方によって変動するものの、

観測史上最大規模の豪雨（平成２７年関東・東北豪雨）が生じた年においても森林内の沈着量

の０．４％未満と推定されており、本件事故によって森林に沈着した放射性セシウムは、土壌

を主体として長期的に森林流域に貯留、保持され続けることが示唆されている。

（以上、甲Ａ７７７・２１、２４～２８頁）

　そのほか、Ｎ地区において、平成２３年７月中旬から平成２４年５月下旬の間で、スギ若齢

林に設置した試験斜面枠（１１０ｍ
2
）から流出した放射性物質量が調査されたところ、流出率

は０．２％であり、森林内にたまった放射性物質が生活範囲に流出する量はかなり小さいと考

えられている。（甲Ａ１８５）

（c） 風雨による空間線量率の変化について

環境中に放出された放射性セシウムは、表層土壌粒子や枝葉等の植物に付着しており、これ

らの存在が空間線量率を高める原因になり得るとの問題意識から、空間線量率と雨量、風向風

速等の気象条件の関係が観測調査されたところ、Ｎ地区に設置された気象観測装置一体型放射

線センサーで観測された１ｍ空間線量率は、風速１０ｍ／ｓ以上の強風が観測された期間（平

成２６年５月上旬から中旬）や、２時間で６０ｍｍ以上の雨が降り、測定箇所の山間部の林道

を濁流が流れるほどの大雨が降った時（平成２６年８月２２日）においても、空間線量率の増

加は見られなかったとされている。（甲Ａ７７７・４６～４９頁）

（d） 森林内の空間線量率の変化について

Ｎ地区において、スギ壮齢林（３５年生）、スギ若齢林（１９年生）及び広葉樹混交林に観

測タワーが設置され、樹冠（森林の上部）と林床（森林の地表面）における空間線量率の測定

が平成２３年７月から実施されている。ａｂ町における調査事例では、事故直後、スギ林では

林床よりも樹冠部で高い空間線量率が確認され、広葉樹混交林では林床で高い空間線量率が確

認された。これらは、事故時にスギは着葉していたため、放射性セシウムは主に樹冠部の針葉

等に沈着し、広葉樹混交林では落葉期であったため放射性セシウムは主に林床へ沈着したもの

と考えられる。また、時間の経過とともに、スギ林及び広葉樹混交林ともに、樹冠部の空間線

量率は大きく減少するものの、樹冠部と比較して林床では空間線量率の減少が遅く、樹冠部か

ら林床へ放射性セシウムが移動した影響と考えられる。林床１ｍ高さの空間線量率は、スギ壮

齢林、スギ若齢林及び広葉樹混交林について、いずれの森林でも低下する傾向となった。広葉

樹混交林では、物理減衰による減少速度とほぼ同じ速度で低下していることが確認され、スギ

若齢林では物理減衰と同等かわずかに速い速度で空間線量率が低下している。一方、スギ壮齢

林については空間線量率の低下傾向が経過日数１２００日以降は大きいことが確認されてい

る。樹冠部における空間線量率は、測定開始以降、スギ林と広葉樹混交林ともに、物理減衰に

ほぼ等しい低下傾向を示している。（甲Ａ７７７・５１、５２頁）

　ｅ　河川の除染

　水の遮へい効果があること、陸域からの土砂の流入や流域内での土砂の移動などがあること

から定期的にモニタリングを行いつつ、調査・研究により知見の蓄積を行った上で対応を検討

することとされていたが、平成２６年８月に環境省は「今後の河川・湖沼等における対応の考

え方の整理」を発表し、「水が干上がった場合等に、水の遮へい効果が期待できず、放射性セ
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シウムの蓄積により空間線量率が高く、かつ、一般公衆の活動が多い生活圏に該当すると考え

られる箇所については、必要に応じ、除染を実施する。」等の基本的考え方を示した。（甲Ａ

１８４・１９頁）

（エ） 除染廃棄物の状況

ａ　除染廃棄物の処理の流れ

除染により放射性物質を含む土壌や側溝の汚泥、草木や落葉は、フレキシブルコンテナ（フ

レコンバッグ）や大型土のうなどに入れた上で、市町村の協力を得て決定した場所（仮置場又

は現場保管）において３年程度保管した後、福島県内の中間貯蔵施設へ移動させて、３０年以

内に福島県外の最終処分施設で処分を完了するものとされている。

　特別措置法４１条１項において定められた除去土壌の保管の基準に関する環境省令の内容を

具体的に説明する「除去土壌の保管に係るガイドライン」において、除去土壌を安全に保管す

るための施設要件や管理要件が整理されているほか、その要件に適合すると考えられる具体的

な施設使用・安全管理の内容や方法について例示されている。具体的には、仮置場は居住地域

から４ｍ以上離した上で柵などを設置し、人が誤って近づかないようにするほか、除染廃棄物

を入れたフレキシブルコンテナ（フレコンバッグ）等は、遮水シート等の水を通さない層の上

に置き、その周囲を厚さ３０ｃｍ以上の山砂入りの遮へい土のう又は覆土で囲み、上部を防水

シート等で覆う措置をとることとされている。また、仮置場の設置後は、定期的に敷地境界で

の空間線量率や地下水の放射性物質の濃度を測定して安全性を確認し、異常が発見された場合

は原因を明らかにするとともに、遮へい材の追加や施設の補修などの対策を速やかに行うこと

とされている。そして、除染廃棄物を中間貯蔵施設へ移動させた仮置場の跡地は、汚染が残っ

ていないか確認することとされている。

（以上、甲Ａ１８４・１３８～１４２頁）

　ｂ　Ｎ地区の仮置場

　Ｎ地区の仮置場の多くは元々田んぼであった場所であり、田んぼの除染により土壌が剥ぎ取

られ、田んぼの土として造られた土がなくなったこともあり、仮置場として利用されることと

なった。平成２８年１１月時点で、Ｎ地区全体では田んぼの総面積の約３割程度が仮置場とし

て利用され、Ｎ地区の仮置場の総面積約１０７万ｍ
2
のうち約８割の８８万ｍ

2
が元農地であっ

た。Ｎの多くの地区の水源地となっているｉｍ川の近くや山間部の水源地の近くにも仮置場は

存在している。

　Ｎ地区内には仮置場が国道（省略）号線沿いの田んぼを中心として４３か所（仮置場の中に

は除染廃棄物が搬入されていない場所もある。）あり、そこに可燃物と不燃物合わせて６３万

袋以上のフレキシブルコンテナ（フレコンバッグ）に入れられた除染廃棄物が搬入、仮置きさ

れた。除染廃棄物の総量は約５８万６０００トンに及ぶ。令和２年６月末時点で、そのうち約

３４万袋（可燃物につき６２．４％、不燃物につき４９．８％）が搬出されたが、依然として

約２９万袋が仮置場に残存しており、１３か所の仮置場については可燃物、不燃物のいずれも

搬出作業が全く進んでいない。

　Ｎ地区の住居地の目の前に除染廃棄物のフレキシブルコンテナ（フレコンバッグ）が積み上

げられている原告や所有する農地が現に仮置場として利用されている原告もいる。

（以上、甲Ａ９７・写真〈26〉～〈29〉、甲Ａ２３９、甲Ａ５１３～５２３、甲Ａ６７７・７

頁、甲Ａ６７８・５２～５９頁、甲Ａ６９０、甲Ｃ９０第１・１１頁、甲Ｃ９０第９・写真

１～４、甲Ｃ９７第１・１５頁、甲Ｃ１０６第７・写真９、１０、甲Ｃ１３２第１・９、１４

頁、甲Ｃ１３２第２・写真〈43〉～〈50〉、甲Ｃ１３２第３・写真１６～１８、２６～３１、

３６、３７、甲Ｃ１７１第１・９頁、原告●●●・１２、１３頁、原告●●●・３０頁、原告

●●●・３、４頁、原告●●●・３０、３１頁、原告●●●・２９、３０頁、原告●●●・１

６、１７頁、原告●●●・２０頁、検証調書の別紙「第３回検証・指示説明」・６、７頁）
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イ Ｎ地区の空間放射線量の推移

（ア） 追加被ばく線量年間１ｍＳｖを一時間当たりの空間線量率に換算すると０．１９

（自然放射線量を加えると、０．２３）μＳｖ／ｈになり、追加被ばく線量年間５ｍＳｖを一

時間当たりの空間線量率に換算すると０．９５μＳｖ／ｈに、追加被ばく線量年間２０ｍＳｖ

を一時間当たりの空間線量率に換算すると３．８μＳｖ／ｈになる。これは、１日のうち屋外

に８時間、遮へい効果（木造家屋を念頭に０．４倍）がある屋内に１６時間滞在するという生

活パターンを想定したものである（追加被ばく線量年間１ｍＳｖを例とする計算式は、１ｍＳ

ｖ＝（０．１９［μＳｖ／ｈ］×８［時間］＋０．１９［μＳｖ／ｈ］×０．４×１６［時

間］）×３６５［日］）。（乙Ａ３・２頁、乙Ｂ１７５・５頁、弁論の全趣旨）

（イ） 福島県（後に実施主体が国に変更）が本件事故直後の平成２３年３月１４日から実

施したＮ郵便局（後にＮ駐在所に変更。いずれも６区に所在する。）における空間線量モニタ

リングによると、３月１８日に１５．１２μＳｖ／ｈ、同月１９日に１２．８μＳｖ／ｈ、同

月２０日に１３．８μＳｖ／ｈ、同月２１日に８．８３μＳｖ／ｈ、同月２２日に８．４３μ

Ｓｖ／ｈ、同月２３日に６．５７μＳｖ／ｈ、同月２４日に６．７３μＳｖ／ｈ、同月２５日

に６．２５μＳｖ／ｈ、同月２６日に５．７３μＳｖ／ｈ、同月２７日に５．８μＳｖ／ｈ、

同月２８日に５．３２μＳｖ／ｈ、同月２９日に４．０７μＳｖ／ｈの空間放射線量率が測定

された。（乙Ｃ９７第１８・８頁）

（ウ） ａｂ町では、平成２３年４月５日から、Ｎ地区を含む全ての地区の保育園、幼稚

園、小学校、中学校、高校、地区公民館の一部、町で決定した定点の２５か所の空間線量率調

査を毎日実施し、町民に情報提供していた。また、同年８月９日からは公共施設や町で詳しく

放射線量を調査すべき２８か所を追加して週２回空間線量率の調査を行うこととして、計５３

か所の空間線量率調査を実施し、平成２５年１２月からは学校施設、地区公民館などを中心に

全町内７４か所にモニタリングポストを設置し、リアルタイムで空間放射線量率を確認できる

体制を整備した。（乙Ｂ１７５・２、３頁）

　Ｎ地区内の７～２３か所の測定場所（基本的に屋外地上１ｍ地点であるが、５０ｃｍ地点を

測定した場所もある。）において、平成２３年４月５日に２．８２～１０．７０μＳｖ／ｈ

（７か所）、同年１０月１日に１．１１～５．８５μＳｖ／ｈ（７か所）、平成２４年４月１

日に０．７８～３．８９μＳｖ／ｈ（７か所）、同年１０月１日に０．３４～３．８６μＳ

ｖ／ｈ（８か所）、平成２５年４月１日に０．３４～３．４２μＳｖ／ｈ（８か所）、同年１

０月１日に０．２８～２．４９μＳｖ／ｈ（１４か所）、平成２６年４月１日に０．１９～

２．２２μＳｖ／ｈ（１４か所）、同年１０月５日に０．１６６～１．５２５μＳｖ／ｈ（２

３か所）、平成２７年４月１日に０．１５１～１．３４０μＳｖ／ｈ（２３か所）、同年１０

月１日に０．１２５～１．１５４μＳｖ／ｈ（２３か所）、平成２８年４月１日に０．１１

２～１．０６８μＳｖ／ｈ（２３か所）、同年１０月１日に０．１０２～０．９０７μＳｖ／

ｈ（２３か所）、平成２９年４月１日に０．０９２～０．８３７μＳｖ／ｈ（２３か所）、同

年１０月１日に０．０９４～０．８４５μＳｖ／ｈ（２３か所）、平成３０年４月１日に０．

０９４～０．７８１μＳｖ／ｈ（２３か所）、同年１０月１日に０．０８６～０．７１０μＳ

ｖ／ｈ（２３か所）、平成３１年４月１日に０．０８２～０．６９６μＳｖ／ｈ（２３か

所）、令和元年１０月１日に０．０８５～０．７０９μＳｖ／ｈ（２１か所）、令和２年４月

１日に０．０７５～０．６４７μＳｖ／ｈ（１９か所）、同年８月２５日に０．０７９～０．

６６４μＳｖ／ｈ（２０か所）の空間放射線量率が測定された。（乙Ｂ１６９）

（エ） これらの地点のうち、Ｎ小学校（旧避難指示解除準備区域）については、平成２３

年４月５日時点で５．４３μＳｖ／ｈ、平成２４年４月１日時点で２．４２μＳｖ／ｈ、平成

２５年４月１日時点で０．３４μＳｖ／ｈ、平成２６年４月１日時点で０．１９μＳｖ／ｈ、

平成２７年４月１日時点で０．２５４μＳｖ／ｈ、平成２８年４月１日時点で０．２２９μＳ
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ｖ／ｈ、平成２９年４月１日時点で０．１８３μＳｖ／ｈ、平成３０年４月１日時点で０．１

４９μＳｖ／ｈ、平成３１年４月１日時点で０．１２８μＳｖ／ｈ、令和２年４月１日時点で

０．１１９μＳｖ／ｈ、同年８月２５日時点で０．１１８μＳｖ／ｈの空間放射線量率が測定

された。（乙Ｂ１６９）

　また、ｂｐ町との境に位置するｈｎ（旧居住制限区域）については、平成２３年４月５日時

点で１０．７０μＳｖ／ｈ、平成２４年４月１日時点で３．８９μＳｖ／ｈ、平成２５年４月

１日時点で３．４２μＳｖ／ｈ、平成２６年４月１日時点で２．２２μＳｖ／ｈ、平成２７年

４月１日時点で１．２８３μＳｖ／ｈ、平成２８年４月１日時点で０．９９８μＳｖ／ｈ、平

成２９年４月１日時点で０．７６９μＳｖ／ｈ、平成３０年４月１日時点で０．７３８μＳ

ｖ／ｈ、平成３１年４月１日時点で０．６１４μＳｖ／ｈの空間放射線量率が測定された。同

じく、居住制限区域であったＮ・ｊｒ８区のｊｓセンターにおいては、平成２６年４月１日時

点で１．０８μＳｖ／ｈ、平成２７年４月１日時点で０．６５Ｓｖ／ｈ、平成２８年４月１日

時点で０．５４μＳｖ／ｈ、平成２９年４月１日時点で０．４１μＳｖ／ｈ、平成３０年４月

１日時点で０．４０μＳｖ／ｈ、平成３１年４月１日時点で０．３４μＳｖ／ｈの空間放射線

量率が測定された。（乙Ｂ１６６・１３頁）

（オ） Ｎ地区においては、本格除染直後にモニタリングを実施し、平成２６年５月から平

成２７年３月までに、局所的に線量の高い箇所（ホットスポット）と認められた２０４４か所

（避難指示解除準備区域１３６５か所、居住制限区域６７９か所）の除染を実施したところ、

平均空間線量率は、地上１ｃｍ地点で６．３１μＳｖ／ｈから１．２８μＳｖ／ｈに（約８

０％減）、地上１ｍ地点で１．０９μＳｖ／ｈから０．６７μＳｖ／ｈに（約３８％減）低減

した。その後も、環境省において、継続的にモニタリングを実施して除染効果が維持されてい

ることを確認し、モニタリングの結果、仮に部分的に除染効果が維持されず空間線量率に影響

を与えているような箇所があった場合には、モニタリングの結果や現場の状況に応じて、合理

性や実施可能性を判断し、必要なフォローアップ除染を行うこととされている。

　他方、ａｂ町議会は国に対して、平成２８年６月７日付け「国の直轄除染に関する意見書」

を提出し、除染事業の結果、Ｎ地区の住宅の空間線量率は一定程度低減したが、ホットスポッ

トが２０４４か所にのぼるなど、多くの課題を残しており、再除染を要望する住民の声が寄せ

られている一方、ホットスポット対策やフォローアップ除染対策のいずれについても、実施す

るか否かの判断基準が明らかにされておらず、環境省内の恣意的な判断で行おうとしているな

どとして、住民の要望する再除染を国の責任において平成２８年度内に完了するよう要望し

た。

　平成２８年６月６日に、Ｎ地区の宅地等で空間線量率の測定が行われたところ、旧居住制限

区域のｊｒ８区の宅地で０．７～１．３μＳｖ／ｈ、未除染の山側で２．３～３．０μＳｖ／

ｈの空間線量率が、旧避難指示解除準備区域のｊｑ６区の宅地で０．３５μＳｖ／ｈ、小屋前

で０．６３μＳｖ／ｈ、隣接ほだ場で０．９３～１．０４μＳｖ／ｈの空間線量率がそれぞれ

測定された。

（以上、甲Ａ１８４・２０頁、甲Ａ５０７～甲Ａ５０９、原告●●●・２４～２６頁）

（カ） 平成２８年１１月１０日に行われた検証及び令和元年１０月２３日に行われた現地

進行協議の際の空間放射線量率測定の結果

　ａ　平成２８年１１月１０日の検証

　当事者双方が持参した線量計を用いて空間放射線量率を測定したところ、〈１〉原告●●●

（原告番号１０７－１）が営んでいた●●●牧場の牧草地（ｊｒ２区）で１．０１μＳｖ／

ｈ、〈２〉原告●●●（原告番号１２６－１）の自宅裏の畑（６区）で０．４４μＳｖ／ｈ、

〈３〉原告●●●の自宅裏山（６区）で１．０２～１．１０μＳｖ／ｈ、〈４〉原告●●●

（原告番号９６－１）所有の山林（ｊｒ８区）で１．７０～１．７５μＳｖ／ｈ、〈５〉ｂｐ
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町との境界付近のモニタリングポスト周辺（ｊｒ８区）で１．０８～１．１６μＳｖ／ｈ、

〈６〉ｂｐ町との境界のゲート付近（ｊｒ８区）で２．６４～２．７０μＳｖ／ｈの空間放射

線量率がそれぞれ測定された。（検証調書の別紙「第３回検証・指示説明」・１２、４９、５

１、６３、６６、６８、６９頁）

　ｂ　令和元年１０月２３日の現地進行協議

　原告らが持参した線量計を用いて空間放射線量率を測定したところ、〈１〉６区の仮置場で

０．７１μＳｖ／ｈ、〈２〉ｉｅ（ｊｒ２区）で１．０７μＳｖ／ｈ、〈３〉ヒュッテファー

ムの牧草地（４区）で０．８９μＳｖ／ｈ、〈４〉国道（省略）号線のｂｐ町との境界付近に

あるｈｎ停留所（ｊｒ８区。平成２８年１１月１０日の検証のポイント〈５〉と同じ地点）で

０．９１μＳｖ／ｈ（なお、被告が持参した線量計の測定値は０．１μＳｖ／ｈ前後）の空間

放射線量率がそれぞれ測定された。（甲Ａ６７８・５４～５６、６７、６８、９５、９６、１

１６～１１８頁）

ウ 水道水、井戸水に含まれる放射性物質に関する検査の結果

ａｂ町は、平成２６年３月時点で、水道水の放射性物質検査を週１回行っているところ、平

成２３年３月１７日にはヨウ素１３１が３０８．０Ｂｑ／ｋｇ検出された（なお、飲料水に関

する国の安全基準は３００Ｂｑ／ｋｇ以下（幼児は１００Ｂｑ／ｋｇ以下）である。）が、同

月３１日の測定以降、放射性ヨウ素、放射性セシウムはいずれも検出されていない（検出下限

値１Ｂｑ／ｋｇ以下）。また、Ｎのｇｈ地区の井戸水において、平成２３年３月２５日にヨウ

素１３１が３９．７Ｂｑ／ｋｇ検出されたが、同月２７日の測定では検出されず、井戸水のよ

うに町の水道以外を使用している世帯の水について平成２４年３月３０日現在、９８８件検査

されているが、放射性ヨウ素、放射性セシウムは検出されていない（検出下限値５Ｂｑ／ｋｇ

以下）。（乙Ｃ９７第１８・２１頁）

　ｉｎ大学が、平成２３年にＮ地区の家庭用として使用されている１３か所の井戸から地下水

を採水し、放射性物質の測定を行ったところ、放射性セシウムについて全て検出限界以下（１

Ｂｑ／Ｌ）であった。（甲Ａ２５３）

　また、環境省が平成２８年８月に実施した福島県内における地下水質のモニタリング結果に

よると、福島県内の地下水１６２地点において放射性セシウムを測定した結果、全地点におい

ていずれも不検出（検出限界値は全て１Ｂｑ／Ｌ）であった。（甲Ａ７７７・４４頁）

エ 山菜及びキノコ類

（ア） 福島県内で出荷・販売を目的に生産又は採取されるキノコや山菜は、安全性を確認

するための検査が実施されている。栽培キノコの出荷は、生産者ごとにキノコ発生前に資材

（ほだ木や菌床等）に含まれる放射性セシウム濃度を測定し、国が定める指標値（キノコ原

木・ほだ木につき１００Ｂｑ／ｋｇ、菌床用培地につき２００Ｂｑ／ｋｇ）以下であることを

確認した後、出荷前にモニタリング検査が実施されている。山菜及びキノコは、野生のものも

含めて毎年６０品目前後のモニタリング検査が行われており、その検査件数と基準値を超過し

た件数は、平成２４年度は１１８０件中９０件、平成２５年度は１４５７件中８０件、平成２

６年度は１５６４件中２５件、平成２７年度は１５６２件中７件、平成２８年度は１８３２件

中２件、平成２９年度は２１１１件中１件、平成３０年度は１６６２件中１件となっており、

厚生労働省が示した一般食品中の基準値を超えたものは徐々に減ってきている。（甲Ａ７７

７・１９、２０頁）

（イ） 他方、平成２６年１月時点で、環境省は、森林除染を行った地域であっても、野生

の山菜やキノコ類は放射性セシウムを吸収しやすい性質を有していることから、基準値を下回

る値が確認できるまでそれらの採取や摂取はしないように呼びかけている。（甲Ａ１８５・パ

ンフレットの２０頁）

また、原告番号８５－１が自宅の裏山で採取したキノコ類（オリミキ、クリタケ）につい
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て、令和元年１０月２３日に放射性物質含有量を測定したところ、セシウム１３７がオリミキ

について１３７．７Ｂｑ／ｋｇ、クリタケについて６８．３Ｂｑ／ｋｇ検出された。また、原

告番号９３－１が山歩きをしていた際に採取したコウタケ（平成２９年採取のものと平成３１

年採取のもの）を乾燥させたものについて、令和元年１２月１７日に放射性物質含有量を測定

したところ、平成２９年産についてはセシウム１３７が３万７７９８．１Ｂｑ／ｋｇ、セシウ

ム１３４が２２５７．２Ｂｑ／ｋｇ検出され、平成３１年産についてはセシウム１３７が２万

６０６９．５Ｂｑ／ｋｇ、セシウム１３４が１８５６．２Ｂｑ／ｋｇ検出された。また、原告

番号１０３－４が採取したキノコ類（コウタケ、センボンシメジ、アミタケ）について、平成

３０年９月２５日に放射性物質含有量を測定したところ、コウタケについてセシウム１３７が

５３２６．２Ｂｑ／ｋｇ、セシウム１３４が５２９．７Ｂｑ／ｋｇ、センボンシメジについて

セシウム１３７が３７５．１Ｂｑ／ｋｇ、セシウム１３４が３８．８Ｂｑ／ｋｇ、アミタケに

ついてセシウム１３７が２３９５．３Ｂｑ／ｋｇ、セシウム１３４が２３０．６Ｂｑ／ｋｇ、

それぞれ検出された。このように、本件事故後に原告らが居住地の近隣で採取したキノコにつ

いて基準値を超過する放射性物質が検出された例がある（ただし、試料の重量が不足していた

ものも含まれる。）。（甲Ｃ８５第４の１、２、甲Ｃ９３第４、第５、甲Ｃ１０３第２～第

４、原告●●●・１３、１４頁、原告●●●・１２、１３頁、原告●●●・１４～１６頁）

（６） 中間指針等

ア 中間指針等の策定

文科省は、平成２３年４月１１日、原賠法１８条１項に基づき、原子力損害の賠償に関して

紛争が生じた場合における和解の仲介及び当該紛争の当事者による自主的な解決に資する一般

的な指針の策定に係る事務を行う機関として、原賠審を設置した。原賠審は、同条２項２号に

基づき、「原子力損害の賠償に関する紛争について原子力損害の範囲の判定の指針その他の当

該紛争当事者による自主的な解決に資する一般的な指針」として、同年８月５日に「東京電力

株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指

針」（以下「中間指針」という。）を策定、公表し、その後、同年１２月６日に「東京電力株

式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針追

補（自主的避難等に係る損害について）」（以下「中間指針追補」という。）を、平成２４年

３月１６日に「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の

判定等に関する中間指針第二次追補（政府による避難区域等の見直し等に係る損害につい

て）」（以下「中間指針第二次追補」という。）を、平成２５年１月３０日に「東京電力株式

会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針第三

次追補（農林漁業・食品産業の風評被害に係る損害について）」を、同年１２月２６日に「東

京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中

間指針第四次追補（避難指示の長期化等に係る損害について）」（以下「中間指針第四次追

補」という。以上を合わせて「中間指針等」ということがある。）を順次策定、公表した。原

賠審においては平成２３年４月１５日に第１回会合が開催されて以降、中間指針が策定、公表

された同年８月５日までに計１３回の会合が開催され、その後、中間指針第四次追補が策定、

公表された平成２５年１２月２６日までに計３９回の会合が開催されており、各会合の議事録

や配布資料は公開されている。なお、原賠法に基づき、原賠審の下には、本件事故による損害

賠償のＡＤＲ手続を担当する組織として、原子力損害賠償紛争解決センターが置かれている。

（乙Ｂ５～乙Ｂ９）

イ 精神的損害の賠償等について

（ア） 中間指針等における精神的損害の賠償等の内容

ａ　中間指針（乙Ｂ５・３、１２～１４、１７～２３頁）

（a） 中間指針は、本件事故において、避難等対象者が受けた精神的苦痛（「生命・身体的
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損害」を伴わないものに限る。）のうち、少なくとも、「〈１〉対象区域から実際に避難した

上、引き続き同区域外滞在を長期間余儀なくされた者（又は余儀なくされている者）及び本件

事故発生時には避難等対象区域外に居り、同区域内に住居があるものの引き続き対象区域外滞

在を長期間余儀なくされた者（又は余儀なくされている者）が、自宅以外での生活を長期間余

儀なくされ、正常な日常生活の維持・継続が長期間にわたり著しく阻害されたために生じた精

神的苦痛」及び「〈２〉屋内退避区域の指定が解除されるまでの間、同区域における屋内退避

を長期間余儀なくされた者が、行動の自由の制限等を余儀なくされ、正常な日常生活の維持・

継続が長期間にわたり著しく阻害されたために生じた精神的苦痛」は賠償すべき損害と認めら

れるとする。その上で、上記〈１〉及び〈２〉に係る精神的損害の損害額については、避難費

用のうち生活費の増加費用と合算した一定の金額をもって両者の損害額と算定するのが合理的

な算定方法と認められるとして、上記〈１〉又は〈２〉に該当する者であれば、その年齢や世

帯の人数等にかかわらず、避難等対象者個々人が賠償の対象となるとしている。なお、ここで

精神的損害と一括して算定する生活費の増加費用は、あくまでも通常の範囲の費用を想定した

ものであって、避難等対象者の中で、特に高額の生活費の増加費用の負担をした者について

は、そのような高額な費用を負担せざるを得なかった特段の事情があるときは、別途、必要か

つ合理的な範囲において、その実費が賠償すべき損害となるとされている。

（b） 前記〈１〉の損害額については、本件事故発生時から６か月間（第１期）は一人月額

１０万円（ただし、この間、避難所・体育館・公民館等（以下「避難所等」という。）におけ

る避難生活等を余儀なくされた者については、避難所等において避難生活をした期間は、一人

月額１２万円）を、第１期終了から６か月間（第２期）は一人月額５万円を目安とし、損害発

生の始期は、原則として、個々の避難等対象者が避難等をした日にかかわらず、本件事故発生

日である平成２３年３月１１日（ただし、緊急時避難準備区域内に住居がある子供、妊婦、要

介護者、入院患者等であって、同年６月２０日以降に避難した者及び特定避難勧奨地点から避

難した者については、当該者が実際に避難した日）とする旨が示されている。

　前記〈２〉の損害額については、屋内退避区域の指定が解除されるまでの間、同区域におい

て屋内退避をしていた者（緊急時避難準備区域から平成２３年６月１９日までに避難を開始し

た者及び計画的避難区域から避難した者を除く。）につき、一人１０万円を目安とする旨が示

されている。

（c） 具体的な損害額の算定に関して、前記第１期は、「地域コミュニティ等が広範囲にわ

たって突然喪失し、これまでの平穏な日常生活とその基盤を奪われ、自宅から離れ不便な避難

生活を余儀なくされた上、帰宅の見通しもつかない不安を感じるなど、最も精神的苦痛の大き

い期間といえる。」とし、「本件は負傷を伴う精神的損害ではないことを勘案しつつ、自動車

損害賠償責任保険における慰謝料（日額４２００円。月額換算１２万６０００円）を参考にし

た上、上記のように大きな精神的苦痛を被ったことや生活費の増加分も考慮し、一人当たり月

額１０万円を目安とするのが合理的であると判断し」たが、「特に避難当初の避難所等におけ

る長期間にわたる避難生活は、他の宿泊場所よりも生活環境・利便性・プライバシー確保の点

からみて相対的に過酷な生活状況であったことは否定し難いため、この点を損害額の加算要素

として考慮し、避難所等において避難生活をしていた期間についてのみ、一人月額１２万円を

目安とすることが考えられる。」としている。

　また、前記第２期は、「引き続き自宅以外での不便な生活を余儀なくされている上、いつ自

宅に戻れるか分からないという不安な状態が続くことによる精神的苦痛がある。その一方で、

突然の日常生活とその基盤の喪失による混乱等という要素は基本的にこの段階では存せず、こ

の時期には、大半の者が仮設住宅等への入居が可能となるなど、長期間の避難生活の基盤が整

備され、避難先での新しい環境にも徐々に適応し、避難生活の不便さなどの要素も第１期に比

して縮減すると考えられる。」とし、損害額の算定については、「希望すれば大半の者が仮設
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住宅等への入居が可能となるなど長期間の避難生活のための基盤が形成され、避難生活等の過

酷さも第１期に比して緩和されると考えられることを考慮し、民事交通事故訴訟損害賠償額算

定基準（財団法人日弁連交通事故相談センター東京支部）による期間経過に伴う慰謝料の変動

状況も参考とし、一人月額５万円を目安とすることが考えられる。」としている。

（d） また、中間指針においては、「損害額の算定は月単位で行うのが合理的と認められ

る」が、前記第１期及び第２期について示した金額は「あくまでも目安であ」り、「具体的な

賠償に当たって柔軟な対応を妨げるものではな」く、「その他の本件事故による精神的苦痛に

ついても、個別の事情によっては賠償の対象と認められ得る。」旨が示されている。なお、中

間指針全体の位置付けとしても、「中間指針は本件事故が収束せず被害の拡大が見られる状況

下、賠償すべき損害として一定の類型化が可能な損害項目やその範囲等を示したものであるか

ら、中間指針で対象とされなかったものが直ちに賠償の対象とならないというものではなく、

個別具体的な事情に応じて相当因果関係のある損害と認められることがあり得る。」旨が示さ

れている。

　ｂ　中間指針第二次追補（乙Ｂ７・２～７頁）

　福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内及び計画的避難区域について、平成２４年３月末を一つ

の目途に、避難指示解除準備区域、居住制限区域、帰還困難区域という新たな避難指示区域が

設定されること（以下「避難指示区域見直し」という。）等を踏まえ、これらの避難指示区域

が設定された地域内に本件事故発生時における生活の本拠としての住居があった者について、

前記第２期を避難指示区域見直しの時点まで延長するほか、当該時点から終期までの期間を

「第３期」とした上で、第３期における精神的損害の具体的な損害額の算定に当たっては、避

難指示解除準備区域及び居住制限区域に設定された地域については一人月額１０万円（ただ

し、居住制限区域に設定された地域については概ね２年分として一人２４０万円の請求を可能

とする。）を、帰還困難区域に設定された地域については概ね５年分として一人６００万円を

目安とする旨の指針が示された。

　具体的な損害額の月額は第２期よりも増額されているが、その算定に当たっては、「避難の

長期化に伴う『いつ自宅に戻れるか分からないという不安な状態が続くことによる精神的苦

痛』の増大等を考慮した。」旨が、指針の備考において示されている。

　ｃ　中間指針第四次追補（乙Ｂ９・４～８頁）

（a） 中間指針第二次追補で示された避難指示区域の第３期において賠償すべき精神的損害

の具体的な損害額については、（ⅰ）帰還困難区域又はａｄ町若しくはａｃ町の居住制限区域

若しくは避難指示解除準備区域については、中間指針第二次追補で帰還困難区域について示し

た一人６００万円に１０００万円を加算し、この６００万円を月額に換算した場合の将来分

（平成２６年３月以降）の合計額（ただし、通常の範囲の生活費の増加費用を除く。）を控除

した金額を目安とし、具体的には、第３期の始期が平成２４年６月の場合は、加算額から将来

分を控除した後の額は７００万円とし、（ⅱ）上記（ⅰ）以外の地域については、引き続き一

人月額１０万円を目安とするとされている。

　その上で、上記ｂの「第３期」の終期については、「避難指示等の解除等から相当期間経過

後」は特段の事情がある場合を除き賠償の対象にはならないとしており、その「相当期間」と

しては、１年間を当面の目安とし、個別の事情も踏まえ柔軟に判断するものとするとされた。

（b） 帰還困難区域は、中間指針第四次追補が公表された平成２５年１２月２６日において

も、「避難指示解除及び帰還の見通しすら立たず、避難指示が事故後６年後を大きく超えて長

期化することが見込まれる」こと、ａｄ町及びａｃ町の対象区域も、「帰還困難区域と同様に

避難指示解除及び帰還の見通しすら立っていない」ことを踏まえ、上記（ⅰ）の対象地域に居

住していた住民の精神的損害の内容は、「〈１〉長期間の避難の後、最終的に帰還が可能か否

か、また、帰還可能な場合でもいつその見通しが立つかを判断することが困難であること、
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〈２〉現在も自由に立ち入りができず、また、除染計画やインフラ復旧計画等がなく帰還の見

通しが立たない状況においては、仮に長期間経過後に帰還が可能となったとしても、帰還が不

能なために移住を余儀なくされたとして扱うことも合理的と考えられること、〈３〉これらの

被害者が早期に生活再建を図るためには、見通しのつかない避難指示解除の時期に依存しない

賠償が必要と考えられること等」とした上で、その賠償については、「最終的に帰還するか否

かを問わず、『長年住み慣れた住居及び地域が見通しのつかない長期間にわたって帰還不能と

なり、そこでの生活の断念を余儀なくされた精神的苦痛等』を一括して賠償することとし

た。」とされている。また、損害額の算定に当たっては、「過去の裁判例及び死亡慰謝料の基

準等も参考にした上で、避難指示が事故後１０年を超えた場合の避難に伴う精神的損害額（生

活費増加費用は含まない。）の合計額を十分に上回る金額」とするが、中間指針第二次追補に

おいて、長期にわたって帰還できないことによる損害額を５年分の避難に伴う慰謝料として６

００万円が一律に算定しているため、このうち平成２６年３月（中間指針第四次追補を受け

て、被害者の被告に対する損害賠償請求が可能になると見込まれる時期）以降に相当する部分

は、上記の精神的苦痛等に包含されるとして、その分を加算額から控除することとしたとされ

る。

　上記（ⅱ）の対象者については、「精神的損害の具体的な損害額の合計額は、避難指示解除

までの期間が長期化した場合には、賠償の対象となる期間に応じて増加する」が、その場合、

最大でも上記（ⅰ）の対象者の損害額の合計額までを概ねの目安とするとされている。また、

その終期について、避難指示等の解除等から１年間を当面の目安とした点については、「既に

除染やインフラ復旧等が進捗し、避難指示解除が検討されている区域の現状を踏まえ、〈１〉

避難生活が長期にわたり、帰還するには相応の準備期間が必要であること、〈２〉例えば学校

の新学期など生活の節目となる時期に帰還することが合理的であること、〈３〉避難指示の解

除は、平成２３年１２月の原子力災害対策本部決定に基づき、日常生活に必須なインフラや生

活関連サービスが概ね復旧した段階において、子供の生活環境を中心とする除染作業の十分な

進捗を考慮して、県、市町村及び住民と十分な協議を行うこととなっていること、〈４〉こう

した住民との協議により、住民としても解除時期を予想して避難指示解除前からある程度の期

間のための準備を行うことが可能であること等を考慮した」とされ、「ただし、この『１年

間』という期間は、避難指示解除が検討されている区域の現状を踏まえて当面の目安として示

すものであり、今後、避難指示解除の状況が異なるなど、状況に変更が生じた場合は、実際の

状況を勘案して柔軟に判断していくことが適当である。」とされている。さらに、精神的損害

については、「多数の避難者に対して速やかかつ公平に賠償するため、避難指示の解除後相当

期間経過前に帰還した場合であっても、原則として、個々の避難者が実際にどの時点で帰還し

たかを問わず、当該相当期間経過の時点を一律の終期として損害額を算定することが合理的で

ある。」とされている。

（イ） 精神的損害の賠償等の内容に関する検討、議論の状況等

ａ　中間指針の策定に際してされた検討、議論等

（a） 中間指針が策定される前の平成２３年６月９日に開催された原賠審第７回会合におい

て、これに先立つ同年５月３１日に公表された「東京電力（株）福島第一、第二原子力発電所

事故による原子力損害の範囲の判定等に関する第二次指針」（乙Ｂ４０）の要点をまとめた

「避難生活等を余儀なくされたことによる精神的損害の損害額算定方法に関する論点」（乙Ｂ

４１）と題する資料に基づき、精神的損害の要素や慰謝料額の算定などについて議論がされ

た。

　上記資料において、精神的損害の要素として、〈１〉平穏な日常生活の喪失、〈２〉自宅に

帰れない苦痛、〈３〉避難生活の不便さ、〈４〉先の見通しがつかない不安などが考えられる

のではないかという４点が示され（乙Ｂ４１・２頁）、例えば、上記〈２〉に含まれ得る生活
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の基盤の喪失などの損害に対しては慰謝料を一括金という形で賠償することが適切なものがあ

るのではないかとの指摘がある一方、原子力事故が収束してから慰謝料を支払うのであれば一

括金で支払うことができるが、事態が進行中であり避難を継続せざるを得ない状況の下で、一

括金の支払では対応できない面があるとの指摘もあった。もっとも、帰還の可否に関する見通

しがある程度ついた段階では、避難に伴う精神的損害についての慰謝料を見直す必要があり、

仮に帰還の見通しがつかないとなると、避難慰謝料をその後ずっと毎月毎月賠償するスキーム

は適当ではなくなり、交通事故などで症状が固定した後の後遺症に対する賠償のような状況を

考えざるを得ない時期が想定されるとの指摘があった。

　賠償額の算定については、不法行為における精神的損害の賠償額について従来の裁判例がど

のような金額を出しているのかについて調査されるべきとの指摘や、公益財団法人日弁連交通

事故相談センター東京支部発行の民事交通事故訴訟損害賠償額算定基準（以下「赤い本」とい

う。）や「自動車損害賠償責任保険の保険等及び自動車損害賠償責任共済の共済金等の支払基

準」（以下「自賠責の基準」という。）などを参考に、それらの事案と本件の異同を議論すべ

きとの指摘、自動車損害賠償責任保険の慰謝料はけがをして自由に動けないという状態で入院

している身体的な障害を伴う場合の慰謝料であるため、それと比べると、たとえ不自由な生活

で避難しているとはいえ、行動自体は一応自由であるという場合の精神的苦痛とは同じではな

いので、自動車損害賠償責任保険よりは少ない額になるのではないかとの意見などが示され

た。

（以上、乙Ｂ４２・１８～２５頁）

（b） 同年６月２０日に開催された原賠審第８回会合においては、避難に伴う慰謝料に関す

る複数の裁判例のほか、交通事故による入通院慰謝料に関する自賠責の基準や交通事故による

後遺症・死亡慰謝料に関する赤い本の基準を参考にしつつ、第１期を一人月額１０万円（避難

所等にいた期間は一人月額１２万円）、第２期を一人月額５万円とする提案があり、特段の異

論は出されず、中間指針の定める精神的損害に対する慰謝料の期間、金額の目安が決定された

（乙Ｂ４３、乙Ｂ４４・９、１０頁）。

なお、中間指針の上記目安は、避難等対象者の避難等による「通常の範囲の」生活費の増加

費用と合算して算定されたものであるところ、この点について、中間指針のもととなった同年

５月３１日付け「東京電力（株）福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の

判定等に関する第二次指針」では「避難等により生ずる『生活費の増加費用』は、避難等した

者の大多数に発生すると思われる上、通常はさほど高額となるものではなく、個人ごとの差違

も少ない反面、その実費を厳密に算定することは実際上極めて困難であり、その立証を強いる

ことは被害者に酷である。また、この『生活費の増加費用』は、避難等及びこれに引き続く対

象区域外滞在又は屋内退避における生活状況等に結びつくものである」といったことから精神

的損害に加算して両者を一括して算定することが、公平かつ合理的であると判断した旨が説明

されている。（乙Ｂ４０・７、８頁）

　ｂ　中間指針第四次追補の策定に際してされた検討、議論等

　中間指針第四次追補の定める帰還困難区域等に居住していた者に対する一括賠償基準及び月

額１０万円の終期となる「避難指示等の解除等から相当期間経過後」にいう「相当期間」の目

安について、次のような議論がされた。

（a） 平成２５年９月１０日に開催された原賠審第３４回において、避難指示の長期化に伴

う賠償について、事務局から、理論的には帰還するか否かによって精神的損害の内容が異な

り、恒久的に移住する場合は「長年住み慣れた住居及び地域における生活の断念を余儀なくさ

れた精神的苦痛」となるが、最終的に帰還する場合は「長年住み慣れた住居及び地域を離れて

生活し、戻る見通しのつかない等の精神的苦痛」となると考えられる旨の意見が示された後、

ある委員から、両者は理論的には区別されなくてはならないものの、最終的に帰還するにして
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も、相当期間経過してからの帰還では新たな移住と余り変わらないような状況になるのではな

いかとの指摘がされている。また、これらの精神的苦痛に対する賠償と従前の毎月の賠償及び

中間指針第二次追補で認めた６００万円の一括賠償との関係について、会長から、従前の毎月

の賠償に上乗せして、故郷に戻れないということについての一括の慰謝料の賠償という考え方

が最も単純で分かりやすいと思われるが、このような「故郷を失うことによる慰謝料」という

ものを一括で出すということになれば、６年分の賠償と一部オーバーラップするところがある

ので調整が必要ではないかとの意見が出されている。この点については、同年１０月１日に開

催された原賠審第３５回において、ある委員から、上記の一括賠償の対象となる精神的損害は

ふるさとをなくしてしまったという損害と言うこともできると思われるが、それが中間指針第

二次追補で示された「いつ自宅に戻れるか分からないという不安な状態が続くことによる精神

的苦痛」とかなり近いが別の性格も持っているとも思われ、議論が必要である旨の意見が出さ

れたほか、同じ委員から、従前はいつ自宅に戻れるか分からない不安な状態が続くことによる

精神的苦痛に関しての賠償をしてきたが、それが「ふるさとの喪失とか故郷の喪失のような損

害」に転換すると考えていいのか、また、仮に転換するとしていつの時点で転換すると考える

のかが理論的には問題になるとの指摘がされた。これに対しては、会長から、中間指針第二次

追補で示された賠償については生活費増加分が含まれるため、そこは異なる点であるが、仮に

「故郷を失うことによる慰謝料」というものを中間指針として示すのであれば、そこには「自

宅に戻れないことによる不安の状態が続くことによる精神的慰謝料」は含まれるのではないか

との意見が示された。この問題に関しては、さらに同月２５日に開催された原賠審第３６回に

おいても、同じ委員から、長期間帰還できないことにより生活基盤を失い、場合によってはそ

の人の人生が変化してしまうといったことも「長年住み慣れた住居及び地域を離れて生活し、

戻る見通しのつかない等の精神的苦痛」に含まれると思われるところ、これが従来の毎月の賠

償において想定されている精神的損害の中に完全に入っているといえるのかについて議論が必

要である旨の意見が出されたのに対し、会長から、そのような慰謝料の根拠が同じか否かにつ

いては議論がしにくいところであるが、そのような指摘も考慮しながら全体の総額を検討すべ

きである、故郷を失ったことに対する慰謝料が支払われると、毎月毎月の分の慰謝料はその中

に入ってしまうため、将来分については何らかの形で調整が必要である旨の意見が出されてい

る。（乙Ｂ４５・２３～２５頁、乙Ｂ４６・２６、２７頁、乙Ｂ４７・２５頁）

（b） 具体的な慰謝料額の算定についての議論では、会長から、原賠審第３５回において、

「故郷を失ったことによる慰謝料」は死亡慰謝料とは性質が異なり、後遺症とは異なるかもし

れないが、死亡という状況よりは後遺症のほうが近いのではないかとの意見が出され、原賠審

第３６回においては、様々な比較の仕方は当然あり得るが死亡慰謝料がある種の上限ではない

かとの意見が出されている。また、原賠審第３６回において、ある委員から、例えば一家の支

柱が死亡した場合の死亡慰謝料として約２０００万円と思われるところ、死亡慰謝料に相当す

る額を世帯の全員が受領するのはおかしいが、死亡慰謝料も相続されるという前提で運用され

ているため、例えばこれを４人で相続するならば２０００万円を４で除した値を基準にすると

いう意味であれば、そのような値を基準にするのは考え得る等といった指摘がなされている。

平成２５年１２月２６日に開催された原賠審第３９回において、各委員からどのくらいの金額

が適当であるかにつき率直に出された意見を集約した結果として、１０００万円という金額が

示され、合意された。ある委員からは、一家の父親が死亡した場合の世帯数が平均３人である

ということを考えた場合、一人当たりの死亡慰謝料が９５０万円となるのでそれよりも若干上

回る金額として１０００万円は適当であるとの意見が出されている。他方で、別の委員から

は、故郷の喪失による精神的苦痛には相当の開きがあり、「先祖代々そこに住み着いて、よそ

の場所で人生を終わるということなど夢想だにしなかったというような人」と「それほど縁の

深くない人」とが存在し得ることからすると、ＡＤＲで検討される慰謝料の範囲は相当幅のあ
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るものになる旨指摘され、これに対して、会長から、その点は全く同感であり、精神的な苦痛

は簡単に一律に判断できるものではないとしつつ、全てが個別的な判断に任されてはなかなか

賠償が進まないために、多くの者がそれなりに満足できるものを指針として示すことが原賠審

の役割であり、それにより賠償が促進され、その意味で「平均的な」又は「最低」とでもいう

べき慰謝料の額を示したものであるとの説明がされている。（乙Ｂ４６・２８頁、乙Ｂ４７・

２６頁、乙Ｂ４８・２、９、１０頁）

（c） 避難指示解除準備区域や居住制限区域の精神的損害の賠償終期に関する解除後相当期

間の当面の目安を１年と定めた点については、原賠審第３５回において議論がされており、本

件事故による損害賠償のＡＤＲを担当する原子力損害賠償紛争解決センターに所属する委員か

ら、同センターが旧警戒区域の住民に聴取したところ、約３割は移住しており帰還の意思のな

い者で、解除して即時に帰還するという者は９１例中１例しかなく、そのほかの者は決断でき

なくて迷っているというような実情があるほか、身体的な問題や介護の問題、移動に対する制

約を考慮すると、解除をしても帰還のための準備期間は相当程度の帰還を考える必要があり、

具体的には、避難者が今後の生活設計をするのに必要な期間として、５年又は本件事故から避

難指示解除までの期間と同程度の期間が適当ではないかとの意見が出されている。これに対し

ては、会長から、介護等の個別事情の存在する避難者に対しては別途賠償の継続が考えられ、

また顧客等が十分におらず自営業が続けられないといった場合には精神的損害の賠償終期とは

無関係に営業賠償として賠償が続く可能性があることなども考慮しながら相当期間を検討する

べきであるとの意見が出された。その他の委員からは、解除に向けた周到な準備がなされてい

る市もあることや指針の「最大公約数的な」性格を考えると５年は長く、解除までの予告期間

があることや人の生活の１単位が１年ということも考えると、「最低１年」ということでもい

いのではないかとの意見、十分なインフラの整備等を前提として慎重に解除した後については

１年が標準的な区切りであるとの意見が出された。原賠審第３６回においても引き続き議論が

なされ、原子力損害賠償紛争解決センターに所属している委員からは、再度１年は短すぎると

の意見が示されたが、その他の委員からは、避難指示の解除の時期がインフラ等を考慮して決

定されるのであれば、相当期間を長くすることによって、その地域の復興を遅らせることにつ

ながりかねないため、特段の事情がある場合を除き１年というのは合理的な判断であり、個別

事情はＡＤＲで扱うべきであるとの意見や、ｆｍ市のような周到な準備に基づき慎重な解除時

期が選ばれるということを前提にするならば１年でよいとの意見が出されるなどして、最終的

には１年を当面の目安とし、個別の事情も踏まえ柔軟に判断するものとされた。（乙Ｂ４６・

３１～３３頁、乙Ｂ４７・３０～３３頁）

（ウ） 自主的避難等対象区域に避難していた子供及び妊婦に対する賠償

ａ　中間指針追補は、福島県内の一部の市町村（ｆｎ市、ｆｏ市、ａａ市、ｉｏ市、ｉｐ

町、ｉｑ町、ａｂ町、ｉｒ村、ｉｓ市、ｉｔ市、ｆｍ市、ｊａ町、ｊｂ村、ｊｃ町、ｊｄ村、

ｊｅ村、ｊｆ町、ｊｇ町、ｊｈ町、ｊｉ町、ｃａ市、ｊｊ町、ｄｂ市）のうち避難指示等対象

区域を除く区域を自主的避難等対象区域として、これらの区域内に生活の本拠としての住居が

あった者のうち、子供及び妊婦について、本件事故発生から平成２３年１２月末までの損害と

して一人４０万円を具体的な損害額の目安としている。本件事故発生時に避難指示等対象区域

内に住居があった者のうち、子供及び妊婦が自主的避難等対象区域内に避難して滞在した期間

は、自主的避難等対象者の場合に準じて賠償の対象とするとし、具体的には一人２０万円を目

安とするとしている。このような指針の備考において、避難指示等対象区域内に居住していた

者に対しては、中間指針で精神的損害の賠償対象とされているものの、これは避難生活等を長

期間余儀なくされたことによる精神的損害であり、自主的避難等対象区域内の住居に滞在し続

けるものとしての精神的損害とは質的に異なる面があることから、中間指針追補の対象ともす

べきであるが、両者の損害の内容に一部重複すると考えられる部分があることを勘案した旨記
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載されている。なお、自主的避難等対象者が受けた損害としては、放射線被ばくへの恐怖や不

安により自主的避難等対象区域内の住居から自主的避難を行った場合については、生活費の増

加費用、自主的避難により正常な日常生活の維持・継続が相当程度阻害されたために生じた精

神的苦痛、避難及び帰宅に要した移動費用が賠償すべき損害とされ、放射線被ばくへの恐怖や

不安を抱きながら自主的避難等対象区域内に滞在を続けた場合については、放射線被ばくへの

恐怖や不安、これに伴う行動の自由の制限等により、正常な日常生活の維持・継続が相当程度

阻害されたために生じた精神的苦痛、生活費の増加費用が賠償すべき損害とされている。（乙

Ｂ６）

　ｂ　中間指針第二次追補においては、平成２４年１月以降の自主的避難等に係る損害につい

て、少なくとも子供及び妊婦については、個別の事例又は類型ごとに、放射線量に関する客観

的情報、避難指示区域との近接性等を勘案して、放射線被ばくへの相当程度の恐怖や不安を抱

き、また、その危険を回避するために自主的避難を行うような心理が、平均的・一般的な人を

基準としつつ、合理性を有していると認められる場合には、賠償の対象となるとされ、具体的

な損害額については、中間指針追補の趣旨を踏まえ、かつ、当該損害の内容に応じて、合理的

に算定するとの指針が示されている。（乙Ｂ７・１３、１４頁）

ウ 中間指針等における精神的損害以外の賠償等に関する内容

中間指針等は、精神的損害（生命・身体的損害を伴う精神的損害は除く。）のほかに様々な

項目について賠償基準を定めているところ、原告らに関連する主な項目は以下のとおりであ

る。

（ア） 政府による避難等の指示等に係る損害

中間指針は、政府による避難等の指示等に係る損害項目として、精神的損害のほか、検査費

用（人）、避難費用、一時立入費用、帰宅費用、生命・身体的損害、営業損害、就労不能等に

伴う損害、検査費用（物）、財物価値の喪失又は減少等を挙げ、これらに対する賠償の指針を

定めている。

　ａ　検査費用（乙Ｂ５・１０、１１、２８、２９頁）

（a） 検査費用（人）

本件事故の発生以降、避難等対象者のうち避難若しくは屋内退避をした者又は対象区域内滞

在者が、放射線へのばく露の有無又はそれが健康に及ぼす影響を確認する目的で必要かつ合理

的な範囲で受けた検査の費用（検査のための交通費等の付随費用を含む。）は賠償すべき損害

とする。

（b） 検査費用（物）

対象区域内にあった商品を含む財物につき、当該財物の性質等から、検査を実施して安全を

確認することが必要かつ合理的であると認められる場合に、所有者等の負担した検査費用（検

査のための運送費等の付随費用を含む。）は必要かつ合理的な範囲で賠償すべき損害とする。

　ｂ　避難費用（乙Ｂ５・１１～１４頁）

　避難等対象者が必要かつ合理的な範囲で負担した〈１〉対象区域から避難するために負担し

た交通費、家財道具の移動費用、〈２〉対象区域外に滞在することを余儀なくされたことによ

り負担した宿泊費及びこの宿泊に付随して負担した費用は賠償すべき損害であるとする。その

上で、これらの損害額の算定方法は、現実に負担した実費を損害額とするのが合理的であると

しつつも、領収証等による損害額の立証が困難な場合は平均的な費用を推計することにより損

害額を立証することも認められるべきであるとする。なお、中間指針は、避難費用として生活

費の増加費用も賠償対象とするが、そのうち通常の範囲の費用については精神的損害と合算し

て計算することが合理的であるとしていることは前記のとおりである。

　ｃ　一時立入費用（乙Ｂ５・１４、１５頁）

　避難等対象者のうち、警戒区域内に住居を有する者が、市町村が政府及び県の支援を得て実

215/256第一法規『D1-Law.com 判例体系』



施する一時立入りに参加するために負担した交通費、家財道具の移動費用、除染費用等（前泊

や後泊が不可欠な場合の宿泊費等も含む。）は、必要かつ合理的な範囲で賠償すべき損害であ

るとする。

　ｄ　帰宅費用（乙Ｂ５・１５、１６頁）

　避難等対象者が、対象区域の避難指示等の解除等に伴い、対象区域内の住居に最終的に戻る

ために負担した交通費、家財道具の移動費用等（前泊や後泊が不可欠な場合の宿泊費等も含

む。）は、必要かつ合理的な範囲で賠償すべき損害であるとする。

　ｅ　生命・身体的損害（乙Ｂ５・１６、１７頁）

　避難等対象者が、〈１〉本件事故により避難等を余儀なくされたため、傷害を負い、治療を

要する程度に健康状態が悪化（精神的障害を含む。以下同じ。）し、疾病にかかり、あるいは

死亡したことにより生じた逸失利益、治療費、薬代、精神的損害等、〈２〉本件事故により避

難等を余儀なくされ、これによる治療を要する程度の健康状態の悪化等を防止するため、負担

が増加した診断費、治療費、薬代等は賠償すべき損害であるとする。

　ｆ　営業損害、就労不能等に伴う損害

（a） 営業損害（乙Ｂ５・２３～２６頁、乙Ｂ７・１０、１１頁）

従来、対象区域内で事業の全部又は一部を営んでいた者又は現に営んでいる者において、避

難指示等に伴い、営業が不能になる又は取引が減少する等、その事業に支障が生じ、現実に減

収があった場合の減収分、事業に支障が生じたために負担した追加的費用（従業員に係る追加

的な経費、商品や営業資産の廃棄費用、除染費用等）や事業への支障を避けるため又は事業を

変更したために生じた追加的費用（事業拠点の移転費用、営業資産の移動・保管費用等）のう

ち必要かつ合理的な範囲のもの、避難指示等の解除後も避難指示等に伴い生じた支障による減

収分や事業の全部又は一部の再開のために生じた追加的費用（機械等設備の復旧費用、除染費

用等）のうち必要かつ合理的な範囲のものを賠償すべき損害としている。

（b） 就労不能等に伴う損害（乙Ｂ５・２６～２８頁、乙Ｂ７・１１、１２頁）

対象区域内に住居又は勤務先がある勤労者が避難指示等により、あるいは、上記の営業損害

を被った事業者に雇用されていた勤労者が当該事業者の営業損害により、その就労が不能等と

なった場合には、かかる勤労者について、給与等の減収分及び必要かつ合理的な範囲の追加的

費用を賠償すべき損害とする。

（c） 営業損害及び就労不能等に伴う損害の終期及び損害認定の留意点

中間指針及び中間指針第二次追補において、営業損害及び就労不能損害の終期は、基本的に

は対象者が従来と同等の営業活動又は就労活動を営むことが可能となった日とされているが、

個別具体的な事情に応じて合理的に判断するものとする旨の指針が示されているほか、営業損

害を被った事業者や就労不能損害を被った勤労者による転業・転職や臨時の営業・就労等が特

別の努力と認められる場合には、この特別の努力により得た利益や給与等を損害額から控除し

ない等の合理的かつ柔軟な対応が必要である旨の指針が示されている。（乙Ｂ５・２５、２６

頁、乙Ｂ７・１０～１２頁）

　ｇ　財物価値の喪失又は減少等（乙Ｂ５・２９～３２頁、乙Ｂ７・１２頁）

　ここでいう財物には動産のみならず不動産も含み、避難指示等による避難等を余儀なくされ

たことに伴い、対象区域内の財物の価値の全部又は一部が失われたと認められる場合におけ

る、現実に価値を喪失し又は減少した部分及びこれに伴う必要かつ合理的な範囲の追加的費用

（当該財物の廃棄費用、修理費用等）や、対象区域内の財物の管理が不能等となる等によりそ

の価値が喪失又は減少することを予防するために、所有者等が支出した費用のうち必要かつ合

理的な範囲について賠償すべき損害とする。

　不動産に係る財物価値における「価値を喪失し又は減少した部分」について、中間指針第二

次追補は、居住制限区域内及び避難指示解除準備区域内の不動産については、避難指示解除ま
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での期間等を考慮して、本件事故発生直前の価値を基準として本件事故により一定程度減少し

たものと推認することができる旨の指針を示している。

（イ） 住居確保に係る損害（乙Ｂ９・２、８～１３頁）

中間指針第四次追補は、「避難を余儀なくされている住民は、具体的な生活再建を図ろうと

しているが、特に築年数の経過した住宅に居住していた住民においては、第二次追補で示した

財物としての住宅の賠償金額が低額となり、帰還の際の修繕・建替えや長期間の避難等のため

の他所での住宅の取得ができないという問題」や「長期間の避難等のために他所へ移住する場

合には、従前よりも相対的に地価単価の高い地域に移住せざるを得ない場合があることから、

移住先の土地を取得できないという問題」が生じているという認識の下、「住居確保に係る損

害」として以下の損害をそれぞれ賠償すべきとの指針を示した。なお、住居確保に係る損害

は、前記財物価値の喪失又は減少等に基づく損害に加えて別途賠償されるものとして示されて

いる。

　ａ　一括賠償金の対象とされた帰還困難区域又はａｄ町若しくはａｃ町の居住制限区域若し

くは避難指示解除準備区域に住居があった者で従前の住居が持ち家であった場合は、〈１〉住

宅（建物で居住部分に限る。）取得のために実際に発生した費用と本件事故時に所有し居住し

ていた住宅の事故前価値との差額であって、事故前価値と当該住宅の新築時点相当の価値との

差額の７５％を超えない額、〈２〉宅地（居住部分に限る。）取得のために実際に発生した費

用と事故時に所有していた宅地の事故前価値との差額、〈３〉前記〈１〉及び〈２〉に伴う登

記費用、消費税等の諸費用について、賠償すべき損害と認められる。

　ｂ　ａの対象者以外で避難指示区域内の従前の住居が持ち家であった者で、移住又は長期避

難をすることが合理的であると認められる者が、移住又は長期避難のために負担した前記ａ

〈１〉及び〈３〉の費用並びに〈２〉の金額の７５％に相当する費用について、賠償すべき損

害と認められる。

　ｃ　従前の住居が持ち家だった者が避難指示の解除後に帰還する場合、帰還するために負担

した〈１〉事故前に居住していた住宅の必要かつ合理的な修繕又は建て替えに要した実費と当

該住宅の事故前価値との差額であって、事故前価値と当該住宅の新築時点相当の価値との差額

の７５％を超えない額、〈２〉必要かつ合理的な建て替えのために要した当該住居の解体費

用、〈３〉前記〈１〉及び〈２〉に伴う登記費用、消費税等の諸費用について、賠償すべき損

害と認められる。

　ｄ　従前の住居が避難指示区域内の借家であった者が、移住若しくは長期避難又は帰還のた

めに負担した〈１〉新たに借家に入居するために負担した礼金等の一時金、〈２〉新たな借家

と従前の借家との家賃の差額の８年分について、賠償すべき損害と認められる。

（７） 経済産業省の示した賠償基準の考え方

経済産業省は、中間指針第二次追補の公表後である平成２４年７月２０日、「避難指示区域

の見直しに伴う賠償基準の考え方」（以下「経済産業省の示した賠償基準の考え方」とい

う。）を公表し、避難指示区域における不動産、家財、営業損害・就労不能損害、精神的損害

に対する賠償に関して、以下のような考え方を示した。（乙Ｂ３６）

ア 不動産（住宅・宅地）に対する賠償

（ア） 基本的な考え方

　ａ　帰還困難区域においては、事故発生前の価値の全額を賠償し、居住制限区域・避難指示

解除準備区域は、事故時点から６年で全損として、避難指示の解除までの期間に応じた割合分

を賠償する。

　ｂ　解除の見込み時期までの期間分を当初に一括払いをすることとし、実際の解除時期が見

込み時期を超えた場合は、超過分について追加的に賠償を行う。解除の見込み時期は、市町村

の決定があればそれを踏まえて決定することとし、事前に特別な決定がない場合は、居住制限
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区域であれば事故時点から３年、避難指示解除準備区域であれば事故時点から２年を標準とす

る。

（イ） 事故発生前の価値の算定

　ａ　土地

　宅地については、固定資産税評価額に１．４３倍の補正係数をかけて事故前の時価相当額を

算定する。

　ｂ　建物

　住宅については、固定資産税評価額に補正係数をかけて事故前価値を算定する方法と、建築

着工統計に基づく平均新築単価から事故前価値を算定する方法を基本とし、個別評価も可能と

する。

　ｃ　住宅の修復費用等

　住宅について、早期に修繕等を行いたいという要望も強いことから、基準公表後、建物の賠

償の一部前払いとして、建物の床面積に応じた修復費用等を速やかに先行払することとする。

具体的には、個人所有の建物について、当該床面積に比例した金額（１ｍ
2
当たり１．４万円）

を支払う。

（ウ） 事業用の不動産等の賠償

事業用不動産や償却資産、田畑、森林等については、その収益性は営業損害の賠償に反映す

ることを基本とし、加えて、資産価値についても別途賠償を行うこととするが、適切な評価方

法については継続して検討する。

（以上、乙Ｂ３６の「避難指示区域の見直しに伴う賠償基準の考え方について（別紙）」（以

下「乙Ｂ３６の別紙」という。）１～３頁）

イ 家財に対する賠償

（ア） 家族構成に応じて算定した定額の賠償とし、帰還困難区域は避難指示期間中の立入

などの条件が異なり、家財の使用が大きく制限されることなどから、居住制限区域・避難指示

解除準備区域と比較して一定程度高くなる設定とする。なお、居住制限区域・避難指示解除準

備区域は立入回数がより多くなるという前提で、立入に要する費用を算定し、一括払いを行

う。

（イ） 損害の総額が定額を上回る場合には個別評価による賠償も選択可能とする。

（ウ） 定額賠償の具体的な額は以下のとおりである。

（以上、乙Ｂ３６の別紙３、４頁）
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ウ 営業損害・就労不能損害に対する賠償

（ア） 従来の一定期間ごとにおける実損害を賠償する方法に加え、一定年数分の営業損

害、就労不能損害を一括で支払う方法を用意する。具体的には、農林業は５年分（平成２４年

１月分から平成２８年１２月分まで）、その他の業種は３年分（平成２４年３月分から平成２

７年２月分まで）、給与所得は２年分（平成２４年３月分から平成２６年２月分まで）とす

る。

（イ） また、営業損害及び就労不能損害の賠償対象者が、営業・就労再開、転業・転職に

より収入を得た場合、一括払いの算定期間中の当該収入分の控除は行わない。なお、大企業は

本取扱いの適用対象外とし、就労不能損害で控除を行わない収入は月額５０万円を上限とす

る。

（ウ） 帰還して営農や営業を再開する場合、その際に必要な追加的費用に加え、一括払い

の対象期間終了後の風評被害等についても別途賠償の対象とする。

（以上、乙Ｂ３６の別紙４、５頁）

エ 精神的損害に対する賠償

（ア） 平成２４年６月以降の精神的損害について、帰還困難区域で６００万円、居住制限

区域で２４０万円（２年分）、避難指示解除準備区域で１２０万円（１年分）を標準とし、一

括払いを行う。

（イ） 居住制限区域・避難指示解除準備区域について、解除の見込み時期が上記（ア）の

標準期間を超える場合には、解除見込み時期に応じた期間分の一括払いを行う。その上で、実

際の解除時期が標準の期間や解除の見込み時期を超えた場合は、超過分の期間について追加的

に賠償を行うこととする。

（以上、乙Ｂ３６の別紙５頁）

（８） 被告の賠償基準等及び賠償の状況

ア 賠償の基本的な流れ

被告は、中間指針等や経済産業省が示した賠償基準の考え方を踏まえ、本件事故により生じ

た損害に対する賠償基準を順次策定し、公表している。また、平成２３年８月３０日付けプレ

スリリース（乙Ｂ２４）により、中間指針で示された損害項目に対する賠償基準を定めて、本

件事故により生じた損害のうち確定した損害に対する本賠償の概要を公表しており、その中で

賠償手続についても以下のとおり示されている。なお、同プレスリリースにおいては「賠償」

ではなく「補償」という用語が使われているが、その後のプレスリリースでは「賠償」という

用語が主に用いられており、本件における金銭支払は「賠償」としての性質を有していると解

されるため、ここでも「賠償」という用語を用いる。

　賠償額の確定については、本件事故により被害を受けた者ら（以下「被害者」という。）に

おいて、被告から送付された請求書用紙に必要事項を記入の上、損害額を請求し、被告におい

て請求された各項目の内容を確認し、賠償額を算定した上で、被害者と合意・確定した全額を

速やかに支払うこととする。なお、損害項目のうち、合意に至らない項目がある場合には、合

意された項目の賠償額を先行して支払うことも可能である。

　また、公正かつ迅速な賠償を行う観点から、中間指針で示された損害項目ごとに賠償基準を

策定しており、その主な考え方については、宿泊費などの損害に対する賠償を請求する際は原

則として領収書等の必要書類を確認し、実費を支払うが、一定額を上回る請求については具体

的な事情も確認した上で賠償額の協議を求めることがあること、精神的損害や自家用車を利用

した交通費等、損害額を証明又は領収書等を提示することが難しい請求については、損害発生

の事実を確認することで被告が定める賠償金額を支払うこと、地震や津波等の他要因による損

害については賠償の対象とはならないため、請求に当たりそれらの要因による損害分が含まれ

ていないことを確認する場合があることなどが示されている。
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　本プレスリリースが公表された後も、請求書の書式や請求に当たり必要な書類等は、種々の

損害項目に対する賠償基準が策定、公表されるとともに、随時更新されていったものと認めら

れるが、本件事故による損害について、被害者が、疎明資料を添付の上、作成した請求書類を

被告に送付し、被告がそれを確認し、賠償額を算定した上で賠償すべきと判断した額について

支払がされるという手続が取られていたと考えられる。（乙Ｂ２４の「主な損害項目における

補償基準の概要」に係る必要書類例、乙Ｂ２５の請求方式等参照）

イ 精神的損害（避難に伴う生活費の増加分を含む）に対する賠償基準

（ア） 本件事故発生時点における生活の本拠が、避難指示解除準備区域又は居住制限区域

（ただし、ａｄ町及びａｃ町を除く。）にあった者については、原則として、避難継続の有無

を問わず、避難生活等による精神的損害等（避難に伴う生活費の増加分を含む。）に対する賠

償として、１か月当たり１０万円、平成２３年３月から平成３０年３月までの８５か月分とし

て、一人当たり８５０万円を支払う。

　前記（６）イ（ア）ａ（b）のとおり、中間指針等は、本件事故発生の６か月後から避難指示

区域見直しまでの期間である第２期の避難等対象者の精神的損害に対する賠償額の目安を月額

５万円とし、また、賠償終期の当面の目安を避難指示解除から１年後としているが、被告の賠

償基準は、政府が示した復興方針等を踏まえて、上記第２期においても月額１０万円（又は１

２万円）とするなど（乙Ｂ２５）、賠償を拡大している。なお、原告らの居住していたＮ地区

の避難指示が解除されたのは平成２９年３月３１日であり、賠償終期は避難指示解除の１年後

としている中間指針等の示した期間の賠償となっている。

（以上、乙Ｂ２４～乙Ｂ２６、乙Ｂ２８、乙Ｂ２０６・９～１６頁）

（イ） 増額事由等

　ａ　中間指針等の定める避難所等における避難生活等を余儀なくされた期間については、一

人月額１０万円を増額して、月額１２万円を賠償する。（乙Ｂ２４、乙Ｂ２５、乙Ｂ２０６・

９頁）

　ｂ　本件事故発生時において、避難等対象区域内に生活の本拠を有していた者で、避難等を

余儀なくされた者のうち、要介護状態等の事情がある者又は恒常的に介護が必要な者の介護者

で、避難生活等において負担が大きいと認められる者について、月額１０万円に１万円から２

万円を増額して賠償する。ここで要介護状態等の事情がある者とは、要介護５～１の認定、身

体障害等級１～６級の認定、精神障害等級１～３級の認定並びに障害の程度Ａ又はＢの認定を

受けていることが、介護保険被保険者証、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳又は療育

手帳等により確認できる者のことをいい、請求に際してはこれらの資料を送付することが求め

られている。（乙Ｂ６７、乙Ｂ２０６・１０～１６頁）

　ｃ　中間指針の定める避難等対象者（Ｎ地区に居住していた原告らはこれに該当する。）の

うち、子供（１８歳以下の者）及び妊婦が平成２３年４月２３日から平成２４年８月３１日ま

での間に避難等対象区域又は自主的避難等対象区域内に避難又は滞在していた場合、その滞在

していた時期に応じて、自主的避難等対象者に係る賠償（平成２３年中の場合は４０万円、平

成２４年中の場合は８万円）と同額の賠償をする。（乙Ｂ２０６・１７～１９頁）

ウ 精神的損害以外に対する賠償基準

（ア） 避難生活に伴う実費等の賠償

被告は、中間指針等の定める「政府による避難等の指示等に係る損害」に関して、避難等対

象者が負担した避難・帰宅費用、家賃、一時立入費用、検査費用（人）、検査費用（物）の賠

償基準等を以下のとおり定めている。なお、賠償対象期間は、検査費用（人）については平成

２３年３月１１日から平成２４年２月２９日であるが、その他の費用については、精神的損害

に対する賠償と同様に、平成２３年３月１１日から平成３０年３月３１日までとされている。

　ａ　避難・帰宅費用
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　平成２３年３月から平成２４年５月までの期間については、交通費や家財道具移動費用とし

て、都道府県内移動の場合は原則として片道１回当たり５０００円、都道府県外移動の場合は

片道１回当たり被告作成に係る「標準交通費一覧表」に定める標準金額（自家用車での移動か

否かにより、異なった一覧表が用いられる。）を賠償することとし、宿泊費は、原則として１

泊当たり一人８０００円を上限として実費を賠償することとしている。ただし、平成２３年１

２月１日以降の宿泊については、一人当たり５泊までを目安としている。（乙Ｂ２０６・２

１～２３頁）

　平成２４年６月以降の期間については、将来分も含めた一定期間に発生する全ての損害項目

に対する賠償金を包括して一定額を賠償し、帰宅・転居の１回分の費用として一人当たり５万

円の賠償をするとしている。なお、支払った金額と実際に発生した損害額実費に差額が生じた

場合は、必要書類を確認した上で、必要かつ合理的な範囲において差額分を追加で支払うとし

ており、以下で述べる家賃以外の損害項目においても同様の取扱いがなされている。（乙Ｂ２

０６・３１頁）

　ｂ　家賃

　避難先が賃貸住宅の場合に負担した家賃について、賃貸借契約書（写し）及び領収書に基づ

き賠償を行うとしている。（乙Ｂ２０６・２２、３２、３３頁）

　ｃ　一時立入費用

　平成２３年３月から平成２４年５月までの期間について、交通費、家財道具移動費用、宿泊

費として、避難・帰宅費用の賠償（上記ａ）と同様の賠償を行うこととしている。ただし、一

時立入費用の支払は１か月当たり１回までを目安とし、宿泊は１回当たり２泊を目安とされて

いる。（乙Ｂ２０６・２４、２５頁）

　平成２４年６月以降の期間については、福島近郊からの７０か月分（１か月に１回５０００

円）の一時立入費用として一人当たり３５万円の賠償をするとしている。（乙Ｂ２０６・３１

頁）

　ｄ　検査費用（人）

　避難等対象者のうち本件事故が生じたことにより健康診断費用、放射線検査費用等を負担し

た者について、健康診断１回当たり原則８０００円、放射線検査１回当たり原則１万５０００

円のほか、それらに係る交通費、宿泊費を支払うとしている。請求に当たり、受診、受検を証

明する書類又は領収書の添付が必要とされる。ただし、健康診断につき６か月に１回、放射線

検査につき３か月に１回を目安とするとされている。なお、平成２４年６月以降の期間に関し

て、６年分（１年に１回５０００円）の検査（人）にかかる交通費として一人当たり３万円の

賠償をするとしている。（乙Ｂ２０６・２６、２７、３１頁）

　ｅ　検査費用（物）

　避難等対象区域の財物の所有者で、当該財物について放射線検査費用を負担した者につい

て、放射線検査費用１回当たり原則１万７０００円を支払うとしている。請求に当たり、検査

を受けたことを証明する書類又は領収書の添付が必要とされる。なお、平成２４年６月以降の

期間に関して、検査費用（物）の１回分の費用として１万７０００円の賠償をするとされてい

る。（乙Ｂ２０６・２８、３１頁）

　ｆ　その他

　平成２３年３月から平成２４年５月までの期間について、知人・親戚宅への宿泊実費分とし

て１世帯当たり１泊につき２０００円、１か月につき６万円の賠償（本件事故から平成２３年

１１月３０日までを対象とする。）をするほか、〈１〉賃貸住宅に係る礼金、仲介手数料、駐

車場代、〈２〉別々の避難先に避難を継続している同一世帯内での移動費用、〈３〉テレビ、

電子レンジ、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、暖房器具、温水洗浄便座、家具、寝具、カーテン、

じゅうたん、学校の制服、礼服、就労に必要な被服、スタッドレスタイヤ等の避難生活等に伴
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う物品全般購入費用、〈４〉証明書類取得費用として、それぞれ領収書記載の金額の賠償をす

るとされている。（乙Ｂ２０６・２９、３０頁）

　平成２４年６月以降の期間について、同一世帯内の移動費用として７０か月分（１か月に２

回、１回につき５０００円）、７０万円の賠償をするとされている。（乙Ｂ２０６・３１頁）

（イ） 生命・身体的損害

中間指針の定める避難等対象者が、避難等を余儀なくされたために、傷害を負い、健康状態

が悪化し、疾病にかかった場合のほか、高齢者や既往症を抱える者等が健康状態の悪化等を防

止するために医療費等を支払った場合に、その医療費、交通費、宿泊費、証明書類取得費用等

の実費のほか、入通院に伴う慰謝料を支払うとしている。なお、後遺障害・死亡等に関する賠

償は個別の取扱いとする。入通院に伴う慰謝料については、平成２３年３月から平成２４年５

月の期間は１日当たり４２００円（本件事故に伴う避難生活と生命身体的損害との間に因果関

係が認められることが通院証明書又は指定診断書に記載されている場合に限り、治療開始から

治療終了までの日数と実際に治療を受けた日数の２倍の日数とを比較し、少ない日数を対象に

１日当たり４２００円を支払う。）を、平成２４年６月以降は入通院１日当たり４２００円を

支払うとされている。請求に当たり、傷病と避難生活との関連性を証する資料として通院証明

書、指定診断書等、領収書が必要とされる。（乙Ｂ２４、乙Ｂ２１５・２３、２４頁、弁論の

全趣旨）

（ウ） 財物損害に対する賠償

ａ　不動産に関する賠償

（a） 宅地・建物（外構を含む）に係る賠償

　（ⅰ）　宅地

　本件事故発生時点において、避難指示区域内に存在していた土地については、時価相当額に

避難指示期間割合（避難指示解除までの期間に応じた価値の減少分を算出するため、本件事故

発生時から避難指示の解除見込み時期までの月数を分子、７２か月を分母として算定した数

値。以下同じ。避難指示解除の見込み時期について、事前に決定がない場合、居住制限区域は

７２分の３６、避難指示解除準備区域は７２分の２４を標準とし、避難指示解除の時期が、当

初設定した避難指示の解除見込み時期を超えた場合には、実際の解除時期に応じた金額を追加

して支払うとされた。）と持分割合を乗じることにより損害額を算定し賠償する。

　本件事故時の時価相当額は、定型評価（当該土地の平成２２年度の固定資産税評価額に１．

４３倍の補正係数を乗じて算定する方法）により算定する。ただし、課税地目が宅地以外の土

地を実際には宅地として利用している場合で、定型評価では確認できない場合には、専門家の

現地調査により、宅地であることを確認した後、宅地面積、宅地単価を確認した上で両者を乗

じて算定する「現地評価」による。

　（ⅱ）　建物

　本件事故発生時点において、避難指示区域内に存在していた建物については、時価相当額に

避難指示期間割合と持分割合を乗じることにより損害額を算定し賠償する。

　本件事故時の時価相当額は、定型評価（当該建築物の平成２２年度の固定資産税評価額に建

築物係数を乗じて算定する方法又は住宅着工統計に基づく平均新築単価を基礎とした単価に床

面積を乗じて算定する方法）又は個別評価（工事請負契約書などの書類から時価相当額を算定

する方法）により算定し、それらによることができない場合には、専門家による現地評価等を

実施する「現地評価」による算定を選択できる。なお、現地評価を選択した場合は、実際の調

査結果をもとに算定した時価相当額により賠償するとされており、現地評価選択後に、定型評

価、個別評価への変更はできない。

（以上、乙Ｂ２６、６９、２０３・１７～２４頁）

（b） 田畑に関する賠償

222/256第一法規『D1-Law.com 判例体系』



　本件事故発生当時に避難指示区域内に所有されていた田畑について、時価相当額に避難指示

期間割合及び持分割合を乗じて算定した額に諸費用としての１万円（１万円を超える場合は合

理的な範囲での実費）を加算した額を支払う。時価相当額は、課税地目が田、畑、一般田、一

般畑で表される田畑のうち、都市計画法上の用途地域内に存在しないものについては、社団法

人福島県不動産鑑定士協会の調査結果に基づく評価額単価に対象地の面積を乗じて算定する。

（弁論の全趣旨）

　ｂ　家財に関する賠償

　本件事故発生当時に避難指示区域内の住宅に家財を所有していた者に対して、持ち出すこと

ができず価値が喪失した家財の時価相当額及び避難等による管理不能等により毀損した家財の

原状回復費を対象として、合理的な範囲で避難に伴い発生したと想定される家財の損害を世帯

人数・家族構成ごとに定額で賠償する。

　具体的には、帰還困難区域に居住していた世帯について、単身世帯の場合は３２５万円（学

生の場合は４０万円）、複数人世帯の場合は世帯基礎額４７５万円に、大人１名当たり６０万

円、子供１名当たり４０万円を加算した額を、居住制限区域、避難指示解除準備区域に居住し

ていた世帯について、単身世帯の場合は２４５万円（学生の場合は３０万円）、複数人世帯の

場合は世帯基礎額３５５万円に、大人１名当たり４５万円、子供１名当たり３０万円を加算し

た額を支払う。なお、避難等に伴う管理不能等により１品当たりの購入金額が３０万円以上の

高額家財が毀損した場合、修理・清掃費用相当額として、１世帯当たり２０万円を追加して支

払う。

　また、個別の家財に生じた現実の損害を積み上げた合計金額が定額を超える場合は、個別賠

償として超過分を賠償する。

　さらに、避難生活を余儀なくされたことにより、離別あるいは死別したペットについては、

購入金額が３０万円以上の場合は、個別賠償の支払をする際に購入金額の全額を賠償する。ま

た、犬や猫等については、離別・死別に対する精神的損害も考慮する場合がある。

（以上、乙Ｂ２６、乙Ｂ２０４、弁論の全趣旨）

（エ） 住居確保に係る費用の賠償

被告は、帰還する者が自宅に居住できるようにするために必要な建替え・修繕の費用が十分

に賄えない、また、新しく生活拠点を定める者が宅地や住宅を購入する費用が賄えないといっ

た状況に対する改善の要望に応えるため、平成２５年１２月２６日に決定された中間指針第四

次追補を踏まえ、平成２６年４月３０日付けプレスリリースにより、避難指示区域内に住宅を

所有して居住していた者の住居確保に係る費用について、以下のとおり、賠償を実施すること

を公表した。（乙Ｂ７６の１）

　ａ　帰還する場合

　本件事故発生時点において帰還困難区域又はａｄ町若しくはａｃ町の居住制限区域若しくは

避難指示解除準備区域（以下「移住を余儀なくされた区域」という。）以外の避難指示区域に

住宅を所有して居住していた者のうち、管理不能に起因する建替え・修繕が必要である者が、

避難指示が解除された後に帰還するに当たり負担した、建築物、構築物・庭木に係る建替え・

修繕費用、建替えに要した解体費用及び建替え・修繕に係る登記費用、消費税等の諸費用のう

ち、必要かつ合理的な範囲内の費用を賠償の対象とする。ただし、「宅地・建物・借地権」の

賠償金額と以下の算定方法により対象資産ごとに算定される金額を合算した額を賠償上限金額

とする。

（a） 住宅

算定対象資産の想定新築価格から算定対象資産の時価相当額を減じた額に、７５％を乗じた

額。ただし、住宅が地震及び津波による損害を受けている場合には、想定新築価格及び時価相

当額からその損害を控除して、賠償上限金額を算定する。
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（b） 諸費用

登記費用（申請に係る手数料を含む。）、消費税等の住居確保のための必要かつ合理的な範

囲内の費用。

　ｂ　移住する場合

　本件事故発生時点において移住を余儀なくされた区域以外の避難指示区域内に住宅を所有し

て居住していた者のうち、移住をすることが合理的と認められる者が、移住のために負担し

た、建築物、構築物・庭木及び宅地に係る再取得費用及び再取得に係る登記費用や消費税等の

諸費用を賠償の対象とする。なお、移住する合理的な事情については、「営業・就労」「医

療・介護」「お子さまの生活環境」等の状況の申告により柔軟に対応するとされている。ただ

し、「宅地・建物・借地権」の賠償金額と以下の算定方法により対象資産ごとに算定される金

額を合算した額を賠償上限金額とする。

（a） 住宅

前記ａ（a）と同じ。

（b） 土地

従前の宅地面積（２５０ｍ
2
が上限）に３万８０００円／ｍ

2
を乗じた金額から、従前の宅地

面積（４００ｍ
2
が上限）に従前の宅地単価を乗じた金額を減じた金額に、７５％を乗じた金

額。

（c） 諸費用

前記ａ（b）と同じ。

ｃ　賠償金の支払方法について

帰還先住居の建替え・修繕費用や移住先住居の再取得費用を実際に負担する前に、不動産購

入申込書、工事見積書、売買契約書等の写しをもとに、賠償金の概算額を予め支払う。この場

合、後日、領収書等の写しを確認し、実際に負担した金額との過不足分を精算する。また、当

該費用を実際に負担した後に、領収書等の写しを確認し、賠償金を支払うこともできる。

　なお、請求に当たっては、原則として請求者本人名義の領収書、不動産購入申込書、工事見

積書、売買契約書等の写しを確認するが、名義が同居していた世帯構成員又は共有者である場

合には、最終的に請求者が費用を全額負担することを前提に賠償金を支払う。

（オ） 就労不能損害の賠償

ａ　被告は、平成２３年８月３０日付けプレスリリースにより、本件事故後、平成２３年８

月末日までに確定した就労不能損害に対する賠償の方針を、以下のとおり示した。（乙Ｂ２

４）

　避難等対象区域に居住していた者又は勤務地等がある者のうち、避難等によって就労が困難

となり、減収等を生じた者及び平成２３年３月１１日時点で就職・復職を予定していた者で避

難等により就労が困難となり減収等を生じた者について、就労不能等による給与等の減収分に

追加的費用を加算した額を支払う。ここで、給与等減収分は、従前の平均収入から現在の実収

入を差し引いた額を原則とし、従前の収入に関する書類が提出できない場合は、就労形態、就

労時間等に基づき算定した基準賃金（月３万円から１５万円）に基づき、減収額を算定した上

で支払う。請求に当たり必要な書類の例としては、就労の事実、就労形態を証する資料として

就労状況証明書、保険証が、従前の収入金額を証する資料として源泉徴収票、給与明細、預金

通帳が、それぞれ挙げられている。

　ｂ　その後、被告は、平成２４年７月２４日付けプレスリリースにより、平成２４年６月１

日から平成２６年２月２８日までを賠償対象期間とし、本件事故発生当時の収入をもとに、中

間指針第二次追補等にある「特別の努力」を反映の上、当該期間分の就労不能損害に対する賠

償金を支払うとされ、結局、本件事故発生から平成２６年３月までの３年間を対象期間とした
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賠償が実施されることとなった。なお、「特別の努力」を反映させるとは、中間指針第二次追

補で示された考え方と同様に、本件事故以降に転職や臨時の就労等によって新たに就労した勤

務先から得られた収入については、月額５０万円までは本件事故がなければ得られたであろう

収入から控除しないこととするものであり、かかる「特別の努力」の考え方は平成２３年３月

１１日から生じている就労不能損害の賠償についても遡及適用することとされている。（乙Ｂ

２６、乙Ｂ２０６・３４～３８頁、乙Ｂ２０９）

　ｃ　以上に加えて、被告は、避難指示区域内に居住していた者のうち、本件事故に伴う避難

によって就労が困難となり、減収となった給与取得者又は失業状態となった給与取得者で就労

意思のある者等に対して、就労ができなくなり、収入がなくなってしまったことによる減収

額、収入が減少した場合の本件事故発生前の収入との差額等について、平成２６年３月１日か

ら平成２７年２月２８日までの１２か月間を上限として更に賠償を実施（なお、「特別の努

力」の適用はない。）するほか、就労が困難となる個別のやむを得ない事情がある場合には個

別の取扱いをするとされている。（乙Ｂ２０８）

（カ） 営業損害の賠償

　ａ　被告は、平成２３年８月３０日付けプレスリリースにより、本件事故後、平成２３年８

月末日までに確定した営業損害に対する賠償の方針を、以下のとおり示した。

　避難等対象区域内において平成２３年３月１１日時点で事業や農業を営んでおり、避難等に

より損害を被った法人や個人事業主につき、避難指示等に伴う減収分に追加的費用を加算した

額を支払う。ここで減収分は、法人・個人事業主については、過去の資料に基づく粗利から支

払を免れた固定費、変動費を差し引いた額に本年度の減収率を乗じた額とし、農業について

は、耕作できなかった面積に面積当たりの期待所得を乗じ、助成金相当額、追加的費用を加算

した額とする。請求に当たり必要な書類の例としては、身分を証する資料として法人登記簿、

住民票が、事業を営んでいたことを証する資料として納税証明書が、従前の収入金額を証する

資料として損益計算書、確定申告書が、農業所得を証する資料として確定申告書が、農業者で

あることを証する資料として農地基本台帳が、家畜を飼育していることを証する資料として個

体識別番号が、それぞれ挙げられている。（乙Ｂ２４）

　ｂ　また、被告は、平成２４年７月２４日付けプレスリリースにより、農林業者については

平成２４年７月１日から平成２８年１２月３１日までを、それ以外の個人事業者・中小法人に

ついては平成２４年７月１日から平成２７年２月２８日までをそれぞれ賠償対象期間として、

「特別の努力」を反映の上、当該期間分の営業損害に対する賠償金を支払うとされ、結局、農

林業者については本件事故発生から平成２８年１２月３１日までの５年１０か月間、それ以外

の個人事業者・中小法人については本件事故発生から平成２７年２月２８日までの４年間をそ

れぞれ対象期間とした賠償が実施されることとなった。「特別の努力」の考え方は就労不能損

害に対する賠償の場合と同様であり、収入減少額の算定に当たり実際に得られた収入を控除し

ない算定がなされることとなる。（乙Ｂ２６）

　ｃ　以上に加えて、農林業を営む個人事業者・中小法人について、平成２９年１月以降も被

害の継続が認められる場合、従前の耕作地等で従前と同等の営農継続が困難になったこと等に

伴う帰還再開や移転再開、転作、転業、就労、休業等に係る同月以降の損害として、年間逸失

利益（期待所得）の３倍分を一括して支払うほか、本件事故に伴い支出を余儀なくされた追加

的費用について支払うこととされている。（乙Ｂ１８７）

　また、農業、林業、漁業従事者を除く農林業以外の個人事業主・中小法人について、平成２

７年３月以降も被害の継続が認められる者について、従前事業の商圏を喪失したこと等に伴

い、帰還や移転、転業、就労等に係る損害として、減収率１００％の年間逸失利益の２倍を一

括して支払うほか、本件事故に伴い支出を余儀なくされた追加的費用、事業用資産に係る修復

費用及び廃棄費用を必要かつ合理的な範囲で支払うとされている。（乙Ｂ２１３）
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（キ） 償却資産及び棚卸資産の賠償

本件事故当時、避難指示区域に個人事業主及び中小法人が所有し、持ち出しされていない償

却資産及び棚卸資産について、避難等に伴う経年又は管理不能による財物価値の減少額を賠償

する。（乙Ｂ２０４）

エ 被告による賠償の状況

被告は、原告らに対し、中間指針等や経済産業省の示した賠償基準の考え方を踏まえて策定

した前記イ及びウを含む賠償基準に従い、精神的損害に対する賠償のほか、財産的損害に対す

る賠償として避難費用、一時立入費用、家族間移動費用、就労不能損害、農業を含む事業に関

する営業損害、生命・身体的損害、住居確保損害、所有不動産や家財等に関する財物損害等に

対する賠償を実施している。被告が各原告に対して実施した賠償の具体的な内容、額について

は、別紙９「被告による賠償」のとおりであり、財産的損害に対する賠償として、世帯単位で

約１７５０万円から約５億１３００万円の賠償を行い、これに精神的損害に対する賠償を加え

ると、世帯単位で約３４５０万円から約５億５５００万円の賠償を行っている。（各原告に対

する賠償に関する乙Ｃ号証、弁論の全趣旨）

　２　精神的損害に対する賠償に関する判断

（１） 原告らの請求

ア 原告らの請求内容

原告らは、本件事故によってそれまで平穏に生活していた地域を追われて避難生活を余儀な

くされ、地域社会における平穏な生活の全般を包括的に侵害されており、このような被害にお

ける被侵害利益を「包括的生活利益としての平穏生活権（包括的平穏生活権）」と呼び、生存

権を基礎に、居住・移転・職業選択等の自由、財産権、人格権など多様な権利利益を包括的に

含むものであるとし、包括的平穏生活権の侵害によって生じた避難慰謝料及び故郷剥奪慰謝料

の賠償を請求している。具体的には、原告らに対しては、避難慰謝料として一人当たり月額５

０万円（障害を有する者については月額７０万円）に平成２３年３月から避難終了までの月数

を乗じた額の賠償（損害額が３０００万円を超える者については、損害額の一部として３００

０万円を請求している。）のほか、故郷剥奪慰謝料として一人当たり２０００万円の賠償が認

められるべきと主張する。

イ 原告らの請求方式と当裁判所による慰謝料額の算定方式

（ア） 原告らの請求方式に関して、第１陣訴訟の判決言渡し後、原告らは、平成３０年８

月１０日付け準備書面（355）において、第１陣訴訟判決における原告らの請求方式に対する理

解の誤りを指摘したことから、当裁判所は、原告らに対し、同年８月２３日付け「ご連絡」と

題する文書により請求内容及び請求方式について釈明を求め、これに対して、原告らは、同年

９月１４日付け準備書面（361）により回答したが、これについて、再度、当裁判所は同年９月

２０日付け「ご連絡」と題する文書により釈明を求め、原告らは、同年１０月１５日付け準備

書面（369）によりその回答を行った。このように、原告らの請求方式について、裁判所が２度

にわたり釈明を求めた経緯があり、原告らの請求方式については、原告らの精神的損害の有無

やその額を算定する上での前提となるため、まずこの点について判断する。

（イ） 原告らは、上記準備書面（369）において、「本件避難者訴訟においては、全世帯の

陳述書及び本人尋問の実施により、個別の損害事実を主張・立証してきた。これは、各原告の

個別的な主張立証の意味合いのみならず、被害（故郷喪失及び避難生活）の全体像を示す事実

（損害の事実）を原告本人尋問や検証を通じて多面的に主張・立証するという意味合いをもっ

ている。原告らは、かかる主張立証活動により、多岐にわたりしかもそれぞれの被害が絡まり

合い相乗し合っている総体を包括的に捉えることを可能とし、かつ、かかる包括的な被害を故

郷喪失慰謝料及び避難慰謝料として評価することを可能とすべく、訴訟活動をおこなってき

た」とし、「原告らは、このような立証を、ほぼ全世帯について実施することにより、被害の
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程度（損害算定）について、全ての被害者に共通する最低額を、あらたな『経験則』として構

築してきた。被害者によって、その損害の程度は異なるところ、最低の水準は月額５０万円と

いう評価である。これを超える損害は、この最低水準の損害額を基準として、その上積みとし

て算定することが可能になる。」と主張する。その上で、原告らは、本件における一律一部請

求について、避難慰謝料月額５０万円、故郷喪失慰謝料一人２０００万円との算定（そのよう

な経験則の確立）がされるのであれば、それ以上の請求はしないという趣旨での一部請求であ

り、裁判所による算定額が、上記原告ら主張額に満たない場合であれば、個別事情によって上

記裁判所算定額を超過する原告らの個別の損害（精神的苦痛）について、避難慰謝料月額５０

万円、故郷喪失慰謝料一人２０００万円を上限として、超過する部分の認容を当然に求めてい

るとする。また、原告らは、全ての損害事実を提示しただけであり、「共通損害」と「個別損

害」の区別をしておらず、「個別損害」（個別事情による損害）といわれるものを観念するこ

とも、明示することもできないとして、裁判所においてそのような区別をした上で慰謝料額の

算定をするのであれば、共通損害と個別損害の区別を示すべきであると主張する。このような

主張は最終準備書面においても再度されている（令和２年９月３０日付け最終準備書面（第１

分冊）１３７～１４８頁参照）。

　このような原告らの主張の趣旨としては、〈１〉第一次的には、裁判所の合理的な裁量によ

り算定すべき慰謝料額の根拠となるべき事情、すなわち原告らが主張する損害発生を基礎付け

る事情（各原告に共通する事情、すなわち共通損害に係る事情）に基づいて算定される避難慰

謝料及び故郷喪失慰謝料が、原告らの主張する上記額（避難慰謝料月額５０万円、故郷喪失慰

謝料２０００万円）となることが合理的であるということであり、その上で、〈２〉当裁判所

の上記共通損害に係る算定額が原告らの上記主張額に満たない場合には、各原告の個別事情を

踏まえて各原告らの精神的苦痛として認められる部分、すなわち各原告の個別事情による精神

的苦痛に係る慰謝料額を算定し、これを、原告らが主張する上記額（避難慰謝料月額５０万

円、故郷喪失慰謝料２０００万円）を上限として、上記裁判所が算定した慰謝料額に上乗せす

るよう求めるものと理解できる。

　そこで、当裁判所の判断の順序としても、まず上記〈１〉、すなわち各原告の共通損害とし

て認められる事情を踏まえて、相当と認められるべき慰謝料額を算定した上で、仮にこれが原

告らの主張する上記額に満たない場合に原告らが主張する個別事情による精神的損害の発生の

有無及びその程度等について判断することとする。

（２） 避難慰謝料について

ア 原告らが侵害された法的利益の内容等

（ア） 前記第３の１の認定事実（以下「認定事実〈２〉」という。）（１）ウのとおり、

Ｎ地区は福島第一原発から半径３０ｋｍ圏外であったことから、本件事故直後の時期には避難

指示等が出されることなく、Ｎ地区に居住していた原告らの多くは、近隣の市町村からの避難

者が国道（省略）号線を通ってａｂ町中心部方面に避難していく状況に不安を覚えながらも、

避難をすることなく、Ｎ地区での日常生活を継続した。また、避難指示等が出されない中で、

子供のいる家庭等、一部の原告らを含むＮ地区住民の一定数は、自主的にＮ地区から避難した

が、学校行事への参加や新学期の開始等を理由として３月下旬頃から４月にかけてＮ地区に

戻って生活を再開した者も相当数いる（各原告に係る別紙７「各原告に関する事情」を参

照）。その後、４月１０日に国からａｂ町に対して、Ｎ地区での生活は健康被害のリスクがあ

るため、約１か月を目途に避難を実施する計画的避難区域に指定する旨の通告があり、同月１

６日にＮ公民館で計画的避難区域に関する住民説明会が開催されるなどした上で、同月２２

日、Ｎ地区は計画的避難区域に指定された。これによりＮ地区に居住していた原告らはＮ地区

からの退去を強制された。

　Ｎ地区の住民に対しては本件事故直後の時期に避難指示が出されなかったことから、福島第
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一原発から２０ｋｍ圏内の居住者等、本件事故直後に着の身着のままの避難を強制された者と

比較すると、居住地からの退去を強制されるまでに一定の時間的猶予があり、４月２２日にＮ

地区が計画的避難区域に指定された後には、同月２６日の乳幼児・妊婦世帯向けの説明会を始

めとして、ａｂ町としての避難活動が開始される５月２２日に至るまで複数回にわたり計画的

避難に関する説明会が地区内で開催されるなど、住民が避難生活を余儀なくされるに当たって

も一定の配慮がされていたと認められる。もっとも、４月１０日に国から計画的避難区域の指

定が通告され、それから２週間を経過しない同月２２日に計画的避難区域に指定され、原則と

して１か月以内での避難を求められているのであり、その時間的猶予が十分に設けられていた

とはいい難い。また、認定事実〈２〉（５）イ（イ）～（エ）のとおり、本件事故後の３月１

８日にＮの中心部にあるＮ郵便局で１５．１２μＳｖ／ｈの空間放射線量率が測定され、その

２日後まで１０μＳｖ／ｈを超える空間放射線量率が測定されたほか、４月５日時点において

もＮ地区内７か所の空間放射線量率は２．８２～１０．７０μＳｖ／ｈであり、Ｎ小学校で

５．４３μＳｖ／ｈもあったなど、本件事故直後から避難の開始までＮ地区においては追加被

ばく線量年間２０ｍＳｖ（屋外における空間放射線量率３．８μＳｖ／ｈ、認定事実〈２〉

（４）イ（ア）参照）をおおむね超える空間放射線量率を記録していたところ、多くの原告ら

を含むＮ地区の住民はそのような空間放射線量率を記録した地区内での日常生活を一定期間継

続していたのであり、放射線被ばくの影響への不安の程度は、本件事故直後の避難指示により

避難をした者らに比べると大きいといい得る。

　その上で、計画的避難区域の指定を受け、居住地からの退去を強制されたいずれの原告らに

ついても、十分な情報を得られないまま、突然の避難指示とそれに伴う避難により（各原告に

係る別紙７「各原告に関する事情」のとおり）、これまでに居住していた地域における人間関

係を断たれるなどした上、従前の学校生活、職業活動、地域活動等の状況が一変し、場合に

よってはそれまで一緒に生活していた家族が別々に生活せざるを得なくなるなど、過酷な環境

下での生活を余儀なくされた。

（イ） 各原告に係る別紙７「各原告に関する事情」の「避難経路」欄記載のとおり、避難

をした原告らの避難の経過はそれぞれ異なる面もあるが、本件事故直後の時期に若年者のため

の避難所とされたａｂ町の「ｊｋ」（原告番号９９－４、同１４０－４）、仮設住宅が完成す

るまでの一時的な避難所とされた「ｊｌ」（原告番号１０４－１、同１０４－２、同１２７－

１、同１２７－２、同１７０－１、同１７０－２）のほか、ｊｍ（原告番号８４－１、同８４

－２）、ａｂ町体育館合宿所（原告番号１３６－１から同１３６－５）といった避難所に避難

した原告ら（なお、原告番号９１－３から同９１－６が避難した避難所の詳細は不明であ

る。）もいるものの、Ｎ地区の住民の多くは、本件事故直後の避難を強制されたａｃ町やｂｐ

町の住民が余儀なくされた避難所での生活を避けられたことがうかがわれる（認定事実〈２〉

（１）ウ（イ）参照）。しかしながら、親戚宅や知人宅に避難できた者についても、家族全員

が生活するには十分なスペースが確保されず、親戚や知人といえども気を遣って生活せざるを

得ないなど、強いストレス下での生活を余儀なくされた。また、仮設住宅や借上げ住宅での生

活は従前の原告らのＮの住居に比べれば狭い空間での生活であり、その設備も断熱性が不十分

なために夏は暑く、冬は寒いなど生活に困難を伴ったり、壁は薄く防音性に乏しいため隣室の

住民の生活音に悩まされ、逆に自分たちの生活音にも気を遣わなければならなかったりするな

どしたほか、結露による湿気やカビ、害虫等に悩まされるなど、快適な生活には程遠く、不便

や苦痛の多い生活であったと認められる。

　この点、認定事実〈２〉（１）ウ（ウ）のとおり、避難者のために建設されたａｂ町内の仮

設住宅への入居に際しては、震災前の地域コミュニティを考慮して、行政区単位の入居が勧め

られたり、ａｂ町により町内に借上げ住宅が確保されたりするなどし、５月末時点でＮ地区か

ら避難した住民の約３３％が町内の仮設住宅に、約３１％が町内の借上げ住宅にそれぞれ避難
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するなど、本件事故前のＮ地区での人間関係等が避難後も一定程度継続されていたことがうか

がわれ、原告らの中には、避難先においても従前の人間関係が一部継続していたと述べる者も

存在する。しかしながら、ａｂ町外に避難した者も３０％以上おり、原告らの多くは従前の住

居地における人間関係は大きく変わった旨述べており、Ｎ地区での生活と同様の人間関係が避

難後も継続していたとは評価し難く、仮設住宅等での過酷な生活環境も踏まえれば、避難先で

従前の地域コミュニティが一部維持されていたとしてもそれを過度に重視することはできな

い。

　認定事実〈２〉（１）エ（ウ）～（オ）のとおり、１２月２６日に、警戒区域及び計画的避

難区域をその年間積算線量に応じて避難指示解除準備区域、居住制限区域、帰還困難区域のい

ずれかに再編していく方針が示され、平成２４年４月１日以降、地域ごとに区域の再編が進め

られていったが、計画的避難区域とされていたＮ地区が避難指示解除準備区域又は居住制限区

域に再編されたのは、本件事故から約２年５か月後の平成２５年８月８日であり、Ｎ地区は区

域再編が行われた地域の中で最も遅い時期に区域再編がされたといえるため、その意味でＮ地

区の住民の先の見えない不安は、他の地域の住民に比べて大きかったものと評価できる。ま

た、避難指示解除準備区域又は居住制限区域に再編されたことで区域内での一定の活動は許容

されるようになったものの、自宅での宿泊等、日常生活の基本となる事項の多くは引き続き制

限されており、避難生活中は、いつ避難指示が解除されるのか先の見えない、見通しのつかな

い不安定な状況での生活となった。認定事実〈２〉（１）オのとおり、本件事故から４年３か

月後の平成２７年６月に将来的な避難指示解除の見通しが示されたものの、実際にＮ地区の避

難指示解除準備区域及び居住制限区域の指定が解除されたのは、本件事故から約６年後の平成

２９年３月３１日であり、長期間の避難生活を強いられた。

（ウ） このように、原告らは、本件事故により従前の生活の本拠である住居地から避難を

余儀なくされてから避難指示が解除され帰還して日常生活を再開できるようになるまでの間、

従前の住居地以外での生活を余儀なくされ、いつ帰還することができるか不明確な状況下で、

従前の住居地での正常な日常生活の維持・継続が長期間にわたり阻害され、これにより、憲法

２２条１項において保障されるべき居住・移転の自由とここから派生し、あるいは憲法１３条

において保障されるべき幸福追求権の一環としての自らが選択した住居地において平穏な社会

生活を営むという法的利益（平穏生活利益）を侵害されたものと認められる。

イ 放射線被ばくの不安に関する主張について

（ア） 原告らの多くは、程度の差はあるものの本件事故による放射性物質の拡散に伴う放

射線被ばくへの不安を述べ、放射線被ばくへの不安を避難生活に伴う精神的損害又は故郷剥奪

による損害の一要素として挙げる。他方、原告らは、低線量被ばくにより現に発症した健康被

害に基づき損害賠償を請求しているのではなく、本件損害賠償請求の基本的な前提事実として

低線量被ばくに関する主張を行っている旨述べる（原告ら準備書面（３）参照）ほか、他のハ

ザードとは異なる放射線災害の特殊性、政府に対する信頼の欠如、除染に対する疑問等の事情

に照らせばリスク・コミュニケーションによって低線量被ばくに対する不安を解消させること

は極めて困難であることなどを指摘して、帰還拒否の合理性を基礎付ける事実として低線量被

ばくに対する不安を挙げる（原告ら準備書面（156）参照）が、その意味するところは、本件事

故により生じている原告らの低線量被ばくに対する不安を慰謝料の算定に当たり考慮すべきと

いう主張であると解されるところ、これを慰謝料算定の際にどの程度考慮すべきかについて、

ここで検討する。

（イ） この点、認定事実〈２〉（４）ア（イ）のとおり、ＩＣＲＰは、その勧告におい

て、放射線防護の目的には、約１００ｍＳｖを下回る低線量域では、がん又は遺伝性影響の発

生率が関係する臓器及び組織の等価線量の増加に正比例して増加するであろうと仮定すること

が科学的にもっともらしいという見解を支持するとし、ＬＮＴモデルの考え方を放射線防護の
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観点から採用している。また、ｉｈ医師は、各種の研究報告等を踏まえて、発がんリスクは相

対的高線量域（１８０ｍＧｙ以上）から低線量域へ向けて低下するが原点（０）にたどり着く

までリスクは維持されるとし、ｉｉ氏もＬＮＴモデルは科学的、疫学的知見に基づいている旨

述べる（認定事実〈２〉（４）ア（カ）及び（キ）参照）。

　しかしながら、ＩＣＲＰ勧告は、約１００ｍＳｖ以下の線量において健康への影響に不確実

性が存在することを指摘した上で、約１００ｍＳｖを下回る低線量域ではＬＮＴモデルが科学

的にもっともらしいとするにとどまり、あくまでもＬＮＴモデルを放射線防護の目的を実現す

る観点からの仮定にとどめており、放影研も、原爆被爆者の調査で判明しているのは１００－

２００ｍＳｖ以上の放射線の被ばく線量がある場合についてであり、それ以下の被ばく線量と

がんのリスクの関係は不明であるとしている（認定事実〈２〉（４）ア（オ）参照）。また、

認定事実〈２〉（４）ア（ウ）のとおり、本件事故後のＩＣＲＰの勧告においては、放射能汚

染地域に住み続ける人々のための防護措置として、長期間経過後には放射線レベルを年間１ｍ

Ｓｖへ低減するとしつつも、現時点では年間１ｍＳｖから２０ｍＳｖの範囲で被ばく線量を設

定することを許容している。放射線の影響に関する国際的合意に準拠するワーキンググループ

報告書（認定事実〈２〉（４）ア（エ）参照）においても、１００ｍＳｖ以下の被ばく線量で

は、放射線の影響は他の要因による発がんの影響によって隠れてしまうほど小さいため、放射

線による発がんリスクの明らかな増加を証明することは難しいとした上で、被ばく線量に対し

て直線的にリスクが増加するとの考え方に従ったとしても、年間２０ｍＳｖの被ばくによる健

康リスクは、他の発がん要因によるリスクと比較しても十分に低い水準であるとしている。以

上を踏まえると、年間１００ｍＳｖ以下の被ばくが健康に与える影響については科学的（医学

的）な裏付けがされているとはいえず、そのような影響を認めるに足る証拠もない。

　また、認定事実〈２〉（４）イのとおり、福島県がａｂ町民に対して実施した内部被ばく検

査や外部被ばく線量推計の結果を見ても、年間１００ｍＳｖを超えるような被ばくを受ける可

能性は否定されていることはもちろん、現時点では、Ｎ地区の住民を含む検査を受けたａｂ町

民について、内部被ばくの預託実効線量が１ｍＳｖ以上の被検査者はおらず、本件事故発生後

４か月間の外部被ばく線量推計の結果も、多くの住民が２ｍＳｖ未満、ほぼ全ての住民が年間

５ｍＳｖ未満の被ばく量にとどまり、健康に影響が心配されるレベルの被ばくの可能性は否定

されている。原告らについても、健康に影響を与える程度の内部被ばく又は外部被ばくをした

と認めるに足る客観的な証拠はない。

　しかも、認定事実〈２〉（５）ア（ア）及び（イ）のとおり、Ｎ地区の全ての土地が除染さ

れるわけではないものの、国又は市の定めた除染計画に基づいて除染が実施され、その結果、

空間放射線量率が低減するなど、一定の効果をあげていると認められる。認定事実〈２〉

（５）イ（イ）～（エ）のとおり、本件事故後、間もない時期には、３．８４μＳｖ／ｈを優

に超える１０μＳｖ／ｈ以上の空間放射線量率がＮ地区内の複数の地点で測定されるなどして

いたが、Ｎ地区の中心部にあるＮ小学校については平成２４年４月１日時点で３．８４μＳ

ｖ／ｈを下回る２．４２μＳｖ／ｈに、平成２８年４月１日時点で０．２３μＳｖ／ｈを下回

る０．２２９μＳｖ／ｈになり、その後令和２年８月２５日時点では０．１１８μＳｖ／ｈに

まで低減している。Ｎ地区全体で見ても、平成２５年４月１日には３．８４μＳｖ／ｈを下回

る数値となり、それ以降３．８４μＳｖ／ｈを超える数値は測定されていない。確かに、帰還

困難区域であるｂｐ町ｊｎ地区に近い旧居住制限区域（ｊｒ８区）においては、平成３１年４

月に至っても、０．２３μＳｖ／ｈを超える数値が測定されているほか、令和元年１０月２３

日に実施した現地進行協議の際に見分した６区の仮置場、ｉｅ、農事組合法人ヒュッテファー

ムの牧草地、ｈｎ停留所では０．７１～１．０７μＳｖ／ｈの空間放射線量率が計測されるな

ど、年間１ｍＳｖを超える地点が依然として複数認められるものの、山林等に蓄積された放射

性物質が飛散したり、地下水を汚染したりする可能性は極めて低いとされていること（認定事
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実〈２〉（５）ア（ウ）ｄ（b）及び（c）参照）なども踏まえると、里山の資源を日常生活や

職業生活に活用するという従前のＮ地区での生活を現時点で行うことは困難であることは別途

考慮する必要があるとしても、Ｎ地区で日常生活を送る上で放射線被ばくによる健康被害が生

じる危険が極めて小さくなったという限度での除染は完了したと評価できる。加えて、認定事

実〈２〉（５）イ（オ）のとおり、ａｂ町による除染の効果を確認するフォローアップも実施

されており、定期的に空間放射線量等の確認がなされている状況である。除染廃棄物について

も、令和２年６月末時点でもかなりの数のフレキシブルコンテナ（フレコンバッグ）がＮ地区

の多くの仮置場に残置されており、相当数の仮置場で搬出作業が開始されていない現状が認め

られ（認定事実〈２〉（５）ア（エ）ｂ参照）、仮置場の存在がその景観を害していること

や、それらを中間貯蔵施設に移動させる時期が不明瞭であることなどの事情はうかがえるもの

の、除染廃棄物は仮置場において、一応、適切な方法で管理されており、これが漏れるなどし

て放射性物質が飛散するようなことをうかがわせる事情は認められない（認定事実〈２〉

（５）ア（エ）ａ参照）。

そのほか、ａｂ町による水道水の検査やＮ地区の井戸水の検査結果を見ても、平成２３年３

月３１日以降、放射性ヨウ素や放射性セシウムなどの放射性物質の検出は認められない（認定

事実〈２〉（５）ウ参照）し、福島県内で出荷・販売を目的に生産又は採取されるキノコや山

菜の安全性を確認するための放射性物質濃度の検査結果をみると、厚生労働省が示した一般食

品中の基準値を超えたものは徐々に減ってきている（認定事実〈２〉（５）エ（ア）参照）。

原告らがＮの森林、山林で採取したキノコ類から高濃度の放射性物質が検出されていること

（認定事実〈２〉（５）エ（イ）参照）などからすると、Ｎの住民が本件事故前と同様の生活

をＮで送ることが困難であることは別途考慮する必要があるものの、そのことから直ちにＮで

の生活が不可能になると評価することは適切ではない。

（ウ） 小括

現時点において、年間１００ｍＳｖ以下の被ばくについて健康影響が全くないと言い切れる

ほどに放射線被ばくの影響は科学的に解明されているとはいえず、原告らが、将来、放射線被

ばくによる影響が何らかの形で発現しないか不安を覚える心情自体は理解でき、その心情・不

安それ自体が本件事故による避難生活等に関する精神的苦痛を構成する一要素とみることまで

は否定しないものの、以上述べてきた放射線被ばくに関する現在の科学的知見や原告らを含む

ａｂ町民に対する放射線被ばくに関する検査結果、Ｎ地区の除染の状況、放射性物質に関する

各種検査結果等の諸事情に鑑みると、原告らに客観的な健康被害のおそれがあるとまでは認め

難く、原告らが抱く放射線被ばくへの不安それ自体を独立した利益の侵害と捉えたり、それを

踏まえて慰謝料の額を増額したりする要素として考慮することはできない。

　他方で、前記のとおり、Ｎ地区に居住していた原告らの多くは、本件事故後、放射線量やそ

の影響等について十分な情報もない中で、空間放射線量率の比較的高いＮ地区での生活を継続

しており、そのような原告らについては、本件事故直後に着の身着のままの避難を求められた

者に生じた避難生活に伴う精神的苦痛は生じていないものの、避難をせずに自宅に留まったこ

とにより比較的高い放射線量下での生活をしたことによる放射線被ばくの影響への不安が生じ

ており、避難をした場合と同程度の精神的苦痛が生じているとみることができる。その限度

で、放射線被ばくの影響への不安を精神的苦痛の要素として考慮することが相当である（後記

エ（イ）参照）。

ウ 避難慰謝料の額の算定方法

原告らに対する平穏生活利益への侵害は、当初、自らの居住地からの立ち退きとそれに伴う

避難生活が続いている間継続しているものと認められるから、避難慰謝料の月額を決定した上

で、避難生活と評価し得る期間を乗じて避難慰謝料額を算定することが相当である。なお、避

難生活の終期については後述する（後記エ（ウ）参照）。
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　避難生活に伴う精神的苦痛の内容、程度には、従前の生活状況や避難の経過、避難先での人

間関係や生活環境等によって個人差があることは否定できない。現に、原告らが避難慰謝料を

基礎付ける事情として主張する各種要素（避難先での生活の限界、見知らぬ土地での不安、先

の見えない不安、被ばくによる不安や差別、仕事や生きがいの喪失、家族の離散、被害者同士

や家族間のあつれき等）について、各原告を個別的にみると、原告によっては主張立証されて

いない要素も多く存在している。しかし、避難生活に伴う精神的苦痛の程度を個別に認定する

ことは困難である上、本件においては、各原告に対する損害を発生させた原因は原発事故によ

る放射性物質の飛散という共通の事象であり、個別事情によって慰謝料の額に差を設けすぎる

ことは公平の観点から適切とはいい難い。既に述べた避難生活に伴う精神的苦痛の内容は本件

事故のために避難を余儀なくされた者らにある程度共通する事情と認められること、精神的苦

痛の程度は放射線被ばくの具体的な危険性の程度とそれに関連する避難指示の内容により異な

ると考えられることからすると、避難指示の区域ひいては居住地域ごとに一定の慰謝料額を定

めることが適切である。その上で、類型的な検討になじまない各原告の精神的苦痛を左右する

特別の事情がある場合には別途考慮することが相当と考える。

エ 具体的な避難慰謝料の額

（ア） 中間指針等の位置付け

中間指針等は、「当事者による自主的な解決に資する一般的指針」として原賠審が策定した

ものであり（原賠法１８条２項２号）、それ自体が裁判所を拘束する規範となるものではな

く、本件事故により生じた原子力損害に対する賠償について、多くの被害者との間で中間指針

等に基づく解決が裁判外で図られているとしても、それによって中間指針等が裁判規範性を獲

得するともいえないから、裁判所は中間指針等の内容に拘束されることなく、その合理的な裁

量によって慰謝料の額を判断できると考える。

　ただし、中間指針等は、原賠法１８条１項に基づき設置された原賠審による多数回にわたる

審議を経て策定されたものであり、審議の議事録等は公開され、指針策定の理由も詳しく説明

されているところであり、その内容が上記審議内容や策定理由を踏まえて本件事故による原子

力損害の賠償基準として合理的なものであると認められるのであれば、中間指針等に基づく賠

償額を斟酌して、本件における慰謝料額を算定することは妨げられない。

（イ） 避難慰謝料に係る中間指針等の内容の合理性

認定事実〈２〉（６）イ（ア）ａによると、中間指針等が定める精神的損害の賠償額（慰謝

料額）は、「避難等対象者が自宅以外での生活を長期間余儀なくされ、正常な日常生活の維

持・継続が長期間にわたり著しく阻害されたために生じた精神的苦痛」及び「屋内退避区域の

指定が解除されるまでの間、同区域における屋内退避を長期間余儀なくされた者が、行動の自

由の制限等を余儀なくされ、正常な日常生活の維持・継続が長期間にわたり著しく阻害された

ために生じた精神的苦痛」を賠償すべき損害とした上で、その損害額は、避難等による生活費

の増加費用と合算した一定の金額をもって算定すべきこととする。その上で、一人当たり月額

１０万円を目安とすることとされているが、その額の算定に当たっては、特に、本件事故発生

から６か月間（第１期）については、「地域コミュニティ等が広範囲にわたって突然喪失し、

これまでの平穏な日常生活とその基盤を奪われ、自宅から離れ不便な避難生活を余儀なくされ

た上、帰宅の見通しもつかない不安を感じるなど、最も精神的苦痛の大きい期間といえる。」

とした上で、自動車損害賠償責任保険における入院慰謝料（日額４２００円、月額換算１２万

６０００円）を参考にしたものである。

　原告らの避難生活に伴う平穏生活利益の侵害による精神的苦痛の内容は前記アのとおり、避

難先や元の住居地における社会生活上の便益や人的関係が一定期間阻害されたことによる精神

的苦痛であるところ、中間指針等が精神的損害の賠償額（慰謝料額）の基礎とした上記算定根

拠を見る限り、ほぼこれと同様の事情を斟酌したものと見ることができる。
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　また、避難指示等により従前の生活と異なる生活環境に置かれた場合には生活費が増加する

ことは容易に推認され、通常はさほど高額となるものではなく、個人差も少ないと考えられる

が、その実費を厳密に算定することは実際上困難であり、その具体的な立証を原告らに求める

ことは酷である一方、一定額を慰謝料に含めて考えることは公平かつ合理的であるといえるか

ら、被害者による被害立証の軽減及び賠償の公平性の観点から、通常見込まれるべき生活費増

加分を考慮する形で慰謝料額を算定することの合理性も認められる。

　その上で、具体的な慰謝料額の算定に当たり、それまでの生活基盤から長期間にわたって隔

絶され、その間従前の平穏な日常生活が阻害されるという点における交通事故による入院との

類似性に鑑み、自動車損害賠償責任保険における入院慰謝料を参考にしつつ、交通事故による

入院は身体損傷を伴い行動自体が制限されているという点で、避難生活の方が精神的苦痛は小

さいと認められるとしていることは不合理とはいえない。加えて、避難等対象者の避難生活に

伴う精神的苦痛は時間の経過とともに低減するのが一般的であるにもかかわらず避難解除まで

慰謝料月額が減額されていないことや、避難生活中、実際に身体状態が悪化したり、精神疾患

にり患したと認められる場合には、別途、生命・身体的損害に対する賠償（入通院慰謝料も含

む。）が認められる余地があること（認定事実〈２〉（６）ウ（ア）ｅ参照）も併せ考慮すれ

ば、上記入院慰謝料月額１２万６０００円を若干下回る月額１０万円を基本とし、従前の生活

の本拠地に帰還するまでの月数を乗じて避難生活に伴う精神的苦痛に対する慰謝料額を算出す

るという中間指針等の考え方には合理性が認められる。

　また、中間指針等においては、放射線被ばくによる不安は検査費用の賠償により賄われてお

り、避難慰謝料を算定する上では考慮要素とされていないことがうかがわれる（甲Ａ６６７・

２５頁参照）が、上記イ（ウ）のとおり、本件事故後、避難をせずに自宅にとどまっている間

は避難生活に伴う種々の精神的苦痛は本来発生し得ない一方、比較的高い放射線量を記録した

Ｎ地区の自宅での生活を継続したことによる精神的苦痛が生じており、本件事故直後の時期に

対応する賠償についてはそのような精神的苦痛、すなわち、上記イ（ウ）において指摘した、

本件事故後もＮ地区に居住していた原告らの多くが受けたと考えられる、避難をせずに自宅に

留まったことにより比較的高い放射線量下での生活をしたことによる放射線被ばくの影響への

不安が生じており、これは、避難をした場合と同程度の精神的苦痛が生じているとみることが

できるから、その限度で、慰謝料額を算定する際に考慮することが相当である。

（ウ） 避難慰謝料の賠償対象期間の終期について

ａ　原告らは、避難慰謝料につき、平成２３年３月１１日から避難生活の終了まで月額５０

万円（障害を有する者については月額７０万円）として算定される額が相当であり、その一部

請求として原告一人当たり３０００万円を請求するとしている。その上で、被告自身が平成２

７年８月２６日付けプレスリリース（甲Ａ２８５）により本件事故時においてａｄ町・ａｃ町

を除く避難指示解除準備区域又は居住制限区域に生活の本拠を有していた者について、少なく

とも平成３０年３月までは避難慰謝料の終期は到来しないことを認めた（債務の承認をした）

意思表示をしているため、平成３０年３月末までは避難慰謝料が認められるべきであるとする

とともに、平成３０年４月以降についても、避難慰謝料の支払は、基本的には、帰還又は移住

のいずれかが確定的に実現して、生活状況の安定が回復し、避難行動による著しい生活阻害が

収まった時点であるとして、避難先で住宅を取得したとしても、定住していない場合には、慰

謝料の支払が継続されるべきであると主張する（原告ら準備書面（286）参照。なお、最終準備

書面等においても、各原告の避難慰謝料の終期として具体的な年月日等を特定した主張はされ

ていない。）。他方、被告は、平成３０年３月末を避難慰謝料の終期とする債務の承認はして

おらず、終期は原告らの個別事情を斟酌して個々に決定することが相当とし、避難先に自宅不

動産を購入していることや避難指示解除日から「相当期間」である１年間を経過していること

（Ｎ地区に居住していた原告らに関していえば平成３０年３月３１日を経過していること）が
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特に重要な考慮要素となる旨主張する（被告準備書面（217）参照）。

　ｂ　認定事実〈２〉（６）イ（ア）ｃ（a）のとおり、中間指針等は、避難生活が長期にわた

り、帰還するには相応の準備期間が必要であることなどを考慮して、避難指示の解除から相当

期間経過後を賠償対象期間の終期と定め、相当期間の目安を１年間とし、認定事実〈２〉

（８）イ（ア）のとおり、被告は、Ｎ地区における避難指示が解除された平成２９年３月３１

日から１年後の平成３０年３月末を終期とした賠償を実施している。認定事実〈２〉（１）エ

（カ）及びオのとおり、Ｎ地区については、避難指示解除の約１年前の平成２７年６月１２日

に平成２９年３月までの避難指示解除が予告され、平成２７年８月末からは帰還に向けた準備

宿泊が実施されていたことなどを踏まえると、避難指示の解除後、１年が経過した時点をもっ

て避難慰謝料の賠償対象終期とすることに不合理な点は見当たらない。また、平成３０年３月

以前に帰還した原告についても帰還により直ちに通常の日常生活が戻るとはいえないし、別の

住居地に移住した原告についても過酷な避難生活の実情等を踏まえれば、８５か月分の慰謝料

を認めるのが相当である。

　ｃ　他方、平成３０年３月までに死亡した原告らについては、避難生活に伴う精神的苦痛は

死亡後も生じているとみることはできないため、死亡した月までの避難慰謝料を認めるのが相

当である。また、原告らの中には、本件事故以外の事情（就職、異動、進学等）を理由に、従

前の住居地あるいは避難先から転居し、福島県外で生活していた者が含まれており、それらの

者については、避難とは別の事由により自らの任意の意思で転居し、転居先において新たな生

活をしており、少なくとも転居時以降は避難を余儀なくされていたとは認められず、条件関係

はともかく、少なくとも本件事故との相当因果関係が否定され、本件事故による避難慰謝料が

発生しているとみることはできない。

　ｄ　なお、被告は、原告らの指摘するプレスリリースにおいて、避難指示解除準備区域又は

居住制限区域に居住していた者らに対して、平成３０年３月末までの避難慰謝料を支払う旨公

表し、現に支払を行っているが、これは被害者救済の観点から、当該区域内に生活の本拠を有

していたと一応認められる者に対して、個別事情を問うことなく一律の支払を行ったものにす

ぎず、そもそも原告らの請求の適否との関係で何らかの法的効果を有するものではなく、上記

プレスリリースをもって直ちに平成３０年３月末までの避難慰謝料が当然に認められるもので

ないことは明らかである。

（エ） 加算事由について

　ａ　避難所での生活を余儀なくされた場合には通常の避難者よりも過酷な状況に置かれてい

るといえることから、避難所生活の期間に係る避難慰謝料としては、中間指針が定める月額１

０万円に２万円を加算した慰謝料を認めるのが相当である（認定事実〈２〉（６）イ（ア）ａ

（b）及び（c）参照）。

　ｂ　認定事実〈２〉（８）イ（イ）のとおり、要介護状態等の事情がある者等（要介護５～

１の認定、身体障害等級１～６級の認定等を受けていることが、介護保険被保険者証、身体障

害者手帳等により確認できる者）であって、避難生活等において負担が大きいと認められる者

について、被告は、月額１０万円の避難慰謝料について１～２万円の増額をして賠償している

ところ、被告が賠償の対象としている者はもとより、これと同様に重大な疾病（持病）を抱え

る者で、通常の避難者と比べて避難生活に伴う精神的苦痛が大きいと考えられる者について

は、従前の日常生活から切り離された避難生活への適応が困難であることには変わりがないこ

とから、避難者である被害者に対する公平な賠償という見地に照らしても、月額１０万円に

１～２万円の加算をした額の慰謝料を認めるのが合理的である。

　また、このように、等級の重い要介護者を恒常的に介護していた者で、通常の避難者と比べ

て避難生活に伴う精神的苦痛が大きいと考えられる者についても、月額１０万円に１万円を加

算した額の慰謝料を認めるのが合理的というべきである。
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　ｃ　認定事実〈２〉（８）イ（イ）ｃのとおり、被告は、中間指針に定める避難等対象者の

うち、避難等対象区域又は自主的避難等対象区域に避難又は滞在をしていた１８歳以下の子供

や妊婦について、その避難等の期間に応じて、自主的避難等対象者に係る賠償と同額の賠償金

を増額して支払っているところ、子供や妊婦については放射線の影響を受けやすいことから、

そのような者が避難指示区域から避難等対象区域又は自主的避難等対象区域へ避難し、滞在し

ている場合には、慰謝料の加算を認めるのが合理的であるし、かつ、避難者である被害者に対

する公平な賠償という見地からしても相当と考えられる。その賠償額としては、自主的避難等

対象者に係る賠償と同額の賠償、具体的には、被告が賠償を実施したのと同様に、平成２３年

４月２３日から同年１２月３１日までの滞在者については４０万円、平成２４年１月１日から

同年８月３１日までの滞在者については８万円の賠償をそれぞれ認めるのが相当である。

　ｄ　避難生活を余儀なくされたことにより、犬、猫等のペットとの離別・死別があった場合

には、それに対する精神的損害を考慮する場合がある。

　ｅ　本件では、被告が原告に対して、被告に対する直接請求手続や原子力損害賠償紛争解決

センターにおいて成立した原告と被告との間の合意（いわゆるＡＤＲ手続における合意）に基

づき、本件事故による損害賠償を別途実施しているところ、認定事実（８）イ（イ）ｂのとお

り、例えば、要介護等による加算は原告からの請求書のほか、それを証する資料も併せて被告

に送付され、被告において確認した上で支払がされていると認められることなどに鑑み、避難

慰謝料の加算額の具体的な認定に当たっては、これらの手続に基づいて支払われた慰謝料の金

額や賠償の名目、内容も考慮することが適当である。

オ 原告らの個別事情について

以上のとおり、本件事故時にＮ地区に生活の本拠を有していたとはいえない者、本件事故以

外の事情すなわち自らの任意の意思を理由として福島県外に転居した者、平成３０年３月まで

に死亡した者を除き、基本的には、避難指示解除準備区域又は居住制限区域であったＮ地区に

居住していた原告らについて８５０万円の避難慰謝料を認めるのが相当であるが、個別事情に

より加算を認めることが相当又は相当ではないと判断した原告及び上記の理由から８５０万円

の避難慰謝料を認めるのが相当ではないと判断した原告については以下に述べるとおりであ

る。なお、以下で言及しない原告らについては上記避難慰謝料の額を左右する特段の事情（加

算事由）を認めない。（以下、別紙７「各原告に関する事情」のそれぞれの原告ら分の末尾記

載の証拠により認定した。）

（省略）

　（さ）　以上の個別事情も踏まえた各原告の避難慰謝料の額は、別紙３「認容額等目録」の

「避難慰謝料小計」欄記載のとおりである。

（３） 故郷喪失慰謝料について

ア 故郷喪失慰謝料の内容及び避難慰謝料との違い

（ア） 避難には平穏な日常生活を支えていた生活基盤の喪失を必然的に伴うところ、突然

の避難により従前の生活の本拠である住居地において平穏な日常生活を送ることができなくな

り、地域の人間関係を断たれるなどして過酷な環境下での生活を余儀なくされたことによる居

住・移転の自由や人格的利益の侵害は、時間の経過とともに避難先での新たな地域生活が確立

されることにより、あるいは、避難が終了して従前の生活の本拠である住居地に帰還すること

により回復すると考えられる。この点、認定事実〈２〉（６）イ（ア）ａ（c）のとおり、中間

指針において、避難慰謝料の算定に当たり、避難当初の、地域コミュニティ等が広範囲にわ

たって突然喪失して平穏な日常生活とその基盤を奪われ、自宅から離れ不便な生活を余儀なく

された上、帰宅の見通しもつかない不安を考慮要素とし、避難が継続することにより、当初の

混乱という要素がなくなるが、上記不便な生活（ただし、期間の経過により縮減することを前

提とする。）を余儀なくされ、かつ、帰宅の見通しもつかない不安が継続することによる精神
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的苦痛を考慮しており、これは、認定事実〈２〉（６）イ（イ）ａ（a）のとおり、精神的損害

の要素として、〈１〉平穏な日常生活の喪失、〈２〉自宅に帰れない苦痛、〈３〉避難生活の

不便さ、〈４〉先の見通しのつかない不安という考慮要素を受けてのものと理解できる。ま

た、認定事実〈２〉（７）エの経済産業省の示した精神的損害に対する賠償基準及び認定事実

〈２〉（８）イ（ア）の被告の賠償基準も、基本的には、中間指針における避難慰謝料の基準

を前提として、これを一部増額するものであり、避難慰謝料としての内実を有するものという

べきである。このような避難を強いられることにより侵害される利益は、居住・移転の自由、

特に自らが慣れ親しんだ自宅等から強制的に切り離され、そこから得ていた平穏生活利益で

あって、これを侵害されたことによる精神的苦痛が避難慰謝料であるが、これは、避難指示等

の解除により、帰宅すなわち自宅に戻る、若しくは帰宅できる状態となること、又は避難指示

等の解除により避難者が任意に選択できる状況の下で本件事故時の自宅以外の場所に居住等す

ることにより一応解消される（侵害が止む。）ものと理解できる。

（イ） 他方、原告らは、この避難による精神的苦痛とは別に、従前、各自が帰属していた

地域コミュニティ等の生活基盤から享受していた有形無形の諸利益を受けられなくなった損害

すなわち避難指示が解除されて帰還が可能となっても、依然として喪失又は変容したままであ

る有形無形の諸利益に係る損害及びそれによる精神的苦痛に対する賠償を求めているものと解

される。そこで、このような利益が法的な利益といえるかどうかを検討する。

　認定事実〈２〉（２）オ・カ（ア）及びキ（ア）のほか、各原告に係る別紙７「各原告に関

する事情」に記載のとおり、原告らが居住していたＮ地区では、住民の多くが顔見知りであっ

たり、親戚が近所に住んでいたりするなどして、田畑や家庭菜園で収穫した米や野菜のほか、

山林で採れた山菜やキノコ、川で捕れた魚等を自ら消費して生活の糧にするだけでなく、余っ

た物を親戚に送ったり、住民同士でお裾分けし合うなどし、また、農作業、冠婚葬祭、地域の

清掃活動等を相互に協力し、助け合うなどして、住民同士の緊密な人間関係を構築していた。

また、Ｎ地区には、そこに居住する住民らが参加する老人会、婦人会等の地域組織が存在して

いたほか、運動会、球技大会、新年会、花見会、盆踊り等の各種地域行事、神社での獅子舞奉

納等の伝統文化やｈｔ等の地域に根差した活動が存在し、これらの活動や行事も住民同士の緊

密な人間関係をより強固なものにする役割を果たしており、原告らの多くはこれらの地域組織

や地域行事に参加するなどして、地域での人間関係を形成していた。加えて、農業や自然資源

の採取活動は、経済的な利益を得るだけでなく、それらを通じた緊密な人間関係の構築による

相互扶助・共助の形成にもつながっていた。各自が帰属していた地域コミュニティ等の生活基

盤から享受していた利益は、このような生活基盤を構成する各要素が有機的に統合されること

により一つの地域生活利益を形成しているといえ、このような地域生活利益の中には、個々の

要素から各人が享受する利益を単に足し合わせただけの利益では捕捉できない無形の利益が含

まれることも否定できない。

　Ｎ地区の住民が従前帰属していた自らの生活の本拠である住居地における家庭生活、学校生

活、職業活動、地域活動等により構成される地域コミュニティや地域の自然環境等の生活基盤

の中で継続的かつ安定的に生活する利益、すなわち地域生活利益は、人が人としての健康で文

化的な生活を営むための基礎となるものであり、法的利益の一種と認められ、憲法１３条の幸

福追求権に根拠を有する人格的利益（地域生活利益）であるというべきであって、単に居住・

移転を強いられることがない、自らが選択した場所に居を構えて平穏な日常生活を送る平穏生

活利益とは異なる利益であると観念できる。

　そして、この地域生活利益が侵害されたと認められる場合には、そのような利益侵害及びそ

れによる精神的苦痛を慰謝料の算定において考慮することが相当であると考えられ、その場合

には、避難に伴う精神的苦痛としては評価しきれない利益侵害が存在することも否定し難いと

ころであり、各住民の地域生活利益ないしは人格的利益が侵害されたとして、避難慰謝料とは
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別の慰謝料を認めるべきである。

　これに対し、被告は、〈１〉原告らが主張する「故郷」の意義や外延が不明確であり、その

要素として原告らが挙げる自然環境的・社会環境的条件は不断に変化するものであって、一定

期間特定の住民にとって望ましい状態があるとしても、それは時代とともに変化するものであ

り、そのような望ましい状態は事実上の期待にすぎず、法的利益とはいえないこと、〈２〉そ

もそも、新たな権利又は法的利益を創出することは同時に他人の権利を制約することになり得

るのであって、立法過程によらずして裁判所が法的利益を創出することはできず、既に広く国

民一般の間で疑問なく受け入れられた利益を追認することにとどまることは判例上承認されて

いるところであるところ、地域生活利益というようなものは個々の権利又は利益の主体となる

べき住民が直接支配し、管理処分できるようなものではないし、また、仮に、原告らが「故

郷」に対する主観的な愛着等を問題とする趣旨であれば、そのような心情は正に客観性を欠

き、およそ法的利益とはいえず、このような主観的で反射的な利益を法的利益とすることはで

きないこと、仮に、〈３〉避難に伴い元の居住地で形成していた生活基盤やコミュニティから

の隔絶を余儀なくされることによる精神的苦痛を何らかの法益侵害と捉えるとしても、避難に

伴う精神的苦痛と不可分一体のものとして評価すべきであるし、これに対する慰謝の措置は既

に避難慰謝料として考慮済みであることを指摘し、原告らが主張するような故郷喪失・変容に

係る利益を法的利益として捉えるべきではない旨主張する。

　しかしながら、上記〈１〉について、既に述べたとおり、原告らが主張する地域社会は、原

告らにとって社会生活上の便益をもたらし、原告らが人間らしく生きる糧となっていたもので

あり、人格上の利益としての意義を認め得るものであること、また、当該利益が所有権などの

強固かつ不変的な権利とまでいえないものであるとしても、例えば、日照権、通風利用権、眺

望権などと同様の法的利益の一種として観念することは可能であることに照らせば、上記

〈１〉に関する被告の主張は採用できない。また、上記〈２〉について、確かに、被告が指摘

するとおり、地域生活利益は、個々の原告が自由に管理処分できる性質のものではないが、既

に指摘した、日照権、通風利用権、眺望権などと同様に享受する意思を有する限りにおいてこ

れを享受できる状況にあったにもかかわらず、これを侵害された場合にはその侵害の態様等を

考慮し、法的利益の侵害、すなわち違法な権利侵害と観念できることは、通常の不法行為法の

解釈として行われているところであるし、その限度での法的利益性の承認が立法作用のみにし

か許されないとは解されない。被告が指摘する判例は、それぞれ利益とされたものの内容も異

なり、当然に本件事案に及ぶものということもできない。特に、認定事実〈２〉（１）ア～ウ

のとおり、本件事故がもたらした影響は、福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内の居住者等に罰

則等を伴う強制力によりこれを立ち退かせ、加えて、福島第一原発から３０ｋｍ以上も離れた

Ｎ地区を含む複数の市町村の住民に対して一定期間内での立ち退きを求めるなどし、その結果

として、認定事実〈２〉（１）ウ（ウ）のとおり、Ｎ地区の全ての住民が避難することを余儀

なくされるなど、本件事故から派生した避難者の数という点のみから見ても、広範かつ甚大な

影響、被害をもたらしていること、加えて、そもそも、原告らと被告との間には、本件事故に

関して、原賠法上の加害者、被害者という立場以外には特段の関係はなく、原告らが、たまた

ま被告が設置運営する福島第一原発から３０数ｋｍの距離に居住していただけであること、そ

れにもかかわらず、突然の本件事故により何ら無関係な原告らがこのような被害を受ける結果

となったこと、このような侵害態様、結果等に鑑みると、これを個々人の避難による侵害（避

難慰謝料）という側面のみから捉えることは被害の実情の把握として不十分なものとならざる

を得ず、地域社会にもたらした影響、被害の実情把握という見地から、地域生活利益としての

側面を考慮することが必要であるし、もとよりこれが各原告の主観的愛着などと誤った評価を

することもまた被害の把握や適切な損害賠償という見地から不適切であって、上記〈２〉に関

する被告の主張もまた採用できない。
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　そして、上記〈３〉についても、確かに、平穏生活利益と地域生活利益は、その場所から一

定の社会的人格的便益を受けるという意味では重なり合う部分があるとしても、既に述べたと

おり、自らが選択した場所に居を構えるという利益と、その場所に存在していた社会的なコ

ミュニティから受ける何らかの社会的人格的利益とは、一応別個のものと観念できるし、ま

た、地域社会全体に対する避難の強制等により当該社会が、いったんは根こそぎ破壊されたと

いう、その被害の広範性及び甚大性に照らして、個々の避難による平穏生活利益とは別個に地

域生活利益という法的利益を肯定し、その被害による原告らの精神的苦痛を慰謝することの合

理性及び相当性が認められるのであり、この点に関する被告の主張も採用できない。

　なお、付言すると、中間指針における避難慰謝料という精神的損害に対する慰謝は、もとよ

り避難を強いられた個々の原告に対する精神的被害の一部を考慮したものであって、損害の公

平な分担という不法行為制度、ひいてはその特別法である原賠法の損害賠償制度の趣旨を汲ん

だものとはいえるが、他方、それのみでは、これだけの被害を地域社会にもたらした本件事故

の被害の把握として不十分な点は否めず、中間指針が十分に考慮しなかった法的利益を埋める

上でも、人格的利益の一種である地域生活利益の侵害に対する慰謝料、すなわち原告らが「故

郷剥奪慰謝料」と呼ぶものの慰謝料を肯定すべきである。

（ウ） そこで、原告らが従前帰属していた住居地において有していた地域生活利益が侵害

されたといえるか、すなわち、本件事故により、原告らの従前の生活の本拠地であるＮ地区に

おける生活基盤が喪失又は変容したか、それが肯定されるとしてそれはどの程度のものなのか

について検討する。

（エ） 以下、Ｎ地区の変化の状況を全体的に見るが、生活基盤や地域コミュニティの変容

それ自体はある程度客観的な事実として認められるとしても、それらの生活基盤から各原告が

どのような利益を得ていたか、生活基盤の変容についてどのように感じるかなどは、同じＮ地

区に居住していた原告であっても（更にいえば同一世帯内の原告であっても）、各原告の年

齢、性別、職業、家族構成、当該地域での生活歴、Ｎ地区内の地域組織や各種行事への関与の

度合いなどを含む従前の生活状況によって、もとより異なる。そうすると、各原告が従前享受

していた地域生活利益の喪失・変容による精神的苦痛の内容、程度は様々であり、各原告につ

いて共通する事情あるいは類似性を有する事情については類型的に評価することが可能である

ものの、本来的には各原告の個別事情を踏まえて精神的苦痛の程度を認定し、慰謝料額を定め

る必要がある。

　しかしながら、避難慰謝料の検討の際にも述べたとおり、原告らが主張する損害は、本件事

故による放射性物質の飛散を原因としている点で共通しており、放射線の影響の程度は原子力

発電所からの距離や方角等によって異なるものの、放射線の影響という観点から区分けされた

特定の地域に居住していた者は、その居住地域ごとにいずれも等しく生活基盤ないしは地域生

活利益の喪失又は変容という被害を受けている。本件における各原告についても、故郷喪失又

は変容についての慰謝料算定上特別に考慮すべき事情がない限り、生活基盤や地域生活利益の

喪失又は変容の影響は一様である以上、居住地域ごとに一律の慰謝料額を認定することが、賠

償の公平化の観点からしても、適切であると考える。Ｎ地区という一定の地域に居住していた

者が精神的損害に対する一律の賠償を求めて集団的に訴えを提起している本件においては、そ

のような視点はより一層当てはまるといえる。

　また、「故郷」の内容を、生活基盤を構成する各要素が有機的に統合される一つの地域生活

利益と捉える場合、それが享受したくてもできなくなったという状態を一括りのものとして評

価すべきであって、その生活基盤又は地域生活利益を構成する各要素を一つずつ取り上げてそ

れぞれの要素と原告らとの個別的関わりの有無、程度等を決定する必要はないというべきであ

る。

　さらに、本件訴訟においては、原告ら全ての世帯から陳述書が提出され、Ｎ地区に居住して
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いた原告ら８１世帯中、４４世帯の各代表者の尋問を実施した（なお、原告番号９２及び同１

３１の世帯については各２名の尋問を実施した。）ところであるが、別世帯であれば当然のこ

と、同一世帯の中ですら、原告それぞれの故郷喪失・変容による精神的苦痛の内容等は、本来

異なるものと理解できる上、提出された各陳述書の内容を見ると、当該原告がその地域コミュ

ニティとどのような関わりを持っていたのかについて具体的な供述の乏しい原告も相当数存在

するなど、その立証の程度にも濃淡がある。以上の点に鑑みると、原告ら全てに共通する、最

低限度の損害を踏まえた一律の慰謝料の額を算定することもやむを得ない。

イ Ｎ地区における生活基盤の喪失・変容について

（ア） 人口等について

ａ　認定事実〈２〉（２）イ（イ）ｂ及びｃのとおり、平成２３年３月１１日時点と令和２

年７月１日時点のＮ地区の居住人口を比べると、各行政区の居住者数、世帯数はいずれも減少

し、全体で居住者数が１２５２人から３４８人に、世帯数が３６４世帯から１６１世帯になっ

ており、居住者数は７割以上の大幅な減少となっている上、本件事故後は、平成３１年４月に

居住者数のピークを迎えて、それ以降居住者数の増加は認められず、頭打ちになっている。加

えて、令和２年７月１日時点のＮ地区の居住人口を年齢別に比べてみると、認定事実〈２〉

（２）イ（イ）ｄのとおり、２０歳未満はわずか５人で全体の１．４％に留まる一方、６５歳

以上の高齢者が２１７人で全体の６２．４％を占め、しかも、６５歳以上のみの世帯が５４世

帯（３３．５％）であるなど、地域の人口減に加えて、居住者の高齢化が著しく進んでいるこ

とは明らかである。

　子供の数の推移について更に見ると、認定事実〈２〉（２）ウ（イ）のとおり、Ｎ地区の幼

稚園に在籍する園児数は、本件事故前から減少傾向にはあったものの、本件事故後、新規入園

者がいなくなり、平成２５年度以降、休園の状態となっている。また、認定事実〈２〉（２）

ウ（ウ）ａ及びｂのとおり、Ｎ地区の小学校及び中学校については、本件事故前は、小学校と

中学校合わせて１００人前後の生徒数で推移していたが、避難指示が継続する中で、平成２６

年度以降、小学校の新入生がいなくなり、その後も生徒数は減少し続けた。平成２９年３月末

に避難指示が解除され、各種改修工事が終了した後、平成３０年４月から、Ｎ小中一貫校とし

て開校したものの、小学校については平成３０年度の６年生５人が平成３１年３月に卒業して

生徒がいなくなったため、平成３１年４月から休校となり、中学校についても令和２年度で１

年生が２人、２年生が１人と少人数である上、生徒はいずれもＮ地区外からスクールバスで通

学しており、Ｎ地区には居住していない。ａｂ町教育委員会は生徒数確保のために尽力してい

るものの、十分な成果にはつながっているとはいい難い状況である。

　以上のとおり、Ｎ地区の人口動態を客観的に見ると、本件事故後、総人口は大幅に減少する

とともに、子育て世代等の若い世代や子供の数が非常に少なくなっている（なお、本件事故前

におけるＮ地区の年齢別人口の詳細は証拠上明らかではないが、本件事故前のａｂ町全体の年

齢別人口やＮ小学校及び中学校の生徒数のほか、各原告の生活状況に関する供述等を踏まえる

と、相当数の年少者や生産年齢の者がＮ地区に居住していたと推認される。）と認められ、本

件事故及び避難指示解除から相当年数が経過した時点においても、本件事故前の水準に回復す

る見通しはなく、逆に今後は更に人口の減少が進んでいくことが予想される状況にある。原告

らのほとんどが、従前居住していた行政区や部落において帰還している世帯は少なく、帰還し

ているとしても高齢者ばかりであり、若い世代や子供の帰還がされていない旨述べていること

を裏付ける状況が認められる。

　ｂ　これに対し、被告は、本件事故前からＮ地区を含むａｂ町の人口は減少傾向であること

やＮ地区の利便性が乏しいことが帰還を妨げる原因であることなどを主張する。

　確かに、Ｎ地区の人口は、認定事実〈２〉（２）イ（イ）ａのとおり、昭和６１年から平成

２２年にかけて３割以上減っており、ａｂ町全体を見ても、認定事実〈２〉（２）イ（ア）ａ
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のとおり、昭和３５年から平成２２年にかけて人口は４０％減となり、平成２年と平成２２年

を比べても約２２％減となっている上、平成１４年には「過疎地域」に指定され、昭和３５年

から平成２２年にかけて、生産年齢人口及び年少人口については２万４１６６人から１万０６

２４人（１万３５４２人の減少）となる一方、老年人口は１８１７人から４９４１人（３１２

４人の増加）となっており、人口及び若年者比率の減少並びに高齢者比率の増加が本件事故前

から認められる。また、認定事実〈２〉（２）イ（ウ）ｃのとおり、Ｎ地区の住民を対象とし

た住民意向調査の結果によると、帰還しない理由として、相当数の住民が、避難先の生活利便

性がＮ地区に比べて高いことを挙げていることも事実である。

　しかしながら、本件事故前の居住者数の３割にも満たない状況にあるＮ地区の居住者数の著

しい減少は、従前の減少傾向とは一線を画するものであるし、特に未成年人口の顕著な減少

は、上記の住民意向調査において、帰還しない理由として、放射線量が低下していないこと、

原子力発電所の安全性、水道水などの生活用水の安全性への不安を相当数の住民が挙げている

ことも踏まえれば、本件事故による避難の指示や放射線感受性が高い年少世代とその親世代を

中心とした住民の多くが放射性線被ばくの可能性を嫌気した結果であると推認できる。Ｎ地区

の人口が本件事故前と同水準に戻らないことの原因の全てを本件事故に負わせることは適切と

はいえないものの、従前の人口の減少傾向等を踏まえたとしても、平成２３年３月時点から現

在までの大幅な人口減の主たる原因は本件事故にあることは明らかであり、この点に関する被

告の上記主張は採用できないか、少なくとも慰謝料額の発生を妨げるほどの事情とまで認めら

れない。

（イ） 生活インフラ等について

認定事実〈２〉（２）エ（ア）ａのとおり、本件事故前にＮ地区で営業していた商店は、本

件事故に伴う避難指示により閉店を余儀なくされ、避難指示が解除された後も住民が十分に帰

還しないために商圏を失い、多くの商店は営業再開には至っていない。それに伴い、商店での

買物等を通じた地域住民のコミュニケーションは失われた。認定事実〈２〉（２）エ（ア）ｂ

及び（ウ）ｃのとおり、避難指示解除後、Ｎ地区の中心部に商業施設であるｄｈが開業し、食

堂や小売店が営業しているほか、一定の行政サービスも受けられる態勢とはなっているもの

の、Ｎに帰還した住民らが頻繁に利用する施設とはなっていないことがうかがわれ、本件事故

前にＮ地区で営業していた各商店が果たしていた地域住民のコミュニケーションの場としての

役割を含む地域生活に密着した施設としての役割を担っているとはいえない。その上、ｄｈに

関しては、今後も人口減少が続くことが予想されるＮ地区において持続性が確保されているの

かについても一定の疑問を抱かざるを得ない。結局、車で数十分の距離にあるａｂ町中心部の

スーパーマーケットや移動販売車が、帰還した原告らを含むＮ地区の住民の生活を支えている

状況にあるといえる。

　医療体制については、認定事実〈２〉（２）エ（イ）のとおり、本件事故前においてもＮ地

区には診療時間が限定された診療所が一つあるのみで、十分なものであったとはいい難く、必

要に応じてａｂ町内の各種医療機関と連携を取りながら対応するという状況は、本件事故前後

を通じて大きな変化があったとは認められないものの、従前から限定的であったｅａ診療所の

診療時間は更に短縮されたことが認められ、医療体制はより縮小したといい得る。

　認定事実〈２〉（２）エ（ウ）ａのとおり、本件地震により被害を受けた道路や避難指示に

伴い維持管理されていなかった道路は平成２９年度までに復旧工事や補修工事が実施され、一

部の農地や水路についても保全管理がされており、生活環境の整備は一定程度進んでいること

がうかがわれる。他方で、認定事実〈２〉（２）エ（ウ）ｂのとおり、本件事故前にＮ地区の

住民の移動手段となっていた路線バスの運行は中止したままである。

　以上のとおり、Ｎ地区は本件事故前から生活利便性が高い地域であったとはいえないもの

の、本件事故による人口減少の影響等により、本件事故前にはコミュニケーションの場にも
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なっていた住民の営む商店はほぼ消滅するとともに、医療、交通の面でもＮ地区の生活利便性

はより低下したと評価できる。

（ウ） 地域活動や伝統行事等について

認定事実〈２〉（２）オ（ア）・（イ）ｃ及びｄのほか、各原告に係る別紙７「各原告に関

する事情」に記載のとおり、原告らの居住していたＮ地区においては、地区内の行政区ごとに

選任された区長が全体として行政区長会を組織し、老人会、婦人会、若妻会、消防団といった

Ｎ地区の地域組織とともに、Ｎ地区の住民の多くが参加する運動会、球技大会、各行政区での

新年会、花見会、夏祭り、芋煮会などの各種行事が開催されていた。原告らの多くを含むＮ地

区の住民は、その年齢や職業等に応じて各地域組織に所属し、活動に参加したり、家族で地域

行事に参加したりすることを通じて、地域内における緊密な人間関係を構築していたし、少な

くとも自らが望む限り、そのような人間関係を構築できる状況にあった。

　しかしながら、若い働き手世代や子育て世代、子供らを中心として未帰還者が多数に上るた

め、原告らを含むＮ地区の住民の多くが参加していた運動会や球技大会等は本件事故後中止と

なり、避難指示解除後、相当期間が経過した現時点においても中止したままである（認定事実

〈２〉（２）オ（イ）ｃ参照）ほか、各行政区で開催されていた地域行事の多くも行事自体が

中止し、再開の見込みが立たなかったり、その規模を縮小して実施したりすることを余儀なく

されており（認定事実〈２〉（２）オ（イ）ｄ参照）、これらの行事を通して従前構築されて

いた住民同士の緊密な人間関係は変容したものというべきである。また、人口の減少や緊密な

人間関係の変容により、従前行われていた農作業や冠婚葬祭等の場面における地域内の住民同

士の相互協力、助け合いや、草刈り作業や集落道、用排水路の清掃、共同墓地や寺社の維持管

理に係る共同作業の機会は失われたり、少なくなったりしたため、それらによる無償の役務取

得や地域環境保全の実情も変容した（認定事実〈２〉（２）オ（ア）参照）。

　加えて、認定事実〈２〉（２）オ（イ）ａのとおり、Ｎ地区には数百年の歴史を持ち、ａｂ

町の重要無形文化財にも指定されていた伝統文化であるｈｐがあり、Ｎに住む子供たちが毎年

その踊り手等になるなどして伝統を継承してきた。ｈｐを奉納する祭礼の約１か月前から始ま

る準備、祭礼当日の獅子舞の奉納及び奉納後に各戸を回る門付け、踊り納めた後の打ち上げ会

である直会といったｈｐに関する一連の過程に地域住民は何らかの形で関与していた。このよ

うにして、親から子へ、子から孫へと代々受け継がれる中で獅子役の子供たちは学校以外の場

で大人たちと関わりながら伝統の大切さを学び、責任感を醸成するとともに、Ｎ地区の住民は

地域共同体の一員としての意識を醸成し、住民同士の緊密な人間関係が形成されていたといえ

る。

　本件事故により避難指示が出され、Ｎ地区の全ての住民が避難したことから、ｈｐのｈｏ神

社への奉納は一時不可能となり、伝統文化の中断を余儀なくされた。幸いにして、ｈｐ自体は

本件事故後も消滅することなく、各種行事で披露されるなど伝統文化として継続し、避難指示

解除後の平成２９年及び平成３０年にはｈｏ神社での奉納も再開された。しかしながら、Ｎ地

区の人口が大幅に減少しているとともに、ｈｐの踊り手となる子供たちがＮ地区にはおらず、

今後、どのような形でｈｐが継承されていくか、その持続性には疑問を抱かざるを得ない状況

にある。

　そのほか、認定事実〈２〉（２）オ（イ）ｂのとおり、Ｎ地区に根差した地域活動の一つで

あるｈｔは、本件事故後もその活動を継続しており、海外公演を行ったり、各種コンクールや

イベントに参加したりするなどして、活躍の場を広げていると認められるが、本件事故による

住民らの避難に伴うメンバー数の減少により、活動規模は縮小している。

　なお、認定事実〈２〉（２）オ（イ）ｅのとおり、本件事故後もＮ地区の関係者による会合

が開催されていると認められるが、Ｎ地区外で開催された一時的なイベントに過ぎず、Ｎ地区

の住民が得ていた地域生活利益との関係でさほど大きな意味を持つものとはいえない。
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（エ） Ｎ地区での生活を支えていた自然環境について

認定事実〈２〉（２）カ（ア）ｂ及びキ（ア）のほか、各原告に係る別紙７「各原告に関す

る事情」に記載のとおり、Ｎ地区の住民の居住地近くには山林（森林）があり、住民はそれら

の山林で山菜やキノコを採取したり、狩猟を行ったりしていたほか、山林から得られる水（井

戸水や湧き水から得られる飲料水や生活用水、農業用水）や落葉落枝（堆肥、薪）などの森林

資源を日常生活や職業生活で活用し、近隣を流れる川では魚捕りをすることもあった。Ｎ地区

においては、居住地周辺や田畑だけでなく、その背後にある里山流域も、住民の生活に必要不

可欠な資源を供給する重要な生活圏となっており、Ｎ地区の住民の里山への生活の依存度は高

かったといえる（甲Ａ２５６参照）。また、原告らを含め住民はこれら自然の恵みを享受する

とともに、自家消費をして余った収穫物を親戚に送ったり、近所同士でお裾分けし合ったりし

ており、このような近所同士での収穫物のお裾分けは、地域におけるコミュニケーションの一

つとして、住民同士の人間関係を深める役割を果たしていた。さらに、認定事実〈２〉（２）

ウ（ウ）ｃ及びキ（イ）～（エ）のとおり、Ｎ地区の豊かな自然環境は、そこに居住する子供

たちの教育や心身の健全な発達に活用されるとともに、その活用を通じて自然環境の管理保全

もなされていた。

　しかしながら、認定事実〈２〉（５）ア（ウ）ｄ（a）及び（b）のとおり、本件事故により

飛散した放射性物質は山林（森林）に蓄積されることが判明している一方、認定事実〈２〉

（５）ア（イ）のとおり、Ｎ地区において除染対象となった森林はＮの山林面積のうち約３

０％に留まり、十分な除染がされているとは評価し難い。そして、認定事実〈２〉（５）ア

（ウ）ａ及びｂのとおり、国による森林の除染は、住居等近隣の森林及び利用者や作業者が日

常的に立ち入る森林については除染の対象として落葉等の堆積有機物の除去を行うとするもの

の、住民の生活圏から２０ｍの範囲以外の森林（個別対応として例外的に２０ｍの範囲外の森

林が除染される場合はあるが、２０ｍの範囲外の森林は基本的には除染されない。）の除染に

ついては、森林の表土や堆積有機物を除去することにより、土壌流出による自然災害や地力低

下による樹木への悪影響が懸念される一方、堆積有機物の除去が居住地域の空間放射線量の低

減にさほど効果がないことから、現実的な対応として、山林を除染するよりはむしろ山林に放

射性物質を留めおき、それが居住地域や農地等に漏れ出ないような対策をとることに重点が置

かれており、今後も大部分の山林について除染が実施される見込みは乏しい。そのような除染

の方針をとること自体はやむを得ない面があるものの、放射性物質が山林に残置されるという

現実を無視することはできない。この点、認定事実〈２〉（５）ア（ウ）ｃのとおり、福島県

や本件原発周辺の関係自治体等から森林の更なる除染の要望が出されたことを踏まえ、国は、

「里山」の除染を実施する方針を定め、里山再生モデル事業の実施を決めたものの、認定事実

〈２〉（２）キ（ウ）及び（５）イ（カ）ｂのとおり、その実施対象の一つである「ｉｅ」の

空間放射線量率は依然として０．２３μＳｖ／ｈを大きく超えている現状にあり、子供たちは

もちろん地域住民においても本件事故前と同様の活動を行うことは制限的にならざるを得ない

状況にあるといえることからすれば、森林の除染が十分にされていないとの評価を左右するも

のではない。

　認定事実〈２〉（５）ア（ウ）ｄ（b）及び（c）のとおり、各種調査結果によれば、山林に

蓄積された放射性物質が風によって居住区域に飛散する可能性や降雨等によって山林から流出

する可能性はいずれも低く、山林に残存した放射性物質が居住地の空間放射線量率に影響を与

える可能性はそれほど高くないことがうかがわれる。しかしながら、山林内に放射性物質が残

存する以上、そのような山林に立ち入って森林資源を採取することや自然を楽しむことといっ

たＮ住民が本件事故前に当然に営んできた日常生活が制限されることはもちろん、山林に蓄積

した放射性物質が長期間にわたり生態系を循環して山林全体を汚染する危険もある。また、山

林の土壌に沈着した放射性物質が降雨や降雪の際の土砂の流出により一緒に流れ出て、除染さ
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れた農地や居住地域を含む下流域を汚染する危険、すなわち二次汚染の危険を完全に否定する

ことはできない。

　そうすると、本件事故後、Ｎ地区の住民が山や川で動物や魚を捕ったり、山菜やキノコ等を

採取したりすることのほか、その他の森林資源を活用するなどして日常生活や職業生活等を営

むことは極めて困難な状態にあるというべきである。そして、自然の恵みを採取することが困

難となったことに伴い、お裾分けの機会も減ったため、それらを通じた住民の交流により形成

されていた緊密な人間関係も変容したといわざるを得ない。認定事実〈２〉（２）キ（エ）の

とおり、Ｎ地区の自然環境を利用した田んぼリンクは避難指示解除の約１年前から再開してお

り、子供の健全な発達に資する環境の一部が整いつつあることは喜ばしいことであるが、既に

述べてきたＮ地区の森林の果たしてきた役割やその現状を踏まえると、Ｎ地区の自然環境は、

子供の教育の場としても依然として甚だ不十分な機能しか有していないといわざるを得ない。

（オ） 農業等について

認定事実〈２〉（２）カ（ア）ａ～ｃのとおり、Ｎ地区に居住していた原告らの多くは専業

又は兼業で農業に従事し、また、農業を生業としていなくても、自家消費用の野菜を栽培し、

余った収穫物については親戚や近所同士でお裾分けし合うなどしていた。また、田畑を持た

ず、米や野菜等の栽培をしていない者も、親しい農家の住民から米や野菜のお裾分けを受け、

その代わりに食事の差し入れや労働力の提供等をすることにより相互扶助の関係を築いてい

た。これらの住民同士の緊密な人間関係は本件事故に伴う住民らの避難により途絶えた。

　認定事実〈２〉（２）カ（イ）ａのとおり、避難指示解除準備区域又は居住制限区域であっ

たＮ地区においては、遅くとも平成２７年時点で、農地保全・試験栽培や作付再開準備が可能

とされ、平成３０年までに、米の実証栽培を経て、全量生産出荷管理の下ではあるものの、一

定量の米の作付がされていたと認められる。また、野菜や原乳の出荷制限も平成３０年３月ま

でに解除されており、Ｎ地区で酪農等を再開した者も存在しているほか、営農再開を支援する

仕組みも県によって整備されていると認められる（認定事実〈２〉（２）カ（イ）ｅ参照）。

さらに、認定事実〈２〉（２）カ（イ）ｂのとおり、本件事故前からＮ地区で盛んであった花

き栽培に関しては、本件事故後にＮ地区に新規就農した者がいるほか、避難指示解除前の平成

２６年にはトルコギキョウが、平成２７年以降はリンドウが、避難指示解除後の平成２９年に

は小菊がそれぞれ出荷されており、作付面積も徐々に広がっていることがうかがわれる。この

ように、Ｎ地区において農業を営むことが全く不可能になったというわけではなく、花き栽培

を中心として、米や野菜の栽培や酪農業も一部で再開されているほか、地方自治体による営農

再開の支援策も準備されているといえる。

　他方で、認定事実〈２〉（５）ア（ア）ｃ（a）のとおり、放射能汚染の程度が高い農地は表

土の削り取りにより除染が行われており、各原告に係る別紙７「各原告に関する事情」に記載

のとおり、Ｎ地区の多くの住民が何世代にわたる耕作により作り上げた農地の表土が除染によ

り剥ぎ取られたため、農地の地力、生産力が大きく低下したことは容易に推認され、元の豊か

な土壌を復元するには相当の時間、労力、費用が必要となることは明らかである。また、認定

事実〈２〉（５）ア（エ）ｂのとおり、Ｎ地区の田んぼ等の農地は、除染作業により生じた除

染廃棄物の仮置場として利用され、いまだ多くの仮置場で除染廃棄物の搬出が完了しておら

ず、田んぼ等の農地が除染廃棄物の仮置場として利用されている限り、その土地での耕作は不

可能であることはもちろん、除染廃棄物を入れたフレキシブルコンテナ（フレコンバッグ）が

撤去されてもすぐに農地として回復するわけではなく、土壌の復元が必要となる上、客観的に

は仮置場となった農地の土壌が除染廃棄物により汚染されたとの事実が認められなかったとし

ても、そのような土地で育てられた作物であることや周囲に仮置場が存在することといった事

情による風評被害も懸念される。加えて、認定事実〈２〉（２）カ（ア）ｂのとおり、Ｎ地区

の農業においては、山林から流れ出る水を利用することはもちろん、稲作や葉タバコ栽培等を
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行うに当たり、山林で得られた落葉を堆肥にしたり、その土壌を活用したりするなどの、いわ

ゆる里山型の循環農業が行われていたが、山林が放射性物質により汚染され、その除染が行わ

れる見込みがない現状では山林から得られた落葉や土壌を農業に利用することは困難である。

そうすると、長期的に見れば本件事故前と同様の農業を行うことも不可能とまではいえないも

のの、Ｎ地区での農業再開には相当な困難を伴う状況にあることは否定できない。

　このような農業再開の困難性やＮ地区の住民、特に若い世代の減少により、本件事故後は、

自然の恵みに係る収穫物の場合と同様に、お裾分けをすることはなくなり、それを通した住民

同士のコミュニケーションの機会は減り、従前のような緊密な人間関係は変容している。そし

て、住民同士の緊密な人間関係を基礎として育まれてきた「結」「結返し」といった住民同士

の助け合いやコミュニケーションの機会も消滅又は減少した。

　この点、認定事実〈２〉（２）カ（イ）ｃ及びｄのとおり、本件事故による避難指示解除後

には、復興支援事業としてアンスリウム栽培が行われたり、遊休農地を利用した牧草栽培等が

されたりしているが、アンスリウム栽培については、本件事故による農地の放射能汚染といっ

た事情が背景にあり、やむを得ない面はあるにしても、本件事故前の農業と連続性のある事業

とはいえず、Ｎ地区での生活を継続するための一助にはなっているとはいえても、Ｎの住民が

本件事故前の生活を取り戻す助けになっているとは評価し難い面がある。また、牧草栽培等に

ついても、生産者が放射能汚染への対策をとることにより、一定の成果が上がっているとはい

えるが、Ｎ地区での本件事故前の生活には程遠い現状であるといわざるを得ない。

（カ） 小括

Ｎ地区における本件事故後の人口の減少、特に年少人口及び生産年齢人口の減少並びに高齢

者率の上昇が認められる一方、今後は人口の増加が見込めず、減少の一途をたどることが予想

されるという現状の下で、地域活動、地域行事、伝統文化等が消滅したり、規模を縮小したり

するとともに、その継続性に支障が生じており、これらの行事等を通じて築き上げられてきた

住民同士の緊密な人間関係は変容した。本件事故後、日常生活を送る上での生活インフラが消

滅したといった事情は認められないものの、人口減少の影響等により、住民同士の緊密な人間

関係の形成に寄与してきた場は失われ、生活利便性も低下した。

　山林等の自然環境が放射能で汚染されたことにより、居住地周辺の山林等の自然環境から得

られる様々な資源を日常生活や農業等の職業生活に活用するというＮ地区での従前の生活を営

むことは困難となり、自然環境や田畑から得られる収穫物を住民同士でお裾分けする機会や農

作業の助け合いの機会等は減少し、それらを通じて形成されていた緊密な人間関係、ひいては

そのような人間関係に根差した地域コミュニティは大きく変容したものといわざるを得ない。

　このように、本件事故前のＮ地区における生活基盤と比較して、避難指示解除以降のＮ地区

における地域コミュニティを含む生活基盤が相当程度損なわれた状況にあることによる利便

性、安定性及び安心性等の変化は、原告らが従前帰属していた居住地における生活基盤の中で

継続的かつ安定的に生活し、自らの人格を発展させる利益を侵害したものといえ、避難慰謝料

として評価される損害とは別個の、本件事故による故郷喪失に関する損害と評価することが相

当である。とりわけ若い世代や子供等の次世代の大幅な減少は、地域生活利益、特にその継続

性、持続性を大きく損なうものであり、この点は慰謝料の算定の要素となるものである。な

お、飛散した放射性物質により農地が汚染されたため農業を営むことが困難になったことによ

り生じた損害は、基本的には営業損害や不動産損害といった財産的損害に対する賠償により填

補されるものであるが、ここではＮ地区の農業と密接な関連を有していた里山の自然環境が損

なわれたことや農業の衰退に伴って住民同士の人間関係が変化したこと等を含む地域生活利益

又は生活基盤の喪失について、慰謝料の算定要素とするものである。

ウ 故郷喪失慰謝料の額

（ア） 認定事実〈２〉（８）イのとおり、本件においては、Ｎ地区（旧避難指示解除準備
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区域又は旧居住制限区域）の居住者に対して、避難指示解除後の期間を含む７年１か月（８５

か月）にわたり原則として一人月額１０万円、総額８５０万円の避難慰謝料が支払われてい

る。Ｎ地区の避難指示は平成２９年３月３１日に解除され、旧住居地での生活が客観的に可能

となった後、約１年にわたり慰謝料の支払が継続されたといえる。その支払には、その期間中

従前の平穏な日常生活とその基盤が奪われたことに対する精神的苦痛を慰謝する趣旨の支払が

含まれており、これにより本件地域生活利益ないし人格的利益の侵害による精神的損害の一部

が填補されていると認められる。原告らは、避難慰謝料と故郷喪失慰謝料は全く別物であり、

避難慰謝料としての支払は故郷喪失慰謝料の額に影響を与えない旨主張し、確かに、避難慰謝

料と故郷喪失慰謝料は、既に述べたとおり、平穏生活利益と地域社会生活利益という別個の人

格的利益とは観念できるものの、本件事故前に原告らが生活の本拠地において営んでいたこと

により得られ、又は得ることができた人格的利益という面では共通し、これを根こそぎ奪われ

たという侵害態様等も考慮して、その侵害に基づく損害が発生するものであるから、ある程度

重なり合う部分が存在するとみるべきである。

（イ） また、認定事実〈２〉（６）イ（ア）ｃ（b）のとおり、中間指針第四次追補におい

て、帰還困難区域等に生活の本拠を有していた者については、帰還困難区域が、中間指針第四

次追補が公表された平成２５年１２月２６日においても、「避難指示解除及び帰還の見通しす

ら立たず、避難指示が事故後６年後を大きく超えて長期化することが見込まれる」ことを踏ま

え、「長年住み慣れた住居及び地域が見通しのつかない長期間にわたって帰還不能となり、そ

こでの生活の断念を余儀なくされた精神的苦痛等」の一括賠償として、中間指針第二次追補で

帰還困難区域について示した一人６００万円に１０００万円を加算し、この６００万円を月額

に換算した場合の将来分（平成２６年３月以降）の合計額（ただし、通常の範囲の生活費の増

加費用を除く。）を控除した金額を賠償することとされ、損害額の算定に当たっては、「過去

の裁判例及び死亡慰謝料の基準等も参考にした上で、避難指示が事故後１０年を超えた場合の

避難に伴う精神的損害額（生活費増加費用は含まない。）の合計額を十分に上回る金額」とし

ている。旧住居地での生活の断念を余儀なくされた帰還困難区域等の精神的苦痛等の賠償とし

て上記の金額が示されていることを踏まえると、長期の避難生活を余儀なくされたものの、従

前の住居地に帰還すること自体は可能である旧避難指示解除準備区域及び旧居住制限区域の居

住者に対する賠償額は、上記金額から相当程度減額されると考える。

　この点、認定事実〈２〉（６）イ（イ）ｂ（a）及び（b）のとおり、帰還困難区域等の住民

に対する一括賠償が定められた中間指針第四次追補が策定される過程では、「故郷を失うこと

による慰謝料」と中間指針第二次追補が示した「いつ自宅に戻れるか分からないという不安な

状態が続くことによる精神的苦痛」との間には異なる側面があり、「故郷を失うことによる慰

謝料」が毎月の賠償において想定されている精神的損害の中に完全に入っているといえるかに

ついて議論が必要である旨指摘されるなど、帰還困難区域等の住民に対する賠償として定めら

れた１０００万円の性質が故郷喪失そのものに対する賠償といえるかについては一定の留保が

必要ではある。しかし、上記のような指摘も考慮しながら、「故郷を失うことによる慰謝料」

も含めた慰謝料の総額を検討すべきであるとされ、原賠審第３５回及び第３６回において、性

質に異なる面はあるものの死亡慰謝料を上限とした上で、「故郷を失うことによる慰謝料」の

額が議論されていることからすると、１０００万円という額には帰還困難区域等の住民に生じ

た故郷喪失による精神的苦痛を考慮して定められたものと見るべきである。

（ウ） さらに、認定事実〈２〉（８）ウのとおり、被告は原告らに対して、中間指針等を

踏まえて自らが策定した賠償基準を踏まえ、精神的損害以外の損害について別途賠償を行って

いる。すなわち、旧避難指示解除準備区域及び旧居住制限区域の居住者に対して、避難の際に

生じた費用（避難費用）、避難先からの一時立入費用、帰宅のための費用（帰宅費用）、就労

不能損害、農業を含む事業に関する営業損害、生命・身体的損害、財物損害（土地・建物、家
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財等）、住居確保損害等に対する賠償が実施されている。原告らが主張するとおり、本件訴訟

においては、本件事故により生じた各原告の精神的損害に対する慰謝料が請求され（一部の原

告について居住用不動産に関する損害又は家財に関する損害に対する賠償が請求されている

が、それらも各原告につき一定額を一律に請求するものであり、各原告の個別事情を踏まえた

詳細な主張立証はされていない。）、その有無及び額が争点となっており、原告らに支払われ

た財産的損害等に対する賠償が十分なものであったか否かについては審理されていないが、本

件事故により通常生じると考えられる損害を類型化して賠償の指針を示した中間指針等を踏ま

えて策定された賠償基準に従い、原告らが自らに発生したと主張する種々の財産的損害の賠償

を請求したのに対して、被告が相当額の支払を訴外で実施していることは否定できない。これ

らの財産的損害に対する賠償は、本件事故により生活の本拠となる住居や職業活動等を含む生

活基盤が失われたことに対する損害を経済的側面から一定程度回復するものと評価できるとと

もに、従前の住居地に帰還しなかった者の新たな住居地での地域生活の構築、また、従前の住

居地に帰還した者の地域生活の再建の一助になるものと評価できるため、地域生活利益ないし

人格的利益の侵害による精神的苦痛を慰謝する性質を有しているといえる。また、身体への侵

襲を伴わない侵害については基本的には財産的損害に対する賠償によって侵害状態の回復が図

られると考えられるところ、被告の賠償基準に挙げられていない財産的損害であっても、本件

事故により発生したと主張してその賠償を求める機会は何ら妨げられていない。

　なお、被告が原告らを含む本件事故の被害者らに対して本件事故に係る損害賠償を実施して

いる事実それ自体は、第５回口頭弁論期日（平成２６年６月１８日）で陳述された同月４日付

け被告準備書面（６）において主張され（「被告東京電力は、審査会が策定した中間指針等に

基づいて、避難等による精神的損害（慰謝料）のみならず、本件事故によって支出を余儀なく

された避難費用、一時立入費用、帰宅費用、検査費用や避難生活に伴う生命・身体的損害、営

業休止を余儀なくされたことによる営業損害、就労不能等に伴う損害、さらに風評被害等、管

理・使用不能による財物価値の喪失又は減少等の多岐にわたる損害項目について、多数の被害

者の方々からの賠償請求を受け付けるための請求書式を整備して、賠償対応を行っている。」

旨主張されている。）、第１０回口頭弁論期日（平成２７年４月１５日）で陳述された同月８

日付け被告準備書面（20）において、訴訟と併行して実施されていた本賠償手続において被告

が原告らに支払った賠償金を一覧表にしたものを乙Ｃ号証として提出する旨述べ、その後、世

帯代表者の本人尋問を実施するごとに当該世帯に対する賠償金の一覧表を証拠として提出して

いる。また、第２６回口頭弁論期日（平成２９年１０月１１日）で陳述された同年９月２９日

付け被告準備書面（217）において、被告は、居住制限区域及び避難指示解除準備区域（ａｄ

町・ａｃ町を除き、既に解除された区域を含む。）の旧居住者に対する賠償額として一人当た

り８５０万円の支払がされており、それを超える慰謝料は認められない旨主張する論拠の一つ

として、精神的損害の賠償のほかに、農業・商工業に係る営業損害の賠償、就労不能損害の賠

償、宅地・農地・建物・家財・事業上使用する償却資産等の財物価値の減少・喪失に係る損害

の賠償を行っていることを主張している。

　そうすると、被告の原告らに対する財産的損害の賠償に関する主張は時機に後れた防御方法

とはいえないし、そもそも慰謝料の算定に際しては口頭弁論にあらわれた諸般の事情を斟酌で

きる以上、このような事情を慰謝料算定の際に考慮することは当然に許される。

（エ） 以上に述べてきた事情に加え、Ｎ地区の本件事故前後の変容状況を中心とした本件

にあらわれた一切の事情を考慮すると、原告らに対する故郷喪失慰謝料の額は２００万円とす

るのが相当である。認定事実〈２〉（１）エ（エ）のとおり、本件の原告らの中には旧避難指

示解除準備区域に居住していた者と旧居住制限区域に居住していた者がおり、各居住地の放射

能汚染の程度は幾分か異なっているものの、いずれもＮ地区という一つの地域に属しており、

避難指示が解除された時期も同一であったことに鑑み、故郷喪失慰謝料の額に差を設けること
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はしない。

　もっとも、原告番号８８－２（●●●）、同１０５－４（●●●）、同１２９－５（●●

●）、同１４１－３（●●●）、同１４３－７（●●●）、同１５８－２（●●●）、同１７

８－１（●●●）は、本件事故当時、Ｎ地区に生活の本拠を有していたとは認められず、Ｎ地

区における地域生活利益を享受していたとはいえないため、各原告に係る別紙７記載の事情を

踏まえても、故郷喪失慰謝料は認められない。また、●●●

●●●

エ 小括

各原告に係る別紙７「各原告に関する事情」の中で認められる事実を踏まえても、原告らに

ついて、上記の故郷喪失慰謝料を左右する特段の事情を認めることはできないため、原告らに

対しては、別紙３「認容額等目録」の「故郷喪失慰謝料」欄記載の慰謝料を認めるのが相当で

ある。

　また、各原告らの避難慰謝料と故郷喪失慰謝料を併せた慰謝料の合計額は、別紙３「認容額

等目録」の「慰謝料額総計（既払金控除前）」欄記載の金額となる。

（４） 原告らの個別事情に関する主張について

ア 上記（１）のとおり、原告らは、当裁判所の上記共通損害に係る算定額が原告らの上記

主張額（避難慰謝料月額５０万円、故郷喪失慰謝料２０００万円）に満たない場合には、各原

告の個別事情を踏まえて各原告らの精神的苦痛として認められる部分、すなわち各原告の個別

事情による精神的苦痛に係る慰謝料額を算定し、これを、原告らが主張する上記額を上限とし

て、上記裁判所が算定した慰謝料額に上乗せするよう求めていると解されるが、さらに原告ら

は、原告らにおいては全ての損害事実を提示しただけであり、「共通損害」と「個別損害」の

区別をしておらず、「個別損害」（個別事情による損害）といわれるものを観念することも、

明示することもできないとして、裁判所においてそのような区別をした上で慰謝料額の算定を

するのであれば、共通損害と個別損害の区別を示すべきであると主張する。

イ しかしながら、原告らが主張する全ての損害事実の提示とは、個々の原告らの精神的苦

痛として、本来異なるものを一括りにしたものであり、正に「共通損害」の摘示にほかならな

い。当裁判所は、原告らが挙げる「共通損害」について、そのような損害が個々の原告らに生

じているか否かとに関わりなく、上記慰謝料の額を算定した、すなわちこれらの事情を全て斟

酌した上で慰謝料の額を算定したのであり、再度、これを個々の原告ごとに斟酌することは、

二重に慰謝料の算定をすることに等しく、およそ採用できない。

　そもそも、仮に、原告らが主張するように「各原告の個別事情を考慮した超過分」について

の判断を原告らが求めるのであれば、原告らにおいて、共通損害として考慮されていない各原

告の個別事情がどのような事情であるのかを具体的に明らかにする必要があり、それに対する

被告の反論も踏まえて、判断がされるべきであるといえるが、本件において、原告らは「全て

の損害事実を提示した」と主張するのみで、当該事実がいかなる観点から「最低水準の損害額

の上積みとして算定することが可能となる超過分」と評価できるかについては何ら主張してお

らず、当然のことながらその点に関する被告の反論もされていない。なお、被告は、口頭弁論

終結の直前に提出した各原告に関する個別準備書面（被告準備書面（298）～同（378））にお

いて、各原告に係る事情について詳細な反論を行っているが、各原告に対して既に実施してい

る賠償により精神的損害は慰謝されていることを詳論するものであり、上記「超過分」と評価

できるかという観点からの反論ではない。

　また、原告らは、上記のとおり、各原告の個別損害に関する立証を、各原告の損害を立証す

るものと位置付けるだけでなく、被害の全体像を明らかにする証拠と位置付けているところ、

本件事故により原告らが被った被害は多種多様であり、それらが相互に、かつ、相乗的に影

響・関連し合っている被害実態があることは否定できず、それらを個別に切り離して捉えるの
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ではなく、総体的、包括的に把握し、評価することの合理性自体は損害賠償における原状回復

の理念にも照らして肯定し得る。そのような包括的な損害把握を行う上で、原告らの主張する

立証方法を選択することは理解できるものの、上記のとおり、包括的な損害把握は各原告の個

別事情も踏まえた上でされたものであるから、各原告の個別事情についてはそのような包括的

な損害把握を行う中で既に考慮されているというべきである。

　したがって、本件各原告らの個別的な事情について主張立証がされたとしても、それらは本

件事故による損害を包括的に把握する上で考慮され、そのように把握された損害に対する慰謝

料が算定されるのであり、それを超える慰謝料額を認定するに足る事実関係が各原告に関して

主張立証されているとはいえない。

　また、原告らは、集団訴訟における請求方法ないし請求方式の工夫によって適正な損害評価

を実現することが公正な被害の回復・公正な司法判断の実現のために極めて重要な課題となる

として、上記のとおり、共通損害として原告らの請求額に満たないと裁判所が考えるのであれ

ば、各原告の個別事情を考慮して額の上乗せがなされるべきであるとも主張するが、被害者の

数が多数の規模に及んでいたとしても、各原告が個別に訴訟を提起することが制限されるわけ

ではなく、多数の原告を当事者として一律の損害賠償を求める方法を選択した以上は、総合

的・包括的に把握される損害に対する慰謝料額を認定するほかなく、それを超える個別事情の

考慮を裁判所において行うのであれば、各原告に係る個別的な訴訟手続の中で双方が主張立証

を尽くすことが前提になると考えられる。多数の原告を当事者とする集団訴訟の中でそのよう

な主張立証を行うことは基本的には想定されておらず、本件においてもその点に焦点を当てた

主張立証が特段されていないことは既に述べたとおりであり、原告らの主張する請求方式に

よったとしても、裁判所において原告らのいう上乗せ分を判断することが可能となるものでは

ない。

　よって、原告らの個別損害に関する上乗せの主張は採用できない。

　３　財物損害に対する賠償に関する判断

（１） 基本的な考え方

ア 前記第１の１（１）記載のとおり、原賠法３条１項は、民法上の不法行為責任に関する

特則であるところ、同項に基づく損害賠償請求権の法的性質は不法行為に基づくものと異なら

ないから、同項の規定による物の滅失毀損に対する損害（財物損害）に係る賠償の金額を定め

るに当たっても、民法上の不法行為責任と同様に算定すべきである。

イ 不法行為に基づく損害賠償制度は、被害者に生じた現実の損害を金銭的に評価し、加害

者にこれを賠償させることにより、被害者が被った不利益を補填して、不法行為がなかったと

きの状態に回復させることを目的とするものであるところ（最高裁平成５年３月２４日大法廷

判決・民集４７巻４号３０３９頁、最高裁平成９年７月１１日第二小法廷判決・民集５１巻６

号２５７３頁参照）、不法行為による物の滅失毀損に対する損害賠償の金額は、原則としてそ

の物の交換価格によって定めるべきである（最高裁昭和３２年１月３１日第一小法廷判決・民

集１１巻１１号１７０頁参照）。

ウ 本件に即していえば、本件事故及びそれに伴う避難指示等により、財物の管理が不可能

となり、又は、放射性物質が当該財物に付着したことにより、当該財物の価値が喪失又は減少

したと認められる場合には、当該財物の失われた価値の喪失・減少分が損害となる。そして、

本件事故発生当時の当該財物の交換価格に基づき、本件事故がなければあったであろう価格

と、本件事故により滅失毀損した当該財物の価格との差額をもって損害賠償の金額を認定する

のが相当であり、これによって被った損害に等しい金銭賠償が得られることになる。

エ 原告らの主張について

原告らは、本件事故発生前から、「個人が自らの意思選択の過程として、故郷としての地域

において、居住、生業を保持するために保有、形成した有機的一体となった財物の集合」を有
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しており、その人格的生存の基盤を再建するに足る財物集合を自己の意思で選び得る状態との

差をもって損害とすべきであるなどと主張し、より具体的には、居住用不動産及び家財道具の

再取得価格の賠償を求めているが、仮に、個々の対象物（あるいはその集合物）について、当

該物の交換価格を超える賠償をするとなれば、被害者は、当該物につき被った損害を超える賠

償を得ることになり、かえって被害者が被った不利益を補填して不法行為がなかったときの状

態に回復させることを目的とする不法行為法の理念に反することになる。

　確かに、本件事故はその影響の広範性や持続性等において特殊な性質を有しており、殊に避

難が長期化するなどして避難先又は移住先で住宅を確保する必要が生じたり、帰還することが

できたとしても住宅の建替えをする必要が生じたりすることは十分にあり得るところ、被害者

保護の見地から、その特殊性に照らして財物の交換価値を超える金額につき何らかの賠償をす

べき場合があると考えられる。

　しかし、認定事実〈２〉（８）ウ（エ）のとおり、居住用不動産に関しては、財物の交換価

値を超える追加的費用の賠償として住居確保損害に対する賠償が実施されており、被害者保護

が図られており、その賠償手法に合理性が認められるのであれば、上記の基本的な考え方を修

正した上で、それを超える賠償を更に認める必要性は乏しい。

（２） 居住用不動産に係る財物損害

ア 被告による賠償基準等について

被告は、本件事故時の居住用不動産の時価について、認定事実〈２〉（８）ウ（ウ）ａ（a）

のとおり、宅地（居住用土地）については、固定資産税評価額に１．４３を乗じて計算する定

型評価又は専門家の現地調査等による現地評価を、居住用建物については、固定資産税評価額

に一定の補正係数を乗じて計算する定型評価、契約書等の書類による個別評価、専門家の現地

調査等による現地評価をそれぞれ用意し、損害賠償請求者が現地評価を選択すれば、これに基

づいた時価相当額を賠償し、現地評価を選択しない場合には、定型評価と個別評価のうちいず

れか高い方の時価相当額を賠償することとしている。また、本件事故後の居住用不動産の客観

的価値は、本来は不動産評価等により立証されるべきものと考えられるが、中間指針第二次追

補及び経済産業省の示した賠償基準の考え方を踏まえ、居住制限区域及び避難指示解除準備区

域内の居住用不動産については、避難指示解除までの時期等を考慮して、６年の使用不能に

よって交換価値が１００％減少し、６年に満たない場合には、その期間割合の分だけ交換価値

が減少したものと評価することしている。原告らの居住地であるＮ地区の居住制限区域及び避

難指示解除準備区域に係る避難指示が解除されたのは平成２９年３月３１日午前零時であり、

本件事故発生時点から６年が経過しているため、交換価値が１００％減少したものと評価され

る。

　これらは、本件事故の特殊性等を踏まえた、一応合理的な時価及び価値の喪失・減少分の評

価方法ということができる。

イ 原告らの主張について

原告らは、前記のとおり、居住用不動産の再取得価格の賠償がされなければならないとし

て、〈１〉居住用土地に関しては、福島県都市部の宅地単価を基礎として、従前の土地と同じ

面積の土地を再取得できるだけの賠償がされるべきであるとして、５００ｍ
2
以上の宅地に住ん

でいた原告らについては、福島県都市部に少なくとも５００ｍ
2
の宅地を再取得できるだけの賠

償（５００ｍ
2
×４万３０００円（福島県都市部の平均宅地単価））に加えて、従前の宅地面積

のうち５００ｍ
2
を超える残余面積については従前の宅地単価（平成２２年度固定資産税評価額

×１．４３）を基礎として算定した額が賠償されるべきであり、５００ｍ
2
未満の宅地に住んで

いた原告については、従前の宅地面積×４万３０００円（福島県都市部の平均宅地単価）又は
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フラット３５における土地付き注文住宅融資利用者の土地取得費の全国平均値である１３６８

万８０００円のうち、いずれか大きい額が賠償されるべきと主張し、また、〈２〉居住用建物

に関しては、フラット３５の利用者の平均建築価格である２２３８万円の賠償に加え、従前の

床面積が住宅面積の全国平均値である１１５．３ｍ
2
を超える分については、平成２３年度の平

均新築単価である１５万８８００円を残余面積に乗じた額の賠償がされるべきであると主張す

る。

　しかしながら、原告らが所有していた居住用不動産の客観的価値に関わらず、一律に、フ

ラット３５の利用者のうち土地付き注文住宅融資利用者の全国平均の土地取得価格及び建築価

格を損害と認定しようとしたり、福島県都市部の平均宅地単価を基礎として旧住居地の土地建

物の全面積又は一部面積を乗じた額を損害と認定しようとしたりすれば、本件事故当時所有し

ていた居住用不動産の価値やその所在地の地価を無視して損害額を算定することとなり、この

ような結果は被害者に現実に生じた損害を填補するという損害賠償制度の趣旨に照らして、公

平かつ妥当とはいい難い。現に、旧住居地から他の地域に移住した原告らの中には、福島県都

市部以外の地域に移住した者もいるところ、移住した地域の宅地単価が福島県都市部の宅地単

価を下回る場合には、実際に負担した居住用土地の再取得費用が原告らの算定基準によって算

定した賠償金額を下回ることもあり、この場合に再取得費用を超えて福島県都市部の宅地単価

を基礎とした賠償金額を賠償する理由はなく、一律の基準による算定に合理性は認め難い。ま

た、原告らが請求しているのは福島県内の居住用不動産の損害であり、再取得費用の賠償を念

頭に置いたとしても、本件事故前と同等の居住用不動産の再取得費用ではなく、全国平均によ

る再取得費用を最低基準とする合理性も認められない。

　加えて、被告は、認定事実〈２〉（８）ウ（エ）ｂのとおり、居住制限区域や避難指示解除

準備区域に居住し、移住をすることが合理的と認められる者について、移住に際して従前の居

住用不動産の価値を超える追加的費用が生じた場合には、中間指針第四次追補を踏まえて、住

居確保に係る損害の賠償を実施することとしている。本件事故の避難者が近傍同種地で従前の

居住用不動産と同等の住宅を入手することが困難であり、また、避難者が実際に避難している

地域や移住等を希望する地域が従前の住居地のある地域に比して地価単価の高い福島県都市部

であること場合が多いことなどの本件事故による被害の実情に即した賠償が住居確保損害の賠

償により実現されるといえ、被害者保護の見地からも合理的な措置がとられていると考えられ

る。

　したがって、原告らの上記主張は採用することができない。

ウ 小括

以上によれば、被告による居住用不動産に係る損害の評価方法は合理的であり、訴訟外で被

告が原告らの請求に係る居住用不動産の損害として賠償した額（●●●）を超える損害が発生

していることを認めるに足りる証拠はない（原告番号１２８－１に関しては賠償を求める対象

建物の不動産登記記録も提出されていない。）。したがって、原告番号９６－１、同１０２－

１、同１２８－１が居住用不動産に関する損害賠償を求める部分はいずれも理由がない。

（３） 家財に係る財物損害

ア 損害額の認定方法等について

本件事故発生当時、原告らが居住用不動産において所有していた家財についても、管理不能

となったり、放射性物質にばく露したりすることにより、その価値が喪失又は減少すれば、

「原子力損害」として賠償すべき損害になる。なお、家財については、不動産と異なり、その

種類、性質によっては避難指示区域から持ち出して避難先その他の居所で再利用することなど

も可能である。

　前記（１）記載のとおり、本件事故による原告らの家財に係る財物損害については、滅失毀

損当時（すなわち、本件事故発生当時）の交換価格によって損害賠償額を定めるべきであり、
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具体的には、購入時の代金額から本件事故発生時までの経年や使用による損耗、減価を考慮し

て減額した価値等をもって算定すべきであるところ、本来であれば、個々の家財の品目、購入

価格、購入年月日等を個別に立証させて、本件事故発生当時の交換価値が明らかにされる必要

があるが、家財は大量で多種多様であること、個々の家財の購入価格や購入時期を明らかにす

る資料が逐一保存されているとは考えにくいこと、避難指示区域の性質等によっては、家財の

所在地に立ち入って適切な資料を探索することが難しいことなどに鑑みると、個々の家財につ

いて、時価を適切に算定する資料を収集し、本件事故発生当時の交換価値を具体的に立証する

ことは極めて困難な状況にあるものと認められる。

　そうすると、家財の滅失毀損という損害の発生は認められるものの、損害の性質上その額を

立証することが極めて困難である場合に当たるというべきであるから、民訴法２４８条の規定

により、相当な損害額を認定すべきであると考える。

　被告は、本件事故発生当時に避難指示区域内の住宅において所有されており、持ち出すこと

ができずに残置された家財に生じた損害を対象に、個別の損害の証明を要することなく、経済

産業省の示した賠償基準の考え方を踏まえて策定した賠償基準で定めた金額を定型的に賠償す

るとしている。また、被告の賠償基準によっても、個別の家財に生じた現実の損害を積み上げ

た合計金額が定型による賠償金額を超える場合は、所有する家財に生じた損害を申告し、個別

賠償としての超過分の賠償を求めることは可能とされている（認定事実〈２〉（８）ウ（ウ）

ｂ参照）。避難指示区域や世帯の構成等に着目して実施される上記定型の賠償が、被害内容に

照らして著しく不合理であるとはいえない上、それを超える分の個別賠償を求めることも可能

であることのほか、上記一般家財以外の３０万円以上の高級家財については更に賠償されるこ

とや仏壇、墓石等も別途賠償の対象になっていること、被告は原告らが避難先で新たに生活を

始めるに当たり必要な各種家財について、「避難費用」として避難先で購入したテレビ、冷蔵

庫、ソファー、マットレス等に係る賠償に応じていること（弁論の全趣旨）も踏まえると、上

記定型賠償の内容は一応合理的なものということができる。

イ 原告らの主張について

原告らは、損害保険料率算出機構が平成１９年１１月に発表した「家財の地震被害予測手法

に関する研究（その１）家財の所有・設置状況に関する調査」１８２頁「表Ⅴ－１世帯の家財

所有額　算出結果総括表」（甲Ａ３５）を用いて、損害額を算出すべきであると主張する。

　この研究は、家財の地震被害予測手法について検討を行う際に必要となる基礎データの収

集・把握を目的として、既往研究や国の統計調査、独自に実施するアンケート調査等を用い

て、家財の地震被害の観点から、世帯における家財の所有状況や設置状況等の調査・検討を

行ったものであり、原告らの所有していた家財の総額を把握する上で参考とすべき点がないと

はいえない。

　しかしながら、前記アのとおり、本件事故によって滅失毀損された家財の損害賠償額は、本

件事故発生当時の交換価格、すなわち、購入時の代金額から経年・使用による減価等を考慮し

て減額した価値等をもって算定すべきであるところ、証拠（甲Ａ３５、甲Ａ５２８～５３４）

によれば、上記調査における「家財所有額」は、世帯が所有する全ての家財に係る再調達価額

を推計したものと認められるから、家財の交換価値を推計したものということはできない。ま

た、原告らが全ての家財ではなく一般家財（一品当たりの購入金額が３０万円（消費税相当額

を含む。）未満の家財）についての賠償を請求していることや、本件事故の場合、家財の一部

を持ち出して利用することが可能であることも踏まえると、世帯が所有する全ての家財に係る

再調達価額を推計した上記調査の結果をそのまま当てはめて原告らの損害額を認定することは

適切ではない。

ウ 小括

以上によれば、原告らが指摘する「表Ⅴ－１世帯の家財所有額　算出結果総括表」を参考に
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しても、本件事故による家財に係る財産損害についての相当な損害額が、訴訟外で被告が原告

らに対して実施した家財損害に対する賠償の額を超えると認めるに足りる主張立証はないとい

うべきである。したがって、家財に係る損害賠償を求める原告らの請求部分についてはいずれ

も理由がない。

第４　弁済の抗弁

　１　被告の主張

　被告は、本件訴訟においては、まずは財産的損害・精神的損害を問わず各原告の被った全損

害を認定した上で、そこから全既払金を弁済の抗弁として控除し、その残額の有無や範囲を前

提に請求の当否を判断するのが本来あるべき取扱いであるなどとして、原告らに対する精神的

損害の賠償額と財産的損害の賠償額の合計額（ＡＤＲ手続による和解を経ている場合の和解契

約に基づく支払額を含む。）をもって、原告らの請求に対する弁済の抗弁として主張してい

る。

　これに対して、原告らは、弁済の抗弁に関する被告の主張立証は時機に後れた攻撃防御方法

であるため却下されるべきであると主張するとともに、被告の主張する費目間融通と世帯内融

通のいずれも認めるべきではない旨主張する。

　２　判断

（１） 時機に後れた攻撃防御方法

本件訴訟手続の経過は前記第２章第１の２に記載したとおりであるが、第１陣訴訟の係属中

に中間指針第四次追補が公表され、本件訴訟の係属中においても、被告は中間指針等を踏まえ

て策定した賠償基準に基づき原告らに対する賠償を継続していたことも背景にあったためか、

第１陣訴訟の口頭弁論終結時（平成２９年１０月１１日）に至るまで、被告は、原告らが請求

する各費目（避難慰謝料、故郷喪失慰謝料、居住用不動産損害、家財損害）について、直接賠

償手続等により賠償を実施しており、中間指針等及び被告の賠償基準に基づいて算定された金

額を超えて、被告が原告らに対して賠償すべき特段の事情は認められない旨主張するのみであ

り、被告が原告らに賠償金名下（その費目は個々に異なる。）に支払った金銭について、これ

を原告らが本件訴訟において求める避難慰謝料及び故郷喪失慰謝料に充当する旨求める弁済の

抗弁について主張することはなかったことはもちろん、そもそも当該賠償の事実を弁済の抗弁

と位置付けた主張を明示的にはしていなかった（平成２６年６月１８日付け答弁書、平成２６

年１０月１６日付け答弁書、平成２６年１２月２日付け準備書面（９）、平成２７年１２月１

１日付け準備書面（54）、平成２９年９月２９日付け準備書面（217）等参照）。なお、被告

は、前記第３の２（３）ウ（ウ）のとおり、原告らに対する賠償実績を主張し、それに関する

証拠を世帯代表者に対する本人尋問が実施される際に随時提出しているが、原告らの請求との

関係では、このような賠償実績を弁済の抗弁と明確に位置付けた主張はしていない（平成２７

年４月８日付け準備書面（20）等参照）。

　もっとも、原告らも、本件事故による精神的損害、居住用不動産損害、家財損害に対する賠

償として被告から一定の既払金があることを自認しており、訴状や訴えの変更申立書において

請求額を算定するに当たり既払金を控除して計算していたと認められるところ、本件訴訟にお

いては、当初から、原告らは被告による賠償額が低廉であるとしてその賠償額を超える損害部

分について賠償を求めていたのに対し、被告も、当初は、自らが定めた賠償基準に従った支払

分に対応する損害については積極的には争わず、その賠償により本件事故による原告らに生じ

た損害は十分に填補されていると主張し、訴訟手続が進行してきたといえる。そうすると、被

告による精神的損害、居住用不動産損害、家財損害に対する賠償については、少なくとも避難

慰謝料として支払われた賠償（増額分を含む）、居住用不動産の交換価値として支払われた賠

償、住居確保損害に対する賠償、家財損害に対する定額賠償は、原告ら及び被告の共通認識と

して本件訴訟の前提となっており、被告によるそれらの賠償の主張の中には弁済の抗弁として
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の趣旨の主張を当然に含んでいるとみるのが相当である。

　その上で、訴訟手続の経過を更にみると、第１陣訴訟の口頭弁論終結後、平成２９年１２月

から本件訴訟に関して順次原告本人尋問等が実施され、令和元年１０月２３日にはＮ地区にお

いて現地進行協議が実施されるなどした。その後、第３９回口頭弁論期日（同年１２月１８

日）において、原告らは最終的な請求額を確定するために行う訴えの変更を令和２年６月頃ま

でに完了する予定を示し、第４０回口頭弁論期日（令和２年２月１３日）において、同年４月

及び同年６月に原告本人尋問やその他の主張立証を行った上で、同年１０月１４日に口頭弁論

を終結するとの進行について裁判所及び当事者双方の間で共通認識となっていたが、第４０回

口頭弁論期日までに被告から弁済の抗弁についての明示的な主張は何らされていなかった（な

お、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を理由に同年４月の口頭弁論期日は取り消され

て進行協議期日（電話会議）に切り替わったため、原告本人尋問は同年６月の口頭弁論期日に

おいて実施された。）。

　しかしながら、被告は、上記のとおり口頭弁論終結までの予定が定められた後の同年４月１

５日に実施された進行協議期日（電話会議）において、原告ら世帯に対して行った賠償につい

て、原告らの請求（避難慰謝料及び故郷喪失慰謝料、居住用不動産損害、家財損害）に対する

弁済の抗弁として主張する旨予告し、同年６月１２日付け準備書面（284）において、弁済の抗

弁に関する総論的な主張（なお、同準備書面の中で、被告は、各原告に対する具体的な弁済の

抗弁の額については最終準備書面において主張するとしていたが、第４１回口頭弁論期日（同

年６月１７日）において、弁済の抗弁に関する各論的な主張の概要を速やかに裁判所及び原告

らに送付するとされた。）を、同年７月３１日付け準備書面（286）ないし同（288）で補充的

な主張をそれぞれ行った後、同年８月２７日付け準備書面（290）で各原告に対して弁済の抗弁

として主張する具体的な金額を示すに至った。

　被告の抗弁の主張の成否につき判断するためには、本件訴訟物とされている精神的損害に対

する賠償、居住用不動産損害及び家財損害に対する賠償のみならず、本件事故により原告らに

生じた、財産的損害を含めた全ての損害の内容及びその有無、額について審理をし、その審理

を尽くした上で被告が費目ごとに支払った弁済金が、実際に各原告が受けた損害額を超えるか

どうかについての判断する必要がある（例えば、不動産などの賠償については、当然、その不

動産の客観的価値を算定する必要があるし、就労不能損害などの逸失利益に関しては、本件事

故時の当該原告の就労状況、業種、収入額などを審理した上で、被告が就労不能損害として支

払った弁済金の額が、当該原告が実際に被った損害額を超えるかどうかの審理をする必要があ

る。）ところ、従前提出されている証拠のみから個々の原告らの各費目に係る損害の発生やそ

の額を認定することは不可能であり、当事者双方が更なる詳細な主張及び立証を行う必要があ

る。その立証においては、書証の提出はもちろん、再度の本人尋問、証人尋問、不動産の鑑定

等を行う必要が生じる可能性が否定できず、それらを行うと審理の終結が大幅に遅延すること

は明白である。そして、原告らが、本件事故により生じた損害のうち精神的損害、居住用不動

産損害及び家財損害部分を取り出して損害賠償を請求していたことは当初から明らかであり、

被告において既払金の状況を当然に把握し、しかも、既払金の状況として、都度、その点に関

する主張立証をしていたこと（慰謝料算定における基礎とすべき事情の主張と理解できる。）

からすると、精神的損害、居住用不動産損害及び家財損害に対する賠償以外の賠償について弁

済の抗弁を主張することに何ら障害はなく、そのような主張を適時にすることは容易であった

というべきである。

　そうすると、被告が主張する弁済の抗弁のうち、令和２年６月１２日付け準備書面（284）、

令和２年８月２７日付け準備書面（290）で新たに主張された部分、すなわち、被告が原告ら世

帯に対して実施した財産的損害に対する賠償についても精神的損害に充当されるべきとの主張

については、故意に訴訟遅延等を狙ったものであるか、あるいは、明らかに重大な過失により
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時機に後れて提出された防御方法であり、訴訟の完結を遅延させることが明らかであるといえ

るため、却下する。

　なお、あくまでも弁済の抗弁としての主張を却下するものであり、被告が原告らに対して、

本件事故により生じた精神的損害のほか財産的損害に対する賠償を実施しているという事情を

慰謝料額の算定に当たり考慮することが妨げられないことは、前記第３の２（３）ウ（ウ）の

とおりである。

（２） 弁済の抗弁を認める額

ア 被告の主張する弁済の抗弁については、被告が、原告ら世帯代表者の本人尋問を実施す

るごとに提出してきた当該世帯に対する賠償金一覧表において、精神的損害に対する賠償とし

て主張してきた支払につき、すなわち、避難慰謝料、避難所生活や要介護といった個別事情を

踏まえた避難慰謝料の増額分、ペット喪失に係る精神的損害に対する慰謝料の支払、ＡＤＲ手

続による増額分の支払のほか、１８歳以下の子供や妊婦が避難等対象区域又は自主的避難等対

象区域に避難又は滞在した場合の精神的損害及び生活費増加分の賠償に関する支払につき理由

があると認める。各原告について弁済の抗弁を認める額については、別紙３「認容額等目録」

の「既払金控除額」欄に記載したとおりであり、その余の支払については本件において弁済の

抗弁として認めない。

　他方、前記のとおり、避難慰謝料と故郷喪失慰謝料について別々にその額を算定したもの

の、両慰謝料とも精神的損害に対する慰謝料としての性質は同じである上、原告らにおいても

避難慰謝料と故郷喪失慰謝料を合わせた総額から既払金を引いた上で請求額を決定しているこ

とや被害救済や賠償の公平性も踏まえると、本件訴訟の証拠上認定できる避難慰謝料の額を超

える支払が精神的損害の賠償として支払われている場合、超過分については故郷喪失慰謝料と

して算定した額から差し引くことが相当である。

イ 前記（１）のとおり、被告の主張する弁済の抗弁のうち、財産的損害に対する賠償につ

いて精神的損害に充当されるべきとの主張については、本件訴訟においては時機に後れた攻撃

防御方法として却下するものであるが、念のため、実体法等の観点からも検討を加える。

　本件における住居確保損害、就労不能損害、生命・身体的損害（入通院慰謝料を含む。）を

含む財産的損害に対する賠償については、被告が、中間指針等を踏まえ、本件事故により被害

を受けた者ら（以下「被害者ら」という。）の早期かつ公平な救済を図るために策定し公表し

てきた一定の賠償基準に従い、原告らを含む本件事故の被害者から提出された請求書類や疎明

資料を確認し、賠償額を認定した上で、賠償することが相当と判断したものにつき、支払がさ

れたものである。これらの賠償は避難生活に伴う精神的苦痛に対する慰謝料とは賠償対象を異

にするものであることに加え、上記のように一定の基準や手続に則って被告が認定した損害に

対する賠償として支払われている以上、その支払は被害者らと被告との間の合意に基づくもの

と見るべきであり、当該支払が錯誤や詐欺に基づくなどの事情が立証されない限りは、実損害

を超えて支払われている過払い分等を認めることはできないし、本件訴訟の記録上そのような

過払い分を認めるに足る証拠も存在しない。さらにいえば、被告の主張する一部請求における

「外側説」の考え方に立つ場合、被告による弁済は、本件事故により原告らに生じた全損害の

うち、精神的損害に関する請求以外の部分（非請求部分）にまず充当され、非請求部分の損害

額を超える弁済がされていることが証明されて初めて、本件訴訟物に対する弁済の抗弁として

機能すると考えられるが、そのような具体的な主張及び立証は本件において何らされておら

ず、被告の主張は採用できない。

ウ 被告は、原告らが属する世帯の構成員（本件訴訟の原告であるか訴外であるかを問わな

い。）の中に、本件事故と相当因果関係のある損害を超える賠償を受けている者が認められる

場合には、本件事故と相当因果関係のある損害を超える賠償部分については、その余の世帯構

成員に認められる未填補の損害額の比率に応じてその余の世帯構成員に案分して充当されるべ
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きである旨主張する。しかしながら、そもそも「本件事故と相当因果関係のある損害を超える

賠償部分」の存否につき審理がなされておらず、これを認めるに足る証拠はないことに加え、

被告が既に支払った金銭は、いずれも各原告に対して支払われたものであり、各原告に既払金

を充当すべきであって、被告の上記主張は失当である。

第５　弁護士費用

　各原告に生じた精神的損害の総額から各原告に対する既払金の額を除いた額（別紙３「認容

額等目録」の「慰謝料額総計（既払金控除後）」欄記載の金額）の１割を本件事故と相当因果

関係のある弁護士費用と認める。具体的には、別紙３「認容額等目録」の「弁護士費用」欄記

載の金額を各原告について認める。

第４章　結論

　以上によれば、原告らの主位的請求はいずれも理由がなく、予備的請求は主文の限度で理由

があるから当該部分を認容し、その余の部分はいずれも理由がないから棄却することとし、ま

た、訴訟費用につき民訴法６１条、６４条本文、６５条１項本文を、仮執行宣言につき同法２

５９条１項を、被告から申立てのあった仮執行免脱宣言につき同条３項を適用し、主文のとお

り判決する。

　（裁判長裁判官　名島亨卓　裁判官　中嶋万紀子　裁判官　小川一希）
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